
概

業区分 □ 自治事務 

施

  □ 法定受託  

策

 □ その他
今後の方

名

向性 □ 縮小　□ 改

地

善 審議を受けるととも

球

に、「環境報告書」に

・

まとめ公表する。
（改

自

善措置等）□ 休止　

然

□ 終了 また、市域か

・

ら排出される温室効果

生

ガス排出量の算定を行

活

う。
計画対象 □ 実施

環

計画査定対象  □ 

境

行政改革対象 
□ 廃

基

止　　　　 

※決算額

本

については、端数処理

目

により、他資料の決算

標

額と差異が生じている

安

場合もあります。

全・安心に暮らせるまち

要 施策の目的 かけがえのない地球環境を守り、豊かな自然環境、快適な生活環境を次世代に引き継ぐこと。

施策の方向 総合的環境施策の推進

第３次環境基本計画に基づき、環境の保全や創造に関する施策を推進している。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 引き続き、第３次三島市環境基本計画に基づき、環境の保全や創造に関する施策を推進する。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

環境基本計画推進事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度

1

令和　６年度 令和　６

頁

年度 令和　７年度
活動

令

指標名 単位
実績 計画 実

和

績 計画 決算 当初予算 決

 

算 当初予算
全体事業概

6

要
①

環境審議会の開催

年

件数 回 1 １ 1 1
令和4

度

年度に開始した第3次

　

三島市環境基本計画に

　

基づ
き施策を推進する

事

。環境審議会を開催し

務

、環境基本計 943 1

事

,068 938 1,0

業

34
画の進捗状況やそ

評

の他環境保全に関する

価

事項について
②

環境報

表

告書の作成回数 回 1 １

（

1 1
の審議を受けると

個

ともに、「環境報告書

票

」にまとめ公
表する。

）

令和　８年度の優先度

課

また、市域から排出さ

名

れる温室効果ガス排出

環

量の算定
③1 を行う。

境

　□ Ａ　　　 □ 

市

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

民

　 □ Ｄ　

三島市環

部

境基本計画の進捗状況

環

やその他環境保全に関

境

する事項について、三

政

島市環境審議会におい

策

て審議を受け
■ 計画

課

どおり   
令和　６

作

年度 るとともに、「環

成

境報告書」にまとめ公

日

表した。
□ 遅延  

令

       
の評価

和

また、市域から排出さ

　

れる温室効果ガス排出

７

量の算定を行った。
□

年

 進展なし     

　

■ 維持　□ 拡大 引

８

き続き、三島市環境基

月

本計画の進捗状況やそ

　

の他環境保全に関する

１

事項について、三島市

日

環境審議会において
事



概

り組み、市役所からの

施

温室効果ガス排出量の

策

削減や、省エネ・省資

名

源、経費の削減、職員

地

の環
□ 遅延    

球

     
の評価 境意

・

識の向上を図ることが

自

できた。
□ 進展なし

然

     

■ 維持　

・

□ 拡大 引き続き、三

生

島市独自の環境マネジ

活

メントシステムを推進

環

し、市の全組織・全職

境

員が継続的に環境負荷

基

の低減や
事業区分 □ 

本

自治事務   □ 法

目

定受託   □ その

標

他
今後の方向性 □ 縮

安

小　□ 改善 事務事業

全

の改善に取り組み、市

・

役所からの温室効果ガ

安

ス排出量の削減や、省

心

エネ・省資源、経費の

に

削減、職員の
（改善措

暮

置等）□ 休止　□ 

ら

終了 環境意識の向上を

せ

図る。
計画対象 □ 実

る

施計画査定対象  □

ま

 行政改革対象 
□ 

ち

廃止　　　　 

※決算

要

額については、端数処

施

理により、他資料の決

策

算額と差異が生じてい

の

る場合もあります。

目的 かけがえのない地球

No. 事務事業

環

名 活動内容 コスト（事

境

業費：千円）

新エネ省

を

エネ資源循環事業 令和

守

　５年度 令和　６年度

り

令和　６年度 令和　７

、

年度 令和　５年度 令和

豊

　６年度 令和　６年度

か

令和　７年度
活動指標

な

名 単位
実績 計画 実績 計

自

画 決算 当初予算 決算 当

然

初予算
全体事業概要

①

環

資源ごみ回収団体への

境

報 団体 133 135 1

、

21 135
持続可能な

快

社会の実現に向けて、

適

計画的に新エネルギ 奨

な

金交付団体数 以上
ーの

生

活用、省資源・省エネ

活

ルギーの活動、資源の

環

地域 6,498 4,6

境

78 3,935 4,4

を

68
内循環を推進する

次

。
②

令和　８年度の優

世

先度

③2 　□ Ａ　　

代

　 □ Ｂ　　　 □

に

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

引

資源ごみ回収活動を担

き

う子ども会等の団体数

継

が減少し、報奨金交付

ぐ

団体数が減少した。一

こ

方で令和５年度から実

と

□ 計画どおり   

。

令和　６年度 施してい

施

る周知回数割が、令和

策

６年度は、７０件近く

の

増加した。
■ 遅延 

方

        
の評

向

価
□ 進展なし   

地

  

■ 維持　□ 拡

球

大 令和5年度から、事

環

前周知を実施した団体

境

に周知回数に応じて報

対

奨金を支払う制度を導

策

入した。1団体当たり

　

の報
事業区分 □ 自治

創

事務   □ 法定受

エ

託   □ その他
今

ネ

後の方向性 □ 縮小　

、

□ 改善 奨金交付金額

蓄

は以前より増加するこ

エ

とが予想されるため、

ネ

今後も自治会等に資源

、

ごみ回収活動の利点を

省

周知して
（改善措置等

エ

）□ 休止　□ 終了

ネ

いく。持続可能な社会

設

の実現に向け、今後も

備

資源の地域内循環の具

等

現化を推進していく。

の

計画対象 □ 実施計画

導

査定対象  □ 行政

入

改革対象 
□ 廃止　

推

　　　 

進、スマートハウス設備導入費補助金の交付、地域における資源ごみ回収活動の支援、市民や市職員の環境意識向上等の取り
■ 計画どおり   

令和　６年度 組みにより、地球温暖化が主な原因とされる気候変動対策を主とする地球環境対策が推進されている
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 　引き続き、創エネ、蓄エネ、省エネ設備等の導入推進、スマートハウス設備導入費補助金の交付、地域における資源ごみ回収活動の支援、市民や市職員の環境意識向

今後の方向性 □ 拡大　　　　 上等の取り組みにより、地球温暖化が主な原因とされる気候変動対策を主とする地球環境対策を推進していく。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和 6年度　　事

No. 事務事業名 活動

務

内容 コスト（事業費：

事

千円）

ＥＭＳ推進事業

業

令和　５年度 令和　６

評

年度 令和　６年度 令和

価

　７年度 令和　５年度

表

令和　６年度 令和　６

（

年度 令和　７年度
活動

個

指標名 単位
実績 計画 実

票

績 計画 決算 当初予算 決

）

算 当初予算
全体事業概

課

要
①

ＥＭＳ運用に伴う

名

会議及 回 4 5 4 5
三島

環

市独自の環境マネジメ

境

ントシステムを推進す

市

る。 び研修会の開催回

民

数 以上
市の全組織を対

部

象に全職員が継続的に

環

環境負荷の低減 17 0

境

0 0
や事務事業の改善

政

に取り組むことで、市

策

役所からの温
②室効果

課

ガス排出量の削減や、

作

省エネ・省資源、経費

成

の
削減、職員の環境意

日

識の向上を図る。 令和

令

　８年度の優先度

③1

和

　□ Ａ　　　 □ 

　

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

７

　 □ Ｄ　

三島市独

年

自の環境マネジメント

　

システムを推進するこ

８

とで、市の全組織・全

月

職員が継続的に環境負

　

荷の低減や事
■ 計画

１

どおり   
令和　６

日

年度 務事業の改善に取



概

市域・公共施設の温室

施

効果ガス排出量削減の

策

ための取り組みを民間

名

提案制度にて募集をし

地

たが、実施に至る提案

球

□ 遅延      

・

   
の評価 はなかっ

自

たため、新たな取り組

然

みは行っていない。E

・

MS推進事業等の既存

生

事業において温室効果

活

ガス排出量の削
□ 進

環

展なし     
減に

境

努めた。
■ 維持　□

基

 拡大 市役所からの温

本

室効果ガス排出量の4

目

5.6％を占める電気

標

使用量削減を中心に、

安

職員の率先行動と意識

全

の向上を図
事業区分 □

・

 自治事務   □ 

安

法定受託   □ そ

心

の他
今後の方向性 □ 

に

縮小　□ 改善 るとと

暮

もに、省エネルギー設

ら

備や再生可能エネルギ

せ

ー設備の普及を推進し

る

ていく。引き続き、市

ま

域・公共施設の
（改善

ち

措置等）□ 休止　□

要

 終了 温室効果ガス排

施

出量削減のための取り

策

組みを民間提案制度に

の

て募集していく。
計画

目

対象 □ 実施計画査定

的

対象  □ 行政改革

か

対象 
□ 廃止　　　

け

　 

※決算額について

が

は、端数処理により、

え

他資料の決算額と差異

の

が生じている場合もあ

な

ります。

い地球環境を守り、豊

No

か

. 事務事業名 活動内容

な

コスト（事業費：千円

自

）

市単独事業費補助金

然

令和　５年度 令和　６

環

年度 令和　６年度 令和

境

　７年度 令和　５年度

、

令和　６年度 令和　６

快

年度 令和　７年度
活動

適

指標名 単位
実績 計画 実

な

績 計画 決算 当初予算 決

生

算 当初予算
全体事業概

活

要
①

設備導入による温

環

室効果 t-CO 459

境

360 432 360
地

を

球温暖化対策及びエネ

次

ルギー対策を推進する

世

ため、 ガス排出推計削

代

減量 2
市内の住宅に太

に

陽光発電システムやリ

引

チウムイオン蓄 12,

き

583 13,050 1

継

2,347 12,95

ぐ

0
電池システム等を設

こ

置する市民と、省エネ

と

ルギー設備
②

設備補助

。

件数 件 240 240 2

施

38 240
への改修及

策

び再生可能エネルギー

の

設備を導入する市内
の

方

中小企業者に対し、費

向

用の一部を補助し、市

地

内の温 令和　８年度の

球

優先度
室効果ガス排出

環

量の削減を図る。
③

中

境

小企業者地球温暖化対

対

件 9 10 11 10
4 策

策

補助件数 　□ Ａ　　

　

　 □ Ｂ　　　 □

創

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

エ

スマートハウス設備、

ネ

中小企業の設備補助件

、

数、温室効果ガス排出

蓄

削減量ともに計画を上

エ

回った。引き続き啓発

ネ

■ 計画どおり   

、

令和　６年度 等を行い

省

事象を継続していく。

エ

□ 遅延      

ネ

   
の評価

□ 進展

設

なし     

■ 維

備

持　□ 拡大 2050

等

年カーボンニュートラ

の

ルシティの実現のため

導

には、一般家庭や事業

入

者からの温室効果ガス

推

排出量を削減する
事業

進

区分 □ 自治事務  

、

 □ 法定受託   

ス

□ その他
今後の方向

マ

性 □ 縮小　□ 改善

ー

ことが不可欠である。

ト

そのため、一般家庭や

ハ

事業者における温室効

ウ

果ガス排出量の削減に

ス

寄与する太陽光発電シ

設

（改善措置等）□ 休

備

止　□ 終了 ステム等

導

のさらなる普及促進を

入

図るため、本事業は引

費

き続き実施する。
計画

補

対象 ■ 実施計画査定

助

対象  □ 行政改革

金

対象 
□ 廃止　　　

の

　 

交付、地域における資源ごみ回収活動の支援、市民や市職員の環境意識向上等の取り
■ 計画どおり   

令和　６年度 組みにより、地球温暖化が主な原因とされる気候変動対策を主とする地球環境対策が推進されている
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 　引き続き、創エネ、蓄エネ、省エネ設備等の導入推進、スマートハウス設備導入費補助金の交付、地域における資源ごみ回収活動の支援、市民や市職員の環境意識向

今後の方向性 □ 拡大　　　　 上等の取り組みにより、地球温暖化が主な原因とされる気候変動対策を主とする地球環境対策を推進していく。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

2 頁

令和 6年度　　事

No. 事務事業名 活動

務

内容 コスト（事業費：

事

千円）

地球温暖化対策

業

推進事業 令和　５年度

評

令和　６年度 令和　６

価

年度 令和　７年度 令和

表

　５年度 令和　６年度

（

令和　６年度 令和　７

個

年度
活動指標名 単位

実

票

績 計画 実績 計画 決算 当

）

初予算 決算 当初予算
全

課

体事業概要
①

市役所か

名

らの温室効果ガ t-C

環

O 21,269 20,

境

181 - 19,373

市

令和４年度から開始し

民

た三島市地球温暖化対

部

策地方公 ス排出量 2
共

環

団体実行計画に位置付

境

けられた施策を実施す

政

るもの 0 0 0 0
。市域

策

・公共施設の温室効果

課

ガス排出量削減のため

作

の
②取り組みを民間提

成

案制度にて募集をし、

日

多方面から温
室効果ガ

令

ス排出量削減に関する

和

取り組みを模索してい

　

令和　８年度の優先度

７

く。
③3 　□ Ａ　　

年

　 □ Ｂ　　　 □

　

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

８

市役所からの温室効果

月

ガス排出量の算定は、

　

8月末頃完了する予定

１

である。
■ 計画どお

日

り   
令和　６年度



概

事務   □ 法定受

施

託   □ その他
今

策

後の方向性 □ 縮小　

名

□ 改善 しでも増やす

地

ことが重要であり、今

球

後も維持していくべき

・

事業である。
（改善措

自

置等）□ 休止　□ 

然

終了
計画対象 □ 実施

・

計画査定対象  □ 

生

行政改革対象 
□ 廃

活

止　　　　 

※決算額

環

については、端数処理

境

により、他資料の決算

基

額と差異が生じている

本

場合もあります。

目標 安全・安心に暮らせるまち

要 施策の目的 かけがえのない地球環境を守り、豊かな自然環境、快適な生活環境を次世代に引き継ぐこと。

施策の方向 環境教育

計画通り、地域や学校等と連携した環境教育・環境学習が図られている。ただし、環境教育・環境学習の一翼を担う環境ボランティアについては、年々減少傾向にある
■ 計画どおり   

令和　６年度 。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 地域や学校のニーズに合わせた環境教育・環境学習に努めていく。また、新たな環境ボランティアの育成に努めるとともに、環境ボランティアによる環境教育・環境学

今後の方向性 □ 拡大　　　　 習の効率化を図る。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

No. 事務事業

令

名 活動内容 コスト（事

和

業費：千円）

次世代リ

 

ーダー育成事業 令和　

6

５年度 令和　６年度 令

年

和　６年度 令和　７年

度

度 令和　５年度 令和　

　

６年度 令和　６年度 令

　

和　７年度
活動指標名

事

単位
実績 計画 実績 計画

務

決算 当初予算 決算 当初

事

予算
全体事業概要

①
園

業

児参加型プログラム参

評

園 18 10 11 10
幼

価

稚園児・保育園児を対

表

象に自然観察会等の体

（

験プロ 加園数 以上
グラ

個

ムの開催や学習の強化

票

を図る。 471 796

）

501 436
小学生・

課

中学生を対象に205

名

0年カーボンニュート

環

ラル
②

環境探偵団参加

境

者数 人 69 65 82 6

市

5
の実現に向けて、「

民

再生可能エネルギー」

部

や「自然環 以上
境の保

環

全」をテーマとした講

境

座や研修を実施する。

政

令和　８年度の優先度

策

③1 　□ Ａ　　　 

課

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

作

　　　 □ Ｄ　

様々

成

な研修・環境教育を実

日

施することができた。

令

■ 計画どおり   

和

令和　６年度
□ 遅延

　

         
の

７

評価
□ 進展なし  

年

   

■ 維持　□ 

　

拡大 地球温暖化をはじ

８

めとする環境問題が顕

月

在化するなか、未来を

　

担う子供たちが環境保

１

全について考える機会

日

を少
事業区分 □ 自治



概

地域ごと特色ある環境

施

づくりを行うほか、家

策

庭からの二酸化炭素排

名

出量抑制のため、出来

地

るだけ多くの出前講座

球

事業区分 □ 自治事務

・

   □ 法定受託 

自

  □ その他
今後の

然

方向性 □ 縮小　□ 

・

改善 をエコパートナー

生

と協働で実施していく

活

。
（改善措置等）□ 

環

休止　□ 終了
計画対

境

象 □ 実施計画査定対

基

象  □ 行政改革対

本

象 
□ 廃止　　　　

目

 

※決算額については

標

、端数処理により、他

安

資料の決算額と差異が

全

生じている場合もあり

・

ます。

安心に暮らせるまち

要 施策の目的 かけがえのない地球環境を守り、豊かな自然環境、快適な生活環境を次世代に引き継ぐこと。

施策の方向 環境保全

計画通り、エコパートナーや各種環境団体等の活動を支援し、地域に根付いた環境保全活動を推進することができた。
■ 計画どおり   

令和　６年度 保育園・幼稚園から高齢の方まで、様々な世代が参加する自然観察会等のイベントを実施して、子供から大人まで広い世代に対し環境保全の啓発ができた。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 環境学習の拠点となるエコセンターが解体となる中で、代替の会場を確保し、エコパートナー等の活動を支援しながら地域に根付いた環境保全活動を推進していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 エコパートナーの高齢化が進み、活動できる人員が減少しているため、若い世代に働きかけエコパートナーの活性化を図る。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　

1

　 

頁

令和 6年度　　事

No. 事

務

務事業名 活動内容 コス

事

ト（事業費：千円）

地

業

域環境づくり推進事業

評

令和　５年度 令和　６

価

年度 令和　６年度 令和

表

　７年度 令和　５年度

（

令和　６年度 令和　６

個

年度 令和　７年度
活動

票

指標名 単位
実績 計画 実

）

績 計画 決算 当初予算 決

課

算 当初予算
全体事業概

名

要
①

環境出前講座の開

環

催件数 件 27 18 17

境

18
エコパートナーと

市

の協働により、地域ご

民

と特色ある環
境づくり

部

を行うほか、家庭から

環

の二酸化炭素排出量の

境

855 875 650 6

政

69
抑制のため、出前

策

講座や緑のカーテンコ

課

ンテストなど
②の活動

作

を実施するもの。
　 令

成

和　８年度の優先度

③

日

1 　□ Ａ　　　 □

令

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

和

　　 □ Ｄ　

雨天中

　

止になったイベントも

７

あったが、ほぼ計画ど

年

おり出前講座を実施す

　

ることができた。
■ 

８

計画どおり   
令和

月

　６年度
□ 遅延  

　

       
の評価

１

□ 進展なし    

日

 

■ 維持　□ 拡大



概

150
1 　□ Ａ　　

施

　 □ Ｂ　　　 □

策

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

名

公害（生活環境）苦情

地

処理件数は計画値を上

球

回ったが、迅速に対応

・

するよう努めた。水生

自

生物観察会は、夏休み

然

■ 計画どおり   

・

令和　６年度 川のいき

生

もの観察会のPR方法

活

や定員を見直した結果

環

、前年度より参加者が

境

増加したが、計画値に

基

は届かなかった
□ 遅

本

延         

目

の評価 。水質調査は毎

標

月実施し、環境基準が

安

定められている大場川

全

の全測定点で環境基準

・

を達成していた。大場

安

川の支
□ 進展なし 

心

    
流で水質事故

に

が1件あり、事業所に

暮

対し県と協力して指導

ら

を行った。
■ 維持　

せ

□ 拡大 苦情が発生し

る

た際は、引き続き迅速

ま

に対応し、再発がない

ち

よう努める。水生生物

要

観察会は、参加者が増

施

加するよ
事業区分 □ 

策

自治事務   □ 法

の

定受託   □ その

目

他
今後の方向性 □ 縮

的

小　□ 改善 う、定員

か

や実施回数・場所の見

け

直し、SNSを活用し

が

た周知方法や魅力的な

え

PRなどを検討してい

の

く。水質調査は、
（改

な

善措置等）□ 休止　

い

□ 終了 引き続き、大

地

場川の支流を含めた1

球

1河川13地点で水質

環

汚濁を監視する。
計画

境

対象 □ 実施計画査定

を

対象  □ 行政改革

守

対象 
□ 廃止　　　

り

　 

※決算額について

、

は、端数処理により、

豊

他資料の決算額と差異

か

が生じている場合もあ

な

ります。

自然環境、快適な生活

No

環

. 事務事業名 活動内容

境

コスト（事業費：千円

を

）

畜犬指導事業 令和　

次

５年度 令和　６年度 令

世

和　６年度 令和　７年

代

度 令和　５年度 令和　

に

６年度 令和　６年度 令

引

和　７年度
活動指標名

き

単位
実績 計画 実績 計画

継

決算 当初予算 決算 当初

ぐ

予算
全体事業概要

①
畜

こ

犬登録数 頭 4397 4

と

,500 4,325 4

。

,500
狂犬病予防法

施

及び動物の愛護と管理

策

に関する法律に基
づき

の

、犬と猫の適切な飼育

方

の普及と啓発を図ると

向

とも 0 0 0 0
に、飼い

快

主のいない猫の避妊・

適

去勢手術に要する費用

な

②
狂犬病予防注射接種

生

率 ％ 81.1 80 82

活

.1 80
への補助事業

環

を推進する。

令和　８

境

年度の優先度

③
地域ね

へ

こ避妊等補助金交 件 1

の

08 160 95 160

推

2 付件数 　□ Ａ　　

進

　 □ Ｂ　　　 □

大

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

気

狂犬病予防注射を未実

汚

施の犬の飼い主に対し

染

、督促はがきの送付、

防

戸別訪問などを実施し

止

、接種率向上に努めた

法

■ 計画どおり   

、

令和　６年度 。また、

水

人と猫が共生するまち

質

を目指し、飼い主のい

汚

ない猫避妊去勢手術費

濁

補助事業を推進した。

防

東部保健所や
□ 遅延

止

         
の

法

評価 田方獣医師会と連

等

携し、ペットの同行避

に

難訓練及びペットの災

基

害対策研修会を開催し

づ

、ペットに係る防災に

く

つい
□ 進展なし  

定

   
て啓発を行うと

期

ともに、ペット災害対

的

策として9避難所スタ

な

ーターキットを配備し

測

た。
■ 維持　□ 拡

定

大 ペットの同行避難な

監

ど災害対策について周

視

知・啓発を図るととも

、

に、飼い主の管理責任

苦

の普及・啓発、飼い主

情

の
事業区分 □ 自治事

へ

務   □ 法定受託

の

   □ その他
今後

適

の方向性 □ 縮小　□

切

 改善 いない猫の保護

な

及び管理指導要綱によ

対

るマナー啓発などに努

応

め、犬や猫の適正な飼

を

育の推進を図る。また

実

、高齢
（改善措置等）

施

□ 休止　□ 終了 者

す

のペット問題等につい

る

て、東部保健所や福祉

と

関係部局と連携し、啓

と

発を行っていく。
計画

も

対象 □ 実施計画査定

に

対象  □ 行政改革

、

対象 
□ 廃止　　　

狂

　 

犬病予防法等に基づく犬猫の適正飼育、飼い主のいない猫
■ 計画どおり   

令和　６年度 の避妊去勢手術補助事業を推進することにより、快適な生活環境の保全・推進が図られた。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も引き続き、大気汚染防止法、水質汚濁防止法等に基づく定期的な測定監視、苦情への適切な対応を実施するとともに、狂犬病予防法等に基づく犬猫の適正飼育、

今後の方向性 □ 拡大　　　　 飼い主のいない猫の避妊去勢手術補助事業を推進することにより、快適な生活環境の保全・推進を図っていく。水生生物観察会参加者数と狂犬病予防注射接種率につい

（改善

1

措置等） □ 縮小　　

頁

　　 ては、開催方法

令

や周知方法などを検討

和

していく。
□ 改善　

 

　　　 

6年度　　事務事業評

No

価

. 事務事業名 活動内容

表

コスト（事業費：千円

（

）

環境保全推進事業 令

個

和　５年度 令和　６年

票

度 令和　６年度 令和　

）

７年度 令和　５年度 令

課

和　６年度 令和　６年

名

度 令和　７年度
活動指

環

標名 単位
実績 計画 実績

境

計画 決算 当初予算 決算

市

当初予算
全体事業概要

民

①
公害（生活環境）苦

部

情処 件 95 100 14

環

6 100
大気汚染防止

境

法、水質汚濁防止法等

政

に基づく定期的・ 理件

策

数
継続的な監視・測定

課

を実施することにより

作

、市民の安 15,01

成

4 16,061 12,

日

673 12,810
全

令

・安心な生活環境を保

和

全するとともに、苦情

　

への適
②

大場川塚本橋

７

のＢＯＤ年 mg/L 0

年

.9 1.1 0.7 1.

　

1
切な対応、路上喫煙

８

やポイ捨て禁止の徹底

月

を図る。 間平均値

令和

　

　８年度の優先度

③
水

１

生生物観察会参加者数

日

人 112 150 131



日

当初予算 決算 当初予算

概

全体事業概要
①

ごみ減

施

量及び分別等周知 回 6

策

2 30 52 30
一般廃

名

棄物処理基本計画（ご

廃

み編）に基づき重点的

棄

な 啓発活動件数
取組内

物

容として　①食品ロス

対

の削減　②資源物の分

策

別 8,914 9,66

基

4 7,691 11,6

本

80
徹底　③分別収集

目

品目・資源化品目の拡

標

大　④生活系
②

広報誌

安

等掲載回数 回 16 6 1

全

1 6
収集ごみの有料化

・

の検討　⑤事業系ごみ

安

の適正処理や
減量の推

心

進　⑥新たな中間処理

に

施設の検討　⑦新たな

暮

令和　８年度の優先度

ら

最終処分場の整備　⑧

せ

ルール違反ごみ等への

る

対応　⑨
③1 周知・啓

ま

発活動の推進を行う。

ち

　□ Ａ　　　 □ 

要

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

施

　 □ Ｄ　

・市民の

策

ごみ問題に対する理解

の

と関心を高めるため、

目

広報誌の発行、自治会

的

や幼稚園等への出前講

市

座、市内小学
■ 計画

民

どおり   
令和　６

、

年度 生の社会科見学受

事

け入れなど、ごみの減

業

量や資源化に関する環

者

境教育及び周知啓発を

と

実施した。
□ 遅延 

行

        
の評

政

価 ・事業系ごみに関し

が

て、事業者に対する適

協

正処理の指導や少量排

働

出事業者制度の適切な

し

運用及び周知啓発を実

て

施
□ 進展なし   

、

  
した。

■ 維持　

ご

□ 拡大 ・周知啓発活

み

動の強化を図るため、

の

引き続き、ごみ減量ア

少

ドバイザーの活動を支

な

援し、市とアドバイザ

い

ーの協働
事業区分 □ 

清

自治事務   □ 法

潔

定受託   □ その

な

他
今後の方向性 □ 縮

ま

小　□ 改善 による事

ち

業を実施するとともに

づ

、出前講座の開催やご

く

み減量トレンディ等広

り

報誌の発行を行う。
（

を

改善措置等）□ 休止

進

　□ 終了 ・令和６年

め

３月に策定した「三島

な

市食品ロス削減推進計

が

画」に基づき、食品ロ

ら

スの削減を推進する。

、

計画対象 □ 実施計画

限

査定対象  □ 行政

り

改革対象 
□ 廃止　

あ

　　　 ・事業系ごみ

る

の適正処理を推進する

資

ため、事業者への指導

源

及び周知啓発を実施す

を

る。

※決算額について

大

は、端数処理により、

切

他資料の決算額と差異

に

が生じている場合もあ

し

ります。

、持続的に発展が可能

No

な

. 事務事業名 活動内容

循

コスト（事業費：千円

環

）

一般廃棄物資源化事

型

業 令和　５年度 令和　

社

６年度 令和　６年度 令

会

和　７年度 令和　５年

を

度 令和　６年度 令和　

構

６年度 令和　７年度
活

築

動指標名 単位
実績 計画

す

実績 計画 決算 当初予算

る

決算 当初予算
全体事業

こ

概要
①

資源化率 ％ 10

と

.32 10.5 10.

。

57 10.5
清掃セン

施

ターに搬入されるペッ

策

トボトル・白色発泡ス

の

（集団回収を除く。）

方

チロール及び白色トレ

向

イ、ガラスびん、乾電

ご

池・蛍光 18,827

み

21,142 18,1

の

39 19,649
管、

減

古紙、木製家具・剪定

量

枝、衣類、靴・革製品

と

、小
②型家電等を場外

資

の中間処理施設に搬出

源

し、再資源化処
理を行

化

う。 令和　８年度の優

の

先度

③2 　□ Ａ　　

推

　 □ Ｂ　　　 □

進

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

一

・清掃センターに搬入

般

される資源化物（古紙

廃

、木製家具・剪定枝、

棄

衣類、靴・革製品等）

物

を場外の中間処理施設

処

■ 計画どおり   

理

令和　６年度 に搬出し

基

、再使用または再資源

本

化処理を実施した。
□

計

 遅延       

画

  
の評価

□ 進展な

（

し     

□ 維持

ご

　■ 拡大 ・本市のリ

み

サイクル率（集団回収

編

を含む。）は年々低下

）

傾向にあり、近年は約

に

14％で横ばい傾向と

基

なっているが
事業区分

づ

□ 自治事務   □

き

 法定受託   □ 

、

その他
今後の方向性 □

ご

 縮小　□ 改善 、一

み

般廃棄物処理基本計画

減

の目標は21％である

量

ため、リサイクル率の

施

向上に向けて、燃える

策

ごみに含まれるミッ
（

と

改善措置等）□ 休止

し

　□ 終了 クス古紙等

て

の資源物の分別徹底や

、

、廃プラスチック類等

食

の新たな分別収集・資

品

源化品目導入の検討を

ロ

行う。
計画対象 ■ 実

ス

施計画査定対象  □

の

 行政改革対象 
□ 

削

廃止　　　　 

減や生ごみの減量・堆肥化に取り組んだ。
■ 計画どおり   

令和　６年度 清掃センターに搬入された粗大ごみ等について、「メルカリＳｈｏｐｓ」による不用品売払いを実施した。
□ 遅延         

の評価 「食品ロス削減推進計画」に基づき、「三島市フードロスゼロ推進店」の認定、「タベスケ」の実証実験などにより、食品ロス削減に努めた。
□ 進展なし     

資源化施策については、各種資源化物を適正に再使用又は再資源化するとともに、ごみ減量アドバイザーと協働でミックス古紙の分別啓発に取り組んだ。
■ 維持　　　　 一般廃棄物処理基本計画（ごみ編）に基づき、

1

更なるごみの減量及び

頁

資源化を推進するため

令

の取り組みを行う。

今

和

後の方向性 □ 拡大　

 

　　　 ごみ減量に最

6

も効果的な生ごみの減

年

量に向け、コンポスト

度

の無償貸与を継続して

　

実施するとともに、ト

　

ートバック型コンポス

事

トの実証実験を実施す

務

る。

（改善措置等） □

事

 縮小　　　　 「メ

業

ルカリＳｈｏｐｓ」、

評

「三島市フードロスゼ

価

ロ推進店」や「タベス

表

ケ」を継続して実施す

（

ることにより、３Ｒの

個

推進、市民への意識醸

票

成を図る。
□ 改善　

）

　　　 資源化施策に

課

ついては、廃プラスチ

名

ックや紙おむつなど新

環

たな資源化物の検討を

境

行うとともに、引き続

市

き、ミックス古紙の分

民

別啓発を行う。

部廃棄物対策課 作成日 令

No. 事務事業名 活

和

動内容 コスト（事業費

　

：千円）

一般廃棄物処

７

理計画事業 令和　５年

年

度 令和　６年度 令和　

　

６年度 令和　７年度 令

８

和　５年度 令和　６年

月

度 令和　６年度 令和　

　

７年度
活動指標名 単位

１

実績 計画 実績 計画 決算



日

を委託により実施する

概

。 264,348 26

施

8,220 267,5

策

84 261,620

②

名

不法投棄監視及び廃棄

廃

物 日 240 240 23

棄

9 240
回収分別業務

物

委託業務実
施日数 令和

対

　８年度の優先度

③1

策

　□ Ａ　　　 □ 

基

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

本

　 □ Ｄ　

・ごみ集

目

積所に排出される一般

標

廃棄物について、業務

安

委託による適切な収集

全

を実施した。
■ 計画

・

どおり   
令和　６

安

年度 ・不法投棄の巡回

心

監視及び不法投棄物の

に

回収等を業務委託によ

暮

り実施し、不法投棄の

ら

防止及び不法投棄物の

せ

適正
□ 遅延    

る

     
の評価 処理

ま

を図った。
□ 進展な

ち

し     

■ 維持

要

　□ 拡大 ・ごみ集積

施

所に排出される一般廃

策

棄物について、引き続

の

き、業務委託による適

目

切な収集を実施する。

的

事業区分 □ 自治事務

市

   □ 法定受託 

民

  □ その他
今後の

、

方向性 □ 縮小　□ 

事

改善 ・不法投棄の巡回

業

監視及び不法投棄物の

者

回収等について、引き

と

続き、業務委託により

行

実施し、不法投棄の防

政

止及
（改善措置等）□

が

 休止　□ 終了 び不

協

法投棄物の適正処理を

働

図る。
計画対象 ■ 実

し

施計画査定対象  □

て

 行政改革対象 
□ 

、

廃止　　　　 

※決算

ご

額については、端数処

み

理により、他資料の決

の

算額と差異が生じてい

少

る場合もあります。

ない清潔なまちづくりを

No. 事務事業

進

名 活動内容 コスト（事

め

業費：千円）

処理施設

な

整備事業 令和　５年度

が

令和　６年度 令和　６

ら

年度 令和　７年度 令和

、

　５年度 令和　６年度

限

令和　６年度 令和　７

り

年度
活動指標名 単位

実

あ

績 計画 実績 計画 決算 当

る

初予算 決算 当初予算
全

資

体事業概要
①

ごみ処理

源

広域化の検討 回 5 5 8

を

15
残余容量の逼迫に

大

伴い、外部搬出を行っ

切

て延命化に努 （会議数

に

）
めている最終処分場

し

について、新規最終処

、

分場の整備 86,88

持

8 15,021 11,

続

203 10,868
を

的

行う。
②また、ごみ処

に

理広域化について、静

発

岡県一般廃棄物処
理広

展

域化マスタープランを

が

踏まえ、三島市、裾野

可

市、 令和　８年度の優

能

先度
熱海市、長泉町及

な

び函南町の3市2町に

循

おいて検討を進
③2 め

環

る。 　□ Ａ　　　 

型

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

社

　　　 □ Ｄ　

・新

会

規最終処分場整備につ

を

いて、ごみ処理広域化

構

の検討を進める中、着

築

工を5年程度延期する

す

ことになり、令和6
□

る

 計画どおり   
令

こ

和　６年度 年度に予定

と

していた事業者選定業

。

務を令和10年度に先

施

送りした。用地買収に

策

ついて、約97％の土

の

地を取得した。
■ 遅

方

延         

向

の評価 ・ごみ処理広域

ご

化について、一般廃棄

み

物処理施設広域化実現

の

可能性調査を実施し、

適

広域化による効果及び

正

課題の
□ 進展なし 

処

    
調査・検討を

理

行った。また、3市2

の

町において、副市長及

推

び副町長を構成員とす

進

る検討協議会を新たに

・

設置した。
■ 維持　

一

□ 拡大 ・新規最終処

般

分場の整備については

廃

、建設時期が延期にな

棄

ったが、引き続き用地

物

買収を実施する。
事業

の

区分 □ 自治事務  

収

 □ 法定受託   

集

□ その他
今後の方向

運

性 □ 縮小　□ 改善

搬

・ごみ処理広域化の検

等

討について、3市2町

に

の共同で、広域一般廃

係

棄物処理施設建設候補

る

地選定委員会を設置し

業

、
（改善措置等）□ 

務

休止　□ 終了 建設候

や

補地の選定に係る検討

不

を行う。建設候補地の

法

検討結果を踏まえ、各

投

市町は、今後広域化に

棄

参加するか否か
計画対

監

象 ■ 実施計画査定対

視

象  □ 行政改革対

等

象 
□ 廃止　　　　

の

 を判断する。

業務を委託（一部直営）により実施することで、ごみの適正処理を推進した。 
□ 計画どおり   

令和　６年度 ・ごみ処理施設の維持管理について、予防保全を考慮した適切な修繕を実施することで、安定したごみ処理を行った。また、焼却灰等の外部搬出を行うことで、最終処
■ 遅延         

の評価 分場の延命化を図った。
□ 進展なし     

・新規最終処分場の整備について、着工時期を5年程度延期することとしたため、令和6年度に予定していた事業者選定業務を令和10年度に先送りした。
■ 維持　　　　 ・ごみの適正処理を推進するために、一般廃棄物の収集運搬等に係る業務や不法投棄監視等の

1

業務を委託により実施

頁

する。 

今後の方向性

令

□ 拡大　　　　 ・

和

ごみ処理施設の維持管

 

理について、安定した

6

ごみ処理を行うため、

年

予防保全を考慮した修

度

繕を実施する。また、

　

最終処分場の延命化を

　

図るため、焼却灰等の

事

外部搬出

（改善措置等

務

） □ 縮小　　　　 

事

を行う。
□ 改善　　

業

　　 ・新規最終処分

評

場の整備については、

価

引き続き用地買収を実

表

施する。また、ごみ処

（

理広域化については、

個

3市2町で建設候補地

票

の選定に係る検討を行

）

う。

課名 環境市民部廃棄物

No. 事

対

務事業名 活動内容 コス

策

ト（事業費：千円）

一

課

般廃棄物収集運搬業務

作

委託事業 令和　５年度

成

令和　６年度 令和　６

日

年度 令和　７年度 令和

令

　５年度 令和　６年度

和

令和　６年度 令和　７

　

年度
活動指標名 単位

実

７

績 計画 実績 計画 決算 当

年

初予算 決算 当初予算
全

　

体事業概要
①

収集運搬

８

等の業務委託件 件 6 6

月

6 6
一般廃棄物の収集

　

運搬等に係る業務や不

１

法投棄監視等 数
の業務



日

理施設の運転委託、排

概

ガスなどの大気測定や

施

水質測定 206,21

策

5 218,184 21

名

3,345 231,6

廃

47
、自家用電気工作

棄

物保安管理等を実施す

物

る。残余容量
②が逼迫

対

している最終処分場は

策

、外部搬出により延命

基

化
を図る。 令和　８年

本

度の優先度

③3 　□ 

目

Ａ　　　 □ Ｂ　　

標

　 □ Ｃ　　　 □

安

 Ｄ　

・ごみ焼却処理

全

施設の運転管理につい

・

て、業務委託による円

安

滑な運転管理を行った

心

ことにより、安定した

に

ごみ焼
■ 計画どおり

暮

   
令和　６年度 却

ら

処理を実施した。
□ 

せ

遅延        

る

 
の評価 ・現在使用し

ま

ている最終処分場につ

ち

いて、焼却灰等の外部

要

搬出を実施し、延命化

施

を図った。
□ 進展な

策

し     
・その他

の

施設の管理について、

目

計画どおり事業を実施

的

し、各処理施設の適正

市

な運転を図った。
■ 

民

維持　□ 拡大 ・ごみ

、

焼却処理施設の運転管

事

理について、引き続き

業

業務委託による円滑な

者

運転管理を行い、安定

と

したごみ焼却処
事業区

行

分 □ 自治事務   

政

□ 法定受託   □

が

 その他
今後の方向性

協

□ 縮小　□ 改善 理

働

を実施する。
（改善措

し

置等）□ 休止　□ 

て

終了 ・現在使用してい

、

る最終処分場について

ご

、焼却灰等の外部搬出

み

を実施し、延命化を図

の

る。
計画対象 ■ 実施

少

計画査定対象  □ 

な

行政改革対象 
□ 廃

い

止　　　　 ・その他

清

施設の管理について、

潔

計画した事業を実施し

な

、各処理施設の適正な

ま

運転を図る。

※決算額

ち

については、端数処理

づ

により、他資料の決算

く

額と差異が生じている

り

場合もあります。

を進めながら、限りある

No. 事務事業名

資

活動内容 コスト（事業

源

費：千円）

施設補修事

を

業 令和　５年度 令和　

大

６年度 令和　６年度 令

切

和　７年度 令和　５年

に

度 令和　６年度 令和　

し

６年度 令和　７年度
活

、

動指標名 単位
実績 計画

持

実績 計画 決算 当初予算

続

決算 当初予算
全体事業

的

概要
①

ごみ処理施設稼

に

働日数 日 362 355

発

363 355
適切なご

展

み処理を行い、安心な

が

市民生活及び良好な環

可

境を維持するために、

能

ごみ焼却処理施設、粗

な

大ごみ処 299,23

循

7 201,500 21

環

9,819 202,5

型

00
理施設、浸出水処

社

理施設の補修、定期修

会

繕及びその他
②緊急修

を

理を行う。

令和　８年

構

度の優先度

③4 　□ 

築

Ａ　　　 □ Ｂ　　

す

　 □ Ｃ　　　 □

る

 Ｄ　

・ごみ処理施設

こ

の機能停止を防ぐため

と

、予防保全を第一に考

。

えた施設の整備や修繕

施

を実施した結果、故障

策

等によ
■ 計画どおり

の

   
令和　６年度 り

方

施設が長期停止するこ

向

となく、安定したごみ

ご

処理を実施した。
□ 

み

遅延        

の

 
の評価

□ 進展なし

適

     

■ 維持　

正

□ 拡大 ・ごみ処理施

処

設の機能停止を防ぐた

理

め、予防保全を第一に

の

考えた施設の整備や修

推

繕を実施することによ

進

り、故障
事業区分 □ 

・

自治事務   □ 法

一

定受託   □ その

般

他
今後の方向性 □ 縮

廃

小　□ 改善 等による

棄

施設の長期停止がおき

物

ないよう、安定したご

の

み処理を実施する。
（

収

改善措置等）□ 休止

集

　□ 終了
計画対象 ■

運

 実施計画査定対象 

搬

 □ 行政改革対象 

等

□ 廃止　　　　 

に係る業務や不法投棄監視等の業務を委託（一部直営）により実施することで、ごみの適正処理を推進した。 
□ 計画どおり   

令和　６年度 ・ごみ処理施設の維持管理について、予防保全を考慮した適切な修繕を実施することで、安定したごみ処理を行った。また、焼却灰等の外部搬出を行うことで、最終処
■ 遅延         

の評価 分場の延命化を図った。
□ 進展なし     

・新規最終処分場の整備について、着工時期を5年程度延期することとしたため、令和6年度に予定していた事業者選定業務を令和10年度に先送りした。
■ 維持　　　　 ・ごみの適正処理を推進するために、一般廃棄物の収集運搬等に係る業務や不法投棄監視等の

2

業務を委託により実施

頁

する。 

今後の方向性

令

□ 拡大　　　　 ・

和

ごみ処理施設の維持管

 

理について、安定した

6

ごみ処理を行うため、

年

予防保全を考慮した修

度

繕を実施する。また、

　

最終処分場の延命化を

　

図るため、焼却灰等の

事

外部搬出

（改善措置等

務

） □ 縮小　　　　 

事

を行う。
□ 改善　　

業

　　 ・新規最終処分

評

場の整備については、

価

引き続き用地買収を実

表

施する。また、ごみ処

（

理広域化については、

個

3市2町で建設候補地

票

の選定に係る検討を行

）

う。

課名 環境市民部廃棄物

No. 事

対

務事業名 活動内容 コス

策

ト（事業費：千円）

施

課

設管理業務委託事業 令

作

和　５年度 令和　６年

成

度 令和　６年度 令和　

日

７年度 令和　５年度 令

令

和　６年度 令和　６年

和

度 令和　７年度
活動指

　

標名 単位
実績 計画 実績

７

計画 決算 当初予算 決算

年

当初予算
全体事業概要

　

①
ごみ焼却処理施設稼

８

働日 日 357 350 3

月

54 350
安全かつ確

　

実なごみ処理を実施す

１

るため、ごみ焼却処 数



日

数
対策特別措置法、及

概

び労働安全衛生規則に

施

基づき、清 4,160

策

4,400 4,259

名

4,380
掃センター

廃

のごみ焼却処理施設及

棄

び浸出水処理に係る
②

物

排ガスのダイオキシン

対

類 箇所 26 26 26 2

策

6
ダイオキシン類測定

基

を実施する。 調査測定

本

箇所数

令和　８年度の

目

優先度

③5 　□ Ａ　

標

　　 □ Ｂ　　　 

安

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

全

　

・ごみ焼却処理施設

・

及び浸出水処理施設等

安

に係るダイオキシン類

心

測定を、計画どおり実

に

施した。
■ 計画どお

暮

り   
令和　６年度

ら

□ 遅延      

せ

   
の評価

□ 進展

る

なし     

■ 維

ま

持　□ 拡大 ・ごみ焼

ち

却処理施設及び浸出水

要

処理施設等に係るダイ

施

オキシン類測定につい

策

ては、新規最終処分場

の

の整備に伴っ
事業区分

目

□ 自治事務   □

的

 法定受託   □ 

市

その他
今後の方向性 □

民

 縮小　□ 改善 て近

、

隣住民の関心が高いこ

事

とから、令和7年度も

業

計画どおりダイオキシ

者

ン類測定を実施する。

と

（改善措置等）□ 休

行

止　□ 終了
計画対象

政

□ 実施計画査定対象

が

  □ 行政改革対象

協

 
□ 廃止　　　　 

働

※決算額については、

し

端数処理により、他資

て

料の決算額と差異が生

、

じている場合もありま

ご

す。

みの少ない清潔なまちづくりを進めながら、限りある資源を大切にし、持続的に発展が可能な循環型社会を構築すること。

施策の方向 ごみの適正処理の推進

・一般廃棄物の収集運搬等に係る業務や不法投棄監視等の業務を委託（一部直営）により実施することで、ごみの適正処理を推進した。 
□ 計画どおり   

令和　６年度 ・ごみ処理施設の維持管理について、予防保全を考慮した適切な修繕を実施することで、安定したごみ処理を行った。また、焼却灰等の外部搬出を行うことで、最終処
■ 遅延         

の評価 分場の延命化を図った。
□ 進展なし     

・新規最終処分場の整備について、着工時期を5年程度延期することとしたため、令和6年度に予定していた事業者選定業務を令和10年度に先送りした。
■ 維持　　　　 ・ごみの適正処理を推進するために、一般廃棄物の収集運搬等に係る業務や不法投棄監視等の

3

業務を委託により実施

頁

する。 

今後の方向性

令

□ 拡大　　　　 ・

和

ごみ処理施設の維持管

 

理について、安定した

6

ごみ処理を行うため、

年

予防保全を考慮した修

度

繕を実施する。また、

　

最終処分場の延命化を

　

図るため、焼却灰等の

事

外部搬出

（改善措置等

務

） □ 縮小　　　　 

事

を行う。
□ 改善　　

業

　　 ・新規最終処分

評

場の整備については、

価

引き続き用地買収を実

表

施する。また、ごみ処

（

理広域化については、

個

3市2町で建設候補地

票

の選定に係る検討を行

）

う。

課名 環境市民部廃棄物

No. 事

対

務事業名 活動内容 コス

策

ト（事業費：千円）

ダ

課

イオキシン対策事業 令

作

和　５年度 令和　６年

成

度 令和　６年度 令和　

日

７年度 令和　５年度 令

令

和　６年度 令和　６年

和

度 令和　７年度
活動指

　

標名 単位
実績 計画 実績

７

計画 決算 当初予算 決算

年

当初予算
全体事業概要

　

①
排ガスのダイオキシ

８

ン類 回 30 30 30 3

月

0
廃棄物の処理及び清

　

掃に関する法律、ダイ

１

オキシン類 調査測定回



日

題に対する意識啓発を

概

推進するため、引き続

施

き啓発イベントを開催

策

する。
事業区分 □ 自

名

治事務   □ 法定

廃

受託   □ その他

棄

今後の方向性 □ 縮小

物

　□ 改善 ・定期的な

対

ユスリ蚊等の駆除や、

策

自治会が実施する町内

基

清掃や防疫活動への支

本

援等を行う。
（改善措

目

置等）□ 休止　□ 

標

終了 ・不法投棄監視員

安

及び委託業者による不

全

法投棄の巡回監視や不

・

法投棄物の適正処理等

安

を行う。
計画対象 □ 

心

実施計画査定対象  

に

□ 行政改革対象 
□

暮

 廃止　　　　 

※決

ら

算額については、端数

せ

処理により、他資料の

る

決算額と差異が生じて

ま

いる場合もあります。

ち

要 施策の目的 市民、事

No. 事務事

業

業名 活動内容 コスト（

者

事業費：千円）

市単独

と

事業費補助金 令和　５

行

年度 令和　６年度 令和

政

　６年度 令和　７年度

が

令和　５年度 令和　６

協

年度 令和　６年度 令和

働

　７年度
活動指標名 単

し

位
実績 計画 実績 計画 決

て

算 当初予算 決算 当初予

、

算
全体事業概要

①
環境

ご

美化推進員に係る研 回

み

6 4 6 4
廃棄物の減量

の

と資源化の推進やごみ

少

集積所の適正管理 修等

な

実施回数
、市民への啓

い

発指導を行い、地域に

清

おける環境美化活 1,

潔

800 1,800 1,

な

800 1,800
動の

ま

リーダーである三島市

ち

環境美化推進員の活動

づ

を支
②援することによ

く

り、環境衛生の向上と

り

環境美化の推進
を図る

を

。 令和　８年度の優先

進

度

③2 　□ Ａ　　　

め

 □ Ｂ　　　 □ 

な

Ｃ　　　 □ Ｄ　

・

が

地域における環境美化

ら

推進のリーダーである

、

環境美化推進員が円滑

限

に活動できるよう、新

り

任推進員に対する施
■

あ

 計画どおり   
令

る

和　６年度 設研修や美

資

化推進員理事等の視察

源

研修の実施や不法投棄

を

防止の看板作成など、

大

地域の美化推進活動支

切

援を行った
□ 遅延 

に

        
の評

し

価 。
□ 進展なし  

、

   

■ 維持　□ 

持

拡大 ・地域における環

続

境美化推進のリーダー

的

である環境美化推進員

に

が円滑に活動できるよ

発

う、引き続き支援して

展

いく
事業区分 □ 自治

が

事務   □ 法定受

可

託   □ その他
今

能

後の方向性 □ 縮小　

な

□ 改善 とともに、施

循

設研修等の各種研修を

環

実施して、環境美化推

型

進員の資質の向上を図

社

る。
（改善措置等）□

会

 休止　□ 終了
計画

を

対象 □ 実施計画査定

構

対象  □ 行政改革

築

対象 
□ 廃止　　　

す

　 

ること。

施策の方向 環境衛生の向上

予定していたイベントを計画通りに実施した。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 啓発イベントや不法投棄巡回監視活動、環境美化推進員に対する支援等を現状維持して実施していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

環境衛生推進事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　

1

７年度 令和　５年度 令

頁

和　６年度 令和　６年

令

度 令和　７年度
活動指

和

標名 単位
実績 計画 実績

 

計画 決算 当初予算 決算

6

当初予算
全体事業概要

年

①
啓発イベントの開催

度

回数 回 4 4 4 4
清潔で

　

快適な住みよい生活環

　

境を維持するため、環

事

境
美化推進員の活動支

務

援、防疫活動の実施、

事

市民への意 1,153

業

1,337 1,272

評

1,325
識啓発等を

価

行う。また、不法投棄

表

の減少を図るため、
②

（

不法投棄監視及び廃棄

個

物 日 240 240 23

票

9 240
不法投棄監視

）

員や業務委託による巡

課

回監視活動等を実 回収

名

分別業務委託業務実
施

環

する。 施日数 令和　８

境

年度の優先度
 

③1 　

市

□ Ａ　　　 □ Ｂ

民

　　　 □ Ｃ　　　

部

 □ Ｄ　

・市民の環

廃

境問題に対する意識啓

棄

発を推進するため、環

物

境美化推進大会等の啓

対

発イベントを開催した

策

。　　　　
■ 計画ど

課

おり   
令和　６年

作

度 ・ユスリ蚊等の駆除

成

を実施したほか、自治

日

会が実施する町内清掃

令

や防疫活動への支援を

和

行った。
□ 遅延  

　

       
の評価

７

・不法投棄監視員及び

年

委託業者による不法投

　

棄の巡回監視や不法投

８

棄物の適正処理等を行

月

った。
□ 進展なし 

　

    

■ 維持　□

１

 拡大 ・市民の環境問



策

利用に必要なマイナン

名

バーカードの交付割合

ス

を高めるため、引き
事

マ

業区分 □ 自治事務 

ー

  □ 法定受託  

ト

 □ その他
今後の方

自

向性 □ 縮小　□ 改

治

善 続きホームページや

体

窓口などで周知してい

基

く。
（改善措置等）□

本

 休止　□ 終了
計画

目

対象 □ 実施計画査定

標

対象  □ 行政改革

共

対象 
□ 廃止　　　

に

　 

※決算額について

創

は、端数処理により、

る

他資料の決算額と差異

持

が生じている場合もあ

続

ります。

的に発展するまち

要 施

No

策

. 事務事業名 活動内容

の

コスト（事業費：千円

目

）

マイナンバーカード

的

普及事業 令和　５年度

情

令和　６年度 令和　６

報

年度 令和　７年度 令和

通

　５年度 令和　６年度

信

令和　６年度 令和　７

技

年度
活動指標名 単位

実

術

績 計画 実績 計画 決算 当

に

初予算 決算 当初予算
全

よ

体事業概要
①

マイナン

り

バーカードの人 ％ - 7

、

5 79.4 75
マイナ

便

ンバーカードの普及促

利

進を行い、関連事務増

で

加 口に対する保有枚数

質

率
に伴うカード交付体

の

制の強化を行う。 37

高

,887 35,244

い

34,240 63,8

市

04

②

令和　８年度の

民

優先度

③2 　□ Ａ　

サ

　　 □ Ｂ　　　 

ー

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

ビ

　

国の指標が保有枚数

ス

率となったため、令和

の

6年度から、マイナン

提

バーカードの人口に対

供

する保有枚数率を活動

、

指
■ 計画どおり  

効

 
令和　６年度 標とし

率

た。保有枚数率は、計

的

画を上回った。
□ 遅

な

延         

行

の評価
□ 進展なし 

政

    

■ 維持　□

運

 拡大 市民サービスの

営

オンライン化を進める

、

ため、引き続きマイナ

産

ンバーカードの普及促

業

進の強化に努める。
事

の

業区分 □ 自治事務 

活

  □ 法定受託  

性

 □ その他
今後の方

化

向性 □ 縮小　□ 改

を

善
（改善措置等）□ 

図

休止　□ 終了
計画対

る

象 □ 実施計画査定対

ス

象  □ 行政改革対

マ

象 
□ 廃止　　　　

ー

 

ト市役所を実現すること。

施策の方向 市民サービスのオンライン化

マイナンバーカードを利用してのコンビニ交付サービスが浸透し、利用件数が計画件数を上回った。
■ 計画どおり   

令和　６年度 マイナンバーカード普及事業において、国の指標の変更に伴い、令和6年度からマイナンバーカードの人口に対する保有枚数率を活動指標とした。保有枚数率は計画を
□ 遅延         

の評価 上回った。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 市民サービスのオンライン化を進めるため、引き続きマイナンバーカードの普及及び利用促進の強化に努める。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和 6

No. 事務事業名

年

活動内容 コスト（事業

度

費：千円）

コンビニ交

　

付サービス事業 令和　

　

５年度 令和　６年度 令

事

和　６年度 令和　７年

務

度 令和　５年度 令和　

事

６年度 令和　６年度 令

業

和　７年度
活動指標名

評

単位
実績 計画 実績 計画

価

決算 当初予算 決算 当初

表

予算
全体事業概要

①
コ

（

ンビニ交付利用件数 件

個

23,213 25,0

票

00 27,255 30

）

,000
マイナンバー

課

カードを利用し、住民

名

票の写しや印鑑登
録証

環

明書等を取得できる「

境

コンビニ交付サービス

市

」を 12,900 13

民

,778 13,131

部

13,791
実施して

市

おり、さらなる利用促

民

進を図り、利便性向上

課

②に努める。

令和　８

作

年度の優先度

③1 　□

成

 Ａ　　　 □ Ｂ　

日

　　 □ Ｃ　　　 

令

□ Ｄ　

コンビニ交付

和

サービスが浸透し、交

　

付件数が計画件数を上

７

回った。
■ 計画どお

年

り   
令和　６年度

　

令和5年度に比べ、4

８

,042件の増加とな

月

った。
□ 遅延   

　

      
の評価

□

１

 進展なし     

日

■ 維持　□ 拡大 コ

概

ンビニ交付サービスの

施

利用促進及びサービス



　

が、放置自転車の解消

１

に寄与している。歩行

日

者の安全と景観維持の

概

ため、今後
事業区分 □

施

 自治事務   □ 

策

法定受託   □ そ

名

の他
今後の方向性 □ 

生

縮小　□ 改善 も、現

活

状と同程度の規模で監

安

視業務を続けていく。

全

（改善措置等）□ 休

・

止　□ 終了
計画対象

消

■ 実施計画査定対象

費

  □ 行政改革対象

生

 
□ 廃止　　　　 

活

※決算額については、

基

端数処理により、他資

本

料の決算額と差異が生

目

じている場合もありま

標

す。

安全・安心に暮らせる

No. 事

ま

務事業名 活動内容 コス

ち

ト（事業費：千円）

交

要

通安全施設整備事業 令

施

和　５年度 令和　６年

策

度 令和　６年度 令和　

の

７年度 令和　５年度 令

目

和　６年度 令和　６年

的

度 令和　７年度
活動指

交

標名 単位
実績 計画 実績

通

計画 決算 当初予算 決算

事

当初予算
全体事業概要

故

①
カーブミラー設置率

や

(新 ％ 100 95 10

犯

0 95
破損、老朽化し

罪

たカーブミラーの修繕

を

、見通しの悪い 設数/

減

調査の結果設置が
交差

ら

点等へのカーブミラー

し

設置により、道路交通

、

の円 必要とした数） 5

自

,450 3,627 5

ら

,521 3,547
滑

学

化と交通事故の防止を

び

図る。
②

令和　８年度

行

の優先度

③2 　□ Ａ

動

　　　 □ Ｂ　　　

す

 □ Ｃ　　　 □ 

る

Ｄ　

カーブミラー新設

消

の調査の結果、設置が

費

必要とした箇所につい

者

ては、すべて新設した

を

。
■ 計画どおり  

育

 
令和　６年度

□ 遅

成

延         

す

の評価
□ 進展なし 

る

    

■ 維持　□

こ

 拡大 今後も、計画ど

と

おり、95％以上の設

で

置率を維持したい。
事

、

業区分 □ 自治事務 

安

  □ 法定受託  

全

 □ その他
今後の方

で

向性 □ 縮小　□ 改

安

善
（改善措置等）□ 

心

休止　□ 終了
計画対

し

象 □ 実施計画査定対

て

象  □ 行政改革対

暮

象 
□ 廃止　　　　

ら

 

せるまちをつくること。

施策の方向 交通安全対策の推進

各季の交通安全運動では、広報みしまやラジオ等の媒体を通じて、市民に広く交通安全の呼びかけを実施した。また、カーブミラーを複数設置し、地域の交通安全を確
■ 計画どおり   

令和　６年度 保した。高齢者運転免許返納支援事業は、助成券の利用期間の統一を行い、利便性を高めた。駐輪対策事業は、放置自転車の定期的な監視を行い、歩行者の安全を確保
□ 遅延         

の評価 した。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も、広報みしま等の媒体を通じて、交通安全情報を発信していく。また、危険箇所へのカーブミラーの設置や、放置自転車の監視を継続して行い、交通安全の確保

今後の方向性 □ 拡大　　　　 に努める。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和 6年度　　事

No. 事務事業

務

名 活動内容 コスト（事

事

業費：千円）

駐輪対策

業

事業 令和　５年度 令和

評

　６年度 令和　６年度

価

令和　７年度 令和　５

表

年度 令和　６年度 令和

（

　６年度 令和　７年度

個

活動指標名 単位
実績 計

票

画 実績 計画 決算 当初予

）

算 決算 当初予算
全体事

課

業概要
①

放置自転車監

名

視日数 日 52 52 52

環

52
通行の障害となる

境

放置自転車を排除し、

市

歩行者の安全
と都市の

民

美観を保つため、市内

部

３箇所の自転車等駐車

地

8,196 8,994

域

8,111 6,563

協

場を管理運営し、利用

働

者の利便を図るととも

・

に、放置
②自転車の解

安

消に努める。
 令和　

全

８年度の優先度

③1 　

課

□ Ａ　　　 □ Ｂ

作

　　　 □ Ｃ　　　

成

 □ Ｄ　

計画どおり

日

、年間52日の市内放

令

置自転車の監視を実施

和

した。
■ 計画どおり

　

   
令和　６年度

□

７

 遅延       

年

  
の評価

□ 進展な

　

し     

■ 維持

８

　□ 拡大 監視の頻度

月

は週１日ほどではある



　

     
の評価

□ 

１

進展なし     

■

日

 維持　□ 拡大 今後

概

も、広報みしまへの掲

施

載等を行い、交通安全

策

情報を発信していく。

名

事業区分 □ 自治事務

生

   □ 法定受託 

活

  □ その他
今後の

安

方向性 □ 縮小　□ 

全

改善
（改善措置等）□

・

 休止　□ 終了
計画

消

対象 □ 実施計画査定

費

対象  □ 行政改革

生

対象 
□ 廃止　　　

活

　 

※決算額について

基

は、端数処理により、

本

他資料の決算額と差異

目

が生じている場合もあ

標

ります。

安全・安心に暮らせる

No

ま

. 事務事業名 活動内容

ち

コスト（事業費：千円

要

）

高齢者運転免許返納

施

支援事業 令和　５年度

策

令和　６年度 令和　６

の

年度 令和　７年度 令和

目

　５年度 令和　６年度

的

令和　６年度 令和　７

交

年度
活動指標名 単位

実

通

績 計画 実績 計画 決算 当

事

初予算 決算 当初予算
全

故

体事業概要
①

運転免許

や

返納支援事業の 回 3 3

犯

3 3
高齢ドライバーの

罪

運転免許返納制度の利

を

用促進、交通 周知・広

減

報
事故防止を図る目的

ら

で、高齢者運転免許自

し

主返納を支 2,789

、

3,577 3,184

自

3,000
援する。

②

ら

令和　８年度の優先度

学

③4 　□ Ａ　　　 

び

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

行

　　　 □ Ｄ　

ボイ

動

ス・キューでの放送、

す

ホームページへの掲載

る

、窓口（市役所・警察

消

署）での広報を行った

費

。
■ 計画どおり  

者

 
令和　６年度

□ 遅

を

延         

育

の評価
□ 進展なし 

成

    

■ 維持　□

す

 拡大 今後も、継続的

る

に各所への広報を行っ

こ

ていく。
事業区分 □ 

と

自治事務   □ 法

で

定受託   □ その

、

他
今後の方向性 □ 縮

安

小　□ 改善
（改善措

全

置等）□ 休止　□ 

で

終了
計画対象 ■ 実施

安

計画査定対象  □ 

心

行政改革対象 
□ 廃

し

止　　　　 

て暮らせるまちをつくること。

施策の方向 交通安全対策の推進

各季の交通安全運動では、広報みしまやラジオ等の媒体を通じて、市民に広く交通安全の呼びかけを実施した。また、カーブミラーを複数設置し、地域の交通安全を確
■ 計画どおり   

令和　６年度 保した。高齢者運転免許返納支援事業は、助成券の利用期間の統一を行い、利便性を高めた。駐輪対策事業は、放置自転車の定期的な監視を行い、歩行者の安全を確保
□ 遅延         

の評価 した。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も、広報みしま等の媒体を通じて、交通安全情報を発信していく。また、危険箇所へのカーブミラーの設置や、放置自転車の監視を継続して行い、交通安全の確保

今後の方向性 □ 拡大　　　　 に努める。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

2 頁

令和 6年度　　事

No. 事務事業

務

名 活動内容 コスト（事

事

業費：千円）

交通安全

業

教育指導事業 令和　５

評

年度 令和　６年度 令和

価

　６年度 令和　７年度

表

令和　５年度 令和　６

（

年度 令和　６年度 令和

個

　７年度
活動指標名 単

票

位
実績 計画 実績 計画 決

）

算 当初予算 決算 当初予

課

算
全体事業概要

①
交通

名

安全情報の発信回数 回

環

9 10 10 10
各季の

境

交通安全運動や街頭広

市

報を通じ、交通ルール

民

と （広報みしま、ラジ

部

オ、
マナーの向上を図

地

る。また、市民を交通

域

事故から守る ホームペ

協

ージ） 6,226 6,

働

810 6,658 6,

・

981
ため、交通安全

安

意識の高揚に努めると

全

ともに、交通事
②故防

課

止を図る。

令和　８年

作

度の優先度

③3 　□ 

成

Ａ　　　 □ Ｂ　　

日

　 □ Ｃ　　　 □

令

 Ｄ　

各季の交通安全

和

運動について、広報み

　

しまへの掲載やボイス

７

キューへの出演を行い

年

、市民の防犯意識の向

　

上を図
■ 計画どおり

８

   
令和　６年度 っ

月

た。
□ 遅延    



　

民一人ひとりが、自 ー

１

ムページ） 901 95

日

0 873 1,184
分

概

の身は自分で守るとい

施

う防犯意識が高まるよ

策

う啓発
②を行い、犯罪

名

が起きにくく安全で安

生

心して住めるまち
づく

活

りを推進する。 令和　

安

８年度の優先度

③1 　

全

□ Ａ　　　 □ Ｂ

・

　　　 □ Ｃ　　　

消

 □ Ｄ　

小学校・幼

費

稚園・保育園の要望に

生

基づき、防犯教室及び

活

不審者侵入訓練を実施

基

した。多発する特殊詐

本

欺について
■ 計画ど

目

おり   
令和　６年

標

度 は、同報無線や市民

安

メールに加え、ホーム

全

ページや三島市公式Ｌ

・

ＩＮＥで市民に注意を

安

促した。また、広報み

心

し
□ 遅延     

に

    
の評価 まの「

暮

防犯一口メモ」などに

ら

よる情報提供で、市民

せ

の防犯意識の向上を図

る

った。
□ 進展なし 

ま

    
 

■ 維持　

ち

□ 拡大 引き続き、小

要

学校・幼稚園・保育園

施

の要望に基づき、防犯

策

教室及び不審者侵入訓

の

練を実施する。また、

目

三島警察
事業区分 □ 

的

自治事務   □ 法

交

定受託   □ その

通

他
今後の方向性 □ 縮

事

小　□ 改善 署や他市

故

町と協働で、街頭啓発

や

やパトロールなどを実

犯

施する。特に、特殊詐

罪

欺については、警察や

を

ボランティア
（改善措

減

置等）□ 休止　□ 

ら

終了 が主催する街頭啓

し

発に積極的に協力し、

、

市民の防犯意識向上を

自

図る。
計画対象 □ 実

ら

施計画査定対象  □

学

 行政改革対象 
□ 

び

廃止　　　　 

※決算

行

額については、端数処

動

理により、他資料の決

す

算額と差異が生じてい

る

る場合もあります。

消費者を育成することで

No. 事務事業

、

名 活動内容 コスト（事

安

業費：千円）

防犯灯維

全

持管理事業 令和　５年

で

度 令和　６年度 令和　

安

６年度 令和　７年度 令

心

和　５年度 令和　６年

し

度 令和　６年度 令和　

て

７年度
活動指標名 単位

暮

実績 計画 実績 計画 決算

ら

当初予算 決算 当初予算

せ

全体事業概要
①

防犯灯

る

設置率 ％ 100 95 1

ま

00 95
防犯灯の効果

ち

的な設置や維持管理を

を

行う中で、夜間に （新

つ

設数/調査の結果、
お

く

ける歩行者の防犯面及

る

び交通面での安全確保

こ

を図る 設置が必要とし

と

た数） 40,821 3

。

8,731 45,78

施

7 38,821
。

②

令

策

和　８年度の優先度

③

の

2 　□ Ａ　　　 □

方

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

向

　　 □ Ｄ　

町内会

防

、自治会からの要望に

犯

基づき、設置基準に応

対

じた適正な新設及び迅

策

速な修繕を行い、市民

の

の安全確保に努
■ 計

推

画どおり   
令和　

進

６年度 めた。防犯灯の

小

不点灯などがあった際

学

には、地域協働・安全

校

課へ通報してもらうよ

・

うに呼びかけた。
□ 

幼

遅延        

稚

 
の評価

□ 進展なし

園

     

■ 維持　

・

□ 拡大 町内会・自治

保

会からの要望に基づき

育

、設置基準に基づいた

園

適正な新設及び迅速な

の

修繕を行い、市民の安

要

全確保に
事業区分 □ 

望

自治事務   □ 法

に

定受託   □ その

基

他
今後の方向性 □ 縮

づ

小　□ 改善 努める。

き

防犯灯の不点灯などが

、

あった際には、地域協

市

働・安全課へ通報して

内

もらうよう呼びかける

全

ほか、各戸が
（改善措

て

置等）□ 休止　□ 

の

終了 玄関等を点灯する

小

一軒一灯運動を呼びか

学

けるなど、市民意識の

校

向上に努める。
計画対

と

象 ■ 実施計画査定対

幼

象  □ 行政改革対

稚

象 
□ 廃止　　　　

園

 

・保育園30園において、防犯教室及び不審者侵入訓練を実施した。多発する特殊詐欺については、
■ 計画どおり   

令和　６年度 警察からサギ電話多発の情報を受けた際に、同報無線や市民メール、三島市公式ＬＩＮＥに加え、広報みしまで特集記事を組むことで、市民に注意を促した。防犯灯は
□ 遅延         

の評価 、町内会、自治会からの要望に基づき、設置基準に応じた適正な新設及び迅速な修繕を行い、市民の安全確保に努めた。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 引き続き、小学校・幼稚園・保育園の要望に基づき、防犯教室及び不審者侵入訓練を実施する。また、三島警察署や他市町と協働で、街頭啓発やパトロールな

1

どを実施

今後の方向性

頁

□ 拡大　　　　 す

令

る。特に、特殊詐欺に

和

ついては、警察やボラ

 

ンティアが主催する街

6

頭啓発に積極的に協力

年

し、市民の防犯意識向

度

上を図る。防犯灯の不

　

点灯などがあった際に

　

は、地域

（改善措置等

事

） □ 縮小　　　　 

務

協働・安全課へ通報し

事

てもらうよう呼びかけ

業

るほか、各戸が玄関等

評

を点灯する一軒一灯運

価

動を呼びかけるなど、

表

市民意識の向上に努め

（

る。
□ 改善　　　　

個

 

票） 課名 環境市民部地

No. 事務

域

事業名 活動内容 コスト

協

（事業費：千円）

市民

働

防犯意識啓発事業 令和

・

　５年度 令和　６年度

安

令和　６年度 令和　７

全

年度 令和　５年度 令和

課

　６年度 令和　６年度

作

令和　７年度
活動指標

成

名 単位
実績 計画 実績 計

日

画 決算 当初予算 決算 当

令

初予算
全体事業概要

①

和

防犯啓発情報発信回数

　

（ 回 51 14 23 14

７

防犯教室や講演会等に

年

よる情報発信、青色回

　

転灯によ 広報みしま、

８

ラジオ、ホ
るパトロー

月

ル活動等を通して、市



　

延         

１

の評価
□ 進展なし 

日

    

■ 維持　□

概

 拡大 今後も、外国人

施

市民が安心して暮らせ

策

るよう、寄り添った相

名

談対応を行うとともに

多

、外国人市民が来庁せ

文

ずに必
事業区分 □ 自

化

治事務   □ 法定

共

受託   □ その他

生

今後の方向性 □ 縮小

・

　□ 改善 要な情報を

平

得られるよう、情報発

和

信に努める。
（改善措

基

置等）□ 休止　□ 

本

終了
計画対象 □ 実施

目

計画査定対象  □ 

標

行政改革対象 
□ 廃

未

止　　　　 

※決算額

来

については、端数処理

に

により、他資料の決算

つ

額と差異が生じている

な

場合もあります。

ぐ人材を育むまち

要 施策

No. 事務事業名

の

活動内容 コスト（事業

目

費：千円）

一般諸経費

的

令和　５年度 令和　６

国

年度 令和　６年度 令和

籍

　７年度 令和　５年度

に

令和　６年度 令和　６

か

年度 令和　７年度
活動

か

指標名 単位
実績 計画 実

わ

績 計画 決算 当初予算 決

ら

算 当初予算
全体事業概

ず

要
①

国際交流事業への

、

参加者 人 4,062 3

誰

,900 5906 3,

も

950
英語及び中国語

が

通訳を配置するととも

認

に、行政・生活 数
情報

め

の多言語化やSNSを

合

積極的に活用した情報

い

発信、 5,915 7,

安

133 7,090 8,

心

638
多文化共生事業

し

を推進する。
②

令和　

て

８年度の優先度

③2 　

快

□ Ａ　　　 □ Ｂ

適

　　　 □ Ｃ　　　

に

 □ Ｄ　

国際交流室

暮

Facebookや情

ら

報の拡散を担う「みし

し

まめっせんじゃー」を

、

活用し、生活に必要な

共

情報を発信した。ま
■

生

 計画どおり   
令

・

和　６年度 た、外国人

活

住民の生活に密着した

躍

講座の開催や、三島市

で

国際交流協会と協働に

き

よる事業の実施により

る

、多文化共
□ 遅延 

地

        
の評

域

価 生を推進した。
□ 

社

進展なし     

■

会

 維持　□ 拡大 引き

を

続き、情報提供に努め

実

るとともに、外国人市

現

民向けの生活に密着し

す

た講座を実施し、地域

る

の多文化共生を推
事業

と

区分 □ 自治事務  

と

 □ 法定受託   

も

□ その他
今後の方向

に

性 □ 縮小　□ 改善

、

進する。
（改善措置等

日

）□ 休止　□ 終了

本

計画対象 □ 実施計画

人

査定対象  □ 行政

市

改革対象 
□ 廃止　

民

　　　 

と外国人市民の相互理解と、平和意識を醸成すること。

施策の方向 多文化共生社会の推進

４言語の通訳及び翻訳機を配置し、外国籍市民相談窓口で外国人市民の生活に係る困り事への支援を行ったほか、行政情報を入手することが難しい外国人市民向けに情
■ 計画どおり   

令和　６年度 報を発信した。
□ 遅延         

の評価 外国人住民の生活に密着した講座の開催や、三島市国際交流協会と協働での事業の実施により、多文化共生を推進した。
□ 進展なし     

 
■ 維持　　　　 外国人市民が増加し、日本語に不安を持つ外国人市民も増えているため、日本語学習支援者の養成、対話交流型日本語教室の実施により、外国人市民の日本語学習を支

今後の方向性 □ 拡大　　　　 援する。

（改善措置等） □ 縮小　　　　

1

 

□ 改善　　　　 

頁

令和 6年度　　事務

No. 事務事

事

業名 活動内容 コスト（

業

事業費：千円）

外国籍

評

市民相談事業 令和　５

価

年度 令和　６年度 令和

表

　６年度 令和　７年度

（

令和　５年度 令和　６

個

年度 令和　６年度 令和

票

　７年度
活動指標名 単

）

位
実績 計画 実績 計画 決

課

算 当初予算 決算 当初予

名

算
全体事業概要

①
外国

環

人市民延べ相談対応 件

境

894 950 822 9

市

50
外国人市民の市役

民

所での各種手続きや生

部

活上の様々な 件数
相談

地

に応じるため、ポルト

域

ガル語とスペイン語の

協

通訳 1,735 2,2

働

04 1,951 3,4

・

48
を配置するととも

安

に、多言語翻訳アプリ

全

を活用し、相
②談体制

課

の充実を図る。

令和　

作

８年度の優先度

③1 　

成

□ Ａ　　　 □ Ｂ

日

　　　 □ Ｃ　　　

令

 □ Ｄ　

物価高騰対

和

応重点支援給付金等に

　

関する相談が落ち着き

７

、日常生活に関する相

年

談が主となり、相談件

　

数は計画値
□ 計画ど

８

おり   
令和　６年

月

度 を下回った。
■ 遅



　

改善措置等）□ 休止

１

　□ 終了
計画対象 □

日

 実施計画査定対象 

概

 □ 行政改革対象 

施

□ 廃止　　　　 

※

策

決算額については、端

名

数処理により、他資料

多

の決算額と差異が生じ

文

ている場合もあります

化

。

共生・平和 基本目標 未

No. 事務

来

事業名 活動内容 コスト

に

（事業費：千円）

姉妹

つ

都市交流推進事業 令和

な

　５年度 令和　６年度

ぐ

令和　６年度 令和　７

人

年度 令和　５年度 令和

材

　６年度 令和　６年度

を

令和　７年度
活動指標

育

名 単位
実績 計画 実績 計

む

画 決算 当初予算 決算 当

ま

初予算
全体事業概要

①

ち

姉妹都市交流事業への

要

参 人 423 1,300

施

1912 1,500
市

策

民の国際理解を深める

の

機会を提供するため、

目

姉妹・ 加者数
友好都市

的

との青少年交流、教師

国

相互派遣事業等を実施

籍

8 3,571 2,56

に

8 3,835
する。

②

か

令和　８年度の優先度

か

③2 　□ Ａ　　　 

わ

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

ら

　　　 □ Ｄ　

パサ

ず

ディナ市への青少年派

、

遣、麗水市への教師派

誰

遣を実施したほか、麗

も

水市中学生友好交流団

が

、ニュープリマス
■ 

認

計画どおり   
令和

め

　６年度 市青少年友好

合

交流団を受け入れ、姉

い

妹・友好都市との友好

安

を深めた。
□ 遅延 

心

        
の評

し

価
□ 進展なし   

て

  

■ 維持　□ 拡

快

大 人的交流をコロナ禍

適

以前の水準とし、姉妹

に

・友好都市との友好を

暮

深める。
事業区分 □ 

ら

自治事務   □ 法

し

定受託   □ その

、

他
今後の方向性 □ 縮

共

小　□ 改善
（改善措

生

置等）□ 休止　□ 

・

終了
計画対象 □ 実施

活

計画査定対象  □ 

躍

行政改革対象 
□ 廃

で

止　　　　 

きる地域社会を実現するとともに、日本人市民と外国人市民の相互理解と、平和意識を醸成すること。

施策の方向 国際理解の推進

新型コロナウイルス拡大の影響により休止していた人的交流が、再び活発となった。パサディナ市への青少年派遣、麗水市への教師派遣を実施したほか、麗水市中学生
■ 計画どおり   

令和　６年度 友好交流団、ニュープリマス市青少年友好交流団を受け入れ、姉妹・友好都市との友好を深めた。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 人的交流をコロナ禍以前の水準とし、姉妹・友好都市との友好を深める。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和 

No.

6

事務事業名 活動内容 コ

年

スト（事業費：千円）

度

姉妹都市公式訪問団派

　

遣事業 令和　５年度 令

　

和　６年度 令和　６年

事

度 令和　７年度 令和　

務

５年度 令和　６年度 令

事

和　６年度 令和　７年

業

度
活動指標名 単位

実績

評

計画 実績 計画 決算 当初

価

予算 決算 当初予算
全体

表

事業概要
①

公式訪問団

（

派遣回数 回 0 1 0 1
姉

個

妹都市であるパサディ

票

ナ市とニュープリマス

）

市、友
好都市である麗

課

水市との相互理解及び

名

友好親善を図る 0 2,

環

659 5 0
ため、行政

境

主体の公式訪問団を派

市

遣する。
②

令和　８年

民

度の優先度

③1 　□ 

部

Ａ　　　 □ Ｂ　　

地

　 □ Ｃ　　　 □

域

 Ｄ　

アメリカ・パサ

協

ディナ市への公式訪問

働

団の派遣は、パサディ

・

ナ市の姉妹都市交流団

安

体の都合により、実施

全

しなか
□ 計画どおり

課

   
令和　６年度 っ

作

た。
□ 遅延    

成

     
の評価

■ 

日

進展なし     

■

令

 維持　□ 拡大 各姉

和

妹・友好都市と相談し

　

、訪問団派遣の有無を

７

判断していく。
事業区

年

分 □ 自治事務   

　

□ 法定受託   □

８

 その他
今後の方向性

月

□ 縮小　□ 改善
（



　

実施のほか、在住外国

１

人との交流事業、姉妹

日

・友好都市とのオンラ

概

イン交流を実施し、国

施

際理解
事業区分 □ 自

策

治事務   □ 法定

名

受託   □ その他

多

今後の方向性 □ 縮小

文

　□ 改善 及び多文化

化

共生を推進する。
（改

共

善措置等）□ 休止　

生

□ 終了
計画対象 □ 

・

実施計画査定対象  

平

□ 行政改革対象 
□

和

 廃止　　　　 

※決

基

算額については、端数

本

処理により、他資料の

目

決算額と差異が生じて

標

いる場合もあります。

未来につなぐ人材を育むまち

要 施策の目的 国籍にかかわらず、誰もが認め合い安心して快適に暮らし、共生・活躍できる地域社会を実現するとともに、日本人市民と外国人市民の相互理解と、平和意識を醸成すること。

施策の方向 市民団体・関係機関との協働・連携

三島市国際交流協会は、語学講座の実施や英語・中国語学習者への発表機会提供、異文化交流事業「オータムフェア」を継続して開催するとともに、新春交流事業を新
■ 計画どおり   

令和　６年度 たに実施し、外国人住民に日本文化に触れてもらう機会を提供した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 姉妹・友好都市との交流が活発になると考えられることから、三島市国際交流協会における地域の多文化共生意識の向上及び国際理解を深める事業を継続して支援する

今後の方向性 □ 拡大　　　　 。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和 6年度　

No. 事

　

務事業名 活動内容 コス

事

ト（事業費：千円）

市

務

単独事業費補助金 令和

事

　５年度 令和　６年度

業

令和　６年度 令和　７

評

年度 令和　５年度 令和

価

　６年度 令和　６年度

表

令和　７年度
活動指標

（

名 単位
実績 計画 実績 計

個

画 決算 当初予算 決算 当

票

初予算
全体事業概要

①

）

国際交流事業、語学講

課

座 件 16 15 17 15

名

・国際交流協会補助金

環

、広報誌発行等自主事

境

業
広く市民の国際理解

市

と姉妹都市との交流を

民

推進してい 実施件数 1

部

,782 1,782 1

地

,782 2,822
る

域

国際交流協会に助成す

協

ることにより、多文化

働

共生の
②推進及び姉妹

・

（友好）都市相互の理

安

解を深める。

令和　８

全

年度の優先度

③1 　□

課

 Ａ　　　 □ Ｂ　

作

　　 □ Ｃ　　　 

成

□ Ｄ　

事業計画通り

日

に事業を実施し、地域

令

の国際理解及び多文化

和

共生の推進に寄与した

　

。
■ 計画どおり  

７

 
令和　６年度

□ 遅

年

延         

　

の評価
□ 進展なし 

８

    

■ 維持　□

月

 拡大 例年通りの事業



　

施計画査定対象  □

１

 行政改革対象 
□ 

日

廃止　　　　 

※決算

概

額については、端数処

施

理により、他資料の決

策

算額と差異が生じてい

名

る場合もあります。

公共交通 基本目標 快適で暮らしやすいまち

要 施策の目的 誰もが不自由なく、快適に移動できるよう、公共交通が利用しやすい環境を整えること。

施策の方向 公共交通の維持・向上と利用促進

自主運行バスについて、計画より、１路線増加した路線数を運行することができた。また、公共交通の周知及び利用促進のため、広報みしまへの記事掲載についても、
■ 計画どおり   

令和　６年度 計画通り実施することができた。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 計画通り実施できており、現在の公共交通の利便性を維持する。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

1

交通対策事業 令和　５

頁

年度 令和　６年度 令和

令

　６年度 令和　７年度

和

令和　５年度 令和　６

 

年度 令和　６年度 令和

6

　７年度
活動指標名 単

年

位
実績 計画 実績 計画 決

度

算 当初予算 決算 当初予

　

算
全体事業概要

①
自主

　

運行バスの路線数 路線

事

9 9 10 9
生活交通確

務

保のため、バス路線の

事

維持、自主運行バス
の

業

運行、バス交通の活性

評

化を推進する。 78,

価

941 91,791 8

表

9,162 136,7

（

58

②
広報誌への公共

個

交通に関 回 1 1 1 1
す

票

る記事の掲載

令和　８

）

年度の優先度

③1 　□

課

 Ａ　　　 □ Ｂ　

名

　　 □ Ｃ　　　 

環

□ Ｄ　

自主運行バス

境

について、計画より、

市

１路線増加した路線数

民

を運行することができ

部

た。また、公共交通の

地

周知及び
■ 計画どお

域

り   
令和　６年度

協

利用促進のため、広報

働

みしまへの記事掲載に

・

ついても、計画通り実

安

施することができた。

全

□ 遅延      

課

   
の評価

□ 進展

作

なし     

■ 維

成

持　□ 拡大 計画通り

日

実施できており、現在

令

の公共交通の利便性を

和

維持する。
事業区分 □

　

 自治事務   □ 

７

法定受託   □ そ

年

の他
今後の方向性 □ 

　

縮小　□ 改善
（改善

８

措置等）□ 休止　□

月

 終了
計画対象 ■ 実



　

沿線自治体と協力し、

１

路線を維持していく。

日

事業区分 □ 自治事務

概

   □ 法定受託 

施

  □ その他
今後の

策

方向性 □ 縮小　□ 

名

改善
（改善措置等）□

公

 休止　□ 終了
計画

共

対象 ■ 実施計画査定

交

対象  □ 行政改革

通

対象 
□ 廃止　　　

基

　 

※決算額について

本

は、端数処理により、

目

他資料の決算額と差異

標

が生じている場合もあ

快

ります。

適で暮らしやすいまち

要 施策の目的 誰もが不自由なく、快適に移動できるよう、公共交通が利用しやすい環境を整えること。

施策の方向 移動制約者対策の強化

路線バス地域間幹線系統及び循環バス運行事業費補助金に対して、補助金を計画通りに交付し、市民及び周辺市町の移動手段を確保することができた。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 赤字路線を支え、市民等の移動の足を確保するため、路線を維持するとともに、公共交通の利用促進、欠損減少の方法を検討していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業

1

費：千円）

国・県支出

頁

金を伴う事業費補助金

令

令和　５年度 令和　６

和

年度 令和　６年度 令和

 

　７年度 令和　５年度

6

令和　６年度 令和　６

年

年度 令和　７年度
活動

度

指標名 単位
実績 計画 実

　

績 計画 決算 当初予算 決

　

算 当初予算
全体事業概

事

要
①

路線バス地域間幹

務

線系統 件 1 2 2 2
・路

事

線バス地域間幹線系統

業

維持事業費補助金 維持

評

事業費補助金の交付
御

価

殿場線・裾野須山線に

表

対し、沿線自治体であ

（

る三島 件数 38,44

個

7 31,268 48,

票

998 3,207
市、

）

御殿場市、裾野市で欠

課

損額の一部を補助し、

名

路線
②

申請に対する補

環

助金交付 件 3 3 4 0
の

境

維持を行う。 件数
・循

市

環バス運行事業費補助

民

金 令和　８年度の優先

部

度
市内の公共施設や商

地

業施設への移動の利便

域

性確保を図
③1 るため

協

、循環バス事業者の欠

働

損額の一部を補助する

・

。 　□ Ａ　　　 □

安

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

全

　　 □ Ｄ　

路線バ

課

ス地域間幹線系統維持

作

事業費補助金を計画の

成

通りに交付し、市民及

日

び周辺市町の移動の手

令

段を確保するこ
■ 計

和

画どおり   
令和　

　

６年度 とができた。
□

７

 遅延       

年

  
の評価

□ 進展な

　

し     

■ 維持

８

　□ 拡大 市民等の移

月

動を支えていくため、



　

の貸出、様々な情報 6

１

,282 6,325 6

日

,207 7,289
の

概

収集・提供などを行い

施

、各団体の自主的活動

策

を促進
②

会議室の利用

名

率 ％ 48.4 55.2

共

48.9 55.4
する

創

。

令和　８年度の優先

・

度

③1 　□ Ａ　　　

コ

 □ Ｂ　　　 □ 

ミ

Ｃ　　　 □ Ｄ　

市

ュ

民活動団体数について

ニ

は、計画していた目標

テ

値にわずかに届かなか

ィ

った。また、会議室の

基

利用者数については
□

本

 計画どおり   
令

目

和　６年度 、感染症拡

標

大のリスクが減少し、

共

使用を中止していた打

に

合せ室を令和５年度か

創

ら開放したため、増加

る

した。今後
■ 遅延 

持

        
の評

続

価 も、利用促進を図っ

的

ていく。
□ 進展なし

に

     

□ 維持　

発

■ 拡大 市民活動団体

展

の登録については、今

す

後も、積極的な案内を

る

行っていく。また、会

ま

議室の利用者数を増や

ち

すため、
事業区分 □ 

要

自治事務   □ 法

施

定受託   □ その

策

他
今後の方向性 □ 縮

の

小　□ 改善 登録団体

目

に対し、積極的に利用

的

の案内を行っていく。

市

なお、電子予約システ

民

ムについては、利用者

が

の利便性の向
（改善措

主

置等）□ 休止　□ 

体

終了 上が図れるため、

的

周知に努める。
計画対

に

象 □ 実施計画査定対

ま

象  □ 行政改革対

ち

象 
□ 廃止　　　　

づ

 

※決算額については

く

、端数処理により、他

り

資料の決算額と差異が

や

生じている場合もあり

地

ます。

域の活動などに参加し

No.

、

事務事業名 活動内容 コ

相

スト（事業費：千円）

互

ウェルビーイング推進

に

事業 令和　５年度 令和

支

　６年度 令和　６年度

え

令和　７年度 令和　５

合

年度 令和　６年度 令和

う

　６年度 令和　７年度

住

活動指標名 単位
実績 計

み

画 実績 計画 決算 当初予

よ

算 決算 当初予算
全体事

い

業概要
①

「めざせ！ウ

地

ェルビーイ 人（ 0 10

域

人 76人 20人
市内各

社

地区にて、地域で活動

会

を行うキーパーソンを

を

一 ング宣言」への賛同

形

者（ 社）
堂に集め、情

成

報交換の場とするとと

す

もに、どのように 社）

る

数 1,436 1,42

こ

5 1,109 686
地

と

域の幸福度を高めてい

。

くか話し合う場を創出

施

する。
②また、「ウェ

策

ルビーイングミーティ

の

ング」を行うこと
で住

方

民同士のつながりを生

向

み、新たな行動に結び

共

つけ 令和　８年度の優

創

先度
たい。

③2 　□ 

の

Ａ　　　 □ Ｂ　　

ま

　 □ Ｃ　　　 □

ち

 Ｄ　

「三島ウェルビ

づ

ーイングアクション認

く

定制度」のさらなる周

り

知のため、ボイス・キ

の

ューにて、市民や企業

推

がパー
■ 計画どおり

進

   
令和　６年度 ソ

ウ

ナリティとウェルビー

ェ

イングについて語り合

ル

う番組を放送した。ま

ビ

た、９月～２月にかけ

ー

て、「ウェルビーイ
□

イ

 遅延       

ン

  
の評価 ング度の高

グ

い地域」の実現に向け

推

、地域住民が主導とな

進

り、活動の輪を広げる

事

ことを目的に、「ウェ

業

ルビーイン
□ 進展な

で

し     
グ」の視

は

点を取り入れ話し合う

、

「ウェルビーイングミ

「

ーティング」を開催し

め

た。
□ 維持　■ 拡

ざ

大 令和７年度は、小中

せ

学校において出前講座

！

を実施し、「生徒個人

ウ

のウェルビーイング」

ェ

から始まり、「ウェル

ル

ビ
事業区分 □ 自治事

ビ

務   □ 法定受託

ー

   □ その他
今後

イ

の方向性 □ 縮小　□

ン

 改善 ーイング度の高

グ

い学校」ひいては、「

宣

どのようにウェルビー

言

イング度の高い地域を

」

作っていくか」という

の

ことを
（改善措置等）

内

□ 休止　□ 終了 考

容

える機会を創出する。

を

また、ウェルビーイン

周

グの考え方を企業にも

知

浸透させるべく、商工

す

会議所と連携して、
計

る

画対象 □ 実施計画査

た

定対象  □ 行政改

め

革対象 
□ 廃止　　

、

　　 企業向けの講座

「

を開催する。

三島ウェルビーイングアクション認定制度」を開始し、多くの方に参加
■ 計画どおり   

令和　６年度 していただいた。
□ 遅延         

の評価 また、「三島ウェルビーイングアクション認定制度」に賛同した人の取り組みをラジオ番組にて紹介した。
□ 進展なし     

三島市民活動センターについては、団体数、利用率ともに増加した。
■ 維持　　　　 ウェルビーイング推進事業では、市内の小中学生を対象に出前講座を実施し、「生徒個人のウェルビーイング」から始まり、「ウェルビーイング度の高い学校」ひいて

今後の方向性 □ 拡大　　　　 は、「どのようにウェルビーイング度の高い地域

1

を作っていくか」とい

頁

うことを考える機会を

令

創出する。

（改善措置

和

等） □ 縮小　　　　

 

 市民活動推進事業に

6

ついては、SNSを活

年

用し、市民活動団体へ

度

情報発信をしていく。

　

ボランティア登録制度

　

「はぴボラみしま」を

事

開始し、ボランティア

務

をしたい人とボ
□ 改

事

善　　　　 ランティ

業

アを募集したい団体と

評

をつなげる。また、中

価

高生夏休みボランティ

表

ア体験会を行うことで

（

、つながりの創出及び

個

社会貢献意識の高揚を

票

図る。

） 課名 環境市民部地域

No.

協

事務事業名 活動内容 コ

働

スト（事業費：千円）

・

市民活動推進事業 令和

安

　５年度 令和　６年度

全

令和　６年度 令和　７

課

年度 令和　５年度 令和

作

　６年度 令和　６年度

成

令和　７年度
活動指標

日

名 単位
実績 計画 実績 計

令

画 決算 当初予算 決算 当

和

初予算
全体事業概要

①

　

市民活動団体数 団体 4

７

32 435 434 44

年

0
ＮＰＯ法人、ボラン

　

ティア団体などの地域

８

活動団体に
対し、市民

月

活動センターの会議室



　

し     

■ 維持

１

　□ 拡大 今後も、自

日

治会活動を支援するた

概

め、工夫して自治会活

施

動を運営している事例

策

を、各種媒体において

名

紹介してい
事業区分 □

共

 自治事務   □ 

創

法定受託   □ そ

・

の他
今後の方向性 □ 

コ

縮小　□ 改善 く。
（

ミ

改善措置等）□ 休止

ュ

　□ 終了
計画対象 □

ニ

 実施計画査定対象 

テ

 □ 行政改革対象 

ィ

□ 廃止　　　　 

※

基

決算額については、端

本

数処理により、他資料

目

の決算額と差異が生じ

標

ている場合もあります

共

。

に創る持続的に発展す

No. 事務

る

事業名 活動内容 コスト

ま

（事業費：千円）

市単

ち

独事業費補助金 令和　

要

５年度 令和　６年度 令

施

和　６年度 令和　７年

策

度 令和　５年度 令和　

の

６年度 令和　６年度 令

目

和　７年度
活動指標名

的

単位
実績 計画 実績 計画

市

決算 当初予算 決算 当初

民

予算
全体事業概要

①
地

が

区集会所施設整備希望

主

％ 100 100 100

体

100
・自治会活動保

的

険補助金 自治会への補

に

助金の交付
自治会・町

ま

内会が活動する際に生

ち

じた事故等に対する 率

づ

15,303 15,2

く

20 13,153 11

り

,610
保険に対し、

や

保険料の一部を補助す

地

ることにより、安
②

山

域

車の修繕等希望する自

の

％ 100 100 100

活

100
心して運営でき

動

るようにする。 治会へ

な

の交付率
・地区集会所

ど

施設整備補助金 令和　

に

８年度の優先度
自治会

参

・町内会活動拠点の場

加

の維持管理を支援する

し

。
③

自治会活動保険加

、

入自治 件 125 130

相

126 130
2 会数 　

互

□ Ａ　　　 □ Ｂ

に

　　　 □ Ｃ　　　

支

 □ Ｄ　

自治会活動

え

保険の加入自治会数に

合

ついては、目標に達し

う

なかったものの、集会

住

所の修繕、山車の修繕

み

については
■ 計画ど

よ

おり   
令和　６年

い

度 、全ての希望自治会

地

へ補助を行うことがで

域

きた。
□ 遅延   

社

      
の評価

□

会

 進展なし     

を

■ 維持　□ 拡大 引

形

き続き、各自治会への

成

希望調査等を行ってい

す

く。
事業区分 □ 自治

る

事務   □ 法定受

こ

託   □ その他
今

と

後の方向性 □ 縮小　

。

□ 改善
（改善措置等

施

）□ 休止　□ 終了

策

計画対象 ■ 実施計画

の

査定対象  □ 行政

方

改革対象 
□ 廃止　

向

　　　 

コミュニティ活動の支援

自治会活動推進事業については、自治会連合会との連絡を緊密にし、自治会長研修会等で先進的な活動を行う自治会の活動を周知する等、各自治会への支援を行うこと
■ 計画どおり   

令和　６年度 ができた。また、単独事業費補助金については、要望のあった自治会連合会、単位自治会それぞれに対する補助金を適正に支出できた。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も、市と自治会・町内会との密な連携を継続する。また、自治会・町内会のニーズを漏らすことなく聞き取り、支援を行っていく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和 6年

No.

度

事務事業名 活動内容 コ

　

スト（事業費：千円）

　

自治会活動推進事業 令

事

和　５年度 令和　６年

務

度 令和　６年度 令和　

事

７年度 令和　５年度 令

業

和　６年度 令和　６年

評

度 令和　７年度
活動指

価

標名 単位
実績 計画 実績

表

計画 決算 当初予算 決算

（

当初予算
全体事業概要

個

①
自治会・町内会の活

票

動へ ％ 74.8 72 7

）

1 72.5
地域におけ

課

る自治会組織の柱とな

名

る自治会連合会の運 の

環

参加率（市民意識調査

境

営・活動の支援を行う

市

とともに、自治会・町

民

内会の組 より） 11,

部

476 11,848 1

地

1,564 12,16

域

0
織や活動の維持・強

協

化を図るため、自治会

働

・町内会を
②支援する

・

。

令和　８年度の優先

安

度

③1 　□ Ａ　　　

全

 □ Ｂ　　　 □ 

課

Ｃ　　　 □ Ｄ　

自

作

治会・町内会の活動へ

成

の参加率について、目

日

標を達成しなかった。

令

□ 計画どおり   

和

令和　６年度 運動会、

　

お祭り等を中止する自

７

治会・町内会が増加し

年

てきた事が、原因の１

　

つであると考える。
■

８

 遅延       

月

  
の評価

□ 進展な



７

らめ
事業区分 □ 自治

年

事務   □ 法定受

　

託   □ その他
今

８

後の方向性 □ 縮小　

月

□ 改善 てしまうこと

　

のないよう、また、貧

１

困の連鎖を防止するた

日

めに、継続した経済的

概

支援を引き続き行う。

施

（改善措置等）□ 休

策

止　□ 終了
計画対象

名

■ 実施計画査定対象

子

  □ 行政改革対象

育

 
□ 廃止　　　　 

て

※決算額については、

基

端数処理により、他資

本

料の決算額と差異が生

目

じている場合もありま

標

す。

健康で福祉が充実したまち

要 施策の目的 安心して出産や育児ができる環境と、子も親も地域でともに育つ環境をつくること。

施策の方向 子育て環境の整備

ひとり親家庭を含めた子育て家庭等の生活の安定のため、悩みや相談ごとにに対する支援機能を充実させるとともに、経済的負担感を軽減することのできる支援の充実
■ 計画どおり   

令和　６年度 を掲げており、計画通り施策を進めることができた。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 子育て家庭が安心して子どもを産み育てることができるよう、子どもの発育や成長段階に応じた支援や情報が切れ目なく提供される仕組みを引き続き充実させ、保護者

今後の方向性 □ 拡大　　　　 の不安解消を図ります。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和

N

 

o. 事務事業名 活動内

6

容 コスト（事業費：千

年

円）

各種手当制度の充

度

実（こども未来課） 令

　

和　５年度 令和　６年

　

度 令和　６年度 令和　

事

７年度 令和　５年度 令

務

和　６年度 令和　６年

事

度 令和　７年度
活動指

業

標名 単位
実績 計画 実績

評

計画 決算 当初予算 決算

価

当初予算
全体事業概要

表

①
ひとり親家庭の子ど

（

もの ％ 100 98.5

個

100 98.5
ひとり

票

親世帯等の生活の安定

）

を図り、児童の健全な

課

育 高校進学率
成を助長

名

するため、三島市総合

こ

福祉手当条例に基づき

ど

19,493 18,5

も

00 19,327 20

・

,440
各種手当を支

健

給する。
②

令和　８年

幸

度の優先度

③1 　□ 

ま

Ａ　　　 □ Ｂ　　

ち

　 □ Ｃ　　　 □

づ

 Ｄ　

経済的困難を抱

く

えることの多いひとり

り

親家庭に育つ子どもが

部

高校進学を選択できる

こ

環境づくりを計画どお

ど

り図る
■ 計画どおり

も

   
令和　６年度 こ

未

とができた。
□ 遅延

来

         
の

課

評価
□ 進展なし  

作

   

■ 維持　□ 

成

拡大 ひとり親家庭は経

日

済的な困難を抱えてし

令

まうことが多いことか

和

ら、子どもが経済的な

　

理由により進学をあき



７

 

■ 維持　□ 拡大

年

まかせて会員の新規会

　

員を増やすことで、希

８

望する子育て支援に繋

月

げる。
事業区分 □ 自

　

治事務   □ 法定

１

受託   □ その他

日

今後の方向性 □ 縮小

概

　□ 改善
（改善措置

施

等）□ 休止　□ 終

策

了
計画対象 □ 実施計

名

画査定対象  □ 行

子

政改革対象 
□ 廃止

育

　　　　 

※決算額に

て

ついては、端数処理に

基

より、他資料の決算額

本

と差異が生じている場

目

合もあります。

標 健康で福祉が充実した

No. 事務事業名 活

ま

動内容 コスト（事業費

ち

：千円）

子ども・子育

要

て支援推進事業 令和　

施

５年度 令和　６年度 令

策

和　６年度 令和　７年

の

度 令和　５年度 令和　

目

６年度 令和　６年度 令

的

和　７年度
活動指標名

安

単位
実績 計画 実績 計画

心

決算 当初予算 決算 当初

し

予算
全体事業概要

①
み

て

しまめ育児サポータ―

出

回 2,318 2,15

産

0 2,630 2,30

や

0
子どもや子育て家庭

育

のニーズを的確に捉え

児

たきめ細か 派遣事業に

が

おけるサポー
な施策を

で

展開するとともに、地

き

域社会全体で子育ち・

る

ト累計実施数 7,72

環

0 11,681 10,

境

562 7,259
子育

と

てを支援する体制をさ

、

らに推進する。
②

令和

子

　８年度の優先度

③2

も

　□ Ａ　　　 □ 

親

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

も

　 □ Ｄ　

新型コロ

地

ナウイルス感染症の影

域

響により、令和2年度

で

において本事業の利用

と

者数が減少したものの

も

、令和3年度以
■ 計

に

画どおり   
令和　

育

６年度 降は順調な伸び

つ

をみせており、令和6

環

年度は計画実施数を上

境

回る利用実績数となっ

を

た。
□ 遅延    

つ

     
の評価

□ 

く

進展なし     

■

る

 維持　□ 拡大 本市

こ

における独自の子育て

と

支援施策として実施し

。

ているみしまめ育児サ

施

ポータ―派遣事業は、

策

多子世帯での育児
事業

の

区分 □ 自治事務  

方

 □ 法定受託   

向

□ その他
今後の方向

地

性 □ 縮小　□ 改善

域

負担の軽減と子どもの

社

健やかな成長を図るた

会

め効果的に実施するこ

で

とができているため、

の

引き続き本事業の推進

子

（改善措置等）□ 休

育

止　□ 終了 を図って

て

いく。
計画対象 □ 実

支

施計画査定対象  □

援

 行政改革対象 
□ 

社

廃止　　　　 

会全体で子育て家庭を見守り支援するという意識を醸成し、市民が地域ぐるみで子育てを応援する仕組みづくりを行うとともに、全ての保護者が子育てに対して心の
■ 計画どおり   

令和　６年度 ゆとりを持つことができるよう、子育て期の各段階をトータルにサポートする体制を整え、計画通りに施策を進めることができた。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 三島市の子育て支援における基本理念「子も親も　ともに育つ　笑顔あふれる　三島大家族」に沿い、全ての家庭において安心して子育てができるよう地域全体での子

今後の方向性 □ 拡大　　　　 育て家庭の支援に引き続き務めていきます。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和 6年度　

No. 事

　

務事業名 活動内容 コス

事

ト（事業費：千円）

フ

務

ァミリー・サポート・

事

センター事業 令和　５

業

年度 令和　６年度 令和

評

　６年度 令和　７年度

価

令和　５年度 令和　６

表

年度 令和　６年度 令和

（

　７年度
活動指標名 単

個

位
実績 計画 実績 計画 決

票

算 当初予算 決算 当初予

）

算
全体事業概要

①
ファ

課

ミリー・サポート・ 人

名

253 226 237 2

こ

30
保育施設・放課後

ど

児童クラブ等への送迎

も

や、保護者不 センター

・

の「まかせて会
在のた

健

めの預かり等の育児サ

幸

ポートを会員間で行う

ま

。 員」の登録者数 4,

ち

265 5,674 5,

づ

692 6,943

②

令

く

和　８年度の優先度

③

り

1 　□ Ａ　　　 □

部

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

こ

　　 □ Ｄ　

まかせ

ど

て会員の登録数が徐々

も

に増えることで、お願

未

い会員への斡旋がしや

来

すくなり、ファミリー

課

サポートセンタ
■ 計

作

画どおり   
令和　

成

６年度 ーの子育ての支

日

援体制の充実に繋がっ

令

ている。
□ 遅延  

和

       
の評価

　

□ 進展なし    



７

した。また、第一
□ 

年

遅延        

　

 
の評価 子が幼稚園・

８

保育園入園前の家庭を

月

対象とした「ミニ講座

　

」も3回／年開催した

１

。
□ 進展なし   

日

  

■ 維持　□ 拡

概

大 少子化の傾向にある

施

が、相談件数は増加し

策

ている。年々「子育て

名

コンシェルジュ」の存

子

在が認識され、その活

育

動
事業区分 □ 自治事

て

務   □ 法定受託

基

   □ その他
今後

本

の方向性 □ 縮小　□

目

 改善 が市民の間に浸

標

透しつつあることから

健

、今後も継続して子育

康

て家庭の悩みに寄り添

で

っていく。
（改善措置

福

等）□ 休止　□ 終

祉

了
計画対象 □ 実施計

が

画査定対象  □ 行

充

政改革対象 
□ 廃止

実

　　　　 

※決算額に

し

ついては、端数処理に

た

より、他資料の決算額

ま

と差異が生じている場

ち

合もあります。

要 施策の目的 安心して出産や育児ができる環境と、子も親も地域でともに育つ環境をつくること。

施策の方向 地域社会での子育て支援

社会全体で子育て家庭を見守り支援するという意識を醸成し、市民が地域ぐるみで子育てを応援する仕組みづくりを行うとともに、全ての保護者が子育てに対して心の
■ 計画どおり   

令和　６年度 ゆとりを持つことができるよう、子育て期の各段階をトータルにサポートする体制を整え、計画通りに施策を進めることができた。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 三島市の子育て支援における基本理念「子も親も　ともに育つ　笑顔あふれる　三島大家族」に沿い、全ての家庭において安心して子育てができるよう地域全体での子

今後の方向性 □ 拡大　　　　 育て家庭の支援に引き続き務めていきます。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

2 頁

令和 6年度　

No. 事

　

務事業名 活動内容 コス

事

ト（事業費：千円）

こ

務

ども家庭センター事業

事

（こども未来課） 令和

業

　５年度 令和　６年度

評

令和　６年度 令和　７

価

年度 令和　５年度 令和

表

　６年度 令和　６年度

（

令和　７年度
活動指標

個

名 単位
実績 計画 実績 計

票

画 決算 当初予算 決算 当

）

初予算
全体事業概要

①

課

延べ相談件数 件 600

名

547 650
就学前の

こ

こどもに関する保護者

ど

の子育ての悩みや育児

も

負担の軽減を図るため

・

、幼稚園・保育所等の

健

利用や子 0 21,53

幸

0 21,685 29,

ま

244
育てに関する相

ち

談に応じる「子育てコ

づ

ンシェルジュ」
②を配

く

置する。

令和　８年度

り

の優先度

③3 　□ Ａ

部

　　　 □ Ｂ　　　

こ

 □ Ｃ　　　 □ 

ど

Ｄ　

令和6年度から、

も

デパート内のこども用

未

品店や地域の子育てサ

来

ロンにおいて出張相談

課

を開始し（不定期）、

作

休日
■ 計画どおり 

成

  
令和　６年度 に夫

日

婦で相談したいという

令

声にこたえて、土曜相

和

談会を本町子育て支援

　

センターにおいて実施



７

伴い、今後入園児童数

年

の減少が見込まれる。

　

そのため、今後の施設

８

整備について検
事業区

月

分 □ 自治事務   

　

□ 法定受託   □

１

 その他
今後の方向性

日

□ 縮小　□ 改善 討

概

を進めていく。
（改善

施

措置等）□ 休止　□

策

 終了
計画対象 ■ 実

名

施計画査定対象  □

子

 行政改革対象 
□ 

育

廃止　　　　 

※決算

て

額については、端数処

基

理により、他資料の決

本

算額と差異が生じてい

目

る場合もあります。

標 健康で福祉が充実した

No. 事務事業

ま

名 活動内容 コスト（事

ち

業費：千円）

特別保育

要

委託事業 令和　５年度

施

令和　６年度 令和　６

策

年度 令和　７年度 令和

の

　５年度 令和　６年度

目

令和　６年度 令和　７

的

年度
活動指標名 単位

実

安

績 計画 実績 計画 決算 当

心

初予算 決算 当初予算
全

し

体事業概要
①

必要に対

て

する充足率 % 100 1

出

00 100 100
病児

産

保育事業の実施可能な

や

体制を整えている診療

育

所や
保育所に対し、病

児

児保育事業の業務委託

が

を行い実施す 37,9

で

41 35,439 42

き

,872 45,581

る

る。
②

令和　８年度の

環

優先度

③2 　□ Ａ　

境

　　 □ Ｂ　　　 

と

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

、

　

令和6年度の利用者

子

数は令和5年度と同程

も

度となり、新型コロナ

親

ウイルス感染症の影響

も

により減少していた利

地

用者
■ 計画どおり 

域

  
令和　６年度 数に

で

ついて、感染症の流行

と

前である令和元年度と

も

同等の利用状況にまで

に

回復した。利用者数と

育

比較し、提供可能
□ 

つ

遅延        

環

 
の評価 量は十分に充

境

足している。
□ 進展

を

なし     

■ 維

つ

持　□ 拡大 引き続き

く

十分な提供可能量の確

る

保に努める。
事業区分

こ

□ 自治事務   □

と

 法定受託   □ 

。

その他
今後の方向性 □

施

 縮小　□ 改善
（改

策

善措置等）□ 休止　

の

□ 終了
計画対象 ■ 

方

実施計画査定対象  

向

□ 行政改革対象 
□

子

 廃止　　　　 

どもの健やかな育ちへの支援

民間保育所等の施設整備や補助については、計画どおり事業を進めることができた。保育士の確保については、ICTシステムを活用し、こどもの登園管理や保護者との
□ 計画どおり   

令和　６年度 連絡、写真の販売等の業務の見直し事務負担の軽減及び保護者の利便性向上を図ったが、活動指標の達成には至らなかった。
■ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

□ 維持　　　　 引き続き、民間保育所等の施設整備、補助を進めていく。また、保育及び保育関連事務のICT活用による見直しを進め、保育士が働きやすい環境を整えることで、保育

今後の方向性 □ 拡大　　　　 士の確保へつなげていく。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

■ 改善　　　　 

1 頁

令和 6年度　

No. 事務事業名 活動

　

内容 コスト（事業費：

事

千円）

国・県支出金を

務

伴う事業費補助金（こ

事

ども保育課） 令和　５

業

年度 令和　６年度 令和

評

　６年度 令和　７年度

価

令和　５年度 令和　６

表

年度 令和　６年度 令和

（

　７年度
活動指標名 単

個

位
実績 計画 実績 計画 決

票

算 当初予算 決算 当初予

）

算
全体事業概要

①
待機

課

児童数 人 0 0 0 0
待機

名

児童の解消や老朽化し

こ

た民間施設の改修のた

ど

め、
民間事業者が行う

も

保育施設の整備に係る

・

費用の一部を 0 233

健

,811 244,92

幸

9 170,562
補助

ま

する。
②

令和　８年度

ち

の優先度

③1 　□ Ａ

づ

　　　 □ Ｂ　　　

く

 □ Ｃ　　　 □ 

り

Ｄ　

民間保育園の施設

部

老朽化のため、園舎の

こ

建替え及び認定こども

ど

園化を令和６年度から

も

７年度までの２か年計

保

画に
■ 計画どおり 

育

  
令和　６年度 て実

課

施しており、滞りなく

作

事業を進められている

成

。
□ 遅延     

日

    
の評価

□ 進

令

展なし     

■ 

和

維持　□ 拡大 少子化

　

による出生数の減少に



７

なし     

■ 維

年

持　□ 拡大 引き続き

　

、国県の交付金メニュ

８

ーの推移に注視し、保

月

育環境の充実を図りま

　

す。
事業区分 □ 自治

１

事務   □ 法定受

日

託   □ その他
今

概

後の方向性 □ 縮小　

施

□ 改善
（改善措置等

策

）□ 休止　□ 終了

名

計画対象 ■ 実施計画

子

査定対象  □ 行政

育

改革対象 
□ 廃止　

て

　　　 

※決算額につ

基

いては、端数処理によ

本

り、他資料の決算額と

目

差異が生じている場合

標

もあります。

健康で福祉が充実したま

No. 事務事業名 活動

ち

内容 コスト（事業費：

要

千円）

市単独事業費補

施

助金 令和　５年度 令和

策

　６年度 令和　６年度

の

令和　７年度 令和　５

目

年度 令和　６年度 令和

的

　６年度 令和　７年度

安

活動指標名 単位
実績 計

心

画 実績 計画 決算 当初予

し

算 決算 当初予算
全体事

て

業概要
①

必要に対する

出

充足率 % 100 100

産

100 100
民間保育

や

所等が実施する保育の

育

充実に資する事業に対

児

し、市独自に補助を行

が

う。 106,273 1

で

08,058 106,

き

726 108,998

る

②

令和　８年度の優先

環

度

③4 　□ Ａ　　　

境

 □ Ｂ　　　 □ 

と

Ｃ　　　 □ Ｄ　

市

、

独自の補助金により、

子

民間保育所等の運営の

も

充実を図り、職員及び

親

園児の処遇の向上を図

も

った。
■ 計画どおり

地

   
令和　６年度

□

域

 遅延       

で

  
の評価

□ 進展な

と

し     

■ 維持

も

　□ 拡大 民間保育所

に

等の運営の充実を図る

育

ため、引き続き事業を

つ

実施していく。
事業区

環

分 □ 自治事務   

境

□ 法定受託   □

を

 その他
今後の方向性

つ

□ 縮小　□ 改善
（

く

改善措置等）□ 休止

る

　□ 終了
計画対象 ■

こ

 実施計画査定対象 

と

 □ 行政改革対象 

。

□ 廃止　　　　 

施策の方向 子どもの健やかな育ちへの支援

民間保育所等の施設整備や補助については、計画どおり事業を進めることができた。保育士の確保については、ICTシステムを活用し、こどもの登園管理や保護者との
□ 計画どおり   

令和　６年度 連絡、写真の販売等の業務の見直し事務負担の軽減及び保護者の利便性向上を図ったが、活動指標の達成には至らなかった。
■ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

□ 維持　　　　 引き続き、民間保育所等の施設整備、補助を進めていく。また、保育及び保育関連事務のICT活用による見直しを進め、保育士が働きやすい環境を整えることで、保育

今後の方向性 □ 拡大　　　　 士の確保へつなげていく。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

■ 改善　　　　 

2 頁

令和 6年度　

No. 事務事業名 活動

　

内容 コスト（事業費：

事

千円）

国・県支出金を

務

伴う事業費補助金 令和

事

　５年度 令和　６年度

業

令和　６年度 令和　７

評

年度 令和　５年度 令和

価

　６年度 令和　６年度

表

令和　７年度
活動指標

（

名 単位
実績 計画 実績 計

個

画 決算 当初予算 決算 当

票

初予算
全体事業概要

①

）

必要に対する充足率 %

課

100 100 100 1

名

00
民間保育所等が実

こ

施する保育事業に対し

ど

、国県補助を
活用し補

も

助する。 149,91

・

5 137,262 14

健

9,891 166,6

幸

75

②

令和　８年度の

ま

優先度

③3 　□ Ａ　

ち

　　 □ Ｂ　　　 

づ

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

く

　

民間保育所等の安定

り

的な運営を支援するこ

部

とを目的とする民間保

こ

育所等原油価格・物価

ど

高騰対策補助金や保育

も

士
■ 計画どおり  

保

 
令和　６年度 等の業

育

務軽減を図るための民

課

間保育所等ＩＣＴ化推

作

進事業費補助金により

成

、保育の継続とともに

日

保育士等が働き
□ 遅

令

延         

和

の評価 やすい環境の整

　

備を行った。
□ 進展



７

遅延        

年

 
の評価

□ 進展なし

　

     

□ 維持　

８

□ 拡大 引き続き、保

月

育及び保育関連事務の

　

ICT活用による見直

１

しを進め、保育士が働

日

きやすい環境を整える

概

ことで、保
事業区分 □

施

 自治事務   □ 

策

法定受託   □ そ

名

の他
今後の方向性 □ 

子

縮小　■ 改善 育士の

育

確保へつなげていく。

て

（改善措置等）□ 休

基

止　□ 終了
計画対象

本

□ 実施計画査定対象

目

  □ 行政改革対象

標

 
□ 廃止　　　　 

健

※決算額については、

康

端数処理により、他資

で

料の決算額と差異が生

福

じている場合もありま

祉

す。

が充実したまち

要 施策の目的 安心して出産や育児ができる環境と、子も親も地域でともに育つ環境をつくること。

施策の方向 子どもの健やかな育ちへの支援

民間保育所等の施設整備や補助については、計画どおり事業を進めることができた。保育士の確保については、ICTシステムを活用し、こどもの登園管理や保護者との
□ 計画どおり   

令和　６年度 連絡、写真の販売等の業務の見直し事務負担の軽減及び保護者の利便性向上を図ったが、活動指標の達成には至らなかった。
■ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

□ 維持　　　　 引き続き、民間保育所等の施設整備、補助を進めていく。また、保育及び保育関連事務のICT活用による見直しを進め、保育士が働きやすい環境を整えることで、保育

今後の方向性 □ 拡大　　　　 士の確保へつなげていく。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

■ 改善　　　　 

3 頁

令和 6年度　

No. 事務事業名 活動

　

内容 コスト（事業費：

事

千円）

市立保育園管理

務

運営事業 令和　５年度

事

令和　６年度 令和　６

業

年度 令和　７年度 令和

評

　５年度 令和　６年度

価

令和　６年度 令和　７

表

年度
活動指標名 単位

実

（

績 計画 実績 計画 決算 当

個

初予算 決算 当初予算
全

票

体事業概要
①

必要とな

）

る保育士数の充 % 84

課

95 80 95
市立保育

名

所6園の管理運営を行

こ

い、安心・安全な保育

ど

足率
事業の推進を図る

も

。 322,530 40

・

7,738 385,7

健

65 458,929
ま

幸

た、ICT機器を活用

ま

し、保育士の業務負担

ち

の軽減及
②び効率化を

づ

図るとともに、保育の

く

質の更なる向上に努
め

り

る。 令和　８年度の優

部

先度

③5 　□ Ａ　　

こ

　 □ Ｂ　　　 □

ど

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

も

ICTシステムを活用

保

し、こどもの登園管理

育

や保護者との連絡、写

課

真の販売等の業務の見

作

直し事務負担の軽減及

成

び
□ 計画どおり  

日

 
令和　６年度 保護者

令

の利便性向上を図った

和

が、活動指標の達成に

　

は至らなかった。
■ 



７年　８月　１日

概 施策名 幼児教育・小中学校教育 基本目標 未来につなぐ人材を育むまち

要 施策の目的 豊かな感性と確かな学力をもつ、心身ともに健康な子どもを育成すること。

施策の方向 幼児教育の向上

個別施設計画に基づき、令和6年度は実施されなかった。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も個別施設計画に基づき、各幼稚園の大規模改修工事を行う。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

各幼稚園施設補修整備事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度
活動指

1

標名 単位
実績 計画 実績

頁

計画 決算 当初予算 決算

令

当初予算
全体事業概要

和

①
大規模修繕等実施件

 

数 件 1 0 0 0
各幼稚園

6

における公共施設保全

年

計画に位置付ける大規

度

模修繕等を実施する。

　

19,591 0 0 0

②

　

令和　８年度の優先度

事

③1 　□ Ａ　　　 

務

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

事

　　　 □ Ｄ　

個別

業

施設計画に基づき、令

評

和6年度は実施されな

価

かった。
■ 計画どお

表

り   
令和　６年度

（

□ 遅延      

個

   
の評価

□ 進展

票

なし     

■ 維

）

持　□ 拡大 今後も個

課

別施設計画に基づき、

名

各幼稚園の大規模改修

こ

工事を行う。
事業区分

ど

□ 自治事務   □

も

 法定受託   □ 

・

その他
今後の方向性 □

健

 縮小　□ 改善
（改

幸

善措置等）□ 休止　

ま

□ 終了
計画対象 ■ 

ち

実施計画査定対象  

づ

□ 行政改革対象 
□

く

 廃止　　　　 

※決

り

算額については、端数

部

処理により、他資料の

こ

決算額と差異が生じて

ど

いる場合もあります。

も保育課 作成日 令和　



年

優先度

③1 　□ Ａ　

　

　　 □ Ｂ　　　 

８

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

月

　

親子教室を計166

　

回開催した。0歳から

１

就学前までの未歩行の

日

クラス（こあら教室）

概

を年19回　延べ9組

施

の親子が
■ 計画どお

策

り   
令和　６年度

名

参加。基本2歳児で継

子

続的に何らかの支援が

育

必要と思われる子ども

て

のクラス（ぱんだ教室

基

）を年147回　延べ

本

1,28
□ 遅延  

目

       
の評価

標

0組の親子が参加。発

健

達に配慮が必要なこど

康

もと保護者を対象に、

で

それぞれの親子教室を

福

開催し、より良い発達

祉

□ 進展なし    

が

 
を促し、その子らし

充

く成長していくための

実

支援及び助言を行った

し

。
■ 維持　□ 拡大

た

発達に配慮が必要と思

ま

われる子どもは、年々

ち

増加の傾向があり、そ

要

の状況も多様化してい

施

るため、必要に応じた

策

事業区分 □ 自治事務

の

   □ 法定受託 

目

  □ その他
今後の

的

方向性 □ 縮小　□ 

安

改善 親子教室等に参加

心

できるよう継続した事

し

業を展開していきたい

て

。
（改善措置等）□ 

出

休止　□ 終了
計画対

産

象 ■ 実施計画査定対

や

象  □ 行政改革対

育

象 
□ 廃止　　　　

児

 

※決算額については

が

、端数処理により、他

で

資料の決算額と差異が

き

生じている場合もあり

る

ます。

環境と、子も親も地域でともに育つ環境をつくること。

施策の方向 発達や生活などに困りごとのある子どもや家庭への支援

　親子教室については、計１６６回開催した。０歳児から就学前の未歩行のクラス（こあら教室）を年１９回開催し、延べ９組の親子の参加があった。
■ 計画どおり   

令和　６年度 また発達において継続的に支援が必要と思われる基本２歳児のクラス（ぱんだ教室）を年１４７回開催し、延べ１，２８０組の親子の参加があった。
□ 遅延         

の評価 　これらの教室を開催することで、基本的生活習慣や小集団での適応能力を身に付けるとともに、保護者が子どもを理解し、適切な関わり方を一緒に考え、家庭や　地
□ 進展なし     

域で親子が安定して生活できるよう支援をする。
■ 維持　　　　 　発達において、配慮が必要と思われる子どもの相談は年々増加の傾向があり、またその状況

1

も多様化している。そ

頁

のため、必要に応じて

令

親子教室等に参加でき

和

るよう

今後の方向性 □

 

 拡大　　　　 継続

6

した事業を展開してい

年

きたい。

（改善措置等

度

） □ 縮小　　　　 

　

□ 改善　　　　 

　事務事業評価表（個票

No. 事務事業

）

名 活動内容 コスト（事

課

業費：千円）

発達支援

名

相談事業 令和　５年度

こ

令和　６年度 令和　６

ど

年度 令和　７年度 令和

も

　５年度 令和　６年度

・

令和　６年度 令和　７

健

年度
活動指標名 単位

実

幸

績 計画 実績 計画 決算 当

ま

初予算 決算 当初予算
全

ち

体事業概要
①

親子教室

づ

　開催回数 回 180 1

く

50 166 150
発達

り

や成長に関して配慮が

部

必要な方に切れ目のな

発

い支
援を行うことを目

達

的に早期発見・早期療

支

育の観点から 53,6

援

65 73,093 62

課

,726 77,790

作

学齢期までの相談対応

成

や親子教室を開催する

日

。
②児童発達支援事業

令

所「にこパル」では子

和

どもの自立や
社会参加

　

ができるように支援を

７

行う。 令和　８年度の



７

815 850 822 8

年

50
すべての市民が健

　

康づくりに取り組むこ

８

とや、生きが 数
い・き

月

ずなづくり、地域活性

　

化・産業振興につなが

１

る 令和　８年度の優先

日

度
様々な取り組みを庁

概

内連携、市民協働によ

施

り行う。
③

健幸づくり

策

アプリのユー 人 339

名

1 10,000 416

健

1 10,000
1 ザー

康

数 　□ Ａ　　　 □

・

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

医

　　 □ Ｄ　

健幸づ

療

くりアプリ「KENP

基

OS」により、より幅

本

広い世代の健康無関心

目

層にアプローチし、会

標

員数の増加に努めたが

健

□ 計画どおり   

康

令和　６年度 、目標達

で

成には至っていない。

福

健幸マイレージの参加

祉

者数はコロナ前の水準

が

に回復した。
■ 遅延

充

         
の

実

評価 企業・市民との協

し

働事業は、イベントや

た

事業所に出向き、測定

ま

事業を実施した。
□ 

ち

進展なし     
健

要

幸アンバサダーは、保

施

健委員を対象とした養

策

成・フォローアップ講

の

座を通じて継続的な活

目

動を促した。
□ 維持

的

　□ 拡大 健幸づくり

誰

アプリ「KENPOS

も

」では、若い世代の掘

が

り起こしに主眼を置い

生

たポイント付与等によ

涯

り、利用者の拡大
事業

を

区分 □ 自治事務  

通

 □ 法定受託   

し

□ その他
今後の方向

て

性 □ 縮小　■ 改善

心

を図っていく。健幸マ

身

イレージは番号登録制

と

を導入し、更なる参加

も

促進を図る。
（改善措

に

置等）□ 休止　□ 

健

終了 健康経営等を通じ

康

て健幸鑑定団として企

で

業や店舗に出向くこと

充

や、健幸アンバサダー

実

による口コミを活用し

し

、健
計画対象 □ 実施

た

計画査定対象  □ 

生

行政改革対象 
□ 廃

活

止　　　　 康情報の

を

発信に努めていく。

※

送

決算額については、端

り

数処理により、他資料

、

の決算額と差異が生じ

い

ている場合もあります

つ

。

でも安心して医療サービスを受けることができる環境を整えること。

施策の方向 総合的な健康施策の推進

健幸づくりアプリ「KENPOS」により、より幅広い世代の健康無関心層にアプローチし、会員数の増加に努めたが、目標達成には至っていない。健幸マイレージの参加者
□ 計画どおり   

令和　６年度 数はコロナ前の水準に回復した。
■ 遅延         

の評価 企業・市民との協働事業は、イベントや事業所に出向き、測定事業を実施した。
□ 進展なし     

健幸アンバサダーは、保健委員を対象とした養成・フォローアップ講座を通じて継続的な活動を促した。
□ 維持　　　　 健幸づくりアプリ「KENPOS」では、若い世代の掘り起こしに主眼を置いたポイント付与等により、利用者の拡大を図っていく。健幸マイレージは番号登録制を導入し、

今後の方向性 □ 拡

1

大　　　　 更なる参

頁

加促進を図る。

（改善

令

措置等） □ 縮小　　

和

　　 健康経営等を通

 

じて健幸鑑定団として

6

企業や店舗に出向くこ

年

とや、健幸アンバサダ

度

ーによる口コミを活用

　

し、健康情報の発信に

　

努めていく。
■ 改善

事

　　　　 

務事業評価表（個票）

N

課

o. 事務事業名 活動内

名

容 コスト（事業費：千

こ

円）

スマートウエルネ

ど

スみしま推進事業 令和

も

　５年度 令和　６年度

・

令和　６年度 令和　７

健

年度 令和　５年度 令和

幸

　６年度 令和　６年度

ま

令和　７年度
活動指標

ち

名 単位
実績 計画 実績 計

づ

画 決算 当初予算 決算 当

く

初予算
全体事業概要

①

り

企業・市民との協働事

部

業 回 22 15 27 20

健

健康をまちづくりの中

康

核に位置付け、あらゆ

づ

る分野に 実施（健幸鑑

く

定団・健康
健幸の視点

り

を取り入れる「スマー

課

トウエルネスシティ 経

作

営等） 10,532 1

成

1,106 10,80

日

8 10,585
構想」

令

による"健幸"都市づ

和

くりを進める。
②

健幸

　

アンバサダー認定者 人



７

令和　７年度
活動指標

年

名 単位
実績 計画 実績 計

　

画 決算 当初予算 決算 当

８

初予算
全体事業概要

①

月

みしま健幸体育大学講

　

座 人 515 600 23

１

3 -
多くの市民がこれ

日

まで以上に気軽に運動

概

・スポーツに 参加者数

施

参加できるようスマー

策

トウエルネスみしまア

名

クション 2,971 1

健

,338 1,144 0

康

プランに基づき、いつ

・

でも、どこでも、だれ

医

でも運動
②

ノルディッ

療

クウオーキン 回 5 5 3

基

-
・スポーツを愉しむ

本

ことができる場や機会

目

の創造を図 グ体験会回

標

数
る。 令和　８年度の

健

優先度

③
ウオーキング

康

イベント開 件 1 10 0

で

-
1 催件数 　□ Ａ　

福

　　 □ Ｂ　　　 

祉

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

が

　

みしま健幸体育大学

充

やノルディックウオー

実

キング講座において、

し

運動・スポーツプログ

た

ラムの講座の実施に加

ま

え
■ 計画どおり  

ち

 
令和　６年度 、働き

要

世代を対象にロードバ

施

イクや親子マウンテン

策

バイク体験等を実施し

の

た。
□ 遅延    

目

     
の評価

□ 

的

進展なし     

□

誰

 維持　□ 拡大 令和

も

7年度からは、運動無

が

関心層あるいは障壁が

生

あって運動の実践がで

涯

きない方に特化してア

を

プローチしていく
事業

通

区分 □ 自治事務  

し

 □ 法定受託   

て

□ その他
今後の方向

心

性 □ 縮小　□ 改善

身

ため、本事業を整理す

と

る中で、サイクリング

も

ライフ促進事業と脂肪

に

燃えるんピックを運動

健

スポーツ習慣化促進事

康

（改善措置等）□ 休

で

止　■ 終了 業の中で

充

実施していく。
計画対

実

象 □ 実施計画査定対

し

象  □ 行政改革対

た

象 
□ 廃止　　　　

生

 

※決算額については

活

、端数処理により、他

を

資料の決算額と差異が

送

生じている場合もあり

り

ます。

、いつでも安心して医

No.

療

事務事業名 活動内容 コ

サ

スト（事業費：千円）

ー

歯科口腔保健推進事業

ビ

令和　５年度 令和　６

ス

年度 令和　６年度 令和

を

　７年度 令和　５年度

受

令和　６年度 令和　６

け

年度 令和　７年度
活動

る

指標名 単位
実績 計画 実

こ

績 計画 決算 当初予算 決

と

算 当初予算
全体事業概

が

要
①

むし歯を経験した

で

幼児の ％ 19.2 20

き

.0 18.4 20.0

る

三島市健康づくり計画

環

に基づき、幼児期から

境

高齢者ま 割合（５歳児

を

）
で切れ目のない歯科

整

口腔保健事業を推進す

え

る。 11,328 12

る

,232 11,335

こ

12,860
幼児期の

と

フッ化物事業を継続実

。

施するほか、成人の健

施

②
歯周病検診受診率 ％

策

4.3 6.5 4.4 7

の

.0
康を維持し健康寿

方

命の延伸を図るうえで

向

、口腔機能の
低下を予

健

防することが重要であ

康

るとされており、その

づ

令和　８年度の優先度

く

対策も重視していく。

り

③2 　□ Ａ　　　 

の

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

推

　　　 □ Ｄ　

本市

進

においては中学生の齲

運

歯罹患率が県と比較し

動

て高い傾向がある(令

・

和6年度 本市：24

ス

.1%、県20.4%

ポ

)が、幼児
■ 計画ど

ー

おり   
令和　６年

ツ

度 については改善傾向

実

にある。
□ 遅延  

践

       
の評価

の

□ 進展なし    

機

 

■ 維持　□ 拡大

会

フッ化物塗布事業につ

を

いて、令和4年度から

提

新型コロナウイルス感

供

染防止対策を講じた上

し

で再開しており、令和

て

6
事業区分 □ 自治事

い

務   □ 法定受託

る

   □ その他
今後

が

の方向性 □ 縮小　□

、

 改善 年度からは幼児

参

健診と同日開催に変更

加

。今後も継続して実施

者

していく。
（改善措置

が

等）□ 休止　□ 終

関

了
計画対象 ■ 実施計

心

画査定対象  □ 行

層

政改革対象 
□ 廃止

に

　　　　 

偏重しがちとなっている。また、中学生の齲歯罹患率は県内でも高い水準にあり改善が求められる。
■ 計画どおり   

令和　６年度 保健委員会は担い手不足やコロナ以降の活動停滞を受け、令和7年度からの運営方法の抜本的な見直しを行った。食育推進においては、新たに「KENPOS」を活用した自
□ 遅延         

の評価 然と健康になれる食環境づくりにつながる取り組みを実施することができた。母子保健においては、健診未受診者フォロー等による高い受診率を維持することができた
□ 進展なし     

が、依然として子育てに不安や負担を感じる方が増加傾向にある。
■ 維持　　　　 健康に関心がある方

1

と無関心な方との健康

頁

格差が広がる中、運動

令

スポーツ習慣の定着化

和

に向けては、無関心あ

 

るいは関心があっても

6

時間が割けない方への

年

対策に注力し

今後の方

度

向性 □ 拡大　　　　

　

 ていく。また、歯と

　

口の健康、食育におい

事

ては、幼少期から正し

務

い習慣が実践できるよ

事

う取り組みを継続する

業

とともに、学校、地域

評

、事業者等と連携しな

価

がら健康にな

（改善措

表

置等） □ 縮小　　　

（

　 れる地域づくりに

個

取り組んでいく。母子

票

保健については、各種

）

健診や訪問・相談を行

課

い、子ども家庭センタ

名

ーと連携しながら子育

こ

て中の方の精神的不安

ど

の解消に努める
□ 改

も

善　　　　 とともに

・

、各種支援制度を継続

健

することで経済的不安

幸

の解消を図っていく。

まちづくり部健康づくり

No. 事務事

課

業名 活動内容 コスト（

作

事業費：千円）

健康と

成

スポーツ推進事業 令和

日

　５年度 令和　６年度

令

令和　６年度 令和　７

和

年度 令和　５年度 令和

　

　６年度 令和　６年度



７

年度 令和　７年度
活動

年

指標名 単位
実績 計画 実

　

績 計画 決算 当初予算 決

８

算 当初予算
全体事業概

月

要
①

町内別健康相談会

　

の実施 回 30 15 34

１

15
誰もが健康で生き

日

がいと潤いのある生涯

概

を過ごすこと 回数
がで

施

きる地域づくり、そし

策

て市民と協働の健康づ

名

くり 2,143 2,0

健

65 1,958 1,5

康

52
を推進するため、

・

三島市保健委員会を中

医

心とし、町内
②

ゲート

療

キーパー養成者数 人 2

基

27 100 256 10

本

0
別健康相談会やみし

目

ま体操の普及など、市

標

民が楽しく
参加できる

健

イベントや、自殺対策

康

を含む心と身体の健 令

で

和　８年度の優先度
康

福

づくりを推進する事業

祉

を行う。
③3 　□ Ａ

が

　　　 □ Ｂ　　　

充

 □ Ｃ　　　 □ 

実

Ｄ　

新型コロナウイル

し

ス感染症が5類に移行

た

した後は、町内健康相

ま

談会の実施回数および

ち

参加者数が増加した。

要

■ 計画どおり   

施

令和　６年度 また、ゲ

策

ートキーパー養成講座

の

は、教職員や市職員に

目

向けて講座を実施する

的

とともに、民生委員か

誰

らの依頼によ
□ 遅延

も

         
の

が

評価 り、市民文化会館

生

で講座を実施した。
□

涯

 進展なし     

を

□ 維持　□ 拡大 令

通

和7年度より保健委員

し

会を委託事業から市事

て

業に変更し、地区診断

心

に基づく各町内におけ

身

る独自の取り組みを
事

と

業区分 □ 自治事務 

も

  □ 法定受託  

に

 □ その他
今後の方

健

向性 □ 縮小　■ 改

康

善 促していく。また、

で

ゲートキーパー養成講

充

座については、引き続

実

き教職員や市職員に向

し

けて講座を実施するほ

た

か
（改善措置等）□ 

生

休止　□ 終了 、民生

活

委員等の団体や企業か

を

ら依頼があった際にも

送

講座を実施し、悩みを

り

抱えた人に気づける人

、

を増やしていく
計画対

い

象 □ 実施計画査定対

つ

象  □ 行政改革対

で

象 
□ 廃止　　　　

も

 。

※決算額について

安

は、端数処理により、

心

他資料の決算額と差異

し

が生じている場合もあ

て

ります。

医療サービスを受ける

No

こ

. 事務事業名 活動内容

と

コスト（事業費：千円

が

）

母子保健事業 令和　

で

５年度 令和　６年度 令

き

和　６年度 令和　７年

る

度 令和　５年度 令和　

環

６年度 令和　６年度 令

境

和　７年度
活動指標名

を

単位
実績 計画 実績 計画

整

決算 当初予算 決算 当初

え

予算
全体事業概要

①
１

る

歳６か月児健康診査受

こ

％ 98.7 98.8 9

と

7.2 98.8
妊婦相

。

談の充実や新生児の全

施

戸訪問及び関係各課・

策

地 診率
域との連携によ

の

り子育て支援に取り組

方

む。包括的な相 80,

向

601 79,002 7

健

4,838 80,16

康

8
談支援拠点である「

づ

こども家庭センター」

く

と連携を強
②化し、育

り

児不安の軽減や虐待予

の

防に繋げる。母子保健

推

医療として、妊産婦健

進

康診査、新生児聴覚ス

運

クリーニ 令和　８年度

動

の優先度
ング検査、乳

・

幼児健康診査などを実

ス

施する。
③4 　□ Ａ

ポ

　　　 □ Ｂ　　　

ー

 □ Ｃ　　　 □ 

ツ

Ｄ　

地区担当保健師に

実

よる健診未受診者フォ

践

ローをタイムリーに行

の

い、高い受診率を維持

機

できた。また、医療機

会

関等
■ 計画どおり 

を

  
令和　６年度 でフ

提

ォローされているケー

供

スについては、保護者

し

より結果の聞き取りを

て

行うなど、全数把握に

い

努めた。
□ 遅延  

る

       
の評価

が

□ 進展なし    

、

 

□ 維持　■ 拡大

参

引き続き、妊婦相談や

加

新生児全戸訪問など母

者

子保健事業を通して子

が

育て世帯の不安の軽減

関

に努める。あわせて、

心

事業区分 □ 自治事務

層

   □ 法定受託 

に

  □ その他
今後の

偏

方向性 □ 縮小　□ 

重

改善 こども家庭センタ

し

ーと連携して、乳幼児

が

やその保護者が安心し

ち

て健全な生活ができる

と

ように支援する。また

な

、病
（改善措置等）□

っ

 休止　□ 終了 期や

て

障害の早期発見と適切

い

な育児支援のために、

る

1か月児健診の助成と

。

5歳児発達アンケート

ま

を開始する。
計画対象

た

□ 実施計画査定対象

、

  □ 行政改革対象

中

 
□ 廃止　　　　 

学生の齲歯罹患率は県内でも高い水準にあり改善が求められる。
■ 計画どおり   

令和　６年度 保健委員会は担い手不足やコロナ以降の活動停滞を受け、令和7年度からの運営方法の抜本的な見直しを行った。食育推進においては、新たに「KENPOS」を活用した自
□ 遅延         

の評価 然と健康になれる食環境づくりにつながる取り組みを実施することができた。母子保健においては、健診未受診者フォロー等による高い受診率を維持することができた
□ 進展なし     

が、依然として子育てに不安や負担を感じる方が増加傾向にある。
■ 維持　　　　 健康に関心がある方

2

と無関心な方との健康

頁

格差が広がる中、運動

令

スポーツ習慣の定着化

和

に向けては、無関心あ

 

るいは関心があっても

6

時間が割けない方への

年

対策に注力し

今後の方

度

向性 □ 拡大　　　　

　

 ていく。また、歯と

　

口の健康、食育におい

事

ては、幼少期から正し

務

い習慣が実践できるよ

事

う取り組みを継続する

業

とともに、学校、地域

評

、事業者等と連携しな

価

がら健康にな

（改善措

表

置等） □ 縮小　　　

（

　 れる地域づくりに

個

取り組んでいく。母子

票

保健については、各種

）

健診や訪問・相談を行

課

い、子ども家庭センタ

名

ーと連携しながら子育

こ

て中の方の精神的不安

ど

の解消に努める
□ 改

も

善　　　　 とともに

・

、各種支援制度を継続

健

することで経済的不安

幸

の解消を図っていく。

まちづくり部健康づくり

No. 事務事

課

業名 活動内容 コスト（

作

事業費：千円）

健康づ

成

くり地区組織活動事業

日

令和　５年度 令和　６

令

年度 令和　６年度 令和

和

　７年度 令和　５年度

　

令和　６年度 令和　６



７

　７年度
活動指標名 単

年

位
実績 計画 実績 計画 決

　

算 当初予算 決算 当初予

８

算
全体事業概要

①
補助

月

を受け不妊・不育症 人

　

122 140 130 1

１

40
不妊・不育に悩む

日

夫婦の経済的負担の軽

概

減を図るため 治療を受

施

けた人の人数（
治療費

策

の一部を助成する。 各

名

年度） 16,586 1

健

9,450 16,75

康

0 21,050
里帰り

・

等で指定外医療機関で

医

の妊産婦健康診査及び

療

新
②生児聴覚スクリー

基

ニング検査受診者に対

本

して、費用の
一部を助

目

成する。 令和　８年度

標

の優先度

③5 　□ Ａ

健

　　　 □ Ｂ　　　

康

 □ Ｃ　　　 □ 

で

Ｄ　

令和4年度から保

福

険適用が拡大されたこ

祉

とにより申請件数及び

が

申請額は減少したが、

充

不妊治療全体に占める

実

特定
■ 計画どおり 

し

  
令和　６年度 不妊

た

治療者の割合は増加傾

ま

向にあり、令和６年度

ち

の妊娠率は５割を超え

要

ている。
□ 遅延  

施

       
の評価

策

□ 進展なし    

の

 

■ 維持　□ 拡大

目

保険適用対象外や先進

的

医療等を実施した場合

誰

は、依然として経済的

も

負担が大きい。経済的

が

負担で妊娠を諦めるこ

生

事業区分 □ 自治事務

涯

   □ 法定受託 

を

  □ その他
今後の

通

方向性 □ 縮小　□ 

し

改善 とがないよう、引

て

き続き実施していく。

心

（改善措置等）□ 休

身

止　□ 終了
計画対象

と

■ 実施計画査定対象

も

  □ 行政改革対象

に

 
□ 廃止　　　　 

健

※決算額については、

康

端数処理により、他資

で

料の決算額と差異が生

充

じている場合もありま

実

す。

した生活を送り、いつ

No. 事

で

務事業名 活動内容 コス

も

ト（事業費：千円）

健

安

康診査事業 令和　５年

心

度 令和　６年度 令和　

し

６年度 令和　７年度 令

て

和　５年度 令和　６年

医

度 令和　６年度 令和　

療

７年度
活動指標名 単位

サ

実績 計画 実績 計画 決算

ー

当初予算 決算 当初予算

ビ

全体事業概要
①

大腸が

ス

ん検診受診率 ％ 15.

を

1 16 14.8 16
市

受

民が自らの健康状態を

け

自覚し、健康の保持・

る

増進に
向け、各種がん

こ

検診を実施する。また

と

、がん検診で要 379

が

,528 390,92

で

8 372,149 38

き

4,452
精密検査と

る

なった方については、

環

がん早期発見、早期
②

境

乳がん検診受診率（地

を

域 ％ 23.0 26 24

整

.4 26
治療に繋げる

え

べく受診勧奨に努め、

る

精密検査受診率向 保健

こ

・健康増進事業報告
上

と

を図る。 ） 令和　８年

。

度の優先度

③6 　□ 

施

Ａ　　　 □ Ｂ　　

策

　 □ Ｃ　　　 □

の

 Ｄ　

乳がん検診受診

方

率は、検診受診勧奨キ

向

ャンペーンにより前年

健

度より上昇したが、計

康

画値には及ばない。が

づ

ん検診
□ 計画どおり

く

   
令和　６年度 を

り

職場で受診している人

の

が多いことも、受診率

推

が伸びない要因である

進

。
■ 遅延     

運

    
の評価

□ 進

動

展なし     

□ 

・

維持　■ 拡大 特に受

ス

診が推奨される40～

ポ

69歳に対する検診受

ー

診勧奨キャンペーンを

ツ

強化することにより、

実

受診率向上につなげ
事

践

業区分 □ 自治事務 

の

  □ 法定受託  

機

 □ その他
今後の方

会

向性 □ 縮小　□ 改

を

善 る。職場でのがん検

提

診受診者を把握する方

供

法を検討する。
（改善

し

措置等）□ 休止　□

て

 終了
計画対象 □ 実

い

施計画査定対象  □

る

 行政改革対象 
□ 

が

廃止　　　　 

、参加者が関心層に偏重しがちとなっている。また、中学生の齲歯罹患率は県内でも高い水準にあり改善が求められる。
■ 計画どおり   

令和　６年度 保健委員会は担い手不足やコロナ以降の活動停滞を受け、令和7年度からの運営方法の抜本的な見直しを行った。食育推進においては、新たに「KENPOS」を活用した自
□ 遅延         

の評価 然と健康になれる食環境づくりにつながる取り組みを実施することができた。母子保健においては、健診未受診者フォロー等による高い受診率を維持することができた
□ 進展なし     

が、依然として子育てに不安や負担を感じる方が増加傾向にある。
■ 維持　　　　 健康に関心がある方

3

と無関心な方との健康

頁

格差が広がる中、運動

令

スポーツ習慣の定着化

和

に向けては、無関心あ

 

るいは関心があっても

6

時間が割けない方への

年

対策に注力し

今後の方

度

向性 □ 拡大　　　　

　

 ていく。また、歯と

　

口の健康、食育におい

事

ては、幼少期から正し

務

い習慣が実践できるよ

事

う取り組みを継続する

業

とともに、学校、地域

評

、事業者等と連携しな

価

がら健康にな

（改善措

表

置等） □ 縮小　　　

（

　 れる地域づくりに

個

取り組んでいく。母子

票

保健については、各種

）

健診や訪問・相談を行

課

い、子ども家庭センタ

名

ーと連携しながら子育

こ

て中の方の精神的不安

ど

の解消に努める
□ 改

も

善　　　　 とともに

・

、各種支援制度を継続

健

することで経済的不安

幸

の解消を図っていく。

まちづくり部健康づくり

No. 事務事

課

業名 活動内容 コスト（

作

事業費：千円）

市単独

成

事業費補助金 令和　５

日

年度 令和　６年度 令和

令

　６年度 令和　７年度

和

令和　５年度 令和　６

　

年度 令和　６年度 令和



７

度
活動指標名 単位

実績

年

計画 実績 計画 決算 当初

　

予算 決算 当初予算
全体

８

事業概要
①

食育に関心

月

のある人の割 ％ 76.

　

9 77.5 77.8 7

１

8.7
三島市健康づく

日

り計画に基づき、「健

概

やかな体を保つ 合（市

施

民意識調査）
食生活の

策

実践」「豊かな“ここ

名

ろ”と“つながり”を

健

2,823 3,748

康

3,602 4,242

・

育む食文化づくり」「

医

三島らしい食文化の醸

療

成」を施
②策方針に食

基

育事業を推進する。

令

本

和　８年度の優先度

③

目

7 　□ Ａ　　　 □

標

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

健

　　 □ Ｄ　

幼稚園

康

や保育園や小学校にお

で

いて、本物のだしを味

福

わう味覚教室や、料理

祉

教室、栄養の話など食

が

育講話を実施し
■ 計

充

画どおり   
令和　

実

６年度 た。大人の食育

し

教室として、和食料理

た

教室、電子レンジで手

ま

軽にできる料理教室、

ち

学校給食地域絆づくり

要

交流事
□ 遅延   

施

      
の評価 業

策

を行った。また、離乳

の

食講習会においては、

目

離乳食の試食、グルー

的

プワークによる保護者

誰

同士の交流の機会を
□

も

 進展なし     

が

提供した。
■ 維持　

生

□ 拡大 味覚教室、料

涯

理教室、栄養の話など

を

を通じた食育の推進や

通

、食育アプリ（スケッ

し

チクック）を利用した

て

デジタル
事業区分 □ 

心

自治事務   □ 法

身

定受託   □ その

と

他
今後の方向性 □ 縮

も

小　□ 改善 食育の推

に

進を継続する。また、

健

自然と健幸になれる環

康

境づくりとして健幸づ

で

くりアプリ「KENP

充

OS」を活用したみ
（

実

改善措置等）□ 休止

し

　□ 終了 しまるごは

た

ん事業のほか、若年層

生

の食育意識向上のため

活

、家庭、地域、学校な

を

どが一体となった事業

送

を実施して
計画対象 □

り

 実施計画査定対象 

、

 □ 行政改革対象 

い

□ 廃止　　　　 い

つ

く。

※決算額について

で

は、端数処理により、

も

他資料の決算額と差異

安

が生じている場合もあ

心

ります。

して医療サービスを受けることができる環境を整えること。

施策の方向 健康づくりの推進

運動・スポーツ実践の機会を提供しているが、参加者が関心層に偏重しがちとなっている。また、中学生の齲歯罹患率は県内でも高い水準にあり改善が求められる。
■ 計画どおり   

令和　６年度 保健委員会は担い手不足やコロナ以降の活動停滞を受け、令和7年度からの運営方法の抜本的な見直しを行った。食育推進においては、新たに「KENPOS」を活用した自
□ 遅延         

の評価 然と健康になれる食環境づくりにつながる取り組みを実施することができた。母子保健においては、健診未受診者フォロー等による高い受診率を維持することができた
□ 進展なし     

が、依然として子育てに不安や負担を感じる方が増加傾向にある。
■ 維持　　　　 健康に関心がある方

4

と無関心な方との健康

頁

格差が広がる中、運動

令

スポーツ習慣の定着化

和

に向けては、無関心あ

 

るいは関心があっても

6

時間が割けない方への

年

対策に注力し

今後の方

度

向性 □ 拡大　　　　

　

 ていく。また、歯と

　

口の健康、食育におい

事

ては、幼少期から正し

務

い習慣が実践できるよ

事

う取り組みを継続する

業

とともに、学校、地域

評

、事業者等と連携しな

価

がら健康にな

（改善措

表

置等） □ 縮小　　　

（

　 れる地域づくりに

個

取り組んでいく。母子

票

保健については、各種

）

健診や訪問・相談を行

課

い、子ども家庭センタ

名

ーと連携しながら子育

こ

て中の方の精神的不安

ど

の解消に努める
□ 改

も

善　　　　 とともに

・

、各種支援制度を継続

健

することで経済的不安

幸

の解消を図っていく。

まちづくり部健康づくり

No. 事務事

課

業名 活動内容 コスト（

作

事業費：千円）

食育推

成

進事業 令和　５年度 令

日

和　６年度 令和　６年

令

度 令和　７年度 令和　

和

５年度 令和　６年度 令

　

和　６年度 令和　７年



７年　８月　１日

概 施策名 健康・医療 基本目標 健康で福祉が充実したまち

要 施策の目的 誰もが生涯を通して心身ともに健康で充実した生活を送り、いつでも安心して医療サービスを受けることができる環境を整えること。

施策の方向 医療体制の充実

広域連携により地域医療体制を確保していくために開催される各種会議に出席した。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も引き続き広域連携による地域医療体制の確保のため、各種会議に出席し協議検討していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

市内医療機関との連携や広域での医療体

1

制構築 令和　５年度 令

頁

和　６年度 令和　６年

令

度 令和　７年度 令和　

和

５年度 令和　６年度 令

 

和　６年度 令和　７年

6

度
活動指標名 単位

実績

年

計画 実績 計画 決算 当初

度

予算 決算 当初予算
全体

　

事業概要
①

広域医療体

　

制に関する会 回 6 6 6

事

6
市医師会や県東部地

務

域の自治体と協議や検

事

討を行い、 議等の開催

業

及び参加
医療連携体制

評

の拡充を図る。 0 0 0

価

0

②

令和　８年度の優

表

先度

③1 　□ Ａ　　

（

　 □ Ｂ　　　 □

個

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

票

広域連携により地域医

）

療体制を確保していく

課

ために開催される各種

名

会議に出席した。
■ 

こ

計画どおり   
令和

ど

　６年度
□ 遅延  

も

       
の評価

・

□ 進展なし    

健

 

■ 維持　□ 拡大

幸

今後も引き続き広域連

ま

携による地域医療体制

ち

の確保のため、各種会

づ

議に出席し協議検討し

く

ていく。
事業区分 □ 

り

自治事務   □ 法

部

定受託   □ その

健

他
今後の方向性 □ 縮

康

小　□ 改善
（改善措

づ

置等）□ 休止　□ 

く

終了
計画対象 □ 実施

り

計画査定対象  □ 

課

行政改革対象 
□ 廃

作

止　　　　 

※決算額

成

については、端数処理

日

により、他資料の決算

令

額と差異が生じている

和

場合もあります。

　



７

務   □ 法定受託

年

   □ その他
今後

　

の方向性 □ 縮小　□

８

 改善 また、令和6年

月

10月から県事業とし

　

て導入している救急安

１

心電話相談窓口（＃7

日

119）について、令

概

和7年度より県
（改善

施

措置等）□ 休止　□

策

 終了 と市町の共同事

名

業となるため、積極的

健

に周知を図る。
計画対

康

象 ■ 実施計画査定対

・

象  □ 行政改革対

医

象 
□ 廃止　　　　

療

 

※決算額については

基

、端数処理により、他

本

資料の決算額と差異が

目

生じている場合もあり

標

ます。

健康で福祉が充実したまち

要 施策の目的 誰もが生涯を通して心身ともに健康で充実した生活を送り、いつでも安心して医療サービスを受けることができる環境を整えること。

施策の方向 安心できる救急医療体制の構築

休日夜間等に緊急を要する患者への迅速な対応を行い市民のいのちを守るため、各種救急医療体制を確保した。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も引き続き、各種救急医療体制を確保していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 また、令和6年10月から県事業として導入している救急安心電話相談窓口（＃7119）について、令和7年度より県と市町の共同事業となるため、積極的に周知を図る。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和

No. 事

 

務事業名 活動内容 コス

6

ト（事業費：千円）

救

年

急医療事業 令和　５年

度

度 令和　６年度 令和　

　

６年度 令和　７年度 令

　

和　５年度 令和　６年

事

度 令和　６年度 令和　

務

７年度
活動指標名 単位

事

実績 計画 実績 計画 決算

業

当初予算 決算 当初予算

評

全体事業概要
①

安心し

価

て医療サービスを ％ 6

表

5.9 49 64.0 5

（

0
休日や夜間等に緊急

個

を要する患者に迅速に

票

対応を行い 受けること

）

のできる環境
、市民の

課

生命を守るため各種救

名

急医療体制の充実を図

こ

の満足度 265,58

ど

4 255,387 23

も

8,347 268,1

・

60
る。

②
休日・夜間

健

の救急医療体 ％ 48.

幸

9 50 49.9 50
制

ま

の充実の満足度

令和　

ち

８年度の優先度

③1 　

づ

□ Ａ　　　 □ Ｂ

く

　　　 □ Ｃ　　　

り

 □ Ｄ　

休日夜間等

部

に緊急を要する患者へ

健

の迅速な対応を行い市

康

民のいのちを守るため

づ

、各種救急医療体制を

く

確保した。
■ 計画ど

り

おり   
令和　６年

課

度
□ 遅延     

作

    
の評価

□ 進

成

展なし     

■ 

日

維持　□ 拡大 今後も

令

引き続き、各種救急医

和

療体制を確保していく

　

。
事業区分 □ 自治事



７

３ ６ ３
1 ための連続講

年

座実施 　□ Ａ　　　

　

 □ Ｂ　　　 □ 

８

Ｃ　　　 □ Ｄ　

み

月

しまあそVIVA!プ

　

ロジェクトでは、ライ

１

フスポーツ財団の助成

日

を受け、親子での運動

概

遊び会やオリンピアン

施

か
■ 計画どおり  

策

 
令和　６年度 ら教わ

名

る運動教室により、運

ス

動習慣の定着化を図る

ポ

ことが出来た。また、

ー

アーバンスポーツ放課

ツ

後スクールを実
□ 遅

基

延         

本

の評価 施しアーバンス

目

ポーツの普及による運

標

動習慣化を図ることが

健

出来た。女性の運動講

康

座は市内飲食店とボラ

で

ンティ
□ 進展なし 

福

    
ア指導者をマ

祉

ッチングすることで、

が

子育て中の女性の運動

充

の場を提供できた。
□

実

 維持　□ 拡大 みし

し

まあそVIVA!プロ

た

ジェクトは、実施しな

ま

がら持続可能な運営体

ち

制を検討していく。ア

要

ーバンスポーツは体験

施

事業区分 □ 自治事務

策

   □ 法定受託 

の

  □ その他
今後の

目

方向性 □ 縮小　■ 

的

改善 会を開催し参加者

運

に運動を継続してもら

動

えるように工夫してい

・

く。女性の運動講座は

ス

、参加者を民間の教室

ポ

に誘
（改善措置等）□

ー

 休止　□ 終了 導す

ツ

るなど運動習慣の定着

を

化を図るしくみづくり

行

に注力していく。
計画

う

対象 □ 実施計画査定

こ

対象  □ 行政改革

と

対象 
□ 廃止　　　

が

　 

※決算額について

生

は、端数処理により、

活

他資料の決算額と差異

習

が生じている場合もあ

慣

ります。

の一部となり、すべての市民が、心身共に健康な生活を営むことができる社会を創出すること。

施策の方向 スポーツによる健幸都市づくり

みしまあそVIVA!プロジェクトでは、ライフスポーツ財団の助成を受け、親子での運動遊び会やオリンピアンから教わる運動教室により、運動習慣の定着化を図ること
■ 計画どおり   

令和　６年度 が出来た。また、アーバンスポーツ放課後スクールを実施しアーバンスポーツの普及による運動習慣化を図ることが出来た。女性の運動講座は市内飲食店とボランティ
□ 遅延         

の評価 ア指導者をマッチングすることで、子育て中の女性の運動の場を提供できた。
□ 進展なし     

□ 維持　　　　 みしまあそVIVA!プロジェクトは、実施しながら持続可能な運営体制を検討していく。アーバンスポーツは体験会を開催し参加者に運動を継続してもらえるよう

1

に工夫

今後の方向性 □

頁

 拡大　　　　 して

令

いく。女性の運動講座

和

は、参加者を民間の教

 

室に誘導するなど運動

6

習慣の定着化を図るし

年

くみづくりに注力して

度

いく。

（改善措置等）

　

□ 縮小　　　　 

■

　

 改善　　　　 

事務事業評価表（個票）

No. 事務事業名

課

活動内容 コスト（事業

名

費：千円）

運動スポー

こ

ツ習慣化促進事業 令和

ど

　５年度 令和　６年度

も

令和　６年度 令和　７

・

年度 令和　５年度 令和

健

　６年度 令和　６年度

幸

令和　７年度
活動指標

ま

名 単位
実績 計画 実績 計

ち

画 決算 当初予算 決算 当

づ

初予算
全体事業概要

①

く

みしま あそVIVA

り

！プロ 校 - １ １ １
市民

部

が健康づくりのための

健

楽しい運動・スポーツ

康

を習 ジェクト実施校数

づ

慣的に実施することを

く

促進するため、スポー

り

ツ無関心 0 9,841

課

2,002 1,186

作

層に対する事業を実施

成

する。
②

アーバンスポ

日

ーツイベン 回 - ２ １９

令

２
ト実施回数

令和　８

和

年度の優先度

③
女性の

　

スポーツ習慣化の 回 -



　

□ 終了
計画対象 ■ 

７

実施計画査定対象  

年

□ 行政改革対象 
□

　

 廃止　　　　 

※決

８

算額については、端数

月

処理により、他資料の

　

決算額と差異が生じて

１

いる場合もあります。

日

概 施策名 スポーツ 基本

No. 事務事

目

業名 活動内容 コスト（

標

事業費：千円）

市営長

健

伏グラウンド管理運営

康

事業 令和　５年度 令和

で

　６年度 令和　６年度

福

令和　７年度 令和　５

祉

年度 令和　６年度 令和

が

　６年度 令和　７年度

充

活動指標名 単位
実績 計

実

画 実績 計画 決算 当初予

し

算 決算 当初予算
全体事

た

業概要
①

長伏グラウン

ま

ド利用者数 人 39,3

ち

77 43,500 26

要

,590 34,000

施

市営長伏グラウンドを

策

安全かつ快適に利用で

の

きるよう
、施設の維持

目

管理を行う。 1,99

的

4 3,287 3,05

運

0 3,298

②

令和　

動

８年度の優先度

③2 　

・

□ Ａ　　　 □ Ｂ

ス

　　　 □ Ｃ　　　

ポ

 □ Ｄ　

安全快適に

ー

利用できるよう適切な

ツ

維持管理を実施した
■

を

 計画どおり   
令

行

和　６年度
□ 遅延 

う

        
の評

こ

価
□ 進展なし   

と

  

■ 維持　□ 拡

が

大 長伏グラウンドを安

生

全、快適に利用しても

活

らえるよう整備を継続

習

していく
事業区分 □ 

慣

自治事務   □ 法

の

定受託   □ その

一

他
今後の方向性 □ 縮

部

小　□ 改善
（改善措

と

置等）□ 休止　□ 

な

終了
計画対象 □ 実施

り

計画査定対象  □ 

、

行政改革対象 
□ 廃

す

止　　　　 

べての市民が、心身共に健康な生活を営むことができる社会を創出すること。

施策の方向 スポーツによる健幸都市づくり

公共施設保全計画に基づき、市民体育館の大規模改修工事を行った。市営長伏グランド等、施設の維持管理を適切に実施し、体育施設利用者数は令和６年度計画値を上
■ 計画どおり   

令和　６年度 回った。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 長伏プールは解体工事を行い、長伏プール跡地及び長伏公園を一体的に整備することから、みどりと水のまちづくり課へ移管を行う。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令

No. 事務事業

和

名 活動内容 コスト（事

 

業費：千円）

市営長伏

6

グラウンド整備事業 令

年

和　５年度 令和　６年

度

度 令和　６年度 令和　

　

７年度 令和　５年度 令

　

和　６年度 令和　６年

事

度 令和　７年度
活動指

務

標名 単位
実績 計画 実績

事

計画 決算 当初予算 決算

業

当初予算
全体事業概要

評

①
長伏グランドＡ利用

価

者数 人 16,718 1

表

9,800 13,40

（

0 10,000
市民の

個

スポーツ活動に対する

票

強い要望に応えるため

）

ス
ポーツ施設の整備を

課

行うとともに、長伏Ａ

名

グランドを 21,56

こ

0 0 136 553,4

ど

00
安全快適に利用で

も

きるよう整備・改修を

・

行う。
②

令和　８年度

健

の優先度

③1 　□ Ａ

幸

　　　 □ Ｂ　　　

ま

 □ Ｃ　　　 □ 

ち

Ｄ　

長伏グラウンドＡ

づ

を安全快適に利用でき

く

るよう整備、改修を行

り

うために実施設計業務

部

を行った
■ 計画どお

ス

り   
令和　６年度

ポ

□ 遅延      

ー

   
の評価

□ 進展

ツ

なし     

□ 維

推

持　■ 拡大 実施設計

進

に基づき、改修工事を

課

実施していく
事業区分

作

□ 自治事務   □

成

 法定受託   □ 

日

その他
今後の方向性 □

令

 縮小　□ 改善
（改

和

善措置等）□ 休止　



　

ていく。
事業区分 □ 

７

自治事務   □ 法

年

定受託   □ その

　

他
今後の方向性 □ 縮

８

小　□ 改善
（改善措

月

置等）□ 休止　□ 

　

終了
計画対象 ■ 実施

１

計画査定対象  □ 

日

行政改革対象 
□ 廃

概

止　　　　 

※決算額

施

については、端数処理

策

により、他資料の決算

名

額と差異が生じている

ス

場合もあります。

ポーツ 基本目標 健康で福

No. 事務事業名

祉

活動内容 コスト（事業

が

費：千円）

スポーツ推

充

進事業 令和　５年度 令

実

和　６年度 令和　６年

し

度 令和　７年度 令和　

た

５年度 令和　６年度 令

ま

和　６年度 令和　７年

ち

度
活動指標名 単位

実績

要

計画 実績 計画 決算 当初

施

予算 決算 当初予算
全体

策

事業概要
①

週1回以上

の

のスポーツ実 ％ 56.

目

6 63.5 56.3 6

的

5.0
さらなるスポー

運

ツ・運動実施率向上の

動

ため、様々な競 施率
技

・

体験のできるスポーツ

ス

デーや、パラスポーツ

ポ

定期教 4,998 8,

ー

550 7,845 12

ツ

,257
室など、各種

を

イベントを開催する。

行

また、デジタルサ
②イ

う

ネージを活用し、スポ

こ

ーツ関連情報をはじめ

と

様々な
市政情報の発信

が

を行う。 令和　８年度

生

の優先度

③4 　□ Ａ

活

　　　 □ Ｂ　　　

習

 □ Ｃ　　　 □ 

慣

Ｄ　

令和６年度は市民

の

体育館大規模改修工事

一

のため、スポーツデー

部

は開催できなかったが

と

、パラスポーツ定期教

な

室や
■ 計画どおり 

り

  
令和　６年度 大測

、

定会、三島・箱根東海

す

道ウォークなどのイベ

べ

ントを開催した。
□ 

て

遅延        

の

 
の評価

□ 進展なし

市

     

■ 維持　

民

□ 拡大 令和６年度に

が

制定した「スポーツ健

、

幸都市宣言」に基づき

心

、さらなるスポーツ・

身

運動実施率の向上を目

共

指し、各
事業区分 □ 

に

自治事務   □ 法

健

定受託   □ その

康

他
今後の方向性 □ 縮

な

小　□ 改善 種イベン

生

トを実施するとともに

活

、令和8年度から令和

を

17年度までを期間と

営

する第2期三島市スポ

む

ーツ推進計画策定
（改

こ

善措置等）□ 休止　

と

□ 終了 を行う。
計画

が

対象 □ 実施計画査定

で

対象  □ 行政改革

き

対象 
□ 廃止　　　

る

　 

社会を創出すること。

施策の方向 スポーツによる健幸都市づくり

公共施設保全計画に基づき、市民体育館の大規模改修工事を行った。市営長伏グランド等、施設の維持管理を適切に実施し、体育施設利用者数は令和６年度計画値を上
■ 計画どおり   

令和　６年度 回った。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 長伏プールは解体工事を行い、長伏プール跡地及び長伏公園を一体的に整備することから、みどりと水のまちづくり課へ移管を行う。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

2 頁

令

No. 事務事業

和

名 活動内容 コスト（事

 

業費：千円）

市営プー

6

ル管理運営事業 令和　

年

５年度 令和　６年度 令

度

和　６年度 令和　７年

　

度 令和　５年度 令和　

　

６年度 令和　６年度 令

事

和　７年度
活動指標名

務

単位
実績 計画 実績 計画

事

決算 当初予算 決算 当初

業

予算
全体事業概要

①
プ

評

ール利用者数 人 15,

価

096 6,000 5,

表

110 6,000
市営

（

長伏プール及び市営上

個

岩崎プールを安全・快

票

適に
利用できるよう、

）

施設の維持・管理及び

課

運営を行う事 15,2

名

05 8,594 8,5

こ

35 8,800
業。

②

ど

公共施設マネジメント

も

計画に基づき、令和5

・

年度をも
って長伏プー

健

ルすべての営業を終了

幸

した。 令和　８年度の

ま

優先度

③3 　□ Ａ　

ち

　　 □ Ｂ　　　 

づ

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

く

　

長伏プールの廃止に

り

伴い、利用者数が前年

部

より大幅に減少した。

ス

また、上岩崎プールに

ポ

おいて、前年度より来

ー

場
■ 計画どおり  

ツ

 
令和　６年度 者数が

推

減少し、計画値を下回

進

った。
□ 遅延   

課

      
の評価

□

作

 進展なし     

成

■ 維持　□ 拡大 上

日

岩崎プールを安全、快

令

適に利用してもらえる

和

よう維持管理を徹底し



　

行う
事業区分 □ 自治

７

事務   □ 法定受

年

託   □ その他
今

　

後の方向性 □ 縮小　

８

□ 改善
（改善措置等

月

）□ 休止　□ 終了

　

計画対象 ■ 実施計画

１

査定対象  □ 行政

日

改革対象 
□ 廃止　

概

　　　 

※決算額につ

施

いては、端数処理によ

策

り、他資料の決算額と

名

差異が生じている場合

ス

もあります。

ポーツ 基本目標 健康で福

No. 事務事業名 活動

祉

内容 コスト（事業費：

が

千円）

体育施設管理事

充

業 令和　５年度 令和　

実

６年度 令和　６年度 令

し

和　７年度 令和　５年

た

度 令和　６年度 令和　

ま

６年度 令和　７年度
活

ち

動指標名 単位
実績 計画

要

実績 計画 決算 当初予算

施

決算 当初予算
全体事業

策

概要
①

指定管理者のモ

の

ニタリン 回 5 5 5 5
市

目

内の体育館、グラウン

的

ド、テニスコート、プ

運

ール、 グ及びミーティ

動

ング回数
広場を安全か

・

つ快適に利用できるよ

ス

う、施設の維持・ 13

ポ

7,807 162,8

ー

54 162,471 1

ツ

54,082
管理を行

を

う。
②

令和　８年度の

行

優先度

③6 　□ Ａ　

う

　　 □ Ｂ　　　 

こ

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

と

　

モニタリング１回、

が

ミーティング4回を実

生

施。指定管理者とは常

活

時密に連絡し合い、利

習

用者に安心、快適に利

慣

用
■ 計画どおり  

の

 
令和　６年度 しても

一

らえるようにしている

部

。
□ 遅延     

と

    
の評価

□ 進

な

展なし     

■ 

り

維持　□ 拡大 利用者

、

に安心、快適に利用し

す

てもらえるよう、指定

べ

管理者と密に連携を図

て

っていく。
事業区分 □

の

 自治事務   □ 

市

法定受託   □ そ

民

の他
今後の方向性 □ 

が

縮小　□ 改善
（改善

、

措置等）□ 休止　□

心

 終了
計画対象 □ 実

身

施計画査定対象  □

共

 行政改革対象 
□ 

に

廃止　　　　 

健康な生活を営むことができる社会を創出すること。

施策の方向 スポーツによる健幸都市づくり

公共施設保全計画に基づき、市民体育館の大規模改修工事を行った。市営長伏グランド等、施設の維持管理を適切に実施し、体育施設利用者数は令和６年度計画値を上
■ 計画どおり   

令和　６年度 回った。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 長伏プールは解体工事を行い、長伏プール跡地及び長伏公園を一体的に整備することから、みどりと水のまちづくり課へ移管を行う。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

3 頁

令

No. 事務事業

和

名 活動内容 コスト（事

 

業費：千円）

体育施設

6

整備事業 令和　５年度

年

令和　６年度 令和　６

度

年度 令和　７年度 令和

　

　５年度 令和　６年度

　

令和　６年度 令和　７

事

年度
活動指標名 単位

実

務

績 計画 実績 計画 決算 当

事

初予算 決算 当初予算
全

業

体事業概要
①

市立の体

評

育施設（社会体 人 52

価

1,183 350,0

表

00 325,602 6

（

30,000
市民のス

個

ポーツ活動に対する要

票

望に応えるためスポー

）

育施設）の利用者数
ツ

課

施設の整備を行うとと

名

もに、既存施設を安全

こ

、快適 67,750 7

ど

80,616 720,

も

299 77,916
に

・

利用できるよう整備、

健

改修を行う事業。公共

幸

施設マ
②ネジメント計

ま

画に基づき、令和６年

ち

度は市民体育館の
大規

づ

模改修設工事を実施。

く

令和　８年度の優先度

り

③5 　□ Ａ　　　 

部

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

ス

　　　 □ Ｄ　

全体

ポ

的な利用者数の減少に

ー

より、前年度を大幅に

ツ

下回った。
■ 計画ど

推

おり   
令和　６年

進

度
□ 遅延     

課

    
の評価

□ 進

作

展なし     

■ 

成

維持　□ 拡大 引き続

日

き、市民に安心して継

令

続的に利用してもらえ

和

る施設の管理・運営を



　

していく。
事業区分 □

７

 自治事務   □ 

年

法定受託   □ そ

　

の他
今後の方向性 □ 

８

縮小　□ 改善
（改善

月

措置等）□ 休止　□

　

 終了
計画対象 □ 実

１

施計画査定対象  □

日

 行政改革対象 
□ 

概

廃止　　　　 

※決算

施

額については、端数処

策

理により、他資料の決

名

算額と差異が生じてい

ス

る場合もあります。

ポーツ 基本目標 健康で福

No. 事務事業

祉

名 活動内容 コスト（事

が

業費：千円）

市単独事

充

業費補助金 令和　５年

実

度 令和　６年度 令和　

し

６年度 令和　７年度 令

た

和　５年度 令和　６年

ま

度 令和　６年度 令和　

ち

７年度
活動指標名 単位

要

実績 計画 実績 計画 決算

施

当初予算 決算 当初予算

策

全体事業概要
①

市民運

の

動会小学校区大会 人 1

目

1,460 10,00

的

0 9,226 12,0

運

00
市民のスポーツ活

動

動の推進及び健康づく

・

りのため、各 参加者数

ス

スポーツ団体の事業の

ポ

一部を補助する。 10

ー

,447 10,954

ツ

7,926 10,90

を

4
・市民運動会小学校

行

区大会補助金
②

小学校

う

区体育振興会事業 人 1

こ

9,066 10,50

と

0 16,668 11,

が

000
・ＮＰＯ法人三

生

島市体育協会補助金 参

活

加者数（トリム含む）

習

・小学校区体育振興会

慣

補助金 令和　８年度の

の

優先度
・スポーツ少年

一

団補助金
③

スポーツ少

部

年団事業参加 人 427

と

450 414 500
2

な

・三島成市駅伝大会補

り

助金　等 者数 　□ Ａ

、

　　　 □ Ｂ　　　

す

 □ Ｃ　　　 □ 

べ

Ｄ　

13小学校区で市

て

民運動会が計画された

の

が、１校区雨天中止に

市

より参加者数が計画値

民

を下回った。
■ 計画

が

どおり   
令和　６

、

年度 スポーツ少年団で

心

は、少年団を身近に感

身

じ少年団員を増やして

共

いくため様々な取組み

に

を行ったが、一部イベ

健

ント
□ 遅延    

康

     
の評価 が雨

な

天中止となったため、

生

計画値を下回った。
□

活

 進展なし     

を

■ 維持　□ 拡大 各

営

校区の事業や運動会に

む

ついては、三島市体育

こ

振興会連絡協議会で情

と

報を共有するなどして

が

、できるだけ多くの
事

で

業区分 □ 自治事務 

き

  □ 法定受託  

る

 □ その他
今後の方

社

向性 □ 縮小　□ 改

会

善 事業が実施できるよ

を

う市としても支援して

創

いく。
（改善措置等）

出

□ 休止　□ 終了 ス

す

ポーツ少年団について

る

は、体験会イベントが

こ

好評だったため、各少

と

年団と協議のうえ継続

。

実施を検討していく
計

施

画対象 ■ 実施計画査

策

定対象  □ 行政改

の

革対象 
□ 廃止　　

方

　　 。

向 暮らしを豊かにするコミュニティスポーツの推進

学校体育施設開放事業では、小中学校のグラウンド、体育館、格技場等を団体へ開放した。
■ 計画どおり   

令和　６年度 市民のスポーツ活動の推進、健康づくりのため各スポーツ団体の事業費の一部を補助した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 地域団体やスポーツ団体のスポーツ活動の場として、学校開放事業を継続して実施していく。また、各スポーツ団体の活動費の補助を継続していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和 

No. 事務事業名 活

6

動内容 コスト（事業費

年

：千円）

学校体育施設

度

開放事業 令和　５年度

　

令和　６年度 令和　６

　

年度 令和　７年度 令和

事

　５年度 令和　６年度

務

令和　６年度 令和　７

事

年度
活動指標名 単位

実

業

績 計画 実績 計画 決算 当

評

初予算 決算 当初予算
全

価

体事業概要
①

グラウン

表

ドナイター利用 人 22

（

,300 25,000

個

19,776 25,5

票

00
社会体育施設の不

）

足を補い、地域スポー

課

ツの推進を図 人数
るた

名

め、市立小中学校21

こ

校の体育施設を学校教

ど

育に支 6,820 6,

も

645 6,806 6,

・

772
障のない範囲で

健

市内スポーツ団体等に

幸

開放する。
②

学校体育

ま

施設利用団体登 団体 1

ち

94 203 208 20

づ

5
録数

令和　８年度の

く

優先度

③1 　□ Ａ　

り

　　 □ Ｂ　　　 

部

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

ス

　

教育委員会、学校と

ポ

連携し、学校開放事業

ー

の継続的かつ安定した

ツ

運営を行うことができ

推

た。
■ 計画どおり 

進

  
令和　６年度

□ 

課

遅延        

作

 
の評価

□ 進展なし

成

     

■ 維持　

日

□ 拡大 教育委員会、

令

学校と連携を図り、ネ

和

ット予約の導入を推進



　

価 また、幼稚園・保育

７

園へ運動遊びを指導す

年

る講師を派遣し、体を

　

動かす楽しさを伝えた

８

。
□ 進展なし   

月

  

□ 維持　■ 拡

　

大 知育玩具を配布する

１

とともに、健診の待ち

日

時間を活用し、親子で

概

取り組める運動遊びプ

施

ログラムに関する動画

策

を
事業区分 □ 自治事

名

務   □ 法定受託

ス

   □ その他
今後

ポ

の方向性 □ 縮小　□

ー

 改善 視聴できるよう

ツ

にし、家庭での継続的

基

な運動実施に向けた啓

本

発を行う。
（改善措置

目

等）□ 休止　□ 終

標

了 また、幼稚園、保育

健

園で行う運動遊び教室

康

や体力測定事業を地域

で

の指導者の活用により

福

拡充し実施していく。

祉

計画対象 □ 実施計画

が

査定対象  □ 行政

充

改革対象 
□ 廃止　

実

　　　 

※決算額につ

し

いては、端数処理によ

た

り、他資料の決算額と

ま

差異が生じている場合

ち

もあります。

要 施策の目的 運動・スポーツを行うことが生活習慣の一部となり、すべての市民が、心身共に健康な生活を営むことができる社会を創出すること。

施策の方向 次世代を担う子どもたちのスポーツ環境の整備

１歳６か月児検診を受診した子どもを対象に、親子で体を動かす遊びに役立つ現具を配布するとともに、静岡県が作成した幼児期の体を使った遊びを啓発する動画を放
■ 計画どおり   

令和　６年度 映した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

□ 維持　　　　 知育玩具を配布するとともに、検診の待ち時間を活用し、親子で取り組める運動遊びプログラムに関する動画を視聴できるようにし、家庭での継続的な運動実施に向け

今後の方向性 ■ 拡大　　　　 た啓発を行う。また、幼稚園、保育園で行う運動遊び教室や体力測定事業を地域の指導者の活用により拡充し実施していく。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和 6年度　　事

No. 事務事業名 活

務

動内容 コスト（事業費

事

：千円）

スポーツスタ

業

ート事業 令和　５年度

評

令和　６年度 令和　６

価

年度 令和　７年度 令和

表

　５年度 令和　６年度

（

令和　６年度 令和　７

個

年度
活動指標名 単位

実

票

績 計画 実績 計画 決算 当

）

初予算 決算 当初予算
全

課

体事業概要
①

親子運動

名

遊び教室参加率 ％ 10

こ

0 100 100 100

ど

乳幼児の1歳半健診時

も

に、親子で触れ合う軽

・

い運動を
紹介する。ま

健

た、順天堂大学と連携

幸

し、市内の幼稚園 67

ま

0 550 360 1,3

ち

19
、保育園において

づ

体力測定、運動遊びを

く

実施し、体力
②の向上

り

を図る。

令和　８年度

部

の優先度

③1 　□ Ａ

ス

　　　 □ Ｂ　　　

ポ

 □ Ｃ　　　 □ 

ー

Ｄ　

1歳半健診時に親

ツ

子で触れ合う軽い運動

推

（スポーツ）を始める

進

きっかけづくりとして

課

知育玩具等を配布し、

作

会場
■ 計画どおり 

成

  
令和　６年度 で親

日

子運動遊びのDVDを

令

上映した。
□ 遅延 

和

        
の評



　７年　８月　１日

概 施策名 水辺空間・公園 基本目標 快適で暮らしやすいまち

要 施策の目的 市民、事業者と行政が協働で、花や緑豊かな空間と水辺環境を保全し、潤いと安らぎのある生活空間を創出すること。

施策の方向 公園・緑地・墓園の整備・管理

令和5年度に老朽化により営業中止した長伏プールの解体工事を計画通り行った。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 長伏プールは解体工事を行い、長伏プール跡地及び長伏公園を一体的に整備することから、みどりと水のまちづくり課へ移管を行う。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

長

1

伏公園整備事業 令和　

頁

５年度 令和　６年度 令

令

和　６年度 令和　７年

和

度 令和　５年度 令和　

 

６年度 令和　６年度 令

6

和　７年度
活動指標名

年

単位
実績 計画 実績 計画

度

決算 当初予算 決算 当初

　

予算
全体事業概要

①
長

　

伏プール解体工事の実

事

箇所 1 1
快適で暮らし

務

やすいまちづくりを推

事

進するため公園施 施 数

業

設の整備を行う。老朽

評

化により営業中止した

価

長伏プー 0 55,67

表

0 32,384 0
ルの

（

解体工事を行う。
②

令

個

和　８年度の優先度

③

票

1 　□ Ａ　　　 □

）

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

課

　　 □ Ｄ　

令和5

名

年度に廃止した市営長

こ

伏プールの解体工事を

ど

行った。
■ 計画どお

も

り   
令和　６年度

・

□ 遅延      

健

   
の評価

□ 進展

幸

なし     

□ 維

ま

持　□ 拡大
事業区分

ち

□ 自治事務   □

づ

 法定受託   □ 

く

その他
今後の方向性 □

り

 縮小　□ 改善
（改

部

善措置等）□ 休止　

ス

■ 終了
計画対象 ■ 

ポ

実施計画査定対象  

ー

□ 行政改革対象 
□

ツ

 廃止　　　　 

※決

推

算額については、端数

進

処理により、他資料の

課

決算額と差異が生じて

作

いる場合もあります。

成日 令和



概 施策名 地域福祉 基本目標 健康で福祉が充実したまち

要 施策の目的 人がつながり、地域のネットワークが構築され、地域で福祉が推進されるまちづくりを進めること。

施策の方向 地域福祉を担う人づくりの推進

社会福祉事業の振興と市民の福祉活動の育成、発展を図るため、運営をしていくことができた。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も利用者が利用しやすい環境を整えていく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

社会福祉会館管理運営委託事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　６年度 令和

1

　６年度 令和　７年度

頁

活動指標名 単位
実績 計

令

画 実績 計画 決算 当初予

和

算 決算 当初予算
全体事

 

業概要
①

社会福祉会館

6

会議室等使 人 19,4

年

59 23,000 20

度

,510 23,000

　

社会福祉会館の管理運

　

営を指定管理者が実施

事

するため 用人数
の費用

務

16,731 14,4

事

57 14,456 14

業

,588

②
社会福祉会

評

館会議室等貸 件 1,4

価

87 1,500 1,4

表

03 1,500
出件数

（

令和　８年度の優先度

個

③1 　□ Ａ　　　 

票

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

）

　　　 □ Ｄ　

社会

課

福祉事業の振興と市民

名

の福祉活動の育成、発

社

展を図るため、運営を

会

していくことができた

福

。
■ 計画どおり  

祉

 
令和　６年度

□ 遅

部

延         

福

の評価
□ 進展なし 

祉

    

■ 維持　□

総

 拡大 今後も利用者が

務

利用しやすい環境を整

課

えていく。
事業区分 □

作

 自治事務   □ 

成

法定受託   □ そ

日

の他
今後の方向性 □ 

令

縮小　□ 改善
（改善

和

措置等）□ 休止　□

　

 終了
計画対象 □ 実

７

施計画査定対象  □

年

 行政改革対象 
□ 

　

廃止　　　　 

※決算

８

額については、端数処

月

理により、他資料の決

　

算額と差異が生じてい

１

る場合もあります。

日



概

和　６年度 会等を実施

施

し、体制づくりに向け

策

た働きかけを行ってい

名

く必要がある。また、

地

要支援者の情報が平常

域

時から地域
■ 遅延 

福

        
の評

祉

価 に提供されることが

基

要支援者の直接的支援

本

につながるため、今後

目

、民生委員・児童委員

標

の協力を得ながら、現

健

在
□ 進展なし   

康

  
不同意もしくは未

で

回答となっている要支

福

援者へ情報提供に対す

祉

る同意を働きかけてい

が

く。
□ 維持　□ 拡

充

大 避難行動要支援者計

実

画に基づき、要支援者

し

名簿の作成及び提供を

た

行い、地域における体

ま

制づくりを市全域に根

ち

付
事業区分 □ 自治事

要

務   □ 法定受託

施

   □ その他
今後

策

の方向性 □ 縮小　■

の

 改善 かせていくよう

目

推進していく。また、

的

情報提供調査の結果が

人

未回答だった方に対す

が

る同意への働きかけを

つ

関係各
（改善措置等）

な

□ 休止　□ 終了 課

が

とも協力しながら行っ

り

ていく。
計画対象 □ 

、

実施計画査定対象  

地

□ 行政改革対象 
□

域

 廃止　　　　 

※決

の

算額については、端数

ネ

処理により、他資料の

ッ

決算額と差異が生じて

ト

いる場合もあります。

ワークが構築され、地域

No. 事務事

で

業名 活動内容 コスト（

福

事業費：千円）

市民す

祉

こやかふれあいまつり

が

事業 令和　５年度 令和

推

　６年度 令和　６年度

進

令和　７年度 令和　５

さ

年度 令和　６年度 令和

れ

　６年度 令和　７年度

る

活動指標名 単位
実績 計

ま

画 実績 計画 決算 当初予

ち

算 決算 当初予算
全体事

づ

業概要
①

市民すこやか

く

ふれあいま 人 3,80

り

0 3,000 1,30

を

0 3,500
さまざま

進

な立場や世代の方が気

め

軽に集う機会を提供し

る

つりの来場者数
、交流

こ

を通して市民相互に思

と

いやる心を育み、連帯

。

の 0 1,400 1,1

施

44 1,460
輪を広

策

げて明るい福祉のまち

の

づくりを推進するため

方

、
②市民すこやかふれ

向

あいまつりを実施する

地

。

令和　８年度の優先

域

度

③2 　□ Ａ　　　

福

 □ Ｂ　　　 □ 

祉

Ｃ　　　 □ Ｄ　

三

力

島市民体育館の大規模

を

改修工事のため、会場

高

を三島市立北小学校の

め

体育館に移し規模を縮

る

小しての開催となっ
□

地

 計画どおり   
令

域

和　６年度 たため、来

づ

場者数に関しては計画

く

値には及ばなかったが

り

、福祉で人と人がつな

の

がるきっかけづくりを

推

することが
■ 遅延 

進

        
の評

避

価 できた。
□ 進展な

難

し     

□ 維持

行

　□ 拡大 三島市民体

動

育館に会場を戻し規模

要

も回復させた状態で市

支

民すこやかふれあいま

援

つりを開催する。
事業

者

区分 □ 自治事務  

避

 □ 法定受託   

難

□ その他
今後の方向

支

性 □ 縮小　■ 改善

援

（改善措置等）□ 休

に

止　□ 終了
計画対象

つ

□ 実施計画査定対象

い

  □ 行政改革対象

て

 
□ 廃止　　　　 

は地域の温度差もあり、計画値に達していない。
□ 計画どおり   

令和　６年度 市民すこやかふれあいまつりについては、市民体育館の大規模改修により規模縮小のうえ会場を北小学校の体育館に変更したため計画値に及ばなかった。
■ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

□ 維持　　　　 避難行動要支援者避難支援については町内会等に対し説明会等を実施し、体制づくりに向けた働きかけを行っていくとともに、情報提供調査未回答の市民に対する同意

今後の方向性 □ 拡大　　　　 への働きかけを関係各課とも協力しながら行っていく。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 市民すこやかふれあいまつりについては、市民体育館に会場を戻し、規模を回復させた状態で開

1

催していく。
■ 改善

頁

　　　　 

令和 6年度　　事務

N

事

o. 事務事業名 活動内

業

容 コスト（事業費：千

評

円）

避難行動要支援者

価

避難支援推進事業 令和

表

　５年度 令和　６年度

（

令和　６年度 令和　７

個

年度 令和　５年度 令和

票

　６年度 令和　６年度

）

令和　７年度
活動指標

課

名 単位
実績 計画 実績 計

名

画 決算 当初予算 決算 当

社

初予算
全体事業概要

①

会

避難行動要支援者のう

福

ち ％以 17.8 10 1

祉

9.0 10
災害時にお

部

いて、高齢者や障がい

福

者などの自ら避難す 情

祉

報提供調査に未回答の

総

下
ることが困難である

務

避難行動要支援者につ

課

いて、地域 人の割合 4

作

85 609 704 72

成

5
の力で避難支援を実

日

施する体制を強化し、

令

防災力の向
②上を図る

和

。

令和　８年度の優先

　

度

③1 　□ Ａ　　　

７

 □ Ｂ　　　 □ 

年

Ｃ　　　 □ Ｄ　

自

　

治会・町内会単位で地

８

域の温度差があり、避

月

難支援体制づくりは進

　

んでいない状態である

１

ため、引き続き説明
□

日

 計画どおり   
令



概

　６年度
□ 遅延  

施

       
の評価

策

□ 進展なし    

名

 

■ 維持　□ 拡大

地

計画に沿った民生委員

域

活動を実施していく。

福

事業区分 □ 自治事務

祉

   □ 法定受託 

基

  □ その他
今後の

本

方向性 □ 縮小　□ 

目

改善
（改善措置等）□

標

 休止　□ 終了
計画

健

対象 ■ 実施計画査定

康

対象  □ 行政改革

で

対象 
□ 廃止　　　

福

　 

※決算額について

祉

は、端数処理により、

が

他資料の決算額と差異

充

が生じている場合もあ

実

ります。

したまち

要 施策の目的

No

人

. 事務事業名 活動内容

が

コスト（事業費：千円

つ

）

市単独事業費補助金

な

（福祉総務課） 令和　

が

５年度 令和　６年度 令

り

和　６年度 令和　７年

、

度 令和　５年度 令和　

地

６年度 令和　６年度 令

域

和　７年度
活動指標名

の

単位
実績 計画 実績 計画

ネ

決算 当初予算 決算 当初

ッ

予算
全体事業概要

①
社

ト

会福祉協議会が実施す

ワ

事業 10 10 10
地域

ー

福祉推進団体（社会福

ク

祉協議会）及び各種団

が

体へ る地域福祉推進事

構

業の事
の補助金 業数 3

築

6,372 34,62

さ

9 34,424 34,

れ

630
 

②

令和　８年

、

度の優先度

③4 　□ 

地

Ａ　　　 □ Ｂ　　

域

　 □ Ｃ　　　 □

で

 Ｄ　

地域福祉推進事

福

業を行う社会福祉協議

祉

会に対し事業費補助を

が

行い、誰もが安心して

推

暮らすことができる福

進

祉のま
■ 計画どおり

さ

   
令和　６年度 ち

れ

づくりの推進を図った

る

。
□ 遅延     

ま

    
の評価

□ 進

ち

展なし     

■ 

づ

維持　□ 拡大 引き続

く

き中核機関である社会

り

福祉協議会と協働して

を

、福祉のまちづくりの

進

推進を図る。
事業区分

め

□ 自治事務   □

る

 法定受託   □ 

こ

その他
今後の方向性 □

と

 縮小　□ 改善
（改

。

善措置等）□ 休止　

施

□ 終了
計画対象 ■ 

策

実施計画査定対象  

の

□ 行政改革対象 
□

方

 廃止　　　　 

向 地域福祉力を高める地域づくりの推進

避難行動要支援者避難支援については地域の温度差もあり、計画値に達していない。
□ 計画どおり   

令和　６年度 市民すこやかふれあいまつりについては、市民体育館の大規模改修により規模縮小のうえ会場を北小学校の体育館に変更したため計画値に及ばなかった。
■ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

□ 維持　　　　 避難行動要支援者避難支援については町内会等に対し説明会等を実施し、体制づくりに向けた働きかけを行っていくとともに、情報提供調査未回答の市民に対する同意

今後の方向性 □ 拡大　　　　 への働きかけを関係各課とも協力しながら行っていく。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 市民すこやかふれあいまつりについては、市民体育館に会場を戻し、規模を回復させた状態で開

2

催していく。
■ 改善

頁

　　　　 

令和 6年度　　事務

N

事

o. 事務事業名 活動内

業

容 コスト（事業費：千

評

円）

国・県支出金を伴

価

う運営費補助金 令和　

表

５年度 令和　６年度 令

（

和　６年度 令和　７年

個

度 令和　５年度 令和　

票

６年度 令和　６年度 令

）

和　７年度
活動指標名

課

単位
実績 計画 実績 計画

名

決算 当初予算 決算 当初

社

予算
全体事業概要

①
民

会

生委員推薦会開催件数

福

回 2 4 0 4
三島市民生

祉

委員児童委員協議会は

部

定数206名で8地区

福

の
法定地区民生委員児

祉

童委員協議会で構成さ

総

れ、それぞ 21,44

務

5 22,445 22,

課

445 21,445
れ

作

が6部会に所属してい

成

る。
②高齢者や障がい

日

者や子供など見守りを

令

行い行政とのパ
イプ役

和

として活動している。

　

令和　８年度の優先度

７

③3 　□ Ａ　　　 

年

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

　

　　　 □ Ｄ　

計画

８

通りの定例会やバス等

月

を利用した市外への研

　

修など従来どおりの事

１

業が実施できた。
■ 

日

計画どおり   
令和



概

数処理により、他資料

施

の決算額と差異が生じ

策

ている場合もあります

名

。

地域福祉 基本目標 健康

No. 事務

で

事業名 活動内容 コスト

福

（事業費：千円）

災害

祉

救助事業 令和　５年度

が

令和　６年度 令和　６

充

年度 令和　７年度 令和

実

　５年度 令和　６年度

し

令和　６年度 令和　７

た

年度
活動指標名 単位

実

ま

績 計画 実績 計画 決算 当

ち

初予算 決算 当初予算
全

要

体事業概要
①

該当する

施

災害に被災した ％ 10

策

0 100 100 100

の

災害により被害を受け

目

た市民に対し、災害援

的

護資金や 市民に対する

人

見舞金の支
災害弔慰金

が

などの支援、災害見舞

つ

金の支給等を行う。 給

な

率 40 40 320 40

が

②

令和　８年度の優先

り

度

③2 　□ Ａ　　　

、

 □ Ｂ　　　 □ 

地

Ｃ　　　 □ Ｄ　

申

域

請があった者に対して

の

、過不足なく見舞金等

ネ

の支援を実施した。
■

ッ

 計画どおり   
令

ト

和　６年度
□ 遅延 

ワ

        
の評

ー

価
□ 進展なし   

ク

  

■ 維持　□ 拡

が

大 大規模災害の際の災

構

害見舞金の支給を正確

築

に行うため、これから

さ

も福祉総務課と庁内危

れ

機管理体制の連携を密

、

に
事業区分 □ 自治事

地

務   □ 法定受託

域

   □ その他
今後

で

の方向性 □ 縮小　□

福

 改善 して、災害状況

祉

調査を正確にするよう

が

に各課の協力を得てい

推

く。
（改善措置等）□

進

 休止　□ 終了
計画

さ

対象 ■ 実施計画査定

れ

対象  □ 行政改革

る

対象 
□ 廃止　　　

ま

　 

ちづくりを進めること。

施策の方向 地域福祉を支えるまちづくりの推進

いずれの事業もおおむね計画どおりとなっており、福祉の向上に寄与している。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 福祉の向上のため今後も事業を維持していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

成年後見制度利用促進事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７

1

年度
活動指標名 単位

実

頁

績 計画 実績 計画 決算 当

令

初予算 決算 当初予算
全

和

体事業概要
①

中核機関

 

の一般相談件数 件 80

6

0 937 800
判断能

年

力が不十分な人が成年

度

後見制度を適切に利用

　

で
きる仕組みを進める

　

ため、同制度の利用を

事

促進させる 16,60

務

0 16,612 16,

事

600 16,605
中

業

核的機関を委託で設置

評

し、専門職だけでなく

価

、市民
②が後見業務の

表

新たな担い手として活

（

動できる体制をつ
くる

個

。 令和　８年度の優先

票

度

③1 　□ Ａ　　　

）

 □ Ｂ　　　 □ 

課

Ｃ　　　 □ Ｄ　

成

名

年後見制度の相談が多

社

く見られ、同制度の利

会

用促進又は市民が後見

福

業務の新たな担い手と

祉

して活動できる体制
■

部

 計画どおり   
令

福

和　６年度 作りを図っ

祉

た。
□ 遅延    

総

     
の評価

□ 

務

進展なし     

■

課

 維持　□ 拡大 成年

作

後見制度の利用は今後

成

も増加していくと思わ

日

れるので、今後も同体

令

制を維持する。
事業区

和

分 □ 自治事務   

　

□ 法定受託   □

７

 その他
今後の方向性

年

□ 縮小　□ 改善
（

　

改善措置等）□ 休止

８

　□ 終了
計画対象 □

月

 実施計画査定対象 

　

 □ 行政改革対象 

１

□ 廃止　　　　 

※

日

決算額については、端



概

令和6年度末での廃止

施

の方針を
□ 進展なし

策

     
決定した。

名

令和6年6月市議会に

高

おいて令和6年度末で

齢

の廃止が決定、令和7

者

年3月末に廃止した。

保

□ 維持　□ 拡大 令

健

和6年度末での廃止決

・

定に伴い、令和6年1

福

2月に入所者の措置変

祉

更のうえ閉園した。
事

基

業区分 □ 自治事務 

本

  □ 法定受託  

目

 □ その他
今後の方

標

向性 □ 縮小　□ 改

健

善
（改善措置等）□ 

康

休止　□ 終了
計画対

で

象 ■ 実施計画査定対

福

象  □ 行政改革対

祉

象 
■ 廃止　　　　

が

 

※決算額については

充

、端数処理により、他

実

資料の決算額と差異が

し

生じている場合もあり

た

ます。

まち

要 施策の目的 高齢者が住み慣れた地域で、人生の最期まで自分らしい生活を送ることができる社会を実現すること。

施策の方向 高齢者保健・福祉施策の推進

佐野楽寿寮に入所している人が自立した生活を営み、社会的活動に参加するために指導、訓練及び相談、その他の支援を行った。
■ 計画どおり   

令和　６年度 入所者の減少を受け、令和6年6月市議会において佐野楽寿寮は令和6年度末をもって廃止することが決定し、令和7年3月末に廃止した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

□ 維持　　　　 令和6年度末での廃止決定に伴い、令和6年12月に入所者の措置変更のうえ閉園した。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令

No. 事務

和

事業名 活動内容 コスト

 

（事業費：千円）

養護

6

老人ホーム管理運営事

年

業 令和　５年度 令和　

度

６年度 令和　６年度 令

　

和　７年度 令和　５年

　

度 令和　６年度 令和　

事

６年度 令和　７年度
活

務

動指標名 単位
実績 計画

事

実績 計画 決算 当初予算

業

決算 当初予算
全体事業

評

概要
①

養護老人ホーム

価

の施設稼 日 366 36

表

5 249 365
65歳

（

以上の者であって、環

個

境上の理由及び経済的

票

理由 働日数
により、居

）

宅において養護を受け

課

ることが困難な者を 3

名

9,784 41,30

社

7 27,880 2,3

会

26
入所させ、養護す

福

ることを目的とする。

祉

②

令和　８年度の優先

部

度

③1 　□ Ａ　　　

福

 □ Ｂ　　　 □ 

祉

Ｃ　　　 □ Ｄ　

佐

総

野楽寿寮に入所してい

務

る人が自立した生活を

課

営み、社会的活動に参

作

加するために指導、訓

成

練及び相談、その他
■

日

 計画どおり   
令

令

和　６年度 の支援を行

和

った。令和5年4月1

　

日入所者が10名とな

７

ったため、今後の施設

年

のあり方について外部

　

委員及び庁内検
□ 遅

８

延         

月

の評価 討委員会にて検

　

討を重ね、令和6年3

１

月の部長会議で審議の

日

うえ、市の方針として



概

の優先度

③1 　□ Ａ

施

　　　 □ Ｂ　　　

策

 □ Ｃ　　　 □ 

名

Ｄ　

相談受付件数、プ

保

ラン作成件数ともに前

険

年度に比べると減少し

年

、国の示す目安値も下

金

回る結果となった。プ

・

ラン
■ 計画どおり 

生

  
令和　６年度 化比

活

率も前年度を下回る結

自

果となった。
□ 遅延

立

         
の

支

評価
□ 進展なし  

援

   

■ 維持　□ 

基

拡大 三島市生活支援セ

本

ンターへの相談経路と

目

して他機関を経由した

標

相談の割合が最も多い

健

ため、引き続き、関係

康

各機
事業区分 □ 自治

で

事務   □ 法定受

福

託   □ その他
今

祉

後の方向性 □ 縮小　

が

□ 改善 関との連携を

充

密にし、三島市生活支

実

援センターの周知も徹

し

底していきたい。
（改

た

善措置等）□ 休止　

ま

□ 終了
計画対象 ■ 

ち

実施計画査定対象  

要

□ 行政改革対象 
□

施

 廃止　　　　 

※決

策

算額については、端数

の

処理により、他資料の

目

決算額と差異が生じて

的

いる場合もあります。

社会保障制度の健全で適正な運用により、誰もが生涯にわたり安心して自立した生活を送ることができる環境を整えること。

施策の方向 生活困窮者自立支援制度の適正な運用

自立相談支援事業、住居確保給付金、就労準備支援事業、一時生活支援事業及び家計改善支援事業を通して生活困窮者の自立に向けた支援を行った。
■ 計画どおり   

令和　６年度 生活困窮者に対し、早期的・包括的に自立に向けた支援を行っていくため、市内の関係各機関とネットワークを構築し、情報や支援の連携を図ることを目的に生活困窮
□ 遅延         

の評価 者自立支援ネットワーク会議を開催した。
□ 進展なし     

三島市生活支援センターの周知を図るため、庁内連絡委員会や校長会会議、民生委員児童委員協議会において生活支援センターの紹介を行った。
■ 維持　　　　 国・県の動向を注視しながら、関係各機関との連携を密にし、生活困窮者への支援

1

を強化できる体制をよ

頁

り一層整えていきたい

令

。

今後の方向性 □ 拡

和

大　　　　 

（改善措

 

置等） □ 縮小　　　

6

　 

□ 改善　　　　

年

 

度　　事務事業評価表

No. 事務

（

事業名 活動内容 コスト

個

（事業費：千円）

生活

票

困窮者自立支援事業 令

）

和　５年度 令和　６年

課

度 令和　６年度 令和　

名

７年度 令和　５年度 令

社

和　６年度 令和　６年

会

度 令和　７年度
活動指

福

標名 単位
実績 計画 実績

祉

計画 決算 当初予算 決算

部

当初予算
全体事業概要

福

①
相談受付件数 件 30

祉

2 324 277 324

総

生活困窮者自立支援法

務

に基づき、生活保護に

課

至る前の
段階の生活困

作

窮者（就労の状況、心

成

身の状況、地域社 48

日

,945 43,899

令

45,943 44,7

和

15
会との関連性その

　

他の事情により、現に

７

具体的に困窮
②

プラン

年

作成件数 件 132 16

　

2 110 162
し最低

８

限度の生活を維持でき

月

なくなるおそれのある

　

人
）を対象に支援事業

１

を行い、その自立を促

日

進する。 令和　８年度



概

に目標値を上回る割合

施

で決定することができ

策

た。ま
■ 計画どおり

名

   
令和　６年度 た

保

、困窮状態が明白な申

険

請に関しては、14日

年

以内に開始決定をする

金

ことができた。
□ 遅

・

延         

生

の評価
□ 進展なし 

活

    

■ 維持　□

自

 拡大 資産調査に時間

立

を要するケースを除き

支

、困窮状態が明白な申

援

請については、引き続

基

き14日以内に保護開

本

始の決定
事業区分 □ 

目

自治事務   □ 法

標

定受託   □ その

健

他
今後の方向性 □ 縮

康

小　□ 改善 をするよ

で

うさらに高い目標値を

福

設定して取り組んでい

祉

く。
（改善措置等）□

が

 休止　□ 終了
計画

充

対象 □ 実施計画査定

実

対象  □ 行政改革

し

対象 
□ 廃止　　　

た

　 

※決算額について

ま

は、端数処理により、

ち

他資料の決算額と差異

要

が生じている場合もあ

施

ります。

策の目的 社会保障制度の健全で適正な運用により、誰もが生涯にわたり安心して自立した生活を送ることができる環境を整えること。

施策の方向 生活保護制度の適正な運用

生活保護世帯（平均世帯数771世帯、平均保護人員905人）に対し生活保護扶助費を支給した。生活保護の相談件数及び保護決定件数はほぼ横ばいで推移しており、資産
■ 計画どおり   

令和　６年度 調査に時間を要するケースを除いた困窮状態が明白な申請については早期に保護を決定することで制度の適正運用を実施した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 生活保護法に基づき、生活に困窮している世帯に対して、困窮の程度に応じて最低限度の生活を保障するために必要な金銭給付等を行っていく。また、国の負担金・補

今後の方向性 □ 拡大　　　　 助金を活用した被保護者就労支援事業及び被保護者就労準備支援等事業を継続していくことで、

1

被保護者が安定した就

頁

労の機会を得られるよ

令

う支援していく。

（改

和

善措置等） □ 縮小　

 

　　　 

□ 改善　　

6

　　 

年度　　事務事業評価

No.

表

事務事業名 活動内容 コ

（

スト（事業費：千円）

個

生活保護扶助事業 令和

票

　５年度 令和　６年度

）

令和　６年度 令和　７

課

年度 令和　５年度 令和

名

　６年度 令和　６年度

社

令和　７年度
活動指標

会

名 単位
実績 計画 実績 計

福

画 決算 当初予算 決算 当

祉

初予算
全体事業概要

①

部

保護申請日から14日

福

以内 ％ 83.8 78 8

祉

5.6 80
日本国憲法

総

第25条に基づき、生

務

活に困窮している世帯

課

に決定した割合
に対し

作

て、困窮の程度に応じ

成

て最低限度の生活を保

日

障 1,718,587

令

1,723,354 1

和

,697,874 1,

　

723,414
するた

７

めに必要な金銭給付等

年

を行う。
②

令和　８年

　

度の優先度

③1 　□ 

８

Ａ　　　 □ Ｂ　　

月

　 □ Ｃ　　　 □

　

 Ｄ　

資産調査に時間

１

を要するケースも一定

日

数見られたが、最終的



日

他
今後の方向性 □ 縮

概

小　□ 改善
（改善措

施

置等）□ 休止　□ 

策

終了
計画対象 ■ 実施

名

計画査定対象  □ 

障

行政改革対象 
□ 廃

が

止　　　　 

※決算額

い

については、端数処理

者

により、他資料の決算

福

額と差異が生じている

祉

場合もあります。

基本目標 健康で福祉が充実したまち

要 施策の目的 障がいのある人が、住み慣れた地域で、自分らしく自立した生活を送ることができる社会を実現すること。

施策の方向 地域共生社会の実現

障がい者理解啓発事業や手話講座および要約筆記講座を行うことにより、自立した生活に向けた支援を行うことができた。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も障がいのある人が住み慣れた地域で自分らしく自立した生活を送ることが出来るよう、自立生活への支援を行っていく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

地域生活

1

支援事業 令和　５年度

頁

令和　６年度 令和　６

令

年度 令和　７年度 令和

和

　５年度 令和　６年度

 

令和　６年度 令和　７

6

年度
活動指標名 単位

実

年

績 計画 実績 計画 決算 当

度

初予算 決算 当初予算
全

　

体事業概要
①

障がい者

　

理解啓発事業実 回 3 2

事

3 2
障害者総合支援法

務

に基づき、地域生活支

事

援事業として 施回数
市

業

町村が実施主体となり

評

、地域の特性や利用者

価

の状況 97,417 1

表

00,619 102,

（

246 109,105

個

に応じた各種サービス

票

を提供する。
②

手話講

）

座及び要約筆記講 回 7

課

4 5 4
座開催回数

令和

名

　８年度の優先度

③1

社

　□ Ａ　　　 □ 

会

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

福

　 □ Ｄ　

地域共生

祉

社会の実現に向けた各

部

種啓発イベントの実施

障

や障がい者施策推進ア

が

ドバイザーの活動支援

い

、情報保障と
■ 計画

福

どおり   
令和　６

祉

年度 して手話通訳者や

課

要約筆記者の派遣等、

作

外出しやすくするため

成

の支援を行った。
□ 

日

遅延        

令

 
の評価

□ 進展なし

和

     

■ 維持　

　

□ 拡大 今後も地域共

７

生社会の実現に向け、

年

障害のある人への理解

　

促進と暮らしやすい環

８

境づくりの推進を進め

月

ていく。
事業区分 □ 

　

自治事務   □ 法

１

定受託   □ その



日

 法定受託   □ 

概

その他
今後の方向性 □

施

 縮小　□ 改善 いく

策

。
（改善措置等）□ 

名

休止　□ 終了
計画対

障

象 □ 実施計画査定対

が

象  □ 行政改革対

い

象 
□ 廃止　　　　

者

 

※決算額については

福

、端数処理により、他

祉

資料の決算額と差異が

基

生じている場合もあり

本

ます。

目標 健康で福祉が充実

No.

し

事務事業名 活動内容 コ

た

スト（事業費：千円）

ま

障害者施策推進事業 令

ち

和　５年度 令和　６年

要

度 令和　６年度 令和　

施

７年度 令和　５年度 令

策

和　６年度 令和　６年

の

度 令和　７年度
活動指

目

標名 単位
実績 計画 実績

的

計画 決算 当初予算 決算

障

当初予算
全体事業概要

が

①
障害者雇用相談員の

い

相談 件 114 130 1

の

18 130
障がい者の

あ

自立と社会参加の推進

る

を図るため、各種障 件

人

数
がい者福祉施策を行

が

う。 17,490 12

、

,341 12,445

住

12,755

②

令和　

み

８年度の優先度

③2 　

慣

□ Ａ　　　 □ Ｂ

れ

　　　 □ Ｃ　　　

た

 □ Ｄ　

雇用相談員

地

１名に年間を通じ相談

域

業務を委託し、障がい

で

者の雇用・就業に関す

、

る相談及び事業所との

自

連絡・調整
□ 計画ど

分

おり   
令和　６年

ら

度 等を行なうことによ

し

り、障がい者の自立と

く

社会参加を支援するこ

自

とができた。
■ 遅延

立

         
の

し

評価
□ 進展なし  

た

   

□ 維持　□ 

生

拡大 今後も引き続き、

活

雇用相談員１名に相談

を

業務を委託し、障がい

送

者の雇用・就業に関す

る

る相談及び事業所との

こ

連絡
事業区分 □ 自治

と

事務   □ 法定受

が

託   □ その他
今

で

後の方向性 □ 縮小　

き

■ 改善 ・調整等を行

る

なうことにより、障が

社

い者の自立と社会参加

会

を支援していく。
（改

を

善措置等）□ 休止　

実

□ 終了
計画対象 ■ 

現

実施計画査定対象  

す

□ 行政改革対象 
□

る

 廃止　　　　 

こと。

施策の方向 自立生活の支援

障害者手当等を適正に支給するとともに、雇用相談員による障がい者の雇用、就業に関する相談、事業所との連絡調整、障がい者総合支援法に基づく自立支援給付を行
■ 計画どおり   

令和　６年度 うことにより、自立した生活に向けた支援を行うことができた。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も障がいのある人が住み慣れた地域で自分らしく自立した生活を送ることができるよう、自立生活への支援を行っていく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令

No. 事務事業名 活動

和

内容 コスト（事業費：

 

千円）

障害者手当等給

6

付事業 令和　５年度 令

年

和　６年度 令和　６年

度

度 令和　７年度 令和　

　

５年度 令和　６年度 令

　

和　６年度 令和　７年

事

度
活動指標名 単位

実績

務

計画 実績 計画 決算 当初

事

予算 決算 当初予算
全体

業

事業概要
①

特別障害者

評

手当支給人数 人 92 8

価

6 96 86
在宅の日常

表

生活において常時特別

（

な介護を要する著し
く

個

重度な障がい（児）者

票

に対し、手当を支給す

）

る。 35,893 39

課

,206 37,838

名

38,809

②
障害児

社

福祉手当支給人数 人 3

会

9 37 37 37

令和　

福

８年度の優先度

③1 　

祉

□ Ａ　　　 □ Ｂ

部

　　　 □ Ｃ　　　

障

 □ Ｄ　

在宅の日常

が

生活において常時特別

い

な介護を要する著しく

福

重度な障がい（児）者

祉

に対し、手当を支給す

課

ることで、
■ 計画ど

作

おり   
令和　６年

成

度 自立した生活を送る

日

ための支援ができた。

令

□ 遅延      

和

   
の評価

□ 進展

　

なし     

■ 維

７

持　□ 拡大 今後も継

年

続して在宅の日常生活

　

において常時特別な介

８

護を要する著しく重度

月

な障がい（児）者に対

　

し、支援して
事業区分

１

□ 自治事務   □



日

所給付費等を扶助する

概

ことにより、障がい者

施

やその家族の生活
□ 

策

遅延        

名

 
の評価 を支援し、社

障

会生活能力を高め、障

が

がい者の自立と社会参

い

加を図ることができた

者

。
□ 進展なし   

福

  

■ 維持　□ 拡

祉

大 今後も引き続き、障

基

害福祉サービス及び児

本

童通所サービスの利用

目

者に対し、障害者総合

標

支援法に規定された自

健

立
事業区分 □ 自治事

康

務   □ 法定受託

で

   □ その他
今後

福

の方向性 □ 縮小　□

祉

 改善 支援給付費等、

が

児童福祉法に規定され

充

た障害児通所給付費等

実

を扶助することにより

し

、障がい者やその家族

た

の生活
（改善措置等）

ま

□ 休止　□ 終了 を

ち

支援し、社会生活能力

要

を高め、障がい者の自

施

立と社会参加を図って

策

いく。
計画対象 □ 実

の

施計画査定対象  □

目

 行政改革対象 
□ 

的

廃止　　　　 

※決算

障

額については、端数処

が

理により、他資料の決

い

算額と差異が生じてい

の

る場合もあります。

ある人が、住み慣れた地

No. 事務事業

域

名 活動内容 コスト（事

で

業費：千円）

各種手当

、

制度の充実（障がい福

自

祉課） 令和　５年度 令

分

和　６年度 令和　６年

ら

度 令和　７年度 令和　

し

５年度 令和　６年度 令

く

和　６年度 令和　７年

自

度
活動指標名 単位

実績

立

計画 実績 計画 決算 当初

し

予算 決算 当初予算
全体

た

事業概要
①

重度心身障

生

害者援護金支 人 3,0

活

58 3,150 3,0

を

50 3,150
障がい

送

（児）者、難病患者及

る

びその家族等に、各種

こ

手 給延人数
当の支給と

と

医療費扶助を行うこと

が

により、自立の支援 2

で

34,095 235,

き

670 229,978

る

234,580
及び家

社

族の負担の軽減を図る

会

。
②

重度心身障害児福

を

祉手当 人 3,030 3

実

,300 3,079 3

現

,300
支給延人数

令

す

和　８年度の優先度

③

る

在宅重度重複障害者介

こ

護 人 116 128 12

と

0 128
4 者手当 　□

。

 Ａ　　　 □ Ｂ　

施

　　 □ Ｃ　　　 

策

□ Ｄ　

障がい（児）

の

者、難病患者及びその

方

家族等に、各種手当の

向

支給を行い、自立の支

自

援及び家族の負担の軽

立

減を図っ
■ 計画どお

生

り   
令和　６年度

活

た。
□ 遅延    

の

     
の評価

□ 

支

進展なし     

■

援

 維持　□ 拡大 今後

障

も各種手当の支給を維

害

持し、自立の支援及び

者

家族の負担の軽減を行

手

っていく。
事業区分 □

当

 自治事務   □ 

等

法定受託   □ そ

を

の他
今後の方向性 □ 

適

縮小　□ 改善
（改善

正

措置等）□ 休止　□

に

 終了
計画対象 □ 実

支

施計画査定対象  □

給

 行政改革対象 
□ 

す

廃止　　　　 

るとともに、雇用相談員による障がい者の雇用、就業に関する相談、事業所との連絡調整、障がい者総合支援法に基づく自立支援給付を行
■ 計画どおり   

令和　６年度 うことにより、自立した生活に向けた支援を行うことができた。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も障がいのある人が住み慣れた地域で自分らしく自立した生活を送ることができるよう、自立生活への支援を行っていく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

2 頁

令

No. 事務事業名 活動

和

内容 コスト（事業費：

 

千円）

自立支援給付等

6

事業 令和　５年度 令和

年

　６年度 令和　６年度

度

令和　７年度 令和　５

　

年度 令和　６年度 令和

　

　６年度 令和　７年度

事

活動指標名 単位
実績 計

務

画 実績 計画 決算 当初予

事

算 決算 当初予算
全体事

業

業概要
①

日中活動系サ

評

ービス利用 人 724 7

価

94 780 853
障害

表

福祉サービスの利用者

（

に対し、障害者総合支

個

援法 者数
に規定された

票

自立支援給付費等を、

）

児童通所サービス 2,

課

892,989 3,0

名

30,892 3,22

社

4,677 3,397

会

,736
利用者に対し

福

、児童福祉法に規定さ

祉

れた障害児通所給
②

障

部

害児通所支援利用者数

障

人 444 454 473

が

481
付費等を扶助し

い

、障がい者やその家族

福

の生活を支援し
、社会

祉

生活能力を高め、障が

課

い者の自立と社会参加

作

を 令和　８年度の優先

成

度
図る。

③3 　□ Ａ

日

　　　 □ Ｂ　　　

令

 □ Ｃ　　　 □ 

和

Ｄ　

障害福祉サービス

　

及び児童通所サービス

７

の利用者に対し、それ

年

ぞれ希望する障害者総

　

合支援法に規定された

８

自立
■ 計画どおり 

月

  
令和　６年度 支援

　

給付費等、児童福祉法

１

に規定された障害児通



日

題のある相談
□ 進展

概

なし     
が増加

施

しており、相談支援専

策

門員の資質の向上が求

名

められている。
□ 維

障

持　■ 拡大 引き続き

が

指定相談支援事業所に

い

委託することで相談体

者

制を整備するとともに

福

、基幹相談支援センタ

祉

ーにおいて、
事業区分

基

□ 自治事務   □

本

 法定受託   □ 

目

その他
今後の方向性 □

標

 縮小　□ 改善 相談

健

支援専門員のスキルア

康

ップと事業所間の連携

で

を供花するため、連携

福

会議や研修会等を実施

祉

する。
（改善措置等）

が

□ 休止　□ 終了 ま

充

た、基幹相談支援セン

実

ターの体制強化を図る

し

ため、障害児を対象と

た

している指定相談支援

ま

事業所に相談業務を
計

ち

画対象 ■ 実施計画査

要

定対象  □ 行政改

施

革対象 
□ 廃止　　

策

　　 委託し相談員を

の

配置していく。

※決算

目

額については、端数処

的

理により、他資料の決

障

算額と差異が生じてい

が

る場合もあります。

いのある人が、住み慣れ

No. 事務事業

た

名 活動内容 コスト（事

地

業費：千円）

障がい者

域

虐待防止対策事業 令和

で

　５年度 令和　６年度

、

令和　６年度 令和　７

自

年度 令和　５年度 令和

分

　６年度 令和　６年度

ら

令和　７年度
活動指標

し

名 単位
実績 計画 実績 計

く

画 決算 当初予算 決算 当

自

初予算
全体事業概要

①

立

三島市障がい者虐待防

し

止 回 1 1 1 1
「障害者

た

虐待の防止、障害者の

生

養護者に対する支援等

活

地域連絡会の開催
に関

を

する法律」に基づき障

送

がい者虐待の防止や早

る

期発 1,113 1,1

こ

45 1,123 1,1

と

55
見、迅速な対応、

が

その後の適切な支援を

で

行う。
②

令和　８年度

き

の優先度

③2 　□ Ａ

る

　　　 □ Ｂ　　　

社

 □ Ｃ　　　 □ 

会

Ｄ　

令和６年度は６件

を

の障がい者虐待通報が

実

あり、関係機関と連携

現

しながら対応した。虐

す

待防止地域連絡会では

る

、三
■ 計画どおり 

こ

  
令和　６年度 島市

と

における虐待防止体制

。

や障がい者虐待の発生

施

状況について説明し、

策

事例を通じた具体的な

の

対応方法と関係団
□ 

方

遅延        

向

 
の評価 体等の役割に

相

ついて確認することが

談

できた。
□ 進展なし

・

     

■ 維持　

支

□ 拡大 障がい者虐待

援

の防止や早期発見、迅

の

速な対応を図るために

充

は、関係機関との連携

実

が重要となる。引き続

障

き、障が
事業区分 □ 

が

自治事務   □ 法

い

定受託   □ その

の

他
今後の方向性 □ 縮

あ

小　□ 改善 い者虐待

る

防止地域連絡会を年に

人

１回開催する。
（改善

が

措置等）□ 休止　□

、

 終了
計画対象 □ 実

住

施計画査定対象  □

み

 行政改革対象 
□ 

慣

廃止　　　　 

れた地域で自分らしく自立した生活を送ることができる社会を実現するため、相談体制の強化を図り、虐待通報においては関係機関と連携し
■ 計画どおり   

令和　６年度 迅速に対応した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 引き続き指定相談支援事業所に委託することで、相談支援体制の強化を図るとともに、障がい者虐待の防止や早期発見、迅速な対応を行うため、虐待防止地域連絡会を

今後の方向性 □ 拡大　　　　 引き続き開催する。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令

No.

和

事務事業名 活動内容 コ

 

スト（事業費：千円）

6

相談支援事業 令和　５

年

年度 令和　６年度 令和

度

　６年度 令和　７年度

　

令和　５年度 令和　６

　

年度 令和　６年度 令和

事

　７年度
活動指標名 単

務

位
実績 計画 実績 計画 決

事

算 当初予算 決算 当初予

業

算
全体事業概要

①
相談

評

件数 件 7,235 6,

価

550 7900 6,8

表

00
障がいのある人が

（

、地域で生活する中で

個

生じる様々な
問題に対

票

して、助言・指導を行

）

う相談支援体制の強化

課

64,806 54,4

名

63 55,358 58

社

,243
を図るため、

会

指定相談支援事業所に

福

委託する。
②

令和　８

祉

年度の優先度

③1 　□

部

 Ａ　　　 □ Ｂ　

障

　　 □ Ｃ　　　 

が

□ Ｄ　

相談支援体制

い

の強化を図るため、指

福

定相談支援事業所に相

祉

談業務を委託するとと

課

もに、令和３年度から

作

基幹相談
■ 計画どお

成

り   
令和　６年度

日

支援センター総合相談

令

窓口を市役所敷地内に

和

設置した。相談件数は

　

新型コロナの影響によ

７

り、令和２・３年度は

年

□ 遅延      

　

   
の評価 減少傾向

８

が見られたが、令和４

月

年度以降は増加傾向に

　

ある。又、相談内容に

１

ついては、複合的な課



日

せる。
②

令和　８年度

概

の優先度

③1 　□ Ａ

施

　　　 □ Ｂ　　　

策

 □ Ｃ　　　 □ 

名

Ｄ　

佐野あゆみの里の

障

指定管理者制度導入に

が

伴い、災害対策ネット

い

ワーク委員会の役割を

者

「三島市障がいとくら

福

しを
■ 計画どおり 

祉

  
令和　６年度 支え

基

る協議会（アーチ）」

本

に移行し、災害時の様

目

々な課題への検討体制

標

を整備するため、アー

健

チ内に「災害にお
□ 

康

遅延        

で

 
の評価 ける課題分析

福

チーム」を設置した。

祉

□ 進展なし    

が

 
｢安否確認システム

充

｣を活用し、シェイク

実

アウト訓練に合わせて

し

、登録関係団体との情

た

報伝達訓練を実施した

ま

。
□ 維持　□ 拡大

ち

「災害における課題分

要

析チーム」による事業

施

所等へのアンケート調

策

査を実施し、平常時の

の

防災訓練等の取組状況

目

事業区分 □ 自治事務

的

   □ 法定受託 

障

  □ その他
今後の

が

方向性 □ 縮小　■ 

い

改善 や想定される課題

の

等の抽出・分析を行い

あ

、今後の災害対応への

る

取組を検討する。
（改

人

善措置等）□ 休止　

が

□ 終了 ｢安否確認シ

、

ステム｣については、

住

災害時における事業所

み

間の情報共有手段とし

慣

て有効活用が図れるよ

れ

う、新たな
計画対象 □

た

 実施計画査定対象 

地

 □ 行政改革対象 

域

□ 廃止　　　　 運

で

用基準を作成するとと

、

もに、新規登録者数の

自

増加を進める。

※決算

分

額については、端数処

ら

理により、他資料の決

し

算額と差異が生じてい

く

る場合もあります。

自立した生活を送ることができる社会を実現すること。

施策の方向 災害時支援体制の構築

令和５年度に指定管理者制度導入に伴い佐野あゆみの里の障がい者支援センター事業として担っていた災害対策ネットワーク委員会の役割を、「三島市障がいと暮らし
■ 計画どおり   

令和　６年度 を支える協議会（アーチ）」に移行し、災害時の様々な課題への検討体制を整備するため、アーチ内に「災害における課題分析チーム」を設置し、アンケート調査を実
□ 遅延         

の評価 施した。
□ 進展なし     

シェイクアウト訓練に合わせて、「安否確認システム」を活用した登録関係団体との情報伝達訓練を実施した。
■ 維持　　　　 「災害における課題分析チーム」による事業所等へのアンケート調査の回答について、平常時の防災訓練等の取組状況や想定される現状での課題等を分析し、情報発信

今後の

1

方向性 □ 拡大　　　

頁

　 等を含めた今後の

令

災害対応への取り組み

和

を検討していく。

（改

 

善措置等） □ 縮小　

6

　　　 「安否確認シ

年

ステム」については、

度

災害時における事業所

　

間の情報共有手段とし

　

て有効活用が図れるよ

事

う、新たな運用基準を

務

作成するとともに、新

事

規登録者数の増加を
□

業

 改善　　　　 進め

評

る。

価表（個票） 課名 社会

No. 事

福

務事業名 活動内容 コス

祉

ト（事業費：千円）

事

部

業所等災害ネットワー

障

ク事業 令和　５年度 令

が

和　６年度 令和　６年

い

度 令和　７年度 令和　

福

５年度 令和　６年度 令

祉

和　６年度 令和　７年

課

度
活動指標名 単位

実績

作

計画 実績 計画 決算 当初

成

予算 決算 当初予算
全体

日

事業概要
①

災害時安否

令

確認システム 箇所 33

和

30 33 32
市内の障

　

がい者福祉施設の拠点

７

として、災害時におけ

年

登録事業所数
る情報共

　

有のためのネットワー

８

クを構築することで、

月

287 309 284 3

　

09
各種情報を相互に

１

連携する機能を充実さ



概

 
の評価

□ 進展なし

施

     

■ 維持　

策

□ 拡大 引き続き会員

名

募集の周知を行い、会

高

員拡大・就業拡大に努

齢

める。
事業区分 □ 自

者

治事務   □ 法定

保

受託   □ その他

健

今後の方向性 □ 縮小

・

　□ 改善
（改善措置

福

等）□ 休止　□ 終

祉

了
計画対象 □ 実施計

基

画査定対象  □ 行

本

政改革対象 
□ 廃止

目

　　　　 

※決算額に

標

ついては、端数処理に

健

より、他資料の決算額

康

と差異が生じている場

で

合もあります。

福祉が充実したまち

要 施策の目的 高齢者が住み慣れた地域で、人生の最期まで自分らしい生活を送ることができる社会を実現すること。

施策の方向 高齢者の生きがいづくりの推進

シルバー人材センターの会員拡大のための普及啓発や適性就業の推進ための相談会や講習会などの開催、安全就業の強化のための講習会の実施など様々な取り組みを行
■ 計画どおり   

令和　６年度 った結果、会員数は増加に転じた。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 シ ルバー人材センターの普及啓発や就業機会開拓にさらに力を入れ、就業を希望する高齢者のために、知識、経験等を生かした就業機会を提供していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令

No. 事

和

務事業名 活動内容 コス

 

ト（事業費：千円）

国

6

・県支出金を伴う事業

年

費補助金（長寿政策課

度

） 令和　５年度 令和　

　

６年度 令和　６年度 令

　

和　７年度 令和　５年

事

度 令和　６年度 令和　

務

６年度 令和　７年度
活

事

動指標名 単位
実績 計画

業

実績 計画 決算 当初予算

評

決算 当初予算
全体事業

価

概要
①

シルバー人材セ

表

ンター会 人 665 67

（

0 683 670
高齢者

個

就業機会確保事業費補

票

助金事業費 員数
臨時的

）

かつ短期的又は軽易な

課

業務に係る就業を希望

名

す 12,000 12,

社

000 12,000 1

会

1,833
る高齢者の

福

ために、知識、経験等

祉

を生かした就業機会
②

部

を提供し、高齢者の就

長

業機会の確保と活力あ

寿

る地域づ
くりに寄与す

政

るシルバー人材センタ

策

ーに対し、市重点 令和

課

　８年度の優先度
施策

作

推進事業費の一部を支

成

援する。
③1 　□ Ａ

日

　　　 □ Ｂ　　　

令

 □ Ｃ　　　 □ 

和

Ｄ　

会員数は増加に転

　

じたものの、人手不足

７

が深刻化していること

年

から、高齢者向けの就

　

業を切り出し受注拡大

８

を目
■ 計画どおり 

月

  
令和　６年度 指し

　

たが、受注件数は若干

１

の減少となった。
□ 

日

遅延        



概

し     
これらに

施

より、計画通り事業を

策

実施できている。
■ 

名

維持　□ 拡大 実施し

高

た講座について適宜見

齢

直しを行い、多くの方

者

に参加していただける

保

ような講座設定を行い

健

普及・啓発を図
事業区

・

分 □ 自治事務   

福

□ 法定受託   □

祉

 その他
今後の方向性

基

□ 縮小　□ 改善 る

本

ほか、地域の介護予防

目

活動の育成、支援を継

標

続的に行っていく。
（

健

改善措置等）□ 休止

康

　□ 終了 また、今後

で

もリハビリテーション

福

専門職等が市内通いの

祉

場に介入できるよう、

が

継続して事業を実施し

充

ていく。
計画対象 □ 

実

実施計画査定対象  

し

□ 行政改革対象 
□

た

 廃止　　　　 

※決

ま

算額については、端数

ち

処理により、他資料の

要

決算額と差異が生じて

施

いる場合もあります。

策の目的 高齢者が住み慣れた地域で、人生の最期まで自分らしい生活を送ることができる社会を実現すること。

施策の方向 健康づくりの推進と介護予防の充実

高齢者が住み慣れた地域での生活を継続できるよう、介護予防活動の普及・啓発のため、介護予防講座や地域で活動する団体への活動支援、地域リハビリテーション活
■ 計画どおり   

令和　６年度 動等を実施した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も事業の見直しや修正をしながら継続して実施していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円

1

）

一般介護予防事業（

頁

長寿政策課） 令和　５

令

年度 令和　６年度 令和

和

　６年度 令和　７年度

 

令和　５年度 令和　６

6

年度 令和　６年度 令和

年

　７年度
活動指標名 単

度

位
実績 計画 実績 計画 決

　

算 当初予算 決算 当初予

　

算
全体事業概要

①
介護

事

予防普及啓発事業参 人

務

3,555 3,290

事

3,367 3,450

業

65歳以上のすべての

評

市民を対象に、介護予

価

防に関する 加人数
普及

表

啓発や地域の介護予防

（

の支援などを行う。 1

個

4,109 16,90

票

1 12,184 21,

）

375

②
地域介護予防

課

活動支援事 人 1,22

名

5 570 1,663 5

社

90
業参加人数

令和　

会

８年度の優先度

③
地域

福

リハビリテーション 回

祉

110 42 128 45

部

1 活動支援事業実施回

長

数 　□ Ａ　　　 □

寿

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

政

　　 □ Ｄ　

高齢者

策

の介護予防に繋がる講

課

座を実施するほか、ボ

作

ランティア等の人材育

成

成のための研修会や地

日

域活動支援に係
■ 計

令

画どおり   
令和　

和

６年度 る講座を実施し

　

ている。また、地域の

７

通いの場においてリハ

年

ビリテーション専門職

　

等の知識や視点を活か

８

し、高
□ 遅延   

月

      
の評価 齢

　

者の介護予防取組強化

１

を目指した事業を実施

日

している。
□ 進展な



概

ができる窓口へ繋ぎ、

施

高齢者の心身
の健康の

策

保持増進及び地域での

名

安心した生活の維持・

高

令和　８年度の優先度

齢

継続を促進する。
③1

者

　□ Ａ　　　 □ 

保

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

健

　 □ Ｄ　

来所者数

・

は微増となったものの

福

、11月の中央町別館

祉

への移転に伴い、場所

基

が分かりづらくなった

本

といった意見も
□ 計

目

画どおり   
令和　

標

６年度 あるなど課題も

健

ある。
□ 遅延   

康

      
の評価

■

で

 進展なし     

福

□ 維持　□ 拡大 広

祉

報みしまへの記事掲載

が

や相談室の窓に飾り付

充

けを行うなど引き続き

実

事業の周知とＰＲを行

し

い、利用者の増加に
事

た

業区分 □ 自治事務 

ま

  □ 法定受託  

ち

 □ その他
今後の方

要

向性 □ 縮小　■ 改

施

善 繋げていきたい。
（

策

改善措置等）□ 休止

の

　□ 終了
計画対象 □

目

 実施計画査定対象 

的

 □ 行政改革対象 

高

□ 廃止　　　　 

※

齢

決算額については、端

者

数処理により、他資料

が

の決算額と差異が生じ

住

ている場合もあります

み

。

慣れた地域で、人生の

No. 事務

最

事業名 活動内容 コスト

期

（事業費：千円）

地域

ま

包括支援センター運営

で

事業 令和　５年度 令和

自

　６年度 令和　６年度

分

令和　７年度 令和　５

ら

年度 令和　６年度 令和

し

　６年度 令和　７年度

い

活動指標名 単位
実績 計

生

画 実績 計画 決算 当初予

活

算 決算 当初予算
全体事

を

業概要
①

地域包括支援

送

センター設 箇所 5 5 5

る

6
地域包括ケアの推進

こ

に向けて、総合相談支

と

援事業、権 置数
利擁護

が

事業、包括的・継続的

で

ケアマネジメント支援

き

事 95,087 97,

る

308 96,452 1

社

08,153
業などを

会

行う地域包括支援セン

を

ターを設置し、高齢者

実

②
研修、会議、講座等

現

開催 回 258 200 2

す

32 210
の保健医療

る

の向上及び福祉の増進

こ

を包括的に支援する 回

と

数（包括的・継続的ケ

。

。 アマネジメント） 令

施

和　８年度の優先度

③

策

2 　□ Ａ　　　 □

の

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

方

　　 □ Ｄ　

市内５

向

つの日常生活圏域に地

包

域包括支援センターを

括

設置し、高齢者の心身

的

の健康の保持及び生活

支

の安定のために
■ 計

援

画どおり   
令和　

の

６年度 必要な援助を行

推

っている。関係機関と

進

のネットワークの構築

街

（勉強会等）や地域に

中

おける活動が活発であ

ほ

り、計
□ 遅延   

っ

      
の評価 画

と

より増加している。
□

サ

 進展なし     

ロ

□ 維持　■ 拡大 高

ン

齢者が住み慣れた地域

、

で安心した生活ができ

シ

るよう地域包括支援セ

ル

ンターを増設し、総合

バ

相談支援事業、権利
事

ー

業区分 □ 自治事務 

コ

  □ 法定受託  

ン

 □ その他
今後の方

シ

向性 □ 縮小　□ 改

ェ

善 擁護事業、包括的・

ル

継続的ケアマネジメン

ジ

ト支援事業を実施し、

ュ

関係機関との連携や地

、

域への活動を行ってい

地

く
（改善措置等）□ 

域

休止　□ 終了 。
計画

包

対象 □ 実施計画査定

括

対象  □ 行政改革

支

対象 
□ 廃止　　　

援

　 

センター、市医療介護連携センター等において多機関、多職種と連携して各種相談支援事業、研修、会議を
■ 計画どおり   

令和　６年度 開催した。地域ケア会議推進事業では多職種連携強化、自立支援に向けて課題抽出と解決に向けて検討し、地域で高齢者を支えるネットワーク強化、体制整備をすすめ
□ 遅延         

の評価 た。各事業とも概ね目標達成し、地域包括ケアシステム構築に寄与した。
□ 進展なし     

□ 維持　　　　 令和６年３月策定の三島市高齢者保健福祉計画等に基づき、各事業を継続し課題解決を行い、包括的支援体制の強化に努める。多分野・多機関との連携のもと複雑化・

今後の方向性 ■ 拡大　　　　 複合化する高齢者の相談に

1

的確に支援する地域ネ

頁

ットワークの深化と体

令

制強化のため地域包括

和

支援センターを山田地

 

区に増設する。また、

6

医療分野と介護分野に

年

おける

（改善措置等）

度

□ 縮小　　　　 多

　

職種の連携促進と市民

　

への普及啓発のための

事

事業を継続する。
□ 

務

改善　　　　 

事業評価表（個票） 課名

No. 事務事業名 活

社

動内容 コスト（事業費

会

：千円）

高齢者くらし

福

相談事業 令和　５年度

祉

令和　６年度 令和　６

部

年度 令和　７年度 令和

長

　５年度 令和　６年度

寿

令和　６年度 令和　７

政

年度
活動指標名 単位

実

策

績 計画 実績 計画 決算 当

課

初予算 決算 当初予算
全

作

体事業概要
①

街中ほっ

成

とサロン来所者 人 6,

日

344 7,000 6,

令

417 7,500
高齢

和

者くらし相談室「街中

　

ほっとサロン」を市中

７

心部 数
の街中に設置し

年

、多くの高齢者が気軽

　

に悩みごとや困 6,6

８

76 7,206 7,4

月

36 6,330
りごと

　

を相談できる場所を提

１

供する。相談室で受け

日

た
②相談は適切な支援



概

な在宅医療・介護の支

施

援体制の構築を目指す

策

事業を
行う。 令和　８

名

年度の優先度

③3 　□

高

 Ａ　　　 □ Ｂ　

齢

　　 □ Ｃ　　　 

者

□ Ｄ　

在宅医療・介

保

護における４つの連携

健

場面での目指すべき姿

・

を設定した。入院時の

福

連携状況については、

祉

アンケー
■ 計画どお

基

り   
令和　６年度

本

トを実施し、医療介護

目

の関係機関の連携が進

標

んでいることが確認で

健

きた。また、看取り場

康

面でのACPの普及啓

で

発
□ 遅延     

福

    
の評価 のため

祉

、エンディングノート

が

の作成に取り組んでい

充

る。在宅医療コーディ

実

ネーターによる医療に

し

関する相談支援
□ 進

た

展なし     
や住

ま

民への普及啓発活動に

ち

より、円滑な在宅復帰

要

ができるような体制づ

施

くりを進めている。
■

策

 維持　□ 拡大 住民

の

自らが希望する方法で

目

療養ができるよう、在

的

宅生活に必要な医療機

高

能として４つの場面を

齢

中心とした様々な
事業

者

区分 □ 自治事務  

が

 □ 法定受託   

住

□ その他
今後の方向

み

性 □ 縮小　□ 改善

慣

場面において、課題や

れ

対応策の検討を行い、

た

連携に関する取組みを

地

進めていく。人生会議

域

や看取りガイドについ

で

（改善措置等）□ 休

、

止　□ 終了 てさらな

人

る周知を行うとともに

生

、在宅生活を支える専

の

門職の多職種間の連携

最

を図るための研修会を

期

開催する。
計画対象 □

ま

 実施計画査定対象 

で

 □ 行政改革対象 

自

□ 廃止　　　　 

※

分

決算額については、端

ら

数処理により、他資料

し

の決算額と差異が生じ

い

ている場合もあります

生

。

活を送ることができる

No. 事務

社

事業名 活動内容 コスト

会

（事業費：千円）

地域

を

ケア会議推進事業 令和

実

　５年度 令和　６年度

現

令和　６年度 令和　７

す

年度 令和　５年度 令和

る

　６年度 令和　６年度

こ

令和　７年度
活動指標

と

名 単位
実績 計画 実績 計

。

画 決算 当初予算 決算 当

施

初予算
全体事業概要

①

策

地域ケア会議の開催回

の

数 回 38 40 40 42

方

高齢者個別支援の充実

向

とそれを支える社会基

包

盤整備を
進めるため、

括

多職種協働による個別

的

事例の検討等を行 23

支

9 415 253 703

援

い、地域のネットワー

の

ク構築、ケアマネジメ

推

ント支援
②、地域課題

進

の把握等を推進する地

街

域ケア会議を実施す
る

中

。 令和　８年度の優先

ほ

度

③4 　□ Ａ　　　

っ

 □ Ｂ　　　 □ 

と

Ｃ　　　 □ Ｄ　

地

サ

域ケア個別会議は支援

ロ

の状況に応じて開催し

ン

た。自立支援サポート

、

会議では、事例提供者

シ

からの検討事例のモ
■

ル

 計画どおり   
令

バ

和　６年度 ニタリング

ー

調査の結果を踏まえ、

コ

助言者連絡会を実施し

ン

振り返りを実施してい

シ

る。
□ 遅延    

ェ

     
の評価

□ 

ル

進展なし     

■

ジ

 維持　□ 拡大 自立

ュ

支援・重度化防止等に

、

資する観点のもと、多

地

職種と連携して個別事

域

例の検討を行う地域ケ

包

ア会議の活用を進
事業

括

区分 □ 自治事務  

支

 □ 法定受託   

援

□ その他
今後の方向

セ

性 □ 縮小　□ 改善

ン

め社会基盤整備に向け

タ

抽出された課題解決に

ー

取り組む。助言者への

、

アンケートや検討事例

市

のモニタリング調査の

医

（改善措置等）□ 休

療

止　□ 終了 結果を踏

介

まえ、より効果的な会

護

議となるよう、開催方

連

法等を随時検討してい

携

く。
計画対象 □ 実施

セ

計画査定対象  □ 

ン

行政改革対象 
□ 廃

タ

止　　　　 

ー等において多機関、多職種と連携して各種相談支援事業、研修、会議を
■ 計画どおり   

令和　６年度 開催した。地域ケア会議推進事業では多職種連携強化、自立支援に向けて課題抽出と解決に向けて検討し、地域で高齢者を支えるネットワーク強化、体制整備をすすめ
□ 遅延         

の評価 た。各事業とも概ね目標達成し、地域包括ケアシステム構築に寄与した。
□ 進展なし     

□ 維持　　　　 令和６年３月策定の三島市高齢者保健福祉計画等に基づき、各事業を継続し課題解決を行い、包括的支援体制の強化に努める。多分野・多機関との連携のもと複雑化・

今後の方向性 ■ 拡大　　　　 複合化する高齢者の相談に

2

的確に支援する地域ネ

頁

ットワークの深化と体

令

制強化のため地域包括

和

支援センターを山田地

 

区に増設する。また、

6

医療分野と介護分野に

年

おける

（改善措置等）

度

□ 縮小　　　　 多

　

職種の連携促進と市民

　

への普及啓発のための

事

事業を継続する。
□ 

務

改善　　　　 

事業評価表（個票） 課名

No. 事務事業名 活

社

動内容 コスト（事業費

会

：千円）

在宅医療・介

福

護連携推進事業 令和　

祉

５年度 令和　６年度 令

部

和　６年度 令和　７年

長

度 令和　５年度 令和　

寿

６年度 令和　６年度 令

政

和　７年度
活動指標名

策

単位
実績 計画 実績 計画

課

決算 当初予算 決算 当初

作

予算
全体事業概要

①
在

成

宅医療介護連携推進会

日

回 12 11 13 11
医

令

療と介護の両方を必要

和

とする状態の高齢者が

　

住み慣 議、講演会、研

７

修、講座
れた地域で自

年

分らしい暮らしを人生

　

の最期まで続ける 等の

８

開催回数 4,314 4

月

,507 4,309 4

　

,541
ことができる

１

よう、多職種協働によ

日

る包括的かつ継続
②的



概

1 391 547
成する

施

とともに、認知症で見

策

守りが必要な高齢者等

名

を
②

認知症サポーター

高

養成講 回 26 24 24

齢

24
事前登録し、ＱＲ

者

コードシールにより見

保

守る事業を実 座の開催

健

回数
施する。 令和　８

・

年度の優先度

③
認知症

福

高齢者等見守り登 人 1

祉

80 185 219 20

基

5
1 録事業の登録者数

本

累計 　□ Ａ　　　 

目

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

標

　　　 □ Ｄ　

認知

健

症サポーター養成講座

康

は、一般住民や小～高

で

校生対象の講座や金融

福

機関、スーパーマーケ

祉

ット、専門学校、
□ 

が

計画どおり   
令和

充

　６年度 等で実施し、

実

幅広い年齢層への知識

し

の普及を行った。計画

た

値には達していないが

ま

、ちらしや広報等で周

ち

知を行う
■ 遅延  

要

       
の評価

施

とともに、講師の活動

策

支援を行い開催回数の

の

増加に努めた。見守り

目

登録事業に関しては市

的

内医療機関や企業、居

高

□ 進展なし    

齢

 
宅介護支援事業所へ

者

周知を行い、目標を上

が

回る登録者数となった

住

。
□ 維持　□ 拡大

み

認知症サポーター養成

慣

講座、特に若年層向け

れ

の開催を検討するとと

た

もに、講座の周知や開

地

催方法を工夫する。ま

域

事業区分 □ 自治事務

で

   □ 法定受託 

、

  □ その他
今後の

人

方向性 □ 縮小　■ 

生

改善 た、認知症サポー

の

ターの量的な拡大を図

最

る事に加え、認知症サ

期

ポーターがより学びを

ま

深め、認知症の方やそ

で

の家
（改善措置等）□

自

 休止　□ 終了 族を

分

支える担い手となるこ

ら

とができるよう、他事

し

業と連携しながら育成

い

する。見守り登録事業

生

に関しては今後も
計画

活

対象 □ 実施計画査定

を

対象  □ 行政改革

送

対象 
□ 廃止　　　

る

　 周知活動を継続し

こ

、地域での見守り体制

と

づくりの推進を図って

が

いく。

※決算額につい

で

ては、端数処理により

き

、他資料の決算額と差

る

異が生じている場合も

社

あります。

会を実現すること。

施

N

策

o. 事務事業名 活動内

の

容 コスト（事業費：千

方

円）

認知症初期集中支

向

援推進事業 令和　５年

認

度 令和　６年度 令和　

知

６年度 令和　７年度 令

症

和　５年度 令和　６年

施

度 令和　６年度 令和　

策

７年度
活動指標名 単位

の

実績 計画 実績 計画 決算

総

当初予算 決算 当初予算

合

全体事業概要
①

認知症

的

初期集中支援チー 人 9

な

9 9 10
認知症初期の

推

支援として、認知症が

進

疑われる又は認知 ムの

認

チーム員人数
症の人や

知

その家族を訪問し、必

症

要な医療や介護の導入

の

692 969 744 5

人

45
・調整と家族支援

や

を包括的・集中的に行

そ

う認知症初期
②集中支

の

援チームを配置し、自

家

立生活サポート活動を

族

推
進する。 令和　８年

を

度の優先度

③2 　□ 

支

Ａ　　　 □ Ｂ　　

援

　 □ Ｃ　　　 □

す

 Ｄ　

認知症サポート

る

医1人、長寿政策課3

た

人、各地域包括支援セ

め

ンター各1人ずつ選出

の

し、9人でチーム員を

相

構成。定期
■ 計画ど

談

おり   
令和　６年

体

度 的にチーム員会議等

制

で事例検討を行いなが

の

ら、初期集中支援を実

充

施した。また自分でで

実

きる認知症の気づきチ

や

ェ
□ 遅延     

、

    
の評価 ックリ

行

ストの送付と、定期的

方

なもの忘れ相談会の開

不

催により早期からの対

明

象者の把握と支援に努

時

めた。
□ 進展なし 

の

    

■ 維持　□

見

 拡大 市民へのチーム

守

の周知を行うとともに

り

、認知症疾患医療セン

に

ターや三島市医師会等

関

、関係機関との情報共

す

有を図
事業区分 □ 自

る

治事務   □ 法定

事

受託   □ その他

業

今後の方向性 □ 縮小

の

　□ 改善 り、もの忘

普

れ相談、自分でできる

及

認知症の気づきチェッ

啓

クリストなど他事業と

発

連動させ早期からの支

を

援に繋げて
（改善措置

行

等）□ 休止　□ 終

い

了 いく。また各地域包

、

括支援センターの認知

概

症地域支援推進員との

ね

連携を深め、各圏域で

計

初期集中支援ができる

画

よ
計画対象 □ 実施計

ど

画査定対象  □ 行

お

政改革対象 
□ 廃止

り

　　　　 うにしてい

と

く。

なった。認知症サポーターの養成者
■ 計画どおり   

令和　６年度 数は計画値に達していないものの、養成したサポーターが地域で認知症の人やその家族を支えるボランテイアとして活動できるような支援を進めることができている。
□ 遅延         

の評価 また、認知症の本人や家族の視点を重視して本人ミーティングや家族会、認知症カフェの運営や本人と家族を一体的に支援する事業等を実施する他、認知症講演会によ
□ 進展なし     

る普及啓発を行い、認知症施策の総合的な推進に寄与した。
□ 維持　　　　 高齢者保健福祉計画に基づき、改善充実を行い引き続き各事業を

1

継続する。日常生活圏

頁

域ごとに配置している

令

認知症地域支援推進員

和

の活動を業務委託し、

 

地域づくりの

今後の方

6

向性 ■ 拡大　　　　

年

 強化を図る。また、

度

認知症の人及びその家

　

族の視点を重視し、意

　

見を聴取する機会を設

事

定してニーズを把握し

務

、認知症推進計画の策

事

定につなげる。

（改善

業

措置等） □ 縮小　　

評

　　 

□ 改善　　　

価

　 

表（個票） 課名 社会福

No. 事

祉

務事業名 活動内容 コス

部

ト（事業費：千円）

認

長

知症高齢者見守り事業

寿

（長寿政策課） 令和　

政

５年度 令和　６年度 令

策

和　６年度 令和　７年

課

度 令和　５年度 令和　

作

６年度 令和　６年度 令

成

和　７年度
活動指標名

日

単位
実績 計画 実績 計画

令

決算 当初予算 決算 当初

和

予算
全体事業概要

①
認

　

知症サポーターの養成

７

人 10,412 10,

年

949 10,723 1

　

2,000
認知症にな

８

っても安心して暮らせ

月

るよう地域で支え合 者

　

数
う体制づくりを推進

１

するため、認知症サポ

日

ーターを育 365 49



概

支えるため認知症カフ

施

ェの開催、認
②

認知症

策

カフェの利用延べ 人 2

名

,257 1,575 2

高

,242 1,650
知

齢

症家族会の育成支援と

者

認知症本人ミーティン

保

グ開催 人数
を行う。 令

健

和　８年度の優先度

③

・

認知症本人ミーティン

福

グ 回 16 17 18 17

祉

3 及び家族会の開催回

基

数  　□ Ａ　　　 

本

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

目

　　　 □ Ｄ　

認知

標

症地域支援推進員を8

健

人配置し、認知症カフ

康

ェや相談支援、認知症

で

に関する普及啓発を通

福

じて、認知症の人
■ 

祉

計画どおり   
令和

が

　６年度 と家族を支え

充

る事業を推進した。認

実

知症カフェについては

し

、市内５か所及び出張

た

にて実施し、地域の居

ま

場所とな
□ 遅延  

ち

       
の評価

要

っている。認知症家族

施

会や本人ミーティング

策

を通して意見交換を行

の

い、認知症の人と家族

目

のニーズを取り入れた

的

□ 進展なし    

高

 
事業を行うことがで

齢

きた。また、新たに若

者

年性認知症本人ミーテ

が

ィングを定例開催した

住

。
□ 維持　■ 拡大

み

認知症地域支援推進員

慣

の活動を業務委託し、

れ

事業強化図る。直営の

た

認知症カフェにおいて

地

は、今後も認知症の人

域

事業区分 □ 自治事務

で

   □ 法定受託 

、

  □ その他
今後の

人

方向性 □ 縮小　□ 

生

改善 及びその家族や地

の

域住民の居場所・交流

最

の場として機能するよ

期

う効果的な運用を進め

ま

、各地区の認知症カフ

で

ェに
（改善措置等）□

自

 休止　□ 終了 おい

分

ては継続した運営支援

ら

を行っていく。事業や

し

新たな場を設定して認

い

知症の本人や家族のニ

生

ーズを把握し、認
計画

活

対象 □ 実施計画査定

を

対象  □ 行政改革

送

対象 
□ 廃止　　　

る

　 知症施策推進計画

こ

策定に向けた準備を行

と

う。

※決算額について

が

は、端数処理により、

で

他資料の決算額と差異

き

が生じている場合もあ

る

ります。

社会を実現すること。

No

施

. 事務事業名 活動内容

策

コスト（事業費：千円

の

）

認知症サポーター活

方

動促進・地域づくり推

向

進事業 令和　５年度 令

認

和　６年度 令和　６年

知

度 令和　７年度 令和　

症

５年度 令和　６年度 令

施

和　６年度 令和　７年

策

度
活動指標名 単位

実績

の

計画 実績 計画 決算 当初

総

予算 決算 当初予算
全体

合

事業概要
①

チームオレ

的

ンジ配置数 チー 1 1 1

な

1
認知症の人が地域の

推

よい環境で自分らしく

進

暮らし続け ム
ることが

認

できる共生の地域づく

知

りの一環として、認知

症

30 117 63 130

の

症の人やその家族の支

人

援ニーズと認知症サポ

や

ーターを
②中心とした

そ

支援をつなぐ仕組み・

の

チームオレンジを整
備

家

する。 令和　８年度の

族

優先度

③4 　□ Ａ　

を

　　 □ Ｂ　　　 

支

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

援

　

認知症サポーターの

す

更なる活躍の場として

る

、令和3年4月にチー

た

ムオレンジを１チーム

め

設置した。チームオレ

の

ンジ
■ 計画どおり 

相

  
令和　６年度 コー

談

ディネーターを3人配

体

置し、定期的な連絡会

制

を通じた活動支援やチ

の

ームの周知を実施した

充

。また、チームオ
□ 

実

遅延        

や

 
の評価 レンジと協働

、

で認知症の普及啓発を

行

実施し、地域での活動

方

を進めることができた

不

。
□ 進展なし   

明

  

■ 維持　□ 拡

時

大 チームオレンジの活

の

動周知を進めるととも

見

に、チームオレンジ連

守

絡会を通じて、活動の

り

更なる充実を図ってい

に

く
事業区分 □ 自治事

関

務   □ 法定受託

す

   □ その他
今後

る

の方向性 □ 縮小　□

事

 改善 。また、新たな

業

チームオレンジの設置

の

に向け、チームオレン

普

ジコーディネーターが

及

中心となり、認知症サ

啓

ポータ
（改善措置等）

発

□ 休止　□ 終了 ー

を

ステップアップ講座及

行

びフォローアップ研修

い

を企画に携わっていく

、

。
計画対象 □ 実施計

概

画査定対象  □ 行

ね

政改革対象 
□ 廃止

計

　　　　 

画どおりとなった。認知症サポーターの養成者
■ 計画どおり   

令和　６年度 数は計画値に達していないものの、養成したサポーターが地域で認知症の人やその家族を支えるボランテイアとして活動できるような支援を進めることができている。
□ 遅延         

の評価 また、認知症の本人や家族の視点を重視して本人ミーティングや家族会、認知症カフェの運営や本人と家族を一体的に支援する事業等を実施する他、認知症講演会によ
□ 進展なし     

る普及啓発を行い、認知症施策の総合的な推進に寄与した。
□ 維持　　　　 高齢者保健福祉計画に基づき、改善充実を行い引き続き各事業を

2

継続する。日常生活圏

頁

域ごとに配置している

令

認知症地域支援推進員

和

の活動を業務委託し、

 

地域づくりの

今後の方

6

向性 ■ 拡大　　　　

年

 強化を図る。また、

度

認知症の人及びその家

　

族の視点を重視し、意

　

見を聴取する機会を設

事

定してニーズを把握し

務

、認知症推進計画の策

事

定につなげる。

（改善

業

措置等） □ 縮小　　

評

　　 

□ 改善　　　

価

　 

表（個票） 課名 社会福

No. 事

祉

務事業名 活動内容 コス

部

ト（事業費：千円）

認

長

知症地域支援・ケア向

寿

上事業 令和　５年度 令

政

和　６年度 令和　６年

策

度 令和　７年度 令和　

課

５年度 令和　６年度 令

作

和　６年度 令和　７年

成

度
活動指標名 単位

実績

日

計画 実績 計画 決算 当初

令

予算 決算 当初予算
全体

和

事業概要
①

認知症地域

　

支援推進員の 人 8 8 8

７

9
認知症高齢者等の地

年

域での生活を支援する

　

ため、認知 人数
症地域

８

支援推進員を配置する

月

とともに、認知症高齢

　

者 7,049 8,96

１

9 7,652 13,5

日

98
等及びその家族を



概

ついては、端数処理に

施

より、他資料の決算額

策

と差異が生じている場

名

合もあります。

高齢者保健・福祉 基本目

No. 事務事業名 活

標

動内容 コスト（事業費

健

：千円）

高齢者バス等

康

利用助成事業 令和　５

で

年度 令和　６年度 令和

福

　６年度 令和　７年度

祉

令和　５年度 令和　６

が

年度 令和　６年度 令和

充

　７年度
活動指標名 単

実

位
実績 計画 実績 計画 決

し

算 当初予算 決算 当初予

た

算
全体事業概要

①
利用

ま

率 ％ 51.9 52 49

ち

.6 54
市内を運行す

要

るバスと伊豆箱根鉄道

施

駿豆線（75歳以上
の

策

方はタクシーも利用可

の

）で利用できるバス等

目

助成券 32,757 3

的

2,557 32,95

高

8 33,641
3,0

齢

00円分を年に1回配

者

布する。
②

令和　８年

が

度の優先度

③2 　□ 

住

Ａ　　　 □ Ｂ　　

み

　 □ Ｃ　　　 □

慣

 Ｄ　

対象者全員への

れ

一斉発送をやめ、前年

た

中の利用があった人や

地

70～71歳及び75

域

～76歳の区切りの年

で

齢になる人など
□ 計

、

画どおり   
令和　

人

６年度 年度当初の発送

生

対象者を絞ったため、

の

前年の利用実績が無い

最

新規利用者が減少した

期

と推察される。
■ 遅

ま

延         

で

の評価
□ 進展なし 

自

    

□ 維持　□

分

 拡大 バス車内や駅構

ら

内での事業に関するポ

し

スター掲示による周知

い

に努めるとともに、令

生

和７年度は当初発送対

活

象者に
事業区分 □ 自

を

治事務   □ 法定

送

受託   □ その他

る

今後の方向性 □ 縮小

こ

　■ 改善 利用状況に

と

かかわらず前年度中の

が

助成券交付希望者を加

で

え利用を促す。
（改善

き

措置等）□ 休止　□

る

 終了
計画対象 ■ 実

社

施計画査定対象  □

会

 行政改革対象 
□ 

を

廃止　　　　 

実現すること。

施策の方向 地域生活を支える体制の整備

一部で目標値に達していない事業があったが、おおむね計画通りであり、地域生活を支える体制の整備を進めることができた。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 高齢者の地域生活を支える体制の整備のために今後も維持していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

老人福祉推進事業（長寿政策課） 令和　５年度 令和　６

1

年度 令和　６年度 令和

頁

　７年度 令和　５年度

令

令和　６年度 令和　６

和

年度 令和　７年度
活動

 

指標名 単位
実績 計画 実

6

績 計画 決算 当初予算 決

年

算 当初予算
全体事業概

度

要
①

訪問理美容サービ

　

ス事業 件 33 50 22

　

50
高齢者が安心して

事

健やかに暮らせるよう

務

各種支援を行 派遣回数

事

うもの。 892 4,1

業

64 4,002 4,9

評

20

②

令和　８年度の

価

優先度

③1 　□ Ａ　

表

　　 □ Ｂ　　　 

（

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

個

　

訪問理美容サービス

票

は対象者が限られるも

）

のだが、周知不足によ

課

り年々申請者が減少し

名

ており、令和６年度は

社

目
□ 計画どおり  

会

 
令和　６年度 標値の

福

半分以下となったと推

祉

察される。これに伴い

部

、派遣回数も減少した

長

。
■ 遅延     

寿

    
の評価

□ 進

政

展なし     

□ 

策

維持　□ 拡大 サービ

課

スを必要としている人

作

が利用できるよう広報

成

への掲載や地域包括支

日

援センターへの情報提

令

供により周知を
事業区

和

分 □ 自治事務   

　

□ 法定受託   □

７

 その他
今後の方向性

年

□ 縮小　■ 改善 図

　

っていく。
（改善措置

８

等）□ 休止　□ 終

月

了
計画対象 ■ 実施計

　

画査定対象  □ 行

１

政改革対象 
□ 廃止

日

　　　　 

※決算額に



概

託   □ その他
今

施

後の方向性 □ 縮小　

策

□ 改善 緊急通報装置

名

の設置費の補助は高齢

高

者の生活の安全を確保

齢

するのに必要な事業の

者

ため、今後も維持して

保

いく。
（改善措置等）

健

□ 休止　□ 終了
計

・

画対象 ■ 実施計画査

福

定対象  □ 行政改

祉

革対象 
□ 廃止　　

基

　　 

※決算額につい

本

ては、端数処理により

目

、他資料の決算額と差

標

異が生じている場合も

健

あります。

康で福祉が充実したま

N

ち

o. 事務事業名 活動内

要

容 コスト（事業費：千

施

円）

老人福祉センター

策

管理運営事業 令和　５

の

年度 令和　６年度 令和

目

　６年度 令和　７年度

的

令和　５年度 令和　６

高

年度 令和　６年度 令和

齢

　７年度
活動指標名 単

者

位
実績 計画 実績 計画 決

が

算 当初予算 決算 当初予

住

算
全体事業概要

①
利用

み

人数 人 52,753 5

慣

0,000 53,23

れ

3 52,500
昭和5

た

9年の開館以来、高齢

地

者の生活や健康に関す

域

る相
談に応じ、イベン

で

ト開催による教養の向

、

上や生きがい 47,7

人

84 47,738 47

生

,676 47,662

の

及び社会活動の促進に

最

努めている。市内に居

期

住す
②る60歳以上の

ま

すべての市民が利用で

で

き、老人クラブを
対象

自

に送迎を実施するなど

分

地域の高齢者同士を結

ら

ぶ役 令和　８年度の優

し

先度
割も果たしている

い

。今後も引き続き指定

生

管理者によ
③4 る効率

活

的な施設運営を行って

を

いく。 　□ Ａ　　　

送

 □ Ｂ　　　 □ 

る

Ｃ　　　 □ Ｄ　

新

こ

型コロナウイルス感染

と

症の影響により減少し

が

ていた利用者数が少し

で

ずつ元に戻ってきてい

き

る。
■ 計画どおり 

る

  
令和　６年度

□ 

社

遅延        

会

 
の評価

□ 進展なし

を

     

■ 維持　

実

□ 拡大 60歳以上で

現

も働く市民が増えてお

す

り利用者数の大幅な増

る

加は見込めないが、老

こ

人福祉センターが高齢

と

者福祉の増
事業区分 □

。

 自治事務   □ 

施

法定受託   □ そ

策

の他
今後の方向性 □ 

の

縮小　□ 改善 進の役

方

割を果たしていること

向

から今後も維持してい

地

く。
（改善措置等）□

域

 休止　□ 終了
計画

生

対象 □ 実施計画査定

活

対象  □ 行政改革

を

対象 
□ 廃止　　　

支

　 

える体制の整備

一部で目標値に達していない事業があったが、おおむね計画通りであり、地域生活を支える体制の整備を進めることができた。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 高齢者の地域生活を支える体制の整備のために今後も維持していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

市単独事業費補助金（長寿政策課） 令和　５年度 令和　

2

６年度 令和　６年度 令

頁

和　７年度 令和　５年

令

度 令和　６年度 令和　

和

６年度 令和　７年度
活

 

動指標名 単位
実績 計画

6

実績 計画 決算 当初予算

年

決算 当初予算
全体事業

度

概要
①

敬老大会補助金

　

交付団体 件 19 6 21

　

6
敬老大会補助金 数
市

事

の補助金等により各地

務

区の自治会連合会が実

事

施する 15,006 1

業

8,010 15,30

評

7 21,608
。75

価

歳以上の高齢者を老人

表

福祉センター等に招待

（

する
②

緊急通報装置設

個

置費の補 件 0 3 1 3
な

票

ど長寿を祝う。 助件数

）

緊急通報装置設置費補

課

助金 令和　８年度の優

名

先度
緊急通報装置の設

社

置等を行うひとり暮ら

会

し高齢者等に
③3 対し

福

、補助金を交付する。

祉

　□ Ａ　　　 □ 

部

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

長

　 □ Ｄ　

敬老大会

寿

は5地区の自治会連合

政

会と中郷地区の15町

策

内会、連合会未加入の

課

1自治会が事業を実施

作

するなど計画どお
■ 

成

計画どおり   
令和

日

　６年度 りであった。

令

□ 遅延      

和

   
の評価 緊急通報

　

装置の設置費の補助に

７

ついては1件の支援を

年

行った。
□ 進展なし

　

     

■ 維持　

８

□ 拡大 敬老大会補助

月

金は長寿を祝うもので

　

あり今後も維持してい

１

く。
事業区分 □ 自治

日

事務   □ 法定受



概

は、端数処理により、

施

他資料の決算額と差異

策

が生じている場合もあ

名

ります。

高齢者保健・福祉 基本

No

目

. 事務事業名 活動内容

標

コスト（事業費：千円

健

）

各種手当制度の充実

康

（長寿政策課） 令和　

で

５年度 令和　６年度 令

福

和　６年度 令和　７年

祉

度 令和　５年度 令和　

が

６年度 令和　６年度 令

充

和　７年度
活動指標名

実

単位
実績 計画 実績 計画

し

決算 当初予算 決算 当初

た

予算
全体事業概要

①
支

ま

給件数 件 392 480

ち

401 500
寝たきり

要

老人等を介護している

施

方に、6か月あたり5

策

0,
000円を支給す

の

る。 19,600 22

目

,000 20,050

的

21,000

②

令和　

高

８年度の優先度

③6 　

齢

□ Ａ　　　 □ Ｂ

者

　　　 □ Ｃ　　　

が

 □ Ｄ　

目標値には

住

達していないが、日常

み

生活において常時介護

慣

を必要とする者を在宅

れ

で介護を行っている介

た

護者の労を
■ 計画ど

地

おり   
令和　６年

域

度 ねぎらい、当該高齢

で

者福祉の充実を図った

、

。
□ 遅延     

人

    
の評価

□ 進

生

展なし     

■ 

の

維持　□ 拡大 支給要

最

件を満たす者が増えな

期

かったため支給件数が

ま

目標値に達しなかった

で

ものと思われる。財政

自

難の中、他市町
事業区

分

分 □ 自治事務   

ら

□ 法定受託   □

し

 その他
今後の方向性

い

□ 縮小　□ 改善 の

生

情況等を参考に対象者

活

や支給要件の見直しを

を

検討していくことも必

送

要である。
（改善措置

る

等）□ 休止　□ 終

こ

了
計画対象 ■ 実施計

と

画査定対象  □ 行

が

政改革対象 
□ 廃止

で

　　　　 

きる社会を実現すること。

施策の方向 地域生活を支える体制の整備

一部で目標値に達していない事業があったが、おおむね計画通りであり、地域生活を支える体制の整備を進めることができた。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 高齢者の地域生活を支える体制の整備のために今後も維持していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

敬老大会事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令

3

和　７年度 令和　５年

頁

度 令和　６年度 令和　

令

６年度 令和　７年度
活

和

動指標名 単位
実績 計画

 

実績 計画 決算 当初予算

6

決算 当初予算
全体事業

年

概要
①

77歳、88歳

度

の給付件数 件 1,59

　

7 2,200 2,17

　

9 2,200
市内に一

事

年以上居住する満77

務

歳、満88歳の高齢者

事

に一
人10,000円

業

を贈る。（基準日は9

評

月15日）また、10

価

0歳 17,970 24

表

,110 23,140

（

24,870
を迎えた

個

敬老者には50,00

票

0円を贈る。
②

100

）

歳の給付件数 件 40 5

課

0 27 50

令和　８年

名

度の優先度

③5 　□ 

社

Ａ　　　 □ Ｂ　　

会

　 □ Ｃ　　　 □

福

 Ｄ　

計画値には達し

祉

ていないが、対象者に

部

は概ね配布しているの

長

で計画どおりである。

寿

■ 計画どおり   

政

令和　６年度
□ 遅延

策

         
の

課

評価
□ 進展なし  

作

   

■ 維持　□ 

成

拡大 他市町の動向を気

日

にかけながら、当面は

令

現状を維持していく。

和

事業区分 □ 自治事務

　

   □ 法定受託 

７

  □ その他
今後の

年

方向性 □ 縮小　□ 

　

改善
（改善措置等）□

８

 休止　□ 終了
計画

月

対象 ■ 実施計画査定

　

対象  □ 行政改革

１

対象 
□ 廃止　　　

日

　 

※決算額について



概

対象 □ 実施計画査定

施

対象  □ 行政改革

策

対象 
□ 廃止　　　

名

　 

※決算額について

高

は、端数処理により、

齢

他資料の決算額と差異

者

が生じている場合もあ

保

ります。

健・福祉 基本目標 健康

No

で

. 事務事業名 活動内容

福

コスト（事業費：千円

祉

）

成年後見制度利用支

が

援事業 令和　５年度 令

充

和　６年度 令和　６年

実

度 令和　７年度 令和　

し

５年度 令和　６年度 令

た

和　６年度 令和　７年

ま

度
活動指標名 単位

実績

ち

計画 実績 計画 決算 当初

要

予算 決算 当初予算
全体

施

事業概要
①

報酬助成件

策

数 件 11 7 12 8
高齢

の

者の権利を擁護するた

目

め、認知症、知的障が

的

い、
精神障がいなどの

高

理由で判断能力の不十

齢

分な高齢者を 1,81

者

5 2,380 2,08

が

9 2,379
対象に、

住

身寄りがないなど申立

み

てをする者がいない
②

慣

場合には、市長による

れ

成年後見制度の申立て

た

を行うと
ともに、成年

地

後見人などへの報酬負

域

担が困難な被成年 令和

で

　８年度の優先度
後見

、

人などに対しては、報

人

酬の助成を行う。
③8

生

　□ Ａ　　　 □ 

の

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

最

　 □ Ｄ　

計画どお

期

りの件数となっている

ま

。
■ 計画どおり  

で

 
令和　６年度

□ 遅

自

延         

分

の評価
□ 進展なし 

ら

    

■ 維持　□

し

 拡大 少しずつ増加傾

い

向にあるものの、高齢

生

者の権利擁護のために

活

今後も本事業を維持し

を

ていく。
事業区分 □ 

送

自治事務   □ 法

る

定受託   □ その

こ

他
今後の方向性 □ 縮

と

小　□ 改善
（改善措

が

置等）□ 休止　□ 

で

終了
計画対象 □ 実施

き

計画査定対象  □ 

る

行政改革対象 
□ 廃

社

止　　　　 

会を実現すること。

施策の方向 地域生活を支える体制の整備

一部で目標値に達していない事業があったが、おおむね計画通りであり、地域生活を支える体制の整備を進めることができた。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 高齢者の地域生活を支える体制の整備のために今後も維持していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

家族介護教室事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年

4

度 令和　７年度 令和　

頁

５年度 令和　６年度 令

令

和　６年度 令和　７年

和

度
活動指標名 単位

実績

 

計画 実績 計画 決算 当初

6

予算 決算 当初予算
全体

年

事業概要
①

家族介護教

度

室開催回数 回 19 15

　

18 15
要介護高齢者

　

を介護する家族等に対

事

し、適切な介護知
識・

務

技術を習得することを

事

目的とした教室を実施

業

する 286 489 32

評

6 474
。

②
家族介護

価

教室参加人数 人 203

表

150 145 150

令

（

和　８年度の優先度

③

個

7 　□ Ａ　　　 □

票

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

）

　　 □ Ｄ　

前年度

課

より開催回数・参加者

名

数ともに減少している

社

が、おおむね計画どお

会

りに実施できている。

福

■ 計画どおり   

祉

令和　６年度 本
□ 遅

部

延         

長

の評価
□ 進展なし 

寿

    

■ 維持　□

政

 拡大 今後も本事業に

策

ついて周知し、委託先

課

を増やしていく。また

作

、教室参加の募集につ

成

いては、広報やホーム

日

ページ
事業区分 □ 自

令

治事務   □ 法定

和

受託   □ その他

　

今後の方向性 □ 縮小

７

　□ 改善 での周知と

年

併せて市内居宅支援事

　

業所にもチラシを配布

８

するなど、より必要と

月

考えらえる対象に情報

　

が届くよう
（改善措置

１

等）□ 休止　□ 終

日

了 工夫していく。
計画



概

居者からの様々なニー

施

ズにどこまで応えて
（

策

改善措置等）□ 休止

名

　□ 終了 いくかが課

高

題。
計画対象 □ 実施

齢

計画査定対象  □ 

者

行政改革対象 
□ 廃

保

止　　　　 

※決算額

健

については、端数処理

・

により、他資料の決算

福

額と差異が生じている

祉

場合もあります。

基本目標 健康で福祉が充

No. 事務事業名

実

活動内容 コスト（事業

し

費：千円）

生活支援・

た

介護予防サービス基盤

ま

整備事業 令和　５年度

ち

令和　６年度 令和　６

要

年度 令和　７年度 令和

施

　５年度 令和　６年度

策

令和　６年度 令和　７

の

年度
活動指標名 単位

実

目

績 計画 実績 計画 決算 当

的

初予算 決算 当初予算
全

高

体事業概要
①

多様な主

齢

体間による連携 回 15

者

15 15 15
住み慣れ

が

た地域で、誰もが人生

住

最期まで自分らしく生

み

強化のための勉強会・

慣

ワ
活できるよう生活支

れ

援サービスの体制整備

た

を行う。地 ークショッ

地

プ開催回数 9,637

域

11,083 10,5

で

00 11,563
域な

、

らではのサービス開発

人

や、生活支援サービス

生

を必
②要としている高

の

齢者にサービスを迅速

最

・適切に提供で
きるよ

期

う、生活支援コーディ

ま

ネーターや協議体の活

で

動 令和　８年度の優先

自

度
の中で取り組んでい

分

く。
③10 　□ Ａ　

ら

　　 □ Ｂ　　　 

し

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

い

　

第２層生活支援コー

生

ディネーター５人とそ

活

れを取りまとめる第１

を

層生活支援コーディネ

送

ーター１人の合計６人

る

を
■ 計画どおり  

こ

 
令和　６年度 配置し

と

、合計15回ワークシ

が

ョップを開催した。
□

で

 遅延       

き

  
の評価

□ 進展な

る

し     

■ 維持

社

　□ 拡大 ワークショ

会

ップ等であがった課題

を

のうち必要なものは第

実

１層協議体で議論し、

現

地域住民や民間サービ

す

スと連携し
事業区分 □

る

 自治事務   □ 

こ

法定受託   □ そ

と

の他
今後の方向性 □ 

。

縮小　□ 改善 てサー

施

ビスの創出など地域支

策

援体制の強化を図る。

の

（改善措置等）□ 休

方

止　□ 終了
計画対象

向

□ 実施計画査定対象

地

  □ 行政改革対象

域

 
□ 廃止　　　　 

生活を支える体制の整備

一部で目標値に達していない事業があったが、おおむね計画通りであり、地域生活を支える体制の整備を進めることができた。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 高齢者の地域生活を支える体制の整備のために今後も維持していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

地域自立生活支援事業（長寿政策課） 令和　５年度 令和

5

　６年度 令和　６年度

頁

令和　７年度 令和　５

令

年度 令和　６年度 令和

和

　６年度 令和　７年度

 

活動指標名 単位
実績 計

6

画 実績 計画 決算 当初予

年

算 決算 当初予算
全体事

度

業概要
①

入居率 ％ 10

　

0 83.3 100
高齢

　

者世話付住宅（シルバ

事

ーハウジング）に居住

務

する
高齢者が、自立し

事

て安心で快適な生活が

業

送れるよう生 8,04

評

9 9,243 8,39

価

2 6,306
活援助員

表

を配置するとともに、

（

適切な設備更新などの

個

②施設管理を行う。

令

票

和　８年度の優先度

③

）

9 　□ Ａ　　　 □

課

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

名

　　 □ Ｄ　

三島市

社

営加茂住宅Ａ棟の高齢

会

者世話付住宅（シルバ

福

ーハウジング）に居住

祉

する高齢者の安全かつ

部

快適な在宅生活
■ 計

長

画どおり   
令和　

寿

６年度 を支援するため

政

生活援助員を派遣した

策

。
□ 遅延     

課

    
の評価

□ 進

作

展なし     

■ 

成

維持　□ 拡大 入居者

日

の高齢化が進み、自立

令

して生活できる範囲が

和

限られてきており、援

　

助員へのニーズが多様

７

化し援助員の負
事業区

年

分 □ 自治事務   

　

□ 法定受託   □

８

 その他
今後の方向性

月

□ 縮小　□ 改善 担

　

が大きくなってきてい

１

る。今後このような状

日

況のなか、援助員が入



概

め、地域密着型 所の整

施

備数
サービス事業所の

策

整備を行う事業者に対

名

し補助金を交 30,3

高

12 0 0 109,86

齢

3
付し、事業者を支援

者

する。
②

令和　８年度

保

の優先度

③1 　□ Ａ

健

　　　 □ Ｂ　　　

・

 □ Ｃ　　　 □ 

福

Ｄ　

「第９期介護保険

祉

事業計画」（計画期間

基

：令和６～８年度）に

本

基づき、令和７年度中

目

に施設整備の完了を計

標

画し
■ 計画どおり 

健

  
令和　６年度 てい

康

る認知症対応型共同生

で

活介護と看護小規模多

福

機能型居宅介護の各１

祉

施設について、公募に

が

より施設整備を行
□ 

充

遅延        

実

 
の評価 う事業者の選

し

定を行うとともに、令

た

和７年度当初に予定し

ま

ている県補助金申請に

ち

係る事前協議を行うこ

要

とができ
□ 進展なし

施

     
た。

■ 維

策

持　□ 拡大 「第９期

の

介護保険事業計画」に

目

おいて、施設整備を計

的

画している認知症対応

高

型共同生活介護と看護

齢

小規模多機能
事業区分

者

□ 自治事務   □

が

 法定受託   □ 

住

その他
今後の方向性 □

み

 縮小　□ 改善 型居

慣

宅介護の各１施設につ

れ

いて、令和８年４月か

た

らのサービス提供開始

地

に向けて、令和７年度

域

中に施設整備が完
（改

で

善措置等）□ 休止　

、

□ 終了 了できるよう

人

、県・市補助金の申請

生

手続きや、事業者への

の

実施設計審査、建築業

最

者選定に係る入札事務

期

及び工事
計画対象 □ 

ま

実施計画査定対象  

で

□ 行政改革対象 
□

自

 廃止　　　　 の進

分

捗管理等を適切に助言

ら

・指導していく。

※決

し

算額については、端数

い

処理により、他資料の

生

決算額と差異が生じて

活

いる場合もあります。

を送ることができる社会を実現すること。

施策の方向 暮らしを支える介護サービスの充実

「第９期介護保険事業計画」（計画期間：令和６～８年度）に基づき、令和８年４月からのサービス提供の開始を行うため、令和７年度中の施設整備を計画している認
■ 計画どおり   

令和　６年度 知症対応型共同生活介護と看護小規模多機能型居宅介護の各１施設について、公募により施設整備を行う事業者の選定等を行うことができ、令和７年度中の施設整備事
□ 遅延         

の評価 業の実施に向けた事前準備を行うことができた。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 令和７年度に整備予定の２施設について、令和８年４月のサービス提供開始を目指し、年度内に施設整備が完了できるよう、事業者が行う施設整備事業の進捗状況等を

今後の方向性 □ 拡大　　　　 随時把握し、助言・指導していく

1

。また、令和８年度に

頁

策定予定の「次期介護

令

保険事業計画」におい

和

て、令和７年度の高齢

 

者実態調査や今後の高

6

齢者などの増加、それ

年

（改善措置等） □ 縮

度

小　　　　 に伴うサ

　

ービス利用状況、認定

　

者数の推移予測等を踏

事

まえたサービス提供の

務

需要見込に基づいた新

事

たな施設整備計画を策

業

定し、引き続き必要に

評

応じた施設整備を行い

価

、
□ 改善　　　　 

表

介護を必要とする高齢

（

者ができる限り住み慣

個

れた地域で自分らしく

票

生活できる社会を実現

）

していく。

課名 社会福祉部介護保

N

険

o. 事務事業名 活動内

課

容 コスト（事業費：千

作

円）

国・県支出金を伴

成

う事業費補助金（介護

日

保険課） 令和　５年度

令

令和　６年度 令和　６

和

年度 令和　７年度 令和

　

　５年度 令和　６年度

７

令和　６年度 令和　７

年

年度
活動指標名 単位

実

　

績 計画 実績 計画 決算 当

８

初予算 決算 当初予算
全

月

体事業概要
①

地域密着

　

型サービス事業 箇所 1

１

0 0 2
地域包括ケアシ

日

ステムの充実を図るた



概

る訪問を行い、特定保

施

健指導率 令和　８年度

策

の優先度
の向上を図る

名

。
③1 　□ Ａ　　　

保

 □ Ｂ　　　 □ 

険

Ｃ　　　 □ Ｄ　

医

年

療機関と、健診結果を

金

返却する際の特定保健

・

指導受診勧奨の連携を

生

取って面談に繋げたり

活

、委託先の医療機関
■

自

 計画どおり   
令

立

和　６年度 で健診当日

支

に面談をしたりと、対

援

象者の健診結果への関

基

心や意識が高いうちに

本

指導を実施をすること

目

ができた。
□ 遅延 

標

        
の評

健

価 ICTを面談や実績

康

評価で活用し、実施率

で

向上に努めることがで

福

きた。特定検診未受診

祉

者に対し受診勧奨ハガ

が

キを
□ 進展なし  

充

   
送付し特定健診

実

の受診率向上を図った

し

が、前年度より若干減

た

少した。
■ 維持　□

ま

 拡大 委託や特定保健

ち

指導の受診勧奨など医

要

療機関との連携体制を

施

継続し、実施率向上を

策

図る。特定検診未受診

の

者に対
事業区分 □ 自

目

治事務   □ 法定

的

受託   □ その他

社

今後の方向性 □ 縮小

会

　□ 改善 しては、現

保

状の受診勧奨を継続し

障

つつ、他市町の例を参

制

考として新たな方策を

度

模索する。
（改善措置

の

等）□ 休止　□ 終

健

了
計画対象 □ 実施計

全

画査定対象  □ 行

で

政改革対象 
□ 廃止

適

　　　　 

※決算額に

正

ついては、端数処理に

な

より、他資料の決算額

運

と差異が生じている場

用

合もあります。

により、誰もが生涯にわたり安心して自立した生活を送ることができる環境を整えること。

施策の方向 国民健康保険の健全な運用

特定健診の未受診者に対する受診勧奨事業については、令和4年度より業者委託を行い、ナッジ理論に基づく訴求力の高いデザインの受診勧奨通知を年2回送付した。14
■ 計画どおり   

令和　６年度 ,000通を発送し、3,343人の受診につなげた。
□ 遅延         

の評価 特定保健指導では、健診結果の返却時に医療機関から特定保健指導の受診勧奨をする連携体制を構築することができた。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 第4期特定健康診査等実施計画に基づき、特定健診受診率向上のため、前年度に引き続き業者委託による未受診者勧奨通知事業を行う。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 特定保健指導については、医療機関での受診勧奨の体制を継続するとともに、保

1

健師・管理栄養士が訪

頁

問を実施し実施率向上

令

を目指す。今後、IC

和

Tを活用した特定保健

 

（改善措置等） □ 縮

6

小　　　　 指導を委

年

託し、若年層でも受け

度

やすいオンライン面談

　

を実施する。
□ 改善

　

　　　　 

事務事業評価表（個票

N

）

o. 事務事業名 活動内

課

容 コスト（事業費：千

名

円）

一般諸経費 令和　

社

５年度 令和　６年度 令

会

和　６年度 令和　７年

福

度 令和　５年度 令和　

祉

６年度 令和　６年度 令

部

和　７年度
活動指標名

保

単位
実績 計画 実績 計画

険

決算 当初予算 決算 当初

年

予算
全体事業概要

①
特

金

定保健指導実施率 ％ 4

課

9.4 31.6 47.

作

7 33.4
第４期特定

成

健康診査実施計画にも

日

とづき、健診の受診
勧

令

奨や未受診者に対して

和

取組みを行い受診率向

　

上に努 128,184

７

144,544 121

年

,804 139,53

　

1
める。特定保健指導

８

については、対象者に

月

対しての通
②知や、医

　

療機関からの勧奨など

１

連携を図る。また、保

日

健師・管理栄養士によ



概

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

施

　　 □ Ｄ　

健康診

策

査受診者数及び人間ド

名

ック受診者数ともに、

保

令和５年度に比べ令和

険

６年度の実績値が上昇

年

した。
■ 計画どおり

金

   
令和　６年度 健

・

康診査及び人間ドック

生

の受診対象者の増加や

活

コロナ禍の受診控え等

自

はあまり見られなかっ

立

たため、受診数の増
□

支

 遅延       

援

  
の評価 加につなが

基

ったと考えられる。
□

本

 進展なし     

目

 
■ 維持　□ 拡大

標

今後も引き続き、未受

健

診者に対してのアプロ

康

ーチを考慮して事業を

で

継続していく。
事業区

福

分 □ 自治事務   

祉

□ 法定受託   □

が

 その他
今後の方向性

充

□ 縮小　□ 改善
（

実

改善措置等）□ 休止

し

　□ 終了
計画対象 □

た

 実施計画査定対象 

ま

 □ 行政改革対象 

ち

□ 廃止　　　　 

※

要

決算額については、端

施

数処理により、他資料

策

の決算額と差異が生じ

の

ている場合もあります

目

。

的 社会保障制度の健全

No. 事務

で

事業名 活動内容 コスト

適

（事業費：千円）

高齢

正

者の保健事業と介護予

な

防の一体的実施事業 令

運

和　５年度 令和　６年

用

度 令和　６年度 令和　

に

７年度 令和　５年度 令

よ

和　６年度 令和　６年

り

度 令和　７年度
活動指

、

標名 単位
実績 計画 実績

誰

計画 決算 当初予算 決算

も

当初予算
全体事業概要

が

①
健康教育・実施回数

生

（65 回 62 60 18

涯

3 65
高齢者の健康維

に

持・増進や健康寿命の

わ

延伸を図るため 歳以上

た

）
、高齢者の保健事業

り

と介護予防の一体的取

安

り組みとし （ﾎﾟﾋﾟ

心

ｭﾚｰｼｮﾝｱﾌﾟﾛ

し

ｰﾁ） 1,492 2,

て

437 1,281 2,

自

823
て、健康教育や

立

後期高齢者の被保険者

し

個々の健康課題
②

健康

た

教育・参加者数（65

生

人 1,224 1,50

活

3 1,930 1,62

を

9
に対応した健康相談

送

、フレイル対策をはじ

る

めとした生 歳以上）
活

こ

習慣病の予防、重症化

と

予防のための個別指導

が

を実施 （ﾎﾟﾋﾟｭﾚ

で

ｰｼｮﾝｱﾌﾟﾛｰﾁ

き

） 令和　８年度の優先

る

度
する。

③
健康管理訪

環

問事業・訪問 件 279

境

281 250 281
2

を

件数（75歳以上） 　

整

□ Ａ　　　 □ Ｂ

え

　　　 □ Ｃ　　　

る

 □ Ｄ　
（ﾊｲﾘｽ

こ

ｸｱﾌﾟﾛｰﾁ）
健康

と

教育（ポピュレーショ

。

ンアプローチ）は、令

施

和5年度より通いの場

策

の実施箇所を増やし開

の

催することができ
■ 

方

計画どおり   
令和

向

　６年度 、計画回数を

後

超えることができた。

期

参加者数についても、

高

開催場所の増加ととも

齢

に令和5年度に比べて

者

増加した
□ 遅延  

医

       
の評価

療

。訪問事業（ハイリス

制

クアプローチ）は、計

度

画値には満たなかった

の

が、被保険者の増加に

適

伴い、介入人数は増加

正

□ 進展なし    

な

 
した（R5：252

運

人、R6：365人）

用

。
■ 維持　□ 拡大

健

被保険者数の増加によ

康

り、通いの場の参加者

診

は今後も増えていくと

査

思われる。一方で健康

事

講座については新規団

業

事業区分 □ 自治事務

、

   □ 法定受託 

人

  □ その他
今後の

間

方向性 □ 縮小　□ 

ド

改善 体からの申し込み

ッ

は少ない。体操の出張

ク

講習会についても新規

に

申し込みの通いの場は

つ

減少しているため、広

い

報等
（改善措置等）□

て

 休止　□ 終了 周知

は

方法の検討を要する。

、

訪問事業はアプローチ

受

やフォローの方法につ

診

いて検討しつつ、いず

対

れも実施機関の健
計画

象

対象 □ 実施計画査定

者

対象  □ 行政改革

の

対象 
□ 廃止　　　

増

　 康づくり課ととも

加

に今後も継続していく

等

。

によりここ数年、前年度の実績を上回る状況にある。また、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業
■ 計画どおり   

令和　６年度 については、被保険者数の増加に伴い対象者も増加しているが、庁内での連携強化も進み、活動母体である健康づくり課での介入人数は、前年度に比べ増加している。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 後期高齢者医療制度の適正な運用については、成果に即効性はなく、継続して事業を進めることで目標が達成されていくものと考える。両事業とも今後においても、事

今後の方向性 □ 拡大　　　　 業への参加を促すための工夫をして、成果が得られるよ

1

う継続していく。

（改

頁

善措置等） □ 縮小　

令

　　　 

□ 改善　　

和

　　 

 6年度　　事務事業

No.

評

事務事業名 活動内容 コ

価

スト（事業費：千円）

表

後期高齢者医療健康診

（

査等事業 令和　５年度

個

令和　６年度 令和　６

票

年度 令和　７年度 令和

）

　５年度 令和　６年度

課

令和　６年度 令和　７

名

年度
活動指標名 単位

実

社

績 計画 実績 計画 決算 当

会

初予算 決算 当初予算
全

福

体事業概要
①

健康診査

祉

受診者数 人 7,150

部

8,000 7,385

保

8,500
高齢者人口

険

の増加等により、後期

年

高齢者医療制度にお
け

金

る医療費が増加するな

課

か、被保険者の健康維

作

持・増 120,498

成

138,213 124

日

,867 141,98

令

2
進を図り、１人当り

和

の負担を抑えていくた

　

め、静岡県
②

人間ドッ

７

ク受診者数 人 165 1

年

73 188 175
後期

　

高齢者医療広域連合か

８

らの委託により、健康

月

診査
事業及び人間ドッ

　

ク事業を実施する。 令

１

和　８年度の優先度

③

日

1 　□ Ａ　　　 □



策

得に一定の成果を上げ

名

たが、加熱する返礼品

財

競争の中で、三島市の

政

返礼品が前年度を大き

運

く上回るまで
■ 進展

営

なし     
には至

基

らなかったことが原因

本

である。
□ 維持　■

目

 拡大 中間事業者の変

標

更による地域密着型の

共

運営体制へと変更し、

に

また検索連動型広告を

創

中心としたＰＲや返礼

る

品の充
事業区分 □ 自

持

治事務   □ 法定

続

受託   □ その他

的

今後の方向性 □ 縮小

に

　□ 改善 実等により

発

寄附件数、寄附金額の

展

更なる増加を目指し、

す

貴重な財源の確保に努

る

める。
（改善措置等）

ま

□ 休止　□ 終了
計

ち

画対象 ■ 実施計画査

要

定対象  □ 行政改

施

革対象 
□ 廃止　　

策

　　 

※決算額につい

の

ては、端数処理により

目

、他資料の決算額と差

的

異が生じている場合も

中

あります。

長期的視野に基づく、適正で持続可能な財政運営を図り、市民ニーズに的確に対応すること。

施策の方向 計画的な財政運営

ふるさと納税寄附金は、前年度と比べると寄附件数は50件の増、寄附金額は約450万円の増と増加し、当市の貴重な財源となっている。
□ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
■ 進展なし     

□ 維持　　　　 中間事業者の変更による地域密着型の運営体制へと変更し、また検索連動型広告を中心としたＰＲや返礼品の充実等により寄附件数、寄附金額の更なる増加を目指し、

今後の方向性 ■ 拡大　　　　 貴重な財源の確保に努める。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1

No. 事務事業

頁

名 活動内容 コスト（事

令

業費：千円）

ふるさと

和

納税推進事業 令和　５

 

年度 令和　６年度 令和

6

　６年度 令和　７年度

年

令和　５年度 令和　６

度

年度 令和　６年度 令和

　

　７年度
活動指標名 単

　

位
実績 計画 実績 計画 決

事

算 当初予算 決算 当初予

務

算
全体事業概要

①
ふる

事

さと納税寄附金額 千円

業

337,060 350

評

,000 344,16

価

7 380,000
返礼

表

品を充実させることに

（

より、ふるさと納税寄

個

附金
を通して全国から

票

三島市を応援してもら

）

う。また、ふ 160,

課

032 168,109

名

164,972 225

財

,000
るさと納税ポ

政

ータルサイトを増設す

経

るなど寄附金を募
②

ふ

営

るさと納税を募るため

部

件 6 6 6 6
っていく。

財

の三島市や返礼品のＰ

政

Ｒ
活動 令和　８年度の

課

優先度

③1 　□ Ａ　

作

　　 □ Ｂ　　　 

成

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

日

　

令和６年度は、前年

令

度と比べると寄附件数

和

は50件の増、寄附金

　

額は約450万円の増

７

となり当市の貴重な財

年

源とな
□ 計画どおり

　

   
令和　６年度 っ

８

ているものの、計画額

月

に達しない結果となっ

　

た。これは、ふるさと

１

GOなど新たに３つの

日

ポータルサイトを開設

概

□ 遅延      

施

   
の評価 し寄附獲



策

 計画どおり   
令

名

和　６年度 適合となっ

財

た工事はなかった。
□

政

 遅延       

運

  
の評価 検査員連絡

営

会及び検査臨場につい

基

ては、延べ3人が出席

本

した。連絡会へ参加し

目

、各市町の情報交換を

標

行い検査技
□ 進展な

共

し     
術の向上

に

に寄与した。
■ 維持

創

　□ 拡大 検査員連絡

る

会及び検査臨場への参

持

加については、令和6

続

年度参加でき、検査技

的

術の向上に結び付いた

に

ため今後も
事業区分 □

発

 自治事務   □ 

展

法定受託   □ そ

す

の他
今後の方向性 □ 

る

縮小　□ 改善 再び参

ま

加をしていく。
（改善

ち

措置等）□ 休止　□

要

 終了
計画対象 □ 実

施

施計画査定対象  □

策

 行政改革対象 
□ 

の

廃止　　　　 

※決算

目

額については、端数処

的

理により、他資料の決

中

算額と差異が生じてい

長

る場合もあります。

期的視野に基づく、適正

No. 事務事業

で

名 活動内容 コスト（事

持

業費：千円）

電子入札

続

の推進 令和　５年度 令

可

和　６年度 令和　６年

能

度 令和　７年度 令和　

な

５年度 令和　６年度 令

財

和　６年度 令和　７年

政

度
活動指標名 単位

実績

運

計画 実績 計画 決算 当初

営

予算 決算 当初予算
全体

を

事業概要
①

電子入札利

図

用率 ％ 100 90 10

り

0 90
公共事業のコス

、

ト削減と質の向上を図

市

るため電子入札
システ

民

ムを活用し、事務手続

ニ

の簡素化・効率化によ

ー

る 1,414 1,42

ズ

6 1,426 1,36

に

0
負担の軽減を図ると

的

ともに、 公正かつ競

確

争性・透明
②性の高い

に

入札を目指す。
 令和

対

　８年度の優先度

③2

応

　□ Ａ　　　 □ 

す

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

る

　 □ Ｄ　

静岡県共

こ

同利用電子入札システ

と

ムを利用して入札を行

。

った工事の件数は94

施

件（落札件数80件+

策

不調不落件数14件
■

の

 計画どおり   
令

方

和　６年度 ）だが、紙

向

入札の対応が1件もな

公

かったため、100％

共

の実績となった。
□ 

事

遅延        

業

 
の評価

□ 進展なし

の

     

■ 維持　

コ

□ 拡大 静岡県共同利

ス

用電子入札システムは

ト

、現状において入札事

削

務における効率性や利

減

便性、また入札執行に

と

おける透
事業区分 □ 

質

自治事務   □ 法

の

定受託   □ その

向

他
今後の方向性 □ 縮

上

小　□ 改善 明性が十

工

分に発揮されているた

事

め、今後についても継

成

続して加入を維持する

績

。
（改善措置等）□ 

評

休止　□ 終了
計画対

定

象 □ 実施計画査定対

平

象  □ 行政改革対

均

象 
□ 廃止　　　　

点

 

については計画値を達成できており、工事に関して一定の品質を確保できている。
■ 計画どおり   

令和　６年度 当市の工事における静岡県共同利用電子入札システムの利用率は、継続して目標を超える90％以上を保っているため、事務手続の簡素化と効率化が行われており、また
□ 遅延         

の評価 公正かつ透明性の高い入札が確保されている。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 工事成績評定平均点については、一定の品質を確保できるように今後も78.0点を目標とする。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 静岡県共同利用電子入札システムの利用により、入札事務における効率性や利便性、また入札執行における透明性が十分に発揮されているため、今後も9割以上の利用

（改善措置等） □

1

 縮小　　　　 率を

頁

目標とする。
□ 改善

令

　　　　 

和 6年度　　事務事

N

業

o. 事務事業名 活動内

評

容 コスト（事業費：千

価

円）

一般諸経費 令和　

表

５年度 令和　６年度 令

（

和　６年度 令和　７年

個

度 令和　５年度 令和　

票

６年度 令和　６年度 令

）

和　７年度
活動指標名

課

単位
実績 計画 実績 計画

名

決算 当初予算 決算 当初

財

予算
全体事業概要

①
工

政

事成績評定平均点 点 7

経

6.3 76.5 77.

営

9 78.0
公共工事の

部

品質確保に必要となる

財

高度な検査技術を習
得

政

するため、講習会や研

課

修会への出席や、県都

作

市検査 248 316 2

成

36 327
員連絡会を

日

通して最新情報の収集

令

を行い、技術知識の
②

和

検査員連絡会及び検査

　

臨 人 3 3 3 3
向上を図

７

る。 場参加人数

令和　

年

８年度の優先度

③1 　

　

□ Ａ　　　 □ Ｂ

８

　　　 □ Ｃ　　　

月

 □ Ｄ　

工事成績評

　

定平均点は77.9点

１

で76.5点を上回る

日

ものであった。各工事

概

を厳正に検査した結果

施

の評定点であり、不
■



１

整備も予定されている

日

ことから、劣化状
況を

概

見極めながら、必要最

施

低限の範囲に留めるこ

策

とに 令和　８年度の優

名

先度
より、経費の削減

財

に努めながら、実施し

政

ていく。
③1 　□ Ａ

運

　　　 □ Ｂ　　　

営

 □ Ｃ　　　 □ 

基

Ｄ　

消防計画に基づき

本

年2回の自主検査を実

目

施し、建物構造、防火

標

施設及び避難施設など

共

の点検を行った。また

に

、庁
■ 計画どおり 

創

  
令和　６年度 舎の

る

適正な管理の下、事後

持

保全としての修繕等を

続

実施し庁舎機能の保全

的

及び庁舎内外の秩序を

に

維持することがで
□ 

発

遅延        

展

 
の評価 きた。

□ 進

す

展なし     

■ 

る

維持　□ 拡大 経費の

ま

削減に努めながら、引

ち

き続き庁舎の適正な保

要

守や管理を行い、庁舎

施

機能の保全及び庁舎内

策

外の秩序を維持
事業区

の

分 □ 自治事務   

目

□ 法定受託   □

的

 その他
今後の方向性

中

□ 縮小　□ 改善 し

長

ていく。
（改善措置等

期

）□ 休止　□ 終了

的

計画対象 □ 実施計画

視

査定対象  □ 行政

野

改革対象 
□ 廃止　

に

　　　 

※決算額につ

基

いては、端数処理によ

づ

り、他資料の決算額と

く

差異が生じている場合

、

もあります。

適正で持続可能な財政運

No. 事務事業名 活動

営

内容 コスト（事業費：

を

千円）

財産管理事業 令

図

和　５年度 令和　６年

り

度 令和　６年度 令和　

、

７年度 令和　５年度 令

市

和　６年度 令和　６年

民

度 令和　７年度
活動指

ニ

標名 単位
実績 計画 実績

ー

計画 決算 当初予算 決算

ズ

当初予算
全体事業概要

に

①
普通財産の草刈り及

的

び市 件 1 １ 1 1
未利用

確

普通財産の処分等を推

に

進するとともに、普通

対

財 有林の枝打等の実施

応

件数
産の雑草繁茂によ

す

る草刈りと、市有林の

る

枝打ち等を実 1,24

こ

9 664 578 664

と

施し、普通財産の適正

。

管理を行う。
②

令和　

施

８年度の優先度

③2 　

策

□ Ａ　　　 □ Ｂ

の

　　　 □ Ｃ　　　

方

 □ Ｄ　

令和6年度

向

は、未利用普通財産（

持

土地）について14件

続

の処分（内訳：廃水路

的

敷の売払い8件、廃道

な

路敷の売払い5
■ 計

施

画どおり   
令和　

設

６年度 件、最終処分場

サ

代替地の売払い1件）

ー

を行ったほか、普通財

ビ

産の草刈りを実施した

ス

。
□ 遅延     

の

    
の評価

□ 進

提

展なし     

■ 

供

維持　□ 拡大 引き続

三

き未利用普通財産の処

島

分等を進めるとともに

市

、普通財産の適正管理

公

に努める。
事業区分 □

共

 自治事務   □ 

施

法定受託   □ そ

設

の他
今後の方向性 □ 

包

縮小　□ 改善
（改善

括

措置等）□ 休止　□

管

 終了
計画対象 □ 実

理

施計画査定対象  □

業

 行政改革対象 
□ 

務

廃止　　　　 

委託では、庁舎等85施設の維持管理に努め、保守管理業務については288件の業務を実施したほか。緊急修繕業務については、巡回点検に
■ 計画どおり   

令和　６年度 よる不具合箇所の発見や施設管理者からの修繕依頼に基づき2,059件の修繕を実施した。このような中、庁舎の維持管理においては、新庁舎の整備が計画されているこ
□ 遅延         

の評価 とから、事後保全を主体とした維持管理とし、必要最低限の修繕に努めた。また、普通財産の処分においては、未利用地等3件の売却処分を行った。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 三島市公共施設包括管理業務委託については、令和5年度から蓄積された実績や経験等を踏まえながら、より円滑な施設維持管理を目指す

1

。庁舎の維持管理につ

頁

いては

今後の方向性 □

令

 拡大　　　　 、事

和

後保全としての必要最

 

低限の修繕を実施する

6

とともに、定期的な点

年

検により施設の機能不

度

全・事故の防止に努め

　

ていく。また、未利用

　

普通財産の処分を引き

事

続き推

（改善措置等）

務

□ 縮小　　　　 進

事

する。
□ 改善　　　

業

　  

評価表（個票） 課名 財

No.

政

事務事業名 活動内容 コ

経

スト（事業費：千円）

営

庁舎維持管理事業 令和

部

　５年度 令和　６年度

公

令和　６年度 令和　７

共

年度 令和　５年度 令和

財

　６年度 令和　６年度

産

令和　７年度
活動指標

保

名 単位
実績 計画 実績 計

全

画 決算 当初予算 決算 当

課

初予算
全体事業概要

①

作

消防計画に基づく自主

成

検 件 2 2 2 2
庁舎（本

日

庁舎・中央町別館・大

令

社町別館）については

和

査
、多くの市民が利用

　

するため、適切・確実

７

な各種設備 69,85

年

0 64,336 67,

　

646 67,086
等

８

の保守点検や修繕を実

月

施していく必要がある

　

。しか
②し、新庁舎の



１

基づく施 件 2 0 2 0
こ

日

のため、個別施設計画

概

に基づいて、建物の適

施

正管理 設の処分の件数

策

及び長寿命化、公共施

名

設のスリム化等に関す

財

る取り組 令和　８年度

政

の優先度
みを実施して

運

いくことで、必要な施

営

設機能を維持し、
③

個

基

別施設計画に基づく施

本

件 0 0 0 0
3 財政負担

目

の軽減や利便性の向上

標

を図っていく。 設の複

共

合化等の件数 　□ Ａ

に

　　　 □ Ｂ　　　

創

 □ Ｃ　　　 □ 

る

Ｄ　

三島市公共施設包

持

括管理業務委託を新た

続

に締結し、庁舎など8

的

5施設の維持管理水準

に

の向上に努め、保守点

発

検業務
■ 計画どおり

展

   
令和　６年度 に

す

ついて288件の業務

る

を実施したほか、緊急

ま

修繕業務については、

ち

巡回点検による不具合

要

箇所の発見や施設管理

施

□ 遅延      

策

   
の評価 者からの

の

修繕依頼に基づき2,

目

059件の修繕を実施

的

した。また、令和5年

中

度に用途廃止となった

長

長伏プール管理棟の
□

期

 進展なし     

的

解体を行い、また、旧

視

西幼稚園敷地の売却に

野

向け、売却の際に支障

に

となるプールや遊具基

基

礎の解体を実施した。

づ

■ 維持　□ 拡大 三

く

島市公共施設包括管理

、

業務委託については、

適

過年度における実績や

正

経験等を踏まえながら

で

、より円滑な施設維
事

持

業区分 □ 自治事務 

続

  □ 法定受託  

可

 □ その他
今後の方

能

向性 □ 縮小　□ 改

な

善 持管理を目指す。ま

財

た、用途廃止等により

政

不用となった財産につ

運

いては、個別施設計画

営

に基づき処分等を推進

を

し
（改善措置等）□ 

図

休止　□ 終了 ていく

り

。
計画対象 □ 実施計

、

画査定対象  □ 行

市

政改革対象 
□ 廃止

民

　　　　 

※決算額に

ニ

ついては、端数処理に

ー

より、他資料の決算額

ズ

と差異が生じている場

に

合もあります。

的確に対応すること。

施策の方向 持続的な施設サービスの提供

三島市公共施設包括管理業務委託では、庁舎等85施設の維持管理に努め、保守管理業務については288件の業務を実施したほか。緊急修繕業務については、巡回点検に
■ 計画どおり   

令和　６年度 よる不具合箇所の発見や施設管理者からの修繕依頼に基づき2,059件の修繕を実施した。このような中、庁舎の維持管理においては、新庁舎の整備が計画されているこ
□ 遅延         

の評価 とから、事後保全を主体とした維持管理とし、必要最低限の修繕に努めた。また、普通財産の処分においては、未利用地等3件の売却処分を行った。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 三島市公共施設包括管理業務委託については、令和5年度から蓄積された実績や経験等を踏まえながら、より円滑な施設維持管理を目指す

2

。庁舎の維持管理につ

頁

いては

今後の方向性 □

令

 拡大　　　　 、事

和

後保全としての必要最

 

低限の修繕を実施する

6

とともに、定期的な点

年

検により施設の機能不

度

全・事故の防止に努め

　

ていく。また、未利用

　

普通財産の処分を引き

事

続き推

（改善措置等）

務

□ 縮小　　　　 進

事

する。
□ 改善　　　

業

　  

評価表（個票） 課名 財

No.

政

事務事業名 活動内容 コ

経

スト（事業費：千円）

営

公共施設保全計画運用

部

事業 令和　５年度 令和

公

　６年度 令和　６年度

共

令和　７年度 令和　５

財

年度 令和　６年度 令和

産

　６年度 令和　７年度

保

活動指標名 単位
実績 計

全

画 実績 計画 決算 当初予

課

算 決算 当初予算
全体事

作

業概要
①

包括施設管理

成

委託件数 件 1 1 1 1
公

日

共施設の老朽化が進ん

令

でいるため、利用者の

和

安全確
保が課題となっ

　

ており、また、改修や

７

建替えに莫大な 477

年

,888 497,04

　

4 504,996 50

８

8,463
費用がかか

月

ることが推計されてい

　

る。
②

個別施設計画に



１

クコメントの実施し、

日

令和７年１月に基本構

概

想を策定するこ
■ 計

施

画どおり   
令和　

策

６年度 とができた。な

名

お、三島市新庁舎整備

財

検討委員会は当初、基

政

本構想案のパブリック

運

コメント実施の前後で

営

、計２
□ 遅延   

基

      
の評価 回

本

の開催を予定していた

目

が、パブリックコメン

標

ト後の修正が一部であ

共

ったことから、２回目

に

の委員会は開催せず
□

創

 進展なし     

る

書面での報告としたた

持

め、開催は１回となっ

続

た。
■ 維持　□ 拡

的

大 新庁舎整備に向けて

に

、引き続き三島市新庁

発

舎整備検討委員会を開

展

催するとともに、市民

す

等からの意見を広く伺

る

い
事業区分 □ 自治事

ま

務   □ 法定受託

ち

   □ その他
今後

要

の方向性 □ 縮小　□

施

 改善 ながら、基本計

策

画の策定に向けて事業

の

を継続していく。
（改

目

善措置等）□ 休止　

的

□ 終了
計画対象 ■ 

中

実施計画査定対象  

長

□ 行政改革対象 
□

期

 廃止　　　　 

※決

的

算額については、端数

視

処理により、他資料の

野

決算額と差異が生じて

に

いる場合もあります。

基づく、適正で持続可能

No. 事務事

な

業名 活動内容 コスト（

財

事業費：千円）

庁舎建

政

設基金積立金 令和　５

運

年度 令和　６年度 令和

営

　６年度 令和　７年度

を

令和　５年度 令和　６

図

年度 令和　６年度 令和

り

　７年度
活動指標名 単

、

位
実績 計画 実績 計画 決

市

算 当初予算 決算 当初予

民

算
全体事業概要

①
庁舎

ニ

建設基金の積立 千円 2

ー

62,515 110,

ズ

697 100,801

に

110,697
老朽化

的

、狭隘化、分散化して

確

いる現庁舎を建て替え

に

る
ため、昭和63年度

対

に庁舎建設基金を創設

応

し、積み立て 262,

す

515 30,350 1

る

00,801 32,2

こ

27
を行ってきている

と

。
②

令和　８年度の優

。

先度

③2 　□ Ａ　　

施

　 □ Ｂ　　　 □

策

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

の

令和6年度は、基金運

方

用利子分1,048,

向

709円のほか、一般

新

財源繰入分として99

庁

,751,963円、

舎

合わせて100,80

建

0,672
■ 計画ど

設

おり   
令和　６年

の

度 円の積み立てを行っ

検

た。
□ 遅延    

討

     
の評価

□ 

基

進展なし     

■

本

 維持　□ 拡大 今後

構

においても、基金への

想

積み立てを確実に行っ

の

ていく。
事業区分 □ 

策

自治事務   □ 法

定

定受託   □ その

に

他
今後の方向性 □ 縮

あ

小　□ 改善
（改善措

た

置等）□ 休止　□ 

り

終了
計画対象 □ 実施

三

計画査定対象  □ 

島

行政改革対象 
□ 廃

市

止　　　　 

新庁舎整備検討委員会や市民アンケート、パブリックコメントを実施し、市民や有識者等から新庁舎整備事業に係る意見や提案を得るこ
■ 計画どおり   

令和　６年度 とで、新庁舎整備基本構想を策定することができた。また、庁舎建設基金積立金については、100,800,672円の積み立てを行い、令和６年度末基金現在高は1,851,848,8
□ 遅延         

の評価 52円となった。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 新庁舎整備に向けて、引き続き三島市新庁舎整備検討委員会を開催するとともに、市民等からの意見を広く伺いながら、基本計画の策定に向けて事業を継続していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 また、庁舎建設基金積立金については、引き続き確実な積み立て

1

を行っていく。

（改善

頁

措置等） □ 縮小　　

令

　　 

□ 改善　　　

和

　 

 6年度　　事務事業

No. 事

評

務事業名 活動内容 コス

価

ト（事業費：千円）

新

表

庁舎整備事業 令和　５

（

年度 令和　６年度 令和

個

　６年度 令和　７年度

票

令和　５年度 令和　６

）

年度 令和　６年度 令和

課

　７年度
活動指標名 単

名

位
実績 計画 実績 計画 決

財

算 当初予算 決算 当初予

政

算
全体事業概要

①
新庁

経

舎建設に係る市民ワ 回

営

1 0 0 3
現庁舎は、3

部

館に分散配置されてい

公

ることに加え、施 ーク

共

ショップの開催
設の老

財

朽化、利便性の問題な

産

ど様々な問題を抱えて

保

い 15,242 2,6

全

56 2,096 32,

課

105
ることから、市

作

制90周年にあたる令

成

和13年度の供用開
②

日

三島市新庁舎整備検討

令

委 回 2 2 1 3
始に向け

和

て、建設の準備を進め

　

ていく。 員会の開催

令

７

和　８年度の優先度

③

年

1 　□ Ａ　　　 □

　

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

８

　　 □ Ｄ　

新庁舎

月

整備検討委員会や市民

　

アンケート、パブリッ



策

報システムを中心とし

名

た各システムを活用し

財

、固定資産の正確な価

政

格の算定及び課税情報

運

の
（改善措置等）□ 

営

休止　□ 終了 整理を

基

効率的に行っていく。

本

また、今後は、現在、

目

旧土地・家屋台帳等の

標

紙ベースで管理されて

共

いる課税資料の
計画対

に

象 ■ 実施計画査定対

創

象  □ 行政改革対

る

象 
□ 廃止　　　　

持

 電子データ化及び登

続

記の異動に伴う入力作

的

業のＯＡ化進めること

に

で、さらなる業務効率

発

の向上を図っていく。

展

※決算額については、

す

端数処理により、他資

る

料の決算額と差異が生

ま

じている場合もありま

ち

す。

要 施策の目的 中長期的視野に基づく、適正で持続可能な財政運営を図り、市民ニーズに的確に対応すること。

施策の方向 計画的な財政運営

□ 計画どおり   
令和　６年度

□ 遅延         
の評価

□ 進展なし     

□ 維持　　　　 

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

固定資産税課税資料整備事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度
活動指標名 単位

実績 計画 実績 計画 決算 当初予算 決算 当初予算
全体事業概要

①
家屋課税情報の電子デー 件 539 500 544 500

効率的な固定

1

資産税の評価及び課税

頁

の適正化のため、 タ登

令

録件数
不動産鑑定によ

和

り土地の適正な価格を

 

算出し、土地家 25,

6

046 23,576 2

年

3,559 52,60

度

7
屋現況図データなど

　

の各種システムによる

　

課税資料の
②管理を行

事

う。

令和　８年度の優

務

先度

③1 　□ Ａ　　

事

　 □ Ｂ　　　 □

業

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

評

令和5年中に異動があ

価

った固定資産の課税情

表

報を地理情報システム

（

、家屋評価システム、

個

家屋課税情報管理シス

票

■ 計画どおり   

）

令和　６年度 テム等に

課

令和6年度課税情報と

名

して登録し適切に管理

財

することで、課税業務

政

を迅速かつ効率的に処

経

理することが
□ 遅延

営

         
の

部

評価 出来た。また、令

課

和7年度課税に向けて

税

、それらのシステムを

課

用いて作成した資料を

作

活用し、固定資産の正

成

確な
□ 進展なし  

日

   
価格算定を行う

令

ことで適正な課税処理

和

を行うことができた。

　

■ 維持　□ 拡大 住

７

民からの多様な要求に

年

対して適切な対応が求

　

められる中で、固定資

８

産税の適正な課税処理

月

を行うために、今後
事

　

業区分 □ 自治事務 

１

  □ 法定受託  

日

 □ その他
今後の方

概

向性 □ 縮小　□ 改

施

善 も引き続き、地理情



概

　　　 □ Ｃ　　　

施

 □ Ｄ　

計画は下回

策

っているが、適切な催

名

告、財産調査、滞納処

財

分により、収納率の維

政

持は図られた。
■ 計

運

画どおり   
令和　

営

６年度
□ 遅延   

基

      
の評価

□

本

 進展なし     

目

■ 維持　□ 拡大 引

標

き続き、新たな滞納繰

共

越の抑制と、収納率の

に

維持を図るため、継続

創

的な財産調査、滞納処

る

分を実施する。
事業区

持

分 □ 自治事務   

続

□ 法定受託   □

的

 その他
今後の方向性

に

□ 縮小　□ 改善
（

発

改善措置等）□ 休止

展

　□ 終了
計画対象 □

す

 実施計画査定対象 

る

 □ 行政改革対象 

ま

□ 廃止　　　　 

※

ち

決算額については、端

要

数処理により、他資料

施

の決算額と差異が生じ

策

ている場合もあります

の

。

目的 中長期的視野に基

No. 事務

づ

事業名 活動内容 コスト

く

（事業費：千円）

滞納

、

整理回収事業 令和　５

適

年度 令和　６年度 令和

正

　６年度 令和　７年度

で

令和　５年度 令和　６

持

年度 令和　６年度 令和

続

　７年度
活動指標名 単

可

位
実績 計画 実績 計画 決

能

算 当初予算 決算 当初予

な

算
全体事業概要

①
納税

財

相談件数 件 9,068

政

8,500 8,186

運

8,500
納税の公平

営

性の担保のため、長期

を

・高額の滞納案件に
つ

図

いて、納税相談等を通

り

じて自主納付の勧奨を

、

図ると 2,619 4,

市

055 3,341 5,

民

752
ともに、適宜、

ニ

滞納処分を実施する。

ー

②

令和　８年度の優先

ズ

度

③2 　□ Ａ　　　

に

 □ Ｂ　　　 □ 

的

Ｃ　　　 □ Ｄ　

計

確

画は下回っているが、

に

夜間・休日納税相談を

対

実施しているほか、納

応

付が困難な市民のため

す

、状況に応じた分割
■

る

 計画どおり   
令

こ

和　６年度 納付の提案

と

など納税者に寄り添っ

。

た柔軟できめ細やかな

施

納税相談を行っている

策

。
□ 遅延     

の

    
の評価

□ 進

方

展なし     

■ 

向

維持　□ 拡大 時局を

計

捉えた滞納整理を進め

画

るとともに、経済情勢

的

の変化に対応し、納税

な

者に寄り添った納税相

財

談を行い、滞納
事業区

政

分 □ 自治事務   

運

□ 法定受託   □

営

 その他
今後の方向性

キ

□ 縮小　□ 改善 繰

ャ

越額の縮減及び収納率

ッ

の維持を図る。
（改善

シ

措置等）□ 休止　□

ュ

 終了  
計画対象 □ 

レ

実施計画査定対象  

ス

□ 行政改革対象 
□

決

 廃止　　　　 

済等の多様で利便性の高い納付手段の整備、適正な催告、財産調査、滞納処分により、滞納繰越額の縮減及び成果指標とする収納率はほぼ維持するこ
■ 計画どおり   

令和　６年度 とができた。
□ 遅延         

の評価 滞納繰越額　Ｒ５　214,869,789　　Ｒ６　210,288,888
□ 進展なし     

収納率　　　Ｒ５　98.74％　　　　Ｒ６　98.73％
■ 維持　　　　 コロナ禍により悪化した経済情勢は回復基調が続いているが、円安等による原材料費の上昇による景気悪化、物価高騰による家計悪化の懸念は払拭できず、依然余談を

今後の方向性 □ 拡大　　　　 許さない状況であることを踏まえ、更なる多様で利便性の高い納付手段の整備、時局を捉えた滞納整理を進め、新たな滞納

1

繰越額を抑制するとと

頁

もに、現年度課税分の

令

（改善措置等） □ 縮

和

小　　　　 滞納対策

 

に重点を置き、継続的

6

な財産調査、滞納処分

年

を実施し、収納率の維

度

持を図る。
□ 改善　

　

　　　 

　事務事業評価表（個

No

票

. 事務事業名 活動内容

）

コスト（事業費：千円

課

）

収税特別対策事業 令

名

和　５年度 令和　６年

財

度 令和　６年度 令和　

政

７年度 令和　５年度 令

経

和　６年度 令和　６年

営

度 令和　７年度
活動指

部

標名 単位
実績 計画 実績

市

計画 決算 当初予算 決算

税

当初予算
全体事業概要

収

①
財産調査件数 件 24

納

,606 33,000

課

27,631 33,0

作

00
行財政運営を支え

成

る市税収入の確保のた

日

め、納期内納
付の推進

令

や納税環境の整備を図

和

るとともに、滞納者の

　

17,022 21,3

７

91 20,827 24

年

,176
財産状況等を

　

的確に把握することを

８

通じて、滞納の早
②期

月

解消を目指し、収納率

　

の向上を図る。

令和　

１

８年度の優先度

③1 　

日

□ Ａ　　　 □ Ｂ



概

1.8％で県内3位と

施

他の女性参画の指標で

策

も高水準を維持して
□

名

 進展なし     

男

いる。
□ 維持　□ 

女

拡大 庁内で審議会にお

共

ける女性の登用率の現

同

状と目標を共有し、委

参

員改選の機会等に、よ

画

り積極的に女性を登用

基

する
事業区分 □ 自治

本

事務   □ 法定受

目

託   □ その他
今

標

後の方向性 □ 縮小　

未

■ 改善 よう引き続き

来

呼びかけを強化してい

に

く。
（改善措置等）□

つ

 休止　□ 終了
計画

な

対象 □ 実施計画査定

ぐ

対象  □ 行政改革

人

対象 
□ 廃止　　　

材

　 

※決算額について

を

は、端数処理により、

育

他資料の決算額と差異

む

が生じている場合もあ

ま

ります。

ち

要 施策の目的 誰もが自分らしく個性と能力を発揮できる男女共同参画社会を実現すること。

施策の方向 あらゆる分野で誰もが活躍できるまちづくり

性別を問わず多様な意思を十分に反映した政策等の立案及び決定に向けて、市が設置する審議会の委員等の選出について、幅広い分野から偏りのない人材の登用し、特
■ 計画どおり   

令和　６年度 に女性の視点が施策に反映されるように各課に呼びかけを実施した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 市の審議会等委員に占める女性の割合が高水準を維持できるように継続して、庁内各課に呼びかけを実施する。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

No. 事務

令

事業名 活動内容 コスト

和

（事業費：千円）

政策

 

・方針決定過程への女

6

性の参画促進事業 令和

年

　５年度 令和　６年度

度

令和　６年度 令和　７

　

年度 令和　５年度 令和

　

　６年度 令和　６年度

事

令和　７年度
活動指標

務

名 単位
実績 計画 実績 計

事

画 決算 当初予算 決算 当

業

初予算
全体事業概要

①

評

市の審議会等委員に占

価

め ％ 31.6 38 32

表

.2 40
性別を問わず

（

多様な意思を十分に反

個

映した政策等の立 る女

票

性の割合
案及び決定に

）

向けて、審議会の委員

課

等の選出について 0 0

名

0 0
も幅広い分野から

企

偏りのない人材の登用

画

を進め、特に
②女性の

戦

視点が施策に反映され

略

るようにする。

令和　

部

８年度の優先度

③1 　

政

□ Ａ　　　 □ Ｂ

策

　　　 □ Ｃ　　　

企

 □ Ｄ　

市の審議会

画

等委員に占める女性の

課

割合は、令和6年4月

作

1日現在で、32.2

成

％と前年度より0.6

日

ポイント増加したもの

令

□ 計画どおり   

和

令和　６年度 の、計画

　

を7.8ポイント下回

７

っている。しかし、県

年

内5位の高水準の登用

　

率を維持している。ま

８

た、市女性管理職
■ 

月

遅延        

　

 
の評価 割合では、2

１

0.3％で県内1位、

日

議員の女性割合でも3



概

92％が「理解が深ま

施

った・ある程度理解が

策

深まった」と回答し、

名

多様な性のあ
□ 遅延

男

         
の

女

評価 り方と性について

共

生きづらさを感じてい

同

る人がいる現状につて

参

認識と理解を深めるこ

画

とができた。
□ 進展

基

なし     

■ 維

本

持　□ 拡大 引き続き

目

、職員への意識啓発に

標

加えて、講座実施等に

未

より企業や一般市民向

来

けへの啓発を行ってい

に

く。
事業区分 □ 自治

つ

事務   □ 法定受

な

託   □ その他
今

ぐ

後の方向性 □ 縮小　

人

□ 改善
（改善措置等

材

）□ 休止　□ 終了

を

計画対象 □ 実施計画

育

査定対象  □ 行政

む

改革対象 
□ 廃止　

ま

　　　 

※決算額につ

ち

いては、端数処理によ

要

り、他資料の決算額と

施

差異が生じている場合

策

もあります。

の目的 誰もが自分らしく個性と能力を発揮できる男女共同参画社会を実現すること。

施策の方向 多様性を尊重し自分らしく生きられるまちづくり

一般向けセミナーとして「えほんとジェンダー～誰ひとり取り残さない、多様な性が尊重される社会づくり～」を実施し、性の多様性の基礎知識や当事者が直面してい
■ 計画どおり   

令和　６年度 る問題等を学んだ。アンケートでは、回答者の92％が「理解が深まった・ある程度理解が深まった」と回答し、多様な性のあり方と性について生きづらさを感じている
□ 遅延         

の評価 人がいる現状について認識と理解を深めることができた
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 引き続き、職員への意識啓発に加えて、講座実施等により企業や一般市民向けへの啓発を行っていく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和 6年度　

No. 事務事業

　

名 活動内容 コスト（事

事

業費：千円）

多様な価

務

値観、人権と性を尊重

事

する意識づくり推進事

業

令和　５年度 令和　６

評

年度 令和　６年度 令和

価

　７年度 令和　５年度

表

令和　６年度 令和　６

（

年度 令和　７年度
活動

個

指標名 単位
業 実績 計画

票

実績 計画 決算 当初予算

）

決算 当初予算
全体事業

課

概要
①

多様な性のあり

名

方に関す 回 1 1 1 1
女

企

性も男性もすべての個

画

人が、互いにその人権

戦

を尊重 る意識啓発講座

略

の実施
し、性別に関係

部

なくその個性と能力を

政

十分に発揮でき 0 0 0

策

0
る男女共同参画社会

企

の実現に向けて、固定

画

的な性別役
②割分担意

課

識、性差に関する偏見

作

や様々な社会制度・慣

成

行の見直しに取り組む

日

。 令和　８年度の優先

令

度

③1 　□ Ａ　　　

和

 □ Ｂ　　　 □ 

　

Ｃ　　　 □ Ｄ　

一

７

般向けに「多様な性を

年

考えるセミナー」を実

　

施し、性の多様性の基

８

礎知識や当事者が直面

月

している問題等を学
■

　

 計画どおり   
令

１

和　６年度 んだ。アン

日

ケートでは、回答者の



概

６年度 関連するセミナ

施

ーを開催したところ、

策

参加者からのアンケー

名

トでは「とても参考に

男

なった・参考になった

女

」との
□ 遅延   

共

      
の評価 回

同

答が99％であり、誰

参

もが働きやすい職場環

画

境や家庭環境の整備を

基

推進することができた

本

。
□ 進展なし   

目

  

■ 維持　□ 拡

標

大 今後は、男性の育児

未

休業取得率及びワーク

来

ライフバランスの向上

に

のため、企業や子育て

つ

世代の男性等をターゲ

な

ッ
事業区分 □ 自治事

ぐ

務   □ 法定受託

人

   □ その他
今後

材

の方向性 □ 縮小　□

を

 改善 トにテーマを選

育

定し、啓発を行ってい

む

く。
（改善措置等）□

ま

 休止　□ 終了
計画

ち

対象 □ 実施計画査定

要

対象  □ 行政改革

施

対象 
□ 廃止　　　

策

　 

※決算額について

の

は、端数処理により、

目

他資料の決算額と差異

的

が生じている場合もあ

誰

ります。

もが自分らしく個性と能力を発揮できる男女共同参画社会を実現すること。

施策の方向 ともに支え合い安心して暮らせるまちづくり

令和6年度は三島市男女共同参画プランに基づき、企業の管理職や人事担当者を主な対象者として、ITベンチャー企業のサイボウズ青野社長による男女共同参画に関連
■ 計画どおり   

令和　６年度 するセミナーを実施し、ワークライフバランスの向上が組織成長につながるポイントを学ぶことで、誰もが働きやすい職場環境や家庭環境の整備を推進した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 引き続き、男女共同参画社会の推進に向けた様々なテーマでの啓発を行うとともに、男女双方にとってのワーク・ライフ・バランスの実現や男性の育児休業取得率の向

今後の方向性 □ 拡大　　　　 上のため、関係機関と連携しながらに事業を展開していく。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　

1

　　　 

頁

令和 6年度　　事

No

務

. 事務事業名 活動内容

事

コスト（事業費：千円

業

）

家庭における男女共

評

同参画推進事業 令和　

価

５年度 令和　６年度 令

表

和　６年度 令和　７年

（

度 令和　５年度 令和　

個

６年度 令和　６年度 令

票

和　７年度
活動指標名

）

単位
実績 計画 実績 計画

課

決算 当初予算 決算 当初

名

予算
全体事業概要

①
ワ

企

ーク・ライフ・バラン

画

回 2 1 1 1
男性が家事

戦

・育児・介護等を自ら

略

のことと捉え、主体 ス

部

の実現に向けた講座の

政

的に参画することを促

策

すため、男性の育児休

企

業の取得 開催回数 0 0

画

0 0
促進や長時間労働

課

の解消など働き方改革

作

に取り組み、
②家庭に

成

おいて男女が協力し、

日

責任を分かちあう環境

令

づ
くりを進める。 令和

和

　８年度の優先度

③1

　

　□ Ａ　　　 □ 

７

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

年

　 □ Ｄ　

企業の管

　

理職や人事担当者を主

８

な対象者として、IT

月

ベンチャー企業のサイ

　

ボウズ青野社長による

１

男女共同参画に
■ 計

日

画どおり   
令和　



概

、本市への移住定住 （

施

累計）
を促進する。 令

策

和　８年度の優先度

③

名

1 　□ Ａ　　　 □

住

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

環

　　 □ Ｄ　

オンラ

境

イン移住相談や県主催

・

移住相談会への参加な

移

どにより147件の移

住

住相談を受けた。
■ 

定

計画どおり   
令和

住

　６年度 移住アンバサ

基

ダーは新たに3名を任

本

命し、各自SNSでの

目

情報発信や移住イベン

標

トへの参加などを依頼

快

している。移
□ 遅延

適

         
の

で

評価 住後の生活に対す

暮

る感想や三島市の魅力

ら

を積極的に発信してお

し

り、移住促進に貢献し

や

ている。
□ 進展なし

す

     

□ 維持　

い

■ 拡大 引き続き移住

ま

相談や移住に関連する

ち

情報発信などを行うと

要

ともに、移住後の支援

施

や、民間事業者と連携

策

したお試
事業区分 □ 

の

自治事務   □ 法

目

定受託   □ その

的

他
今後の方向性 □ 縮

ラ

小　□ 改善 し宿泊体

イ

験、市内タクシー案内

フ

等を行う。
（改善措置

ス

等）□ 休止　□ 終

テ

了 移住アンバサダーの

ー

人数も毎年増やしなが

ジ

ら更なる情報発信の強

に

化を図る。
計画対象 □

よ

 実施計画査定対象 

っ

 □ 行政改革対象 

て

□ 廃止　　　　 

※

変

決算額については、端

化

数処理により、他資料

す

の決算額と差異が生じ

る

ている場合もあります

多

。

様な居住ニーズに応じ

No. 事務

て

事業名 活動内容 コスト

、

（事業費：千円）

国・

住

県支出金を伴う事業費

宅

補助金 令和　５年度 令

の

和　６年度 令和　６年

選

度 令和　７年度 令和　

択

５年度 令和　６年度 令

肢

和　６年度 令和　７年

を

度
活動指標名 単位

実績

提

計画 実績 計画 決算 当初

供

予算 決算 当初予算
全体

す

事業概要
①

移住・就業

る

支援補助金の 件 42 2

と

5 27 25
移住・就業

と

支援補助金 申請件数
東

も

京に在住または在勤の

に

方が、移住し、地域の

、

企業等 71,087 4

移

8,300 61,23

住

8 59,060
への就

・

業や起業、移住前の仕

定

事をテレワークで実施

住

す
②

結婚新生活支援補

の

助金の 件 39 30 41

取

30
る場合に補助金を

組

交付する。 申請件数
結

を

婚新生活支援補助金 令

進

和　８年度の優先度
経

め

済負担の軽減により若

、

者の婚姻を促進のため

良

、住宅
③2 の取得費用

質

、賃借費用及び引越費

な

用を補助金する。 　□

住

 Ａ　　　 □ Ｂ　

環

　　 □ Ｃ　　　 

境

□ Ｄ　

移住・就業支

を

援補助金について、コ

形

ロナ禍明けの出社頻度

成

の増加とテレワーク要

す

件が厳しくなったこと

る

により、
■ 計画どお

こ

り   
令和　６年度

と

令和5年度の件数と比

。

較すると減少した。結

施

婚新生活支援補助金に

策

ついて、市民課でのチ

の

ラシ配布や広報みしま

方

□ 遅延      

向

   
の評価 での積極

移

的な周知を行ったこと

住

により、申請件数が増

・

加した。
□ 進展なし

定

     

□ 維持　

住

■ 拡大 移住・就業支

促

援補助金は関係人口の

進

要件が拡充されたため

年

、Uターン移住者に向

数

けてより周知を行い、

回

結婚新生
事業区分 □ 

実

自治事務   □ 法

施

定受託   □ その

す

他
今後の方向性 □ 縮

る

小　□ 改善 活支援補

県

助金は民間企業への周

主

知に力を入れ、より多

催

くの方に利用いただけ

の

るよう尽力していく。

移

（改善措置等）□ 休

住

止　□ 終了
計画対象

相

■ 実施計画査定対象

談

  □ 行政改革対象

会

 
□ 廃止　　　　 

での相談件数は増加している。また、一部の企業でテレワークから従来の出社型の勤務形態への移行の動向が見られたことや、テレ
■ 計画どおり   

令和　６年度 ワークの要件が厳しくなったこともあり、「移住・就業支援補助金」の申請件数は減少となっているが、「奨学金返還支援補助金」は、就業要件を緩和したことにより
□ 遅延         

の評価 、申請件数は大幅に増加した。これらの取組みを進めることで、移住者の増加を目指していく。
□ 進展なし     

□ 維持　　　　 移住・就業支援補助金の周知を実施し、申請者の更なる増加をねらう。また、県主催の相談会への積極的な参加や、お試し移住体験の実施、移住アンバサダ

1

ーの人数増

今後の方向

頁

性 ■ 拡大　　　　 

令

加によるさらなる情報

和

発信の強化を行うとと

 

もに、奨学金返還支援

6

補助金の要件緩和を行

年

い、三島市へのUIタ

度

ーンの促進を図る。

（

　

改善措置等） □ 縮小

　

　　　　 

□ 改善　

事

　　　 

務事業評価表（個票）

No

課

. 事務事業名 活動内容

名

コスト（事業費：千円

企

）

移住・定住促進事業

画

令和　５年度 令和　６

戦

年度 令和　６年度 令和

略

　７年度 令和　５年度

部

令和　６年度 令和　６

政

年度 令和　７年度
活動

策

指標名 単位
実績 計画 実

企

績 計画 決算 当初予算 決

画

算 当初予算
全体事業概

課

要
①

移住相談　件数 件

作

161 120 147 1

成

25
オンラインによる

日

移住相談、移住セミナ

令

ーの実施、テ
レワーク

和

による移住者の受入体

　

制の強化、三島に移住

７

4,131 4,444

年

4,363 1,486

　

した市民自身が三島で

８

の生活を情報発信する

月

移住アン
②

移住アンバ

　

サダーの任命 人 13 1

１

2 16 15
バサダーに

日

よる情報発信等を行い



概

　 □ Ｃ　　　 □

施

 Ｄ　

ボイスキュー、

策

広報みしま、成人式で

名

のチラシの配布など地

住

道な周知努力が実を結

環

んだことに加え、就業

境

要件を
■ 計画どおり

・

   
令和　６年度 緩

移

和したことにより、R

住

6年度の交付件数は5

定

3件と前年度の12件

住

を大きく上回った。R

基

6年度から、認定制度

本

を廃止
□ 遅延   

目

      
の評価 と

標

したため、新規の認定

快

者数は0人となってい

適

る。
□ 進展なし  

で

   

□ 維持　■ 

暮

拡大 今後も継続して周

ら

知啓発を続けるととも

し

に、次年度は更に対象

や

者の拡充を狙い制度の

す

要件緩和を行う。
事業

い

区分 □ 自治事務  

ま

 □ 法定受託   

ち

□ その他
今後の方向

要

性 □ 縮小　□ 改善

施

（改善措置等）□ 休

策

止　□ 終了
計画対象

の

□ 実施計画査定対象

目

  □ 行政改革対象

的

 
□ 廃止　　　　 

ラ

※決算額については、

イ

端数処理により、他資

フ

料の決算額と差異が生

ス

じている場合もありま

テ

す。

ージによって変化する多様な居住ニーズに応じて、住宅の選択肢を提供するとともに、移住・定住の取組を進め、良質な住環境を形成すること。

施策の方向 移住・定住促進

年数回実施する県主催の移住相談会での相談件数は増加している。また、一部の企業でテレワークから従来の出社型の勤務形態への移行の動向が見られたことや、テレ
■ 計画どおり   

令和　６年度 ワークの要件が厳しくなったこともあり、「移住・就業支援補助金」の申請件数は減少となっているが、「奨学金返還支援補助金」は、就業要件を緩和したことにより
□ 遅延         

の評価 、申請件数は大幅に増加した。これらの取組みを進めることで、移住者の増加を目指していく。
□ 進展なし     

□ 維持　　　　 移住・就業支援補助金の周知を実施し、申請者の更なる増加をねらう。また、県主催の相談会への積極的な参加や、お試し移住体験の実施、移住アンバサダ

2

ーの人数増

今後の方向

頁

性 ■ 拡大　　　　 

令

加によるさらなる情報

和

発信の強化を行うとと

 

もに、奨学金返還支援

6

補助金の要件緩和を行

年

い、三島市へのUIタ

度

ーンの促進を図る。

（

　

改善措置等） □ 縮小

　

　　　　 

□ 改善　

事

　　　 

務事業評価表（個票）

No

課

. 事務事業名 活動内容

名

コスト（事業費：千円

企

）

市単独事業費補助金

画

令和　５年度 令和　６

戦

年度 令和　６年度 令和

略

　７年度 令和　５年度

部

令和　６年度 令和　６

政

年度 令和　７年度
活動

策

指標名 単位
実績 計画 実

企

績 計画 決算 当初予算 決

画

算 当初予算
全体事業概

課

要
①

奨学金返還支援補

作

助金の 人 22 25 22

成

30
奨学金返還支援補

日

助金 認定者数（累計）

令

三島市出身で大学等卒

和

業後、市内に居住し、

　

市内の中 1,399 2

７

,880 6,109 4

年

,080
小企業等で働

　

きながら奨学金を返還

８

する方に、その奨
②学

月

金の返還を最長5年間

　

補助する。

令和　８年

１

度の優先度

③3 　□ 

日

Ａ　　　 □ Ｂ　　



概

　　　 

※決算額につ

施

いては、端数処理によ

策

り、他資料の決算額と

名

差異が生じている場合

共

もあります。

創・コミュニティ 基本目標 共に創る持続的に発展するまち

要 施策の目的 市民が主体的にまちづくりや地域の活動などに参加し、相互に支え合う住みよい地域社会を形成すること。

施策の方向 共創のまちづくりの推進

令和6年度は、前年度に比べて官民連携による取組件数が増加したため、目標を達成した。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 引き続き、民間提案制度を活用して民間事業者からの提案を受付、各課と民間事業者のコーディネートや、市民・団体との協働事業を行っていく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

共創窓

1

口による官民共創の推

頁

進事業 令和　５年度 令

令

和　６年度 令和　６年

和

度 令和　７年度 令和　

 

５年度 令和　６年度 令

6

和　６年度 令和　７年

年

度
活動指標名 単位

実績

度

計画 実績 計画 決算 当初

　

予算 決算 当初予算
全体

　

事業概要
①

市民団体や

事

事業者との協 件 782

務

790 971 800
民

事

間事業者等からの提案

業

を一元的に受け付ける

評

窓口を 働・共創の取組

価

件数（累
設け、各課と

表

民間事業者のコーディ

（

ネートを行う。 計） 0

個

0 0 0

②

令和　８年度

票

の優先度

③1 　□ Ａ

）

　　　 □ Ｂ　　　

課

 □ Ｃ　　　 □ 

名

Ｄ　

令和6年度は、前

企

年度に比べて官民連携

画

による取組件数が増加

戦

したため、目標を達成

略

した。
■ 計画どおり

部

   
令和　６年度  

政

□ 遅延      

策

   
の評価

□ 進展

企

なし     

■ 維

画

持　□ 拡大 引き続き

課

、民間提案制度を活用

作

して民間事業者からの

成

提案を受付、各課と民

日

間事業者のコーディネ

令

ートや、市民
事業区分

和

□ 自治事務   □

　

 法定受託   □ 

７

その他
今後の方向性 □

年

 縮小　□ 改善 ・団

　

体との協働事業を行っ

８

ていく。
（改善措置等

月

）□ 休止　□ 終了

　

計画対象 □ 実施計画

１

査定対象  □ 行政

日

改革対象 
□ 廃止　



概

終了
計画対象 □ 実施

施

計画査定対象  □ 

策

行政改革対象 
□ 廃

名

止　　　　 

※決算額

共

については、端数処理

創

により、他資料の決算

・

額と差異が生じている

コ

場合もあります。

ミュニティ 基本目標 共に創る持続的に発展するまち

要 施策の目的 市民が主体的にまちづくりや地域の活動などに参加し、相互に支え合う住みよい地域社会を形成すること。

施策の方向 市民・NPO・企業などとの連携した活動の推進

共創の理念実現に向け、行政と民間企業で連携が取れるよう公民共創の研修を実施したが、参加人数は目標値を達成することができなかった。
□ 計画どおり   

令和　６年度
■ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 公民連携も視野に入れて地域の課題解決ができるよう共創研修等を引き続き実施し、共創人材の育成を推進していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務

1

事業名 活動内容 コスト

頁

（事業費：千円）

地方

令

創生人材育成事業 令和

和

　５年度 令和　６年度

 

令和　６年度 令和　７

6

年度 令和　５年度 令和

年

　６年度 令和　６年度

度

令和　７年度
活動指標

　

名 単位
実績 計画 実績 計

　

画 決算 当初予算 決算 当

事

初予算
全体事業概要

①

務

講座、セミナーの参加

事

者 人 216 250 23

業

6 300
第5次三島市

評

総合計画に掲げる共創

価

の理念を実現する 数（

表

累計）
ため、講座等を

（

通じ、行政と民間企業

個

の双方に連携の 0 0 0

票

0
核となる共創人材の

）

育成を行う。
②

令和　

課

８年度の優先度

③1 　

名

□ Ａ　　　 □ Ｂ

企

　　　 □ Ｃ　　　

画

 □ Ｄ　

共創の理念

戦

実現に向け、行政と民

略

間企業で連携が取れる

部

よう公民共創の研修を

政

実施したが、参加人数

策

は目標値を
□ 計画ど

企

おり   
令和　６年

画

度 達成することができ

課

なかった。
■ 遅延 

作

        
の評

成

価
□ 進展なし   

日

  

■ 維持　□ 拡

令

大 公民連携も視野に入

和

れて地域の課題解決が

　

できるよう共創研修等

７

を引き続き実施し、共

年

創人材の育成を推進し

　

て
事業区分 □ 自治事

８

務   □ 法定受託

月

   □ その他
今後

　

の方向性 □ 縮小　□

１

 改善 いく。
（改善措

日

置等）□ 休止　□ 



概

総合戦略の推進を図る

施

にあたり、様々な分野

策

の方々からの幅広い意

名

見を反映し取り組んで

行

いく必要があるが、令

政

事業区分 □ 自治事務

運

   □ 法定受託 

営

  □ その他
今後の

基

方向性 □ 縮小　□ 

本

改善 和8年度から総合

目

計画後期基本計画が開

標

始となり、総合戦略と

共

一体的の策定を行うた

に

め、進捗管理の方法に

創

つい
（改善措置等）□

る

 休止　□ 終了 ても

持

検討していく。
計画対

続

象 □ 実施計画査定対

的

象  □ 行政改革対

に

象 
□ 廃止　　　　

発

 

※決算額については

展

、端数処理により、他

す

資料の決算額と差異が

る

生じている場合もあり

ま

ます。

ち

要 施策の目的 行政課題に的確に対応し、質の高い行政サービスを提供し続けるため、効率的かつ効果的な行政運営を行うこと。

施策の方向 持続可能な行政運営

・予定通り各種会議を行うことができ、市の施策の方向等について意見を得ることができた。
■ 計画どおり   

令和　６年度 ・第5次総合計画の進捗状況の総括及び住むなら三島・総合戦略の進捗管理を行うことができた。
□ 遅延         

の評価 ・令和4年度から7年度を計画期間とする行政改革推進プランの進捗状況の管理及び令和6年度実績（見込みを含む）を行政改革市民懇話会に報告し、意見交換を行うこ
□ 進展なし     

とができた。
■ 維持　　　　 引き続き、各計画の指標を達成できるよう審議会の意見も取り入れつつ取り組んでいく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和 6年度

No. 事務事業名 活

　

動内容 コスト（事業費

　

：千円）

三島市総合戦

事

略推進事業 令和　５年

務

度 令和　６年度 令和　

事

６年度 令和　７年度 令

業

和　５年度 令和　６年

評

度 令和　６年度 令和　

価

７年度
活動指標名 単位

表

実績 計画 実績 計画 決算

（

当初予算 決算 当初予算

個

全体事業概要
①

まち・

票

ひと・しごと創生 回 1

）

1 1 1
第2期住むなら

課

三島総合戦略で掲げた

名

基本目標を達成 推進会

企

議の開催
するため、「

画

三島市まち・ひと・し

戦

ごと創生推進会議 59

略

0 135 113 131

部

」において、総合戦略

政

に位置づけた各施策や

策

事業の効
②果検証の結

企

果を報告し、助言を受

画

けつつ、総合戦略の
推

課

進を図る。 令和　８年

作

度の優先度

③1 　□ 

成

Ａ　　　 □ Ｂ　　

日

　 □ Ｃ　　　 □

令

 Ｄ　

令和7年3月2

和

5日に「まち・ひと・

　

しごと創生推進会議」

７

を開催し、「住むなら

年

三島・総合戦略」の進

　

捗管理を行
■ 計画ど

８

おり   
令和　６年

月

度 った。
□ 遅延  

　

       
の評価

１

□ 進展なし    

日

 

■ 維持　□ 拡大



概 施策名 行政運営 基本目標 共に創る持続的に発展するまち

要 施策の目的 行政課題に的確に対応し、質の高い行政サービスを提供し続けるため、効率的かつ効果的な行政運営を行うこと。

施策の方向 広域連携の強化

令和6年度は悪天候のため大雄山線とのコラボは実現できなかったが、その他で数多くの事業を連携し実施した。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 引き続き協議会で連携しながら事業を進めていく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

駿豆線沿線地域活性化協議会 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年

1

度 令和　６年度 令和　

頁

６年度 令和　７年度
活

令

動指標名 単位
実績 計画

和

実績 計画 決算 当初予算

 

決算 当初予算
全体事業

6

概要
①

連携事業の取組

年

件数 件 37 23 35 2

度

3
伊豆箱根鉄道住駿豆

　

線の沿線3市1町（三

　

島市、函南町
、伊豆の

事

国市、伊豆市）と伊豆

務

箱根鉄道（株）とで連

事

0 0 0 0
携し、沿線地

業

域の活性化と防災体制

評

の強化を図る。
②

令和

価

　８年度の優先度

③1

表

　□ Ａ　　　 □ 

（

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

個

　 □ Ｄ　

令和6年

票

度は悪天候のため大雄

）

山線とのコラボは実現

課

できなかったが、その

名

他で数多くの事業を連

企

携し実施した
■ 計画

画

どおり   
令和　６

戦

年度 。
□ 遅延   

略

      
の評価

□

部

 進展なし     

政

■ 維持　□ 拡大 引

策

き続き協議会で連携し

企

ながら事業を進めてい

画

く。
事業区分 □ 自治

課

事務   □ 法定受

作

託   □ その他
今

成

後の方向性 □ 縮小　

日

□ 改善
（改善措置等

令

）□ 休止　□ 終了

和

計画対象 □ 実施計画

　

査定対象  □ 行政

７

改革対象 
□ 廃止　

年

　　　 

※決算額につ

　

いては、端数処理によ

８

り、他資料の決算額と

月

差異が生じている場合

　

もあります。

１日



策

　 □ Ｂ　　　 □

名

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

多

広島市平和祈念式中学

文

生派遣事業を実施し、

化

若い世代に向けた平和

共

の重要性の意識醸成を

生

図ることができた。パ

・

■ 計画どおり   

平

令和　６年度 ネル・ポ

和

スター展開催について

基

も、計画通り実施でき

本

た。
□ 遅延    

目

     
の評価

□ 

標

進展なし     

■

未

 維持　□ 拡大 今後

来

も広島市中学生派遣事

に

業やパネル・ポスター

つ

展など平和推進事業を

な

計画通り実施し、引き

ぐ

続きより多くの人
事業

人

区分 □ 自治事務  

材

 □ 法定受託   

を

□ その他
今後の方向

育

性 □ 縮小　□ 改善

む

への平和への意識の醸

ま

成を図っていく。また

ち

、令和7年度は終戦8

要

0年に当たる年度であ

施

るため、より平和意識

策

醸
（改善措置等）□ 

の

休止　□ 終了 成を図

目

る啓発を検討していく

的

。
計画対象 □ 実施計

国

画査定対象  □ 行

籍

政改革対象 
□ 廃止

に

　　　　 

※決算額に

か

ついては、端数処理に

か

より、他資料の決算額

わ

と差異が生じている場

ら

合もあります。

ず、誰もが認め合い安心して快適に暮らし、共生・活躍できる地域社会を実現するとともに、日本人市民と外国人市民の相互理解と、平和意識を醸成すること。

施策の方向 平和都市活動の推進

広島市平和祈念式中学生派遣事業を実施し、若い世代に向けた平和の重要性の意識醸成を図ることができた。また、街頭啓発活動、戦争犠牲者の冥福を祈るサイレン吹
■ 計画どおり   

令和　６年度 鳴、「原爆と人間」のパネル展示、市庁舎への懸垂幕の掲出など８月の平和都市推進月間に合わせ、さらなる平和都市実現に向けた取組を展開した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 若い世代に向けた平和の重要性の意識醸成を図るため、引き続き広島市中学生派遣事業を実施していく。同様に、原爆パネル展や街頭啓発活動等を実施することにより

今後の方向性 □ 拡大　　　　 より多くの世代に向けた平和への啓発を行い

1

、平和都市実現に向け

頁

た取組を展開していく

令

。また、令和7年和度

和

（2025年度）は終

 

戦80年にあたるため

6

、平和意識醸成を

（改

年

善措置等） □ 縮小　

度

　　　 図る啓発活動

　

等を検討していく。
□

　

 改善　　　　 

事務事業評価表（個票）

No. 事務事業名

課

活動内容 コスト（事業

名

費：千円）

平和都市推

企

進事業 令和　５年度 令

画

和　６年度 令和　６年

戦

度 令和　７年度 令和　

略

５年度 令和　６年度 令

部

和　６年度 令和　７年

行

度
活動指標名 単位

実績

政

計画 実績 計画 決算 当初

課

予算 決算 当初予算
全体

作

事業概要
①

パネル・ポ

成

スター展開催 回 1 1 1

日

1
昭和34年に市議会

令

で決議された「平和都

和

市(核非武装) （8月

　

上旬から中旬）
宣言」

７

に基づき、毎年8月を

年

平和都市推進月間と位

　

置 703 700 620

８

699
づけ、平和都市

月

実現のための事業を推

　

進する。
②

広島市平和

１

祈念式中学生 回 1 1 1

日

1
派遣（8月5日・6

概

日）

令和　８年度の優

施

先度

③1 　□ Ａ　　



策

開示請求等について適

名

正に対応し、個人情報

広

保護制度に係る職員向

報

け研修を計画通り実施

・

した。ファリン
■ 計

広

画どおり   
令和　

聴

６年度 グシステム維持

基

管理指導については、

本

25部署に対して実施

目

し、新入職員向けの研

標

修会も計画通り実施し

共

た。
□ 遅延    

に

     
の評価

□ 

創

進展なし     

■

る

 維持　□ 拡大 請求

持

件数の多い公共工事等

続

の設計書について情報

的

提供システムの導入に

に

向けた検討を引き続き

発

行う。また、ファ
事業

展

区分 □ 自治事務  

す

 □ 法定受託   

る

□ その他
今後の方向

ま

性 □ 縮小　□ 改善

ち

リングシステムの維持

要

管理指導、研修等を継

施

続することにより、公

策

文書開示請求があって

の

も迅速かつ適切に対応

目

（改善措置等）□ 休

的

止　□ 終了 可能な公

必

文書管理を行っていく

要

。
計画対象 □ 実施計

な

画査定対象  □ 行

行

政改革対象 
□ 廃止

政

　　　　 

※決算額に

情

ついては、端数処理に

報

より、他資料の決算額

を

と差異が生じている場

市

合もあります。

民にわかりやすく伝え、広く意見を聴き市政に生かす、市民に開かれた行政運営に取り組むこと。

施策の方向 情報公開と説明責任の確立

三島市情報公開条例に基づき適正な処理を行った。また、市民に開かれた行政運営のため、個人情報保護制度に係る職員研修やファイリングシステム（公文書管理）に
■ 計画どおり   

令和　６年度 ついての維持管理指導、研修等を計画通り実施した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 引き続き情報公開制度について適切に運営していく。併せて、市民の利便性向上のため、請求件数の多い公共工事の設計書について開示方法の改善に向けた検討を行う

今後の方向性 □ 拡大　　　　 。また、情報公開に対応したファリングシステムの維持管理指導を継続して行うことにより、適切な公文書管理を実施する。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和 6年度　　

No.

事

事務事業名 活動内容 コ

務

スト（事業費：千円）

事

情報公開制度及び個人

業

情報保護制度実施事業

評

令和　５年度 令和　６

価

年度 令和　６年度 令和

表

　７年度 令和　５年度

（

令和　６年度 令和　６

個

年度 令和　７年度
活動

票

指標名 単位
実績 計画 実

）

績 計画 決算 当初予算 決

課

算 当初予算
全体事業概

名

要
①

情報公開制度等に

企

関する 回以 1 1 1 1
三

画

島市情報公開条例に基

戦

づき、公文書開示請求

略

に対す 研修、通知又は

部

庁内報に 上
る開示手続

行

を適正に行う。また、

政

情報公開制度や公文 よ

課

る周知回数 326 17

作

0 291 170
書の適

成

切な管理についての研

日

修、通知又は庁内報に

令

よ
②

ファイリングシス

和

テムに 回以 1 1 1 1
り

　

職員の意識向上を図る

７

ことで、適正かつ迅速

年

な公文 関する職員研修

　

上
書の開示につなげる

８

。 令和　８年度の優先

月

度

③
ファイリングシス

　

テム維 部署 29 23 2

１

5 24
1 持管理指導 以

日

上 　□ Ａ　　　 □

概

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

施

　　 □ Ｄ　

公文書



策

るこ
□ 進展なし  

名

   
となく、紙添付

ス

目録を付して電子決裁

マ

を行う運用とした。
□

ー

 維持　■ 拡大 更な

ト

る紙文書の削減を図る

自

ため、文書管理システ

治

ムと財務会計システム

体

の連携方法や、マイナ

基

ンバー利用事務系
事業

本

区分 □ 自治事務  

目

 □ 法定受託   

標

□ その他
今後の方向

共

性 □ 縮小　□ 改善

に

システムから出力され

創

た帳票や市民等が窓口

る

に提出した申請書類等

持

の紙文書を電子的に決

続

裁する方法について、

的

（改善措置等）□ 休

に

止　□ 終了 検討を進

発

める。
計画対象 ■ 実

展

施計画査定対象  □

す

 行政改革対象 
□ 

る

廃止　　　　  

※決

ま

算額については、端数

ち

処理により、他資料の

要

決算額と差異が生じて

施

いる場合もあります。

策の目的 情報通信技術により、便利で質の高い市民サービスの提供、効率的な行政運営、産業の活性化を図るスマート市役所を実現すること。

施策の方向 ICTによる行政運営の効率化

文書管理システムを導入し、令和6年10月から運用を開始した。導入に併せて、職員を対象とした操作研修を実施し、円滑な移行を図った。
■ 計画どおり   

令和　６年度  
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

□ 維持　　　　 新規採用職員を対象とした操作研修等を実施し、文書管理の一層の効率化を推進する。文書管理システムと財務会計システムとの連携方法について、引き続き調査及び

今後の方向性 ■ 拡大　　　　 検討を進める。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令

No. 事務

和

事業名 活動内容 コスト

 

（事業費：千円）

文書

6

管理システム実施事業

年

令和　５年度 令和　６

度

年度 令和　６年度 令和

　

　７年度 令和　５年度

　

令和　６年度 令和　６

事

年度 令和　７年度
活動

務

指標名 単位
実績 計画 実

事

績 計画 決算 当初予算 決

業

算 当初予算
全体事業概

評

要
①

システム運用開始

価

10月 10月
電子決裁

表

機能が搭載された文書

（

管理システムを導入し

個

、文書の発生から廃棄

票

までを電子的に管理す

）

ることに 17 27,2

課

34 27,226 6,

名

459
より、事務の効

企

率化及び保存文書のペ

画

ーパーレス化を
②図る

戦

。

令和　８年度の優先

略

度

③1 　□ Ａ　　　

部

 □ Ｂ　　　 □ 

行

Ｃ　　　 □ Ｄ　

文

政

書管理システムを導入

課

し、計画どおり令和6

作

年10月から運用を開

成

始した。導入後は、財

日

務会計システムにより

令

■ 計画どおり   

和

令和　６年度 出力され

　

る伝票を除く全ての文

７

書について、文書管理

年

システムに登録の上で

　

起案することとした。

８

また、起案文
□ 遅延

月

         
の

　

評価 書に添付する資料

１

の一部が紙文書である

日

場合には、業務の効率

概

化の観点から、当該紙

施

文書を無理に電子化す



策

て、75％（20項目

名

中15項目）が達成と

行

なった。行政改革市民

政

懇話会は1回開催し、

運

三島市行政改革推進
□

営

 進展なし     

基

プランの進捗状況の報

本

告、意見交換を行った

目

。
■ 維持　□ 拡大

標

引き続き行政評価を行

共

い、総合計画の進捗管

に

理を、行政改革市民懇

創

話会では委員との意見

る

交換を行っていく。
事

持

業区分 □ 自治事務 

続

  □ 法定受託  

的

 □ その他
今後の方

に

向性 □ 縮小　□ 改

発

善
（改善措置等）□ 

展

休止　□ 終了
計画対

す

象 □ 実施計画査定対

る

象  □ 行政改革対

ま

象 
□ 廃止　　　　

ち

 

※決算額については

要

、端数処理により、他

施

資料の決算額と差異が

策

生じている場合もあり

の

ます。

目的 行政課題に的確に対応し、質の高い行政サービスを提供し続けるため、効率的かつ効果的な行政運営を行うこと。

施策の方向 持続可能な行政運営

・予定通り各種会議を行うことができ、市の施策の方向等について意見を得ることができた。
■ 計画どおり   

令和　６年度 ・令和4年度から7年度を計画期間とする行政改革推進プランの進捗状況の管理及び令和6年度実績（見込みを含む）を行政改革市民懇話会に報告し、意見交換を行うこ
□ 遅延         

の評価 とができた。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 引続き、各計画の指標を達成できるよう懇話会等の意見も取り入れつつ取り組んでいく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 また、現行の行政改革推進プランは令和7年度を最終年度としているため、第5次三島市総合計画後期基本計画への統合案も含めて検討していく。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和 6年度　　

No. 事務事業名 活

事

動内容 コスト（事業費

務

：千円）

総合計画推進

事

事業 令和　５年度 令和

業

　６年度 令和　６年度

評

令和　７年度 令和　５

価

年度 令和　６年度 令和

表

　６年度 令和　７年度

（

活動指標名 単位
実績 計

個

画 実績 計画 決算 当初予

票

算 決算 当初予算
全体事

）

業概要
①

行政評価の実

課

施 回 1 1 1 1
総合計画

名

、予算、行政評価の連

企

動や行政改革大綱に沿

画

った改革の実施により

戦

、効率的かつ効果的な

略

行政運営 163 170

部

110 342
を図る。

行

②
行政改革市民懇話会

政

の開 回 1 1 1 2
催

令和

課

　８年度の優先度

③1

作

　□ Ａ　　　 □ 

成

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

日

　 □ Ｄ　

行政評価

令

は令和5年度分の事業

和

評価の323指標を評

　

価し、89%の事業が

７

計画通りに進んでいた

年

。
■ 計画どおり  

　

 
令和　６年度 また、

８

令和4年度から7年度

月

を計画期間とする行政

　

改革推進プランにおい

１

ては、令和6年度実績

日

（令和6年12月現在

概

□ 遅延      

施

   
の評価 ）におい



策

　 □ Ｂ　　　 □

名

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

行

三島市職員研修計画に

政

基づき、研修を実施し

運

た。令和６年度は、新

営

型コロナウイルスで実

基

施できなかった分も合

本

■ 計画どおり   

目

令和　６年度 わせて実

標

施し、階層別で対象と

共

なる職員に対し、全て

に

実施された。また、在

創

宅研修やｅラーニング

る

研修にも力を
□ 遅延

持

         
の

続

評価 入れた。
□ 進展

的

なし     

■ 維

に

持　□ 拡大 三島市が

発

求める職員像に職員を

展

育てるため、階層別研

す

修をはじめとする各研

る

修を引き続き実施して

ま

いく。
事業区分 □ 自

ち

治事務   □ 法定

要

受託   □ その他

施

今後の方向性 □ 縮小

策

　□ 改善
（改善措置

の

等）□ 休止　□ 終

目

了
計画対象 □ 実施計

的

画査定対象  □ 行

行

政改革対象 
□ 廃止

政

　　　　 

※決算額に

課

ついては、端数処理に

題

より、他資料の決算額

に

と差異が生じている場

的

合もあります。

確に対応し、質の高い行

No. 事務事業名 活

政

動内容 コスト（事業費

サ

：千円）

安全衛生管理

ー

事業 令和　５年度 令和

ビ

　６年度 令和　６年度

ス

令和　７年度 令和　５

を

年度 令和　６年度 令和

提

　６年度 令和　７年度

供

活動指標名 単位
実績 計

し

画 実績 計画 決算 当初予

続

算 決算 当初予算
全体事

け

業概要
①

健康診断の受

る

診率向上 % 99 98 9

た

8 98
公務及び労務災

め

害の防止対策を推進し

、

、職場における
職員の

効

安全と健康を確保する

率

とともに、快適な職場

的

環 14,382 15,

か

934 14,545 1

つ

5,260
境の形成を

効

促進するため、労働安

果

全衛生法等の諸規定
②

的

に基づき事業を実施す

な

る。

令和　８年度の優

行

先度

③2 　□ Ａ　　

政

　 □ Ｂ　　　 □

運

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

営

健康診断等については

を

、計画通り実施した。

行

■ 計画どおり   

う

令和　６年度
□ 遅延

こ

         
の

と

評価
□ 進展なし  

。

   

■ 維持　□ 

施

拡大 労働安全衛生法に

策

基づく健康診断等につ

の

いては、引き続き、全

方

員が受診できるような

向

体制を維持していく。

適

事業区分 □ 自治事務

正

   □ 法定受託 

な

  □ その他
今後の

人

方向性 □ 縮小　□ 

事

改善
（改善措置等）□

管

 休止　□ 終了
計画

理

対象 □ 実施計画査定

と

対象  □ 行政改革

人

対象 
□ 廃止　　　

材

　 

育成

三島市職員研修計画に基づき、階層別研修等を実施した。オンライン研修やe-ランニング研修などにも力を入れ人財育成を図った。人事評価制度については、評価の統
■ 計画どおり   

令和　６年度 一を図るため、令和６年度も研修を実施した。また、職員の安全と健康を確保するため、健康診断等を実施し、産業保健師による面談など心身ともに健全な状況で職務
□ 遅延         

の評価 に専念できるように努め、適正な人事管理に努めた。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 階層別研修や特別研修など、職員研修計画に基づき実施し、職員の資質向上に努めていく。また、職員が心身とも健全で健康な状態を守るため、健康診断、各種検査や

今後の方向性 □ 拡大　　　　 ストレスチェックなどを実施し、

1

職員の安全と健康を確

頁

保していく。業務に応

令

じた職員数、適正な人

和

事配置や専門的人材の

 

登用など、職員が働き

6

やすい職場環境の整備

年

（改善措置等） □ 縮

度

小　　　　 に引き続

　

き努めていく。
□ 改

　

善　　　　 

事務事業評価表（個票）

No. 事務事業名 活動

課

内容 コスト（事業費：

名

千円）

人財育成事業 令

企

和　５年度 令和　６年

画

度 令和　６年度 令和　

戦

７年度 令和　５年度 令

略

和　６年度 令和　６年

部

度 令和　７年度
活動指

人

標名 単位
実績 計画 実績

事

計画 決算 当初予算 決算

課

当初予算
全体事業概要

作

①
階層別研修の満足度

成

点 4.5 4.5 4.4

日

4.5
三島市職員人財

令

育成基本方針に則り、

和

三島市の求める
職員像

　

とするため、多様化、

７

複雑化する行政課題を

年

解 7,705 7,95

　

0 7,987 8,47

８

9
決できる職員を目指

月

し、人事評価制度や階

　

層別研修、
②特別研修

１

、広域での研修などを

日

実施し、人財育成を図

概

る。 令和　８年度の優

施

先度

③1 　□ Ａ　　



策

スの推進を図 令和　８

名

年度の優先度
る。

③3

行

　□ Ａ　　　 □ 

政

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

運

　 □ Ｄ　

全庁的な

営

勤怠管理システム導入

基

に向けて、先進地の視

本

察などをし、導入準備

目

を進めた。
■ 計画ど

標

おり   
令和　６年

共

度
□ 遅延     

に

    
の評価

□ 進

創

展なし     

■ 

る

維持　□ 拡大 引き続

持

き、職員が働きやすく

続

なるような環境整備に

的

努めていく。
事業区分

に

□ 自治事務   □

発

 法定受託   □ 

展

その他
今後の方向性 □

す

 縮小　□ 改善
（改

る

善措置等）□ 休止　

ま

□ 終了
計画対象 □ 

ち

実施計画査定対象  

要

□ 行政改革対象 
□

施

 廃止　　　　 

※決

策

算額については、端数

の

処理により、他資料の

目

決算額と差異が生じて

的

いる場合もあります。

行政課題に的確に対応し、質の高い行政サービスを提供し続けるため、効率的かつ効果的な行政運営を行うこと。

施策の方向 適正な人事管理と人材育成

三島市職員研修計画に基づき、階層別研修等を実施した。オンライン研修やe-ランニング研修などにも力を入れ人財育成を図った。人事評価制度については、評価の統
■ 計画どおり   

令和　６年度 一を図るため、令和６年度も研修を実施した。また、職員の安全と健康を確保するため、健康診断等を実施し、産業保健師による面談など心身ともに健全な状況で職務
□ 遅延         

の評価 に専念できるように努め、適正な人事管理に努めた。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 階層別研修や特別研修など、職員研修計画に基づき実施し、職員の資質向上に努めていく。また、職員が心身とも健全で健康な状態を守るため、健康診断、各種検査や

今後の方向性 □ 拡大　　　　 ストレスチェックなどを実施し、

2

職員の安全と健康を確

頁

保していく。業務に応

令

じた職員数、適正な人

和

事配置や専門的人材の

 

登用など、職員が働き

6

やすい職場環境の整備

年

（改善措置等） □ 縮

度

小　　　　 に引き続

　

き努めていく。
□ 改

　

善　　　　 

事務事業評価表（個票）

No. 事務事業名 活動

課

内容 コスト（事業費：

名

千円）

働き方改革推進

企

事業 令和　５年度 令和

画

　６年度 令和　６年度

戦

令和　７年度 令和　５

略

年度 令和　６年度 令和

部

　６年度 令和　７年度

人

活動指標名 単位
実績 計

事

画 実績 計画 決算 当初予

課

算 決算 当初予算
全体事

作

業概要
①

年次有給休暇

成

の年間平均 日 13 13

日

13 13
時間外勤務命

令

令時間の上限設定によ

和

る時間外勤務の削 取得

　

日数の向上
減及び年次

７

有給休暇の取得促進等

年

の取り組みのにより 3

　

41 245 215 4,

８

485
、「働き方改革

月

」を推進するため、職

　

員の勤務時間を
②適切

１

に管理するとともに、

日

デジタル技術の活用に

概

よる
業務運営の効率化

施

やワークライフバラン



概

年度の優先度

③1 　□

施

 Ａ　　　 □ Ｂ　

策

　　 □ Ｃ　　　 

名

□ Ｄ　

消費生活相談

生

においては、相談件数

活

が前年度より25件増

安

加した。「くらしの情

全

報みしま」については

・

、計画どお
■ 計画ど

消

おり   
令和　６年

費

度 り発行し、消費者ト

生

ラブルの情報を提供し

活

た。
□ 遅延    

基

     
の評価

□ 

本

進展なし     

■

目

 維持　□ 拡大 市民

標

生活相談センターの周

安

知をホームページや広

全

報みしま等で行い、「

・

くらしの情報みしま」

安

を発行し、最新の
事業

心

区分 □ 自治事務  

に

 □ 法定受託   

暮

□ その他
今後の方向

ら

性 □ 縮小　□ 改善

せ

消費者トラブルについ

る

て情報提供することに

ま

より消費者トラブルの

ち

防止を啓発していく。

要

（改善措置等）□ 休

施

止　□ 終了
計画対象

策

□ 実施計画査定対象

の

  □ 行政改革対象

目

 
□ 廃止　　　　 

的

※決算額については、

交

端数処理により、他資

通

料の決算額と差異が生

事

じている場合もありま

故

す。

や犯罪を減らし、自ら

No. 事

学

務事業名 活動内容 コス

び

ト（事業費：千円）

消

行

費者教育推進事業 令和

動

　５年度 令和　６年度

す

令和　６年度 令和　７

る

年度 令和　５年度 令和

消

　６年度 令和　６年度

費

令和　７年度
活動指標

者

名 単位
実績 計画 実績 計

を

画 決算 当初予算 決算 当

育

初予算
全体事業概要

①

成

消費生活出前講座開催

す

回 回 12 9 11 10
第

る

2次三島市消費者教育

こ

推進計画に基づき、消

と

費者の 数
年代や特性に

で

応じた消費者教育や消

、

費者トラブル未然 15

安

6 186 186 652

全

防止の啓発を推進する

で

。人や社会、地球環境

安

等に配慮
②

消費生活出

心

前授業開催回 回 19 7

し

12 8
した消費行動で

て

あるエシカル消費の普

暮

及促進を図る。 数

令和

ら

　８年度の優先度

③
商

せ

品などを選択する際に

る

% 64 85 62.8 8

ま

7
2 、社会貢献につな

ち

がるも 　□ Ａ　　　

を

 □ Ｂ　　　 □ 

つ

Ｃ　　　 □ Ｄ　
の

く

を意識する人の割合
消

る

費生活出前講座・出前

こ

授業においては、計画

と

を達成することができ

。

た。商品などを選択す

施

る際に、社会貢献に
■

策

 計画どおり   
令

の

和　６年度 つながるも

方

の（エシカル消費）を

向

意識する人の割合につ

消

いては、計画を大幅に

費

下回る結果となった。

生

□ 遅延      

活

   
の評価

□ 進展

の

なし     

■ 維

支

持　□ 拡大 消費生活

援

出前講座及び消費生活

消

出前授業の周知を行い

費

、消費者教育を推進す

生

る。また、エシカル消

活

費について周
事業区分

相

□ 自治事務   □

談

 法定受託   □ 

に

その他
今後の方向性 □

お

 縮小　□ 改善 知し

い

、商品などを選択する

て

際に社会貢献につなが

は

るものを意識する人の

、

割合を高めていく。
（

相

改善措置等）□ 休止

談

　□ 終了
計画対象 □

件

 実施計画査定対象 

数

 □ 行政改革対象 

が

□ 廃止　　　　 

前年度より25件増加した。「くらしの情報みしま」を年４回発行し、最新の消費者トラブル情報を消費者へ提供した。また、消費
■ 計画どおり   

令和　６年度 生活出前講座及び出前授業においては、ライフステージに応じて消費者教育を推進した。商品などを選択する際に、社会貢献につながるもの（エシカル消費）を意識す
□ 遅延         

の評価 る人の割合は、計画を大幅に下回る結果となった。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 市民生活相談センターの周知をホームページ等で行い、「くらしの情報みしま」へ最新の消費者トラブル情報を情報提供することにより、消費者トラブル防止を啓発し

今後の方向性 □ 拡大　　　　 ていく。また、消費生活出前講座

1

及び出前授業を行い消

頁

費者教育を推進すると

令

ともに、エシカル消費

和

についても周知し、エ

 

シカル消費を意識する

6

人の割合を高めていく

年

（改善措置等） □ 縮

度

小　　　　 。
□ 改

　

善　　　　 

　事務事業評価表（個票

No. 事務事業名 活動

）

内容 コスト（事業費：

課

千円）

消費生活相談事

名

業 令和　５年度 令和　

企

６年度 令和　６年度 令

画

和　７年度 令和　５年

戦

度 令和　６年度 令和　

略

６年度 令和　７年度
活

部

動指標名 単位
実績 計画

広

実績 計画 決算 当初予算

報

決算 当初予算
全体事業

広

概要
①

消費生活相談相

聴

談件数 件 472 509

課

497 509
消費者ト

作

ラブルが複雑化・多様

成

化しているため、商品

日

・役務提供から生じる

令

消費者被害の未然防止

和

や消費者 5,449 6

　

,604 6,557 7

７

,381
被害の救済を

年

行う。トラブルに遭っ

　

たときに相談でき
②

「

８

くらしの情報みしま」

月

回 4 4 4 4
る窓口とし

　

て消費生活センターの

１

認知度の向上に努め の

日

発行回数
る。 令和　８



概

概要
①

「広報みしま」

施

による市 ％ 73.4 7

策

5 73.9 80
市政の

名

現状・施策・将来計画

広

・行事・催し物の紹介

報

、 政情報の提供の市民

・

満足
暮らしの情報など

広

を、毎月1回発行し、

聴

全世帯に配布 度 40,

基

949 37,936 3

本

6,357 40,47

目

9
する。また、配布し

標

た「広報みしま」をホ

共

ームページ
②

広報みし

に

まweb版「マチ 人 4

創

,064 4,000 4

る

,341 4,400
上

持

に公開する。 イロ」登

続

録者数

令和　８年度の

的

優先度

③1 　□ Ａ　

に

　　 □ Ｂ　　　 

発

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

展

　

広報みしまの発行数

す

を年間20号から12

る

号に減らした中でも、

ま

市HPへのリンクや電

ち

子申請を活用したコン

要

パクトで
■ 計画どお

施

り   
令和　６年度

策

わかりやすい構成と、

の

市民参加の企画を設け

目

るなど、見やすい・伝

的

わる広報とすることが

必

できた。
□ 遅延  

要

       
の評価

な

また、発行日には、市

行

公式LINE、フェイ

政

スブック、X等で広報

情

みしまの発行をお知ら

報

せするとともに、広報

を

閲覧
□ 進展なし  

市

   
アプリ「マチイ

民

ロ」についても周知を

に

図った。
■ 維持　□

わ

 拡大 引き続き、誰に

か

でも見やすい・伝わる

り

広報の編集・発行に努

や

めるとともに、各種S

す

NSや「マチイロ」の

く

周知に努
事業区分 □ 

伝

自治事務   □ 法

え

定受託   □ その

、

他
今後の方向性 □ 縮

広

小　□ 改善 めていく

く

。
（改善措置等）□ 

意

休止　□ 終了  
計画

見

対象 ■ 実施計画査定

を

対象  □ 行政改革

聴

対象 
□ 廃止　　　

き

　 

※決算額について

市

は、端数処理により、

政

他資料の決算額と差異

に

が生じている場合もあ

生

ります。

かす、市民に開かれた

No

行

. 事務事業名 活動内容

政

コスト（事業費：千円

運

）

公式ホームページ広

営

報事業 令和　５年度 令

に

和　６年度 令和　６年

取

度 令和　７年度 令和　

り

５年度 令和　６年度 令

組

和　６年度 令和　７年

む

度
活動指標名 単位

実績

こ

計画 実績 計画 決算 当初

と

予算 決算 当初予算
全体

。

事業概要
①

三島市公式

施

ホームページ ＰＶ 97

策

5,297 1,350

の

,000 878,91

方

3 1,400,000

向

インターネットを通じ

広

て市民がいつでも行政

報

情報を取 サイト全体の

・

1か月あた
得し、円滑

広

に市民サービスが受け

聴

られるよう、アクセ り

活

のアクセス数 0 800

動

415 40,670
シ

の

ビリティに配慮した誰

充

もが使いやすく、便利

実

なホー
②

市民意識調査

「

におけるホ ％ 14.7

広

45 - 50
ムページの

報

作成を行う。 ームペー

み

ジの利用上の満
足度 令

し

和　８年度の優先度

③

ま

2 　□ Ａ　　　 □

」

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

広

　　 □ Ｄ　

令和６

報

年度の月平均アクセス

事

数は計画値を下回った

業

。リンク切れや情報が

に

更新されていないペー

お

ジが多いとの問
■ 計

け

画どおり   
令和　

る

６年度 い合わせも多い

市

ことから、現状のホー

民

ムページの維持管理、

満

利便性などについて全

足

面リニューアルに向け

度

ての課
□ 遅延   

は

      
の評価 題

、

のひとつとなっている

計

。
□ 進展なし   

画

  

■ 維持　□ 拡

値

大 現状の課題をクリア

に

し、市民によりわかり

は

やすく、使いやすいホ

届

ームページとするため

か

の全面リニューアルに

な

向
事業区分 □ 自治事

か

務   □ 法定受託

っ

   □ その他
今後

た

の方向性 □ 縮小　□

が

 改善 けた作業を進め

昨

ていくとともに、全庁

年

的な知識・スキルの向

度

上を図りつつ、アクセ

実

ス数増加を目指してい

績

く。
（改善措置等）□

を

 休止　□ 終了
計画

上

対象 □ 実施計画査定

回

対象  □ 行政改革

り

対象 
□ 廃止　　　

、

　 

広報みしまWeb版「マチイロ」の登録者数は計画を達成する結果とな
■ 計画どおり   

令和　６年度 った。市公式ホームページ広報事業におけるアクセス数は減少したが、みしまファンネット推進事業における公式LINE登録者数は前年度実績から増加している。広聴活
□ 遅延         

の評価 動においては、高校生19名による広聴会「みしまの未来を描く会」の開催や、市民意識調査などを実施し、市民の意向やニーズを把握するよう努めた。市民が抱えてい
□ 進展なし     

る諸問題やトラブルの解決に取り組んだ。また行政に関する相談等については丁寧に対応し、必要に応じて担当課へつなぐなど

1

適切に対応した。
■ 

頁

維持　　　　 引き続

令

き伝わる広報の編集・

和

発行に務めるとともに

 

、市公式ホームページ

6

の全面リニューアルに

年

向け、わかりやすく使

度

いやすいホームページ

　

の構築を進め、アクセ

　

ス数

今後の方向性 □ 

事

拡大　　　　 増加を

務

図りたい。また、市民

事

意識調査を継続的に実

業

施し、市民ニーズの把

評

握に努める。市民から

価

の相談を受ける市民メ

表

ールについて、受信か

（

ら返信までのタイムラ

個

グを

（改善措置等） □

票

 縮小　　　　 解消

）

しスムーズに対応でき

課

るよう、ホームページ

名

のリニューアルに合わ

企

せてシステムの構築を

画

目指す。
□ 改善　　

戦

　　 

略部広報広聴課 作成日

No.

令

事務事業名 活動内容 コ

和

スト（事業費：千円）

　

「広報みしま」広報事

７

業 令和　５年度 令和　

年

６年度 令和　６年度 令

　

和　７年度 令和　５年

８

度 令和　６年度 令和　

月

６年度 令和　７年度
活

　

動指標名 単位
実績 計画

１

実績 計画 決算 当初予算

日

決算 当初予算
全体事業



概

事業概要
①

公式LIN

施

Eの登録者数 人 35,

策

516 40,000 3

名

9,051 45,00

広

0
ホームページやＳＮ

報

Ｓなどのインターネッ

・

ト媒体、映
像媒体、紙

広

媒体など様々なメディ

聴

アを活用して、三島 1

基

,230 7,926 1

本

0,525 5,298

目

の魅力ある情報の発信

標

を推進する。
②

You

共

Tube動画年間再生

に

回 回 361,730 5

創

00,000 92,3

る

48 550,000
 

持

数（広告配信分除く）

続

令和　８年度の優先度

的

③3 　□ Ａ　　　 

に

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

発

　　　 □ Ｄ　

LI

展

NEを使った情報発信

す

、登録に関する広報を

る

継続した結果、三島市

ま

の公式LINEの利用

ち

者（友だち登録）は、

要

令和
■ 計画どおり 

施

  
令和　６年度 5年

策

度末の35,516人

の

から、令和6年度1年

目

間で3,535人増加

的

した。
□ 遅延   

必

      
の評価 ま

要

た、YouTubeの

な

再生回数は計画値を大

行

きく下回るが、昨年度

政

実績(88,602)

情

よりも増加している。

報

□ 進展なし    

を

 

■ 維持　□ 拡大

市

今後も、住民ニーズに

民

あわせた情報発信や、

に

ＬＩＮＥの予約機能等

わ

を活用し市民サービス

か

の向上を図る。
事業区

り

分 □ 自治事務   

や

□ 法定受託   □

す

 その他
今後の方向性

く

□ 縮小　□ 改善 ま

伝

た、YouTubeも

え

継続して配信していく

、

。
（改善措置等）□ 

広

休止　□ 終了
計画対

く

象 □ 実施計画査定対

意

象  □ 行政改革対

見

象 
□ 廃止　　　　

を

 

※決算額については

聴

、端数処理により、他

き

資料の決算額と差異が

市

生じている場合もあり

政

ます。

に生かす、市民に開か

No.

れ

事務事業名 活動内容 コ

た

スト（事業費：千円）

行

市民広聴事業 令和　５

政

年度 令和　６年度 令和

運

　６年度 令和　７年度

営

令和　５年度 令和　６

に

年度 令和　６年度 令和

取

　７年度
活動指標名 単

り

位
実績 計画 実績 計画 決

組

算 当初予算 決算 当初予

む

算
全体事業概要

①
市民

こ

意識調査の有効回答 %

と

55.0 55.0 57

。

.3 55.0
市民と共

施

に創る「共創」のまち

策

づくりを進めるため、

の

率
広聴会の開催や、市

方

民の意向やニーズを把

向

握する市民 1,209

広

1,575 1,553

報

1,796
意識調査な

・

どを実施する。
②

市民

広

提案メール件数 件 15

聴

3 125 177 125

活

令和　８年度の優先度

動

③
みしまの未来を描く

の

会の 回 1 1 1 1
4 開催

充

回数 　□ Ａ　　　 

実

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

「

　　　 □ Ｄ　

市民

広

が抱えている諸問題や

報

心配事の解決に取り組

み

んだ。広聴事業として

し

、みしまの未来を描く

ま

会を開催し、「ウ
■ 

」

計画どおり   
令和

広

　６年度 ェルビーイン

報

グ-日本一幸せに暮ら

事

せるまちについて」を

業

テーマに改善点や提言

に

をいただく意見収集の

お

場と位置
□ 遅延  

け

       
の評価

る

付けて実施した。行政

市

に関する相談・要望に

民

関しては、庁内の連携

満

による迅速かつ的確な

足

対応を行った。
□ 進

度

展なし     

■ 

は

維持　□ 拡大 各課が

、

実施している行事や会

計

議等で、市民の意見・

画

要望を聞く機会を設け

値

、市政運営に反映して

に

いけるよう依頼
事業区

は

分 □ 自治事務   

届

□ 法定受託   □

か

 その他
今後の方向性

な

□ 縮小　□ 改善 し

か

、その実施状況を把握

っ

する。
（改善措置等）

た

□ 休止　□ 終了
計

が

画対象 □ 実施計画査

昨

定対象  □ 行政改

年

革対象 
□ 廃止　　

度

　　 

実績を上回り、広報みしまWeb版「マチイロ」の登録者数は計画を達成する結果とな
■ 計画どおり   

令和　６年度 った。市公式ホームページ広報事業におけるアクセス数は減少したが、みしまファンネット推進事業における公式LINE登録者数は前年度実績から増加している。広聴活
□ 遅延         

の評価 動においては、高校生19名による広聴会「みしまの未来を描く会」の開催や、市民意識調査などを実施し、市民の意向やニーズを把握するよう努めた。市民が抱えてい
□ 進展なし     

る諸問題やトラブルの解決に取り組んだ。また行政に関する相談等については丁寧に対応し、必要に応じて担当課へつなぐなど

2

適切に対応した。
■ 

頁

維持　　　　 引き続

令

き伝わる広報の編集・

和

発行に務めるとともに

 

、市公式ホームページ

6

の全面リニューアルに

年

向け、わかりやすく使

度

いやすいホームページ

　

の構築を進め、アクセ

　

ス数

今後の方向性 □ 

事

拡大　　　　 増加を

務

図りたい。また、市民

事

意識調査を継続的に実

業

施し、市民ニーズの把

評

握に努める。市民から

価

の相談を受ける市民メ

表

ールについて、受信か

（

ら返信までのタイムラ

個

グを

（改善措置等） □

票

 縮小　　　　 解消

）

しスムーズに対応でき

課

るよう、ホームページ

名

のリニューアルに合わ

企

せてシステムの構築を

画

目指す。
□ 改善　　

戦

　　 

略部広報広聴課 作成日

No.

令

事務事業名 活動内容 コ

和

スト（事業費：千円）

　

みしまファンネット推

７

進事業 令和　５年度 令

年

和　６年度 令和　６年

　

度 令和　７年度 令和　

８

５年度 令和　６年度 令

月

和　６年度 令和　７年

　

度
活動指標名 単位

実績

１

計画 実績 計画 決算 当初

日

予算 決算 当初予算
全体



１

、マイ 4,103 3,

日

268 2,881 3,

概

092
ナポータルを利

施

用した行政手続のオン

策

ライン化を推進
②する

名

とともに、汎用電子申

ス

請システム（LoGo

マ

フォーム
）を導入し、

ー

更なるオンライン化を

ト

可能とする手続を 令和

自

　８年度の優先度
増や

治

す。
③1 　□ Ａ　　

体

　 □ Ｂ　　　 □

基

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

本

市民の利便性向上のた

目

めに、申請・届出を紙

標

や電話受付だけでなく

共

、オンラインでも行え

に

る選択肢を増やす意識

創

■ 計画どおり   

る

令和　６年度 が浸透し

持

、オンラインで申請可

続

能な業務数は増加して

的

いる。ただ、イベント

に

申込といった任意事業

発

の申請はオン
□ 遅延

展

         
の

す

評価 ライン化を積極的

る

に各課で充実している

ま

が、法的根拠をもつ行

ち

政手続系のオンライン

要

化が進んでいない。
□

施

 進展なし     

策

□ 維持　■ 拡大 引

の

き続き、令和４年度か

目

ら導入した汎用電子申

的

請システム（LoGo

情

フォーム)の操作研修

報

や周知啓発をすること

通

で
事業区分 □ 自治事

信

務   □ 法定受託

技

   □ その他
今後

術

の方向性 □ 縮小　□

に

 改善 、各課で順次オ

よ

ンラインで申請や届出

り

が行える手続きを増や

、

していく。また、マイ

便

ナンバーカードの全国

利

での人
（改善措置等）

で

□ 休止　□ 終了 口

質

に対する保有枚数率も

の

78.2%(令和6年

高

度末）となっており、

い

本人確認や手数料納付

市

が求められる申請・手

民

続の
計画対象 □ 実施

サ

計画査定対象  □ 

ー

行政改革対象 
□ 廃

ビ

止　　　　 オンライ

ス

ン化対応を積極的に推

の

進するため各課ヒアリ

提

ングを実施する。

※決

供

算額については、端数

、

処理により、他資料の

効

決算額と差異が生じて

率

いる場合もあります。

的な行政運営、産業の活性化を図るスマート市役所を実現すること。

施策の方向 市民サービスのオンライン化

令和４年度から導入した汎用電子申請システム（LoGoフォーム）が職員の間で浸透し、各課で積極的に申請・届出フォームの作成を進めていることから、電子申請の利
■ 計画どおり   

令和　６年度 用件数が毎年度着実に増加している。また、窓口に来庁される市民サービスも低下させることが無いように、異動受付支援システムを活用した「書かない窓口」の実現
□ 遅延         

の評価 やキャッシュレスを推進し、窓口業務の迅速化も並行して取り組み市民サービスの充実に努めた。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 デジタル技術を活用し、行政手続のオンライン化に各課の協力のもと引き続き取り組むことで「行かない」市役所を実現するとともに、基幹業務シス

1

テムの標準化及び

今後

頁

の方向性 □ 拡大　　

令

　　 ガバメントクラ

和

ウドへの移行作業が完

 

了した後は、ガバメン

6

トクラウド上に事業者

年

が構築したアプリケー

度

ションを提供するサー

　

ビスである「自治体窓

　

口DX SaaS（サ

事

ー

（改善措置等） □ 

務

縮小　　　　 ス）」

事

の導入を検討し、「書

業

かない」「待たない」

評

「迷わない」市役所の

価

実現も併せて取り組ん

表

でいく。
□ 改善　　

（

　　 

個票） 課名 企画戦略部

No.

デ

事務事業名 活動内容 コ

ジ

スト（事業費：千円）

タ

電子申請運営事業 令和

ル

　５年度 令和　６年度

戦

令和　６年度 令和　７

略

年度 令和　５年度 令和

課

　６年度 令和　６年度

作

令和　７年度
活動指標

成

名 単位
実績 計画 実績 計

日

画 決算 当初予算 決算 当

令

初予算
全体事業概要

①

和

電子申請利用申請数 件

　

45,509 35,0

７

00 52,595 40

年

,000
自治体DX推

　

進計画において「特に

８

国民の利便性向上に
資

月

する手続」として例示

　

された手続きを中心に



１

の推進を図る。
②

令和

日

　８年度の優先度

③1

概

　□ Ａ　　　 □ 

施

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

策

　 □ Ｄ　

令和6年

名

度は、デジタル戦略課

ス

の職員が勉強してRP

マ

Aのシナリオを独自で

ー

作成したため、業者に

ト

委託することなく
■ 

自

計画どおり   
令和

治

　６年度 新たなシナリ

体

オを増やすことができ

基

た。また、生成AIに

本

ついては月約50名程

目

度の職員の利用に留ま

標

っているが、
□ 遅延

共

         
の

に

評価 アイデア出しや文

創

書添削、会議録要約な

る

どの作業での利用が少

持

しずつ増えている。
□

続

 進展なし     

的

■ 維持　□ 拡大 R

に

PAやAI-OCRな

発

ど、定型業務を自動化

展

することは、業務の効

す

率化にかなり貢献する

る

ので、引き続きRPA

ま

について紹
事業区分 □

ち

 自治事務   □ 

要

法定受託   □ そ

施

の他
今後の方向性 □ 

策

縮小　□ 改善 介し、

の

各課の業務での利用を

目

広めていく。また、令

的

和7年度は、生成AI

情

の利用とノーコードツ

報

ールの利用を推進
（改

通

善措置等）□ 休止　

信

□ 終了 し、業務の効

技

率化を図っていく。
計

術

画対象 ■ 実施計画査

に

定対象  □ 行政改

よ

革対象 
□ 廃止　　

り

　　 

※決算額につい

、

ては、端数処理により

便

、他資料の決算額と差

利

異が生じている場合も

で

あります。

質の高い市民サービスの提供、効率的な行政運営、産業の活性化を図るスマート市役所を実現すること。

施策の方向 ICTによる行政運営の効率化

定型業務を自動化するRPAの利用拡大や職員のコミュニケーションを円滑化するビジネスチャットの利用を進め業務の効率化が進んだ。また、令和6年度は、対話型生成
■ 計画どおり   

令和　６年度 AI（Minnect-AI）を導入し、アイデア出しや、文章の要約などの事務業務を効率化できる環境を構築した。また、ノーコードツール（Kintone）の利用を進めるため、
□ 遅延         

の評価 全職員が利用できる環境を整備し、3市（三島市、伊豆の国市、伊豆市）で合同研修を行ない、自ら利用するアプリを自分で開発する意識醸成を図った。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 研修をとおして、ノーコードツール（Kintone）を積極的に活用

1

し、業務に精通してい

頁

る職員自身で業務アプ

令

リを作成することを引

和

き続き推進する。また

 

、生成AIの活

今後の

6

方向性 □ 拡大　　　

年

　 用事例や開発アプ

度

リの事例を取りまとめ

　

、庁内報として発信す

　

ることで職員のデジタ

事

ルリテラシーを向上さ

務

せていく。

（改善措置

事

等） □ 縮小　　　　

業

 

□ 改善　　　　 

評価表（個票） 課名 企画

No. 事務事

戦

業名 活動内容 コスト（

略

事業費：千円）

スマー

部

ト市役所推進事業 令和

デ

　５年度 令和　６年度

ジ

令和　６年度 令和　７

タ

年度 令和　５年度 令和

ル

　６年度 令和　６年度

戦

令和　７年度
活動指標

略

名 単位
実績 計画 実績 計

課

画 決算 当初予算 決算 当

作

初予算
全体事業概要

①

成

RPA及びAI-OC

日

R適用業務 件 11 14

令

18 16
スマート市役

和

所実現のため、窓口業

　

務のデジタル化や 数（

７

累計）
オンライン手続

年

きの推進、ICTの活

　

用による業務効率 17

８

,265 23,195

月

21,430 29,1

　

63
化、データ利活用



１

行う。

令和　８年度の

日

優先度

③1 　□ Ａ　

概

　　 □ Ｂ　　　 

施

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

策

　

令和6年度は新規の

名

オープンデータを18

ス

本作成し、概ね計画ど

マ

おりにオープンデータ

ー

を公開することができ

ト

た。
■ 計画どおり 

自

  
令和　６年度 また

治

、市内４箇所にフリー

体

WIFIを設置してい

基

たが、フリーWIFI

本

の需要があまり無かっ

目

たため、令和6年度内

標

にフ
□ 遅延    

共

     
の評価 リー

に

WIFIは終了した。

創

□ 進展なし    

る

 
 

□ 維持　□ 拡

持

大 オープンデータの業

続

務はスマート市役所推

的

進事業の中で継続する

に

こととし、ICT活用

発

デジタルライフ推進事

展

業は
事業区分 □ 自治

す

事務   □ 法定受

る

託   □ その他
今

ま

後の方向性 □ 縮小　

ち

□ 改善 終了する。
（

要

改善措置等）□ 休止

施

　■ 終了
計画対象 □

策

 実施計画査定対象 

の

 □ 行政改革対象 

目

□ 廃止　　　　 

※

的

決算額については、端

情

数処理により、他資料

報

の決算額と差異が生じ

通

ている場合もあります

信

。

技術により、便利で質

No. 事務

の

事業名 活動内容 コスト

高

（事業費：千円）

伊豆

い

ファン倶楽部推進事業

市

令和　５年度 令和　６

民

年度 令和　６年度 令和

サ

　７年度 令和　５年度

ー

令和　６年度 令和　６

ビ

年度 令和　７年度
活動

ス

指標名 単位
実績 計画 実

の

績 計画 決算 当初予算 決

提

算 当初予算
全体事業概

供

要
①

伊豆ファン倶楽部

、

ID付与 人 1,069

効

5,000 2023 1

率

5,000
三島市、熱

的

海市、函南町が協力し

な

て、デジタル社会の 総

行

数（会員数）
パスポー

政

トとなる「マイナンバ

運

ーカード」を利用して

営

90,490 90,0

、

00 86,989 70

産

,000
、伊豆に関心

業

を持つ関係人口（伊豆

の

ファン）を増やす
②

伊

活

豆ファン倶楽部のサー

性

点 2.8 4 2.8 4.

化

5
ことで、消費市場の

を

活性化を図りながら伊

図

豆エリアの ビス利用者

る

満足度
サービス業の生

ス

産性向上を進める。 令

マ

和　８年度の優先度

③

ー

2 　□ Ａ　　　 □

ト

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

市

　　 □ Ｄ　

伊豆半

役

島全域でのサービス提

所

供を目標にして開始し

を

たが、負担金も発生す

実

ることからR6年度は

現

新たに参加する市
□ 

す

計画どおり   
令和

る

　６年度 町がなく、エ

こ

リアの拡大はできなか

と

った。会員数の指標は

。

エリアが拡大すること

施

を前提として設定して

策

いるため
■ 遅延  

の

       
の評価

方

、会員数拡大に向けた

向

取り組みが急務である

産

。
□ 進展なし   

官

  

□ 維持　□ 拡

学

大 実績がでていないと

に

他市町に事業の説明に

よ

まわっても新たに参加

る

意向が見込めないため

情

、会員増加の取り組み

報

の
事業区分 □ 自治事

化

務   □ 法定受託

の

   □ その他
今後

推

の方向性 □ 縮小　■

進

 改善 1つとして、ト

地

ークンを活用して、伊

域

豆を応援したい方（伊

課

豆ファン）のコミュニ

題

ティを立ち上げ、地元

の

の素材
（改善措置等）

解

□ 休止　□ 終了 を

決

活用した伊豆の名産品

に

開発に取り組む。トー

市

クンを介してつながる

の

伊豆ファンコミュニテ

保

ィの参加者に、伊豆
計

有

画対象 ■ 実施計画査

す

定対象  □ 行政改

る

革対象 
□ 廃止　　

デ

　　 ファン倶楽部の

ー

会員に登録してもらい

タ

、会員の増加とアプリ

を

の利用を拡大していく

活

。

用してもらうため、オープンデータ化を順調に進めた。また、域内での行動履歴データを収集・分析して地域活性化や産業振
□ 計画どおり   

令和　６年度 興につなげる取組みである伊豆ファン倶楽部事業では、収集したデータをダッシュボードに公開し、会員数の推移や店舗の利用状況などの分析結果を加盟店に公開した
■ 遅延         

の評価 。一方で、会員数は目標の5,000名に対して2,023名にとどまり、より精度の高い分析を行なうためには、より多くのデータを収集する必要がある。
□ 進展なし     

□ 維持　　　　 伊豆ファン倶楽部事業でデータ分析するために必要なデータを確保するためには、引き続きアプ

1

リの利用を促進してい

頁

く必要があることから

令

、令和7年度からは、

和

伊豆

今後の方向性 □ 

 

拡大　　　　 ファン

6

倶楽部事業が名産品開

年

発のための資金調達や

度

伊豆ファンコミュニテ

　

ィの創出に向けて伊豆

　

ファン倶楽部トークン

事

を発行し、地域の活性

務

化に繋げていく。

（改

事

善措置等） □ 縮小　

業

　　　 

■ 改善　　

評

　　 

価表（個票） 課名 企画

No.

戦

事務事業名 活動内容 コ

略

スト（事業費：千円）

部

ＩＣＴ活用デジタルラ

デ

イフ推進事業 令和　５

ジ

年度 令和　６年度 令和

タ

　６年度 令和　７年度

ル

令和　５年度 令和　６

戦

年度 令和　６年度 令和

略

　７年度
活動指標名 単

課

位
実績 計画 実績 計画 決

作

算 当初予算 決算 当初予

成

算
全体事業概要

①
オー

日

プンデータ公開件数 件

令

78 100 96 100

和

地域や市民が自らＩＣ

　

Ｔ(情報通信技術)に

７

より地域課
題を解決す

年

る取組を進めるため、

　

オープンデータの積 4

８

07 0 0 0
極的な活用

月

を図るとともに、環境

　

づくりや人材育成を
②



概

備を進める。
②

投光器

施

のLED化 台 0 0 0 2

策

5

令和　８年度の優先

名

度

③
ポータブル蓄電池

危

配備 台 4 4 4 0
1 　□

機

 Ａ　　　 □ Ｂ　

管

　　 □ Ｃ　　　 

理

□ Ｄ　

予算の都合上

体

、令和6年度の整備目

制

標として掲げた全ての

基

品目の整備には至らな

本

かったため遅延が生じ

目

ているが
□ 計画どお

標

り   
令和　６年度

安

、予算化された品目に

全

ついては概ね計画どお

・

りの整備を実施した。

安

■ 遅延      

心

   
の評価

□ 進展

に

なし     

□ 維

暮

持　□ 拡大 今後も整

ら

備目標に沿って、防災

せ

資機材や避難生活用品

る

、非常食料等を整備し

ま

ていく。併せて、整備

ち

目標の改訂を
事業区分

要

□ 自治事務   □

施

 法定受託   □ 

策

その他
今後の方向性 □

の

 縮小　■ 改善 検討

目

していく。
（改善措置

的

等）□ 休止　□ 終

地

了
計画対象 ■ 実施計

震

画査定対象  □ 行

、

政改革対象 
□ 廃止

風

　　　　 

※決算額に

水

ついては、端数処理に

害

より、他資料の決算額

、

と差異が生じている場

火

合もあります。

災などの災害や大規模感

No. 事務事業名 活

染

動内容 コスト（事業費

症

：千円）

無線通信広報

に

事業 令和　５年度 令和

迅

　６年度 令和　６年度

速

令和　７年度 令和　５

か

年度 令和　６年度 令和

つ

　６年度 令和　７年度

的

活動指標名 単位
実績 計

確

画 実績 計画 決算 当初予

に

算 決算 当初予算
全体事

対

業概要
①

同報無線の屋

応

外子局のデ 件 0 1 0 7

で

0
災害発生時において

き

、電話等の通信手段が

る

使えない事 ジタル化等

体

改修件数
が想定されて

制

いることから、同報無

を

線や移動系無線等 14

整

,067 497,04

え

8 254,573 20

る

6,246
を整備し、

と

災害時における情報通

と

信網を確保する。
②同

も

報無線難聴地域の解消

に

及び不要な子局の撤去

市

など、
同報無線のデジ

民

タル化に伴い子局の適

の

正配置をする。 令和　

防

８年度の優先度

③2 　

災

□ Ａ　　　 □ Ｂ

意

　　　 □ Ｃ　　　

識

 □ Ｄ　

令和6年度

を

は、防災行政無線（同

高

報系）デジタル化再整

め

備工事を発注し、9月

る

に工事業者が決定した

こ

。年度内に親
□ 計画

と

どおり   
令和　６

に

年度 局及び屋外子局を

よ

1基施工し、電波伝達

り

試験まで行う予定であ

、

ったが、デジタル化に

地

伴うQPSK周波数の

域

内示に時
■ 遅延  

防

       
の評価

災

間を要し、機器の製造

力

のみ実施した。
□ 進

を

展なし     

■ 

強

維持　□ 拡大 今後は

化

、機器製造、工場検査

す

は終了しているので、

る

親局、遠隔制御装置及

こ

び屋外子局の施工を順

と

次実施していく
事業区

。

分 □ 自治事務   

施

□ 法定受託   □

策

 その他
今後の方向性

の

□ 縮小　□ 改善 。

方

（改善措置等）□ 休

向

止　□ 終了
計画対象

危

■ 実施計画査定対象

機

  □ 行政改革対象

管

 
□ 廃止　　　　 

理体制の強化

防災拠点備品整備事業では計画どおりの備蓄品等の整備が実施できたことをはじめ、無線通信広報事業の同報系防災行政無線のデジタル化再整備工事においても令和6
■ 計画どおり   

令和　６年度 年度に予定していた親局設備、遠隔制御装置、屋外拡声子局設備等の機器類の製造が完了できた。また、防災訓練事業においては、三島市総合防災訓練を南二日町広場
□ 遅延         

の評価 にて会場型で実施し、計画で見込んだ以上の参加者数に参加していただくことができた。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 令和7年度も計画に沿った備蓄品等の整備を行っていくほか、同報系防災行政無線のデジタル化再整備工事では、予定している親局設備、遠隔制御装置

1

及び約70局の子

今後

頁

の方向性 □ 拡大　　

令

　　 局の設置を確実

和

に行う。また、総合防

 

災訓練については、楽

6

寿園駅前口、市民文化

年

会館前広場、白滝公園

度

等を会場とした分散型

　

での開催を予定してお

　

り、市民への一層

（改

事

善措置等） □ 縮小　

務

　　　 の啓発に努め

事

ていく。
□ 改善　　

業

　　 

評価表（個票） 課名 企

No.

画

事務事業名 活動内容 コ

戦

スト（事業費：千円）

略

防災拠点備品整備事業

部

令和　５年度 令和　６

危

年度 令和　６年度 令和

機

　７年度 令和　５年度

管

令和　６年度 令和　６

理

年度 令和　７年度
活動

課

指標名 単位
実績 計画 実

作

績 計画 決算 当初予算 決

成

算 当初予算
全体事業概

日

要
①

非常食料の備蓄数

令

量 食 18306 27,

和

162 27,162 2

　

7,162
迅速な救援

７

活動と円滑な避難所運

年

営を図るため、学校
や

　

防災センターなどの防

８

災拠点施設へ防災資機

月

材や避 12,805 1

　

8,810 18,48

１

9 20,420
難生活

日

用品、非常食糧等の整



概

メール送信 回 6 6 6 6

施

産を守るため、各種訓

策

練・研修により市の組

名

織対応力 訓練実施回数

危

を強化する。 令和　８

機

年度の優先度

③3 　□

管

 Ａ　　　 □ Ｂ　

理

　　 □ Ｃ　　　 

体

□ Ｄ　

令和6年度は

制

、突発的な大規模災害

基

の発生を想定し、会場

本

型で三島市総合防災訓

目

練を実施した。主要会

標

場の南二
■ 計画どお

安

り   
令和　６年度

全

日町広場では、救出訓

・

練等による関係機関と

安

の連携強化のほか啓発

心

体験ブースを設置し、

に

市民の防災意識向上を

暮

□ 遅延      

ら

   
の評価 図った。

せ

また、別会場では避難

る

所開設訓練や遺体措置

ま

訓練等を実施し、各災

ち

害対応班の業務の習熟

要

を図った。
□ 進展な

施

し     

■ 維持

策

　□ 拡大 実災害時に

の

使用する施設を会場に

目

各種訓練を一斉に実施

的

し、各班における災害

地

時業務の習熟を図る。

震

今後も分散
事業区分 □

、

 自治事務   □ 

風

法定受託   □ そ

水

の他
今後の方向性 □ 

害

縮小　□ 改善 型訓練

、

と会場型実動訓練を隔

火

年で実施していく予定

災

である。
（改善措置等

な

）□ 休止　□ 終了

ど

計画対象 □ 実施計画

の

査定対象  □ 行政

災

改革対象 
□ 廃止　

害

　　　 

※決算額につ

や

いては、端数処理によ

大

り、他資料の決算額と

規

差異が生じている場合

模

もあります。

感染症に迅速かつ的確に対応できる体制を整えるとともに市民の防災意識を高めることにより、地域防災力を強化すること。

施策の方向 危機管理体制の強化

防災拠点備品整備事業では計画どおりの備蓄品等の整備が実施できたことをはじめ、無線通信広報事業の同報系防災行政無線のデジタル化再整備工事においても令和6
■ 計画どおり   

令和　６年度 年度に予定していた親局設備、遠隔制御装置、屋外拡声子局設備等の機器類の製造が完了できた。また、防災訓練事業においては、三島市総合防災訓練を南二日町広場
□ 遅延         

の評価 にて会場型で実施し、計画で見込んだ以上の参加者数に参加していただくことができた。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 令和7年度も計画に沿った備蓄品等の整備を行っていくほか、同報系防災行政無線のデジタル化再整備工事では、予定している親局設備、遠隔制御装置

2

及び約70局の子

今後

頁

の方向性 □ 拡大　　

令

　　 局の設置を確実

和

に行う。また、総合防

 

災訓練については、楽

6

寿園駅前口、市民文化

年

会館前広場、白滝公園

度

等を会場とした分散型

　

での開催を予定してお

　

り、市民への一層

（改

事

善措置等） □ 縮小　

務

　　　 の啓発に努め

事

ていく。
□ 改善　　

業

　　 

評価表（個票） 課名 企

No.

画

事務事業名 活動内容 コ

戦

スト（事業費：千円）

略

防災訓練事業 令和　５

部

年度 令和　６年度 令和

危

　６年度 令和　７年度

機

令和　５年度 令和　６

管

年度 令和　６年度 令和

理

　７年度
活動指標名 単

課

位
実績 計画 実績 計画 決

作

算 当初予算 決算 当初予

成

算
全体事業概要

①
総合

日

防災訓練参加者数 人 6

令

60 500 800 20

和

0
防災関係機関・団体

　

や医師会、自主防災組

７

織等との連
携を強化す

年

るため、実践的な防災

　

訓練を実施する。 9,

８

747 6,480 5,

月

995 10,226
ま

　

た、大規模自然災害な

１

どから市民の生命、身

日

体、財
②

職員安否確認



概

を図る。 5,096 1

施

,590 1,489 3

策

,627

②
自主防災組

名

織リーダー研 ％ 85.

危

3 88 85.3 88
修

機

会参加率

令和　８年度

管

の優先度

③1 　□ Ａ

理

　　　 □ Ｂ　　　

体

 □ Ｃ　　　 □ 

制

Ｄ　

令和6年度は、元

基

日の能登半島地震及び

本

8月の南海トラフ地震

目

臨時情報の発表などに

標

より、市民の防災意識

安

が高ま
■ 計画どおり

全

   
令和　６年度 り

・

、自主防からの出前講

安

座の依頼が増加した。

心

また、防災講演会には

に

、市民の関心の高い南

暮

海トラフ地震の専門
□

ら

 遅延       

せ

  
の評価 家を講師に

る

迎えたことで、参加者

ま

数が増加した。リーダ

ち

ー研修会は参加率こそ

要

横這いであったものの

施

、参加人数
□ 進展な

策

し     
は令和5

の

年度の203人から1

目

65人増の368人と

的

なった。
■ 維持　□

地

 拡大 自主防災組織か

震

らの出前講座の依頼に

、

関しては、市の職員に

風

加え防災指導員の派遣

水

も増やし、対応可能数

害

を増加
事業区分 □ 自

、

治事務   □ 法定

火

受託   □ その他

災

今後の方向性 □ 縮小

な

　□ 改善 させて自主

ど

防災組織の意識啓発に

の

努めていく。リーダー

災

研修会については、市

害

民等の意見を取り入れ

や

ながら適宜
（改善措置

大

等）□ 休止　□ 終

規

了 訓練内容を見直し、

模

参加率向上に努めてい

感

く。
計画対象 □ 実施

染

計画査定対象  □ 

症

行政改革対象 
□ 廃

に

止　　　　 

※決算額

迅

については、端数処理

速

により、他資料の決算

か

額と差異が生じている

つ

場合もあります。

的確に対応できる体制を

No. 事務事業名

整

活動内容 コスト（事業

え

費：千円）

国・県支出

る

金を伴う事業費補助金

と

令和　５年度 令和　６

と

年度 令和　６年度 令和

も

　７年度 令和　５年度

に

令和　６年度 令和　６

市

年度 令和　７年度
活動

民

指標名 単位
実績 計画 実

の

績 計画 決算 当初予算 決

防

算 当初予算
全体事業概

災

要
①

自主防災組織整備

意

事業補 団体 111 13

識

0 123 130
自主防

を

災組織が実施する防災

高

訓練及び防災資機材等

め

の 助金交付団体数
整備

る

に係る費用について、

こ

補助金を交付する。Ｈ

と

25か 15,812 1

に

3,200 19,53

よ

0 15,600
らは災

り

害時に福祉避難所とな

、

る民間施設に対しても

地

補
②

感震ブレーカー設

域

置事業 件 29 48 13

防

2 48
助金を交付。ま

災

た、地震による住宅の

力

出火及び延焼を 費補助

を

金申請件数
防ぐため、

強

感震ブレーカー設置に

化

ついて補助金を交付 令

す

和　８年度の優先度
す

る

る。
③2  　□ Ａ　

こ

　　 □ Ｂ　　　 

と

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

。

　

令和6年元日の能登

施

半島地震や8月の南海

策

トラフ地震臨時情報の

の

発表によって市民の関

方

心が高まったこともあ

向

り、
■ 計画どおり 

地

  
令和　６年度 自主

域

防災組織等の防災事業

防

費補助金交付事業及び

災

感震ブレーカー設置事

力

業費補助事業について

の

は、令和5年度よ
□ 

強

遅延        

化

 
の評価 りも申請数が

令

増加した。
□ 進展な

和

し     

■ 維持

6

　□ 拡大 自主防災組

年

織の事務説明会や出前

度

講座等を通して、防災

は

訓練の実施や地域での

、

防災資機材等の整備、

元

各家庭での
事業区分 □

日

 自治事務   □ 

に

法定受託   □ そ

発

の他
今後の方向性 □ 

生

縮小　□ 改善 防災対

し

策を呼びかけを実施し

た

、令和7年度引き続き

能

も同水準での達成を目

登

指す。感震ブレーカー

半

については、能
（改善

島

措置等）□ 休止　□

地

 終了 登半島地震等に

震

よる意識の高まりを好

に

機と捉え、自治会への

加

回覧板による周知など

え

に力を入れていく。
計

て

画対象 ■ 実施計画査

8

定対象  □ 行政改

月

革対象 
□ 廃止　　

の

　　 

南海トラフ地震臨時情報の発表の影響もあり、市民の防災に対する関心が非常に高まった1年となったことで
■ 計画どおり   

令和　６年度 、自主防災組織からの出前講座の依頼数の増加や防災講演会の参加者数の増加があり、住民啓発の実施数・実施団体とも、令和6年度を上回った。また、自主防災組織
□ 遅延         

の評価 等の防災事業費補助事業も前年を上回る申請数になったほか、感震ブレーカー設置事業費補助事業においては、前年度を大幅に上回る申請数となった。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 住民啓発事業ついては、職員だけでなく防災指導員の協力を得て、自主防災組織に対する

1

出前講座を積極的に実

頁

施し、市民の防災意識

令

の向上を図る。自主防

和

災組織等の

今後の方向

 

性 □ 拡大　　　　 

6

防災事業費補助事業に

年

ついては、利用のない

度

団体に対する働きかけ

　

を行い、自主防災組織

　

の共助の活動を促して

事

いく。感震ブレーカー

務

設置事業費補助事業に

事

ついては、

（改善措置

業

等） □ 縮小　　　　

評

 適切な広報等の実施

価

により、前年度と同様

表

の申請数を目指してい

（

く。
□ 改善　　　　

個

 

票） 課名 企画戦略部危

No. 事務

機

事業名 活動内容 コスト

管

（事業費：千円）

住民

理

啓発、教育事業 令和　

課

５年度 令和　６年度 令

作

和　６年度 令和　７年

成

度 令和　５年度 令和　

日

６年度 令和　６年度 令

令

和　７年度
活動指標名

和

単位
実績 計画 実績 計画

　

決算 当初予算 決算 当初

７

予算
全体事業概要

①
防

年

災講演会・図上訓練等

　

人 4,530 5,00

８

0 6,768 5,00

月

0
防災講演会や出前講

　

座等を通じて各家庭及

１

び自主防災 参加者数  

日

組織の防災意識の高揚



概

（ポンプ車、積載車、

施

積載ポンプ
②）を更新

策

する。
 令和　８年度

名

の優先度

③1 　□ Ａ

危

　　　 □ Ｂ　　　

機

 □ Ｃ　　　 □ 

管

Ｄ　

第18分団（長伏

理

）に配備している小型

体

動力ポンプ付積載車の

制

積載ポンプの更新につ

基

いて、計画どおり実施

本

するこ
■ 計画どおり

目

   
令和　６年度 と

標

ができた。
□ 遅延 

安

        
の評

全

価
□ 進展なし   

・

  

■ 維持　□ 拡

安

大 今後の車両更新計画

心

では小型動力ポンプ付

に

積載車を順次消防ポン

暮

プ自動車に更新してい

ら

く方針であるが、車両

せ

更
事業区分 □ 自治事

る

務   □ 法定受託

ま

   □ その他
今後

ち

の方向性 □ 縮小　□

要

 改善 新対象となる分

施

団詰所の車庫が狭く入

策

庫できない等の場合は

の

、当面、車両の積載ポ

目

ンプのみを更新するこ

的

ととし
（改善措置等）

地

□ 休止　□ 終了 て

震

おり、令和7年度は第

、

8分団の小型動力ポン

風

プ付積載車を消防ポン

水

プ自動車に更新する予

害

定であるが、分団や業

、

計画対象 ■ 実施計画

火

査定対象  □ 行政

災

改革対象 
□ 廃止　

な

　　　 者との打合せ

ど

、協議等を行い、計画

の

的に事業を進めていく

災

。

※決算額については

害

、端数処理により、他

や

資料の決算額と差異が

大

生じている場合もあり

規

ます。

模感染症に迅速かつ的

No.

確

事務事業名 活動内容 コ

に

スト（事業費：千円）

対

消防施設整備事業 令和

応

　５年度 令和　６年度

で

令和　６年度 令和　７

き

年度 令和　５年度 令和

る

　６年度 令和　６年度

体

令和　７年度
活動指標

制

名 単位
実績 計画 実績 計

を

画 決算 当初予算 決算 当

整

初予算
全体事業概要

①

え

消防団詰所用地の取得

る

数 件 0 1 １ 0
非常備消

と

防施設である市内各消

と

防団詰所等について、

も

三島市公共施設保全計

に

画との整合性を図りな

市

がら、修 4,071 7

民

6,972 123,9

の

68 21,200
繕、

防

建替え等を計画的に実

災

施していく。
②

消防団

意

詰所の建設数 件 0 0 １

識

1

令和　８年度の優先

を

度

③2 　□ Ａ　　　

高

 □ Ｂ　　　 □ 

め

Ｃ　　　 □ Ｄ　

令

る

和５度から繰り越した

こ

第14分団（笹原新田

と

）詰所建設工事を実施

に

するとともに、老朽化

よ

した第18分団(松本

り

)詰
■ 計画どおり 

、

  
令和　６年度 所の

地

移転･建替えに向け、

域

建設用地の取得及び詰

防

所建設に必要な地質調

災

査や新たな詰所の設計

力

業務委託等を行っ
□ 

を

遅延        

強

 
の評価 た。

□ 進展

化

なし     

■ 維

す

持　□ 拡大 詰所更新

る

計画に沿って、第18

こ

分団松本詰所の建設を

と

進めていく。
事業区分

。

□ 自治事務   □

施

 法定受託   □ 

策

その他
今後の方向性 □

の

 縮小　□ 改善
（改

方

善措置等）□ 休止　

向

□ 終了
計画対象 ■ 

消

実施計画査定対象  

防

□ 行政改革対象 
□

団

 廃止　　　　 

体制の強化

第18分団（長伏）に配備している小型動力ポンプ付積載車の積載ポンプを更新するとともに、第14分団（笹原新田）詰所建設工事を実施し、また、老朽化した第18分団
■ 計画どおり   

令和　６年度 (松本)詰所の移転･建替えに向けた、建設用地の取得及び詰所建設に必要な地質調査や新たな詰所の設計業務委託等を行ったことにより、消防ポンプ自動車等更新事業
□ 遅延         

の評価 及び消防施設整備事業の両事業を計画どおり実施することができた。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 消防ポンプ自動車等更新事業については、今後の車両更新計画で小型動力ポンプ付積載車を順次消防ポンプ車に更新していく方針であり。令和7年度は第8分団の小

1

型動

今後の方向性 □ 

頁

拡大　　　　 力ポン

令

プ付積載車を消防ポン

和

プ自動車に更新する。

 

また、消防施設整備事

6

業については、詰所更

年

新計画に沿って、第1

度

8分団松本詰所の移転

　

･建替のため、消防車

　

両の乗

（改善措置等）

事

□ 縮小　　　　 り

務

入れができるように県

事

道歩道部分の改修にむ

業

けた実施設計業務を行

評

う。
□ 改善　　　　

価

 

表（個票） 課名 企画戦

No. 事務

略

事業名 活動内容 コスト

部

（事業費：千円）

消防

危

ポンプ自動車等更新事

機

業 令和　５年度 令和　

管

６年度 令和　６年度 令

理

和　７年度 令和　５年

課

度 令和　６年度 令和　

作

６年度 令和　７年度
活

成

動指標名 単位
実績 計画

日

実績 計画 決算 当初予算

令

決算 当初予算
全体事業

和

概要
①

消防ポンプ自動

　

車等の更 台 1 1 １ 1
火

７

災、風水害、大規模地

年

震など複雑多様化する

　

各種災 新台数
害への対

８

応力の強化を図るため

月

、年次計画に基づき、

　

2,321 3,300

１

3,267 26,89

日

3
消防ポンプ自動車等



８

ついては、端数処理に

月

より、他資料の決算額

　

と差異が生じている場

１

合もあります。

日

概 施策名 森林保全 基本

No. 事務事業名 活

目

動内容 コスト（事業費

標

：千円）

里山再生事業

安

令和　５年度 令和　６

全

年度 令和　６年度 令和

・

　７年度 令和　５年度

安

令和　６年度 令和　６

心

年度 令和　７年度
活動

に

指標名 単位
実績 計画 実

暮

績 計画 決算 当初予算 決

ら

算 当初予算
全体事業概

せ

要
①

茶臼山維持管理業

る

務委託 件 1 1 1 1
富士

ま

山の景勝地である小沢

ち

地区茶臼山を、展望台

要

とし
て整備したことに

施

伴い、草刈り等の維持

策

管理を行う。 75 75

の

75 38

②

令和　８年

目

度の優先度

③2 　□ 

的

Ａ　　　 □ Ｂ　　

健

　 □ Ｃ　　　 □

全

 Ｄ　

NPO法人三島

な

フォレストクラブに委

森

託し、契約期間に8回

を

の維持管理業務を実施

育

した。
■ 計画どおり

成

   
令和　６年度

□

し

 遅延       

、

  
の評価

□ 進展な

土

し     

■ 維持

砂

　□ 拡大 継続して茶

災

臼山展望台の維持管理

害

業務を行う。予算が減

の

少したので計画的に実

防

施する。
事業区分 □ 

止

自治事務   □ 法

を

定受託   □ その

は

他
今後の方向性 □ 縮

じ

小　□ 改善
（改善措

め

置等）□ 休止　□ 

と

終了
計画対象 □ 実施

す

計画査定対象  □ 

る

行政改革対象 
□ 廃

森

止　　　　 

林のもつ公益的機能の増進を図るとともに、合理的な水利用の推進とかん養量の増加を図り、水資源を確保すること。

施策の方向 森林の保全

施策の目的に沿った事業を実施した。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 ・森林経営管理制度における森林整備を継続するとともに、林業経営が可能な森林については森林事業体へ森林経営計画の作成を支援する。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 ・小沢の里と茶臼山の維持管理業務を引続き実施する。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業

1

名 活動内容 コスト（事

頁

業費：千円）

放置竹林

令

対策事業 令和　５年度

和

令和　６年度 令和　６

 

年度 令和　７年度 令和

6

　５年度 令和　６年度

年

令和　６年度 令和　７

度

年度
活動指標名 単位

実

　

績 計画 実績 計画 決算 当

　

初予算 決算 当初予算
全

事

体事業概要
①

竹破砕機

務

使用講習会 回 2 2 2 2

事

里山を再生し健全な森

業

への転換を図るため、

評

竹破砕機
の講習会の開

価

催や貸し出しにより市

表

民の意識向上を図 10

（

2 64 53 59
る。

②

個

竹破砕機貸出 回 3 8 9

票

8

令和　８年度の優先

）

度

③1 　□ Ａ　　　

課

 □ Ｂ　　　 □ 

名

Ｃ　　　 □ Ｄ　

竹

産

破砕機使用講習会を1

業

1月と3月に実施した

文

。貸出件数は昨年度よ

化

り増加し、計画以上と

部

なった。
■ 計画どお

農

り   
令和　６年度

と

□ 遅延      

食

   
の評価

□ 進展

の

なし     

■ 維

ま

持　□ 拡大 竹破砕機

ち

使用講習会は年2回開

づ

催し、竹破砕機の貸出

く

に対応できるよう日々

り

のメンテナンスを実施

課

する。
事業区分 □ 自

作

治事務   □ 法定

成

受託   □ その他

日

今後の方向性 □ 縮小

令

　□ 改善
（改善措置

和

等）□ 休止　□ 終

　

了
計画対象 □ 実施計

７

画査定対象  □ 行

年

政改革対象 
□ 廃止

　

　　　　 

※決算額に



８月　１日

概 施策

No. 事務事業名 活動

名

内容 コスト（事業費：

森

千円）

小沢の里維持管

林

理事業 令和　５年度 令

保

和　６年度 令和　６年

全

度 令和　７年度 令和　

基

５年度 令和　６年度 令

本

和　６年度 令和　７年

目

度
活動指標名 単位

実績

標

計画 実績 計画 決算 当初

安

予算 決算 当初予算
全体

全

事業概要
①

建物補強の

・

実施 回 1 1 １ 1
NPO

安

法人三島フォレストク

心

ラブの活動拠点として

に

建物
を維持管理すると

暮

ともに、ウォーキング

ら

コースの休憩 264 3

せ

28 298 176
地と

る

して公衆トイレの管理

ま

を行う。
②

令和　８年

ち

度の優先度

③4 　□ 

要

Ａ　　　 □ Ｂ　　

施

　 □ Ｃ　　　 □

策

 Ｄ　

令和6年度は、

の

昨年度に引き続き、小

目

沢の里の維持管理につ

的

いて管理協定を締結し

健

ているNPO法人に対

全

し、建物の
■ 計画ど

な

おり   
令和　６年

森

度 屋根の補修用資材を

を

提供し、補強を実施し

育

た。
□ 遅延    

成

     
の評価

□ 

し

進展なし     

■

、

 維持　□ 拡大 引き

土

続き、建物に補強の必

砂

要性が生じた場合は、

災

補強を実施する。随時

害

確認を行う。
事業区分

の

□ 自治事務   □

防

 法定受託   □ 

止

その他
今後の方向性 □

を

 縮小　□ 改善
（改

は

善措置等）□ 休止　

じ

□ 終了
計画対象 □ 

め

実施計画査定対象  

と

□ 行政改革対象 
□

す

 廃止　　　　 

る森林のもつ公益的機能の増進を図るとともに、合理的な水利用の推進とかん養量の増加を図り、水資源を確保すること。

施策の方向 森林の保全

施策の目的に沿った事業を実施した。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 ・森林経営管理制度における森林整備を継続するとともに、林業経営が可能な森林については森林事業体へ森林経営計画の作成を支援する。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 ・小沢の里と茶臼山の維持管理業務を引続き実施する。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業

2

名 活動内容 コスト（事

頁

業費：千円）

林道維持

令

管理事業 令和　５年度

和

令和　６年度 令和　６

 

年度 令和　７年度 令和

6

　５年度 令和　６年度

年

令和　６年度 令和　７

度

年度
活動指標名 単位

実

　

績 計画 実績 計画 決算 当

　

初予算 決算 当初予算
全

事

体事業概要
①

修繕 件 5

務

2 2 2
林道の適正な管

事

理のため、必要な維持

業

管理を行う。
6,17

評

3 7,005 6,27

価

9 3,600

②
林道草

表

刈り 件 3 3 3 3

令和　

（

８年度の優先度

③3 　

個

□ Ａ　　　 □ Ｂ

票

　　　 □ Ｃ　　　

）

 □ Ｄ　

林道利用者

課

からの要望を基に事業

名

を実施することができ

産

た。
■ 計画どおり 

業

  
令和　６年度

□ 

文

遅延        

化

 
の評価

□ 進展なし

部

     

■ 維持　

農

□ 拡大 林業実施路線

と

を優先して対応してい

食

く。
事業区分 □ 自治

の

事務   □ 法定受

ま

託   □ その他
今

ち

後の方向性 □ 縮小　

づ

□ 改善
（改善措置等

く

）□ 休止　□ 終了

り

計画対象 ■ 実施計画

課

査定対象  □ 行政

作

改革対象 
□ 廃止　

成

　　　 

※決算額につ

日

いては、端数処理によ

令

り、他資料の決算額と

和

差異が生じている場合

　

もあります。

７年　



８

ている。
□ 進展なし

月

     

■ 維持　

　

□ 拡大 森林経営管理

１

制度による森林整備は

日

、①森林所有者への経

概

営管理意向調査（1年

施

目）、②意向調査結果

策

を反映し
事業区分 □ 

名

自治事務   □ 法

森

定受託   □ その

林

他
今後の方向性 □ 縮

保

小　□ 改善 た経営管

全

理権集積計画の作成（

基

2年目）、③集積計画

本

地における森林整備（

目

3年目）というサイク

標

ルで進めている
（改善

安

措置等）□ 休止　□

全

 終了 。今後も、事業

・

体による経営計画に基

安

づく森林整備とともに

心

、実施していく。
計画

に

対象 ■ 実施計画査定

暮

対象  □ 行政改革

ら

対象 
□ 廃止　　　

せ

　 

※決算額について

る

は、端数処理により、

ま

他資料の決算額と差異

ち

が生じている場合もあ

要

ります。

施策の目的 健全な森を育成し、土砂災害の防止をはじめとする森林のもつ公益的機能の増進を図るとともに、合理的な水利用の推進とかん養量の増加を図り、水資源を確保すること。

施策の方向 森林の保全

施策の目的に沿った事業を実施した。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 ・森林経営管理制度における森林整備を継続するとともに、林業経営が可能な森林については森林事業体へ森林経営計画の作成を支援する。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 ・小沢の里と茶臼山の維持管理業務を引続き実施する。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業

3

名 活動内容 コスト（事

頁

業費：千円）

森林環境

令

管理事業 令和　５年度

和

令和　６年度 令和　６

 

年度 令和　７年度 令和

6

　５年度 令和　６年度

年

令和　６年度 令和　７

度

年度
活動指標名 単位

実

　

績 計画 実績 計画 決算 当

　

初予算 決算 当初予算
全

事

体事業概要
①

間伐実施

務

面積（事業者が ha 8

事

1.32 120 101

業

.53 150
森林経営

評

管理制度に基づき、①

価

森林所有者への経営管

表

行うものも含めた面積

（

）
理意向調査、②意向

個

調査結果を反映した経

票

営管理権集 16,62

）

1 21,250 21,

課

135 21,171
積

名

計画の作成、③集積計

産

画地における森林整備

業

という
②

意向調査実施

文

数 箇所 1 1 1 1
一連の

化

サイクルを実施し、市

部

の実情に合わせた森林

農

整
備を行う。 令和　８

と

年度の優先度

③
集積計

食

画作成数 件 2 2 2 2
5

の

　□ Ａ　　　 □ 

ま

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

ち

　 □ Ｄ　

森林経営

づ

管理制度に基づき、意

く

向調査を１箇所で実施

り

、経営管理権集積計画

課

を２件作成、森林整備

作

（間伐）を２
□ 計画

成

どおり   
令和　６

日

年度 箇所で実施した。

令

事業体による森林経営

和

計画の間伐面積が見込

　

みを大きく下回り、令

７

和６年度実績は目標か

年

ら遅
■ 遅延    

　

     
の評価 延し



８

事務   □ 法定受

月

託   □ その他
今

　

後の方向性 □ 縮小　

１

□ 改善 となり得る新

日

規就農者の育成・確保

概

に努める。そのために

施

JAや東部農林事務所

策

の新規就農者担当と連

名

携を密にし
（改善措置

農

等）□ 休止　□ 終

業

了 、新規就農希望者の

基

情報を共有しながら業

本

務を進める。
計画対象

目

■ 実施計画査定対象

標

  □ 行政改革対象

交

 
□ 廃止　　　　 

流

※決算額については、

と

端数処理により、他資

賑

料の決算額と差異が生

わ

じている場合もありま

い

す。

のあるまち

要 施策の目

No. 事

的

務事業名 活動内容 コス

地

ト（事業費：千円）

新

域

規就農者育成総合対策

の

事業 令和　５年度 令和

特

　６年度 令和　６年度

性

令和　７年度 令和　５

を

年度 令和　６年度 令和

生

　６年度 令和　７年度

か

活動指標名 単位
実績 計

し

画 実績 計画 決算 当初予

た

算 決算 当初予算
全体事

農

業概要
①

青年等就農計

業

画認定者数 人 15 14

に

15 14
次世代を担う

よ

農業者となることを目

る

指し、国が定める （再

農

掲）
要件を満たす新規

業

就農者に対し、就農直

者

後の経営を確 3,00

の

0 4,500 4,50

経

0 3,000
立するま

営

での最大3年間、1人

の

当たり年間最大150

安

万円
②の経営開始資金

定

を給付し、就農直後の

と

経営確立を支援
する。

所

なお、当該制度に基づ

得

く給付は令和4年以降

向

の 令和　８年度の優先

上

度
新規就農者であり、

、

令和3年度までの者に

生

は、農業次
③2 世代人

産

材投資事業により給付

力

する。 　□ Ａ　　　

の

 □ Ｂ　　　 □ 

強

Ｃ　　　 □ Ｄ　

新

化

規認定案件はなかった

に

ものの、過去認定した

よ

新規就農者のサポート

り

のため、JAや県と協

、

力して巡回や書類によ

地

■ 計画どおり   

域

令和　６年度 る就農状

農

況の確認を実施した。

業

□ 遅延      

を

   
の評価  

□ 進

活

展なし     

■ 

性

維持　□ 拡大 農業従

化

事者の高齢化や、担い

さ

手不足が進み、農業基

せ

盤の弱体化が危惧され

る

るため、引き続き地域

こ

の農業を担い手
事業区

と

分 □ 自治事務   

。

□ 法定受託   □

施

 その他
今後の方向性

策

□ 縮小　□ 改善 と

の

なり得る新規就農者の

方

育成・確保に努める。

向

そのためにJAや東部

地

農林事務所の新規就農

域

者担当と連携を密にし

農

（改善措置等）□ 休

業

止　□ 終了 、新規就

の

農希望者の情報を共有

活

しながら業務を進める

性

。
計画対象 ■ 実施計

化

画査定対象  □ 行

各

政改革対象 
□ 廃止

活

　　　　 

動指標により、計画値を達成したものと達成できなかったものがそれぞれあるが、概ね計画通り進められたと考える。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も継続して進めていく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

農業次世代人材投資事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　

1

６年度 令和　６年度 令

頁

和　７年度
活動指標名

令

単位
実績 計画 実績 計画

和

決算 当初予算 決算 当初

 

予算
全体事業概要

①
青

6

年等就農計画認定者数

年

人 15 14 15 14
次

度

世代を担う農業者とな

　

ることを目指し、国が

　

定める
要件を満たす新

事

規就農者に対し、就農

務

直後の経営を確 6,0

事

00 4,050 4,0

業

50 2,400
立する

評

までの最大5年間、1

価

人当たり年間最大15

表

0万円
②の農業次世代

（

人材投資資金を給付し

個

、就農直後の経営
確立

票

を支援する。なお、当

）

該制度に基づく給付は

課

令和 令和　８年度の優

名

先度
3年までの新規就

産

農者であり、令和4年

業

度以降の者には
③1 、

文

新規就農者育成総合対

化

策事業により給付する

部

。 　□ Ａ　　　 □

農

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

と

　　 □ Ｄ　

新規案

食

件はなかったものの、

の

過去認定した新規就農

ま

者のサポートのため、

ち

JAや県と協力して巡

づ

回や書類による就
■ 

く

計画どおり   
令和

り

　６年度 農状況の確認

課

を実施した。
□ 遅延

作

         
の

成

評価
□ 進展なし  

日

   

■ 維持　□ 

令

拡大 農業従事者の高齢

和

化や、担い手不足が進

　

み、農業基盤の弱体化

７

が危惧されるため、引

年

き続き地域の農業を担

　

い手
事業区分 □ 自治



８

等の支援を行っていく

月

。
事業区分 □ 自治事

　

務   □ 法定受託

１

   □ その他
今後

日

の方向性 □ 縮小　□

概

 改善 有機農業推進協

施

議会を通して、有機農

策

業のＰＲ及び有機農業

名

推進に繋がる事業を検

農

討していく。
（改善措

業

置等）□ 休止　□ 

基

終了
計画対象 □ 実施

本

計画査定対象  □ 

目

行政改革対象 
□ 廃

標

止　　　　 

※決算額

交

については、端数処理

流

により、他資料の決算

と

額と差異が生じている

賑

場合もあります。

わいのあるまち

要 施策の

No. 事務事業名

目

活動内容 コスト（事業

的

費：千円）

佐野体験農

地

園管理事業 令和　５年

域

度 令和　６年度 令和　

の

６年度 令和　７年度 令

特

和　５年度 令和　６年

性

度 令和　６年度 令和　

を

７年度
活動指標名 単位

生

実績 計画 実績 計画 決算

か

当初予算 決算 当初予算

し

全体事業概要
①

市民農

た

園貸出業務 区画 90 9

農

0 90 90
有機農業や

業

地産地消の啓発、魅力

に

ある農業体験交流空
間

よ

の提供など、農用地の

る

多面的利用や地域農業

農

の振興 5,779 5,

業

792 5,817 5,

者

852
を総合的に推進

の

する。
②

講習会・イベ

経

ント等開催 回数 10 1

営

0 11 10

令和　８年

の

度の優先度

③
講習会・

安

イベント等開催 人数 4

定

39 400 603 40

と

0
4 　□ Ａ　　　 

所

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

得

　　　 □ Ｄ　

年度

向

末時点で市民農園は全

上

区画貸出。
■ 計画ど

、

おり   
令和　６年

生

度 昨年度よりイベント

産

回数、参加者人数は共

力

に増加し、施設の立地

の

や市民農園であること

強

を考慮すると、イベン

化

ト
□ 遅延     

に

    
の評価 に係る

よ

開催数11回、参加者

り

603名は十分と思わ

、

れる。
□ 進展なし 

地

    

■ 維持　□

域

 拡大 利用者への営農

農

指導、イベント開催を

業

通じて、有機農法・有

を

機野菜の更なる周知に

活

向けた取り組みを継続

性

する。
事業区分 □ 自

化

治事務   □ 法定

さ

受託   □ その他

せ

今後の方向性 □ 縮小

る

　□ 改善
（改善措置

こ

等）□ 休止　□ 終

と

了
計画対象 □ 実施計

。

画査定対象  □ 行

施

政改革対象 
□ 廃止

策

　　　　 

の方向 地域農業の活性化

各活動指標により、計画値を達成したものと達成できなかったものがそれぞれあるが、概ね計画通り進められたと考える。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も継続して進めていく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

市単独事業費補助金 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　６年

2

度 令和　６年度 令和　

頁

７年度
活動指標名 単位

令

実績 計画 実績 計画 決算

和

当初予算 決算 当初予算

 

全体事業概要
①

地域と

6

きめき女性連絡協 団体

年

3 3 3 3
・地域ときめ

度

き女性連絡協議会補助

　

金 議会補助金交付団体

　

数
農業に関する知識や

事

技術の習得及び食に関

務

する研究・ 715 83

事

1 659 830
活動等

業

を通じ、優れた感性を

評

持った女性の育成支援

価

。
②

地域農政地産地消

表

イベン 回 3 3 5 3
・地

（

域農政地産地消推進事

個

業費補助金 ト開催回数

票

地域活性化・特産物の

）

販路拡大・地産地消の

課

推進。 令和　８年度の

名

優先度
・有機農業推進

産

協議会補助金
③

有機農

業

業講座参加人数 人 27

文

9 220 329 220

化

3 有機農業の周知・啓

部

発の支援。 　□ Ａ　

農

　　 □ Ｂ　　　 

と

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

食

　

地元農畜産物のPR

の

を目的とするイベント

ま

実施団体にイベント等

ち

の支援を行った。
■ 

づ

計画どおり   
令和

く

　６年度 有機農業推進

り

協議会では、「有機農

課

業祭」や「有機野菜の

作

栽培収穫体験講座」を

成

通して、有機農業のＰ

日

Ｒを行っ
□ 遅延  

令

       
の評価

和

た。
□ 進展なし  

　

   

■ 維持　□ 

７

拡大 地元農畜産物のP

年

Rを目的とするイベン

　

ト実施団体にイベント



８

 法定受託   □ 

月

その他
今後の方向性 □

　

 縮小　□ 改善
（改

１

善措置等）□ 休止　

日

□ 終了
計画対象 □ 

概

実施計画査定対象  

施

□ 行政改革対象 
□

策

 廃止　　　　 

※決

名

算額については、端数

農

処理により、他資料の

業

決算額と差異が生じて

基

いる場合もあります。

本目標 交流と賑わいのあ

No. 事務事

る

業名 活動内容 コスト（

ま

事業費：千円）

市単独

ち

事業費補助金 令和　５

要

年度 令和　６年度 令和

施

　６年度 令和　７年度

策

令和　５年度 令和　６

の

年度 令和　６年度 令和

目

　７年度
活動指標名 単

的

位
実績 計画 実績 計画 決

地

算 当初予算 決算 当初予

域

算
全体事業概要

①
スマ

の

ート農業推進事業費 h

特

a 8.7 4.3 6.4

性

4.4
・スマート農業

を

推進事業費補助金 補助

生

金
省力化や農作物の高

か

品質化に効果のあるス

し

マート農業 ドローン利

た

用面積 7,664 8,

農

760 8,313 8,

業

410
の取り組みを支

に

援する。
②

有害鳥獣防

よ

除柵等設置事 件数 15

る

25 21 25
・有害鳥

農

獣防除柵等設置事業費

業

補助金 業費補助金
農作

者

物被害を減少するため

の

、防除柵設置を支援す

経

る。 防除柵等設置件数

営

令和　８年度の優先度

の

・地域農畜産物ブラン

安

ド推進事業費補助金
③

定

地域農畜産物ブランド

と

推 件数 109 97 11

所

2 100
6 ブランド産

得

地の生産力の維持強化

向

の取り組み支援。 進事

上

業補助金 　□ Ａ　　

、

　 □ Ｂ　　　 □

生

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

産

直販事業取扱件数
JA

力

と協力のもと箱根西麓

の

三島野菜のＰＲイベン

強

ト等を行うとともに、

化

野菜を使った新商品の

に

開発や飲食店や販売
■

よ

 計画どおり   
令

り

和　６年度 店へ野菜の

、

直販を実施し、箱根西

地

麓三島野菜の販路の拡

域

大に向けた取り組みが

農

できた。
□ 遅延  

業

       
の評価

を

21名の農業者が補助

活

制度を利用し、有害鳥

性

獣による農作物被害の

化

防止効果の高い防除柵

さ

を設置した。
□ 進展

せ

なし     
ドロー

る

ンによる農薬散布は6

こ

.4haと昨年度より

と

減少したものの、目標

。

値は超え、26名の生

施

産者が利用した。
■ 

策

維持　□ 拡大 箱根西

の

麓三島野菜産地の維持

方

には生産者の拡大や品

向

目の拡大も必要である

地

。また基準等の見直し

域

も今後必要と考
事業区

農

分 □ 自治事務   

業

□ 法定受託   □

の

 その他
今後の方向性

活

□ 縮小　□ 改善 え

性

る。
（改善措置等）□

化

 休止　□ 終了 ハク

各

ビシンなどの小動物に

活

よる被害が目立ってお

動

り、更なる防除柵の設

指

置に向けた取り組みを

標

継続する。
計画対象 ■

に

 実施計画査定対象 

よ

 □ 行政改革対象 

り

□ 廃止　　　　 ド

、

ローン利用面積につい

計

ては、引き続きJAふ

画

じ伊豆の担当者と協力

値

し、省力化に貢献でき

を

るよう事業を続ける。

達成したものと達成できなかったものがそれぞれあるが、概ね計画通り進められたと考える。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も継続して進めていく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

山田川自然の里管理事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　

3

６年度 令和　６年度 令

頁

和　７年度
活動指標名

令

単位
実績 計画 実績 計画

和

決算 当初予算 決算 当初

 

予算
全体事業概要

①
市

6

民農園貸出業務 区画 7

年

2 80 77 80
山田川

度

流域環境整備事業で整

　

備した「山田川自然の

　

里
」の維持管理を行い

事

、里山の景観保全を行

務

うとともに 5,989

事

6,160 5,923

業

6,150
、稲作や畑

評

作の農業体験を実施し

価

、自然体験の利用を
②

表

イベント開催 回数 55

（

50 55 50
図る。

令

個

和　８年度の優先度

③

票

イベント開催 人数 10

）

84 1,500 120

課

5 1,500
5 　□ 

名

Ａ　　　 □ Ｂ　　

産

　 □ Ｃ　　　 □

業

 Ｄ　

年度末時点で市

文

民農園は全区画貸出に

化

はならなかった。
■ 

部

計画どおり   
令和

農

　６年度 施設の立地や

と

市民農園であることを

食

考慮すると、イベント

の

に係る開催数55回、

ま

参加者1,205名は

ち

十分と思われる
□ 遅

づ

延         

く

の評価 。昨年度より参

り

加者人数は増加し、イ

課

ベント開催数は計画以

作

上となった。
□ 進展

成

なし     

■ 維

日

持　□ 拡大 利用者へ

令

の営農指導、イベント

和

開催を通じて、有機農

　

法・有機野菜の更なる

７

周知に向けた取り組み

年

を継続する。
事業区分

　

□ 自治事務   □



８

容としてはどれも畜産

月

振興に欠かせないもの

　

であり、今後も継続し

１

て補助を行っていく必

日

要がある。事業
事業区

概

分 □ 自治事務   

施

□ 法定受託   □

策

 その他
今後の方向性

名

□ 縮小　□ 改善 が

農

生産者に浸透してきた

業

事により、今後も申請

基

数の増加が見込まれる

本

。
（改善措置等）□ 

目

休止　□ 終了
計画対

標

象 □ 実施計画査定対

交

象  □ 行政改革対

流

象 
□ 廃止　　　　

と

 

※決算額については

賑

、端数処理により、他

わ

資料の決算額と差異が

い

生じている場合もあり

の

ます。

あるまち

要 施策の目的 地域の特性を生かした農業による農業者の経営の安定と所得向上、生産力の強化により、地域農業を活性化させること。

施策の方向 地域農業の活性化

各活動指標により、計画値を達成したものと達成できなかったものがそれぞれあるが、概ね計画通り進められたと考える。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も継続して進めていく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

市単独事業費補助金 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　６年

4

度 令和　６年度 令和　

頁

７年度
活動指標名 単位

令

実績 計画 実績 計画 決算

和

当初予算 決算 当初予算

 

全体事業概要
①

家畜改

6

良事業費補助金 頭 3 5

年

3 5
・家畜改良事業費

度

補助金 優良種畜導入頭

　

数
家畜改良のため、優

　

良種畜の導入経費を支

事

援する。 2,477 2

務

,721 2,019 2

事

,721
・家畜舎一斉

業

消毒薬剤購入事業費補

評

助金
②

家畜舎一斉消毒

価

薬剤購入 件数 11 11

表

9 11
悪臭・害虫の発

（

生を防ぐため、畜産農

個

家が購入する家 事業費

票

補助金交付件数
畜舎一

）

斉消毒薬剤の購入に要

課

する経費を支援する。

名

令和　８年度の優先度

産

・家畜予防注射補助金

業

③
家畜予防注射頭数 頭

文

346 400 533 4

化

00
7 家畜伝染病予防

部

法に基づく注射・検査

農

費用を支援。 　□ Ａ

と

　　　 □ Ｂ　　　

食

 □ Ｃ　　　 □ 

の

Ｄ　

各補助事業が生産

ま

者に浸透してきたこと

ち

により、安定的経営に

づ

資する補助が実施でき

く

ている。家畜予防注射

り

頭数
■ 計画どおり 

課

  
令和　６年度 につ

作

いては、牛ボツリヌス

成

症の蔓延防止のための

日

予防注射を実施したこ

令

とにより、計画を大き

和

く上回る実績とな
□ 

　

遅延        

７

 
の評価 った。

□ 進

年

展なし     

■ 

　

維持　□ 拡大 事業内



８

、本事業に参加する農

月

家と福祉事業所をJA

　

ふじ伊豆連携を図りな

１

がらともに増やしてい

日

く。障がい者のや
事業

概

区分 □ 自治事務  

施

 □ 法定受託   

策

□ その他
今後の方向

名

性 □ 縮小　□ 改善

農

りがいや就労機会の創

業

出と農業経営の安定化

基

を目指していく。
（改

本

善措置等）□ 休止　

目

□ 終了
計画対象 □ 

標

実施計画査定対象  

交

□ 行政改革対象 
□

流

 廃止　　　　 

※決

と

算額については、端数

賑

処理により、他資料の

わ

決算額と差異が生じて

い

いる場合もあります。

のあるまち

要 施策の目的 地域の特性を生かした農業による農業者の経営の安定と所得向上、生産力の強化により、地域農業を活性化させること。

施策の方向 労働力の確保・省力化の推進

農業労働力確保支援事業では、農作業の受け手である農家と農作業の労働力の提供者である福祉事業所ともに本事業の制度に関する周知が進み、労働力提供者は農作業
■ 計画どおり   

令和　６年度 にも慣れてきており、計画を上回っている。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も、本事業の周知を行い、参加する農家と福士事業所をともに増やしていく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1

No. 事務事業名

頁

活動内容 コスト（事業

令

費：千円）

各種団体へ

和

の負担金 令和　５年度

 

令和　６年度 令和　６

6

年度 令和　７年度 令和

年

　５年度 令和　６年度

度

令和　６年度 令和　７

　

年度
活動指標名 単位

実

　

績 計画 実績 計画 決算 当

事

初予算 決算 当初予算
全

務

体事業概要
①

農福連携

事

農作業請負回数 回 11

業

10 500 760 60

評

0
・県農業用廃プラス

価

チック適正処理推進委

表

員会負担金
農業用廃プ

（

ラスチックの減量化や

個

再生利用を促進し、 2

票

55 255 255 25

）

5
循環型社会形成への

課

取り組みを推進する「

名

県農業用廃
②プラスチ

産

ック適正処理推進委員

業

会」への負担金。
・農

文

業労働力確保支援事業

化

費負担金 令和　８年度

部

の優先度
農福連携に伴

農

う三島函南農福連携支

と

援連絡協議会負担
③1

食

金。 　□ Ａ　　　 

の

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

ま

　　　 □ Ｄ　

農作

ち

業の受け手である農家

づ

と農作業の労働力の提

く

供者である福祉事業所

り

において、本事業の制

課

度に関する周知が
■ 

作

計画どおり   
令和

成

　６年度 進むとともに

日

、労働力提供者は農作

令

業にも慣れてきており

和

、計画を上回っている

　

。
□ 遅延     

７

    
の評価

□ 進

年

展なし     

■ 

　

維持　□ 拡大 今後も



８

縮小　□ 改善
（改善

月

措置等）□ 休止　□

　

 終了
計画対象 □ 実

１

施計画査定対象  □

日

 行政改革対象 
□ 

概

廃止　　　　 

※決算

施

額については、端数処

策

理により、他資料の決

名

算額と差異が生じてい

農

る場合もあります。

業 基本目標 交流と賑わい

No. 事務事業

の

名 活動内容 コスト（事

あ

業費：千円）

農振計画

る

変更と農地流動化推進

ま

事業 令和　５年度 令和

ち

　６年度 令和　６年度

要

令和　７年度 令和　５

施

年度 令和　６年度 令和

策

　６年度 令和　７年度

の

活動指標名 単位
実績 計

目

画 実績 計画 決算 当初予

的

算 決算 当初予算
全体事

地

業概要
①

農用区域面積

域

/市街化調 ％ 52 54

の

52 54
農地の保全や

特

農地の流動化を促進す

性

るため、農地中間 整区

を

域内の農用地面積
管理

生

事業を活用して、規模

か

拡大を図る担い手への

し

農地 12 5,164 4

た

,932 5,428
の

農

集積を進めるとともに

業

、近年増加傾向にある

に

荒廃農
②地の発生予防

よ

と農地の再生に取り組

る

む。

令和　８年度の優

農

先度

③2 　□ Ａ　　

業

　 □ Ｂ　　　 □

者

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

の

令和３年３月に行われ

経

た農業振興地域整備計

営

画の定期見直しにより

の

、農用地区域（青地）

安

面積の数字の精査が行

定

□ 計画どおり   

と

令和　６年度 われ、市

所

街化調整区域内の農用

得

地面積にかかる農用地

向

区域面積が減少した。

上

■ 遅延      

、

   
の評価

□ 進展

生

なし     

■ 維

産

持　□ 拡大 10ha

力

以上の集団農地に存す

の

る農用地区域外の農地

強

（白地）については、

化

農用地区域への編入の

に

検討を行う。
事業区分

よ

□ 自治事務   □

り

 法定受託   □ 

、

その他
今後の方向性 □

地

 縮小　□ 改善  
（

域

改善措置等）□ 休止

農

　□ 終了
計画対象 □

業

 実施計画査定対象 

を

 □ 行政改革対象 

活

□ 廃止　　　　 

性化させること。

施策の方向 農業基盤整備の推進

各活動指標により、計画値を達成できたものとできなかったものがそれぞれあるが、概ね計画通り遂行できた。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も継続して進めていく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

鳥獣被害対策事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　６年度 令和　６

1

年度 令和　７年度
活動

頁

指標名 単位
実績 計画 実

令

績 計画 決算 当初予算 決

和

算 当初予算
全体事業概

 

要
①

鳥獣被害対策実施

6

隊によ 回 69 110 4

年

6 110
近年増加傾向

度

にある鳥獣による農作

　

物被害に対し、現 る活

　

動
場での実践的な対策

事

を担う体制の整備、人

務

材育成を図 1,647

事

1,528 1,416

業

1,510
る。

②
有害

評

鳥獣残渣処理 件 59 4

価

0 53 40

令和　８年

表

度の優先度

③
有害鳥獣

（

捕獲業務（委託 頭 19

個

3 250 231 250

票

1 ） 　□ Ａ　　　 

）

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

課

　　　 □ Ｄ　

鳥獣

名

被害対策実施隊の活動

産

回数はのべ46回で、

業

有害鳥獣捕獲頭数は2

文

31頭だった。令和5

化

年度と比べ、実施隊の

部

出
■ 計画どおり  

農

 
令和　６年度 動回数

と

が減っている一方で、

食

捕獲頭数は増加してい

の

るが、市民からの通報

ま

内容や生息個体数に左

ち

右される面もあ
□ 遅

づ

延         

く

の評価 るため、一律の

り

評価は難しい。
□ 進

課

展なし     

■ 

作

維持　□ 拡大 猟友会

成

と民間受託業者のそれ

日

ぞれの強みを最大限活

令

用し、効率的な捕獲活

和

動と被害軽減施策を講

　

じていく。
事業区分 □

７

 自治事務   □ 

年

法定受託   □ そ

　

の他
今後の方向性 □ 



８月　１日

概 施策名 農

No.

業

事務事業名 活動内容 コ

基

スト（事業費：千円）

本

市単独事業費補助金 令

目

和　５年度 令和　６年

標

度 令和　６年度 令和　

交

７年度 令和　５年度 令

流

和　６年度 令和　６年

と

度 令和　７年度
活動指

賑

標名 単位
実績 計画 実績

わ

計画 決算 当初予算 決算

い

当初予算
全体事業概要

の

①
耕作放棄再生面積 h

あ

a 0.90 1 0.15

る

1
耕作放棄地の再生を

ま

促進するため、障害物

ち

除去、深耕
、整地に要

要

する経費及び樹木伐採

施

の一部を支援する。 8

策

26 456 129 30

の

0

②
耕作放棄地再生利

目

用事業 件数 3 2 2 2
補

的

助金交付件数

令和　８

地

年度の優先度

③4 　□

域

 Ａ　　　 □ Ｂ　

の

　　 □ Ｃ　　　 

特

□ Ｄ　

耕作放棄地の

性

再生を希望する農家が

を

複数件あり、面積、件

生

数は概ね計画どおりで

か

あった。
■ 計画どお

し

り   
令和　６年度

た

□ 遅延      

農

   
の評価

□ 進展

業

なし     

■ 維

に

持　□ 拡大 日当たり

よ

、傾斜、進入路など耕

る

作条件の良い耕作放棄

農

地については、再生を

業

希望する農家が一定数

者

いることから
事業区分

の

□ 自治事務   □

経

 法定受託   □ 

営

その他
今後の方向性 □

の

 縮小　□ 改善 現状

安

を維持する。
（改善措

定

置等）□ 休止　□ 

と

終了
計画対象 □ 実施

所

計画査定対象  □ 

得

行政改革対象 
□ 廃

向

止　　　　 

上、生産力の強化により、地域農業を活性化させること。

施策の方向 農業基盤整備の推進

各活動指標により、計画値を達成できたものとできなかったものがそれぞれあるが、概ね計画通り遂行できた。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も継続して進めていく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

国・県支出金を伴う事業費補助金 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　

2

６年度 令和　６年度 令

頁

和　７年度
活動指標名

令

単位
実績 計画 実績 計画

和

決算 当初予算 決算 当初

 

予算
全体事業概要

①
荒

6

廃農地再生・集積促進

年

件数 1 2 0 1
・荒廃農

度

地再生・集積促進事業

　

費補助金 事業費補助金

　

交付件数
荒廃農地等を

事

再生利用する取組を推

務

進し、荒廃農地の 34

事

1 250 0 0
発生防止

業

と解消を図るため、再

評

生作業、土壌改良等に

価

②要する経費を支援す

表

る。

令和　８年度の優

（

先度

③3 　□ Ａ　　

個

　 □ Ｂ　　　 □

票

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

）

荒廃農地の再生を希望

課

する農家がなかった。

名

□ 計画どおり   

産

令和　６年度
■ 遅延

業

         
の

文

評価
□ 進展なし  

化

   

■ 維持　□ 

部

拡大 日当たり、傾斜、

農

進入路など耕作条件の

と

良い荒廃農地について

食

は、再生を希望する農

の

家が一定数いることか

ま

ら現
事業区分 □ 自治

ち

事務   □ 法定受

づ

託   □ その他
今

く

後の方向性 □ 縮小　

り

□ 改善 状を維持する

課

。
（改善措置等）□ 

作

休止　□ 終了
計画対

成

象 □ 実施計画査定対

日

象  □ 行政改革対

令

象 
□ 廃止　　　　

和

 

※決算額については

　

、端数処理により、他

７

資料の決算額と差異が

年

生じている場合もあり

　

ます。



８

料の決算額と差異が生

月

じている場合もありま

　

す。

１日

概 施策名 農業 基本

No. 事

目

務事業名 活動内容 コス

標

ト（事業費：千円）

国

交

・県建設事業に係る負

流

担金 令和　５年度 令和

と

　６年度 令和　６年度

賑

令和　７年度 令和　５

わ

年度 令和　６年度 令和

い

　６年度 令和　７年度

の

活動指標名 単位
実績 計

あ

画 実績 計画 決算 当初予

る

算 決算 当初予算
全体事

ま

業概要
①

土地改良事業

ち

数 事業 6 5 5 5
国・県

要

が施行する土地改良事

施

業に対し、事業別に定

策

め
られた率で、事業費

の

の一部を市が負担する

目

。農道の拡 95,94

的

0 45,482 41,

地

145 60,305
幅

域

や舗装等、農道整備を

の

、地域要望を反映させ

特

ながら
②、持続的発展

性

に向けた基盤作りを行

を

う。

令和　８年度の優

生

先度

③6 　□ Ａ　　

か

　 □ Ｂ　　　 □

し

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

た

一部事業で事業費の増

農

減はあったものの、概

業

ね計画どおりに実施し

に

た。
■ 計画どおり 

よ

  
令和　６年度

□ 

る

遅延        

農

 
の評価

□ 進展なし

業

     

■ 維持　

者

□ 拡大 農道整備や圃

の

場整備、農業用施設整

経

備事業等の土地改良事

営

業を、今後も地域要望

の

を反映させながら継続

安

的に実施
事業区分 □ 

定

自治事務   □ 法

と

定受託   □ その

所

他
今後の方向性 □ 縮

得

小　□ 改善 していく

向

。
（改善措置等）□ 

上

休止　□ 終了
計画対

、

象 □ 実施計画査定対

生

象  □ 行政改革対

産

象 
□ 廃止　　　　

力

 

の強化により、地域農業を活性化させること。

施策の方向 農業基盤整備の推進

各活動指標により、計画値を達成できたものとできなかったものがそれぞれあるが、概ね計画通り遂行できた。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も継続して進めていく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

国・県支出金を伴う事業費補助金 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　

3

６年度 令和　６年度 令

頁

和　７年度
活動指標名

令

単位
実績 計画 実績 計画

和

決算 当初予算 決算 当初

 

予算
全体事業概要

①
市

6

内活動組織 組 3 4 4 4

年

農業・農村の有する多

度

面的機能の維持管理を

　

図るため
、草刈り作業

　

や花壇の管理など地域

事

の共同活動に対し 3,

務

189 4,688 4,

事

120 4,212
『多

業

面的機能支払交付金』

評

を利用した支援を行い

価

、地
②域資源の適切な

表

保全管理を推進する。

（

令和　８年度の優先度

個

③5 　□ Ａ　　　 

票

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

）

　　　 □ Ｄ　

活動

課

組織に対し、適切な支

名

援を行うことができた

産

。
■ 計画どおり  

業

 
令和　６年度

□ 遅

文

延         

化

の評価
□ 進展なし 

部

    

■ 維持　□

農

 拡大 引き続き、草刈

と

りや花壇の管理をはじ

食

めとした地域の共同活

の

動に対し、適切な支援

ま

を行うよう努める。
事

ち

業区分 □ 自治事務 

づ

  □ 法定受託  

く

 □ その他
今後の方

り

向性 □ 縮小　□ 改

課

善 また、現地確認調査

作

なども行い、新たな組

成

織に加入してもらう。

日

（改善措置等）□ 休

令

止　□ 終了
計画対象

和

□ 実施計画査定対象

　

  □ 行政改革対象

７

 
□ 廃止　　　　 

年

※決算額については、

　

端数処理により、他資



８月　１日

No. 事務事業

概

名 活動内容 コスト（事

施

業費：千円）

農業用施

策

設維持管理事業 令和　

名

５年度 令和　６年度 令

農

和　６年度 令和　７年

業

度 令和　５年度 令和　

基

６年度 令和　６年度 令

本

和　７年度
活動指標名

目

単位
実績 計画 実績 計画

標

決算 当初予算 決算 当初

交

予算
全体事業概要

①
修

流

繕 件 15 12 18 12

と

農道や農業用水路にお

賑

いて、農業者の安全を

わ

保ち、地
域農業の振興

い

を図るため、必要な修

の

繕や草刈り等を実 53

あ

,051 71,303

る

37,996 19,2

ま

79
施する。

②
草刈り

ち

件 2 2 2 2

令和　８年

要

度の優先度

③
土砂撤去

施

件 4 3 7 3
8 　□ Ａ

策

　　　 □ Ｂ　　　

の

 □ Ｃ　　　 □ 

目

Ｄ　

大雨等が多発し、

的

修繕、草刈り、土砂撤

地

去が計画より増加した

域

。
■ 計画どおり  

の

 
令和　６年度

□ 遅

特

延         

性

の評価
□ 進展なし 

を

    

■ 維持　□

生

 拡大 パトロールなど

か

を行い、施設の経年劣

し

化等の把握に努める。

た

また、必要に応じて予

農

防保全を行い、ライフ

業

サイク
事業区分 □ 自

に

治事務   □ 法定

よ

受託   □ その他

る

今後の方向性 □ 縮小

農

　□ 改善 ルコストを

業

低減する。
（改善措置

者

等）□ 休止　□ 終

の

了
計画対象 ■ 実施計

経

画査定対象  □ 行

営

政改革対象 
□ 廃止

の

　　　　 

安定と所得向上、生産力の強化により、地域農業を活性化させること。

施策の方向 農業基盤整備の推進

各活動指標により、計画値を達成できたものとできなかったものがそれぞれあるが、概ね計画通り遂行できた。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も継続して進めていく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

農免農道維持管理補修事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　６年度

4

令和　６年度 令和　７

頁

年度
活動指標名 単位

実

令

績 計画 実績 計画 決算 当

和

初予算 決算 当初予算
全

 

体事業概要
①

草刈り等

6

件 1 1 2 1
農免農道の

年

定期的なパトロールを

度

行い、維持管理、補
修

　

などを行う。 3,85

　

3 4,016 4,00

事

9 3,656

②
土砂撤

務

去等 件 3 1 3 1

令和　

事

８年度の優先度

③
修繕

業

件 1 1 1 1
7 　□ Ａ

評

　　　 □ Ｂ　　　

価

 □ Ｃ　　　 □ 

表

Ｄ　

倒木が発生したた

（

め、草刈り等の実施件

個

数が増加した。
■ 計

票

画どおり   
令和　

）

６年度
□ 遅延   

課

      
の評価

□

名

 進展なし     

産

■ 維持　□ 拡大 引

業

続き予算通り事業を実

文

施し、緊急時に速やか

化

に対応できる体制を整

部

えていく。
事業区分 □

農

 自治事務   □ 

と

法定受託   □ そ

食

の他
今後の方向性 □ 

の

縮小　□ 改善
（改善

ま

措置等）□ 休止　□

ち

 終了
計画対象 □ 実

づ

施計画査定対象  □

く

 行政改革対象 
□ 

り

廃止　　　　 

※決算

課

額については、端数処

作

理により、他資料の決

成

算額と差異が生じてい

日

る場合もあります。

令和　７年　



８月　１日

概

No. 事務事

施

業名 活動内容 コスト（

策

事業費：千円）

幸原揚

名

水機場維持管理事業 令

農

和　５年度 令和　６年

業

度 令和　６年度 令和　

基

７年度 令和　５年度 令

本

和　６年度 令和　６年

目

度 令和　７年度
活動指

標

標名 単位
実績 計画 実績

交

計画 決算 当初予算 決算

流

当初予算
全体事業概要

と

①
設備点検委託 回 1 1

賑

1 1
農業用水の安定供

わ

給により、地域農業の

い

育成及び経営
の安定を

の

図るため、揚水施設及

あ

び用水路の維持管理補

る

898 1,795 1,

ま

764 775
修を実施

ち

する。
②

ポンプ槽清掃

要

管理業務委 回 1 1 1 1

施

託

令和　８年度の優先

策

度

③
修繕 件 1 1 3 0

1

の

0 　□ Ａ　　　 □

目

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

的

　　 □ Ｄ　

例年実

地

施している、電気設備

域

点検及びポンプ槽清掃

の

業務委託を実施すると

特

ともに令和６年度は点

性

検用の蓋及び1
■ 計

を

画どおり   
令和　

生

６年度 号ポンプ修繕を

か

行った。
□ 遅延  

し

       
の評価

た

□ 進展なし    

農

 

□ 維持　■ 拡大

業

設備の経年により、今

に

後修繕箇所が増加する

よ

傾向にある。
事業区分

る

□ 自治事務   □

農

 法定受託   □ 

業

その他
今後の方向性 □

者

 縮小　□ 改善
（改

の

善措置等）□ 休止　

経

□ 終了
計画対象 □ 

営

実施計画査定対象  

の

□ 行政改革対象 
□

安

 廃止　　　　 

定と所得向上、生産力の強化により、地域農業を活性化させること。

施策の方向 農業基盤整備の推進

各活動指標により、計画値を達成できたものとできなかったものがそれぞれあるが、概ね計画通り遂行できた。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も継続して進めていく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

松毛川排水機場維持管理事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　６年

5

度 令和　６年度 令和　

頁

７年度
活動指標名 単位

令

実績 計画 実績 計画 決算

和

当初予算 決算 当初予算

 

全体事業概要
①

修繕 件

6

1 1 1 1
流域の農用地

年

の浸水被害を未然に防

度

止するため、排水
機場

　

施設の適正管理を行い

　

、正常な排水機能を確

事

保す 5,267 5,8

務

20 6,365 6,5

事

91
る。

②
保守運営委

業

託 件 5 5 4 5

令和　８

評

年度の優先度

③9 　□

価

 Ａ　　　 □ Ｂ　

表

　　 □ Ｃ　　　 

（

□ Ｄ　

適切な施設運

個

営が出来ている。修繕

票

内容を精査した結果、

）

１件実施になった。
■

課

 計画どおり   
令

名

和　６年度
□ 遅延 

産

        
の評

業

価
□ 進展なし   

文

  

■ 維持　□ 拡

化

大 引続き保守・点検を

部

実施し、適切な施設運

農

営に努める。
事業区分

と

□ 自治事務   □

食

 法定受託   □ 

の

その他
今後の方向性 □

ま

 縮小　□ 改善
（改

ち

善措置等）□ 休止　

づ

□ 終了
計画対象 □ 

く

実施計画査定対象  

り

□ 行政改革対象 
□

課

 廃止　　　　 

※決

作

算額については、端数

成

処理により、他資料の

日

決算額と差異が生じて

令

いる場合もあります。

和　７年　



８

支援ステーション（Ｍ

月

-ステ）は、市内中小

　

企業者の産業競争力底

１

上げにおいて重要な役

日

割を果たし
事業区分 □

概

 自治事務   □ 

施

法定受託   □ そ

策

の他
今後の方向性 □ 

名

縮小　□ 改善 ている

商

ため、さらにＭ-ステ

工

の周知を強化し、引き

業

続き中小企業者の課題

・

解決を図る。
（改善措

新

置等）□ 休止　□ 

産

終了
計画対象 ■ 実施

業

計画査定対象  □ 

基

行政改革対象 
□ 廃

本

止　　　　 

※決算額

目

については、端数処理

標

により、他資料の決算

交

額と差異が生じている

流

場合もあります。

と賑わいのあるまち

要 施

No. 事務事業名

策

活動内容 コスト（事業

の

費：千円）

市単独事業

目

費補助金 令和　５年度

的

令和　６年度 令和　６

企

年度 令和　７年度 令和

業

　５年度 令和　６年度

の

令和　６年度 令和　７

経

年度
活動指標名 単位

実

営

績 計画 実績 計画 決算 当

力

初予算 決算 当初予算
全

の

体事業概要
①

小口資金

強

利用者の数 件 62 50

化

105 50
経営安定を

と

図るため資金繰りや創

魅

業時の経済負担の軽  

力

減を支援するため小口

あ

資金等の利用者に対し

る

、借入資 6,730 1

商

1,755 6,698

店

11,839
金の一部

街

を補給する。
②

短期経

づ

営改善資金利用者 件 1

く

3 20 11 20
創業等

り

経営支援特別対策資金

を

利子補給補助金、経済

進

変 の数
動特別対策資金

め

利子補給補助金など 令

、

和　８年度の優先度

③

新

2 　□ Ａ　　　 □

た

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

な

　　 □ Ｄ　

不況に

産

より経営が不安定とな

業

っている企業を支援し

や

、中小企業の経営の安

特

定化が図られた。
■ 

産

計画どおり   
令和

品

　６年度
□ 遅延  

の

       
の評価

創

□ 進展なし    

出

 

■ 維持　□ 拡大

を

新型コロナウイルス感

図

染症や原油価格・原材

り

料の高騰により企業の

、

経営安定には資金融資

産

が必要となっている。

業

事業区分 □ 自治事務

を

   □ 法定受託 

活

  □ その他
今後の

性

方向性 □ 縮小　□ 

化

改善 今後も経済状況を

さ

見据えて支援措置を行

せ

う。
（改善措置等）□

る

 休止　□ 終了
計画

こ

対象 ■ 実施計画査定

と

対象  □ 行政改革

。

対象 
□ 廃止　　　

施

　 

策の方向 良好な経営基盤の確保

商工会議所と連携し、事業者にとって効果的な事業の推進を図ることができた。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 引き続き商工会議所や関係支援機関と連携体制の強化を図り、中小企業者等を支援していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

市単独事業費補助金（商工観光まちづくり課） 令和　５年度 令和

1

　６年度 令和　６年度

頁

令和　７年度 令和　５

令

年度 令和　６年度 令和

和

　６年度 令和　７年度

 

活動指標名 単位
実績 計

6

画 実績 計画 決算 当初予

年

算 決算 当初予算
全体事

度

業概要
①

みしま経営支

　

援ステーシ 件 1,61

　

9 3,000 1,65

事

3 3,000
市内の産

務

業振興やにぎわい創出

事

等を目的に、事業者等

業

ョン相談件数
に対して

評

補助金を交付すること

価

により、市内経済の活

表

51,498 45,7

（

80 42,804 46

個

,980
性化を図る。

票

②
経営革新計画承認件

）

数 件 267 261 27

課

7 270
中小企業経営

名

革新事業費補助金、空

産

き店舗対策事業費
補助

業

金など 令和　８年度の

文

優先度

③1 　□ Ａ　

化

　　 □ Ｂ　　　 

部

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

商

　

商工会議所と連携し

工

、みしま経営支援ステ

観

ーション（Ｍ-ステ）

光

の周知を図っているが

ま

、相談方法の見直し等

ち

に
■ 計画どおり  

づ

 
令和　６年度 より、

く

相談件数としては前年

り

より減少となった。事

課

業承継や創業支援等の

作

支援事例など成果も出

成

ており、引き続
□ 遅

日

延         

令

の評価 きＭ-ステ連携

和

会議等を通して関係支

　

援機関と連携体制の強

７

化を図る。
□ 進展な

年

し     

■ 維持

　

　□ 拡大 みしま経営



８

機関との調整を行い、

月

解体工事及び家屋調査

　

が完了した。今
計画対

１

象 ■ 実施計画査定対

日

象  □ 行政改革対

概

象 
□ 廃止　　　　

施

 後はポケットパーク

策

整備に向け協議を進め

名

ていく。

※決算額につ

商

いては、端数処理によ

工

り、他資料の決算額と

業

差異が生じている場合

・

もあります。

新産業 基本目標 交流と賑わいのあるまち

要 施策の目的 企業の経営力の強化と魅力ある商店街づくりを進め、新たな産業や特産品の創出を図り、産業を活性化させること。

施策の方向 商業・商店街のにぎわい創出

中心市街地のにぎわい創出に寄与した。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 引き続き商工会議所、観光協会、民間事業者等と連携しながら、にぎわい創出や消費喚起につながる施策を推進していく。　　　　

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

中心市街地商業等活性化推進事業 令和　５年度 令和　６年度

1

令和　６年度 令和　７

頁

年度 令和　５年度 令和

令

　６年度 令和　６年度

和

令和　７年度
活動指標

 

名 単位
実績 計画 実績 計

6

画 決算 当初予算 決算 当

年

初予算
全体事業概要

①

度

商店街イベント振興事

　

業 件 12 20 14 20

　

中心市街地のにぎわい

事

創出等を目的に、今後

務

の戦略を 費補助金の交

事

付件数
盛り込んだ計画

業

の策定、商店街等の実

評

施するイベント 14,

価

829 3,184 15

表

,108 16,000

（

への補助金交付、浅間

個

神社周辺の修景整備を

票

行う。
②

浅間神社周辺

）

修景整備に 件 5 1 1 1

課

 関する関係機関との

名

会議

令和　８年度の優

産

先度

③1 　□ Ａ　　

業

　 □ Ｂ　　　 □

文

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

化

商店街のにぎわい創出

部

に寄与した。
■ 計画

商

どおり   
令和　６

工

年度
□ 遅延    

観

     
の評価

□ 

光

進展なし     

■

ま

 維持　□ 拡大 ・イ

ち

ベントについては、一

づ

過性の消費にとどまっ

く

てしまうため、来場者

り

がその後に顧客化され

課

るような施策も検
事業

作

区分 □ 自治事務  

成

 □ 法定受託   

日

□ その他
今後の方向

令

性 □ 縮小　□ 改善

和

討していく必要がある

　

。
（改善措置等）□ 

７

休止　□ 終了 ・浅間

年

神社周辺修景整備に係

　

る庁内協議のほか関係



８

）□ 休止　□ 終了

月

計画対象 □ 実施計画

　

査定対象  □ 行政

１

改革対象 
□ 廃止　

日

　　　 

※決算額につ

概

いては、端数処理によ

施

り、他資料の決算額と

策

差異が生じている場合

名

もあります。

商工業・新産業 基本目標 交流と賑わいのあるまち

要 施策の目的 企業の経営力の強化と魅力ある商店街づくりを進め、新たな産業や特産品の創出を図り、産業を活性化させること。

施策の方向 工業の振興と新産業の創出・育成

事業の推進を後押しするとともに、新事業の創出に寄与することができた。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も商工会議所や関係支援機関との連携を深め、中小企業者等を支援していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

工業事業者に対する支援 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和

1

　７年度 令和　５年度

頁

令和　６年度 令和　６

令

年度 令和　７年度
活動

和

指標名 単位
実績 計画 実

 

績 計画 決算 当初予算 決

6

算 当初予算
全体事業概

年

要
①

経営革新計画の承

度

認件数 件 267 261

　

277 270
三島商工

　

会議所と連携し、セミ

事

ナーや事業費補助など

務

工業事業者に対する支

事

援を実施する。 0 0 0

業

0

②
中小企業出展事業

評

費補助 件 5 12 6 12

価

金の交付件数

令和　８

表

年度の優先度

③1 　□

（

 Ａ　　　 □ Ｂ　

個

　　 □ Ｃ　　　 

票

□ Ｄ　

中小企業経営

）

革新事業費補助金及び

課

中小企業出展事業費補

名

助金の交付件数、交付

産

金額ともに昨年度より

業

増加した
■ 計画どお

文

り   
令和　６年度

化

ものの、商工会議所を

部

はじめとした支援機関

商

と協力し、更に制度の

工

周知を強化し、広く経

観

営革新事業の推進を図

光

□ 遅延      

ま

   
の評価 っていく

ち

必要がある。
□ 進展

づ

なし     

■ 維

く

持　□ 拡大 商工会議

り

所等関係団体との連携

課

を強化し、経営革新計

作

画の承認企業数の増加

成

を図り、先進的事業に

日

取り組む意欲
事業区分

令

□ 自治事務   □

和

 法定受託   □ 

　

その他
今後の方向性 □

７

 縮小　□ 改善 ある

年

企業を積極的に支援し

　

ていく。
（改善措置等



８月　１日

概 施策名 商工業・新産業 基本目標 交流と賑わいのあるまち

要 施策の目的 企業の経営力の強化と魅力ある商店街づくりを進め、新たな産業や特産品の創出を図り、産業を活性化させること。

施策の方向 創業支援

商工会議所と連携し、事業者にとって効果的な事業の推進を図った。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 引き続き商工会議所や関係機関と連携し、支援していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

商工会議所と連携した事業実施 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度

1

令和　７年度
活動指標

頁

名 単位
実績 計画 実績 計

令

画 決算 当初予算 決算 当

和

初予算
全体事業概要

①

 

創業支援を実施事業者

6

数 事業 25 15 25 1

年

5
市内創業者及び今後

度

市内に創業する予定の

　

方に対し、 者
三島商工

　

会議所と連携し支援（

事

セミナーの開催等）を

務

0 0 0 0
実施する。

②

事

創業支援特別対策資金

業

利 件 21 10 17 10

評

子補給補助金の交付件

価

数  

令和　８年度の優

表

先度

③1 　□ Ａ　　

（

　 □ Ｂ　　　 □

個

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

票

商工会議所と連携し、

）

みしま経営支援ステー

課

ション（Ｍ-ステ）の

名

周知を図り、利子補給

産

対象資金の融資申請件

業

■ 計画どおり   

文

令和　６年度 数は前年

化

より増加した。
□ 遅

部

延         

商

の評価
□ 進展なし 

工

    

■ 維持　□

観

 拡大 商工会議所等関

光

係団体との連携を強化

ま

し、積極的に支援して

ち

いく。
事業区分 □ 自

づ

治事務   □ 法定

く

受託   □ その他

り

今後の方向性 □ 縮小

課

　□ 改善
（改善措置

作

等）□ 休止　□ 終

成

了
計画対象 □ 実施計

日

画査定対象  □ 行

令

政改革対象 
□ 廃止

和

　　　　 

※決算額に

　

ついては、端数処理に

７

より、他資料の決算額

年

と差異が生じている場

　

合もあります。



８

農商工連携・６次産業

月

化創出事業
事業区分 □

　

 自治事務   □ 

１

法定受託   □ そ

日

の他
今後の方向性 □ 

概

縮小　□ 改善 費補助

施

金を活用して地場産品

策

を使った新商品・新サ

名

ービスの開発を促して

商

いく。
（改善措置等）

工

□ 休止　□ 終了
計

業

画対象 □ 実施計画査

・

定対象  □ 行政改

新

革対象 
□ 廃止　　

産

　　 

※決算額につい

業

ては、端数処理により

基

、他資料の決算額と差

本

異が生じている場合も

目

あります。

標 交流と賑わいのあるまち

要 施策の目的 企業の経営力の強化と魅力ある商店街づくりを進め、新たな産業や特産品の創出を図り、産業を活性化させること。

施策の方向 特産品のPR・ブランド化

箱根西麓三島野菜をはじめとする地場産品を活用したPR企画の実施や情報発信等を行い、特産品のブランディング化を推進するとともに、新商品開発を促進し農商工連
■ 計画どおり   

令和　６年度 携や６次産業化を支援した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 引き続き官民連携して、特産品の創出や効果的なプロモーションを実施する。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事

1

務事業名 活動内容 コス

頁

ト（事業費：千円）

地

令

域ブランドの推進 令和

和

　５年度 令和　６年度

 

令和　６年度 令和　７

6

年度 令和　５年度 令和

年

　６年度 令和　６年度

度

令和　７年度
活動指標

　

名 単位
実績 計画 実績 計

　

画 決算 当初予算 決算 当

事

初予算
全体事業概要

①

務

官民連携の協議会の開

事

催 回 2 2 2 2
市内の農

業

林畜産物のブランド化

評

及び農商工連携を支援

価

し産業を活性化させる

表

。 0 0 0 0

②
三島市農

（

商工連携・6次 件 3 3

個

3 3
産業創出事業費補

票

助金に
よる支援件数 令

）

和　８年度の優先度

③

課

1 　□ Ａ　　　 □

名

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

産

　　 □ Ｄ　

三島市

業

地域ブランド推進協議

文

会では、イベント等で

化

の紹介、ウェブを使っ

部

た情報発信など各種プ

商

ロモーションを
■ 計

工

画どおり   
令和　

観

６年度 行った。
□ 遅

光

延         

ま

の評価 三島市農商工連

ち

携・６次産業化創出事

づ

業費補助金を利用し、

く

箱根西麓三島野菜のジ

り

ェラート開発や、箱根

課

西麓牛
□ 進展なし 

作

    
を使った商品

成

開発、三島わさびを使

日

用した三島発の新おみ

令

やげの開発、販路拡大

和

を支援した。
■ 維持

　

　□ 拡大 引き続き、

７

官民連携のもと地場野

年

菜のプロモーションを

　

行うとともに、三島市



８

□ 自治事務   □

月

 法定受託   □ 

　

その他
今後の方向性 □

１

 縮小　□ 改善 ・日

日

本遺産、世界ジオパー

概

クなどのキーワードを

施

フックとした広域連携

策

での観光PRを推進す

名

る。
（改善措置等）□

観

 休止　□ 終了
計画

光

対象 ■ 実施計画査定

基

対象  □ 行政改革

本

対象 
□ 廃止　　　

目

　 

※決算額について

標

は、端数処理により、

交

他資料の決算額と差異

流

が生じている場合もあ

と

ります。

賑わいのあるまち

要 施

No

策

. 事務事業名 活動内容

の

コスト（事業費：千円

目

）

三嶋暦師の館事業 令

的

和　５年度 令和　６年

本

度 令和　６年度 令和　

市

７年度 令和　５年度 令

な

和　６年度 令和　６年

ら

度 令和　７年度
活動指

で

標名 単位
実績 計画 実績

は

計画 決算 当初予算 決算

の

当初予算
全体事業概要

強

①
三嶋暦師の館の来館

み

者数 人 2,079 3,

を

000 2,402 3,

磨

000
市の歴史的遺産

き

である三嶋暦師の館の

上

維持管理および  
伝統

げ

ある三嶋暦の普及と継

、

承のための情報発信を

国

行い 2,938 3,1

内

07 3,096 2,6

外

90
誘客を図る。

②
三

か

嶋暦印刷体験者数 人 1

ら

50 50 80 50
 

令

観

和　８年度の優先度

③

光

2 　□ Ａ　　　 □

客

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

の

　　 □ Ｄ　

市民講

誘

座等を展開し、三嶋暦

客

の歴史・文化の情報発

を

信を実施した。三嶋暦

図

師の館来場者数は前年

り

度と比較し増加
■ 計

、

画どおり   
令和　

消

６年度 した。三嶋暦印

費

刷体験者数は計画数を

行

上回った。
□ 遅延 

動

        
の評

を

価
□ 進展なし   

誘

  

■ 維持　□ 拡

発

大 三嶋暦師の館の来館

し

者数のさらなる増加に

、

向けて、三嶋暦師の会

ま

をはじめとする関係者

ち

と連携し、魅力の向上

を

及
事業区分 □ 自治事

活

務   □ 法定受託

性

   □ その他
今後

化

の方向性 □ 縮小　□

さ

 改善 び情報発信の強

せ

化に努める。
（改善措

る

置等）□ 休止　□ 

こ

終了
計画対象 □ 実施

と

計画査定対象  □ 

。

行政改革対象 
□ 廃

施

止　　　　 

策の方向 観光資源づくり

観光情報発信の広域的展開に対応するため、各種協議会等に参画したほか、市内の観光関連施設の維持管理により、観光客の満足度の向上に努めた。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 市内観光施設の維持管理や、観光客の利便性向上のための環境整備、本市ならではの観光資源の磨き上げを実施し、観光交流客数のさらなる増加を図る。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No.

1

事務事業名 活動内容 コ

頁

スト（事業費：千円）

令

観光振興事業 令和　５

和

年度 令和　６年度 令和

 

　６年度 令和　７年度

6

令和　５年度 令和　６

年

年度 令和　６年度 令和

度

　７年度
活動指標名 単

　

位
実績 計画 実績 計画 決

　

算 当初予算 決算 当初予

事

算
全体事業概要

①
ごみ

務

拾いツアー実施回数 回

事

10 12 11 12
国内

業

外からの誘客・受入を

評

促進し、観光交流人口

価

の増  
加を図ることを

表

目的として、市内の観

（

光関連施設の維 22,

個

603 43,886 2

票

6,847 30,07

）

7
持管理、観光客の満

課

足度の向上、観光情報

名

の積極的な
②

山中城跡

産

来訪者数 万人 2.8 3

業

2.8 3
PRを実施す

文

る。

令和　８年度の優

化

先度

③1 　□ Ａ　　

部

　 □ Ｂ　　　 □

商

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

工

・ゴミ拾いツアーは荒

観

天により１回中止する

光

も、ほぼ毎月第一土曜

ま

日に実施できた。
■ 

ち

計画どおり   
令和

づ

　６年度 ・山中城跡は

く

日本遺産「箱根八里」

り

等のブランドを生かし

課

た観光誘客により、概

作

ね計画に近い来場者数

成

を達成し
□ 遅延  

日

       
の評価

令

た。
□ 進展なし  

和

   

■ 維持　□ 

　

拡大 ・ゴミ拾いツアー

７

を実施し、ごみのない

年

美しい観光まちづくり

　

を推進する。
事業区分



８

促す取り組みを実施す

月

る。
（改善措置等）□

　

 休止　□ 終了
計画

１

対象 ■ 実施計画査定

日

対象  □ 行政改革

概

対象 
□ 廃止　　　

施

　 

※決算額について

策

は、端数処理により、

名

他資料の決算額と差異

観

が生じている場合もあ

光

ります。

基本目標 交流と賑わい

No

の

. 事務事業名 活動内容

あ

コスト（事業費：千円

る

）

市単独事業費補助金

ま

（商工観光まちづくり

ち

課） 令和　５年度 令和

要

　６年度 令和　６年度

施

令和　７年度 令和　５

策

年度 令和　６年度 令和

の

　６年度 令和　７年度

目

活動指標名 単位
実績 計

的

画 実績 計画 決算 当初予

本

算 決算 当初予算
全体事

市

業概要
①

三島市ふるさ

な

とガイドの 件 271 3

ら

00 352 300
観光

で

PR、観光交流人口の

は

増加を目的として、三

の

島の観 会案内件数
光推

強

進や地域振興を図る団

み

体の事業に対し、事業

を

費の 70,922 72

磨

,706 71,256

き

72,406
一部を補

上

助する。
②

観光協会が

げ

販売する着地 人 478

、

500 583 500
三

国

島市観光協会補助金な

内

ど 型旅行の参加人数

令

外

和　８年度の優先度

③

か

2 　□ Ａ　　　 □

ら

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

観

　　 □ Ｄ　

三島市

光

ふるさとガイドの会の

客

ガイド件数について、

の

令和５年度の実績を大

誘

きく上回った。観光協

客

会が販売する着
■ 計

を

画どおり   
令和　

図

６年度 地型旅行の参加

り

人数についても、前年

、

度と比較して増加した

消

。
□ 遅延     

費

    
の評価

□ 進

行

展なし     

■ 

動

維持　□ 拡大 魅力的

を

な観光事業を推進する

誘

ために、関係団体との

発

連携強化を継続して実

し

施する。
事業区分 □ 

、

自治事務   □ 法

ま

定受託   □ その

ち

他
今後の方向性 □ 縮

を

小　□ 改善
（改善措

活

置等）□ 休止　□ 

性

終了
計画対象 ■ 実施

化

計画査定対象  □ 

さ

行政改革対象 
□ 廃

せ

止　　　　 

ること。

施策の方向 観光ネットワークづくり

各種団体と連携して本市への観光誘客につながるイベントや観光PRを実施した。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 他市町や協議会、関係団体と連携を強化し、観光誘客を実施することで、観光振興による本市経済の活性化を図る。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

各種団体への負担金 令和　５年度 令和　６年度 令和

1

　６年度 令和　７年度

頁

令和　５年度 令和　６

令

年度 令和　６年度 令和

和

　７年度
活動指標名 単

 

位
実績 計画 実績 計画 決

6

算 当初予算 決算 当初予

年

算
全体事業概要

①
広域

度

連携によるイベント 回

　

7 3 5 3
各種団体が実

　

施する観光推進事業に

事

対し、伊豆地域へ 開催

務

の観光交流人口の増加

事

を通じ、三島の観光振

業

興を図る 14,743

評

17,880 17,6

価

40 23,606
ため

表

、県及び関係市町等と

（

の連携のもとに参加す

個

る。
②美しい伊豆創造

票

センター負担金など

令

）

和　８年度の優先度

③

課

1 　□ Ａ　　　 □

名

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

産

　　 □ Ｄ　

美しい

業

伊豆創造センターや駿

文

豆線沿線地域活性化協

化

議会等の広域団体と連

部

携し、本市への観光誘

商

客を推進するイ
■ 計

工

画どおり   
令和　

観

６年度 ベント・プロモ

光

ーション等を実施した

ま

。
□ 遅延     

ち

    
の評価

□ 進

づ

展なし     

■ 

く

維持　□ 拡大 本市の

り

強みである富士山、箱

課

根、伊豆の玄関口とし

作

ての地の利を生かした

成

、広域での観光ネット

日

ワークづくりを
事業区

令

分 □ 自治事務   

和

□ 法定受託   □

　

 その他
今後の方向性

７

□ 縮小　□ 改善 推

年

進し、国内外からの観

　

光誘客及び消費行動を



８

 終了
計画対象 □ 実

月

施計画査定対象  □

　

 行政改革対象 
□ 

１

廃止　　　　 

※決算

日

額については、端数処

概

理により、他資料の決

施

算額と差異が生じてい

策

る場合もあります。

名 観光 基本目標 交流と賑わいのあるまち

要 施策の目的 本市ならではの強みを磨き上げ、国内外から観光客の誘客を図り、消費行動を誘発し、まちを活性化させること。

施策の方向 訪日外国人旅行者の楽しめる観光地づくり

インバウンドに向けた観光コンテンツの充実、受け入れ環境の整備を継続して実施した。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 インバウンドの動向や嗜好などの特性を的確に把握し、持続的かつ発展的に誘客できるよう、各種観光関係団体と連携し、プロモーションや観光コンテンツの充実、受

今後の方向性 □ 拡大　　　　 け入れ環境の整備を引き続き実施する。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1

No. 事

頁

務事業名 活動内容 コス

令

ト（事業費：千円）

訪

和

日外国人旅行者受け入

 

れ環境整備事業 令和　

6

５年度 令和　６年度 令

年

和　６年度 令和　７年

度

度 令和　５年度 令和　

　

６年度 令和　６年度 令

　

和　７年度
活動指標名

事

単位
実績 計画 実績 計画

務

決算 当初予算 決算 当初

事

予算
全体事業概要

①
多

業

言語観光スマートフォ

評

件 3 3 1 3
訪日外国人

価

旅行者が楽しめる観光

表

地づくりのため、多 ン

（

サイトの情報発信
言語

個

の観光スマートフォン

票

サイトによる情報発信

）

を実 0 0 0 0
施する。

課

②

令和　８年度の優先

名

度

③1 　□ Ａ　　　

産

 □ Ｂ　　　 □ 

業

Ｃ　　　 □ Ｄ　

多

文

言語スマホサイトの情

化

報更新のほか、三島市

部

観光協会との連携によ

商

り、英語・繁体字に対

工

応したモデルコース
■

観

 計画どおり   
令

光

和　６年度 を紹介した

ま

ページを公開し、イン

ち

バウンド対応を推進し

づ

た。
□ 遅延    

く

     
の評価

□ 

り

進展なし     

■

課

 維持　□ 拡大 引き

作

続き、来訪者の利便性

成

の向上とインバウンド

日

向けの情報発信の強化

令

に努める。
事業区分 □

和

 自治事務   □ 

　

法定受託   □ そ

７

の他
今後の方向性 □ 

年

縮小　□ 改善
（改善

　

措置等）□ 休止　□



８

　　 

※決算額につい

月

ては、端数処理により

　

、他資料の決算額と差

１

異が生じている場合も

日

あります。

概 施策名 観光 基本目標 交流と賑わいのあるまち

要 施策の目的 本市ならではの強みを磨き上げ、国内外から観光客の誘客を図り、消費行動を誘発し、まちを活性化させること。

施策の方向 効果的なプロモーションの実施

各WEBメディア・SNS等を通じて、定期的に情報発信を行い、効果的な観光プロモーションを実施した。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 デジタルマーケティングを活用し分析結果を施策に反映させていくことで、より効果的な観光プロモーションを進める。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

観光プロモー

1

ションの実施 令和　５

頁

年度 令和　６年度 令和

令

　６年度 令和　７年度

和

令和　５年度 令和　６

 

年度 令和　６年度 令和

6

　７年度
活動指標名 単

年

位
実績 計画 実績 計画 決

度

算 当初予算 決算 当初予

　

算
全体事業概要

①
三島

　

市観光協会ホームペ 件

事

712,099 349

務

,000 764,55

事

2 350,000
デジ

業

タルマーケティングを

評

すすめ、ターゲットに

価

即し ージアクセス件数

表

たメディアによる効果

（

的な情報発信や広域連

個

携、官民 0 0 0 0
協働

票

による観光プロモーシ

）

ョンを積極的に展開す

課

る。
②

令和　８年度の

名

優先度

③1 　□ Ａ　

産

　　 □ Ｂ　　　 

業

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

文

　

観光協会の特設ホー

化

ムページ拡充等、積極

部

的な情報発信を実施し

商

た。
■ 計画どおり 

工

  
令和　６年度

□ 

観

遅延        

光

 
の評価

□ 進展なし

ま

     

■ 維持　

ち

□ 拡大 引き続き、定

づ

期的な観光情報の発信

く

とターゲットに即した

り

効果的なメディアプロ

課

モーションを推進する

作

。
事業区分 □ 自治事

成

務   □ 法定受託

日

   □ その他
今後

令

の方向性 □ 縮小　□

和

 改善
（改善措置等）

　

□ 休止　□ 終了
計

７

画対象 □ 実施計画査

年

定対象  □ 行政改

　

革対象 
□ 廃止　　



８

今後の方向性 □ 縮小

月

　□ 改善 き、働く女

　

性のニーズや課題を解

１

決する支援ができるよ

日

う取り組んでいきたい

概

。
（改善措置等）□ 

施

休止　□ 終了
計画対

策

象 □ 実施計画査定対

名

象  □ 行政改革対

就

象 
□ 廃止　　　　

労

 

※決算額については

・

、端数処理により、他

勤

資料の決算額と差異が

労

生じている場合もあり

者

ます。

支援 基本目標 交流と賑わいのあるまち

要 施策の目的 労働力を確保し、働きやすい環境の整備と勤労者の生活の安定を図ること。

施策の方向 雇用対策の推進

広報みしまやホームページ、チラシを活用し、相談窓口や就職面接会等について周知するとともに、ハローワーク三島と連携し就労支援を行った。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も広く周知を図るとともに、引き続きハローワーク三島と連携し、女性や若者をはじめ就労希望者の支援に取り組んでいく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

一般諸

1

経費 令和　５年度 令和

頁

　６年度 令和　６年度

令

令和　７年度 令和　５

和

年度 令和　６年度 令和

 

　６年度 令和　７年度

6

活動指標名 単位
実績 計

年

画 実績 計画 決算 当初予

度

算 決算 当初予算
全体事

　

業概要
①

雇用対策協定

　

運営協議会 回 1 1 1 1

事

静岡労働局及びハロー

務

ワーク三島と連携した

事

雇用対策 の開催
として

業

様々な支援を実施する

評

。 1,242 3,19

価

0 632 1,096

②

表

内職相談事業及び女性

（

就 件 506 120 19

個

1 120
労相談事業の

票

相談件数

令和　８年度

）

の優先度

③1 　□ Ａ

課

　　　 □ Ｂ　　　

名

 □ Ｃ　　　 □ 

産

Ｄ　

内職相談、女性就

業

労相談等それぞれ事情

文

が異なる就労希望者へ

化

の支援を行ったが、令

部

和6年10月～令和7

商

年3月ま
■ 計画どお

工

り   
令和　６年度

観

で窓口を休止したため

光

、相談件数、斡旋件数

ま

等全体的に減少した。

ち

□ 遅延      

づ

   
の評価 雇用対策

く

協定運営協議会につい

り

ては、会議室にて開催

課

した。
□ 進展なし 

作

    

■ 維持　□

成

 拡大 ハローワーク三

日

島と連携を図りながら

令

就労支援を行うととも

和

に、積極的に相談窓口

　

の周知を図る。今後も

７

引き続
事業区分 □ 自

年

治事務   □ 法定

　

受託   □ その他



８

改善措置等）□ 休止

月

　□ 終了
計画対象 ■

　

 実施計画査定対象 

１

 □ 行政改革対象 

日

□ 廃止　　　　 

※

概

決算額については、端

施

数処理により、他資料

策

の決算額と差異が生じ

名

ている場合もあります

就

。

労・勤労者支援 基本目標 交流と賑わいのあるまち

要 施策の目的 労働力を確保し、働きやすい環境の整備と勤労者の生活の安定を図ること。

施策の方向 良好な就労環境の確保

資金貸付制度や福利厚生制度の支援により、良好な就労環境が確保された。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も労金と連携し、広く周知するなど、中小企業や自営業者の福利厚生のため更なる利用者増を図る。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

市単独事業費補助金 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　６

1

年度 令和　６年度 令和

頁

　７年度
活動指標名 単

令

位
実績 計画 実績 計画 決

和

算 当初予算 決算 当初予

 

算
全体事業概要

①
勤労

6

者の住宅取得及び教 件

年

1,140 1,243

度

1208 1,356
勤

　

労者の福利厚生の確保

　

及びの生活水準を向上

事

させる 育資金の支援件

務

数
ことを目的に制度へ

事

の助成や利子補給を行

業

う。 30,284 33

評

,582 30,361

価

33,800
中小企業

表

特定退職金共済事業費

（

補助金、勤労者住宅建

個

②
中小企業特定退職金

票

共済 人 10,064 1

）

1,000 10189

課

11,000
設資金利

名

子補給補助金、勤労者

産

教育資金利子補給補助

業

事業の加入人数
金など

文

令和　８年度の優先度

化

③1 　□ Ａ　　　 

部

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

商

　　　 □ Ｄ　

広報

工

やホームページを活用

観

するとともに、教育資

光

金利子補給制度につい

ま

ては、市内中学・高校

ち

の３年生に対し広
■ 

づ

計画どおり   
令和

く

　６年度 く周知を行っ

り

た。
□ 遅延    

課

     
の評価

□ 

作

進展なし     

■

成

 維持　□ 拡大 中小

日

企業や自営業者の福利

令

厚生のため、今後も補

和

助を継続する。
事業区

　

分 □ 自治事務   

７

□ 法定受託   □

年

 その他
今後の方向性

　

□ 縮小　□ 改善
（



８

ジオパーク推進協議会

月

と統合したことで、長

　

泉町・清水町を加えた

１

15市町で、さらなる

日

広域連携を図り
事業区

概

分 □ 自治事務   

施

□ 法定受託   □

策

 その他
今後の方向性

名

□ 縮小　□ 改善 、

行

伊豆半島の魅力発信や

政

国内外からの誘客を図

運

る。
（改善措置等）□

営

 休止　□ 終了
計画

基

対象 □ 実施計画査定

本

対象  □ 行政改革

目

対象 
□ 廃止　　　

標

　 

※決算額について

共

は、端数処理により、

に

他資料の決算額と差異

創

が生じている場合もあ

る

ります。

持続的に発展するまち

要 施策の目的 行政課題に的確に対応し、質の高い行政サービスを提供し続けるため、効率的かつ効果的な行政運営を行うこと。

施策の方向 広域連携の強化

伊豆地域・県内市町・箱根～小田原エリア等の周辺市町や民間企業等から構成される各種団体等のネットワークにより、単独では実施できない広域的かつ大規模な事業
■ 計画どおり   

令和　６年度 を展開することができた。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 各地域・団体との広域的なネットワークづくりを継続して進め、広域連携による効率的で質の高い施策実施をしていく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1

No.

頁

事務事業名 活動内容 コ

令

スト（事業費：千円）

和

美しい伊豆創造センタ

 

ーとの連携 令和　５年

6

度 令和　６年度 令和　

年

６年度 令和　７年度 令

度

和　５年度 令和　６年

　

度 令和　６年度 令和　

　

７年度
活動指標名 単位

事

実績 計画 実績 計画 決算

務

当初予算 決算 当初予算

事

全体事業概要
①

連携会

業

議の開催 回 27 10 2

評

3 10
「伊豆を一つに

価

」をテーマに、世界か

表

ら称賛され続け
る地域

（

を目指し策定した伊豆

個

半島グランドデザイン

票

の 0 0 0 0
推進組織と

）

して、伊豆半島7市6

課

町及び各種団体で構成

名

②
連携した事業・取組

産

数 事業 5 5 9 5
されて

業

おり、伊豆半島観光戦

文

略の推進、国内観光キ

化

ャ
ンペーン、外国人観

部

光客等誘客、国内観光

商

誘客等を展 令和　８年

工

度の優先度
開する。

③

観

1 　□ Ａ　　　 □

光

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

ま

　　 □ Ｄ　

定期的

ち

に各種会議を開催し、

づ

広域事業の合意形成や

く

情報共有を行うととも

り

に、各市町と連携して

課

事業に取り組ん
■ 計

作

画どおり   
令和　

成

６年度 だ。ユネスコ世

日

界ジオパークの再認定

令

に向けて、例年並みの

和

会議開催数となった。

　

□ 遅延      

７

   
の評価

□ 進展

年

なし     

■ 維

　

持　□ 拡大 伊豆半島



策

対象 
□ 廃止　　　

名

　 

※決算額について

文

は、端数処理により、

化

他資料の決算額と差異

財

が生じている場合もあ

基

ります。

本目標 未来につなぐ人材を育むまち

要 施策の目的 市民が郷土の伝統や歴史に対する理解を深め、郷土への愛着心を高めるとともに、無形民俗文化財や文化財を後世に継承すること。

施策の方向 文化財の保護・保存

楽寿園庭園及び文化財の保全管理を適切に行った。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 国の天然記念物及び名勝に指定されている庭園区域と園内の森の保全管理並びに市・県の文化財に指定されている楽寿館・梅御殿の保全管理を適切に行い、市民の郷土

今後の方向性 □ 拡大　　　　 への理解及び愛着心を高めるとともに、文化財の継承に努める。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事

1

業名 活動内容 コスト（

頁

事業費：千円）

楽寿園

令

庭園及び文化財保全整

和

備事業 令和　５年度 令

 

和　６年度 令和　６年

6

度 令和　７年度 令和　

年

５年度 令和　６年度 令

度

和　６年度 令和　７年

　

度
活動指標名 単位

実績

　

計画 実績 計画 決算 当初

事

予算 決算 当初予算
全体

務

事業概要
①

清掃除草に

事

要する延べ人 人 314

業

314 314 314
国

評

の天然記念物及び名勝

価

に指定されている庭園

表

区域と 数
園内の森の保

（

全管理並びに市・県の

個

文化財に指定され 3,

票

098 2,007 2,

）

213 1,892
てい

課

る楽寿館・梅御殿の保

名

全管理を行う。
②

令和

産

　８年度の優先度

③1

業

　□ Ａ　　　 □ 

文

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

化

　 □ Ｄ　

楽寿園内

部

の清掃除草業務にあた

楽

る314人工を計画的

寿

に割り当て、楽寿園内

園

庭園及び文化財の保全

作

管理に努めた。
■ 計

成

画どおり   
令和　

日

６年度
□ 遅延   

令

      
の評価

□

和

 進展なし     

　

■ 維持　□ 拡大 必

７

要な人員による適切な

年

管理を継続していく。

　

事業区分 □ 自治事務

８

   □ 法定受託 

月

  □ その他
今後の

　

方向性 □ 縮小　□ 

１

改善
（改善措置等）□

日

 休止　□ 終了
計画

概

対象 ■ 実施計画査定

施

対象  □ 行政改革



策名 観光 基本目標 交流と

No. 事務事業名

賑

活動内容 コスト（事業

わ

費：千円）

遊具管理事

い

業 令和　５年度 令和　

の

６年度 令和　６年度 令

あ

和　７年度 令和　５年

る

度 令和　６年度 令和　

ま

６年度 令和　７年度
活

ち

動指標名 単位
実績 計画

要

実績 計画 決算 当初予算

施

決算 当初予算
全体事業

策

概要
①

自動遊具の台数

の

台 17 17 18 17
大

目

型遊具2台の運転・管

的

理、自動遊具18台の

本

管理、木
製アスレチッ

市

ク4基の管理等を行う

な

。 15,339 21,

ら

364 16,546 2

で

2,262

②
大型遊具

は

点検回数 回 51 36 5

の

0 36

令和　８年度の

強

優先度

③2 　□ Ａ　

み

　　 □ Ｂ　　　 

を

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

磨

　

自動遊具及び大型遊

き

具の保守点検を実施し

上

、来園者が安全に楽め

げ

るエリアとなった。
■

、

 計画どおり   
令

国

和　６年度
□ 遅延 

内

        
の評

外

価
□ 進展なし   

か

  

■ 維持　□ 拡

ら

大 適切な管理により、

観

自動遊具の台数の維持

光

、大型遊具の安全な運

客

転に努める。
事業区分

の

□ 自治事務   □

誘

 法定受託   □ 

客

その他
今後の方向性 □

を

 縮小　□ 改善
（改

図

善措置等）□ 休止　

り

□ 終了
計画対象 ■ 

、

実施計画査定対象  

消

□ 行政改革対象 
□

費

 廃止　　　　 

行動を誘発し、まちを活性化させること。

施策の方向 観光資源づくり

楽寿園の公園機能の充実及び観光客の誘客を図った。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も公園機能の充実を図り、市の観光資源としてまちの活性化に寄与していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

動物飼育事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度
活動指標名 単位

実

1

績 計画 実績 計画 決算 当

頁

初予算 決算 当初予算
全

令

体事業概要
①

飼育動物

和

の種類 種類 23 21 2

 

3 21
飼育動物の展示

6

、飼育動物の餌の調理

年

、えさやり、健
康管理

度

、飼育舎整備、飼育舎

　

及び周辺清掃、動物と

　

の 19,395 24,

事

355 22,568 2

務

7,312
ふれあい対

事

応業務、動物イベント

業

といった業務を行っ
②

評

動物の総数 匹 106 6

価

7 98 67
ている。
触

表

れ合い系の小動物の拡

（

充に努めている。 令和

個

　８年度の優先度

③1

票

　□ Ａ　　　 □ 

）

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

課

　 □ Ｄ　

ベネット

名

ワラビー２頭の繁殖に

産

成功し、展示動物の充

業

実を図った。
■ 計画

文

どおり   
令和　６

化

年度
□ 遅延    

部

     
の評価

□ 

楽

進展なし     

■

寿

 維持　□ 拡大 繁殖

園

や人気動物の新規導入

作

も検討していく中で、

成

適切な管理及び維持に

日

努める。
事業区分 □ 

令

自治事務   □ 法

和

定受託   □ その

　

他
今後の方向性 □ 縮

７

小　□ 改善
（改善措

年

置等）□ 休止　□ 

　

終了
計画対象 ■ 実施

８

計画査定対象  □ 

月

行政改革対象 
□ 廃

　

止　　　　 

※決算額

１

については、端数処理

日

により、他資料の決算

概

額と差異が生じている

施

場合もあります。



策名 観光 基本目標 交流と賑わいのあるまち

要 施策の目的 本市ならではの強みを磨き上げ、国内外から観光客の誘客を図り、消費行動を誘発し、まちを活性化させること。

施策の方向 観光資源づくり

楽寿園の公園機能の充実及び観光客の誘客を図った。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も公園機能の充実を図り、市の観光資源としてまちの活性化に寄与していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

イベント開催事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度
活動指標名 単

2

位
実績 計画 実績 計画 決

頁

算 当初予算 決算 当初予

令

算
全体事業概要

①
行事

和

・イベント実施回数 回

 

104 38 92 38
楽

6

寿園への誘客推進のた

年

め、園主催・共催、外

度

部団体
の主催イベント

　

を四季折々に行なって

　

いる。 13,352 1

事

3,857 13,89

務

6 13,996
 

②

令

事

和　８年度の優先度

③

業

3 　□ Ａ　　　 □

評

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

価

　　 □ Ｄ　

楽寿園

表

主催共催イベント回数

（

は、年間29回、民間

個

主催イベント回数は年

票

間63回の合計92回

）

、目標のイベント実施

課

■ 計画どおり   

名

令和　６年度 回数の3

産

8回を大幅に上回った

業

。
□ 遅延     

文

    
の評価

□ 進

化

展なし     

■ 

部

維持　□ 拡大 来園者

楽

ニーズを把握する中で

寿

魅力的なイベントを開

園

催していくとともに、

作

SNSを使った活発な

成

広報により誘客推
事業

日

区分 □ 自治事務  

令

 □ 法定受託   

和

□ その他
今後の方向

　

性 □ 縮小　□ 改善

７

進を図る。
（改善措置

年

等）□ 休止　□ 終

　

了
計画対象 ■ 実施計

８

画査定対象  □ 行

月

政改革対象 
□ 廃止

　

　　　　 

※決算額に

１

ついては、端数処理に

日

より、他資料の決算額

概

と差異が生じている場

施

合もあります。



策

止　□ 終了
計画対象

名

■ 実施計画査定対象

水

  □ 行政改革対象

辺

 
□ 廃止　　　　 

空

※決算額については、

間

端数処理により、他資

・

料の決算額と差異が生

公

じている場合もありま

園

す。

基本目標 快適で暮らしやすいまち

要 施策の目的 市民、事業者と行政が協働で、花や緑豊かな空間と水辺環境を保全し、潤いと安らぎのある生活空間を創出すること。

施策の方向 楽寿園の保全と活用

園内に四季を通じて様々な花々を彩り、特にみしま花のまちフェアや菊まつりでは園内に花のオブジェの制作や飾りつけを行うなど、潤いと安らぎのある憩いの空間の
■ 計画どおり   

令和　６年度 創出に務めた。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 日々の園内整備活動により、楽寿園の花や緑の豊かな空間と水辺環境の保全に努める。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（

1

事業費：千円）

園内整

頁

備事業 令和　５年度 令

令

和　６年度 令和　６年

和

度 令和　７年度 令和　

 

５年度 令和　６年度 令

6

和　６年度 令和　７年

年

度
活動指標名 単位

実績

度

計画 実績 計画 決算 当初

　

予算 決算 当初予算
全体

　

事業概要
①

整備箇所数

事

箇所 2 1 3 1
楽寿園内

務

の建屋や塀等建造物の

事

修繕、花壇の整備・管

業

理、ボランティア指導

評

、植栽の手入れ、園路

価

の整備等 21,697

表

27,650 25,2

（

07 33,042
の業

個

務を行っている。
②

令

票

和　８年度の優先度

③

）

1 　□ Ａ　　　 □

課

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

名

　　 □ Ｄ　

楽寿園

産

をガーデンシティみし

業

まにふさわしい施設と

文

して維持及び整備する

化

ため、近年激甚化する

部

豪雨に備え、鏡
■ 計

楽

画どおり   
令和　

寿

６年度 の家南側からみ

園

どりヶ池までの間に雨

作

水排水側溝を敷設した

成

。また、すずめヶ池東

日

側の四阿を解体撤去や

令

展示場
□ 遅延   

和

      
の評価 へ

　

の網戸設置などを行っ

７

た。
□ 進展なし  

年

   
 

■ 維持　□

　

 拡大 景観に配慮した

８

整備を継続し、安全性

月

の向上に努める。
事業

　

区分 □ 自治事務  

１

 □ 法定受託   

日

□ その他
今後の方向

概

性 □ 縮小　□ 改善

施

（改善措置等）□ 休



月

　　　 □ Ｂ　　　

　

 □ Ｃ　　　 □ 

１

Ｄ　

みしまの文化応援

日

プロジェクトにより三

概

島市の文化情報の発信

施

を行ったほか、小学生

策

対象のワークショップ

名

や、
■ 計画どおり 

文

  
令和　６年度 中学

化

2年生対象の芸術鑑賞

芸

教室、大岡信氏の功績

術

を次世代に伝える顕彰

基

事業を実施するなど、

本

文化振興基本計画
□ 

目

遅延        

標

 
の評価 の将来像「創

未

造力あふれる人とまち

来

・みしま」の実現に向

に

けた取り組みを進めた

つ

。また、刀剣乱舞ON

な

LINEとのコ
□ 進

ぐ

展なし     
ラボ

人

企画を実施し、市内外

材

からの来訪者の拡大及

を

び中心市街地の回遊性

育

の促進を図った。
■ 

む

維持　□ 拡大 学校や

ま

様々な担い手と連携を

ち

強化し、すべての子ど

要

もが文化に親しめる機

施

会の創出、環境づくり

策

に取り組む。ま
事業区

の

分 □ 自治事務   

目

□ 法定受託   □

的

 その他
今後の方向性

文

□ 縮小　□ 改善 た

化

、佐野美術館の刀剣展

芸

覧会に合わせ、PCブ

術

ラウザ＆アプリゲーム

を

「刀剣乱舞ONLIN

通

E」とのコラボ企画を

じ

実施す
（改善措置等）

て

□ 休止　□ 終了 る

、

ことにより、美術館の

市

認知度向上を図るとと

民

もに、三島市への文化

が

観光等を目的とした来

将

訪者の拡大及び三島
計

来

画対象 □ 実施計画査

に

定対象  □ 行政改

わ

革対象 
□ 廃止　　

た

　　 市の文化振興を

り

図る。

※決算額につい

郷

ては、端数処理により

土

、他資料の決算額と差

に

異が生じている場合も

誇

あります。

りと愛着をもち、豊か

N

な

o. 事務事業名 活動内

市

容 コスト（事業費：千

民

円）

文芸三島発行事業

生

令和　５年度 令和　６

活

年度 令和　６年度 令和

と

　７年度 令和　５年度

活

令和　６年度 令和　６

力

年度 令和　７年度
活動

に

指標名 単位
実績 計画 実

満

績 計画 決算 当初予算 決

ち

算 当初予算
全体事業概

た

要
①

文芸三島の発行 回

地

1 1 1 1
市民から文芸

域

作品を募集し、文芸創

社

作活動の発表の場
とす

会

るとともに、市民の文

を

芸活動の鑑賞機会を提

実

供す 839 998 92

現

8 991
る。

②
文芸三

す

島の応募点数 点 344

る

160 228 160

令

こ

和　８年度の優先度

③

と

2 　□ Ａ　　　 □

。

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

施

　　 □ Ｄ　

応募点

策

数については、編集委

の

員が高校訪問を行った

方

ことにより、高校生の

向

応募が増え、計画を上

市

回る応募があり
■ 計

民

画どおり   
令和　

が

６年度 、市民の文芸創

文

作活動の発表の機会提

化

供及び活動の普及を図

芸

ることができた。
□ 

術

遅延        

に

 
の評価

□ 進展なし

ふ

     

■ 維持　

れ

□ 拡大 高校生以外の

る

応募者が高齢化・固定

、

化している傾向にある

参

ことから、令和7年度

画

から、高校生など若い

す

世代がこ
事業区分 □ 

る

自治事務   □ 法

機

定受託   □ その

会

他
今後の方向性 □ 縮

の

小　□ 改善 れまで以

拡

上に応募しやすいよう

充

に、インターネットか

ク

ら直接入力できる新た

リ

な応募フォームを一部

エ

の部門で導入
（改善措

イ

置等）□ 休止　□ 

テ

終了 した。
計画対象 □

ィ

 実施計画査定対象 

ブ

 □ 行政改革対象 

シ

□ 廃止　　　　 

ティ推進事業、文芸三島発行事業、三島市美術展開催事業、絵本のまち三島推進事業と計画どおり実施し、市民が文化芸術に触れ、参画する機会を提
■ 計画どおり   

令和　６年度 供できた。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 次代を担う子どもが、幼いころから芸術をはじめとする質の高い様々な文化に親しみ、感性を磨き、創造性や想像力、コミュニケーション能力を育むことができる事業

今後の方向性 □ 拡大　　　　 を実施する。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 また、だれもが身近な場所で文化に出会うことができる機会や、これまで文化に親しむ機会の少なかった人も文化を気軽に楽しめる機会を提供していく。

1

□ 改善　　　　 

頁

令和 6年度　　事務

No. 事務事業

事

名 活動内容 コスト（事

業

業費：千円）

クリエイ

評

ティブシティ推進事業

価

令和　５年度 令和　６

表

年度 令和　６年度 令和

（

　７年度 令和　５年度

個

令和　６年度 令和　６

票

年度 令和　７年度
活動

）

指標名 単位
実績 計画 実

課

績 計画 決算 当初予算 決

名

算 当初予算
全体事業概

産

要
①

文化的環境の満足

業

率 ％ 47.5 52 45

文

.6 53
三島市文化振

化

興基本計画における後

部

期5カ年の重点プ
ロジ

文

ェクトに基づき、市民

化

が自主的・自発的に行

の

う文 2,271 1,8

ま

71 7,123 7,0

ち

70
化活動が盛んとな

づ

るよう、啓発・支援す

く

る仕組みの構
②

クリエ

り

イティブワークシ 人 7

課

,720 14,000

作

11,996 17,5

成

00
築や、学校地域等

日

と連携して、子ども達

令

の創造性や想 ョップの

和

中学生以下の参
像力、

　

コミュニケーション能

７

力を育むクリエイティ

年

ブ 加者数(累計） 令和

　

　８年度の優先度
教育

８

を行う。
③1 　□ Ａ



月

     
の評価

□ 

　

進展なし     

■

１

 維持　□ 拡大 計画

日

値を上回っているもの

概

の、応募者の高齢化・

施

固定化が進み、作品応

策

募点数が減少傾向にあ

名

ることから、高校
事業

文

区分 □ 自治事務  

化

 □ 法定受託   

芸

□ その他
今後の方向

術

性 □ 縮小　□ 改善

基

生など、若い世代の関

本

心を引く取り組みが求

目

められる。
（改善措置

標

等）□ 休止　□ 終

未

了
計画対象 □ 実施計

来

画査定対象  □ 行

に

政改革対象 
□ 廃止

つ

　　　　 

※決算額に

な

ついては、端数処理に

ぐ

より、他資料の決算額

人

と差異が生じている場

材

合もあります。

を育むまち

要 施策の目的

No. 事務事業名 活

文

動内容 コスト（事業費

化

：千円）

絵本のまち三

芸

島推進事業（文化のま

術

ちづくり課） 令和　５

を

年度 令和　６年度 令和

通

　６年度 令和　７年度

じ

令和　５年度 令和　６

て

年度 令和　６年度 令和

、

　７年度
活動指標名 単

市

位
実績 計画 実績 計画 決

民

算 当初予算 決算 当初予

が

算
全体事業概要

①
絵本

将

関連事業企画数 本 7 1

来

0 7
絵本を通して創造

に

性や想像力などの育成

わ

やシビックプ
ライドの

た

醸成を図り、豊かで活

り

力に満ちた市民生活と

郷

0 1,339 1,34

土

0 1,047
ウェルビ

に

ーイングの実現を進め

誇

るため、市民が絵本に

り

②
絵本関連事業満足度

と

％ 70 81 75
親しむ

愛

まちづくりを推進する

着

。

令和　８年度の優先

を

度

③4 　□ Ａ　　　

も

 □ Ｂ　　　 □ 

ち

Ｃ　　　 □ Ｄ　

ロ

、

ゴマークコンテストを

豊

開催し、ロゴマークの

か

フラッグを11月の絵

な

本月間に合わせ、三島

市

大通り商店街に掲出し

民

■ 計画どおり   

生

令和　６年度 たほか、

活

宮西達也氏、めんぼー

と

くんによる絵本の読み

活

聞かせを、市内全小中

力

学校とふれあい教室で

に

実施した。子
□ 遅延

満

         
の

ち

評価 どもから大人まで

た

楽しめる絵本の力を活

地

用して、魅力あるまち

域

づくりの創造につなげ

社

た。
□ 進展なし  

会

   

■ 維持　□ 

を

拡大 令和６年度から本

実

格始動した「絵本のま

現

ち三島」事業について

す

、官民連携して推進し

る

ているが、これまでの

こ

取り
事業区分 □ 自治

と

事務   □ 法定受

。

託   □ その他
今

施

後の方向性 □ 縮小　

策

□ 改善 組みの継続と

の

拡大を図りつつ、市民

方

の皆さまが参加しやす

向

いような工夫、そして

市

、新たな絵本資源の掘

民

り起こし
（改善措置等

が

）□ 休止　□ 終了

文

をしていく必要がある

化

。
計画対象 □ 実施計

芸

画査定対象  □ 行

術

政改革対象 
□ 廃止

に

　　　　 

ふれる、参画する機会の拡充

クリエイティブシティ推進事業、文芸三島発行事業、三島市美術展開催事業、絵本のまち三島推進事業と計画どおり実施し、市民が文化芸術に触れ、参画する機会を提
■ 計画どおり   

令和　６年度 供できた。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 次代を担う子どもが、幼いころから芸術をはじめとする質の高い様々な文化に親しみ、感性を磨き、創造性や想像力、コミュニケーション能力を育むことができる事業

今後の方向性 □ 拡大　　　　 を実施する。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 また、だれもが身近な場所で文化に出会うことができる機会や、これまで文化に親しむ機会の少なかった人も文化を気軽に楽しめる機会を提供していく。

2

□ 改善　　　　 

頁

令和 6年度　　事務

No. 事務事業

事

名 活動内容 コスト（事

業

業費：千円）

三島市美

評

術展開催事業 令和　５

価

年度 令和　６年度 令和

表

　６年度 令和　７年度

（

令和　５年度 令和　６

個

年度 令和　６年度 令和

票

　７年度
活動指標名 単

）

位
実績 計画 実績 計画 決

課

算 当初予算 決算 当初予

名

算
全体事業概要

①
三島

産

市美術展の実施 回 1 1

業

1 1
三島市内及び近隣

文

市町で美術を愛好する

化

人々の作品発
表の場、

部

また、市民の美術作品

文

鑑賞機会の場とし、こ

化

991 1,152 1,

の

045 1,109
れを

ま

通じて美術創作活動及

ち

び鑑賞の奨励と地域文

づ

化の
②

作品応募点数 点

く

203 190 198 1

り

90
向上を支援する。

課

令和　８年度の優先度

作

③3 　□ Ａ　　　 

成

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

日

　　　 □ Ｄ　

応募

令

点数については、計画

和

よりもやや多く、市民

　

の美術作品発表及び観

７

賞の機会を提供するこ

年

とができた。
■ 計画

　

どおり   
令和　６

８

年度
□ 遅延    



月

共催し、文化芸術を創

　

造・発信する活動への

１

支援が図られた。
□ 

日

進展なし     

■

概

 維持　□ 拡大 市民

施

の日頃の創作活動や成

策

果の発表の場及び鑑賞

名

の機会を提供するため

文

開催している市民合唱

化

祭、市民演劇祭、
事業

芸

区分 □ 自治事務  

術

 □ 法定受託   

基

□ その他
今後の方向

本

性 □ 縮小　□ 改善

目

市民芸術祭、佐野美術

標

館特別展、三島市文化

未

芸術による地域振興プ

来

ログラム、三島せせら

に

ぎ音楽祭について、実

つ

（改善措置等）□ 休

な

止　□ 終了 行委員会

ぐ

と共催していく。
計画

人

対象 ■ 実施計画査定

材

対象  □ 行政改革

を

対象 
□ 廃止　　　

育

　 

※決算額について

む

は、端数処理により、

ま

他資料の決算額と差異

ち

が生じている場合もあ

要

ります。

施策の目的 文化芸術を

No

通

. 事務事業名 活動内容

じ

コスト（事業費：千円

て

）

市単独事業費補助金

、

令和　５年度 令和　６

市

年度 令和　６年度 令和

民

　７年度 令和　５年度

が

令和　６年度 令和　６

将

年度 令和　７年度
活動

来

指標名 単位
実績 計画 実

に

績 計画 決算 当初予算 決

わ

算 当初予算
全体事業概

た

要
①

文化団体への補助

り

金交付 件 12 25 19

郷

30
・三島市文化芸術

土

協会補助金・三島フィ

に

ルハーモニー 件数
管弦

誇

楽団補助金・三島市民

り

吹奏楽団補助金・ロビ

と

ーコ 1,422 3,0

愛

40 1,656 2,0

着

40
ンサート補助金・

を

みしまの文化百花繚乱

も

活動費補助金
②・中学

ち

生選抜吹奏楽団補助金

、

地域の文化振興に貢献

豊

するため、全市的な事

か

業を企画 令和　８年度

な

の優先度
・実施する団

市

体を支援するもの。
③

民

2 　□ Ａ　　　 □

生

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

活

　　 □ Ｄ　

全市的

と

な事業を企画・実施す

活

る団体を支援すること

力

により、地域の文化振

に

興の活性化が図れた。

満

□ 計画どおり   

ち

令和　６年度 みしまの

た

文化百花繚乱活動費補

地

助金については、予定

域

した件数には達しなか

社

ったが、文化を気軽に

会

楽しめる機会
■ 遅延

を

         
の

実

評価 の充実を図ること

現

ができた。
□ 進展な

す

し     

□ 維持

る

　□ 拡大 文化振興を

こ

目的に活動し、全市的

と

な事業を企画・実施す

。

る団体を引き続き支援

施

していく。
事業区分 □

策

 自治事務   □ 

の

法定受託   □ そ

方

の他
今後の方向性 □ 

向

縮小　■ 改善 みしま

文

の文化百花繚乱活動費

化

補助金については、文

芸

化団体への積極的な周

術

知など、効果的な情報

を

発信に取り組む
（改善

創

措置等）□ 休止　□

造

 終了 。
計画対象 □ 

・

実施計画査定対象  

発

□ 行政改革対象 
□

信

 廃止　　　　 

する活動への支援

三島市を拠点に活動する文化団体が企画・実施する、市の文化・芸術振興に寄与する文化事業の事業費を支援した。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 市民や文化団体等が自主的、主体的に行う文化活動のさらなる活性化を図るため継続的に支援していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千

1

円）

その他負担金 令和

頁

　５年度 令和　６年度

令

令和　６年度 令和　７

和

年度 令和　５年度 令和

 

　６年度 令和　６年度

6

令和　７年度
活動指標

年

名 単位
実績 計画 実績 計

度

画 決算 当初予算 決算 当

　

初予算
全体事業概要

①

　

合唱祭等の文化事業の

事

実 回 6 5 5 5
・市民合

務

唱祭負担金・市民芸術

事

祭負担金・市民演劇祭

業

行委員会との共催
負担

評

金・佐野美術館特別展

価

負担金・文化芸術によ

表

る地 18,848 18

（

,848 18,848

個

18,548
域振興プ

票

ログラム負担金・三島

）

せせらぎ音楽祭負担金

課

②
佐野美術館特別展の

名

共催 回 6 6 6 6
市民の

産

文化芸術活動の振興を

業

図るため、実行委員会

文

と
文化事業を共催する

化

とともに、市民に美術

部

品等の鑑賞 令和　８年

文

度の優先度
機会を提供

化

するため佐野美術館と

の

特別展を共催する。
③

ま

1 　□ Ａ　　　 □

ち

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

づ

　　 □ Ｄ　

市民合

く

唱祭、市民演劇祭、市

り

民芸術祭、佐野美術館

課

特別展、文化芸術によ

作

る地域振興プログラム

成

（しゃぎりフェ
■ 計

日

画どおり   
令和　

令

６年度 スティバル）、

和

三島せせらぎ音楽祭に

　

ついては、市民の文化

７

芸術活動の振興を図る

年

ため、実行委員会と文

　

化事業
□ 遅延   

８

      
の評価 を



月

大 大規模修繕にて修繕

　

できなかった未整備箇

１

所について、次期大規

日

模修繕に向けて計画を

概

行う。
事業区分 □ 自

施

治事務   □ 法定

策

受託   □ その他

名

今後の方向性 □ 縮小

文

　□ 改善
（改善措置

化

等）□ 休止　□ 終

芸

了
計画対象 ■ 実施計

術

画査定対象  □ 行

基

政改革対象 
□ 廃止

本

　　　　 

※決算額に

目

ついては、端数処理に

標

より、他資料の決算額

未

と差異が生じている場

来

合もあります。

につなぐ人材を育むまち

No. 事務事業名 活

要

動内容 コスト（事業費

施

：千円）

市民文化会館

策

運営管理事業 令和　５

の

年度 令和　６年度 令和

目

　６年度 令和　７年度

的

令和　５年度 令和　６

文

年度 令和　６年度 令和

化

　７年度
活動指標名 単

芸

位
実績 計画 実績 計画 決

術

算 当初予算 決算 当初予

を

算
全体事業概要

①
市民

通

文化会館自主文化事 回

じ

33 20 42 20
文化

て

芸術活動の拠点となる

、

市民文化会館において

市

、優 業実施回数
れた文

民

化芸術活動を鑑賞でき

が

る機会を提供する。 1

将

58,804 153,

来

845 157,680

に

165,690
また、

わ

市民の利用を促し、快

た

適に市民文化会館を利

り

用
②

指定管理モニタリ

郷

ング 回 12 12 12 1

土

2
できるよう、指定管

に

理者に対するモニタリ

誇

ングを実施
する。 令和

り

　８年度の優先度

③2

と

　□ Ａ　　　 □ 

愛

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

着

　 □ Ｄ　

文化会館

を

自主文化事業について

も

は、42公演を開催し

ち

、優れた文化芸術活動

、

を鑑賞できる機会を提

豊

供した。また、
■ 計

か

画どおり   
令和　

な

６年度 市民の利用を促

市

し、快適に市民文化会

民

館を利用できるよう、

生

指定管理者に対する市

活

のモニタリングを毎月

と

実施し
□ 遅延   

活

      
の評価 た

力

。
□ 進展なし   

に

  

■ 維持　□ 拡

満

大 優れた文化芸術活動

ち

を鑑賞できる機会を提

た

供するため、引き続き

地

文化会館自主文化事業

域

を実施する。
事業区分

社

□ 自治事務   □

会

 法定受託   □ 

を

その他
今後の方向性 □

実

 縮小　□ 改善 また

現

、市民の利用を促し、

す

快適に市民文化会館を

る

利用できるよう、指定

こ

管理者に対する市のモ

と

ニタリングを実施
（改

。

善措置等）□ 休止　

施

□ 終了 する。
計画対

策

象 □ 実施計画査定対

の

象  □ 行政改革対

方

象 
□ 廃止　　　　

向

 

文化芸術活動の環境整備

市民文化会館の自主文化事業について、積極的に公演等を行い42公演開催することができた。
■ 計画どおり   

令和　６年度 施設については、安全で快適に利用できるよう修繕等を行い、施設の維持管理に努めた。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

□ 維持　　　　 市民の文化創造交流拠点となるよう、市民に優れた芸術文化の鑑賞機会を提供する鑑賞事業、文化の担い手を育てる育成事業、まちづくりの理念に基づいた文化事業等

今後の方向性 ■ 拡大　　　　 を開催する。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 施設の維持管理については、大規模改修で更新対応していない設備があり、今後も老朽化が進むことから、計画的に施設の整備を行う。
□ 改善　　　　 

1 頁

令和 6年度　　

No

事

. 事務事業名 活動内容

務

コスト（事業費：千円

事

）

市民文化会館施設整

業

備事業 令和　５年度 令

評

和　６年度 令和　６年

価

度 令和　７年度 令和　

表

５年度 令和　６年度 令

（

和　６年度 令和　７年

個

度
活動指標名 単位

実績

票

計画 実績 計画 決算 当初

）

予算 決算 当初予算
全体

課

事業概要
①

雨漏り等修

名

繕 回 3 0 0 1
三島市民

産

文化会館を文化創造拠

業

点として活用するため

文

、安全で快適な施設利

化

用ができるよう、引続

部

き老朽化 4,793 1

文

,200 775 64,

化

800
した施設・設備

の

の計画的な整備を行う

ま

。
② 

令和　８年度の

ち

優先度

③1 　□ Ａ　

づ

　　 □ Ｂ　　　 

く

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

り

　

消火器71本の交換

課

及び消防立入検査で指

作

摘のあった玄関ロビー

成

のエントランスマット

日

を防炎性能製品に交換

令

し、
□ 計画どおり 

和

  
令和　６年度 安全

　

に施設利用が出来るよ

７

う努めた。
□ 遅延 

年

        
の評

　

価
■ 進展なし   

８

  

□ 維持　■ 拡



　

に位置付けられた各施

１

策について、適宜適切

日

に実施していく。
事業

概

区分 □ 自治事務  

施

 □ 法定受託   

策

□ その他
今後の方向

名

性 □ 縮小　□ 改善

土

（改善措置等）□ 休

地

止　□ 終了
計画対象

利

□ 実施計画査定対象

用

  □ 行政改革対象

基

 
□ 廃止　　　　 

本

※決算額については、

目

端数処理により、他資

標

料の決算額と差異が生

快

じている場合もありま

適

す。

で暮らしやすいまち

要 施策の目的 自然環境と都市的環境との調和を図り、秩序ある計画的な土地利用によるまちづくりを推進すること。

施策の方向 計画的な土地利用の推進

三島市立地適正化計画の変更に伴い、コンパクトで災害に強いまちの実現に向けた都市防災施策の充実や、新産業用地の形成に向けた土地利用を増進し企業立地を図る
■ 計画どおり   

令和　６年度 ため、第３次三島市都市計画マスタープランの一部を改定した。同マスタープラン掲載事業の事業着手については、令和６年度計画件数30件に対し、34件着手済みとな
□ 遅延         

の評価 っており、順調に事業が実施されている。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 引き続き、都市計画マスタープランに位置付けられた各施策について、適宜適切に実施していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和 6年度

No. 事務

　

事業名 活動内容 コスト

　

（事業費：千円）

都市

事

計画マスタープランの

務

推進 令和　５年度 令和

事

　６年度 令和　６年度

業

令和　７年度 令和　５

評

年度 令和　６年度 令和

価

　６年度 令和　７年度

表

活動指標名 単位
実績 計

（

画 実績 計画 決算 当初予

個

算 決算 当初予算
全体事

票

業概要
①

都市計画マス

）

タープラン 件 29 30

課

34 30
自然環境と都

名

市機能が調和した都市

計

づくりを推進する 掲載

画

事業の事業着手件数
た

ま

め、「第3次三島市都

ち

市計画マスタープラン

づ

」に沿 0 0 0 0
った都

く

市政策を計画的に推進

り

する。
②

令和　８年度

部

の優先度

③1 　□ Ａ

都

　　　 □ Ｂ　　　

市

 □ Ｃ　　　 □ 

計

Ｄ　

都市計画マスター

画

プラン掲載事業の事業

課

着手については、令和

作

６年度計画件数30件

成

に対し、34件着手済

日

みになっ
■ 計画どお

令

り   
令和　６年度

和

ており、順調に事業が

　

実施されている。
□ 

７

遅延        

年

 
の評価

□ 進展なし

　

     

■ 維持　

８

□ 拡大 引き続き、都

月

市計画マスタープラン



　

和　６年度 が都市計画

１

法第6条の規定に基づ

日

き実施するものであり

概

、東駿河湾広域都市計

施

画区域においては、令

策

和7年度末の
□ 遅延

名

         
の

土

評価 定期見直しに向け

地

て、令和3年度及び令

利

和4年度に実施済みで

用

ある。次期調査は令和

基

8年度及び令和9年度

本

に、令和
□ 進展なし

目

     
12年度末

標

の定期見直しに向けて

快

実施する予定であり、

適

次期調査に向けた情報

で

収集を行った。
■ 維

暮

持　□ 拡大 引き続き

ら

、自然環境と都市的環

し

境との調和を図り、秩

や

序ある計画的な土地利

す

用を進めていく。
事業

い

区分 □ 自治事務  

ま

 □ 法定受託   

ち

□ その他
今後の方向

要

性 □ 縮小　□ 改善

施

（改善措置等）□ 休

策

止　□ 終了
計画対象

の

□ 実施計画査定対象

目

  □ 行政改革対象

的

 
□ 廃止　　　　 

自

※決算額については、

然

端数処理により、他資

環

料の決算額と差異が生

境

じている場合もありま

と

す。

都市的環境との調和を図り、秩序ある計画的な土地利用によるまちづくりを推進すること。

施策の方向 良好な市街地の形成

都市再生特別措置法第81条に基づき策定した三島市立地適正化計画（令和元年８月）の策定から概ね５年が経過することに合わせ、同法第84条に基づき、概ね５年ごと
■ 計画どおり   

令和　６年度 に実施する評価・見直しを計画に反映するとともに、令和２年度に新たに同法第81条第２項第５号に義務付けられた、居住や都市機能の誘導を図るための都市の防災に
□ 遅延         

の評価 関する機能の確保に関する指針「防災指針」を追加するため、同計画の変更を行った。また、都市計画区域マスタープラン・区域区分の定期見直しでは、大場地区の市
□ 進展なし     

街化区域編入に向け、関係機関との下、協議資料の作成を進めた。
■ 維持　　　　 引き続き、自然環境と都市的環境との調和を図り、秩序ある計

1

画的な土地利用を進め

頁

ていく。

今後の方向性

令

□ 拡大　　　　 

（

和

改善措置等） □ 縮小

 

　　　　 

□ 改善　

6

　　　 

年度　　事務事業評価

No

表

. 事務事業名 活動内容

（

コスト（事業費：千円

個

）

東駿河湾広域都市計

票

画区域等見直し事業 令

）

和　５年度 令和　６年

課

度 令和　６年度 令和　

名

７年度 令和　５年度 令

計

和　６年度 令和　６年

画

度 令和　７年度
活動指

ま

標名 単位
実績 計画 実績

ち

計画 決算 当初予算 決算

づ

当初予算
全体事業概要

く

①
都市計画基礎調査業

り

務委 件 0 0 0 0
都市計

部

画マスタープランなど

都

の将来都市像に基づき

市

都 託件数
市計画の見直

計

しを行い、秩序ある市

画

街地の形成を図る 8,

課

185 1,774 1,

作

747 7,548
。

②

成

令和　８年度の優先度

日

③1 　□ Ａ　　　 

令

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

和

　　　 □ Ｄ　

「都

　

市計画基礎調査」は、

７

原則5年に1度の都市

年

計画区域マスタープラ

　

ン及び区域区分の定期

８

見直しに向けて、県
■

月

 計画どおり   
令



　

施設との一体性、まち

１

の連続性及び回遊性
を

日

高めるにぎわいの拠点

概

として整備する。 令和

施

　８年度の優先度

③1

策

　□ Ａ　　　 □ 

名

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

市

　 □ Ｄ　

公共交通

街

利用環境改善や都市構

地

造の再編による都市機

整

能誘導区域内の魅力向

備

上を図りコンパクトシ

基

ティの形成を
■ 計画

本

どおり   
令和　６

目

年度 推進していくため

標

、都市再生整備計画に

快

位置付けた各事業を適

適

切に執行した。また、

で

三島駅南口駅前広場公

暮

共交
□ 遅延    

ら

     
の評価 通利

し

用環境整備に係る関係

や

機関等との調整を行う

す

とともに、建築及び景

い

観の専門家の意見を聴

ま

取しながら詳細設
□ 

ち

進展なし     
計

要

を進めた。
■ 維持　

施

□ 拡大 三島駅北口周

策

辺においてJR東海道

の

新幹線周辺地区という

目

利点を生かし、隣接す

的

る教育施設などに配慮

都

しながら、
事業区分 □

市

 自治事務   □ 

機

法定受託   □ そ

能

の他
今後の方向性 □ 

の

縮小　□ 改善 土地の

更

高度利用などによる首

新

都圏や富士山麓先端健

・

康産業集積構想(ファ

集

ルマバレー構想)を意

積

識した商業・業務
（改

を

善措置等）□ 休止　

進

□ 終了 地の形成を進

め

めます。
計画対象 □ 

、

実施計画査定対象  

美

□ 行政改革対象 
□

し

 廃止　　　　 

※決

く

算額については、端数

快

処理により、他資料の

適

決算額と差異が生じて

で

いる場合もあります。

、にぎわいのある中心市街地を形成すること。

施策の方向 三島駅南北交通結節機能の充実

公共交通利用環境改善や都市構造の再編による都市機能誘導区域内の魅力向上を図りコンパクトシティの形成を推進していくため、都市再生整備計画に位置付けた各事
■ 計画どおり   

令和　６年度 業を適切に執行した。また、三島駅南口駅前広場公共交通利用環境整備に係る関係機関等との調整を行うとともに、建築及び景観の専門家の意見を聴取しながら詳細設
□ 遅延         

の評価 計を進めた。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 都市再生整備計画が令和７年度で計画期間満了となるため、事後評価を実施するとともに、評価結果を踏まえた令和８年度からの次期計画策定を進め、引き続き、市街

今後の方向性 □ 拡大　　　　 地の回遊性及び快適性を高め、にぎわいの再生を図っていく。また、三島駅北口周辺に

1

おいてJR東海道新幹

頁

線周辺地区という利点

令

を生かし、隣接する教

和

育施設などに配

（改善

 

措置等） □ 縮小　　

6

　　 慮しながら、土

年

地の高度利用などによ

度

る首都圏や富士山麓先

　

端健康産業集積構想(

　

ファルマバレー構想)

事

を意識した商業・業務

務

地の形成を進めます。

事

□ 改善　　　　 

業評価表（個票） 課名 計

No. 事務事業

画

名 活動内容 コスト（事

ま

業費：千円）

都市再生

ち

整備事業 令和　５年度

づ

令和　６年度 令和　６

く

年度 令和　７年度 令和

り

　５年度 令和　６年度

部

令和　６年度 令和　７

都

年度
活動指標名 単位

実

市

績 計画 実績 計画 決算 当

計

初予算 決算 当初予算
全

画

体事業概要
①

三島駅南

課

口駅前広場公共 件 0 1

作

1 0
三島駅南口駅前広

成

場を、交通結節点とし

日

ての公共交通 交通利用

令

環境整備設計業
の乗換

和

環境及び待合環境の利

　

便性向上の観点に加え

７

、 務委託件数 739 5

年

41 391 4,883

　

花や緑を活かしたウォ

８

ーカブルなまちづくり

月

の推進に
②向け、周辺



　

業者からなる作業部会

１

も開催した。
□ 進展

日

なし     

■ 維

概

持　□ 拡大 地域公共

施

交通の確保及び維持の

策

ために計画に位置付け

名

られた事業を、協議会

公

の意見を踏まえつつ適

共

宜適切に実施
事業区分

交

□ 自治事務   □

通

 法定受託   □ 

基

その他
今後の方向性 □

本

 縮小　□ 改善 して

目

いく。
（改善措置等）

標

□ 休止　□ 終了
計

快

画対象 □ 実施計画査

適

定対象  □ 行政改

で

革対象 
□ 廃止　　

暮

　　 

※決算額につい

ら

ては、端数処理により

し

、他資料の決算額と差

や

異が生じている場合も

す

あります。

いまち

要 施策の目的 誰もが不自由なく、快適に移動できるよう、公共交通が利用しやすい環境を整えること。

施策の方向 公共交通ネットワークの形成

交通事業者、有識者、自治会、関連団体等で構成されている三島市地域公共交通協議会において、令和５年度から新たに令和２年度の地域公共交通活性化再生法の改正
■ 計画どおり   

令和　６年度 を反映し策定した「三島市地域公共交通計画」に基づいて事業を実施した。また、主に交通事業者からなる作業部会も開催した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 地域公共交通の確保及び維持のために計画に位置付けられた事業を、協議会の意見を踏まえつつ適宜適切に実施していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和 

No. 事務事

6

業名 活動内容 コスト（

年

事業費：千円）

地域公

度

共交通計画推進事業 令

　

和　５年度 令和　６年

　

度 令和　６年度 令和　

事

７年度 令和　５年度 令

務

和　６年度 令和　６年

事

度 令和　７年度
活動指

業

標名 単位
実績 計画 実績

評

計画 決算 当初予算 決算

価

当初予算
全体事業概要

表

①
三島市地域公共交通

（

協議 回 6 3 6 3
三島市

個

地域公共交通計画に位

票

置付けた事業などにつ

）

い 会・作業部会の開催

課

回数
て、交通事業者や

名

有識者、自治会、関連

計

団体等からな 143 1

画

33 95 0
る三島市地

ま

域公共交通協議会にお

ち

いて意見を伺いなが
②

づ

ら順次事業を展開する

く

。

令和　８年度の優先

り

度

③1 　□ Ａ　　　

部

 □ Ｂ　　　 □ 

都

Ｃ　　　 □ Ｄ　

交

市

通事業者、有識者、自

計

治会、関連団体等で構

画

成されている三島市地

課

域公共交通協議会にお

作

いて、令和５年度か
■

成

 計画どおり   
令

日

和　６年度 ら新たに令

令

和２年度の地域公共交

和

通活性化再生法の改正

　

内容を反映し策定した

７

「三島市地域公共交通

年

計画」に基
□ 遅延 

　

        
の評

８

価 づいて事業を実施し

月

た。また、主に交通事



　

額と差異が生じている

１

場合もあります。

日

概 施策名 景観 基本目標 快適で暮らしやすいまち

要 施策の目的 本市特有の自然的、歴史的、文化的に優れた景観資源を維持・保全・活用し、良好な景観を創出すること。

施策の方向 景観計画の推進

景観法、景観条例及び景観計画等に基づき、景観重点整備地区における届出等、適切に処理・対応した。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 引き続き、景観法、景観条例及び景観計画等に基づき、建築物等の規制・誘導を行い、良好な景観形成を図る。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

景観形成事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度

1

令和　７年度 令和　５

頁

年度 令和　６年度 令和

令

　６年度 令和　７年度

和

活動指標名 単位
実績 計

 

画 実績 計画 決算 当初予

6

算 決算 当初予算
全体事

年

業概要
①

景観条例に基

度

づく届出制 回 1 1 1 1

　

景観形成基準による建

　

築物等の規制・誘導を

事

行うとと 度等の広報み

務

しま等への
もに、良好

事

な景観を阻害するもの

業

の整除や魅力的な景 記

評

事掲載回数 92 338

価

332 13
観の保全、

表

創出を行う。
②

令和　

（

８年度の優先度

③1 　

個

□ Ａ　　　 □ Ｂ

票

　　　 □ Ｃ　　　

）

 □ Ｄ　

景観法、景

課

観条例及び景観計画等

名

に基づき、景観重点整

計

備地区における届出等

画

、適切に処理・対応し

ま

た。
■ 計画どおり 

ち

  
令和　６年度

□ 

づ

遅延        

く

 
の評価

□ 進展なし

り

     

■ 維持　

部

□ 拡大 引き続き、景

都

観法、景観条例及び景

市

観計画等に基づき、建

計

築物等の規制・誘導を

画

行い、良好な景観形成

課

を図る。
事業区分 □ 

作

自治事務   □ 法

成

定受託   □ その

日

他
今後の方向性 □ 縮

令

小　□ 改善
（改善措

和

置等）□ 休止　□ 

　

終了
計画対象 □ 実施

７

計画査定対象  □ 

年

行政改革対象 
□ 廃

　

止　　　　 

※決算額

８

については、端数処理

月

により、他資料の決算



　

催した。
□ 遅延  

１

       
の評価

日

□ 進展なし    

概

 

■ 維持　□ 拡大

施

引き続き、三島市歴史

策

的風致維持向上計画に

名

位置付けられた事業に

景

ついて、三島市歴史ま

観

ちづくり協議会におけ

基

事業区分 □ 自治事務

本

   □ 法定受託 

目

  □ その他
今後の

標

方向性 □ 縮小　□ 

快

改善 る意見を踏まえつ

適

つ、適宜適切に実施し

で

ていく。また、第２期

暮

計画策定に向けて検討

ら

を重ねていく。
（改善

し

措置等）□ 休止　□

や

 終了
計画対象 □ 実

す

施計画査定対象  □

い

 行政改革対象 
□ 

ま

廃止　　　　 

※決算

ち

額については、端数処

要

理により、他資料の決

施

算額と差異が生じてい

策

る場合もあります。

の目的 本市特有の自然的、歴史的、文化的に優れた景観資源を維持・保全・活用し、良好な景観を創出すること。

施策の方向 歴史的風致維持向上計画の推進

令和５年度分事業の進捗管理を実施するとともに、三嶋大祭りへの補助をはじめ、地域文化財啓発補助など歴史的風致維持向上に資するソフト面の各種取組を実施した
■ 計画どおり   

令和　６年度 。また、第２期計画策定に向けた庁内ＷＧを開催した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 引き続き、三島市歴史的風致維持向上計画に位置付けられた事業について、三島市歴史まちづくり協議会における意見を踏まえつつ、適宜適切に実施していく。また、

今後の方向性 □ 拡大　　　　 第２期計画策定に向けて検討を重ねていく。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和 6

No

年

. 事務事業名 活動内容

度

コスト（事業費：千円

　

）

歴史的風致維持向上

　

計画推進事業（都市計

事

画課） 令和　５年度 令

務

和　６年度 令和　６年

事

度 令和　７年度 令和　

業

５年度 令和　６年度 令

評

和　６年度 令和　７年

価

度
活動指標名 単位

実績

表

計画 実績 計画 決算 当初

（

予算 決算 当初予算
全体

個

事業概要
①

歴史的風致

票

維持向上計画 件 8 8 8

）

8
歴史的に価値の高い

課

建造物と、その周辺で

名

行われてい に位置付け

計

た事業の実施
るお祭り

画

などの歴史や伝統を反

ま

映した人々の営みとが

ち

件数 152 349 19

づ

4 7,905
一体とな

く

って、地域固有の風情

り

を醸し出している良好

部

②な環境を維持・向上

都

し、後世へ継承する。

市

令和　８年度の優先度

計

③1 　□ Ａ　　　 

画

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

課

　　　 □ Ｄ　

令和

作

５年度分事業の進捗管

成

理を実施するとともに

日

、三嶋大祭りへの補助

令

をはじめ、地域文化財

和

啓発補助など歴史
■ 

　

計画どおり   
令和

７

　６年度 的風致維持向

年

上に資するソフト面の

　

各種取組を実施した。

８

また、第２期計画策定

月

に向けた庁内ＷＧを開



　

小　□ 改善
（改善措

１

置等）□ 休止　□ 

日

終了
計画対象 □ 実施

概

計画査定対象  □ 

施

行政改革対象 
□ 廃

策

止　　　　 

※決算額

名

については、端数処理

景

により、他資料の決算

観

額と差異が生じている

基

場合もあります。

本目標 快適で暮らしやすいまち

要 施策の目的 本市特有の自然的、歴史的、文化的に優れた景観資源を維持・保全・活用し、良好な景観を創出すること。

施策の方向 良好な景観形成のための規制・誘導

屋外広告物の適正な管理に加え、屋外広告物適正化旬間に広報みしまに制度の記事掲載や、パトロールを実施し、周知啓発を図った。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 屋外広告物条例の周知や是正指導を行い、引き続き適正な屋外広告物による景観形成に係る啓発を進める。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

屋外広告

1

物対策事業 令和　５年

頁

度 令和　６年度 令和　

令

６年度 令和　７年度 令

和

和　５年度 令和　６年

 

度 令和　６年度 令和　

6

７年度
活動指標名 単位

年

実績 計画 実績 計画 決算

度

当初予算 決算 当初予算

　

全体事業概要
①

屋外広

　

告物適正化旬間に 日 3

事

3 3 3
良好な景観の形

務

成、広告物の掲出によ

事

る公衆への危害 よるパ

業

トロール日数
防止を図

評

るため、屋外広告物法

価

及び三島市屋外広告物

表

103 2,567 2,

（

125 2,503
条例

個

等に基づき、広告物の

票

適正な管理を行う。
②

）

屋外広告物の制度の周

課

知 回 1 1 1 1
・啓発に

名

係る広報みしま
等への

計

記事掲載回数 令和　８

画

年度の優先度

③1 　□

ま

 Ａ　　　 □ Ｂ　

ち

　　 □ Ｃ　　　 

づ

□ Ｄ　

屋外広告物の

く

適正な管理に加え、屋

り

外広告物適正化旬間に

部

広報みしまに制度の記

都

事掲載や、パトロール

市

を実施し
■ 計画どお

計

り   
令和　６年度

画

、周知啓発を図った。

課

□ 遅延      

作

   
の評価

□ 進展

成

なし     

■ 維

日

持　□ 拡大 屋外広告

令

物条例の周知や是正指

和

導を行い、引き続き適

　

正な屋外広告物による

７

景観形成に係る啓発を

年

進める。
事業区分 □ 

　

自治事務   □ 法

８

定受託   □ その

月

他
今後の方向性 □ 縮



　

ルの送付やイベント等

１

で
■ 計画どおり  

日

 
令和　６年度 啓発を

概

実施したことにより、

施

多くの申込みがあり前

策

年度を計画を大きく上

名

回る耐震診断を実施す

防

ることができた
□ 遅

災

延         

・

の評価 ことから計画ど

減

おりである。
□ 進展

災

なし     

■ 維

対

持　□ 拡大 木造住宅

策

耐震補強助成事業、わ

基

が家の専門家診断事業

本

共に令和7年度で終了

目

予定のため、終了間際

標

の駆け込み申
事業区分

安

□ 自治事務   □

全

 法定受託   □ 

・

その他
今後の方向性 □

安

 縮小　□ 改善 請に

心

対応できるよう準備す

に

るとともに、耐震化が

暮

されていない木造住宅

ら

については、制度終了

せ

までに所有者等に
（改

る

善措置等）□ 休止　

ま

□ 終了 耐震化の意向

ち

を確認する必要がある

要

ことから、耐震化未実

施

施の所有者等を対象に

策

、引き続きダイレクト

の

メールの
計画対象 □ 

目

実施計画査定対象  

的

□ 行政改革対象 
□

地

 廃止　　　　 送付

震

や戸別訪問することで

・

、更なる啓発を実施し

水

ていく。

※決算額につ

害

いては、端数処理によ

な

り、他資料の決算額と

ど

差異が生じている場合

の

もあります。

自然災害から、市民の生

No. 事務事業名 活動

命

内容 コスト（事業費：

、

千円）

国・県支出金を

身

伴う事業費補助金 令和

体

　５年度 令和　６年度

、

令和　６年度 令和　７

財

年度 令和　５年度 令和

産

　６年度 令和　６年度

を

令和　７年度
活動指標

守

名 単位
実績 計画 実績 計

る

画 決算 当初予算 決算 当

た

初予算
全体事業概要

①

め

木造住宅耐震補強助成

、

事 件 47 42 68 42

被

効果的かつ効率的に建

害

築物の耐震改修等の促

を

進を図る 業費補助件数

最

ため、木造住宅耐震補

小

強助成事業として補強

限

計画と工 52,235

に

58,946 73,6

抑

84 57,802
事を

え

一体とした木造住宅耐

る

震補強工事や、耐震性

対

が劣
②

ブロック塀等耐

策

震改修促 件 11 20 1

を

6 20
る木造住宅の除

講

却に対する助成制度等

じ

を実施し、災害 進事業

、

費補助件数
に備えたま

災

ちづくりを進める。 令

害

和　８年度の優先度
 

に

③2 　□ Ａ　　　 

強

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

い

　　　 □ Ｄ　

木造

ま

住宅耐震補強助成事業

ち

について、前年度のわ

を

が家の専門家診断事業

つ

の増加に伴い、計画以

く

上の補助申請があ
■ 

る

計画どおり   
令和

こ

　６年度 った。またブ

と

ロック塀等耐震改修促

。

進事業については補助

施

申請件数は計画を下回

策

ったが、制度改正によ

の

り通学路
□ 遅延  

方

       
の評価

向

沿いの改善がなされる

地

など、適切な補助事務

震

を行ったため、計画ど

対

おりである。
□ 進展

策

なし     

■ 維

の

持　□ 拡大 木造住宅

推

耐震補強助成事業は令

進

和7年度までとしてい

耐

るため、耐震化がされ

震

ていない木造住宅につ

化

いては所有者
事業区分

未

□ 自治事務   □

実

 法定受託   □ 

施

その他
今後の方向性 □

の

 縮小　□ 改善 等に

住

対し、制度終了までに

宅

耐震化の意向を確認す

所

ることで減災につなげ

有

ていく。またブロック

者

塀の地震対策につ
（改

に

善措置等）□ 休止　

対

□ 終了 いては、特に

し

通学路沿いにあるブロ

、

ック塀等への対策が急

ダ

務であることから、出

イ

前講座などでさらなる

レ

補助制度
計画対象 ■ 

ク

実施計画査定対象  

ト

□ 行政改革対象 
□

メ

 廃止　　　　 の周

ー

知啓発を行い、地震対

ル

策の実施を促していく

送

。

付等を行うことにより、わが家の専門家診断へ誘導し、耐震補強工事や除却補助の申請に繋がり、前年のの実績
■ 計画どおり   

令和　６年度 及び計画を上回る結果となったことから、計画どおりである。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 木造住宅耐震補強助成事業は令和7年度で終了予定のため、耐震化がされていない木造住宅の所有者等に対し、ダイレクトメールや広報みしまに掲載の他、出前講座や

今後の方向性 □ 拡大　　　　 イベント等で制度の周知・啓発を行うことにより、1件でも多くの耐震化の取組を実施してもらい、減災に繋げていく。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　

1

　　　 

頁

令和 6年度　　事

No

務

. 事務事業名 活動内容

事

コスト（事業費：千円

業

）

耐震改修事業 令和　

評

５年度 令和　６年度 令

価

和　６年度 令和　７年

表

度 令和　５年度 令和　

（

６年度 令和　６年度 令

個

和　７年度
活動指標名

票

単位
実績 計画 実績 計画

）

決算 当初予算 決算 当初

課

予算
全体事業概要

①
戸

名

別訪問等により木造住

計

件 2853 50 178

画

0 50
予想される大規

ま

模地震による人的被害

ち

を最小限にする 宅の耐

づ

震化を促す取組
ため「

く

三島市耐震改修促進計

り

画」を基に様々な事業

部

を 15,054 10,

住

389 7,517 1,

宅

515
実施し、1件で

政

も多くの住宅等の耐震

策

化が図られるよ
②

戸別

課

訪問等によりブロッ 件

作

2884 50 1780

成

50
う事業を推進する

日

。 ク塀等の耐震化を促

令

す取
組 令和　８年度の

和

優先度

③1 　□ Ａ　

　

　　 □ Ｂ　　　 

７

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

年

　

わが家の専門家診断

　

事業において、耐震化

８

未実施の住宅所有者に

月

対し、ダイレクトメー



　

  □ その他
今後の

１

方向性 □ 縮小　□ 

日

改善 路後退用地取得事

概

業を実施していく。
（

施

改善措置等）□ 休止

策

　□ 終了
計画対象 □

名

 実施計画査定対象 

道

 □ 行政改革対象 

路

□ 廃止　　　　 

※

基

決算額については、端

本

数処理により、他資料

目

の決算額と差異が生じ

標

ている場合もあります

快

。

適で暮らしやすいまち

No. 事務

要

事業名 活動内容 コスト

施

（事業費：千円）

国・

策

県支出金を伴う事業費

の

補助金 令和　５年度 令

目

和　６年度 令和　６年

的

度 令和　７年度 令和　

安

５年度 令和　６年度 令

全

和　６年度 令和　７年

で

度
活動指標名 単位

実績

快

計画 実績 計画 決算 当初

適

予算 決算 当初予算
全体

な

事業概要
①

道路後退用

道

地の取得長さ ｍ 39.

路

33 50 52.18 5

を

0
道路後退線地内用地

整

買収を行う用地におい

備

て、用地内 （再掲）
に

す

ある工作物等を移設す

る

るための費用の一部を

こ

補助す 0 500 0 0
る

と

もの。
②

令和　８年度

に

の優先度

③2 　□ Ａ

よ

　　　 □ Ｂ　　　

り

 □ Ｃ　　　 □ 

、

Ｄ　

境界確認の結果、

交

買収する後退線内に工

通

作物がなかったため、

ネ

移設費補助金の交付は

ッ

なかったが、道路後退

ト

用地
■ 計画どおり 

ワ

  
令和　６年度 取得

ー

長さが計画を上回った

ク

ため、計画どおりであ

を

る。
□ 遅延    

構

     
の評価

□ 

築

進展なし     

■

し

 維持　□ 拡大 市内

、

には多くの狭あい道路

交

があり、道路後退用地

通

取得事業と共に道路内

混

にある工作物移設費補

雑

助を実施すること
事業

の

区分 □ 自治事務  

緩

 □ 法定受託   

和

□ その他
今後の方向

や

性 □ 縮小　□ 改善

産

により４ｍ未満の狭あ

業

い道路の解消に寄与す

の

ることから、引き続き

活

事業を実施していく。

性

（改善措置等）□ 休

化

止　□ 終了
計画対象

に

□ 実施計画査定対象

つ

  □ 行政改革対象

な

 
□ 廃止　　　　 

げること。

施策の方向 生活道路の整備

取得距離が計画数値を上回り、当初要望のあった道路後退部分を買収できたことから、計画どおりである。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 市内には多くの狭あい道路があり、当該事業により４ｍ未満の狭あい道路の解消に寄与することから、引き続き建築基準法の趣旨を理解いただき、道路後退部分の買収

今後の方向性 □ 拡大　　　　 をすることにより狭あい道路の解消を進めていく。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1

No

頁

. 事務事業名 活動内容

令

コスト（事業費：千円

和

）

建築物道路後退線地

 

内改良事業 令和　５年

6

度 令和　６年度 令和　

年

６年度 令和　７年度 令

度

和　５年度 令和　６年

　

度 令和　６年度 令和　

　

７年度
活動指標名 単位

事

実績 計画 実績 計画 決算

務

当初予算 決算 当初予算

事

全体事業概要
①

道路後

業

退用地の取得長さ ｍ 3

評

9.33 50 52.1

価

8 50
建築基準法第4

表

2条第2項における道

（

路後退部分を道路
用地

個

として整備するために

票

用地買収を行うもの。

）

また 1,960 1,9

課

50 1,940 1,9

名

00
、用地の分筆が適

計

正に行われているかを

画

確認するため
②、用地

ま

測量を実施する。

令和

ち

　８年度の優先度

③1

づ

　□ Ａ　　　 □ 

く

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

り

　 □ Ｄ　

取得距離

部

が計画数値を上回り、

住

当初計画の要望のあっ

宅

た道路後退部分を買収

政

できたことから、計画

策

どおりである
■ 計画

課

どおり   
令和　６

作

年度 。
□ 遅延   

成

      
の評価

□

日

 進展なし     

令

■ 維持　□ 拡大 市

和

内には多くの狭あい道

　

路があり、当該事業に

７

より4m未満の狭あい

年

道路の解消に寄与する

　

ことから、引き続き道

８

事業区分 □ 自治事務

月

   □ 法定受託 



　

住を促進させる。
令和

１

６年度からは中古住宅

日

を取得した市民などの

概

若い 令和　８年度の優

施

先度
世帯を対象に加え

策

、移住・定住の促進を

名

図っている。
③1 　□

住

 Ａ　　　 □ Ｂ　

環

　　 □ Ｃ　　　 

境

□ Ｄ　

住宅を取得し

・

、かつ定住する若い夫

移

婦等に対し、その取得

住

に要する費用の一部を

定

支援することにより、

住

若い世代
■ 計画どお

基

り   
令和　６年度

本

の良好な住環境の形成

目

と、三島市への移住と

標

定住の促進に寄与する

快

ことができた。
□ 遅

適

延         

で

の評価
□ 進展なし 

暮

    

□ 維持　□

ら

 拡大 住むなら三島移

し

住・定住サポート事業

や

費補助金交付要綱を令

す

和６年度より改正し、

い

若い世代の良好な住環

ま

境の形
事業区分 □ 自

ち

治事務   □ 法定

要

受託   □ その他

施

今後の方向性 □ 縮小

策

　■ 改善 成と、三島

の

市への移住と定住を促

目

進するため、市内中古

的

住宅取得者にも対象を

ラ

拡大し、より効果的な

イ

補助制度と
（改善措置

フ

等）□ 休止　□ 終

ス

了 なるよう内容を見直

テ

し改善した。今後も移

ー

住定住の促進となるよ

ジ

う制度を見直し改善し

に

ていく。
計画対象 ■ 

よ

実施計画査定対象  

っ

□ 行政改革対象 
□

て

 廃止　　　　 

※決

変

算額については、端数

化

処理により、他資料の

す

決算額と差異が生じて

る

いる場合もあります。

多様な居住ニーズに応じ

No. 事務事

て

業名 活動内容 コスト（

、

事業費：千円）

移住・

住

子育てリフォーム事業

宅

令和　５年度 令和　６

の

年度 令和　６年度 令和

選

　７年度 令和　５年度

択

令和　６年度 令和　６

肢

年度 令和　７年度
活動

を

指標名 単位
実績 計画 実

提

績 計画 決算 当初予算 決

供

算 当初予算
全体事業概

す

要
①

移住・子育てリフ

る

ォーム 件 72 50 61

と

50
移住・子育てリフ

と

ォーム事業費補助金 事

も

業費補助件数
移住定住

に

対策、子育て支援に附

、

帯するリフォームにお

移

0 0 0 0
いて助成を行

住

い、定住の促進を行う

・

。
②

令和　８年度の優

定

先度

③2 　□ Ａ　　

住

　 □ Ｂ　　　 □

の

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

取

リフォーム工事にかか

組

る経費の一部を支援す

を

ることにより、住宅の

進

耐久性及び安全性を高

め

め、子育て世帯の良好

、

■ 計画どおり   

良

令和　６年度 な居住環

質

境の形成を図り、三島

な

市への若い世帯の移住

住

促進を図る事が出来た

環

。
□ 遅延     

境

    
の評価

□ 進

を

展なし     

□ 

形

維持　□ 拡大 三島市

成

移住・子育てリフォー

す

ム事業費補助金交付要

る

綱を令和６年度より改

こ

正し、子育て世帯の良

と

好な居住環境の
事業区

。

分 □ 自治事務   

施

□ 法定受託   □

策

 その他
今後の方向性

の

□ 縮小　■ 改善 形

方

成と、三島市への若い

向

世帯の移住促進の形成

移

のため、中古住宅取得

住

者に上乗せ規定を設け

・

てより効果的な補助
（

定

改善措置等）□ 休止

住

　□ 終了 制度となる

促

ように内容を見直し改

進

善した。今後も定住促

住

進につながるよう制度

宅

を見直し改善していく

を

。
計画対象 □ 実施計

取

画査定対象  □ 行

得

政改革対象 
□ 廃止

し

　　　　 

、かつ定住する若い夫婦等に対し、その取得に要する費用の一部を支援することにより、若い世代の良好な住環境の形成と、三島市への移住と定住の促進
■ 計画どおり   

令和　６年度 に寄与することができた。また、リフォーム事業では、工事に係る一部の支援をすることにより、住宅の耐久性及び安全性を高め、子育て世代の良好な居住環境の形成
□ 遅延         

の評価 を図り、三島市への若い世代の移住定住の促進を図ることができた。
□ 進展なし     

□ 維持　　　　 住むなら三島移住・定住サポート事業費補助金交付要綱、三島市移住・子育てリフォーム事業費補助金交付要綱を令和６年度に改正し、若い世代の良好な住環境の形成

今後の方

1

向性 □ 拡大　　　　

頁

 と、三島市への移住

令

と定住を促進するため

和

、中古住宅取得者にも

 

対象を拡大した。今後

6

もより効果的な補助制

年

度となるよう内容を見

度

直し改善する。

（改善

　

措置等） □ 縮小　　

　

　　  
■ 改善　　

事

　　 

務事業評価表（個票）

No.

課

事務事業名 活動内容 コ

名

スト（事業費：千円）

計

市単独事業費補助金 令

画

和　５年度 令和　６年

ま

度 令和　６年度 令和　

ち

７年度 令和　５年度 令

づ

和　６年度 令和　６年

く

度 令和　７年度
活動指

り

標名 単位
実績 計画 実績

部

計画 決算 当初予算 決算

住

当初予算
全体事業概要

宅

①
住むなら三島移住サ

政

ポー 人 85 55 64 5

策

5
三島市総合戦略に定

課

める社会現象としての

作

人口減少及 ト事業を通

成

じた県外から
び首都圏

日

等への人口流出を軽減

令

する対策として、県外

和

の移住者数 23,80

　

0 30,100 27,

７

900 30,050
・

年

市外から三島市内に住

　

宅を取得し居住する若

８

い世帯
②等に対して助

月

成することにより、移



　

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

１

　　 □ Ｄ　

流通す

日

る中古住宅を無料で診

概

断することで、状態を

施

明らかにし、物件情報

策

を市ホームページに掲

名

載することで、
■ 計

住

画どおり   
令和　

環

６年度 中古住宅の流通

境

の促進を図ることがで

・

きた。また、移住定住

移

促進共創型モデル構築

住

業務では、郊外住宅団

定

地にお
□ 遅延   

住

      
の評価 け

基

る課題解決方法検討や

本

地域の魅力を発信する

目

取組みについて支援す

標

ることができた。
□ 

快

進展なし     
 

適

□ 維持　□ 拡大 「

で

三島市住宅マスタープ

暮

ラン」に基づき、計画

ら

的な住宅施策を展開し

し

ていく。しかしながら

や

、住宅診断（インス
事

す

業区分 □ 自治事務 

い

  □ 法定受託  

ま

 □ その他
今後の方

ち

向性 ■ 縮小　□ 改

要

善 ペクション）につい

施

ては、需要が少ないた

策

め、県や他市町の動向

の

も確認しながら、規模

目

縮小を含め見直しを行

的

う
（改善措置等）□ 

ラ

休止　□ 終了 。また

イ

、移住定住促進共創型

フ

モデル構築業務では、

ス

移住希望者と地域をつ

テ

なぐ取組みについて支

ー

援を実施してい
計画対

ジ

象 □ 実施計画査定対

に

象  □ 行政改革対

よ

象 
□ 廃止　　　　

っ

 く。

※決算額につい

て

ては、端数処理により

変

、他資料の決算額と差

化

異が生じている場合も

す

あります。

る多様な居住ニーズに応じて、住宅の選択肢を提供するとともに、移住・定住の取組を進め、良質な住環境を形成すること。

施策の方向 住宅の質の向上と市場の活性化

流通する中古一戸建て住宅を無料で診断することで、その状態を明らかにし、また、物件情報を市のホームページに掲載することで、建物の品質や性能に対する不安を
■ 計画どおり   

令和　６年度 解消し、中古住宅の流通の促進を図ることができた。また、令和６年度に実施した移住・定住共創型モデル構築業務では、郊外住宅団地における課題解決方法検討と地
□ 遅延         

の評価 域の魅力を発信する取組みを支援することができた。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 中古住宅の流通促進のため、今後とも継続して事業を維持していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 「三島市住宅マスタープラン」に基づき、計画的な住宅施策を展開してい

1

く。また、移住・定住

頁

促進共創型モデル構築

令

業務では、移住希望者

和

と地域をつなぐ取組み

 

支援

（改善措置等） □

6

 縮小　　　　 につ

年

いて継続して実施して

度

いく。
□ 改善　　　

　

　 

　事務事業評価表（個

No. 事

票

務事業名 活動内容 コス

）

ト（事業費：千円）

三

課

島ぐらし住宅支援事業

名

令和　５年度 令和　６

計

年度 令和　６年度 令和

画

　７年度 令和　５年度

ま

令和　６年度 令和　６

ち

年度 令和　７年度
活動

づ

指標名 単位
実績 計画 実

く

績 計画 決算 当初予算 決

り

算 当初予算
全体事業概

部

要
①

既存住宅診断件数

住

件 3 5 2 5
空き家の抑

宅

制及び中古住宅の流通

政

促進を図るため、所
有

策

者からの申し出により

課

、市が住宅の状態を診

作

断（イ 4,804 6,

成

349 6,043 5,

日

924
ンスペクション

令

）し、結果をホームペ

和

ージで紹介する
②。ま

　

た、移住定住を促進す

７

るため、移住希望者と

年

地域
をつなぐ取組みに

　

ついて支援する。 令和

８

　８年度の優先度
 

③

月

1 　□ Ａ　　　 □



　

大 空き家の有効活用リ

１

サーチ業務は空き家の

日

有効活用や中古住宅市

概

場へ誘導するために効

施

果のある事業であるこ

策

と
事業区分 □ 自治事

名

務   □ 法定受託

住

   □ その他
今後

環

の方向性 □ 縮小　□

境

 改善 から、引き続き

・

制度の周知と有効活用

移

に向けた取り組みを実

住

施していく。
（改善措

定

置等）□ 休止　□ 

住

終了
計画対象 □ 実施

基

計画査定対象  □ 

本

行政改革対象 
□ 廃

目

止　　　　 

※決算額

標

については、端数処理

快

により、他資料の決算

適

額と差異が生じている

で

場合もあります。

暮らしやすいまち

要 施策

No. 事務事業名

の

活動内容 コスト（事業

目

費：千円）

空家等登記

的

支援事業 令和　５年度

ラ

令和　６年度 令和　６

イ

年度 令和　７年度 令和

フ

　５年度 令和　６年度

ス

令和　６年度 令和　７

テ

年度
活動指標名 単位

実

ー

績 計画 実績 計画 決算 当

ジ

初予算 決算 当初予算
全

に

体事業概要
①

空家等登

よ

記支援事業の申 件 0 4

っ

0 4
管理不十分な空家

て

が及ぼす影響が社会問

変

題となってい 請件数
る

化

ことから、空家の適正

す

管理や利活用の促進を

る

図る事 0 0 0 0
業を実

多

施し、管理不十分な空

様

家の増加を抑制する。

な

②

令和　８年度の優先

居

度

③2 　□ Ａ　　　

住

 □ Ｂ　　　 □ 

ニ

Ｃ　　　 □ Ｄ　

令

ー

和6年度は当該事業利

ズ

用はなかったが、当該

に

事業の対象とならない

応

ものについては、空き

じ

家の相続登記時の税
■

て

 計画どおり   
令

、

和　６年度 制優遇を受

住

けるための証明書を発

宅

行するなど、管理不全

の

空家の予防に向けた誘

選

導を行っていることか

択

ら計画どお
□ 遅延 

肢

        
の評

を

価 りである。
□ 進展

提

なし     

■ 維

供

持　□ 拡大 当該事業

す

は空き家の適正管理を

る

誘導するために効果の

と

ある事業であることか

と

ら、引き続き制度の周

も

知と空き家の
事業区分

に

□ 自治事務   □

、

 法定受託   □ 

移

その他
今後の方向性 □

住

 縮小　□ 改善 適正

・

管理に向けた取り組み

定

を実施していく。
（改

住

善措置等）□ 休止　

の

□ 終了
計画対象 □ 

取

実施計画査定対象  

組

□ 行政改革対象 
□

を

 廃止　　　　 

進め、良質な住環境を形成すること。

施策の方向 空き家等の適正管理や有効活用の促進

空き家の有効活用リサーチ業務や空家等登記支援事業について、令和６年度は事業の対象となる案件が少なかったが、市民や所有者等からの空家相談に対し、適切に対
■ 計画どおり   

令和　６年度 応できたことから、計画どおりである。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 当該事業は空き家の活用の促進や適正管理の誘導に効果のある事業であることから、引き続き、空き家の所有者等へ適正管理通知送付時や出前講座等で制度の周知・啓

今後の方向性 □ 拡大　　　　 発を行っていく。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和 6年度

No. 事務事業名 活動

　

内容 コスト（事業費：

　

千円）

空き家対策事業

事

令和　５年度 令和　６

務

年度 令和　６年度 令和

事

　７年度 令和　５年度

業

令和　６年度 令和　６

評

年度 令和　７年度
活動

価

指標名 単位
実績 計画 実

表

績 計画 決算 当初予算 決

（

算 当初予算
全体事業概

個

要
①

空き家の有効活用

票

リサー 件 3 3 1 3
空き

）

家の適正管理や有効活

課

用を促進することで、

名

管理 チ業務の実施件数

計

不十分な空き家を増加

画

させないため、空家等

ま

対策計画 483 276

ち

105 112
に基づき

づ

実施する。
②

令和　８

く

年度の優先度

③1 　□

り

 Ａ　　　 □ Ｂ　

部

　　 □ Ｃ　　　 

住

□ Ｄ　

空き家の有効

宅

活用リサーチ業務の実

政

施件数は計画を下回っ

策

たが、空き家の所有者

課

等からの相談の内容に

作

応じ、協
■ 計画どお

成

り   
令和　６年度

日

定を結んでいる専門家

令

への誘導や職員による

和

対応などにより空き家

　

問題の解決につなげら

７

れたことから計画どお

年

□ 遅延      

　

   
の評価 りである

８

。
□ 進展なし   

月

  

■ 維持　□ 拡



　

計画」に基づき、計画

１

的に整備を実施してい

日

く。
事業区分 □ 自治

概

事務   □ 法定受

施

託   □ その他
今

策

後の方向性 □ 縮小　

名

□ 改善
（改善措置等

住

）□ 休止　□ 終了

環

計画対象 ■ 実施計画

境

査定対象  □ 行政

・

改革対象 
□ 廃止　

移

　　　 

※決算額につ

住

いては、端数処理によ

定

り、他資料の決算額と

住

差異が生じている場合

基

もあります。

本目標 快適で暮らしやす

No. 事務事業名 活動

い

内容 コスト（事業費：

ま

千円）

公営住宅整備事

ち

業 令和　５年度 令和　

要

６年度 令和　６年度 令

施

和　７年度 令和　５年

策

度 令和　６年度 令和　

の

６年度 令和　７年度
活

目

動指標名 単位
実績 計画

的

実績 計画 決算 当初予算

ラ

決算 当初予算
全体事業

イ

概要
①

（仮称）藤代住

フ

宅Ｂ棟建 ％ 36 54 1

ス

00 0
市営住宅の安全

テ

で快適な住まいを継続

ー

的に確保するた 替事業

ジ

進捗率
め、三島市公営

に

住宅等長寿命化計画に

よ

基づき、住宅設 482

っ

,439 829,97

て

1 819,497 34

変

3,659
備等の老朽

化

した藤代住宅B棟の建

す

替えを実施した。同
②

る

山田住宅大規模改善工

多

事 ％ 0 2 5 34
計画に

様

基づき、令和７年度か

な

らは３カ年の計画で老

居

朽 進捗率
化した山田住

住

宅の大規模改善工事を

ニ

実施する。 令和　８年

ー

度の優先度

③2 　□ 

ズ

Ａ　　　 □ Ｂ　　

に

　 □ Ｃ　　　 □

応

 Ｄ　

市営藤代住宅Ｂ

じ

棟建設工事を計画通り

て

に実施することができ

、

た。
■ 計画どおり 

住

  
令和　６年度

□ 

宅

遅延        

の

 
の評価

□ 進展なし

選

     

■ 維持　

択

□ 拡大 安全で快適な

肢

住まいを継続的に確保

を

するため「三島市公営

提

住宅等長寿命化計画」

供

に基づき、計画的に整

す

備を実施
事業区分 □ 

る

自治事務   □ 法

と

定受託   □ その

と

他
今後の方向性 □ 縮

も

小　□ 改善 していく

に

。
（改善措置等）□ 

、

休止　□ 終了
計画対

移

象 ■ 実施計画査定対

住

象  □ 行政改革対

・

象 
□ 廃止　　　　

定

 

住の取組を進め、良質な住環境を形成すること。

施策の方向 セーフティネット住宅などの安定供給

市営藤代住宅Ｂ棟建設工事や、市営谷田住宅の給水ポンプユニット修繕など、市営住宅の省電力化や維持保全に向けた取組みを計画通りに実施することができた。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 「三島市公営住宅等長寿命化計画」に基づき、計画的に整備を実施していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1

No. 事務事業名

頁

活動内容 コスト（事業

令

費：千円）

公営住宅補

和

修事業 令和　５年度 令

 

和　６年度 令和　６年

6

度 令和　７年度 令和　

年

５年度 令和　６年度 令

度

和　６年度 令和　７年

　

度
活動指標名 単位

実績

　

計画 実績 計画 決算 当初

事

予算 決算 当初予算
全体

務

事業概要
①

市営住宅の

事

共用部照明の 棟 6 0 0

業

5
「三島市公営住宅等

評

長寿命化計画」をもと

価

に、建物や ＬＥＤ化
設

表

備の長寿命化を図り、

（

入居者の安全や快適な

個

居住環 8,249 5,

票

553 4,392 10

）

6,612
境を確保す

課

るため、共用部照明の

名

ＬＥＤ化や給水ポン
②

計

給水設備の改修 箇所 0

画

1 1 0
プユニット更新

ま

など既存ストックの維

ち

持保全に努める
。 令和

づ

　８年度の優先度

③1

く

　□ Ａ　　　 □ 

り

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

部

　 □ Ｄ　

谷田住宅

住

において給水ポンプユ

宅

ニット修繕を行い、施

政

設の省電力化や維持保

策

全に寄与することがで

課

きた。共用部
□ 計画

作

どおり   
令和　６

成

年度 照明のLED化に

日

ついては、他住宅の火

令

災による緊急修繕対応

和

などにより、遅延して

　

いる状況となっている

７

。
■ 遅延     

年

    
の評価

□ 進

　

展なし     

■ 

８

維持　□ 拡大 「三島

月

市公営住宅等長寿命化



和

等）□ 休止　□ 終

　

了
計画対象 □ 実施計

７

画査定対象  □ 行

年

政改革対象 
□ 廃止

　

　　　　 

※決算額に

８

ついては、端数処理に

月

より、他資料の決算額

　

と差異が生じている場

１

合もあります。

日

概 施策名 森林保全 基本目標 安全・安心に暮らせるまち

要 施策の目的 健全な森を育成し、土砂災害の防止をはじめとする森林のもつ公益的機能の増進を図るとともに、合理的な水利用の推進とかん養量の増加を図り、水資源を確保すること。

施策の方向 水資源の保全

雨水浸透施設の補助件数は昨年度より減少したが、雨水貯留施設の補助件数は昨年度より増加した。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 雨水浸透・貯留施設設置者への助成・支援を継続して行っていく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

地下水保全対策事

1

業 令和　５年度 令和　

頁

６年度 令和　６年度 令

令

和　７年度 令和　５年

和

度 令和　６年度 令和　

 

６年度 令和　７年度
活

6

動指標名 単位
実績 計画

年

実績 計画 決算 当初予算

度

決算 当初予算
全体事業

　

概要
①

雨水浸透施設補

　

助金交付 件数 4 3 2 3

事

三島湧水群の復活のた

務

めの地下水保全対策を

事

推進する 件数
ため、住

業

宅地における水資源の

評

有効利用と涵養、上水

価

82 258 172 59

表

道の節約を図るため、

（

雨水浸透・貯留施設設

個

置者への
②

雨水貯留施

票

設補助金交付 件数 2 4

）

7 4
経費の助成を行い

課

、市民の取り組みを支

名

援する。 件数

令和　８

計

年度の優先度

③1 　□

画

 Ａ　　　 □ Ｂ　

ま

　　 □ Ｃ　　　 

ち

□ Ｄ　

雨水浸透施設

づ

の補助件数は昨年度よ

く

り減少したが、雨水貯

り

留施設の補助件数は昨

部

年度より増加した。
■

み

 計画どおり   
令

ど

和　６年度
□ 遅延 

り

        
の評

と

価
□ 進展なし   

水

  

■ 維持　□ 拡

の

大 住宅地における水資

ま

源の有効利用と涵養、

ち

上水道の節約を図るた

づ

め、民間事業者による

く

開発行為等を行う際に

り

は
事業区分 □ 自治事

課

務   □ 法定受託

作

   □ その他
今後

成

の方向性 □ 縮小　□

日

 改善 広報活動を実施

令

していく。
（改善措置



和

令和　６年度 ジに掲載

　

することで、緑化活動

７

の普及啓発に努めた。

年

企業花壇については変

　

更はなく、地域花壇に

８

ついては、2
□ 遅延

月

         
の

　

評価 件廃止、2件新規

１

登録があった。少々計

日

画値を下回ったが、新

概

規登録があり普及活動

施

としては、ほぼ計画ど

策

おり
□ 進展なし  

名

   
であった。

■ 

水

維持　□ 拡大 花壇コ

辺

ンクール、各講習会、

空

広報及びホームページ

間

等により情報発信を更

・

に充実させ、市民や事

公

業者の緑化意識
事業区

園

分 □ 自治事務   

基

□ 法定受託   □

本

 その他
今後の方向性

目

□ 縮小　□ 改善 向

標

上を図る。
（改善措置

快

等）□ 休止　□ 終

適

了
計画対象 ■ 実施計

で

画査定対象  □ 行

暮

政改革対象 
□ 廃止

ら

　　　　 

※決算額に

し

ついては、端数処理に

や

より、他資料の決算額

す

と差異が生じている場

い

合もあります。

まち

要 施策の目的 市民、事業者と行政が協働で、花や緑豊かな空間と水辺環境を保全し、潤いと安らぎのある生活空間を創出すること。

施策の方向 緑化の推進と活用

緑化意識の向上や緑化活動の普及啓発を図るため、花壇コンクールや各種講習会等を開催したほか、地域花壇や企業花壇の活動を支援した。また、これらの活動内容を
■ 計画どおり   

令和　６年度 広報やホームページ等に掲載し広く周知に努めた。活動指標の地域花壇登録数と企業花壇登録数の実績値が計画値を1件ずつ下回ったが、様々な普及啓発活動を行った
□ 遅延         

の評価 結果、地域花壇、企業花壇共に新規登録があり、ほぼ計画どおり施策を推進することができた。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も引き続き、花壇コンクールや各種講習会等を開催し、ホームページ等により活動内容を周知することで、緑化意識の向上及び緑化活動の普及啓発に努める。

今後の方

1

向性 □ 拡大　　　　

頁

 

（改善措置等） □ 

令

縮小　　　　 

□ 改

和

善　　　　 

 6年度　　事務事業評

No. 事務事業名 活動

価

内容 コスト（事業費：

表

千円）

みどりと花いっ

（

ぱい運動推進事業 令和

個

　５年度 令和　６年度

票

令和　６年度 令和　７

）

年度 令和　５年度 令和

課

　６年度 令和　６年度

名

令和　７年度
活動指標

計

名 単位
実績 計画 実績 計

画

画 決算 当初予算 決算 当

ま

初予算
全体事業概要

①

ち

地域花壇登録数 件 96

づ

97 96 97
育苗セン

く

ターを緑の供給基地と

り

して、市全域が緑と花

部

いっぱいになるよう緑

み

化意識の喚起と緑化活

ど

動の普及 17,756

り

15,386 14,8

と

08 15,524
啓発

水

に努める。
②

企業花壇

の

登録数 件 20 21 20

ま

21

令和　８年度の優

ち

先度

③1 　□ Ａ　　

づ

　 □ Ｂ　　　 □

く

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

り

市民の主体的な緑化活

課

動を促進するため、花

作

壇コンクールや各講習

成

会を実施し、その内容

日

を広報や市ホームペー

令

■ 計画どおり   



和

延         

　

の評価 して考えられる

７

。
□ 進展なし   

年

  
また、広報やチラ

　

シ配布によりボランテ

８

ィア活動の周知を行い

月

、新規に４名の花ボラ

　

ンティア会員が加入し

１

た。
■ 維持　□ 拡

日

大 市内の花いっぱいの

概

景観を維持し、品格の

施

ある美しいまちづくり

策

を推進するため、適切

名

な花ボランティアによ

水

る
事業区分 □ 自治事

辺

務   □ 法定受託

空

   □ その他
今後

間

の方向性 □ 縮小　□

・

 改善 維持管理活動を

公

確保する。
（改善措置

園

等）□ 休止　□ 終

基

了
計画対象 ■ 実施計

本

画査定対象  □ 行

目

政改革対象 
□ 廃止

標

　　　　 

※決算額に

快

ついては、端数処理に

適

より、他資料の決算額

で

と差異が生じている場

暮

合もあります。

らしやすいまち

要 施策の

No. 事務事業名 活

目

動内容 コスト（事業費

的

：千円）

緑道育成事業

市

令和　５年度 令和　６

民

年度 令和　６年度 令和

、

　７年度 令和　５年度

事

令和　６年度 令和　６

業

年度 令和　７年度
活動

者

指標名 単位
実績 計画 実

と

績 計画 決算 当初予算 決

行

算 当初予算
全体事業概

政

要
①

街路樹・緑道の管

が

理実施 ｍ 26,808

協

27,398 27,3

働

98 27,398
緑道

で

を適正に維持管理し、

、

緑豊かな都市景観を維

花

持す 距離  
る。 44,

や

474 50,620 5

緑

0,081 56,14

豊

0
（緑道：10地区、

か

42路線）
②

市内並木

な

道舗装修繕箇所 箇所 8

空

10 4 10
数

令和　８

間

年度の優先度

③
桜名所

と

指定箇所数 箇所 11 1

水

1 11 11
2 　□ Ａ

辺

　　　 □ Ｂ　　　

環

 □ Ｃ　　　 □ 

境

Ｄ　

計画どおり、財源

を

が厳しい中で工夫しな

保

がら、維持管理ができ

全

た。
■ 計画どおり 

し

  
令和　６年度  

□

、

 遅延       

潤

  
の評価

□ 進展な

い

し     

■ 維持

と

　□ 拡大 今後も引続

安

き、適正な維持管理を

ら

実施し、緑豊かな都市

ぎ

景観を維持する。
事業

の

区分 □ 自治事務  

あ

 □ 法定受託   

る

□ その他
今後の方向

生

性 □ 縮小　□ 改善

活

（改善措置等）□ 休

空

止　□ 終了
計画対象

間

■ 実施計画査定対象

を

  □ 行政改革対象

創

 
□ 廃止　　　　 

出すること。

施策の方向 緑の保全・育成

ガーデンシティみしま花飾り事業について、夏場の高温や会員の高齢化などが原因で、花サポーターみしまの年間活動延べ人数が計画値を若干下回ったが、市民協働で
■ 計画どおり   

令和　６年度 適正な花飾りの管理を行うことができた。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 中心市街地の花飾りの維持管理をボランティアと協働で行うなど、市民、事業者、行政が協働で花や緑豊かな空間と水辺環境を保全し、潤いと安らぎのある生活空間の

今後の方向性 □ 拡大　　　　 創出に努める。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和 

N

6

o. 事務事業名 活動内

年

容 コスト（事業費：千

度

円）

ガーデンシティみ

　

しま花飾り事業 令和　

　

５年度 令和　６年度 令

事

和　６年度 令和　７年

務

度 令和　５年度 令和　

事

６年度 令和　６年度 令

業

和　７年度
活動指標名

評

単位
実績 計画 実績 計画

価

決算 当初予算 決算 当初

表

予算
全体事業概要

①
花

（

サポーターみしま年間

個

日 46 45 48 45
品

票

格のある美しいまちを

）

つくるため、中心市街

課

地の花 活動日数
飾りの

名

維持管理等を市民ボラ

計

ンティアと協働で行い

画

、 17,112 15,

ま

133 14,912 1

ち

7,919
観光振興や

づ

にぎわいの創出を図る

く

。 
②

花サポーターみ

り

しま年間 人 798 76

部

4 759 764
活動延

み

べ人数

令和　８年度の

ど

優先度

③1 　□ Ａ　

り

　　 □ Ｂ　　　 

と

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

水

　

花サポーターみしま

の

の活動日数は、雨天中

ま

止が少なかったため、

ち

計画より上回った。し

づ

かし、１回ごとの参加

く

人
■ 計画どおり  

り

 
令和　６年度 数が少

課

なかったため、延べ活

作

動人数は計画値をやや

成

下回った。これは、夏

日

季の高温や会員の高齢

令

化が主な原因と
□ 遅



和

 □ 行政改革対象 

　

□ 廃止　　　　 

※

７

決算額については、端

年

数処理により、他資料

　

の決算額と差異が生じ

８

ている場合もあります

月

。

　１日

概 施策名 水辺空

No. 事務

間

事業名 活動内容 コスト

・

（事業費：千円）

公園

公

内施設整備事業 令和　

園

５年度 令和　６年度 令

基

和　６年度 令和　７年

本

度 令和　５年度 令和　

目

６年度 令和　６年度 令

標

和　７年度
活動指標名

快

単位
実績 計画 実績 計画

適

決算 当初予算 決算 当初

で

予算
全体事業概要

①
「

暮

公園・水辺空間の整備

ら

％ 67.9 65 68.

し

5 65
みどりと水のま

や

ちづくり課が管理する

す

公園158箇所（ 」の

い

満足率
都市公園60箇

ま

所「加茂緑地、水の苑

ち

緑地、楽寿園及び 21

要

,204 16,486

施

15,645 11,1

策

91
三島測候所記念公

の

園を除く」及び都市公

目

園以外の公園
②

公園施

的

設の安全確保（専 回 2

市

2 2 2
97箇所）及び

民

子どもの遊び場28箇

、

所の遊具等施設の適 門

事

業者・職員）
正な維持

業

管理を行い、市民に安

者

全かつ快適な公園等を

と

令和　８年度の優先度

行

提供する。
③

管理人が

政

常駐している公 回 3 3

が

3 3
2 園の巡回点検回

協

数 　□ Ａ　　　 □

働

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

で

　　 □ Ｄ　

公園施

、

設の安全点検を専門業

花

者及び職員により実施

や

し、点検結果等に基づ

緑

いて優先度、緊急度を

豊

総合的に判断し
■ 計

か

画どおり   
令和　

な

６年度 修繕等を実施し

空

、市民に安全かつ快適

間

な空間を提供出来た。

と

□ 遅延      

水

   
の評価

□ 進展

辺

なし     

□ 維

環

持　■ 拡大 R3年度

境

に策定した、公園施設

を

長寿命化計画及び緊急

保

3カ年計画に基づき、

全

安全・安心に利用して

し

もらえるよう公
事業区

、

分 □ 自治事務   

潤

□ 法定受託   □

い

 その他
今後の方向性

と

□ 縮小　□ 改善 園

安

を計画的に整備してい

ら

く。
（改善措置等）□

ぎ

 休止　□ 終了
計画

の

対象 ■ 実施計画査定

あ

対象  □ 行政改革

る

対象 
□ 廃止　　　

生

　 

活空間を創出すること。

施策の方向 公園・緑地・墓園の整備・管理

□ 計画どおり   
令和　６年度

□ 遅延         
の評価

□ 進展なし     

□ 維持　　　　 

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

公園施設長寿命化対策事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度
活動指標名 単位

実績 計画 実績 計画 決算 当初予算 決算 当初予算
全体事業概要

①
改築・

1

更新を必要とする 基 3

頁

15 7 -
本市が管理す

令

る公園の遊具や施設に

和

ついて、施設の長 緊急

 

度の高い公園遊具に
寿

6

命化対策及び計画的な

年

修繕、改築、更新を行

度

うこと おける更新数 3

　

0,000 30,40

　

0 30,000 0
を目

事

的とする三島市公園施

務

設長寿命化計画（R4

事

.3策定
②）に基づき

業

、社会資本総合整備計

評

画（R5～R6）によ

価

り
施設整備を行う。 令

表

和　８年度の優先度

③

（

1 　□ Ａ　　　 □

個

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

票

　　 □ Ｄ　

当初計

）

画では遊具１５基の更

課

新を見込んでいたが、

名

計画の見直しを行い、

計

令和６年度については

画

、子供の森公園
■ 計

ま

画どおり   
令和　

ち

６年度 ほか５公園にて

づ

７基の更新工事を実施

く

した。
□ 遅延   

り

      
の評価

□

部

 進展なし     

み

□ 維持　□ 拡大 三

ど

島市公園施設長寿命化

り

計画は令和１３年度ま

と

で定められているが、

水

社会資本総合整備計画

の

は令和６年度で終了
事

ま

業区分 □ 自治事務 

ち

  □ 法定受託  

づ

 □ その他
今後の方

く

向性 □ 縮小　□ 改

り

善 したため、今後も交

課

付金等を活用し、長寿

作

命化を進めていく。
（

成

改善措置等）□ 休止

日

　■ 終了
計画対象 ■

令

 実施計画査定対象 



和

、地域住民との協働に

　

よる維持管理を強化し

７

ていく。
事業区分 □ 

年

自治事務   □ 法

　

定受託   □ その

８

他
今後の方向性 □ 縮

月

小　□ 改善 また、安

　

らぎと憩いの場所とし

１

ての公園、緑地を提供

日

してくために草刈り等

概

を実施していく。
（改

施

善措置等）□ 休止　

策

□ 終了
計画対象 ■ 

名

実施計画査定対象  

水

□ 行政改革対象 
□

辺

 廃止　　　　 

※決

空

算額については、端数

間

処理により、他資料の

・

決算額と差異が生じて

公

いる場合もあります。

園 基本目標 快適で暮らしやすいまち

要 施策の目的 市民、事業者と行政が協働で、花や緑豊かな空間と水辺環境を保全し、潤いと安らぎのある生活空間を創出すること。

施策の方向 公園・緑地・墓園の整備・管理

□ 計画どおり   
令和　６年度

□ 遅延         
の評価

□ 進展なし     

□ 維持　　　　 

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

公園緑地管理事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度
活動指標名 単位

実績 計画 実績 計画 決算 当初予算 決算 当初予算
全体事業概要

①
公園ボランティ

2

ア制度覚 団体 19 22

頁

20 22
みどりと水の

令

まちづくり課が管理す

和

る公園158箇所（ 書

 

の締結をした団体数（

6

都市公園61箇所「加

年

茂緑地及び水の苑緑地

度

を含み、楽 累計） 51

　

,359 48,942

　

49,866 47,7

事

22
寿園及び三島測候

務

所記念公園を除く」、

事

都市公園以外
②

職員に

業

よる公園緑地の草 箇所

評

193 193 193 1

価

93
の公園97箇所）

表

及び緑地35箇所の除

（

草・樹木の剪定等 刈り

個

等実施箇所数
維持管理

票

を行うことにより、市

）

民に安らぎと憩いの場

課

令和　８年度の優先度

名

としての公園・緑地を

計

提供する。
③

委託によ

画

る草刈り実施箇 箇所 2

ま

4 24 24 24
3 所数

ち

　□ Ａ　　　 □ 

づ

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

く

　 □ Ｄ　

地元住民

り

と協働による維持管理

部

をするため、公園ボラ

み

ンティア制度を締結し

ど

てくれる自治会を1団

り

体増やすこと
■ 計画

と

どおり   
令和　６

水

年度 ができた。また、

の

計画通り、専門業者、

ま

職員による草刈り等を

ち

実施し、安らぎと憩い

づ

の場所としての公園、

く

緑地
□ 遅延    

り

     
の評価 を提

課

供できた。
□ 進展な

作

し     

■ 維持

成

　□ 拡大 公園ボラン

日

ティア制度を締結して

令

くれる自治会を増やし



和

ぎの場を提供できるよ

　

う、水辺・親水空間の

７

緑地の維持管理をして

年

いく。
事業区分 □ 自

　

治事務   □ 法定

８

受託   □ その他

月

今後の方向性 □ 縮小

　

　□ 改善
（改善措置

１

等）□ 休止　□ 終

日

了
計画対象 ■ 実施計

概

画査定対象  □ 行

施

政改革対象 
□ 廃止

策

　　　　 

※決算額に

名

ついては、端数処理に

水

より、他資料の決算額

辺

と差異が生じている場

空

合もあります。

間・公園 基本目標 快適で暮らしやすいまち

要 施策の目的 市民、事業者と行政が協働で、花や緑豊かな空間と水辺環境を保全し、潤いと安らぎのある生活空間を創出すること。

施策の方向 水辺環境の保全

専門業者による草刈等、委託者・職員による巡回点検により優先度、危険度を総合的に判断し、修繕を実施して、来訪者に潤いと安らぎを提供できた。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 市民、観光客等に潤いと安らぎの場を提供できるよう、水辺・親水空間の緑地の維持管理をしていく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コ

1

スト（事業費：千円）

頁

河川環境管理事業 令和

令

　５年度 令和　６年度

和

令和　６年度 令和　７

 

年度 令和　５年度 令和

6

　６年度 令和　６年度

年

令和　７年度
活動指標

度

名 単位
実績 計画 実績 計

　

画 決算 当初予算 決算 当

　

初予算
全体事業概要

①

事

委託者による巡回点検

務

回 回 3 3 3 3
水辺・親

事

水空間である源兵衛川

業

の散策路や大場川沿い

評

数
の広場、樹木、湧水

価

と緑を生かした親水緑

表

地に整備さ 16,30

（

3 16,743 16,

個

048 12,096
れ

票

た境川・清住緑地の清

）

掃及び保守点検・修繕

課

、樹木
②の育成管理等

名

の維持管理を行い、多

計

くの市民や訪れる
観光

画

客に潤いと安らぎの場

ま

を提供する。 令和　８

ち

年度の優先度

③1 　□

づ

 Ａ　　　 □ Ｂ　

く

　　 □ Ｃ　　　 

り

□ Ｄ　

水辺・親水空

部

間の緑地について、専

み

門業者による草刈等を

ど

実施し、また、職員、

り

委託者（シルバー人材

と

センタ―
■ 計画どお

水

り   
令和　６年度

の

）の巡回による点検に

ま

より、優先度、危険度

ち

を総合的に判断する中

づ

で修繕等を実施し、観

く

光客等に潤いと安らぎ

り

□ 遅延      

課

   
の評価 の場を提

作

供することが出来た。

成

□ 進展なし    

日

 

■ 維持　□ 拡大

令

観光客等に潤いと安ら



７

たり、継続的に地下水

年

モニタリングを実施す

　

るとともに、三島駅南

８

口周辺開発地下水対策

月

検討委
■ 計画どおり

　

   
令和　６年度 員

１

会を開催し、地下水調

日

査結果や地下水配慮対

概

策等を確認した。
□ 

施

遅延        

策

 
の評価 また、市民向

名

けの現場見学会や商工

市

会議所会員向けの説明

街

会を実施したほか、オ

地

ープンハウスの実施、

整

広報みし
□ 進展なし

備

     
まや市HP

基

での事業の進捗、毎月

本

の地下水調査結果公開

目

等、積極的な情報発信

標

に努めた。
■ 維持　

快

□ 拡大 引き続き、継

適

続的な地下水モニタリ

で

ングを実施しつつ、工

暮

事の進捗状況を踏まえ

ら

た地下水配慮対策等を

し

確認する
事業区分 □ 

や

自治事務   □ 法

す

定受託   □ その

い

他
今後の方向性 □ 縮

ま

小　□ 改善 とともに

ち

、様々な媒体や機会を

要

通じて、事業に関連す

施

る情報の発信に努める

策

。
（改善措置等）□ 

の

休止　□ 終了
計画対

目

象 ■ 実施計画査定対

的

象  □ 行政改革対

都

象 
□ 廃止　　　　

市

 

※決算額については

機

、端数処理により、他

能

資料の決算額と差異が

の

生じている場合もあり

更

ます。

新・集積を進め、美し

No.

く

事務事業名 活動内容 コ

快

スト（事業費：千円）

適

国・県支出金を伴う事

で

業費補助金 令和　５年

、

度 令和　６年度 令和　

に

６年度 令和　７年度 令

ぎ

和　５年度 令和　６年

わ

度 令和　６年度 令和　

い

７年度
活動指標名 単位

の

実績 計画 実績 計画 決算

あ

当初予算 決算 当初予算

る

全体事業概要
①

市街地

中

再開発事業費補助 件 1

心

1 1 1
三島駅南口東街

市

区Ａ地区市街地再開発

街

組合が実施する 金の交

地

付件数
市街地再開発事

を

業に対し、三島市市街

形

地再開発事業費 1,4

成

36,951 1,73

す

2,000 1,030

る

,622 2,137,

こ

100
補助金を交付す

と

る。
②

令和　８年度の

。

優先度

③2 　□ Ａ　

施

　　 □ Ｂ　　　 

策

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

の

　

三島駅南口東街区A

方

地区市街地再開発組合

向

が実施した補助事業に

三

対して、市街地再開発

島

事業費補助金を交付し

駅

た
■ 計画どおり  

南

 
令和　６年度 。

□ 

口

遅延        

な

 
の評価

□ 進展なし

ど

     

■ 維持　

の

□ 拡大 今後も事業進

都

捗状況に応じて、補助

市

事業の内容等を適切に

機

精査するなかで、市街

能

地再開発事業費補助金

の

を交付す
事業区分 □ 

更

自治事務   □ 法

新

定受託   □ その

・

他
今後の方向性 □ 縮

集

小　□ 改善 る。
（改

積

善措置等）□ 休止　

三

□ 終了
計画対象 ■ 

島

実施計画査定対象  

駅

□ 行政改革対象 
□

南

 廃止　　　　 

口における都市機能の更新や集積に向けて、三島駅南口東街区再開発事業に係る地下水モニタリングや、事業における地下水配慮対策等を確認した。また、事
■ 計画どおり   

令和　６年度 業の進捗に応じて広報や市㏋で情報発信したほか、三島駅南口東街区Ａ地区市街地再開発組合へ市街地再開発事業費補助金を交付するなど、関連事業を推進した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 引き続き、三島駅南口東街区再開発事業の進捗状況に応じて、地下水対策への対応や情報発信、補助金の交付など、関連事業を推進する。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和 6年度

No

　

. 事務事業名 活動内容

　

コスト（事業費：千円

事

）

三島駅南口東街区再

務

開発事業 令和　５年度

事

令和　６年度 令和　６

業

年度 令和　７年度 令和

評

　５年度 令和　６年度

価

令和　６年度 令和　７

表

年度
活動指標名 単位

実

（

績 計画 実績 計画 決算 当

個

初予算 決算 当初予算
全

票

体事業概要
①

三島駅南

）

口周辺開発地下 回 1 1

課

1 1
三島駅南口東街区

名

再開発事業の推進にあ

計

たり、地下水 水対策検

画

討委員会の開催
モニタ

ま

リングや、有識者によ

ち

る地下水配慮対策の確

づ

認 回数 7,238 9,

く

407 8,951 10

り

,305
等、地下水・

部

湧水の保全に努めると

三

ともに、事業影響
②

事

島

業に関連する情報発信

駅

回以 10 10 10 10

周

の検証や効果向上に向

辺

けて関係機関等との協

整

議を行う の回数（説明

備

会、広報、 上
。 市HP

推

など） 令和　８年度の

進

優先度
また、事業の進

課

捗等に応じて関連情報

作

を発信すること
③1 に

成

より、市民等への説明

日

責任を果たす。 　□ 

令

Ａ　　　 □ Ｂ　　

和

　 □ Ｃ　　　 □

　

 Ｄ　

事業の推進にあ



７

自由通路整備の可
事業

年

区分 □ 自治事務  

　

 □ 法定受託   

８

□ その他
今後の方向

月

性 □ 縮小　□ 改善

　

能性を模索する。
（改

１

善措置等）□ 休止　

日

□ 終了
計画対象 □ 

概

実施計画査定対象  

施

□ 行政改革対象 
□

策

 廃止　　　　 

※決

名

算額については、端数

市

処理により、他資料の

街

決算額と差異が生じて

地

いる場合もあります。

整備 基本目標 快適で暮らしやすいまち

要 施策の目的 都市機能の更新・集積を進め、美しく快適で、にぎわいのある中心市街地を形成すること。

施策の方向 三島駅南北交通結節機能の充実

三島駅南北交通結節機能の充実に向けて、鉄道事業者に対して三島駅南口東街区再開発事業の進捗状況等を共有しつつ、情報交換等を実施した。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 引き続き、鉄道事業者に対して事業の進捗状況等を共有しつつ、情報交換等を行うなかで南北自由通路整備の可能性を模索する。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コ

1

スト（事業費：千円）

頁

三島駅南北自由通路推

令

進事業 令和　５年度 令

和

和　６年度 令和　６年

 

度 令和　７年度 令和　

6

５年度 令和　６年度 令

年

和　６年度 令和　７年

度

度
活動指標名 単位

実績

　

計画 実績 計画 決算 当初

　

予算 決算 当初予算
全体

事

事業概要
①

国・県・J

務

R東海等との協 回 1 2

事

1 2
市民要望の強い中

業

央ルート案の実現に向

評

けて、駅周辺 議回数
の

価

再整備による人の流れ

表

や、バリアフリー等の

（

社会ニ 44 54 47 5

個

4
ーズ等の変化を捉え

票

つつ、鉄道事業者との

）

情報交換を
②実施し、

課

南北自由通路の整備可

名

能性を模索する。
また

計

、南北間のアクセス向

画

上に向けて、移動方法

ま

に応 令和　８年度の優

ち

先度
じたその他の対策

づ

についても研究を進め

く

る。
③1 　□ Ａ　　

り

　 □ Ｂ　　　 □

部

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

三

鉄道事業者に対して、

島

三島駅南口東街区再開

駅

発事業の進捗状況を示

周

した市民説明資料を用

辺

いて事業進捗状況を共

整

■ 計画どおり   

備

令和　６年度 有しつつ

推

、情報交換等を実施し

進

た。
□ 遅延    

課

     
の評価

□ 

作

進展なし     

■

成

 維持　□ 拡大 引き

日

続き、事業進捗状況等

令

を共有しつつ情報交換

和

等を行うなかで、県と

　

足並みをそろえて南北



８

訪問件数は605件、

月

企業からの相談件数は

　

207件に達した。
□

１

 遅延       

日

  
の評価 その結果3

概

社が三島市へ進出を決

施

定した。
□ 進展なし

策

     

■ 維持　

名

□ 拡大 今後も継続し

企

て、積極的な企業訪問

業

を行う中で、企業情報

誘

や用地情報を収集しマ

致

ッチングを図って行く

基

。
事業区分 □ 自治事

本

務   □ 法定受託

目

   □ その他
今後

標

の方向性 □ 縮小　□

交

 改善 既存企業の定着

流

支援を図るためにも、

と

積極的な情報収集を行

賑

う。
（改善措置等）□

わ

 休止　□ 終了 令和

い

4年度より導入した国

の

県及び市の助成金等を

あ

容易に診断できる「助

る

成金等自動判断システ

ま

ム（Jシステム）」
計

ち

画対象 ■ 実施計画査

要

定対象  □ 行政改

施

革対象 
□ 廃止　　

策

　　 をさらに周知し

の

利用を促進していく。

目

※決算額については、

的

端数処理により、他資

企

料の決算額と差異が生

業

じている場合もありま

誘

す。

致や市内企業の定着に

No. 事

よ

務事業名 活動内容 コス

り

ト（事業費：千円）

市

、

単独事業費補助金（企

税

業立地推進課） 令和　

収

５年度 令和　６年度 令

と

和　６年度 令和　７年

多

度 令和　５年度 令和　

様

６年度 令和　６年度 令

な

和　７年度
活動指標名

働

単位
実績 計画 実績 計画

く

決算 当初予算 決算 当初

場

予算
全体事業概要

①
フ

を

ァルマバレー補助金交

確

件 10 12 10 13
フ

保

ァルマバレー関連事業

し

所家賃等助成事業費補

、

助金 付件数（H24年

地

度からの
ファルマバレ

域

ー・プロジェクトを推

産

進し医療健康産業 累計

業

） 12,188 12,

を

500 9,046 12

高

,107
を集積するた

度

め、関連企業の誘致を

化

推進する。 
②

サテラ

・

イトオフィス補助 件 1

活

2 9 13 10
サテライ

性

トオフィス進出事業費

化

補助金 金交付件数（H

さ

29年度か
多様な働き

せ

方に対応する働く場を

る

確保するためIT関連

こ

らの累計） 令和　８年

と

度の優先度
企業などの

。

サテライトオフィスの

施

誘致を推進する。 
③

策

2 　□ Ａ　　　 □

の

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

方

　　 □ Ｄ　

ファル

向

マバレー関連事業所家

企

賃等助成事業費補助金

業

…医療健康産業の集積

立

を促進するため関連企

地

業2社（継続2社
■ 

の

計画どおり   
令和

推

　６年度 ）に対し補助

進

金を交付した。　
□ 

静

遅延        

岡

 
の評価 サテライトオ

県

フィス進出事業費補助

企

金…多様な働き方や働

業

く場を確保するため、

立

サテライトオフィス等

地

を開設し
□ 進展なし

推

     
た企業7社

進

（新規1社、継続6社

課

）に対し補助金を交付

や

した。
■ 維持　□ 

静

拡大 ファルマバレー関

岡

連事業所家賃等助成金

県

事業費補助金
事業区分

東

□ 自治事務   □

京

 法定受託   □ 

事

その他
今後の方向性 □

務

 縮小　□ 改善 積極

所

的な誘致活動を行い、

等

新規企業の発掘に努め

と

、要件に合致した企業

連

に対し補助金を交付す

携

る。
（改善措置等）□

を

 休止　□ 終了 サテ

図

ライトオフィス進出事

り

業費補助金
計画対象 ■

、

 実施計画査定対象 

積

 □ 行政改革対象 

極

□ 廃止　　　　 継

的

続した誘致活動を行い

な

、要件に合致した企業

企

に対し補助金を交付す

業

る。

訪問や情報交換を行うとともにワンストップサービスによる企業サポート等に努めた結果、3
■ 計画どおり   

令和　６年度 社が三島市への進出を決定した。また、ファルマバレー関連事業所家賃等助成事業費補助金、サテライト進出事業費補助金を活用し、関連企業9社（新規1社、継続8社
□ 遅延         

の評価 ）に対し支援を行った。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 継続して積極的な企業訪問を行い、設備投資需要や用地情報等を把握し、優良企業の誘致を図っていくほか、助成金等自動診断システム（Ｊシステム）等を活用する中

今後の方向性 □ 拡大　　　　 で既存企業の定着支援を図っていく。

（改善措置等） □ 縮小　　　　

1

 

□ 改善　　　　 

頁

令和 6年度　　事務

No. 事務事

事

業名 活動内容 コスト（

業

事業費：千円）

国・県

評

支出金を伴う事業費補

価

助金（企業立地推進課

表

） 令和　５年度 令和　

（

６年度 令和　６年度 令

個

和　７年度 令和　５年

票

度 令和　６年度 令和　

）

６年度 令和　７年度
活

課

動指標名 単位
実績 計画

名

実績 計画 決算 当初予算

計

決算 当初予算
全体事業

画

概要
①

企業立地事業費

ま

補助金交 件 20 20 2

ち

0 21
企業立地事業費

づ

補助金 付件数（H18

く

年度からの
企業誘致を

り

促進し、地域産業の高

部

度化及び経済の活性 累

企

計） 0 0 0 447,2

業

00
化を図るため、進

立

出企業に対し、用地取

地

得費及び市民
②新規雇

推

用の経費の一部を支援

進

する。

令和　８年度の

課

優先度

③1 　□ Ａ　

作

　　 □ Ｂ　　　 

成

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

日

　

積極的な企業訪問や

令

用地情報交換を行うと

和

ともに「ワンストップ

　

サービス」による企業

７

サポート等に努めた。

年

■ 計画どおり   

　

令和　６年度 企業への



８

令和　６年度 企業や地

月

権者と情報交換等を進

　

め、民間遊休地の確保

１

に努めたほか、令和5

日

年度までに実施した新

概

産業用地開発
□ 遅延

施

         
の

策

評価 可能性調査等の結

名

果をふまえ、令和6年

企

度に徳倉地区及び梅名

業

安久地区において、既

誘

存の産業集積拠点の区

致

域を
□ 進展なし  

基

   
拡張する方針を

本

決定し、市都市計画マ

目

スタープラン等の上位

標

計画に反映した。
■ 

交

維持　□ 拡大 引き続

流

き積極的に金融機関や

と

企業を訪問し、情報交

賑

換を行っていく。
事業

わ

区分 □ 自治事務  

い

 □ 法定受託   

の

□ その他
今後の方向

あ

性 □ 縮小　□ 改善

る

産業集積拠点として既

ま

に上位計画に位置付け

ち

ている西間門新谷線沿

要

道地区や令和6年度に

施

拡張した産業集積拠点

策

（改善措置等）□ 休

の

止　□ 終了 での、新

目

たな産業用地の創出に

的

向け、今後のスケジュ

企

ールや手法等について

業

関係機関との協議を通

誘

じ検討を進め
計画対象

致

■ 実施計画査定対象

や

  □ 行政改革対象

市

 
□ 廃止　　　　 

内

ていく。

※決算額につ

企

いては、端数処理によ

業

り、他資料の決算額と

の

差異が生じている場合

定

もあります。

着により、税収と多様な働く場を確保し、地域産業を高度化・活性化させること。

施策の方向 企業立地用地などの確保

企業や地権者と情報交換等を進める中で、民間遊休地の確保に努めるほか、令和5年度までに実施した新産業用地開発可能性調査等の結果をふまえ、令和6年度に徳倉地
■ 計画どおり   

令和　６年度 区及び梅名安久地区において、既存の産業集積拠点の区域を拡張する方針を決定し、市都市計画マスタープラン等の上位計画に反映した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 産業集積拠点として既に上位計画に位置付けている西間門新谷線沿道地区や令和6年度に拡張した産業集積拠点での新たな産業用地の創出に向け、今後のスケジュール

今後の方向性 □ 拡大　　　　 や手法等について関係機関との協議を通じ検討を進めていく。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　

1

 

頁

令和 6年度　　事

No. 事務

務

事業名 活動内容 コスト

事

（事業費：千円）

企業

業

立地推進事業 令和　５

評

年度 令和　６年度 令和

価

　６年度 令和　７年度

表

令和　５年度 令和　６

（

年度 令和　６年度 令和

個

　７年度
活動指標名 単

票

位
実績 計画 実績 計画 決

）

算 当初予算 決算 当初予

課

算
全体事業概要

①
企業

名

等を訪問した件数 件 4

計

69 200 605 20

画

0
企業や金融機関など

ま

への訪問と定期的な情

ち

報交換を行
い、企業誘

づ

致を積極的に推進する

く

。三ツ谷工業団地に 7

り

,199 1,311 1

部

,177 1,286
続

企

く産業用地開発の検討

業

を進めるとともに、企

立

業の産
②

企業等から相

地

談を受けた 件 190 2

推

00 207 200
業用

進

地に対する需要を把握

課

する。 件数

令和　８年

作

度の優先度

③1 　□ 

成

Ａ　　　 □ Ｂ　　

日

　 □ Ｃ　　　 □

令

 Ｄ　

感染症による制

和

限等が解除され、年間

　

を通じて積極的に企業

７

や金融機関等を訪問し

年

情報交換等を行った。

　

■ 計画どおり   



概

もあります。

施策名 土地利用 基本目標

No. 事務事業名 活動

快

内容 コスト（事業費：

適

千円）

地籍調査事業 令

で

和　５年度 令和　６年

暮

度 令和　６年度 令和　

ら

７年度 令和　５年度 令

し

和　６年度 令和　６年

や

度 令和　７年度
活動指

す

標名 単位
実績 計画 実績

い

計画 決算 当初予算 決算

ま

当初予算
全体事業概要

ち

①
実施済換算面積（箱

要

根山 ｋ㎡ 0.51 0.

施

38 0.34 0.36

策

国土調査法に基づき、

の

毎筆の土地について、

目

その所有 地区）
者、地

的

番及び地目の調査並び

自

に境界及び地積に関す

然

る 35,714 14,

環

294 12,493 1

境

6,789
測量を行い

と

、その結果を地図及び

都

簿冊に作成する。そ
②

市

実施済換算面積（大場

的

地 ｋ㎡ 0.005 0 0

環

0.16
の成果を登記

境

所に送付することによ

と

り、登記簿及び地 区）

の

図が更新される。 令和

調

　８年度の優先度

③
実

和

施済換算面積（川原ケ

を

ｋ㎡ 0.006 ― ― ―

図

2 谷地区） 　□ Ａ　

り

　　 □ Ｂ　　　 

、

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

秩

　

大場地区、川原ケ谷

序

（緑ヶ丘）地区ともに

あ

、計画に基づき実施し

る

た。
□ 計画どおり 

計

  
令和　６年度 箱根

画

山地区は国土調査費補

的

助金の割当率が要望額

な

の85.6％だったた

土

め、予定より作業工程

地

を減らし実施した。
■

利

 遅延       

用

  
の評価

□ 進展な

に

し     

■ 維持

よ

　□ 拡大 箱根山地区

る

は計画に基づき実施す

ま

る。
事業区分 □ 自治

ち

事務   □ 法定受

づ

託   □ その他
今

く

後の方向性 □ 縮小　

り

□ 改善 大場地区は新

を

規工区の設定に向けて

推

情報収集を行う。
（改

進

善措置等）□ 休止　

す

□ 終了
計画対象 ■ 

る

実施計画査定対象  

こ

□ 行政改革対象 
□

と

 廃止　　　　 

。

施策の方向 適正な土地利用への誘導

測量標整備事業は、３級基準点の設置を実施しなかった。
■ 計画どおり   

令和　６年度 地籍調査事業は、箱根山地区を事業計画通り実施した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 測量標整備事業については、公共基準点の配点密度が低い地区に３級基準点の設置を行う。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 地籍調査事業は、箱根山地区を事業計画通りに実施する。大場地区は新規工区の設定に向けて情報収集を行なう。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1

No. 事務事業名 活動

頁

内容 コスト（事業費：

令

千円）

測量標整備事業

和

令和　５年度 令和　６

 

年度 令和　６年度 令和

6

　７年度 令和　５年度

年

令和　６年度 令和　６

度

年度 令和　７年度
活動

　

指標名 単位
実績 計画 実

　

績 計画 決算 当初予算 決

事

算 当初予算
全体事業概

務

要
①

3級基準点設置点

事

数 点 ― 0 0 3
市内全域

業

に1～2級基準点を整

評

備し、測量の骨組みを

価

構
築した。さらに地籍

表

調査実施区域を中心に

（

3級基準点 1 11 1 0

個

を約200ｍの間隔で

票

配点整備する。
②

令和

）

　８年度の優先度

③1

課

　□ Ａ　　　 □ 

名

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

都

　 □ Ｄ　

令和６年

市

度は３級基準点の設置

基

を実施しなかった。
■

盤

 計画どおり   
令

部

和　６年度
□ 遅延 

都

        
の評

市

価
□ 進展なし   

整

  

■ 維持　□ 拡

備

大 公共基準点の配点密

課

度が低い藤代町地区に

作

３級基準点の設置を行

成

う。
事業区分 □ 自治

日

事務   □ 法定受

令

託   □ その他
今

和

後の方向性 □ 縮小　

　

□ 改善
（改善措置等

７

）□ 休止　□ 終了

年

計画対象 □ 実施計画

　

査定対象  □ 行政

８

改革対象 
□ 廃止　

月

　　　 

※決算額につ

　

いては、端数処理によ

１

り、他資料の決算額と

日

差異が生じている場合



概

６年度 、道路改良工事

施

、支障物件移設補償は

策

、溶岩掘削の影響によ

名

り年度内完了が見込め

市

ず、繰越明許とした。

街

令和5
■ 遅延   

地

      
の評価 年

整

度繰越明許の施工計画

備

策定業務委託は令和6

基

年6月末に完了し、電

本

線共同溝設備工事設計

目

施工業務委託及び支障

標

□ 進展なし    

快

 
物件移設補償は令和

適

7年3月末に完了した

で

。
■ 維持　□ 拡大

暮

令和7年度は、（都）

ら

南町文教線ほか1路線

し

及び（市）愛染院祇園

や

線ほか1路線において

す

、電線共同溝整備、各

い

占
事業区分 □ 自治事

ま

務   □ 法定受託

ち

   □ その他
今後

要

の方向性 □ 縮小　□

施

 改善 有者への受委託

策

を実施する予定である

の

。令和6年度繰越明許

目

の電線共同溝設備工事

的

設計施工業務委託、道

都

路改良
（改善措置等）

市

□ 休止　□ 終了 工

機

事、支障物件移設補償

能

については、令和8年

の

3月完了予定である。

更

計画対象 ■ 実施計画

新

査定対象  □ 行政

・

改革対象 
□ 廃止　

集

　　　 

※決算額につ

積

いては、端数処理によ

を

り、他資料の決算額と

進

差異が生じている場合

め

もあります。

、美しく快適で、にぎわいのある中心市街地を形成すること。

施策の方向 無電柱化の推進

（都）南町文教線ほか1路線において、電線共同溝整備工事に着手した。電線共同溝設備工事設計施工業務委託、道路改良工事、支障物件移設補償は、溶岩掘削の影響
□ 計画どおり   

令和　６年度 により年度内完了が見込めず、繰越明許としているため、早期事業完了に努める。
■ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 引き続き電線管理者、道路占用物件管理者及び県と連携し、円滑に電線共同溝整備を完了させ、事業の進捗に努める。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

No. 事務事

令

業名 活動内容 コスト（

和

事業費：千円）

無電柱

 

化事業 令和　５年度 令

6

和　６年度 令和　６年

年

度 令和　７年度 令和　

度

５年度 令和　６年度 令

　

和　６年度 令和　７年

　

度
活動指標名 単位

実績

事

計画 実績 計画 決算 当初

務

予算 決算 当初予算
全体

事

事業概要
①

南町文教線

業

外無電柱化整 ％ 20.

評

4 48.3 37.4 9

価

3.2
  三島駅南口

表

東街区再開発事業及び

（

主要地方道三島停 備率

個

(累計事業費/総事業

票

車場線(一番町工区)

）

無電柱化事業に合わせ

課

、周辺市道 費) 28,

名

529 337,755

都

269,885 514

市

,928
の無電柱化事

基

業を実施する。
②

市道

盤

愛染院祇園線外無電 ％

部

27.8 87.7 33

都

.6 93.8
南町文教

市

線ほか1路線 柱化整備

整

率(累計事業費/
三島

備

駅南口交差点～東海道

課

線ガード下（L=24

作

0ｍ） 総事業費) 令和

成

　８年度の優先度
市道

日

愛染院祇園線ほか1路

令

線
③1 愛染の滝北側及

和

び東側（L=100ｍ

　

） 　□ Ａ　　　 □

７

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

年

　　 □ Ｄ　

（都）

　

南町文教線ほか1路線

８

において、電線共同溝

月

整備工事を実施した。

　

電線共同溝設備工事設

１

計施工業務委託
□ 計

日

画どおり   
令和　



概

通省などに対
②して行

施

う。

令和　８年度の優

策

先度

③1 　□ Ａ　　

名

　 □ Ｂ　　　 □

道

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

路

東駿河湾環状道路整備

基

促進期成同盟会ほか4

本

団体の活動に参加して

目

要望活動を行った結果

標

、成果指標を達成した

快

■ 計画どおり   

適

令和　６年度 。
□ 遅

で

延         

暮

の評価
□ 進展なし 

ら

    

■ 維持　□

し

 拡大 東駿河湾環状道

や

路整備促進期成同盟会

す

ほか4団体と協調して

い

国土交通省や関係機関

ま

に対する要望活動等を

ち

行って
事業区分 □ 自

要

治事務   □ 法定

施

受託   □ その他

策

今後の方向性 □ 縮小

の

　□ 改善 いく。
（改

目

善措置等）□ 休止　

的

□ 終了
計画対象 □ 

安

実施計画査定対象  

全

□ 行政改革対象 
□

で

 廃止　　　　 

※決

快

算額については、端数

適

処理により、他資料の

な

決算額と差異が生じて

道

いる場合もあります。

路を整備することにより

No. 事務事

、

業名 活動内容 コスト（

交

事業費：千円）

谷田幸

通

原線建設事業 令和　５

ネ

年度 令和　６年度 令和

ッ

　６年度 令和　７年度

ト

令和　５年度 令和　６

ワ

年度 令和　６年度 令和

ー

　７年度
活動指標名 単

ク

位
実績 計画 実績 計画 決

を

算 当初予算 決算 当初予

構

算
全体事業概要

①
谷田

築

幸原線徳倉工区整備 ％

し

95.3 98.1 98

、

.6 100
東駿河湾広

交

域都市圏における都市

通

内主要幹線道路で、 率

混

(累計事業費/総事業

雑

費
池田柊線や片浜池田

の

線と接続し、国道1号

緩

、国道246号 ) 16

和

2,252 215,0

や

11 346,016 7

産

7,612
、新東名高

業

速道路などの広域連携

の

軸を結び付け、市街
②

活

谷田幸原線徳倉第2工

性

区 ％ 1.6 3.1 3.

化

7 7.6
地交通を円滑

に

に処理する役割を担う

つ

。 整備率(累計事業費

な

/総事
起点：谷田(国

げ

道1号三恵台付近） 業

る

費) 令和　８年度の優

こ

先度
終点：幸原町2丁

と

目(長泉町境)
③2 延

。

長3,660m　代表

施

幅員：25m(4車線

策

) 　□ Ａ　　　 □

の

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

方

　　 □ Ｄ　

令和6

向

年度は徳倉工区におい

幹

て、道路改良工事及び

線

支障物件移設補償を実

道

施した。徳倉第2工区

路

において、用地買
■ 

網

計画どおり   
令和

の

　６年度 収を開始し用

整

地権者と交渉を実施し

備

た。なお、徳倉第2工

（

区の取付道路改良工事

都

、物件移転補償調査業

）

務及び物
□ 遅延  

下

       
の評価

土

件移転補償が年度内完

狩

了が見込めないため、

文

繰越明許とした。令和

教

5年度繰越明許は徳倉

線

工区において、信号機

は

□ 進展なし    

、

 
移設工事を令和6年

令

4月末に完了し、徳倉

和

第2工区において、道

6

路詳細設計業務等を令

年

和6年11月末に完了

度

した。
■ 維持　□ 

末

拡大 令和7年度は、徳

に

倉工区において、道路

全

改良工事を実施する予

区

定である。また、徳倉

間

第2工区においては、

の

土地開
事業区分 □ 自

整

治事務   □ 法定

備

受託   □ その他

が

今後の方向性 □ 縮小

完

　□ 改善 発公社によ

了

る先行取得買戻しを4

し

件を実施する予定であ

た

る。
（改善措置等）□

。

 休止　□ 終了 令和

（

6年度繰越明許である

都

徳倉第2工区の取付道

）

路改良工事は令和7年

谷

9月、物件補償調査業

田

務を令和7年12月、

幸

物
計画対象 ■ 実施計

原

画査定対象  □ 行

線

政改革対象 
□ 廃止

（

　　　　 件移転補償

徳

を令和8年3月末まで

倉

に完了させる予定であ

工

る。

区）は、令和7年度事業完了に向けて、道路改良工事及び支障物件移設補償
■ 計画どおり   

令和　６年度 を実施した。（都）谷田幸原線（徳倉第2工区）は、用地買収が開始され、早期工事着手に向けて用地権者との交渉を進めた。なお、（都）谷田幸原線（徳倉第2工区）
□ 遅延         

の評価 について、取付道路改良工事、物件補償調査業務、物件移転補償が繰越明許のため、早期事業完了に努める。
□ 進展なし     

また、各道路団体とともに国土交通省や関係機関に対し要望活動を行った。
■ 維持　　　　 （都）谷田幸原線（徳倉工区）は、令和7年度に事業完了出来るよう道路改良工事を実施する。（都）谷田幸

1

原線（徳倉第2工区）

頁

については、用地買収

令

を進め早期工事

今後の

和

方向性 □ 拡大　　　

 

　 着手出来るよう努

6

める。（都）三島駅北

年

口線は、次期工区に事

度

業着手できるよう関係

　

機関との協議を進める

　

。

（改善措置等） □ 

事

縮小　　　　 また、

務

各道路団体と協調し、

事

国土交通省や関係期間

業

に対する要望活動を行

評

っていく。
□ 改善　

価

　　　 

表（個票） 課名 都市基

No

盤

. 事務事業名 活動内容

部

コスト（事業費：千円

都

）

東駿河湾環状道路建

市

設事業 令和　５年度 令

整

和　６年度 令和　６年

備

度 令和　７年度 令和　

課

５年度 令和　６年度 令

作

和　６年度 令和　７年

成

度
活動指標名 単位

実績

日

計画 実績 計画 決算 当初

令

予算 決算 当初予算
全体

和

事業概要
①

期成同盟会

　

による要望書 回 10 8

７

9 8
高規格道路「伊豆

年

縦貫自動車道」の一部

　

を構成する東 提出回数

８

駿河湾環状道路及び本

月

路線に関連のある伊豆

　

湘南道路 36 43 23

１

33
等の建設促進のた

日

めの要望活動を国土交



概

、三島駅の交通結節点

施

機能を高め、都
②市機

策

能の充実を図る。
起点

名

：文教町1丁目(三島

道

駅北口広場)　終点：

路

徳倉(県 令和　８年度

基

の優先度
道三島裾野線

本

)　延長：2,040

目

m(長泉町区間470

標

m含む)
③3 代表幅員

快

：20m・18m 　□

適

 Ａ　　　 □ Ｂ　

で

　　 □ Ｃ　　　 

暮

□ Ｄ　

令和6年度は

ら

、次期工区の事業認可

し

取得に向けて準備を進

や

めた。
■ 計画どおり

す

   
令和　６年度  

い

□ 遅延      

ま

   
の評価

□ 進展

ち

なし     

■ 維

要

持　□ 拡大 令和7年

施

度は、次期工区につい

策

ての公安委員会等関係

の

者協議を行い、事業認

目

可取得に向けて準備を

的

進める予定で
事業区分

安

□ 自治事務   □

全

 法定受託   □ 

で

その他
今後の方向性 □

快

 縮小　□ 改善 ある

適

。
（改善措置等）□ 

な

休止　□ 終了  
計画

道

対象 ■ 実施計画査定

路

対象  □ 行政改革

を

対象 
□ 廃止　　　

整

　 

※決算額について

備

は、端数処理により、

す

他資料の決算額と差異

る

が生じている場合もあ

こ

ります。

とにより、交通ネット

No

ワ

. 事務事業名 活動内容

ー

コスト（事業費：千円

ク

）

下土狩文教線建設事

を

業 令和　５年度 令和　

構

６年度 令和　６年度 令

築

和　７年度 令和　５年

し

度 令和　６年度 令和　

、

６年度 令和　７年度
活

交

動指標名 単位
実績 計画

通

実績 計画 決算 当初予算

混

決算 当初予算
全体事業

雑

概要
①

下土狩文教線整

の

備率(累 ％ 99.0 1

緩

00 100 －
三島市の

和

中心市街地を取り囲む

や

都市内主要幹線道路の

産

計事業費/総事業費)

業

 
一部に位置付けられ

の

た道路で、三島駅北口

活

と市北部方  5,73

性

3 109,710 22

化

2,021 0
面とのア

に

クセスを円滑にするこ

つ

とで、三島駅の交通結

な

②節点の機能の強化を

げ

図る。
起点：文教町1

る

丁目(長泉町行政境)

こ

令和　８年度の優先度

と

終点：文教町1丁目(

。

県道三島裾野線)
③4

施

延長：574m　代表

策

幅員：21m(2車線

の

) 　□ Ａ　　　 □

方

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

向

　　 □ Ｄ　

令和6

幹

年度は、主要地方道三

線

島裾野線との交差点改

道

良工事等を実施し、土

路

地開発公社先行取得用

網

地の買戻しを行
■ 計

の

画どおり   
令和　

整

６年度 い、令和6年度

備

末に全区間が完成した

（

。
□ 遅延     

都

    
の評価 令和5

）

年度繰越明許費である

下

道路改良工事2件及び

土

土地開発公社先行取得

狩

用地の買戻しは、令和

文

7年3月に完了した
□

教

 進展なし     

線

。
□ 維持　□ 拡大

は

事業区分 □ 自治事務

、

   □ 法定受託 

令

  □ その他
今後の

和

方向性 □ 縮小　□ 

6

改善
（改善措置等）□

年

 休止　■ 終了
計画

度

対象 ■ 実施計画査定

末

対象  □ 行政改革

に

対象 
□ 廃止　　　

全

　 

区間の整備が完了した。（都）谷田幸原線（徳倉工区）は、令和7年度事業完了に向けて、道路改良工事及び支障物件移設補償
■ 計画どおり   

令和　６年度 を実施した。（都）谷田幸原線（徳倉第2工区）は、用地買収が開始され、早期工事着手に向けて用地権者との交渉を進めた。なお、（都）谷田幸原線（徳倉第2工区）
□ 遅延         

の評価 について、取付道路改良工事、物件補償調査業務、物件移転補償が繰越明許のため、早期事業完了に努める。
□ 進展なし     

また、各道路団体とともに国土交通省や関係機関に対し要望活動を行った。
■ 維持　　　　 （都）谷田幸原線（徳倉工区）は、令和7年度に事業完了出来るよう道路改良工事を実施する。（都）谷田幸

2

原線（徳倉第2工区）

頁

については、用地買収

令

を進め早期工事

今後の

和

方向性 □ 拡大　　　

 

　 着手出来るよう努

6

める。（都）三島駅北

年

口線は、次期工区に事

度

業着手できるよう関係

　

機関との協議を進める

　

。

（改善措置等） □ 

事

縮小　　　　 また、

務

各道路団体と協調し、

事

国土交通省や関係期間

業

に対する要望活動を行

評

っていく。
□ 改善　

価

　　　 

表（個票） 課名 都市基

No

盤

. 事務事業名 活動内容

部

コスト（事業費：千円

都

）

三島駅北口線建設事

市

業 令和　５年度 令和　

整

６年度 令和　６年度 令

備

和　７年度 令和　５年

課

度 令和　６年度 令和　

作

６年度 令和　７年度
活

成

動指標名 単位
実績 計画

日

実績 計画 決算 当初予算

令

決算 当初予算
全体事業

和

概要
①

三島駅北口線次

　

期工区整 ％ 0 0 0 0
谷

７

田幸原線及び池田柊線

年

と接続し、三島駅と新

　

東名長 備率(累計事業

８

費/総事業
泉沼津IC

月

や国道1号及び国道2

　

46号などの広域連携

１

軸を 費) 13,011

日

0 0 0
結ぶ道路であり



策

けた箇所のパトロール

名

を実施した。
■ 維持

防

　□ 拡大 市施工の谷

災

田眠り久保地区につい

・

ては、用地買収及び工

減

事を引き続き実施する

災

。県施工の谷田押切地

対

区について
事業区分 □

策

 自治事務   □ 

基

法定受託   □ そ

本

の他
今後の方向性 □ 

目

縮小　□ 改善 は崩壊

標

対策事業推進のため県

安

を積極的にサポートす

全

る。また、引き続き、

・

沼津土木事務所と合同

安

で急傾斜地の指
（改善

心

措置等）□ 休止　□

に

 終了 定を受けた箇所

暮

のパトロールを実施す

ら

る。
計画対象 ■ 実施

せ

計画査定対象  □ 

る

行政改革対象 
□ 廃

ま

止　　　　 

※決算額

ち

については、端数処理

要

により、他資料の決算

施

額と差異が生じている

策

場合もあります。

の目的 地震・水害などの

No. 事務事業名

自

活動内容 コスト（事業

然

費：千円）

国・県建設

災

事業に係る負担金 令和

害

　５年度 令和　６年度

か

令和　６年度 令和　７

ら

年度 令和　５年度 令和

、

　６年度 令和　６年度

市

令和　７年度
活動指標

民

名 単位
実績 計画 実績 計

の

画 決算 当初予算 決算 当

生

初予算
全体事業概要

①

命

県・市が整備した急傾

、

斜 箇所 29 29 29 2

身

9
静岡県建設事業等市

体

町村負担金条例に基づ

、

く、急傾斜 地崩壊対策

財

工事施工完成
地崩壊防

産

止事業に伴う事業費の

を

市町村負担金 箇所（累

守

計） 100 8,000

る

14,700 12,0

た

00

②
県が整備中の急

め

傾斜地崩 箇所 1 1 1 1

、

壊対策工事箇所数

令和

被

　８年度の優先度

③2

害

　□ Ａ　　　 □ 

を

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

最

　 □ Ｄ　

県施工の

小

谷田押切地区について

限

は、崩壊防止事業に着

に

手したため、地元調整

抑

も含め、県のサポート

え

を行った。
■ 計画ど

る

おり   
令和　６年

対

度
□ 遅延     

策

    
の評価

□ 進

を

展なし     

■ 

講

維持　□ 拡大 谷田押

じ

切地区については、崩

、

壊防止事業促進のため

災

、引き続き、県を積極

害

的にサポートする。
事

に

業区分 □ 自治事務 

強

  □ 法定受託  

い

 □ その他
今後の方

ま

向性 □ 縮小　□ 改

ち

善
（改善措置等）□ 

を

休止　□ 終了
計画対

つ

象 □ 実施計画査定対

く

象  □ 行政改革対

る

象 
□ 廃止　　　　

こ

 

と。

施策の方向 急傾斜地などの危険対策の推進

県と連携を図り、崩壊対策工事等を実施するとともに適切な維持管理に務めた。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も引き続き県と市で連携し事業を進める。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

急傾斜地崩壊防止事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和

1

　６年度 令和　６年度

頁

令和　７年度
活動指標

令

名 単位
実績 計画 実績 計

和

画 決算 当初予算 決算 当

 

初予算
全体事業概要

①

6

急傾斜地崩壊危険指定

年

数 箇所 32 32 32 3

度

2
三島市内の急傾斜地

　

崩壊危険区域における

　

土砂災害を （累計）
未

事

然に防ぐため「急傾斜

務

地の崩壊による災害の

事

防止に 35,221 6

業

4,801 15,77

評

3 81,501
関する

価

法律」に基づき、静岡

表

県と連携をとりながら

（

、
②

県・市が整備した

個

急傾斜 箇所 29 29 2

票

9 29
急傾斜地の崩壊

）

防止施策の建設・維持

課

管理を行う。 地崩壊対

名

策工事施工完成
箇所（

都

累計） 令和　８年度の

市

優先度

③
市が整備中の

基

急傾斜地崩 箇所 1 1 1

盤

1
1 壊対策工事箇所数

部

　□ Ａ　　　 □ 

土

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

木

　 □ Ｄ　

市施工の

課

谷田眠り久保地区につ

作

いては、急傾斜地崩壊

成

対策工事を実施したが

日

、県費補助の増額補正

令

にともない、
■ 計画

和

どおり   
令和　６

　

年度 年度内の完成が見

７

込めず繰越となった。

年

□ 遅延      

　

   
の評価 県施工の

８

谷田押切地区について

月

は、早期完成に向け、

　

県と連携し事業を推進

１

するとともに、県の沼

日

津土木事務所
□ 進展

概

なし     
と合同

施

で急傾斜地の指定を受



策

ポンプ車操作訓練につ

名

いては、6月18日～

防

19日の大雨時に実際

災

に排水ポンプ車を稼働

・

したことから、操作
□

減

 進展なし     

災

訓練は実施しなかった

対

。
□ 維持　□ 拡大

策

・水位センサーと監視

基

カメラの設置について

本

、整備計画に基づき引

目

き続き実施していく。

標

事業区分 □ 自治事務

安

   □ 法定受託 

全

  □ その他
今後の

・

方向性 ■ 縮小　□ 

安

改善 ・大雨等の排水ポ

心

ンプ車の運転は三島建

に

設業協力会へ委託して

暮

いるが、操作訓練は無

ら

償協力であり、協力会

せ

の負
（改善措置等）□

る

 休止　□ 終了 担に

ま

なることから、今後は

ち

年間を通して稼働がな

要

い場合には操作訓練を

施

行うことへ活動指標を

策

縮小する。
計画対象 □

の

 実施計画査定対象 

目

 □ 行政改革対象 

的

□ 廃止　　　　 

※

地

決算額については、端

震

数処理により、他資料

・

の決算額と差異が生じ

水

ている場合もあります

害

。

などの自然災害から、

No. 事務

市

事業名 活動内容 コスト

民

（事業費：千円）

一般

の

河川整備事業 令和　５

生

年度 令和　６年度 令和

命

　６年度 令和　７年度

、

令和　５年度 令和　６

身

年度 令和　６年度 令和

体

　７年度
活動指標名 単

、

位
実績 計画 実績 計画 決

財

算 当初予算 決算 当初予

産

算
全体事業概要

①
普通

を

河川改良延長 ｍ 32,

守

754 32,726 3

る

2,825 32,86

た

6
豪雨による洪水被害

め

を軽減するため、準用

、

河川・普通 （累計）
河

被

川・一般排水路等の改

害

修を実施する。 91,

を

376 67,258 8

最

4,825 99,83

小

5

②

令和　８年度の優

限

先度

③2 　□ Ａ　　

に

　 □ Ｂ　　　 □

抑

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

え

地元からの要望による

る

浸水対策や護岸整備と

対

して、委託や工事を計

策

画を上回り実施した。

を

■ 計画どおり   

講

令和　６年度
□ 遅延

じ

         
の

、

評価
□ 進展なし  

災

   

■ 維持　□ 

害

拡大 今後も継続して事

に

業を進める。
事業区分

強

□ 自治事務   □

い

 法定受託   □ 

ま

その他
今後の方向性 □

ち

 縮小　□ 改善
（改

を

善措置等）□ 休止　

つ

□ 終了
計画対象 ■ 

く

実施計画査定対象  

る

□ 行政改革対象 
□

こ

 廃止　　　　 

と。

施策の方向 水害対策の推進

各事業ともに計画どおりに事業が進展し、出水期の迅速かつ適切な内水排除体制強化や安全確保対策に寄与した。
■ 計画どおり   

令和　６年度 水害対策として、桜川・御殿川の浚渫事業を推進するとともに、護岸整備など計画どおり事業を推進した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 水害による被害を最小限に抑えるよう、今後も計画的に事業を推進していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1

No. 事務

頁

事業名 活動内容 コスト

令

（事業費：千円）

河川

和

管理事業 令和　５年度

 

令和　６年度 令和　６

6

年度 令和　７年度 令和

年

　５年度 令和　６年度

度

令和　６年度 令和　７

　

年度
活動指標名 単位

実

　

績 計画 実績 計画 決算 当

事

初予算 決算 当初予算
全

務

体事業概要
①

水位セン

事

サー及び監視カ 基 14

業

18 18 20
台風や集

評

中豪雨等により増水し

価

た河川の洪水被害を最

表

メラの設置数（累計）

（

小限に防ぐため、関係

個

機関、地元自治会(水

票

防団等)、 8,535

）

8,101 9,491

課

8,216
と連携し、

名

排水機場・樋管操作等

都

を行うとともに、内
②

市

排水機場・樋管操作業

基

務 箇所 16 16 16 1

盤

6
水排除体制強化のた

部

め、水位センサー及び

土

監視カメラ 委託契約箇

木

所数
の設置や排水ポン

課

プ車の出動体制確保を

作

行う。 令和　８年度の

成

優先度

③
排水ポンプ車

日

操作訓練回 回 0 2 0 2

令

1 数  　□ Ａ　　　

和

 □ Ｂ　　　 □ 

　

Ｃ　　　 □ Ｄ　

・

７

令和6年度は中島樋管

年

1号に水位センサーと

　

監視カメラを設置し、

８

大雨時等に安全かつリ

月

アルタイムで水位や状

　

■ 計画どおり   

１

令和　６年度 況を把握

日

できる範囲が広がった

概

。
□ 遅延     

施

    
の評価 ・排水



策

 縮小　□ 改善 や河

名

川断面を阻害する土砂

防

の撤去、倒木処理など

災

を実施する。
（改善措

・

置等）□ 休止　□ 

減

終了
計画対象 □ 実施

災

計画査定対象  □ 

対

行政改革対象 
□ 廃

策

止　　　　 

※決算額

基

については、端数処理

本

により、他資料の決算

目

額と差異が生じている

標

場合もあります。

安全・安心に暮らせるまち

要 施策の目的 地震・水害などの自然災害から、市民の生命、身体、財産を守るため、被害を最小限に抑える対策を講じ、災害に強いまちをつくること。

施策の方向 水害対策の推進

各事業ともに計画どおりに事業が進展し、出水期の迅速かつ適切な内水排除体制強化や安全確保対策に寄与した。
■ 計画どおり   

令和　６年度 水害対策として、桜川・御殿川の浚渫事業を推進するとともに、護岸整備など計画どおり事業を推進した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 水害による被害を最小限に抑えるよう、今後も計画的に事業を推進していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

2

No. 事務

頁

事業名 活動内容 コスト

令

（事業費：千円）

河川

和

維持管理事業 令和　５

 

年度 令和　６年度 令和

6

　６年度 令和　７年度

年

令和　５年度 令和　６

度

年度 令和　６年度 令和

　

　７年度
活動指標名 単

　

位
実績 計画 実績 計画 決

事

算 当初予算 決算 当初予

務

算
全体事業概要

①
河床

事

等堆積物の除去（浚 件

業

2 2 2 2
市が管理する

評

普通河川の流水を適切

価

に維持するよう河 渫業

表

務）
川内及び調整池・

（

貯留施設の障害物除去

個

、土砂等の浚 4,81

票

0 6,880 4,85

）

8 5,680
渫を行い

課

、河川機能の維持に努

名

める。
②

河川断面を阻

都

害する草木 件 10 10

市

8 10
の伐採（緊急委

基

託）

令和　８年度の優

盤

先度

③3 　□ Ａ　　

部

　 □ Ｂ　　　 □

土

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

木

維持修繕事業では、市

課

内普通河川を良好な状

作

態に保つため、計画的

成

に浚渫や樹木伐採を実

日

施した。
■ 計画どお

令

り   
令和　６年度

和

□ 遅延      

　

   
の評価

□ 進展

７

なし     

■ 維

年

持　□ 拡大 維持修繕

　

事業では、桜川、御殿

８

川の浚渫を実施する。

月

また市内の普通河川を

　

良好な状況に保つため

１

、護岸の修繕
事業区分

日

□ 自治事務   □

概

 法定受託   □ 

施

その他
今後の方向性 □



策

もあります。

名 道路 基本目標 快適で暮

No. 事務事業名 活動

ら

内容 コスト（事業費：

し

千円）

西間門新谷線建

や

設事業 令和　５年度 令

す

和　６年度 令和　６年

い

度 令和　７年度 令和　

ま

５年度 令和　６年度 令

ち

和　６年度 令和　７年

要

度
活動指標名 単位

実績

施

計画 実績 計画 決算 当初

策

予算 決算 当初予算
全体

の

事業概要
①

道路整備延

目

長（累計） ｍ 524 5

的

66 543 625
西間

安

門新谷線建設事業は、

全

東駿河湾広域都市圏に

で

おけ 計画延長×累計事

快

業費/
る都市内主要幹

適

線の一部で、通過交通

な

の迂回、域内外 総事業

道

費 106,471 10

路

8,394 111,3

を

79 331,509
交

整

通の分散と導入、沿道

備

土地利用の促進等を目

す

的とす
②る平田地先神

る

明宮神社付近境川から

こ

新谷地先国道136
号

と

線まで、延長約920

に

ｍ、代表幅員25ｍ、

よ

4車線の道路 令和　８

り

年度の優先度
整備であ

、

る。
③2 　□ Ａ　　

交

　 □ Ｂ　　　 □

通

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

ネ

交付金の内示に合わせ

ッ

、道路改良工事と用地

ト

買収等を実施したが用

ワ

地交渉に不測の日時を

ー

要し、一部繰越した。

ク

□ 計画どおり   

を

令和　６年度
■ 遅延

構

         
の

築

評価
□ 進展なし  

し

   

□ 維持　□ 

、

拡大 今後も継続して事

交

業を進めるとともに、

通

所要額の確保に向け、

混

国の交付金の積極的な

雑

要望を行っていく。
事

の

業区分 □ 自治事務 

緩

  □ 法定受託  

和

 □ その他
今後の方

や

向性 □ 縮小　■ 改

産

善
（改善措置等）□ 

業

休止　□ 終了
計画対

の

象 ■ 実施計画査定対

活

象  □ 行政改革対

性

象 
□ 廃止　　　　

化

 

につなげること。

施策の方向 幹線道路網の整備

西間門新谷線では若干の遅れはあるものの、その他については計画通り事業が推進した。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も継続して事業を進める。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

国・県建設事業に係る負担金（土木課） 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年

1

度
活動指標名 単位

実績

頁

計画 実績 計画 決算 当初

令

予算 決算 当初予算
全体

和

事業概要
①

境川改修に

 

伴う橋梁工事 ％ 83.

6

1 94.3 92.1 1

年

00
静岡県建設事業等

度

市町負担金徴収条例等

　

に基づく、事 進捗率
業

　

費の市町負担金。 66

事

,592 74,946

務

23,775 71,8

事

34
・境川改修に伴う

業

橋梁工事負担金
②・河

評

川海岸環境整備事業負

価

担金

令和　８年度の優

表

先度

③1 　□ Ａ　　

（

　 □ Ｂ　　　 □

個

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

票

境川改修に伴う橋梁工

）

事は、上部工が完成し

課

、橋はR7.3に開通

名

したものの、開通を優

都

先したことにより、R

市

6に一
■ 計画どおり

基

   
令和　６年度 部

盤

着手予定であった仮設

部

迂回路の撤去が間に合

土

わなかった。
□ 遅延

木

         
の

課

評価
□ 進展なし  

作

   

■ 維持　□ 

成

拡大 県の計画に合わせ

日

、事業費を負担してい

令

く。
事業区分 □ 自治

和

事務   □ 法定受

　

託   □ その他
今

７

後の方向性 □ 縮小　

年

□ 改善
（改善措置等

　

）□ 休止　□ 終了

８

計画対象 □ 実施計画

月

査定対象  □ 行政

　

改革対象 
□ 廃止　

１

　　　 

※決算額につ

日

いては、端数処理によ

概

り、他資料の決算額と

施

差異が生じている場合



策

る場合もあります。

名 道路 基本目標 快適で暮

No. 事務事業

ら

名 活動内容 コスト（事

し

業費：千円）

錦田大場

や

線道路改良事業 令和　

す

５年度 令和　６年度 令

い

和　６年度 令和　７年

ま

度 令和　５年度 令和　

ち

６年度 令和　６年度 令

要

和　７年度
活動指標名

施

単位
実績 計画 実績 計画

策

決算 当初予算 決算 当初

の

予算
全体事業概要

①
道

目

路整備延長（累計） ｍ

的

757 820 767 -

安

錦田大場線は、歩道が

全

未整備であることから

で

錦田こど 計画延長×累

快

計事業費/
も園、錦田

適

小学校、向山小学校等

な

の通学児童等の安全 総

道

事業費 33,095 1

路

53,880 133,

を

466 0
に配慮した道

整

路整備を計画的に実施

備

していく。
②　

令和　

す

８年度の優先度

③2 　

る

□ Ａ　　　 □ Ｂ

こ

　　　 □ Ｃ　　　

と

 □ Ｄ　

物件移転補

に

償や工事を実施したも

よ

のの、用地交渉に日時

り

を要したため、計画ど

、

おりの進捗とならなか

交

った。
□ 計画どおり

通

   
令和　６年度

■

ネ

 遅延       

ッ

  
の評価

□ 進展な

ト

し     

□ 維持

ワ

　□ 拡大 令和７年1

ー

2月の工事完了に向け

ク

て事業を進める。
事業

を

区分 □ 自治事務  

構

 □ 法定受託   

築

□ その他
今後の方向

し

性 □ 縮小　■ 改善

、

（改善措置等）□ 休

交

止　□ 終了
計画対象

通

■ 実施計画査定対象

混

  □ 行政改革対象

雑

 
□ 廃止　　　　 

の緩和や産業の活性化につなげること。

施策の方向 生活道路の整備

錦田大場線や橋梁修繕について、繰越が生じたがその他については計画どおり事業を推進した。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も継続して事業を進める。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

一般市道整備事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度
活動指標名 単位

1

実績 計画 実績 計画 決算

頁

当初予算 決算 当初予算

令

全体事業概要
①

一般市

和

道改良延長 ｍ 145,

 

192 146,230

6

146,255 148

年

,030
安全で交通の

度

利便に配慮した道づく

　

りを目指すため、 （昭

　

和51年からの累計）

事

用地調査・用地復元・

務

測量委託及び道路拡幅

事

工事、側 318,77

業

1 395,754 33

評

2,460 627,4

価

95
溝・路肩の改良工

表

事、さらに舗装新設打

（

替え工事等を
②実施し

個

、市道の整備を図る。

票

　 令和　８年度の優先

）

度

③1 　□ Ａ　　　

課

 □ Ｂ　　　 □ 

名

Ｃ　　　 □ Ｄ　

地

都

元からの要望による道

市

路、側溝、舗装改良等

基

を実施するとともに、

盤

老朽化した歩道橋の修

部

繕工事を実施した。
■

土

 計画どおり   
令

木

和　６年度
□ 遅延 

課

        
の評

作

価
□ 進展なし   

成

  

■ 維持　□ 拡

日

大 今後も継続して事業

令

を進める。
事業区分 □

和

 自治事務   □ 

　

法定受託   □ そ

７

の他
今後の方向性 □ 

年

縮小　□ 改善
（改善

　

措置等）□ 休止　□

８

 終了
計画対象 ■ 実

月

施計画査定対象  □

　

 行政改革対象 
□ 

１

廃止　　　　 

※決算

日

額については、端数処

概

理により、他資料の決

施

算額と差異が生じてい



策名 道路 基本目標 快

No. 事務事業名 活

適

動内容 コスト（事業費

で

：千円）

一般橋梁整備

暮

事業 令和　５年度 令和

ら

　６年度 令和　６年度

し

令和　７年度 令和　５

や

年度 令和　６年度 令和

す

　６年度 令和　７年度

い

活動指標名 単位
実績 計

ま

画 実績 計画 決算 当初予

ち

算 決算 当初予算
全体事

要

業概要
①

橋梁の修繕件

施

数（累計） 箇所 34 4

策

4 40 50
三島市橋梁

の

長寿命化修繕計画に基

目

づき、三島市が管理
す

的

る2ｍ以上の橋梁の延

安

命化を図るため、点検

全

や修繕 183,180

で

312,302 179

快

,588 391,76

適

5
、更新工事を実施す

な

る。
②

道路定期点検に

道

おける点 箇所 44 43

路

50 94
検橋梁数

令和

を

　８年度の優先度

③4

整

　□ Ａ　　　 □ 

備

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

す

　 □ Ｄ　

橋梁修繕

る

については、工法の検

こ

討に日時を要したため

と

、沢地大橋の修繕工事

に

が繰越となった。
□ 

よ

計画どおり   
令和

り

　６年度 橋梁点検につ

、

いては、令和6年度に

交

50橋の点検を実施し

通

た。
■ 遅延    

ネ

     
の評価

□ 

ッ

進展なし     

□

ト

 維持　□ 拡大 今後

ワ

も継続して事業を進め

ー

るとともに、国の補助

ク

金内示率が上がるよう

を

積極的に要望を行って

構

いく。
事業区分 □ 自

築

治事務   □ 法定

し

受託   □ その他

、

今後の方向性 □ 縮小

交

　■ 改善
（改善措置

通

等）□ 休止　□ 終

混

了
計画対象 ■ 実施計

雑

画査定対象  □ 行

の

政改革対象 
□ 廃止

緩

　　　　 

和や産業の活性化につなげること。

施策の方向 生活道路の整備

錦田大場線や橋梁修繕について、繰越が生じたがその他については計画どおり事業を推進した。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も継続して事業を進める。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

文教町幸原線道路改良事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度
活動指

2

標名 単位
実績 計画 実績

頁

計画 決算 当初予算 決算

令

当初予算
全体事業概要

和

①
道路整備延長（累計

 

） ｍ 365 386 37

6

0 412
文教町幸原線

年

は、見通しが悪く狭あ

度

いな道路であるが 計画

　

延長×累計事業費/
、

　

周辺の大学、高校、小

事

中学校の通学路である

務

ことか 総事業費 23,

事

405 17,885 1

業

0,125 135,7

評

15
ら道路の拡幅及び

価

線形改善をすることで

表

道路利用者の
②安全を

（

確保する。
 令和　８

個

年度の優先度

③3 　□

票

 Ａ　　　 □ Ｂ　

）

　　 □ Ｃ　　　 

課

□ Ｄ　

交付金の内示

名

に合わせ、用地の交渉

都

を進めるとともに工事

市

等を実施した。
■ 計

基

画どおり   
令和　

盤

６年度
□ 遅延   

部

      
の評価

□

土

 進展なし     

木

■ 維持　□ 拡大 今

課

後も継続して事業を進

作

める。
事業区分 □ 自

成

治事務   □ 法定

日

受託   □ その他

令

今後の方向性 □ 縮小

和

　□ 改善
（改善措置

　

等）□ 休止　□ 終

７

了
計画対象 ■ 実施計

年

画査定対象  □ 行

　

政改革対象 
□ 廃止

８

　　　　 

※決算額に

月

ついては、端数処理に

　

より、他資料の決算額

１

と差異が生じている場

日

合もあります。

概 施



策

者として交通量を把握

名

する必要がある箇所の

道

調査を継続していく。

路

（改善措置等）□ 休

基

止　□ 終了
計画対象

本

□ 実施計画査定対象

目

  □ 行政改革対象

標

 
□ 廃止　　　　 

快

※決算額については、

適

端数処理により、他資

で

料の決算額と差異が生

暮

じている場合もありま

ら

す。

しやすいまち

要 施策の

No. 事

目

務事業名 活動内容 コス

的

ト（事業費：千円）

市

安

道維持修繕事業 令和　

全

５年度 令和　６年度 令

で

和　６年度 令和　７年

快

度 令和　５年度 令和　

適

６年度 令和　６年度 令

な

和　７年度
活動指標名

道

単位
実績 計画 実績 計画

路

決算 当初予算 決算 当初

を

予算
全体事業概要

①
道

整

路不良箇所の修繕（緊

備

件 398 400 425

す

400
安全で円滑な道

る

路交通を確保するため

こ

、道路巡回や市 急修繕

と

）
民からの通報、地元

に

からの要望等により、

よ

舗装や側溝 197,1

り

03 155,752 2

、

18,033 164,

交

064
の修繕、交通に

通

支障が生じる樹木の伐

ネ

採、道路清掃な
②

交通

ッ

に支障のある草木の 件

ト

37 40 43 40
ど道

ワ

路機能の維持に努める

ー

。 伐採（緊急委託）

令

ク

和　８年度の優先度

③

を

2 　□ Ａ　　　 □

構

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

築

　　 □ Ｄ　

自治会

し

要望、市民通報、通常

、

の道路パトロールに加

交

え、道路上を侵してい

通

る樹木等のパトロール

混

を行い、寄せら
■ 計

雑

画どおり   
令和　

の

６年度 れた情報に迅速

緩

に対応し、市道を適正

和

に管理した。
□ 遅延

や

         
の

産

評価
□ 進展なし  

業

   

■ 維持　□ 

の

拡大 市道等の安全、安

活

心な通行を確保するた

性

め、市道パトロールを

化

一層強化し、破損個所

に

等を早期に発見すると

つ

とも
事業区分 □ 自治

な

事務   □ 法定受

げ

託   □ その他
今

る

後の方向性 □ 縮小　

こ

□ 改善 に、自治会要

と

望や市民通報も含め、

。

修繕を迅速に実施して

施

いく。
（改善措置等）

策

□ 休止　□ 終了
計

の

画対象 □ 実施計画査

方

定対象  □ 行政改

向

革対象 
□ 廃止　　

安

　　 

全な道路の維持管理

各事業ともに計画どおりに事業が進展し、適正な市道管理を行うことができた。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 市民意識調査では歩道や生活道路の整備に関する不満率が毎年上位となっているため、今後も市道パトロールを強化し、緊急な修繕にも適切に対応していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

市道管理整備事業 令和

1

　５年度 令和　６年度

頁

令和　６年度 令和　７

令

年度 令和　５年度 令和

和

　６年度 令和　６年度

 

令和　７年度
活動指標

6

名 単位
実績 計画 実績 計

年

画 決算 当初予算 決算 当

度

初予算
全体事業概要

①

　

道路台帳の修正件数 件

　

36 50 22 50
市道

事

管理の適正化や市民へ

務

の道路情報提供サービ

事

スの
ため、平成28年

業

度より道路台帳システ

評

ムを運用してい 10,

価

255 11,900 1

表

1,022 23,61

（

8
る。道路改良等によ

個

り生じた変更等に係る

票

道路台帳等
②

交通量調

）

査箇所数 箇所 27 27

課

26 27
のデータ更新

名

等、内容を一層充実さ

都

せていく。

令和　８年

市

度の優先度

③1 　□ 

基

Ａ　　　 □ Ｂ　　

盤

　 □ Ｃ　　　 □

部

 Ｄ　

・道路台帳の修

土

正について、令和6年

木

度に修正があった22

課

箇所を修正した。
■ 

作

計画どおり   
令和

成

　６年度 ・交通量調査

日

について、26箇所で

令

実施した。
□ 遅延 

和

        
の評

　

価
□ 進展なし   

７

  

■ 維持　□ 拡

年

大 ・道路台帳について

　

、令和6年度は50橋

８

の点検を完了させた。

月

事業区分 □ 自治事務

　

   □ 法定受託 

１

  □ その他
今後の

日

方向性 □ 縮小　□ 

概

改善 ・交通量調査につ

施

いて、今後も道路管理



策

 □ 行政改革対象 

名

□ 廃止　　　　 

※

道

決算額については、端

路

数処理により、他資料

基

の決算額と差異が生じ

本

ている場合もあります

目

。

標 快適で暮らしやすいまち

要 施策の目的 安全で快適な道路を整備することにより、交通ネットワークを構築し、交通混雑の緩和や産業の活性化につなげること。

施策の方向 安全な道路の維持管理

各事業ともに計画どおりに事業が進展し、適正な市道管理を行うことができた。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 市民意識調査では歩道や生活道路の整備に関する不満率が毎年上位となっているため、今後も市道パトロールを強化し、緊急な修繕にも適切に対応していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

三島駅前広場等管理事

2

業 令和　５年度 令和　

頁

６年度 令和　６年度 令

令

和　７年度 令和　５年

和

度 令和　６年度 令和　

 

６年度 令和　７年度
活

6

動指標名 単位
実績 計画

年

実績 計画 決算 当初予算

度

決算 当初予算
全体事業

　

概要
①

せせらぎ施設の

　

清掃 回 2 2 1 2
街中が

事

せせらぎ事業の一環と

務

して整備をした三島駅

事

南
口広場の中央池及び

業

市役所前のポケットパ

評

ークの維持 2,380

価

57,534 1,51

表

7 2,070
管理を実

（

施し、良好な状態を保

個

つことにより観光の拠

票

②点としての役割を担

）

う。

令和　８年度の優

課

先度

③3 　□ Ａ　　

名

　 □ Ｂ　　　 □

都

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

市

せせらぎ施設の清掃と

基

点検を実施するととも

盤

に、定期的な巡回によ

部

り清掃を実施し、適正

土

な管理を行った。
■ 

木

計画どおり   
令和

課

　６年度
□ 遅延  

作

       
の評価

成

□ 進展なし    

日

 

■ 維持　□ 拡大

令

街中がせせらぎ事業の

和

施設を適正に管理する

　

ため、せせらぎ施設の

７

清掃と点検を実施し、

年

観光の拠点として良好

　

事業区分 □ 自治事務

８

   □ 法定受託 

月

  □ その他
今後の

　

方向性 □ 縮小　□ 

１

改善 な状態を保つ。
（

日

改善措置等）□ 休止

概

　□ 終了
計画対象 □

施

 実施計画査定対象 



策

 □ その他
今後の方

名

向性 □ 縮小　□ 改

上

善 もに、毎日の水質監

水

視を行う。また、水源

道

から給水栓に至る全て

基

の工程に起こり得る危

本

害事項についても継続

目

的
（改善措置等）□ 

標

休止　□ 終了 に監視

快

する。
計画対象 □ 実

適

施計画査定対象  □

で

 行政改革対象 
□ 

暮

廃止　　　　 

※決算

ら

額については、端数処

し

理により、他資料の決

や

算額と差異が生じてい

す

る場合もあります。

いまち

要 施策の目的 将来

No. 事務事業

に

名 活動内容 コスト（事

わ

業費：千円）

安定した

た

水道水の供給を行うた

り

めの施設維持管理 令和

、

　５年度 令和　６年度

安

令和　６年度 令和　７

全

年度 令和　５年度 令和

で

　６年度 令和　６年度

お

令和　７年度
活動指標

い

名 単位
実績 計画 実績 計

し

画 決算 当初予算 決算 当

い

初予算
全体事業概要

①

水

計器監視業務 日 366

道

365 365 365
老

水

朽化が進む各施設につ

を

いて、保守点検等によ

安

り、施
設の延命化に繋

定

がるよう施設の維持管

的

理を行う。 0 0 0 0

②

に

令和　８年度の優先度

供

③2 　□ Ａ　　　 

給

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

す

　　　 □ Ｄ　

定期

る

的な保守点検を行った

こ

結果、施設機器等の不

と

具合の早期発見による

。

予防修繕や、効率的な

施

施設運転により、
■ 

策

計画どおり   
令和

の

　６年度 施設の長寿命

方

化及び、経費削減を実

向

施することができた。

安

□ 遅延      

全

   
の評価

□ 進展

な

なし     

■ 維

水

持　□ 拡大 老朽化し

道

ている各施設の維持管

水

理については、保守点

の

検を実施することによ

供

り、対応修繕となる前

給

に予防修繕が
事業区分

（

□ 自治事務   □

安

 法定受託   □ 

全

その他
今後の方向性 □

）

 縮小　□ 改善 でき

安

るよう心がけ、施設の

全

延命化につながるよう

・

努めるとともに、施設

安

運用の効率化を図るこ

心

とにより、更なる
（改

な

善措置等）□ 休止　

水

□ 終了 固定経費の縮

道

減を目指す。
計画対象

水

□ 実施計画査定対象

を

  □ 行政改革対象

供

 
□ 廃止　　　　 

給するため、水質検査計画に基づき定期的な水質の検査を行うとともに、毎日の水質監視を実施した。また水道施設についても、定期的な保守
■ 計画どおり   

令和　６年度 点検を行うことで、設備機器等の不具合の早期発見による予防修繕等により、経費削減に努めることができた。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も、水質検査計画及び水道維持管理指針に基づき、安全な水道水を供給できるよう維持管理に努める。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

No. 事務事業名

令

活動内容 コスト（事業

和

費：千円）

安全な水質

 

の管理 令和　５年度 令

6

和　６年度 令和　６年

年

度 令和　７年度 令和　

度

５年度 令和　６年度 令

　

和　６年度 令和　７年

　

度
活動指標名 単位

実績

事

計画 実績 計画 決算 当初

務

予算 決算 当初予算
全体

事

事業概要
①

水質測定管

業

理業務 日 366 365

評

365 365
安心して

価

水道水を利用できるよ

表

う、水質検査計画に基

（

づき、定期的な水質の

個

検査を行うとともに、

票

毎日の水 0 0 0 0
質監

）

視を行う。また、水源

課

から給水栓に至る全て

名

の工
②程に存在する危

都

害事項についても継続

市

的に監視する。

令和　

基

８年度の優先度

③1 　

盤

□ Ａ　　　 □ Ｂ

部

　　　 □ Ｃ　　　

水

 □ Ｄ　

水質検査計

道

画に基づき、定期的な

課

水質の検査を実施する

作

とともに、毎日の水質

成

監視を行ったことによ

日

り、安全な
■ 計画ど

令

おり   
令和　６年

和

度 水の供給の確保がで

　

きた。
□ 遅延   

７

      
の評価

□

年

 進展なし     

　

■ 維持　□ 拡大 安

８

全・安心に水道水が利

月

用できるようにするた

　

め、水質検査計画に基

１

づき、定期的な水質の

日

検査を実施するとと
事

概

業区分 □ 自治事務 

施

  □ 法定受託  



策

て行く。
事業区分 □ 

名

自治事務   □ 法

上

定受託   □ その

水

他
今後の方向性 □ 縮

道

小　□ 改善
（改善措

基

置等）□ 休止　□ 

本

終了
計画対象 □ 実施

目

計画査定対象  □ 

標

行政改革対象 
□ 廃

快

止　　　　 

※決算額

適

については、端数処理

で

により、他資料の決算

暮

額と差異が生じている

ら

場合もあります。

しやすいまち

要 施策の目

No. 事務事業名

的

活動内容 コスト（事業

将

費：千円）

災害に備え

来

た体制整備 令和　５年

に

度 令和　６年度 令和　

わ

６年度 令和　７年度 令

た

和　５年度 令和　６年

り

度 令和　６年度 令和　

、

７年度
活動指標名 単位

安

実績 計画 実績 計画 決算

全

当初予算 決算 当初予算

で

全体事業概要
①

応急給

お

水訓練 回 1 1 1 1
災害

い

発生時における水道施

し

設箇所について、早期

い

復旧
と応急給水体制の

水

一層の確立を図るため

道

、各種マニュ 0 0 0 0

水

アルに基づき、応急給

を

水体制の強化、訓練な

安

どを行う
②。

令和　８

定

年度の優先度

③2 　□

的

 Ａ　　　 □ Ｂ　

に

　　 □ Ｃ　　　 

供

□ Ｄ　

令和６年度は

給

、市の総合防災訓練に

す

併せて１回（末広配水

る

場）実施した。
■ 計

こ

画どおり   
令和　

と

６年度
□ 遅延   

。

      
の評価

□

施

 進展なし     

策

□ 維持　□ 拡大 今

の

後も、応急給水訓練も

方

しくは破裂した水道管

向

の復旧訓練を、年１回

災

実施していく予定であ

害

る。
事業区分 □ 自治

に

事務   □ 法定受

強

託   □ その他
今

い

後の方向性 □ 縮小　

水

■ 改善
（改善措置等

道

）□ 休止　□ 終了

の

計画対象 □ 実施計画

構

査定対象  □ 行政

築

改革対象 
□ 廃止　

（

　　　 

強靭）

赤王山低区配水場配水池の耐震補強による耐震化は困難であることが判明したため、実耐用年数（73年）を踏まえた更新による耐震化を進めて行くこととした。一方、
□ 計画どおり   

令和　６年度 応急給水訓練については、計画どおり実施した。
■ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も継続し三島市水道ビジョンの事業実施計画に基づき耐震診断を実施し、耐震性能が確保されていない施設については、耐震補強等の耐震化対策を実施して行く。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 また、応急給水訓練についても、年1回実施していく。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和

No

 

. 事務事業名 活動内容

6

コスト（事業費：千円

年

）

大規模地震に備えた

度

施設整備 令和　５年度

　

令和　６年度 令和　６

　

年度 令和　７年度 令和

事

　５年度 令和　６年度

務

令和　６年度 令和　７

事

年度
活動指標名 単位

実

業

績 計画 実績 計画 決算 当

評

初予算 決算 当初予算
全

価

体事業概要
①

耐震化を

表

実施する配水池 立方 0

（

900 0 4,200
南

個

海トラフ地震などの大

票

地震に備え、耐震整備

）

が未完 容量 メー
了の配

課

水池などの整備や、老

名

朽化した水道管の更新

都

を トル 0 0 0 0
行う。

市

②

令和　８年度の優先

基

度

③1 　□ Ａ　　　

盤

 □ Ｂ　　　 □ 

部

Ｃ　　　 □ Ｄ　

赤

水

王山低区配水場は、耐

道

震診断の結果、耐震性

課

能は確保されていなか

作

ったが、配水池におけ

成

る杭基礎の耐震補強
□

日

 計画どおり   
令

令

和　６年度 は困難であ

和

るという結果から、耐

　

震補強工事は実施しな

７

かった。将来的には更

年

新による耐震化を進め

　

て行く。
□ 遅延  

８

       
の評価

月

■ 進展なし    

　

 

■ 維持　□ 拡大

１

引き続き耐震性能が確

日

保されていない施設に

概

ついては、耐震補強等

施

の耐震化対策を実施し



策

受けるなどして、常に

名

適正な水道料金のもと

上

水道事
②業経営がなさ

水

れているか検討する。

道

令和　８年度の優先度

基

③1 　□ Ａ　　　 

本

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

目

　　　 □ Ｄ　

令和

標

6年度は、10月に審

快

議会を開催し、令和5

適

年度の決算状況報告を

で

行った。
■ 計画どお

暮

り   
令和　６年度

ら

□ 遅延      

し

   
の評価

□ 進展

や

なし     

■ 維

す

持　□ 拡大 今後につ

い

いても、引き続き、毎

ま

年、審議会を定期的に

ち

開催する。必要な場合

要

には、臨時会も開催し

施

て、審議会委
事業区分

策

□ 自治事務   □

の

 法定受託   □ 

目

その他
今後の方向性 □

的

 縮小　□ 改善 員へ

将

の事業運営に対する理

来

解を深めるよう努める

に

。
（改善措置等）□ 

わ

休止　□ 終了
計画対

た

象 □ 実施計画査定対

り

象  □ 行政改革対

、

象 
□ 廃止　　　　

安

 

※決算額については

全

、端数処理により、他

で

資料の決算額と差異が

お

生じている場合もあり

い

ます。

しい水道水を安定的に供給すること。

施策の方向 水道事業運営の持続（持続）

令和6年度の決算においては、給水収益の減少率が0.95％と前年度(1.03％)より改善し、有収水量は前年度比1.11％減となったが、減少率の鈍化が確認された。費用に
■ 計画どおり   

令和　６年度 ついては、電気料金の高騰、物価高騰による資材等の価格の上昇などから増加した結果、前年度と比較すると利益は減少したが、引き続き、純利益を確保することがで
□ 遅延         

の評価 き、収益減少率の改善や減少ペースの緩和といった成果を踏まえ、適切な事業運営を行っていると言える。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 人口減少と節水機器普及による水道使用量減少という長期的な課題に対し、効率的な設備管理と業務効率化によるコスト削減を推進することで財政基盤を強化し、経営

今後の方向性 □ 拡大　　　　 指標の維持に必要な財

1

源を確保する。 具体

頁

的には、老朽管の更新

令

計画を着実に実行し、

和

令和7年度に策定する

 

「管路更新計画」に基

6

づき、優先順位を明確

年

化し、基幹管

（改善措

度

置等） □ 縮小　　　

　

　 路からの計画的な

　

更新を進めることによ

事

り、漏水リスクの軽減

務

と安定供給の確保、ひ

事

いては有収率の向上と

業

、安定的な経営基盤の

評

確立を目指していく。

価

□ 改善　　　　 

表（個票） 課名 都市基盤

No. 事務事業

部

名 活動内容 コスト（事

水

業費：千円）

水需要減

道

少に対応した水道事業

課

運営 令和　５年度 令和

作

　６年度 令和　６年度

成

令和　７年度 令和　５

日

年度 令和　６年度 令和

令

　６年度 令和　７年度

和

活動指標名 単位
実績 計

　

画 実績 計画 決算 当初予

７

算 決算 当初予算
全体事

年

業概要
①

三島市水道事

　

業及び公共 回 2 1 1 1

８

将来にわたり、安定し

月

た水道事業が継続でき

　

るよう、 下水道事業審

１

議会への経
「三島市水

日

道事業及び公共下水道

概

事業審議会」の審議 営

施

状況の報告 0 0 0 0
を



施

今後の方向性 □ 縮小

策

　□ 改善 公共下水道

名

への切り替えを促進す

生

る。
（改善措置等）□

活

 休止　□ 終了
計画

排

対象 □ 実施計画査定

水

対象  □ 行政改革

基

対象 
□ 廃止　　　

本

　 

※決算額について

目

は、端数処理により、

標

他資料の決算額と差異

安

が生じている場合もあ

全

ります。

・安心に暮らせるまち

要 施策の目的 生活排水処理による河川の水質保全を図り、安全で快適な生活環境を確保すること。

施策の方向 公共下水道事業の経営

下水道供用開始済区域内の未接続世帯に対し戸別訪問を実施し、水洗化の促進に取り組んだ。また、市ホームページや広報みしまを通して各種補助金の啓発を行った。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 戸別訪問による水洗化の指導や、市ホームページ等による啓発に併せて、各種補助金の交付を行うことにより、公共下水道への切り替えを促進する。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動

1

内容 コスト（事業費：

頁

千円）

公共下水道への

令

切替え促進 令和　５年

和

度 令和　６年度 令和　

 

６年度 令和　７年度 令

6

和　５年度 令和　６年

年

度 令和　６年度 令和　

度

７年度
活動指標名 単位

　

実績 計画 実績 計画 決算

　

当初予算 決算 当初予算

事

全体事業概要
①

浄化槽

務

廃止に対する補助 件 4

事

3 50 23 50
文書や

業

戸別訪問などによる水

評

洗化の指導、ホームペ

価

ー 金交付件数
ジや広報

表

みしまなどによる啓発

（

、併せて各種補助金の

個

0 0 0 0
交付により、

票

公共下水道への早期切

）

り替えを促進する
②

水

課

洗化指導件数 件 350

名

350 301 350
。

都

 

令和　８年度の優先

市

度

③1 　□ Ａ　　　

基

 □ Ｂ　　　 □ 

盤

Ｃ　　　 □ Ｄ　

下

部

水道供用開始済区域内

下

の未接続世帯に対し戸

水

別訪問を実施し、水洗

道

化の促進に取り組んだ

課

。また、ホームペー
■

作

 計画どおり   
令

成

和　６年度 ジや広報み

日

しまで各種補助制度の

令

啓発を行った。
□ 遅

和

延         

　

の評価
□ 進展なし 

７

    

■ 維持　□

年

 拡大 戸別訪問による

　

水洗化の指導や、ホー

８

ムページなどによる啓

月

発に併せて、各種補助

　

金の交付を行うことに

１

より、
事業区分 □ 自

日

治事務   □ 法定

概

受託   □ その他



施

務   □ 法定受託

策

   □ その他
今後

名

の方向性 □ 縮小　□

生

 改善 備を行う。
（改

活

善措置等）□ 休止　

排

□ 終了
計画対象 □ 

水

実施計画査定対象  

基

□ 行政改革対象 
□

本

 廃止　　　　 

※決

目

算額については、端数

標

処理により、他資料の

安

決算額と差異が生じて

全

いる場合もあります。

・安心に暮らせるまち

要

No. 事務事

施

業名 活動内容 コスト（

策

事業費：千円）

公共下

の

水道施設の維持管理 令

目

和　５年度 令和　６年

的

度 令和　６年度 令和　

生

７年度 令和　５年度 令

活

和　６年度 令和　６年

排

度 令和　７年度
活動指

水

標名 単位
実績 計画 実績

処

計画 決算 当初予算 決算

理

当初予算
全体事業概要

に

①
改築工事の件数 件 3

よ

8 13 8
管きょ、終末

る

処理場、ポンプ場施設

河

の定期的な点検、 (ス

川

トックマネジメント)

の

改築、修繕を行うとと

水

もに、施設の長寿命化

質

、耐震化 0 0 0 0
を効

保

果的かつ効率的に行っ

全

ていく。
②

令和　８年

を

度の優先度

③2 　□ 

図

Ａ　　　 □ Ｂ　　

り

　 □ Ｃ　　　 □

、

 Ｄ　

施設の長寿命化

安

のために改築工事を実

全

施したが、内容の見直

で

しが必要となったもの

快

に関しては、次年度に

適

実施す
■ 計画どおり

な

   
令和　６年度 る

生

こととした。
□ 遅延

活

         
の

環

評価
□ 進展なし  

境

   

■ 維持　□ 

を

拡大 「三島市下水道個

確

別施設計画」に基づき

保

、管きょ、終末処理場

す

、ポンプ場施設の定期

る

的な点検、改築、修繕

こ

を行
事業区分 □ 自治

と

事務   □ 法定受

。

託   □ その他
今

施

後の方向性 □ 縮小　

策

□ 改善 うとともに、

の

施設の長寿命化、耐震

方

化を効果的かつ効率的

向

に実施する。
（改善措

公

置等）□ 休止　□ 

共

終了
計画対象 □ 実施

下

計画査定対象  □ 

水

行政改革対象 
□ 廃

道

止　　　　 

の整備

「三島市公共下水道事業計画」に基づき、公共下水道の計画的な整備を進めた。また、施設の長寿命化のための改築工事を実施したが、内容の見直しが必要となったも
■ 計画どおり   

令和　６年度 のに関しては、次年度に実施することとした。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 「三島市公共下水道事業計画」に基づき、公共下水道の計画的な整備を進めるとともに、未整備地区の下水道整備を行う。また、「三島市下水道個別施設計画」に基づ

今後の方向性 □ 拡大　　　　 き、管きょ、終末処理場、ポンプ場施設の定期的な点検、改築、修繕を行うとともに、施設の長寿命化、耐震化を効果的かつ効率的に実施する。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和 6年度　

No. 事務事業名

　

活動内容 コスト（事業

事

費：千円）

公共下水道

務

事業の推進 令和　５年

事

度 令和　６年度 令和　

業

６年度 令和　７年度 令

評

和　５年度 令和　６年

価

度 令和　６年度 令和　

表

７年度
活動指標名 単位

（

実績 計画 実績 計画 決算

個

当初予算 決算 当初予算

票

全体事業概要
①

下水道

）

普及率 ％ 85.3 88

課

.1 85.5 88.

名

6
「三島市公共下水道

都

事業計画」に基づき、

市

各地区の公
共下水道の

基

計画的な整備を進める

盤

とともに、未整備地 0

部

0 0 0
区の下水道整備

下

を行う。
②

令和　８年

水

度の優先度

③1 　□ 

道

Ａ　　　 □ Ｂ　　

課

　 □ Ｃ　　　 □

作

 Ｄ　

「三島市公共下

成

水道事業計画」に基づ

日

き、公共下水道の計画

令

的な整備を進めた。
■

和

 計画どおり   
令

　

和　６年度
□ 遅延 

７

        
の評

年

価
□ 進展なし   

　

  

■ 維持　□ 拡

８

大 「三島市公共下水道

月

事業計画」に基づき、

　

公共下水道の計画的な

１

整備を進めるとともに

日

、未整備地区の下水道

概

整
事業区分 □ 自治事



施策名 生活排水 基本目標 安全・安心に暮らせるまち

要 施策の目的 生活排水処理による河川の水質保全を図り、安全で快適な生活環境を確保すること。

施策の方向 災害発生時の対応

大規模地震発生時に備え、管路の耐震化を実施した。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 大規模地震発生時に備え、管路の耐震化を進めるとともに、避難所にマンホールトイレを設置する。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

災害時の適切な生活排水の処理 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度

1

活動指標名 単位
実績 計

頁

画 実績 計画 決算 当初予

令

算 決算 当初予算
全体事

和

業概要
①

マンホールト

 

イレ設置避 箇所 1 0 0

6

0
大規模地震発生時に

年

備え、管路の耐震化を

度

進め、避難 難所数
所に

　

マンホールトイレを設

　

置する。 0 0 0 0

②
耐

事

震化工事延長 ｍ 390

務

400 453 400

令

事

和　８年度の優先度

③

業

1 　□ Ａ　　　 □

評

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

価

　　 □ Ｄ　

大規模

表

地震発生時に備え、管

（

路の耐震化を実施した

個

。
■ 計画どおり  

票

 
令和　６年度

□ 遅

）

延         

課

の評価
□ 進展なし 

名

    

■ 維持　□

都

 拡大 大規模地震発生

市

時に備え、管路の耐震

基

化を進めるとともに、

盤

避難所にマンホールト

部

イレを設置する。
事業

下

区分 □ 自治事務  

水

 □ 法定受託   

道

□ その他
今後の方向

課

性 □ 縮小　□ 改善

作

（改善措置等）□ 休

成

止　□ 終了
計画対象

日

□ 実施計画査定対象

令

  □ 行政改革対象

和

 
□ 廃止　　　　 

　

※決算額については、

７

端数処理により、他資

年

料の決算額と差異が生

　

じている場合もありま

８

す。

月　１日

概



１

都市下水路・谷田樋管

日

・小磯川樋管）につ
事

概

業区分 □ 自治事務 

施

  □ 法定受託  

策

 □ その他
今後の方

名

向性 □ 縮小　□ 改

防

善 いて、保守点検等を

災

計画的に実施する。
（

・

改善措置等）□ 休止

減

　□ 終了
計画対象 □

災

 実施計画査定対象 

対

 □ 行政改革対象 

策

□ 廃止　　　　 

※

基

決算額については、端

本

数処理により、他資料

目

の決算額と差異が生じ

標

ている場合もあります

安

。

全・安心に暮らせるま

No. 事務

ち

事業名 活動内容 コスト

要

（事業費：千円）

都市

施

下水路整備事業 令和　

策

５年度 令和　６年度 令

の

和　６年度 令和　７年

目

度 令和　５年度 令和　

的

６年度 令和　６年度 令

地

和　７年度
活動指標名

震

単位
実績 計画 実績 計画

・

決算 当初予算 決算 当初

水

予算
全体事業概要

①
改

害

築工事件数 件 1 2 2 2

な

市街地の浸水を防ぎ、

ど

雨水排除を目的とした

の

都市下水
路施設（竹ノ

自

下ポンプ場・大場ポン

然

プ場・梅名ポンプ 55

災

,864 60,000

害

36,739 143,

か

000
場・各都市下水

ら

路・谷田樋管・小磯川

、

樋管）の機器の
②更新

市

や長寿命化を計画的に

民

実施する。
また、令和

の

７年度までの国の緊急

生

自然災害防止対策事 令

命

和　８年度の優先度
業

、

債の制度の対象となる

身

ものを最優先に実施す

体

る。
③2 　□ Ａ　　

、

　 □ Ｂ　　　 □

財

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

産

「都市下水路個別施設

を

計画」に基づき、竹ノ

守

下ポンプ場３号主ポン

る

プ機械設備改築工事及

た

び竹ノ下ポンプ場受変

め

□ 計画どおり   

、

令和　６年度 電設備等

被

電気設備改築工事を契

害

約し、令和７年度へ繰

を

越明許した。また、令

最

和５年度からの繰越明

小

許とした竹ノ
■ 遅延

限

         
の

に

評価 下ポンプ場４号主

抑

ポンプ機械設備改築工

え

事及び竹ノ下ポンプ場

る

ゲート設備等電気設備

対

改築工事は、令和６年

策

度内
□ 進展なし  

を

   
に完了した。

■

講

 維持　□ 拡大 市街

じ

地の浸水を防ぐための

、

雨水排除を目的とした

災

都市下水路施設（竹ノ

害

下ポンプ場・大場ポン

に

プ場・梅名ポンプ
事業

強

区分 □ 自治事務  

い

 □ 法定受託   

ま

□ その他
今後の方向

ち

性 □ 縮小　□ 改善

を

場・各都市下水路・谷

つ

田樋管・小磯川樋管）

く

について、機器の更新

る

や長寿命化を計画的に

こ

実施する。
（改善措置

と

等）□ 休止　□ 終

。

了
計画対象 ■ 実施計

施

画査定対象  □ 行

策

政改革対象 
□ 廃止

の

　　　　 

方向 水害対策の推進

施設の機能停止を未然に防ぐため各施設の保守点検を実施し、施設の機能維持に繋がる修繕等を実施した。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 市街地の浸水を防ぐための雨水排除を目的とした都市下水路施設（竹ノ下ポンプ場・大場ポンプ場・梅名ポンプ場・各都市下水路・谷田樋管・小磯川樋管）について、

今後の方向性 □ 拡大　　　　 保守点検等を計画的に実施する。また、「都市下水路個別施設計画」に基づき、機器の更新や長寿命化を計画的に実施する。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和 6

No. 事務事

年

業名 活動内容 コスト（

度

事業費：千円）

都市下

　

水路維持管理事業 令和

　

　５年度 令和　６年度

事

令和　６年度 令和　７

務

年度 令和　５年度 令和

事

　６年度 令和　６年度

業

令和　７年度
活動指標

評

名 単位
実績 計画 実績 計

価

画 決算 当初予算 決算 当

表

初予算
全体事業概要

①

（

雨水ポンプ施設の点検

個

・ 回 5 5 5 5
市街地の

票

浸水を防ぎ、雨水排除

）

を目的とした都市下水

課

試運転回数
路施設（竹

名

ノ下ポンプ場・大場ポ

都

ンプ場・梅名ポンプ 1

市

5,812 21,57

基

3 25,795 20,

盤

839
場・各都市下水

部

路・谷田樋管・小磯川

生

樋管）の保守点
②検等

活

を計画的に実施する。

排

令和　８年度の優先度

水

③1 　□ Ａ　　　 

対

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

策

　　　 □ Ｄ　

施設

室

の機能停止を未然に防

作

ぐため各施設の保守点

成

検を実施し、施設の機

日

能維持に繋がる修繕等

令

を実施した。
■ 計画

和

どおり   
令和　６

　

年度  
□ 遅延   

７

      
の評価

□

年

 進展なし     

　

■ 維持　□ 拡大 都

８

市下水路施設（竹ノ下

月

ポンプ場・大場ポンプ

　

場・梅名ポンプ場・各



１

 □ Ｄ　

公共下水道

日

事業計画区域外での合

概

併処理浄化槽の設置に

施

対して補助金を交付す

策

ることで、合併処理浄

名

化槽の設置
■ 計画ど

生

おり   
令和　６年

活

度 を促進した。また、

排

補助金に関してホーム

水

ページや広報みしまに

基

掲載し、合併処理浄化

本

槽設置の啓発を行った

目

。
□ 遅延     

標

    
の評価

□ 進

安

展なし     

■ 

全

維持　□ 拡大 公共下

・

水道事業計画区域外で

安

の合併処理浄化槽の設

心

置に対して補助金を交

に

付することで、合併処

暮

理浄化槽の設置
事業区

ら

分 □ 自治事務   

せ

□ 法定受託   □

る

 その他
今後の方向性

ま

□ 縮小　□ 改善 を

ち

促進する。
（改善措置

要

等）□ 休止　□ 終

施

了
計画対象 ■ 実施計

策

画査定対象  □ 行

の

政改革対象 
□ 廃止

目

　　　　 

※決算額に

的

ついては、端数処理に

生

より、他資料の決算額

活

と差異が生じている場

排

合もあります。

水処理による河川の水質

No. 事務事業名 活

保

動内容 コスト（事業費

全

：千円）

市単独事業費

を

補助金 令和　５年度 令

図

和　６年度 令和　６年

り

度 令和　７年度 令和　

、

５年度 令和　６年度 令

安

和　６年度 令和　７年

全

度
活動指標名 単位

実績

で

計画 実績 計画 決算 当初

快

予算 決算 当初予算
全体

適

事業概要
①

補助金交付

な

件数 件 4 3 1 3
浄化槽

生

設置事業費補助金（市

活

単独補助）
生活排水に

環

よる公共用水域の水質

境

汚濁を防止するため 2

を

,092 996 332

確

664
、下水道事業計

保

画区域内の未整備地区

す

のうち、地理的
②条件

る

や地下埋設物などによ

こ

り下水道整備が困難な

と

場所
への合併処理浄化

。

槽の設置に要する経費

施

の一部を支援 令和　８

策

年度の優先度
する。

③

の

2 　□ Ａ　　　 □

方

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

向

　　 □ Ｄ　

下水道

公

事業計画区域内の未整

共

備地区のうち、地理的

下

条件や地下埋設物など

水

により下水道整備が困

道

難な場所への合
■ 計

未

画どおり   
令和　

整

６年度 併処理浄化槽の

備

設置に対して補助金を

地

交付することで、合併

区

処理浄化槽の設置を促

の

進した。また、補助金

生

に関し
□ 遅延   

活

      
の評価 て

排

ホームページや広報み

水

しまに掲載し、合併処

処

理浄化槽設置の啓発を

理

行った。
□ 進展なし

公

     

■ 維持　

共

□ 拡大 下水道事業計

下

画区域内の未整備地区

水

のうち、地理的条件や

道

地下埋設物などにより

事

下水道整備が困難な場

業

所への合
事業区分 □ 

計

自治事務   □ 法

画

定受託   □ その

区

他
今後の方向性 □ 縮

域

小　□ 改善 併処理浄

外

化槽の設置に対して補

で

助金を交付することで

の

、合併処理浄化槽の設

合

置を促進する。
（改善

併

措置等）□ 休止　□

処

 終了
計画対象 □ 実

理

施計画査定対象  □

浄

 行政改革対象 
□ 

化

廃止　　　　 

槽の設置に対して補助金を交付することで、合併処理浄化槽の設置を促進した。また、下水道事業計画区域内の未整備地区
■ 計画どおり   

令和　６年度 のうち、地理的条件や地下埋設物などにより下水道整備が困難な場所への合併処理浄化槽の設置に対して補助金を交付することで、合併処理浄化槽の設置を促進した。
□ 遅延         

の評価 併せて、補助金に関して市ホームページや広報みしまに掲載し、合併処理浄化槽設置の啓発を行った。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 公共下水道事業計画区域外での合併処理浄化槽の設置に対して補助金を交付することで、合併処理浄化槽の設置を促進する。また、下水道事業計画区域内の未整備地区

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

1

のうち、地理的条件や

頁

地下埋設物などにより

令

下水道整備が困難な場

和

所への合併処理浄化槽

 

の設置に対して補助金

6

を交付することで、合

年

併処理浄化槽の設置を

度

促進する。

（改善措置

　

等） □ 縮小　　　　

　

 

□ 改善　　　　 

事務事業評価表（個票）

No. 事務事

課

業名 活動内容 コスト（

名

事業費：千円）

国・県

都

支出金を伴う事業費補

市

助金 令和　５年度 令和

基

　６年度 令和　６年度

盤

令和　７年度 令和　５

部

年度 令和　６年度 令和

生

　６年度 令和　７年度

活

活動指標名 単位
実績 計

排

画 実績 計画 決算 当初予

水

算 決算 当初予算
全体事

対

業概要
①

補助金交付件

策

数 件 19 25 15 16

室

浄化槽設置事業費補助

作

金
生活排水による公共

成

用水域の水質汚濁を防

日

止するため 7,420

令

10,444 5,14

和

4 7,222
、公共下

　

水道事業計画区域外で

７

の合併処理浄化槽の設

年

②置に要する経費の一

　

部を支援する。

令和　

８

８年度の優先度

③1 　

月

□ Ａ　　　 □ Ｂ

　

　　　 □ Ｃ　　　



１

実施計画査定対象  

日

□ 行政改革対象 
□

概

 廃止　　　　 

※決

施

算額については、端数

策

処理により、他資料の

名

決算額と差異が生じて

生

いる場合もあります。

活排水 基本目標 安全・安

No. 事務事

心

業名 活動内容 コスト（

に

事業費：千円）

衛生プ

暮

ラント管理運営事業 令

ら

和　５年度 令和　６年

せ

度 令和　６年度 令和　

る

７年度 令和　５年度 令

ま

和　６年度 令和　６年

ち

度 令和　７年度
活動指

要

標名 単位
実績 計画 実績

施

計画 決算 当初予算 決算

策

当初予算
全体事業概要

の

①
緊急停止（施設機能

目

不全 日 0 0 0 0
市内か

的

ら発生する生し尿及び

生

浄化槽汚泥を処理する

活

衛 ）に伴う受入停止日

排

数
生プラントで安定し

水

た処理を行うため、機

処

器等の異常 69,29

理

9 81,605 75,

に

016 82,121
を

よ

早期に発見し、機能停

る

止を伴う重故障に発展

河

しない
②よう保守点検

川

等を行う。

令和　８年

の

度の優先度

③2 　□ 

水

Ａ　　　 □ Ｂ　　

質

　 □ Ｃ　　　 □

保

 Ｄ　

日常点検等によ

全

り機器等の異常を早期

を

に発見し、異常が軽微

図

な内に修繕等を実施す

り

ることで、重大な故障

、

による
■ 計画どおり

安

   
令和　６年度 機

全

能停止の発生を防いだ

で

。
□ 遅延     

快

    
の評価

□ 進

適

展なし     

■ 

な

維持　□ 拡大 市内か

生

ら発生する生し尿及び

活

浄化槽汚泥を安定的に

環

処理するため、衛生プ

境

ラントが機能停止とな

を

らないよう機器
事業区

確

分 □ 自治事務   

保

□ 法定受託   □

す

 その他
今後の方向性

る

□ 縮小　□ 改善 等

こ

の異常を早期に発見し

と

、重大な故障に発展し

。

ないよう保守点検等を

施

行う。
（改善措置等）

策

□ 休止　□ 終了
計

の

画対象 □ 実施計画査

方

定対象  □ 行政改

向

革対象 
□ 廃止　　

し

　　 

尿・浄化槽汚泥の処理

日常点検等により機器等の異常を早期に発見し、異常が軽微な内に修繕等を実施することで、重大な故障による機能停止の発生を防いだ。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 市内から発生する生し尿及び浄化槽汚泥を安定的に処理するため、衛生プラントが機能停止とならないよう機器等の異常を早期に発見し、重大な故障に発展しないよう

今後の方向性 □ 拡大　　　　 保守点検等を行う。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No

1

. 事務事業名 活動内容

頁

コスト（事業費：千円

令

）

衛生プラント整備事

和

業 令和　５年度 令和　

 

６年度 令和　６年度 令

6

和　７年度 令和　５年

年

度 令和　６年度 令和　

度

６年度 令和　７年度
活

　

動指標名 単位
実績 計画

　

実績 計画 決算 当初予算

事

決算 当初予算
全体事業

務

概要
①

改築工事件数 件

事

0 0 0 0
し尿処理施設

業

である衛生プラントは

評

、市内から発生す
る生

価

し尿及び浄化槽汚泥を

表

処理することを目的と

（

した 0 0 0 0
重要なイ

個

ンフラ施設であり、安

票

定した処理の実現にむ

）

②け、計画的に機器の

課

更新や長寿命化を実施

名

する。

令和　８年度の

都

優先度

③1 　□ Ａ　

市

　　 □ Ｂ　　　 

基

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

盤

　

令和６年度は予算措

部

置なし。
□ 計画どお

生

り   
令和　６年度

活

□ 遅延      

排

   
の評価

■ 進展

水

なし     

□ 維

対

持　□ 拡大 本事業は

策

インフラ施設のファシ

室

リティマネジメントに

作

基づき実施するもので

成

あるが、都市下水路整

日

備事業を優先
事業区分

令

□ 自治事務   □

和

 法定受託   □ 

　

その他
今後の方向性 □

７

 縮小　□ 改善 させ

年

ることと、機械電気設

　

備の状態を考慮して一

８

時的に休止する。
（改

月

善措置等）■ 休止　

　

□ 終了
計画対象 □ 



概

童が見込まれる長伏小

施

および坂小についても

策

簡易改修を行い受入れ

名

可能人数の拡大を図っ

子

た
□ 遅延     

育

    
の評価 。

□ 

て

進展なし     

□

基

 維持　■ 拡大 西小

本

複合化や東小長寿命化

目

に伴う児童クラブの改

標

築を進めていく。
事業

健

区分 □ 自治事務  

康

 □ 法定受託   

で

□ その他
今後の方向

福

性 □ 縮小　□ 改善

祉

また、少子化により児

が

童数の減少が進む中で

充

、共働き世帯の増加に

実

よりクラブの利用を希

し

望する家庭が増えてい

た

（改善措置等）□ 休

ま

止　□ 終了 る背景も

ち

あることから、今後は

要

既存施設を最大限に活

施

用した中で、学区ごと

策

の入会需要を推計し、

の

必要に応じて
計画対象

目

■ 実施計画査定対象

的

  □ 行政改革対象

安

 
□ 廃止　　　　 

心

施設を整備することに

し

より、受入児童数の拡

て

大を図っていく。

※決

出

算額については、端数

産

処理により、他資料の

や

決算額と差異が生じて

育

いる場合もあります。

児ができる環境と、子も

No. 事務事

親

業名 活動内容 コスト（

も

事業費：千円）

放課後

地

児童クラブ管理運営事

域

業 令和　５年度 令和　

で

６年度 令和　６年度 令

と

和　７年度 令和　５年

も

度 令和　６年度 令和　

に

６年度 令和　７年度
活

育

動指標名 単位
実績 計画

つ

実績 計画 決算 当初予算

環

決算 当初予算
全体事業

境

概要
①

放課後児童支援

を

員・補助 人 92 95 1

つ

03 95
保護者が就労

く

等により昼間家庭にい

る

ない児童を対象に 員数

こ

市内の公設放課後児童

と

クラブにおいて適切な

。

遊びと生 194,32

施

9 209,178 19

策

3,689 210,1

の

13
活の場を提供する

方

ことで健全な育成を図

向

ることを目的
②とする

子

。また、開所時間、開

ど

所日数の拡大や支援員

も

を
確保していくため、

の

令和５年度から、指定

健

管理者制度 令和　８年

や

度の優先度
による民間

か

事業者の運営をはじめ

な

た。
③2 　□ Ａ　　

育

　 □ Ｂ　　　 □

ち

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

へ

令和5年度から指定管

の

理者制度を導入したこ

支

とにより、支援員の確

援

保につながり、令和6

令

年度には目標値に達す

和

る
■ 計画どおり  

5

 
令和　６年度 ことが

年

できた。
□ 遅延  

度

       
の評価

か

□ 進展なし    

ら

 

□ 維持　■ 拡大

指

引き続き、指定管理者

定

と連携をとりながら、

管

支援員の増加と支援の

理

質の向上に努める。
事

者

業区分 □ 自治事務 

制

  □ 法定受託  

度

 □ その他
今後の方

を

向性 □ 縮小　□ 改

導

善
（改善措置等）□ 

入

休止　□ 終了
計画対

し

象 □ 実施計画査定対

た

象  □ 行政改革対

こ

象 
□ 廃止　　　　

と

 

により、利用時間の拡大や夏季休業中の昼食の提供、英会話教室やスポーツ教室の開催など、サービス向上と丁寧な情報
■ 計画どおり   

令和　６年度 発信により安心して利用できるよう指定管理者と連携を図り運営を行った。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 指定管理者制度の導入により支援員の確保につながり、充実した運営体制が確立できた。今後も継続して支援員の確保とサービス向上に向けた接遇・マナー研修、認定

今後の方向性 □ 拡大　　　　 資格研修等のサポートを行っていく。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 また、入会需要を推計し、必要に応じて放課後児童クラブを整備していくことで受入れ児童数の拡大を図っていく。
□ 改善　　　　

1

 

頁

令和 6年度　　事

No. 事務

務

事業名 活動内容 コスト

事

（事業費：千円）

放課

業

後児童クラブ整備事業

評

令和　５年度 令和　６

価

年度 令和　６年度 令和

表

　７年度 令和　５年度

（

令和　６年度 令和　６

個

年度 令和　７年度
活動

票

指標名 単位
実績 計画 実

）

績 計画 決算 当初予算 決

課

算 当初予算
全体事業概

名

要
①

公設児童クラブの

教

支援の 支援 27 28 2

育

9 28
年々高まってい

推

る放課後児童クラブの

進

ニーズに対応し 単位数

部

の単
、また、国の面積

教

要件（児童ひとり当た

育

り1.65㎡）を 位 0

総

4,320 3,094

務

0
確保するため、放課

課

後児童クラブの整備を

作

行い、児童
②の安全な

成

生活の場の確保と健全

日

な育成を図る。

令和　

令

８年度の優先度

③1 　

和

□ Ａ　　　 □ Ｂ

　

　　　 □ Ｃ　　　

７

 □ Ｄ　

令和6年度

年

は待機児童が生じてい

　

た山田小学校の余裕教

８

室を簡易改修し、夏季

月

休業中限定で開所した

　

。また、令
■ 計画ど

１

おり   
令和　６年

日

度 和7年度以降待機児



概

   
の評価

□ 進展

施

なし     

■ 維

策

持　□ 拡大 引続き安

名

定した学校ICT環境

幼

の維持を実施する。
事

児

業区分 □ 自治事務 

教

  □ 法定受託  

育

 □ その他
今後の方

・

向性 □ 縮小　□ 改

小

善
（改善措置等）□ 

中

休止　□ 終了
計画対

学

象 ■ 実施計画査定対

校

象  □ 行政改革対

教

象 
□ 廃止　　　　

育

 

※決算額については

基

、端数処理により、他

本

資料の決算額と差異が

目

生じている場合もあり

標

ます。

未来につなぐ人材を育

No.

む

事務事業名 活動内容 コ

ま

スト（事業費：千円）

ち

教育DX推進事業 令和

要

　５年度 令和　６年度

施

令和　６年度 令和　７

策

年度 令和　５年度 令和

の

　６年度 令和　６年度

目

令和　７年度
活動指標

的

名 単位
実績 計画 実績 計

豊

画 決算 当初予算 決算 当

か

初予算
全体事業概要

①

な

教室への電子黒板整備

感

率 % 100 100 10

性

0
中学校生徒の情報活

と

用能力の育成、中学校

確

教員の情報
教育の指導

か

力・授業力の向上、情

な

報セキュリティの向 0

学

101,432 99,

力

659 101,105

を

上、コンピュータ活用

も

による事務の軽減のた

つ

め、コン
②

生徒へのタ

、

ブレットパソ % 100

心

100 100
ピュータ

身

及び周辺機器の環境整

と

備を図る。また、文部

も

コン配備率
科学省が掲

に

げるGIGAスクール

健

構想を実現するため、

康

市 令和　８年度の優先

な

度
内7中学校の全児童

子

が情報端末を持ち活用

ど

する環境の
③2 整備と

も

、校内ネットワークの

を

高速化を図る。 　□ 

育

Ａ　　　 □ Ｂ　　

成

　 □ Ｃ　　　 □

す

 Ｄ　

文部科学省が掲

る

げるGIGAスクール

こ

構想にもとづき、市内

と

中学校の全生徒が１人

。

１台端末を持ち活用す

施

る環境の整
■ 計画ど

策

おり   
令和　６年

の

度 備と、各教室への電

方

子黒板の設置を行った

向

。
□ 遅延     

小

    
の評価

□ 進

中

展なし     

■ 

学

維持　□ 拡大 引続き

校

安定した学校ICT環

に

境の維持を実施する。

お

事業区分 □ 自治事務

け

   □ 法定受託 

る

  □ その他
今後の

教

方向性 □ 縮小　□ 

育

改善
（改善措置等）□

力

 休止　□ 終了
計画

の

対象 ■ 実施計画査定

向

対象  □ 行政改革

上

対象 
□ 廃止　　　

電

　 

子黒板および教員の校務用パソコンの適切な配置、「GIGAスクール構想」による1人1台端末の効果的な活用を促す環境整備により教育のICT化を推進した。
■ 計画どおり   

令和　６年度  
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 文部科学省の掲げる「GIGAスクール構想」を進め、引き続き安定した学校のICT環境の維持を実施する。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事

1

業費：千円）

教育DX

頁

推進事業 令和　５年度

令

令和　６年度 令和　６

和

年度 令和　７年度 令和

 

　５年度 令和　６年度

6

令和　６年度 令和　７

年

年度
活動指標名 単位

実

度

績 計画 実績 計画 決算 当

　

初予算 決算 当初予算
全

　

体事業概要
①

電子黒板

事

の教室への設置 % 10

務

0 100 100
小学校

事

児童の情報活用能力の

業

育成、小学校教員の情

評

報 率
教育の指導力・授

価

業力の向上、情報セキ

表

ュリティの向 0 192

（

,364 190,81

個

1 206,793
上、

票

コンピュータ活用によ

）

る事務の軽減のため、

課

コン
②

児童へのタブレ

名

ットパソ % 100 10

教

0 100
ピュータ及び

育

周辺機器の環境整備を

推

図る。また、文部 コン

進

配備率
科学省が掲げる

部

GIGAスクール構想

教

を実現するため、市 令

育

和　８年度の優先度
内

総

14小学校の全児童が

務

情報端末を持ち活用す

課

る環境の
③1 整備と、

作

校内ネットワークの高

成

速化を図る。 　□ Ａ

日

　　　 □ Ｂ　　　

令

 □ Ｃ　　　 □ 

和

Ｄ　

文部科学省が掲げ

　

るGIGAスクール構

７

想にもとづき、市内小

年

学校の全児童が1人1

　

台端末を持ち活用する

８

環境の整備
■ 計画ど

月

おり   
令和　６年

　

度 と、各教室への電子

１

黒板の設置を行った。

日

□ 遅延      



概

処理により、他資料の

施

決算額と差異が生じて

策

いる場合もあります。

名 幼児教育・小中学校教

No. 事務事

育

業名 活動内容 コスト（

基

事業費：千円）

各小学

本

校トイレ改修事業 令和

目

　５年度 令和　６年度

標

令和　６年度 令和　７

未

年度 令和　５年度 令和

来

　６年度 令和　６年度

に

令和　７年度
活動指標

つ

名 単位
実績 計画 実績 計

な

画 決算 当初予算 決算 当

ぐ

初予算
全体事業概要

①

人

トイレ改修工事実施棟

材

数 棟 2 0 0 4
老朽化し

を

ている校舎トイレにつ

育

いて、床をウェット式

む

からドライ式に、大便

ま

器を和式から洋式に改

ち

修する等 64,207

要

0 0 0
の改修工事を実

施

施する。
②

令和　８年

策

度の優先度

③2 　□ 

の

Ａ　　　 □ Ｂ　　

目

　 □ Ｃ　　　 □

的

 Ｄ　

実施計画なし。

豊

■ 計画どおり   

か

令和　６年度
□ 遅延

な

         
の

感

評価
□ 進展なし  

性

   

■ 維持　□ 

と

拡大 今後も、三島市学

確

校施設長寿命化計画に

か

基づき、トイレ改修を

な

進めていく。
事業区分

学

□ 自治事務   □

力

 法定受託   □ 

を

その他
今後の方向性 □

も

 縮小　□ 改善
（改

つ

善措置等）□ 休止　

、

□ 終了
計画対象 □ 

心

実施計画査定対象  

身

□ 行政改革対象 
□

と

 廃止　　　　 

もに健康な子どもを育成すること。

施策の方向 教育環境の整備

三島市学校施設長寿命化計画に基づき施設整備を実施した。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 三島市学校施設長寿命化計画に基づき、安全かつ快適な教育環境の整備に努める。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

各小学校施設補修整備事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度
活動指

1

標名 単位
実績 計画 実績

頁

計画 決算 当初予算 決算

令

当初予算
全体事業概要

和

①
小・中規模改修実施

 

棟数 棟 2 1 2 6
劣化状

6

況調査の判定を基準と

年

し、三島市学校施設長

度

寿
命化計画を定め、各

　

小学校の状況に合わせ

　

た補修整備 496,0

事

69 397,271 4

務

41,614 568,

事

754
を行う。

②
北上

業

小長寿命化改修工事 ％

評

60 60 40
進捗率

令

価

和　８年度の優先度

③

表

1 　□ Ａ　　　 □

（

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

個

　　 □ Ｄ　

北上小

票

学校の長寿命化改修工

）

事（Ⅰ期）を実施し予

課

定通り完了した。
■ 

名

計画どおり   
令和

教

　６年度 西小学校屋内

育

運動場及びトイレの改

推

修工事を実施し予定通

進

り完了した。
□ 遅延

部

         
の

教

評価  
□ 進展なし 

育

    

■ 維持　□

総

 拡大 北上小学校の長

務

寿命化改修工事（Ⅱ期

課

）を実施する。
事業区

作

分 □ 自治事務   

成

□ 法定受託   □

日

 その他
今後の方向性

令

□ 縮小　□ 改善 東

和

小学校の増築工事（Ⅰ

　

期）を実施する。
（改

７

善措置等）□ 休止　

年

□ 終了 中郷小学校の

　

長寿命化改修工事を実

８

施する。
計画対象 ■ 

月

実施計画査定対象  

　

□ 行政改革対象 
□

１

 廃止　　　　 

※決

日

算額については、端数



概 施策名 幼児教

No. 事務事業名 活動

育

内容 コスト（事業費：

・

千円）

各中学校施設補

小

修整備事業 令和　５年

中

度 令和　６年度 令和　

学

６年度 令和　７年度 令

校

和　５年度 令和　６年

教

度 令和　６年度 令和　

育

７年度
活動指標名 単位

基

実績 計画 実績 計画 決算

本

当初予算 決算 当初予算

目

全体事業概要
①

照明L

標

ED化工事実施棟数 棟

未

0 0 0 4
劣化状況調査

来

の判定を基準とし、三

に

島市学校施設長寿
命化

つ

計画を定め、各中学校

な

の状況に合わせた補修

ぐ

整備 99,212 49

人

5,265 479,8

材

10 270,325
を

を

行う。
②

小・中規模改

育

修実施棟数 棟 1 0 0 4

む

令和　８年度の優先度

ま

③
錦田中長寿命化改修

ち

工事 ％ 60 60 40
4

要

進捗率 　□ Ａ　　　

施

 □ Ｂ　　　 □ 

策

Ｃ　　　 □ Ｄ　

錦

の

田中学校の長寿命化改

目

修工事（Ⅰ期）を実施

的

し予定通り完了した。

豊

■ 計画どおり   

か

令和　６年度
□ 遅延

な

         
の

感

評価
□ 進展なし  

性

   

■ 維持　□ 

と

拡大 錦田中学校の長寿

確

命化改修工事（Ⅱ期）

か

を実施する。
事業区分

な

□ 自治事務   □

学

 法定受託   □ 

力

その他
今後の方向性 □

を

 縮小　□ 改善
（改

も

善措置等）□ 休止　

つ

□ 終了
計画対象 ■ 

、

実施計画査定対象  

心

□ 行政改革対象 
□

身

 廃止　　　　 

ともに健康な子どもを育成すること。

施策の方向 教育環境の整備

三島市学校施設長寿命化計画に基づき施設整備を実施した。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 三島市学校施設長寿命化計画に基づき、安全かつ快適な教育環境の整備に努める。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

各小学校受水槽更新整備事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度
活動

2

指標名 単位
実績 計画 実

頁

績 計画 決算 当初予算 決

令

算 当初予算
全体事業概

和

要
①

受水槽更新工事実

 

施件数 件 1 0 0 1
受水

6

槽は重要なライフライ

年

ンの一つである給水の

度

心臓
部であるが、老朽

　

化が進んでおり、架台

　

等の腐食によ 0 0 0 0

事

る劣化も見受けられる

務

ため、更新目安の時期

事

を超過し
②、老朽化し

業

た受水槽を更新する。

評

令和　８年度の優先度

価

③3 　□ Ａ　　　 

表

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

（

　　　 □ Ｄ　

実施

個

計画なし。
■ 計画ど

票

おり   
令和　６年

）

度
□ 遅延     

課

    
の評価

□ 進

名

展なし     

■ 

教

維持　□ 拡大 老朽化

育

した受水槽については

推

、長寿命化改修工事に

進

併せての改修を検討し

部

つつ、必要であれば個

教

別での改修を進
事業区

育

分 □ 自治事務   

総

□ 法定受託   □

務

 その他
今後の方向性

課

□ 縮小　□ 改善 め

作

ていく。
（改善措置等

成

）□ 休止　□ 終了

日

計画対象 □ 実施計画

令

査定対象  □ 行政

和

改革対象 
□ 廃止　

　

　　　 

※決算額につ

７

いては、端数処理によ

年

り、他資料の決算額と

　

差異が生じている場合

８

もあります。

月　１日



概

N

施

o. 事務事業名 活動内

策

容 コスト（事業費：千

名

円）

各小学校給食室空

幼

調設備更新整備事業 令

児

和　５年度 令和　６年

教

度 令和　６年度 令和　

育

７年度 令和　５年度 令

・

和　６年度 令和　６年

小

度 令和　７年度
活動指

中

標名 単位
実績 計画 実績

学

計画 決算 当初予算 決算

校

当初予算
全体事業概要

教

①
空調更新工事実施件

育

数 件 0 0 0 1
給食室の

基

空調設備については殆

本

どの学校で設置から1

目

5
年を経過し、老朽化

標

が進み、故障が頻発し

未

ている。給 0 0 0 0
食

来

の衛生管理上からも空

に

調設備は必須であるこ

つ

とから
②、空調機器の

な

更新工事を行う。

令和

ぐ

　８年度の優先度

③6

人

　□ Ａ　　　 □ 

材

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

を

　 □ Ｄ　

実績なし

育

。
■ 計画どおり  

む

 
令和　６年度

□ 遅

ま

延         

ち

の評価
□ 進展なし 

要

    

■ 維持　□

施

 拡大 老朽化している

策

空調設備については、

の

今後も計画的に改修し

目

ていく。
事業区分 □ 

的

自治事務   □ 法

豊

定受託   □ その

か

他
今後の方向性 □ 縮

な

小　□ 改善
（改善措

感

置等）□ 休止　□ 

性

終了
計画対象 □ 実施

と

計画査定対象  □ 

確

行政改革対象 
□ 廃

か

止　　　　 

な学力をもつ、心身ともに健康な子どもを育成すること。

施策の方向 教育環境の整備

三島市学校施設長寿命化計画に基づき施設整備を実施した。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 三島市学校施設長寿命化計画に基づき、安全かつ快適な教育環境の整備に努める。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

各中学校トイレ改修事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度
活動指標

3

名 単位
実績 計画 実績 計

頁

画 決算 当初予算 決算 当

令

初予算
全体事業概要

①

和

トイレ改修工事実施棟

 

数 棟 0 0 0 4
老朽化し

6

ている校舎トイレにつ

年

いて、床をウェット式

度

からドライ式に、大便

　

器を和式から洋式に改

　

修する等 0 0 0 0
の改

事

修工事を実施する。
②

務

令和　８年度の優先度

事

③5 　□ Ａ　　　 

業

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

評

　　　 □ Ｄ　

実施

価

計画なし。
■ 計画ど

表

おり   
令和　６年

（

度
□ 遅延     

個

    
の評価

□ 進

票

展なし     

■ 

）

維持　□ 拡大 今後も

課

、三島市学校施設長寿

名

命化計画に基づき、ト

教

イレ改修を進めていく

育

。
事業区分 □ 自治事

推

務   □ 法定受託

進

   □ その他
今後

部

の方向性 □ 縮小　□

教

 改善
（改善措置等）

育

□ 休止　□ 終了
計

総

画対象 □ 実施計画査

務

定対象  □ 行政改

課

革対象 
□ 廃止　　

作

　　 

※決算額につい

成

ては、端数処理により

日

、他資料の決算額と差

令

異が生じている場合も

和

あります。

　７年　８月　１日



概

算 決算 当初予算
全体事

施

業概要
①

奨学金の貸付

策

人数 人 36 46 31 4

名

7
経済的理由により修

幼

学に困難がある生徒又

児

は学生に対
し、学資の

教

貸与を行うことにより

育

、社会に有為な人材 1

・

6,081 22,41

小

8 12,236 17,

中

920
の育成に資する

学

とともに、教育の機会

校

均等に寄与する
②こと

教

を目的とする。

令和　

育

８年度の優先度

③1 　

基

□ Ａ　　　 □ Ｂ

本

　　　 □ Ｃ　　　

目

 □ Ｄ　

今後の制度

標

の継続性を考慮し、新

未

規貸与者については予

来

算の範囲内で募集定員

に

の上限を設け、選考委

つ

員会を設置
■ 計画ど

な

おり   
令和　６年

ぐ

度 した。応募者が上限

人

以内であったが選考委

材

員会にて審査基準に基

を

づき選考を行い、申請

育

者全員が承認された。

む

ま
□ 遅延     

ま

    
の評価 た、滞

ち

納者には毎月の督促を

要

実施し、返済を促すこ

施

とにより、返済につな

策

がったケースもある。

の

□ 進展なし    

目

 

■ 維持　□ 拡大

的

今後も制度の継続性を

豊

図るため、返還金の歳

か

入額の範囲で貸与が行

な

えるよう、適正な審査

感

のもと選考を行ってい

性

事業区分 □ 自治事務

と

   □ 法定受託 

確

  □ その他
今後の

か

方向性 □ 縮小　□ 

な

改善 く。また、滞納者

学

には引き続き毎月の督

力

促を実施し、連帯保証

を

人も含め個別に連絡を

も

していく。
（改善措置

つ

等）□ 休止　□ 終

、

了
計画対象 ■ 実施計

心

画査定対象  □ 行

身

政改革対象 
□ 廃止

と

　　　　 

※決算額に

も

ついては、端数処理に

に

より、他資料の決算額

健

と差異が生じている場

康

合もあります。

な子どもを育成すること

No. 事務事業名 活

。

動内容 コスト（事業費

施

：千円）

特別支援学級

策

指導員配置事業 令和　

の

５年度 令和　６年度 令

方

和　６年度 令和　７年

向

度 令和　５年度 令和　

小

６年度 令和　６年度 令

中

和　７年度
活動指標名

学

単位
実績 計画 実績 計画

校

決算 当初予算 決算 当初

に

予算
全体事業概要

①
特

お

別支援学級指導員の配

け

人 18 19 19 19
特

る

別支援学級における児

教

童生徒の指導に支障の

育

ないよ 置人数
う、特別

力

支援学級設置校に支援

の

員を配置し、一人一人

向

44,001 55,6

上

39 54,226 63

小

,366
に目の行き届

中

いたきめ細かい教育を

学

実現する中で、特
②別

校

支援教育の充実を図る

に

。

令和　８年度の優先

お

度

③2 　□ Ａ　　　

け

 □ Ｂ　　　 □ 

る

Ｃ　　　 □ Ｄ　

令

教

和6年度は、錦田中学

育

校への特別支援学級（

力

自情）の開設に伴い、

の

指導員を1人増員した

向

。
■ 計画どおり  

上

 
令和　６年度

□ 遅

を

延         

目

の評価
□ 進展なし 

指

    

■ 維持　□

し

 拡大 今後も、児童生

、

徒一人一人に目の行き

「

届いたきめ細かい教育

心

を目指し、特別支援教

の

育の充実を図る。
事業

教

区分 □ 自治事務  

育

 □ 法定受託   

」

□ その他
今後の方向

を

性 □ 縮小　□ 改善

推

（改善措置等）□ 休

進

止　□ 終了
計画対象

す

■ 実施計画査定対象

る

  □ 行政改革対象

た

 
□ 廃止　　　　 

め、自分事として考える道徳教育の推進や、各校において「命を考える日」の充実を図るなど、様
■ 計画どおり   

令和　６年度 々な工夫を行いながら事業を実施した。また、特別支援学級には指導員を、小学校1年生の学級等には学校支援員を配置するとともに、各中学校への「校内支援室」の
□ 遅延         

の評価 設置を進めるなど、児童生徒へのきめの細かい教育の実現に向けて施策を推進した。加えて、教員を対象とした各種研修を実施し、1人1台端末の効果的な活用や、児童
□ 進展なし     

生徒が主体的に学ぶ授業づくりのための方策を探るとともに、特別な支援が必要な児童・生徒のための専門知識の習得等も行った。
■ 維持　　　　 これ

1

までどおり、「心の教

頁

育」を柱として推進す

令

るとともに、確かな学

和

力の育成、生徒指導・

 

特別支援教育の充実、

6

安全教育に焦点を当て

年

た「命の教育」の推進

度

を図っ

今後の方向性 □

　

 拡大　　　　 てい

　

く 。また、三島市教

事

育振興基本計画をもと

務

に、事業を実施するこ

事

とを通して、小中学校

業

の教育力の向上を図る

評

。

（改善措置等） □ 

価

縮小　　　　 さらに

表

、「令和の日本型学校

（

教育」の姿である『全

個

ての子供たちの可能性

票

を引き出す「個別最適

）

な学び」と「協働的な

課

学び」の実現』に向け

名

、GIGAスクール構

教

想を推進
□ 改善　　

育

　　 し、教員のIC

推

T活用指導力の向上を

進

図る。

部学校教育課 作成日 令

No.

和

事務事業名 活動内容 コ

　

スト（事業費：千円）

７

三島市育英奨学金貸付

年

事業 令和　５年度 令和

　

　６年度 令和　６年度

８

令和　７年度 令和　５

月

年度 令和　６年度 令和

　

　６年度 令和　７年度

１

活動指標名 単位
実績 計

日

画 実績 計画 決算 当初予



概

当初予算
全体事業概要

施

①
学校支援員への研修

策

回 2 2 2 2
低学年時に

名

おける円滑な集団生活

幼

への適応を支援する
た

児

め、また、特別な支援

教

を必要とする児童・生

育

徒を援 78,886 1

・

06,902 104,

小

897 123,787

中

助するため、学校支援

学

員（介助員を含む）を

校

配置する
②。

 令和　

教

８年度の優先度

③3 　

育

□ Ａ　　　 □ Ｂ

基

　　　 □ Ｃ　　　

本

 □ Ｄ　

低学年時に

目

おける円滑な集団生活

標

への適応支援や、普通

未

学級に在籍する特別な

来

支援を必要とする児童

に

・生徒を援
■ 計画ど

つ

おり   
令和　６年

な

度 助するため、56人

ぐ

の学校支援員（介助員

人

を含む）を任用した。

材

□ 遅延      

を

   
の評価

□ 進展

育

なし     

□ 維

む

持　■ 拡大 令和7年

ま

度は、学校支援員の数

ち

を維持するとともに、

要

介助員配置事業委託を

施

実施し、学校生活にお

策

いて介助が必
事業区分

の

□ 自治事務   □

目

 法定受託   □ 

的

その他
今後の方向性 □

豊

 縮小　□ 改善 要な

か

児童を支援する。小中

な

学校の通常学級に在籍

感

する特別な教育的支援

性

を必要とする児童生徒

と

は増加傾向にある
（改

確

善措置等）□ 休止　

か

□ 終了 ため、状況に

な

応じて学校支援員の増

学

員を検討するとともに

力

、人材の確保と質の向

を

上に努めていく。
計画

も

対象 ■ 実施計画査定

つ

対象  □ 行政改革

、

対象 
□ 廃止　　　

心

　 

※決算額について

身

は、端数処理により、

と

他資料の決算額と差異

も

が生じている場合もあ

に

ります。

健康な子どもを育成すること。

施策の方向 小中学校における教育力の向上

小中学校における教育力の向上を目指し、「心の教育」を推進するため、自分事として考える道徳教育の推進や、各校において「命を考える日」の充実を図るなど、様
■ 計画どおり   

令和　６年度 々な工夫を行いながら事業を実施した。また、特別支援学級には指導員を、小学校1年生の学級等には学校支援員を配置するとともに、各中学校への「校内支援室」の
□ 遅延         

の評価 設置を進めるなど、児童生徒へのきめの細かい教育の実現に向けて施策を推進した。加えて、教員を対象とした各種研修を実施し、1人1台端末の効果的な活用や、児童
□ 進展なし     

生徒が主体的に学ぶ授業づくりのための方策を探るとともに、特別な支援が必要な児童・生徒のための専門知識の習得等も行った。
■ 維持　　　　 これ

2

までどおり、「心の教

頁

育」を柱として推進す

令

るとともに、確かな学

和

力の育成、生徒指導・

 

特別支援教育の充実、

6

安全教育に焦点を当て

年

た「命の教育」の推進

度

を図っ

今後の方向性 □

　

 拡大　　　　 てい

　

く 。また、三島市教

事

育振興基本計画をもと

務

に、事業を実施するこ

事

とを通して、小中学校

業

の教育力の向上を図る

評

。

（改善措置等） □ 

価

縮小　　　　 さらに

表

、「令和の日本型学校

（

教育」の姿である『全

個

ての子供たちの可能性

票

を引き出す「個別最適

）

な学び」と「協働的な

課

学び」の実現』に向け

名

、GIGAスクール構

教

想を推進
□ 改善　　

育

　　 し、教員のIC

推

T活用指導力の向上を

進

図る。

部学校教育課 作成日 令

No.

和

事務事業名 活動内容 コ

　

スト（事業費：千円）

７

学校支援員配置事業 令

年

和　５年度 令和　６年

　

度 令和　６年度 令和　

８

７年度 令和　５年度 令

月

和　６年度 令和　６年

　

度 令和　７年度
活動指

１

標名 単位
実績 計画 実績

日

計画 決算 当初予算 決算



概

している。
□ 遅延 

施

        
の評

策

価
□ 進展なし   

名

  

□ 維持　□ 拡

生

大 マナビー学習につい

涯

ては今後周知促進を図

学

り、講座開講数と参加

習

人数の更なる増加を図

・

る。
事業区分 □ 自治

青

事務   □ 法定受

少

託   □ その他
今

年

後の方向性 □ 縮小　

基

■ 改善 また、ハロー

本

教授バンクについては

目

現状を維持し、引き続

標

き活用してもらうよう

未

周知を図る。
（改善措

来

置等）□ 休止　□ 

に

終了
計画対象 □ 実施

つ

計画査定対象  □ 

な

行政改革対象 
□ 廃

ぐ

止　　　　 

※決算額

人

については、端数処理

材

により、他資料の決算

を

額と差異が生じている

育

場合もあります。

むまち

要 施策の目的 誰も

No. 事務事業名

が

活動内容 コスト（事業

生

費：千円）

生涯学習推

涯

進事業 令和　５年度 令

を

和　６年度 令和　６年

通

度 令和　７年度 令和　

じ

５年度 令和　６年度 令

て

和　６年度 令和　７年

、

度
活動指標名 単位

実績

い

計画 実績 計画 決算 当初

つ

予算 決算 当初予算
全体

で

事業概要
①

生涯学習ま

も

つり参加人数 人 3,3

、

56 3,900 3,4

ど

24 3,900
・市民

こ

の生涯学習活動を顕彰

で

するため、生涯学習功

も

労
者表彰を行う。 72

自

53 48 17
・市民生

由

涯学習センターを活動

に

の場とする市民関係団

学

②
生涯学習功労者表彰

び

者数 人 4人 5 6人 5
体

、

の学習成果発表と団体

そ

相互の交流を図るため

の

、生涯 1団体 1団体
学

成

習まつりを実施する。

果

令和　８年度の優先度

を

③2 　□ Ａ　　　 

生

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

か

　　　 □ Ｄ　

生涯

す

学習功労者表彰及び生

こ

涯学習まつりを計画ど

と

おり開催した。
■ 計

が

画どおり   
令和　

で

６年度
□ 遅延   

き

      
の評価

□

る

 進展なし     

環

□ 維持　■ 拡大 引

境

き続き生涯学習まつり

と

を通じて市民関係団体

、

の発表や相互交流の場

青

を創出するとともに、

少

幅広い世代の来場者
事

年

業区分 □ 自治事務 

が

  □ 法定受託  

健

 □ その他
今後の方

や

向性 □ 縮小　□ 改

か

善 数増加を目指し、関

に

係各課との連携による

育

新規分野の参入や、駐

つ

車場の混雑緩和を図る

環

。
（改善措置等）□ 

境

休止　□ 終了 また、

を

生涯学習功労者表彰に

整

ついては、予算や候補

え

者の人数等を考慮し、

る

今後の開催方法を検討

こ

していく。
計画対象 □

と

 実施計画査定対象 

。

 □ 行政改革対象 

施

□ 廃止　　　　 

策の方向 多様な学習機会の提供

各種講座の参加者や施設利用者が増加するなど、活動に活気が戻りつつある。
■ 計画どおり   

令和　６年度 新たに北上公民館の日曜祝日開館を試行的に取り入れ、利用者需要調査を実施した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 時代のニーズにあった事業展開を実施し、新たな施設利用者、講座受講者の獲得を目指す。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 生涯学習事業及び家庭教育事業については、従来の事業や活動を大切にしながら、新たなテーマを取入れた事業展開を行う。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 リカレント教育推進事業については、市内及び近隣の教育提供機関との連携を強化するとともに、多様性に対応できる講座の開設を目指す。 
□

1

 改善　　　　 

頁

令和 6年度　　事務

No. 事務事業名

事

活動内容 コスト（事業

業

費：千円）

生涯学習事

評

業 令和　５年度 令和　

価

６年度 令和　６年度 令

表

和　７年度 令和　５年

（

度 令和　６年度 令和　

個

６年度 令和　７年度
活

票

動指標名 単位
実績 計画

）

実績 計画 決算 当初予算

課

決算 当初予算
全体事業

名

概要
①

マナビー学習（

教

出前講座 回 6 12 6 1

育

2
地域における生涯学

推

習活動を推進するため

進

、生涯学習 ）回数
推進

部

員（マナビスト）活用

生

事業の一環である「マ

涯

ナビ 52 86 51 67

学

ー学習」や、「ハロー

習

教授バンク」「視聴覚

課

貸出事業
②

ハロー教授

作

バンク　活用 回 14 1

成

0 22 10
」を実施す

日

る。 件数

令和　８年度

令

の優先度

③1 　□ Ａ

和

　　　 □ Ｂ　　　

　

 □ Ｃ　　　 □ 

７

Ｄ　

マナビー学習は申

年

込団体が固定化するな

　

どして、回数の増加が

８

みられなかった。
■ 

月

計画どおり   
令和

　

　６年度 また、ハロー

１

教授バンクについては

日

活用件数が着実に増加



概

なるよう
■ 計画どお

施

り   
令和　６年度

策

な場や幅広く学ぶ機会

名

を提供することができ

生

た上、受講生からの満

涯

足度も高評価を得るも

学

のとなった。
□ 遅延

習

         
の

・

評価
□ 進展なし  

青

   

■ 維持　□ 

少

拡大 社会情勢や参加者

年

アンケート等を判断材

基

料とし、市民の関心に

本

訴えかけることができ

目

るような多種多様なテ

標

ーマ
事業区分 □ 自治

未

事務   □ 法定受

来

託   □ その他
今

に

後の方向性 □ 縮小　

つ

□ 改善 設定や事業周

な

知方法を検討し、新た

ぐ

な受講生層を開拓でき

人

るよう推進していきた

材

い。
（改善措置等）□

を

 休止　□ 終了
計画

育

対象 □ 実施計画査定

む

対象  □ 行政改革

ま

対象 
□ 廃止　　　

ち

　 

※決算額について

要

は、端数処理により、

施

他資料の決算額と差異

策

が生じている場合もあ

の

ります。

目的 誰もが生涯を通じ

No

て

. 事務事業名 活動内容

、

コスト（事業費：千円

い

）

家庭教育事業 令和　

つ

５年度 令和　６年度 令

で

和　６年度 令和　７年

も

度 令和　５年度 令和　

、

６年度 令和　６年度 令

ど

和　７年度
活動指標名

こ

単位
実績 計画 実績 計画

で

決算 当初予算 決算 当初

も

予算
全体事業概要

①
主

自

催講座　回数 回 9 6 8

由

6
家庭教育機能向上を

に

図るため、未就学児、

学

義務教育期
の児童・生

び

徒を持つ保護者を対象

、

に、「幼児期からの 4

そ

08 545 333 40

の

7
家庭教育セミナー」

成

「小中学校家庭教育学

果

級」「幼稚
②

主催講座

を

　参加人数 人 184 1

生

70 167 170
園家

か

庭教育学級」「スマイ

す

ル子育て講座」「夏休

こ

み子
ども遺伝学講座」

と

を実施する。 令和　８

が

年度の優先度

③4 　□

で

 Ａ　　　 □ Ｂ　

き

　　 □ Ｃ　　　 

る

□ Ｄ　

小中学校家庭

環

教育学級は講座回数、

境

受講者ともに減少した

と

が、幼稚園家庭教育講

、

座は講座回数、受講者

青

が増加し
■ 計画どお

少

り   
令和　６年度

年

、幼児期からの家庭教

が

育セミナーは、今年度

健

より通年での開催とし

や

、定員に満たなかった

か

ものの、受講者からは

に

□ 遅延      

育

   
の評価 高い評価

つ

をいただいた。また、

環

スマイル子育て講座に

境

ついても、多くの方に

を

応募いただき、満足度

整

の高い講座を
□ 進展

え

なし     
開催す

る

ることができた。夏休

こ

み子ども遺伝学講座は

と

定員以上の申込があり

。

、多くの子どもたちが

施

受講した。
■ 維持　

策

□ 拡大 小中学校家庭

の

教育学級と幼稚園家庭

方

教育講座について、年

向

度ごとの増減はあるも

多

のの各学校から家庭教

様

育担当者
事業区分 □ 

な

自治事務   □ 法

学

定受託   □ その

習

他
今後の方向性 □ 縮

機

小　□ 改善 の依頼が

会

あるため、引き続き継

の

続していく。また幼児

提

期からの家庭教育セミ

供

ナーについては今後も

各

通年での講座
（改善措

種

置等）□ 休止　□ 

講

終了 とし、単発での参

座

加者も受入、講座参加

の

者の増加を図っていく

参

。スマイル子育て講座

加

についても、引き続き

者

、親
計画対象 □ 実施

や

計画査定対象  □ 

施

行政改革対象 
□ 廃

設

止　　　　 子に関心

利

を持っていただけるテ

用

ーマを検討していく。

者が増加するなど、活動に活気が戻りつつある。
■ 計画どおり   

令和　６年度 新たに北上公民館の日曜祝日開館を試行的に取り入れ、利用者需要調査を実施した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 時代のニーズにあった事業展開を実施し、新たな施設利用者、講座受講者の獲得を目指す。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 生涯学習事業及び家庭教育事業については、従来の事業や活動を大切にしながら、新たなテーマを取入れた事業展開を行う。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 リカレント教育推進事業については、市内及び近隣の教育提供機関との連携を強化するとともに、多様性に対応できる講座の開設を目指す。 
□

2

 改善　　　　 

頁

令和 6年度　　事務

No. 事務事業名

事

活動内容 コスト（事業

業

費：千円）

成人教育事

評

業 令和　５年度 令和　

価

６年度 令和　６年度 令

表

和　７年度 令和　５年

（

度 令和　６年度 令和　

個

６年度 令和　７年度
活

票

動指標名 単位
実績 計画

）

実績 計画 決算 当初予算

課

決算 当初予算
全体事業

名

概要
①

団体が教養や資

教

質向上を 人 68 480

育

507 480
教養講座

推

等の開催による団体の

進

資質向上支援や団体相

部

図るため、開催した講

生

座
互の情報交換、連絡

涯

調整を図り、活動の推

学

進支援を行 への参加延

習

べ人数 184 278 2

課

06 237
う。（令和

作

６年度に女性団体支援

成

事業より組み替え）
②

日

市内団体の情報交換や

令

知 回 2 6 6 6
識や親睦

和

を深めるために
実施し

　

た事業の回数 令和　８

７

年度の優先度

③3 　□

年

 Ａ　　　 □ Ｂ　

　

　　 □ Ｃ　　　 

８

□ Ｄ　

活動指標であ

月

る参加人数について計

　

画どおりに事業展開が

１

できた。生きがいや仲

日

間づくりのきっかけと



概

施、リカレント教
■ 

施

計画どおり   
令和

策

　６年度 育推進会議の

名

開催、また、リカレン

生

ト教育講座を委託事業

涯

として実施した。
□ 

学

遅延        

習

 
の評価

□ 進展なし

・

     

□ 維持　

青

■ 拡大 今後も継続し

少

て、資格取得を目指す

年

成人を対象に夜間施設

基

の提供を進める。また

本

、新規事業として人生

目

100年時
事業区分 □

標

 自治事務   □ 

未

法定受託   □ そ

来

の他
今後の方向性 □ 

に

縮小　□ 改善 代に呼

つ

応したリカレント教育

な

に取り組む市民を応援

ぐ

するため、専門知識や

人

スキルを学ぶことがで

材

きるよう、教育
（改善

を

措置等）□ 休止　□

育

 終了 機関や民間団体

む

と連携し実践的な教育

ま

講座を開催する。
計画

ち

対象 □ 実施計画査定

要

対象  □ 行政改革

施

対象 
□ 廃止　　　

策

　 

※決算額について

の

は、端数処理により、

目

他資料の決算額と差異

的

が生じている場合もあ

誰

ります。

もが生涯を通じて、い

No

つ

. 事務事業名 活動内容

で

コスト（事業費：千円

も

）

公民館事業 令和　５

、

年度 令和　６年度 令和

ど

　６年度 令和　７年度

こ

令和　５年度 令和　６

で

年度 令和　６年度 令和

も

　７年度
活動指標名 単

自

位
実績 計画 実績 計画 決

由

算 当初予算 決算 当初予

に

算
全体事業概要

①
公民

学

館自主事業参加者 人 1

び

,621 1,500 1

、

,287 1,500
誰

そ

もが生涯を通じて、い

の

つでも、どこでも自由

成

に学ぶ
ことができ、そ

果

の成果を生かすことが

を

できる機会を提 2,6

生

07 2,594 2,1

か

93 2,417
供する

す

環境を整える。
②

公民

こ

館自主事業参加者満 ％

と

96 90 93.4 90

が

グループ、サークル等

で

の組織づくりを支援す

き

る。 足度

令和　８年度

る

の優先度

③6 　□ Ａ

環

　　　 □ Ｂ　　　

境

 □ Ｃ　　　 □ 

と

Ｄ　

参加者数は計画に

、

達しない結果となった

青

が、満足度が計画を上

少

回ったことは評価でき

年

る。参加者数に関して

が

令和
□ 計画どおり 

健

  
令和　６年度 ５年

や

度はそれ以前に新型コ

か

ロナウイルス感染状況

に

による利用制限がかか

育

っていたことに対する

つ

反動があったとは
■ 

環

遅延        

境

 
の評価 思うが、今後

を

安定して参加者数を増

整

やすためにも魅力的な

え

事業を企画・開催して

る

いく。
□ 進展なし 

こ

    

□ 維持　□

と

 拡大 今後は、利用者

。

のニーズを的確に把握

施

し、より魅力的な事業

策

を企画・開催し、参加

の

者数及び満足度の向上

方

を図っ
事業区分 □ 自

向

治事務   □ 法定

多

受託   □ その他

様

今後の方向性 □ 縮小

な

　■ 改善 ていく。
（

学

改善措置等）□ 休止

習

　□ 終了
計画対象 □

機

 実施計画査定対象 

会

 □ 行政改革対象 

の

□ 廃止　　　　 

提供

各種講座の参加者や施設利用者が増加するなど、活動に活気が戻りつつある。
■ 計画どおり   

令和　６年度 新たに北上公民館の日曜祝日開館を試行的に取り入れ、利用者需要調査を実施した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 時代のニーズにあった事業展開を実施し、新たな施設利用者、講座受講者の獲得を目指す。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 生涯学習事業及び家庭教育事業については、従来の事業や活動を大切にしながら、新たなテーマを取入れた事業展開を行う。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 リカレント教育推進事業については、市内及び近隣の教育提供機関との連携を強化するとともに、多様性に対応できる講座の開設を目指す。 
□

3

 改善　　　　 

頁

令和 6年度　　事務

No. 事務事業名

事

活動内容 コスト（事業

業

費：千円）

リカレント

評

教育推進事業 令和　５

価

年度 令和　６年度 令和

表

　６年度 令和　７年度

（

令和　５年度 令和　６

個

年度 令和　６年度 令和

票

　７年度
活動指標名 単

）

位
実績 計画 実績 計画 決

課

算 当初予算 決算 当初予

名

算
全体事業概要

①
リカ

教

レント教育推進会議 回

育

1 1 1 1
人生100年

推

時代に呼応したリカレ

進

ント教育に取り組む
市

部

民を応援するため、専

生

門的知識やスキルを学

涯

ぶこと 234 773 7

学

24 695
ができるよ

習

う、教育機関や民間団

課

体と連携し実践的な
②

作

リカレント教育ホーム

成

ペ 件 860 100 53

日

8 150
教育講座等を

令

実施する。 ージのアク

和

セス数

令和　８年度の

　

優先度

③
みしま教養セ

７

ミナー講座 回 2 2 2
5

年

回数 　□ Ａ　　　 

　

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

８

　　　 □ Ｄ　

資格

月

取得を目指す成人を対

　

象に学習場所として生

１

涯学習センターの夜間

日

施設提供事業の継続実



概

行うことで、参加者ニ

施

ーズについて対応でき

策

た。
□ 進展なし  

名

   

■ 維持　□ 

生

拡大 使用者の様々なニ

涯

ーズに対応するため、

学

主催事業を継続すると

習

ともに、ボランティア

・

による施設整備を行い

青

、学
事業区分 □ 自治

少

事務   □ 法定受

年

託   □ その他
今

基

後の方向性 □ 縮小　

本

□ 改善 習成果（野外

目

活動スキルや協調性）

標

のアウトプットの機会

未

を設けることで箱根の

来

里の利用価値を高める

に

。
（改善措置等）□ 

つ

休止　□ 終了
計画対

な

象 □ 実施計画査定対

ぐ

象  □ 行政改革対

人

象 
□ 廃止　　　　

材

 

※決算額については

を

、端数処理により、他

育

資料の決算額と差異が

む

生じている場合もあり

ま

ます。

ち

要 施策の目的 誰もが生涯を通じて、いつでも、どこでも自由に学び、その成果を生かすことができる環境と、青少年が健やかに育つ環境を整えること。

施策の方向 多様な学習機会の提供

各種講座の参加者や施設利用者が増加するなど、活動に活気が戻りつつある。
■ 計画どおり   

令和　６年度 新たに北上公民館の日曜祝日開館を試行的に取り入れ、利用者需要調査を実施した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 時代のニーズにあった事業展開を実施し、新たな施設利用者、講座受講者の獲得を目指す。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 生涯学習事業及び家庭教育事業については、従来の事業や活動を大切にしながら、新たなテーマを取入れた事業展開を行う。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 リカレント教育推進事業については、市内及び近隣の教育提供機関との連携を強化するとともに、多様性に対応できる講座の開設を目指す。 
□

4

 改善　　　　 

頁

令和 6年度　　事務

No. 事務事業名

事

活動内容 コスト（事業

業

費：千円）

箱根の里事

評

業 令和　５年度 令和　

価

６年度 令和　６年度 令

表

和　７年度 令和　５年

（

度 令和　６年度 令和　

個

６年度 令和　７年度
活

票

動指標名 単位
実績 計画

）

実績 計画 決算 当初予算

課

決算 当初予算
全体事業

名

概要
①

主催事業の実施

教

件数 件 12 11 12 1

育

1
箱根西麓の豊かな自

推

然の中で、多くの市民

進

に多面的な
野外活動等

部

の体験の機会を提供す

生

る。 510 635 52

涯

6 855
　

②
主催事業

学

参加人数 人 616 41

習

4 824 414

令和　

課

８年度の優先度

③7 　

作

□ Ａ　　　 □ Ｂ

成

　　　 □ Ｃ　　　

日

 □ Ｄ　

新型コロナ

令

ウイルス感染症が５類

和

に移行されたことによ

　

り主催事業の参加者数

７

については令和５年度

年

よりも増加
■ 計画ど

　

おり   
令和　６年

８

度 している。
□ 遅延

月

         
の

　

評価 主催事業について

１

は、参加者アンケート

日

に基づいた活動内容を



概

事業区分 □ 自治事務

施

   □ 法定受託 

策

  □ その他
今後の

名

方向性 □ 縮小　□ 

生

改善
（改善措置等）□

涯

 休止　□ 終了
計画

学

対象 ■ 実施計画査定

習

対象  □ 行政改革

・

対象 
□ 廃止　　　

青

　 

※決算額について

少

は、端数処理により、

年

他資料の決算額と差異

基

が生じている場合もあ

本

ります。

目標 未来につなぐ人材

No

を

. 事務事業名 活動内容

育

コスト（事業費：千円

む

）

中郷文化プラザ管理

ま

事業 令和　５年度 令和

ち

　６年度 令和　６年度

要

令和　７年度 令和　５

施

年度 令和　６年度 令和

策

　６年度 令和　７年度

の

活動指標名 単位
実績 計

目

画 実績 計画 決算 当初予

的

算 決算 当初予算
全体事

誰

業概要
①

利用者数 人 2

も

0,771 20,00

が

0 19,907 20,

生

000
平成8年に公民

涯

館及び市民サービスコ

を

ーナー、図書館
分館の

通

複合施設として開館し

じ

、中郷地区の生涯学習

て

並 23,334 25,

、

771 25,260 2

い

6,497
びに地域コ

つ

ミュニティーの拠点と

で

して機能するよう適
②

も

貸出回数 回 1,778

、

1,700 1,509

ど

1,700
切に施設の

こ

維持管理を行う。

令和

で

　８年度の優先度

③2

も

　□ Ａ　　　 □ 

自

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

由

　 □ Ｄ　

利用者数

に

も貸出回数も計画を下

学

回った。令和５年度は

び

それ以前の新型コロナ

、

ウイルス感染状況によ

そ

る利用制限が
□ 計画

の

どおり   
令和　６

成

年度 かかっていたこと

果

に対する反動があった

を

とは思うが、今後安定

生

して利用者数・貸出回

か

数を増やすためにも魅

す

力的
■ 遅延    

こ

     
の評価 な事

と

業を企画・開催してい

が

く。
□ 進展なし  

で

   

□ 維持　□ 

き

拡大 今後は、利用者の

る

ニーズを的確に把握し

環

、より魅力的な事業を

境

企画・開催し、参加者

と

数及び満足度の向上を

、

図っ
事業区分 □ 自治

青

事務   □ 法定受

少

託   □ その他
今

年

後の方向性 □ 縮小　

が

■ 改善 ていく。
（改

健

善措置等）□ 休止　

や

□ 終了
計画対象 □ 

か

実施計画査定対象  

に

□ 行政改革対象 
□

育

 廃止　　　　 

つ環境を整えること。

施策の方向 学習環境の整備・充実

包括管理委託の導入により施設管理及び修繕が的確に実施された。
■ 計画どおり   

令和　６年度 老朽化により法定点検などで要是正の指摘が多くなってきたため、計画的なメンテナンスに努める。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 各施設とも建設から数十年を経過し老朽化による設備の修繕が多くなっているため、ファシリティマネージメントに基づく大規模改修や空調整備を計画的に実施する。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令

No

和

. 事務事業名 活動内容

 

コスト（事業費：千円

6

）

公民館補修整備事業

年

令和　５年度 令和　６

度

年度 令和　６年度 令和

　

　７年度 令和　５年度

　

令和　６年度 令和　６

事

年度 令和　７年度
活動

務

指標名 単位
実績 計画 実

事

績 計画 決算 当初予算 決

業

算 当初予算
全体事業概

評

要
①

補修整備計画件数

価

件 3 2 5 6
いつでも、

表

どこでも学べる機会づ

（

くりを提供する公民
館

個

として、計画的に整備

票

を進めていく。 30,

）

008 28,949 2

課

4,437 0

②
補修整

名

備執行率 ％ 100 10

教

0 100 100

令和　

育

８年度の優先度

③1 　

推

□ Ａ　　　 □ Ｂ

進

　　　 □ Ｃ　　　

部

 □ Ｄ　

２件は当初

生

予算確保の上での設計

涯

委託と工事であるが、

学

もう３件は緊急修繕と

習

して対応したものであ

課

り前から修
■ 計画ど

作

おり   
令和　６年

成

度 繕が必要であること

日

が判明していた箇所な

令

ので、できるだけ計画

和

修繕として事前に予算

　

を確保していきたい。

７

□ 遅延      

年

   
の評価

□ 進展

　

なし     

■ 維

８

持　□ 拡大 利用者の

月

安全と利便性を考慮し

　

計画的に修繕を行うと

１

共に、危険な箇所には

日

迅速に対応していく。



概

室でそれぞれ活発な活

施

動を行えるよう施設運

策

営を進めた。
□ 遅延

名

         
の

生

評価
□ 進展なし  

涯

   

■ 維持　□ 

学

拡大 地域における生涯

習

学習の推進及び地域の

・

公民館として住民との

青

つながりを深めるよう

少

、引き続きより良い施

年

設運
事業区分 □ 自治

基

事務   □ 法定受

本

託   □ その他
今

目

後の方向性 □ 縮小　

標

□ 改善 営を進めてい

未

く。
（改善措置等）□

来

 休止　□ 終了
計画

に

対象 □ 実施計画査定

つ

対象  □ 行政改革

な

対象 
□ 廃止　　　

ぐ

　 

※決算額について

人

は、端数処理により、

材

他資料の決算額と差異

を

が生じている場合もあ

育

ります。

むまち

要 施策の目的 誰

No

も

. 事務事業名 活動内容

が

コスト（事業費：千円

生

）

箱根の里施設補修整

涯

備事業 令和　５年度 令

を

和　６年度 令和　６年

通

度 令和　７年度 令和　

じ

５年度 令和　６年度 令

て

和　６年度 令和　７年

、

度
活動指標名 単位

実績

い

計画 実績 計画 決算 当初

つ

予算 決算 当初予算
全体

で

事業概要
①

箱根の里の

も

修繕件数 件 １ 5 1 5
自

、

然体験、集団研修の場

ど

である青少年教育施設

こ

として
、開設以来30

で

年以上経過するなかで

も

、自然の家やキャ 1,

自

182 208 1,15

由

6 1,432
ンプ場施

に

設が老朽化による補修

学

箇所が多数あるため、

び

②
箱根の里の施設整備

、

件数 件 0 1 0 1
新年度

そ

にて実施し将来的に重

の

大な不具合が生じない

成

よ
う安心、安全な施設

果

を維持・管理するため

を

補修修繕を 令和　８年

生

度の優先度
行う。

③
箱

か

根の里の備品購入件数

す

件 0 0 0 1
4 　□ Ａ

こ

　　　 □ Ｂ　　　

と

 □ Ｃ　　　 □ 

が

Ｄ　

緊急に必要となっ

で

た修繕については、利

き

用者の安全確保のため

る

早急に協議をし行った

環

。日常点検業者との連

境

携を
■ 計画どおり 

と

  
令和　６年度 行う

、

ことで早期の対応を図

青

った。
□ 遅延   

少

      
の評価

□

年

 進展なし     

が

□ 維持　□ 拡大 施

健

設使用者に対し安心安

や

全なサービスを提供す

か

るため、施設に支障が

に

発生した場合は、随時

育

対応をしていく。
事業

つ

区分 □ 自治事務  

環

 □ 法定受託   

境

□ その他
今後の方向

を

性 ■ 縮小　□ 改善

整

（改善措置等）□ 休

え

止　□ 終了
計画対象

る

□ 実施計画査定対象

こ

  □ 行政改革対象

と

 
□ 廃止　　　　 

。

施策の方向 学習環境の整備・充実

包括管理委託の導入により施設管理及び修繕が的確に実施された。
■ 計画どおり   

令和　６年度 老朽化により法定点検などで要是正の指摘が多くなってきたため、計画的なメンテナンスに努める。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 各施設とも建設から数十年を経過し老朽化による設備の修繕が多くなっているため、ファシリティマネージメントに基づく大規模改修や空調整備を計画的に実施する。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

2 頁

令

No

和

. 事務事業名 活動内容

 

コスト（事業費：千円

6

）

北上文化プラザ管理

年

事業 令和　５年度 令和

度

　６年度 令和　６年度

　

令和　７年度 令和　５

　

年度 令和　６年度 令和

事

　６年度 令和　７年度

務

活動指標名 単位
実績 計

事

画 実績 計画 決算 当初予

業

算 決算 当初予算
全体事

評

業概要
①

北上公民館利

価

用者数 人 33,501

表

32,000 37,4

（

19 32,000
平成

個

19年に公民館と市民

票

サービスコーナーの機

）

能を持
つ複合施設とし

課

て開館した。公民館は

名

、生涯学習なら 22,

教

099 24,474 2

育

4,447 25,26

推

8
びに地域コミュニテ

進

ィづくりの拠点として

部

、各団体が
②

施設貸出

生

回数 回 2,554 2,

涯

500 3,019 2,

学

500
それぞれ活発な

習

活動を行う。
また、市

課

民サービスコーナーは

作

証明書発行などの市役

成

令和　８年度の優先度

日

所機能の一部を担う。

令

③3 　□ Ａ　　　 

和

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

　

　　　 □ Ｄ　

利用

７

者数も貸出回数も当初

年

計画より上回った。北

　

上地域の生涯学習なら

８

びに地域コミュニティ

月

づくりの拠点とし
■ 

　

計画どおり   
令和

１

　６年度 て、施設使用

日

団体、公民館学級、教



概

イルスの流行による利

施

用者数の落ち込みが、

策

年々回復しているとみ

名

られる。
□ 進展なし

生

     

■ 維持　

涯

□ 拡大 令和５年度よ

学

り導入された包括管理

習

委託業務に伴い、特に

・

当センターの修繕に関

青

し当課の実施方針を定

少

めるなど
事業区分 □ 

年

自治事務   □ 法

基

定受託   □ その

本

他
今後の方向性 □ 縮

目

小　□ 改善 、適宜適

標

切な対応ができた。施

未

設利用者については、

来

引き続き利用者が快適

に

に使用できるよう施設

つ

内環境を整え
（改善措

な

置等）□ 休止　□ 

ぐ

終了 、市民活動等の活

人

性化及びさらなる利用

材

者数の増加に努める。

を

センター運営委員会に

育

ついては、建設的な議

む

論が
計画対象 ■ 実施

ま

計画査定対象  □ 

ち

行政改革対象 
□ 廃

要

止　　　　 でき、生

施

涯学習センターの運営

策

についてより焦点をあ

の

てて会議を行えるよう

目

努力する。

※決算額に

的

ついては、端数処理に

誰

より、他資料の決算額

も

と差異が生じている場

が

合もあります。

生涯を通じて、いつでも、どこでも自由に学び、その成果を生かすことができる環境と、青少年が健やかに育つ環境を整えること。

施策の方向 学習環境の整備・充実

包括管理委託の導入により施設管理及び修繕が的確に実施された。
■ 計画どおり   

令和　６年度 老朽化により法定点検などで要是正の指摘が多くなってきたため、計画的なメンテナンスに努める。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 各施設とも建設から数十年を経過し老朽化による設備の修繕が多くなっているため、ファシリティマネージメントに基づく大規模改修や空調整備を計画的に実施する。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

3 頁

令

No

和

. 事務事業名 活動内容

 

コスト（事業費：千円

6

）

生涯学習センター管

年

理事業 令和　５年度 令

度

和　６年度 令和　６年

　

度 令和　７年度 令和　

　

５年度 令和　６年度 令

事

和　６年度 令和　７年

務

度
活動指標名 単位

実績

事

計画 実績 計画 決算 当初

業

予算 決算 当初予算
全体

評

事業概要
①

施設管理に

価

係る委託業務 件 2 1 1

表

1
三島市民生涯学習セ

（

ンターは、教養文化の

個

発信基地と の集約化（

票

指定管理の検
して市民

）

の学習機会や情報の提

課

供を行っていく。 討を

名

含む） 49,835 8

教

2,259 96,05

育

2 83,305

②
施設

推

の利用者数 人 78,0

進

43 100,000 8

部

1,926 100,0

生

00

令和　８年度の優

涯

先度

③
生涯学習センタ

学

ー運営委 回 2 2 1 2
5

習

員会 　□ Ａ　　　 

課

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

作

　　　 □ Ｄ　

施設

成

管理に係る委託業務の

日

集約化は目標を達成し

令

た一方で、施設の利用

和

者数及び生涯学習セン

　

ター運営委員会開
■ 

７

計画どおり   
令和

年

　６年度 催回数につい

　

ては未達成となった。

８

しかし、利用者数の増

月

減をみると、昨年度か

　

ら増加しており、新型

１

コロナウ
□ 遅延  

日

       
の評価



概

□ Ａ　　　 □ Ｂ

施

　　　 □ Ｃ　　　

策

 □ Ｄ　

令和６年度

名

は各校での教育活動が

生

年間計画どおりに行わ

涯

れたため、各事業につ

学

いても予定どおり実施

習

でき、満足
■ 計画ど

・

おり   
令和　６年

青

度 度も99%と高評価

少

を得ることができた。

年

□ 遅延      

基

   
の評価

□ 進展

本

なし     

■ 維

目

持　□ 拡大 保護者や

標

地域住民のニーズに応

未

えられるよう、事業を

来

計画どおりに進めてい

に

きたい。また、個別相

つ

談のニーズが
事業区分

な

□ 自治事務   □

ぐ

 法定受託   □ 

人

その他
今後の方向性 □

材

 縮小　□ 改善 高ま

を

っていること、利用し

育

やすさが重要視されて

む

いることがアンケート

ま

結果に表れているため

ち

、学校外でのアウ
（改

要

善措置等）□ 休止　

施

□ 終了 トリーチ型支

策

援を充実させ、より多

の

くの方が利用できるよ

目

うに努めていく。
計画

的

対象 □ 実施計画査定

誰

対象  □ 行政改革

も

対象 
□ 廃止　　　

が

　 

※決算額について

生

は、端数処理により、

涯

他資料の決算額と差異

を

が生じている場合もあ

通

ります。

じて、いつでも、どこでも自由に学び、その成果を生かすことができる環境と、青少年が健やかに育つ環境を整えること。

施策の方向 社会教育活動の活性化

計画どおり各事業を進めることができた。さらに、開催した全ての事業において出席者より高評価を得ることから、社会教育活動の活性化に寄与することができた。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 学校・家庭・地域連携協力推進事業では、全市立小中学校区で協働実施本部を設置した。引き続き学校や地域と連携し、活動やボランティアの協力を拡大できるように

今後の方向性 □ 拡大　　　　 支援していく。また、女性団体支援事業においては、学級生高齢化による個々の学級生及び学級全体の活動力低下等から参加者の減少等の懸念は続くが、積極的かつ主

（改善措置等） □ 縮小　　　　 体的に活躍できる女性団

1

体としての意識向上を

頁

目指し、事務局として

令

学級運営や各学習の支

和

援に努めていく。
□ 

 

改善　　　　 

6年度　　事務事業評価

No. 事務事業名 活

表

動内容 コスト（事業費

（

：千円）

学校・家庭・

個

地域連携協力推進事業

票

令和　５年度 令和　６

）

年度 令和　６年度 令和

課

　７年度 令和　５年度

名

令和　６年度 令和　６

教

年度 令和　７年度
活動

育

指標名 単位
実績 計画 実

推

績 計画 決算 当初予算 決

進

算 当初予算
全体事業概

部

要
①

地域学校協働本部

生

実行委 回 95 80 98

涯

80
学校・家庭・地域

学

が一体となり地域ぐる

習

みで子どもを 員会開催

課

回数
育むため、学校と

作

地域住民との橋渡し等

成

を行う実行委 5,34

日

1 5,530 5,09

令

5 5,517
員会を各

和

学校において、連携・

　

協働して様々な活動を

７

②
家庭教育支援事業実

年

施回 回 43 30 53 3

　

0
行うとともに、家庭

８

の教育力向上を図る。

月

数

令和　８年度の優先

　

度

③
家庭教育支援事業

１

講座参 ％ 100 90 9

日

9 90
1 加者満足度 　



概

びを通して児童の健康

施

増進と豊かな情操を育

策

むため 11,746 1

名

4,885 14,39

生

0 17,027
の各種

涯

事業を展開する。
②

単

学

発講座開催回数 回 7 1

習

0 7 10
また、利用者

・

が安心安全に利用でき

青

るよう適切な管理
運営

少

を行う。 令和　８年度

年

の優先度

③
単発講座参

基

加者数 人 276 300

本

211 300
1 　□ 

目

Ａ　　　 □ Ｂ　　

標

　 □ Ｃ　　　 □

未

 Ｄ　

新型コロナウイ

来

ルスが季節性インフル

に

エンザと同じ扱いとな

つ

る中で、利用者数につ

な

いては計画値に到達し

ぐ

、徐々
■ 計画どおり

人

   
令和　６年度 に

材

ではあるが、コロナ禍

を

前の状況に戻りつつあ

育

る。単発講座において

む

は感染症対策をしなが

ま

ら概ね計画通り開催
□

ち

 遅延       

要

  
の評価 することが

施

できた。
□ 進展なし

策

     

■ 維持　

の

□ 拡大 引き続き積極

目

的に各種事業を展開す

的

るとともに、安心・安

誰

全に利用できる場の提

も

供を行うため、衛生管

が

理の徹底
事業区分 □ 

生

自治事務   □ 法

涯

定受託   □ その

を

他
今後の方向性 □ 縮

通

小　□ 改善 に努める

じ

。
（改善措置等）□ 

て

休止　□ 終了
計画対

、

象 □ 実施計画査定対

い

象  □ 行政改革対

つ

象 
□ 廃止　　　　

で

 

※決算額については

も

、端数処理により、他

、

資料の決算額と差異が

ど

生じている場合もあり

こ

ます。

でも自由に学び、その

No.

成

事務事業名 活動内容 コ

果

スト（事業費：千円）

を

市単独事業費補助金 令

生

和　５年度 令和　６年

か

度 令和　６年度 令和　

す

７年度 令和　５年度 令

こ

和　６年度 令和　６年

と

度 令和　７年度
活動指

が

標名 単位
実績 計画 実績

で

計画 決算 当初予算 決算

き

当初予算
全体事業概要

る

①
交付団体数 団体 2 2

環

2 2
三島市子ども会連

境

合会補助金
　子ども会

と

の育成を図るために三

、

島市子ども会連合会 5

青

20 520 520 52

少

0
が実施する事業に係

年

る補助金を交付する。

が

②
三島市子ども会連合

健

会小 % 24 20 19.

や

7 20
 地域活動費補

か

助金 学生加入率
　児童

に

センターを拠点として

育

活動する地域活動団体

つ

が 令和　８年度の優先

環

度
実施する事業に係る

境

補助金を交付する。
③

を

2 　□ Ａ　　　 □

整

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

え

　　 □ Ｄ　

２団体

る

に対し、児童健全育成

こ

のための事業費の一部

と

を補助し、その活動を

。

支援することができた

施

。
■ 計画どおり  

策

 
令和　６年度

□ 遅

の

延         

方

の評価
□ 進展なし 

向

    

■ 維持　□

青

 拡大 今後も補助金の

少

交付を継続するととも

年

に、団体が児童の健全

の

育成のための活動を継

健

続、発展していけるよ

全

う支援
事業区分 □ 自

育

治事務   □ 法定

成

受託   □ その他

各

今後の方向性 □ 縮小

事

　□ 改善 していく。

業

（改善措置等）□ 休

を

止　□ 終了
計画対象

計

□ 実施計画査定対象

画

  □ 行政改革対象

ど

 
□ 廃止　　　　 

おり進めるとともに、実施事業において、より対象者の関心が高い研修内容等に設定するなど工夫しながら事業を進めたことにより、目標値より高い満
■ 計画どおり   

令和　６年度 足度を得ることができた。青少年相談事業においては近年の不登校児の増加に伴う相談件数の増加に加え、相談内容の複雑化・多様化に対応するため、タブレット端末
□ 遅延         

の評価 によるチャット方式での相談対応や相談員のスキルアップ研修を実施した。児童センターにおいては、対象年齢や保護者の興味関心が高い講座を実施するなど、より利
□ 進展なし     

用者が参加しやすい講座の実施を図った。
■ 維持　　　　 青少年育成事業は対象者の関心が高い研修内容を設定

1

し、青少年健全育成研

頁

修の充実と将来の指導

令

者となる人材の育成を

和

図る。青少年相談事業

 

は、不登校の児童生徒

6

に

今後の方向性 □ 拡

年

大　　　　 係る相談

度

案件が増加しているた

　

め、相談室の役割が大

　

きくなっていることか

事

ら、相談員の研修や関

務

係機関との連携を促進

事

する。児童センターは

業

、主催講座のほか、協

評

力

（改善措置等） □ 

価

縮小　　　　 団体と

表

の連携により、健康増

（

進・情操を豊かにする

個

講座を実施していく。

票

□ 改善　　　　 

） 課名 教育推進部生涯学

No. 事務事業

習

名 活動内容 コスト（事

課

業費：千円）

児童セン

作

ター事業 令和　５年度

成

令和　６年度 令和　６

日

年度 令和　７年度 令和

令

　５年度 令和　６年度

和

令和　６年度 令和　７

　

年度
活動指標名 単位

実

７

績 計画 実績 計画 決算 当

年

初予算 決算 当初予算
全

　

体事業概要
①

利用者数

８

人 22,742 20,

月

000 20,724 2

　

0,000
三島市民生

１

涯学習センター内児童

日

センターにおいて、
遊



概

健やかでたくましく成

施

長することを願い、こ

策

ころの 10,657 1

名

3,650 13,22

生

1 15,950
ケアを

涯

図るための面接相談や

学

電話相談と、非行を未

習

然
②

電話等相談延べ人

・

数 人 579 1,000

青

398 1,000
に防

少

ぐための補導活動を関

年

係機関との連携のもと

基

に実
施し、家庭・学校

本

と地域が連携し、青少

目

年の健全育成 令和　８

標

年度の優先度
事業を推

未

進する。
③

タブレット

来

による相談延 人 2,5

に

58 2,000 2,9

つ

38 2,000
3 べ人

な

数 　□ Ａ　　　 □

ぐ

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

人

　　 □ Ｄ　

不登校

材

傾向の児童生徒数は上

を

昇傾向にあるため、青

育

少年相談室の役割が大

む

きくなっている。今後

ま

も上昇傾向は続
■ 計

ち

画どおり   
令和　

要

６年度 くのではないか

施

と予想される。
□ 遅

策

延         

の

の評価
□ 進展なし 

目

    

■ 維持　□

的

 拡大 面接相談、電話

誰

相談及びタブレット端

も

末を用いた相談を活用

が

し、さらにメールによ

生

る相談、24時間悩み

涯

相談をす
事業区分 □ 

を

自治事務   □ 法

通

定受託   □ その

じ

他
今後の方向性 □ 縮

て

小　□ 改善 ることが

、

できる場所があるとい

い

うことを周知していく

つ

。
（改善措置等）□ 

で

休止　□ 終了
計画対

も

象 □ 実施計画査定対

、

象  □ 行政改革対

ど

象 
□ 廃止　　　　

こ

 

※決算額については

で

、端数処理により、他

も

資料の決算額と差異が

自

生じている場合もあり

由

ます。

に学び、その成果を生

No.

か

事務事業名 活動内容 コ

す

スト（事業費：千円）

こ

少年育成事業 令和　５

と

年度 令和　６年度 令和

が

　６年度 令和　７年度

で

令和　５年度 令和　６

き

年度 令和　６年度 令和

る

　７年度
活動指標名 単

環

位
実績 計画 実績 計画 決

境

算 当初予算 決算 当初予

と

算
全体事業概要

①
少年

、

育成事業開催回数 回 4

青

3 46 43 46
小学生

少

、中学生、高校生を対

年

象に、野外活動や教養

が

講
座等の体験を通して

健

自主性、実践性、協調

や

性、思いや 1,515

か

2,954 2,115

に

2,190
りの心、忍

育

耐力など社会の中でた

つ

くましく生きる力を
②

環

少年育成事業参加延べ

境

人 人 1,419 1,4

を

76 1,239 1,4

整

76
培い、心豊かな少

え

年育成を図各種事業を

る

行う。 数

令和　８年度

こ

の優先度

③
少年育成事

と

業参加者の満 ％ 96.

。

0 80 91.0 80
4

施

足度 　□ Ａ　　　 

策

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

の

　　　 □ Ｄ　

青少

方

年健全育成研修の充実

向

と将来の指導者となる

青

人材の育成に努めると

少

ともに、少年育成事業

年

の参加者からも目
■ 

の

計画どおり   
令和

健

　６年度 標値以上の満

全

足度を参加者から得る

育

ことができた。
□ 遅

成

延         

各

の評価
□ 進展なし 

事

    

■ 維持　□

業

 拡大 引き続き対象者

を

の関心が高そうな研修

計

内容を設定し、教育効

画

果の高いと考えらえる

ど

事業の立案を行う。ま

お

た、中
事業区分 □ 自

り

治事務   □ 法定

進

受託   □ その他

め

今後の方向性 □ 縮小

る

　□ 改善 学生を対象

と

としたリーダー育成事

と

業について、令和７年

も

度は、研修回数及び宿

に

泊研修の宿泊日数を増

、

やして実施
（改善措置

実

等）□ 休止　□ 終

施

了 し、さらなる青少年

事

の社会教育の場を設け

業

るよう努める。
計画対

に

象 □ 実施計画査定対

お

象  □ 行政改革対

い

象 
□ 廃止　　　　

て

 

、より対象者の関心が高い研修内容等に設定するなど工夫しながら事業を進めたことにより、目標値より高い満
■ 計画どおり   

令和　６年度 足度を得ることができた。青少年相談事業においては近年の不登校児の増加に伴う相談件数の増加に加え、相談内容の複雑化・多様化に対応するため、タブレット端末
□ 遅延         

の評価 によるチャット方式での相談対応や相談員のスキルアップ研修を実施した。児童センターにおいては、対象年齢や保護者の興味関心が高い講座を実施するなど、より利
□ 進展なし     

用者が参加しやすい講座の実施を図った。
■ 維持　　　　 青少年育成事業は対象者の関心が高い研修内容を設定

2

し、青少年健全育成研

頁

修の充実と将来の指導

令

者となる人材の育成を

和

図る。青少年相談事業

 

は、不登校の児童生徒

6

に

今後の方向性 □ 拡

年

大　　　　 係る相談

度

案件が増加しているた

　

め、相談室の役割が大

　

きくなっていることか

事

ら、相談員の研修や関

務

係機関との連携を促進

事

する。児童センターは

業

、主催講座のほか、協

評

力

（改善措置等） □ 

価

縮小　　　　 団体と

表

の連携により、健康増

（

進・情操を豊かにする

個

講座を実施していく。

票

□ 改善　　　　 

） 課名 教育推進部生涯学

No. 事務事業

習

名 活動内容 コスト（事

課

業費：千円）

青少年相

作

談室事業 令和　５年度

成

令和　６年度 令和　６

日

年度 令和　７年度 令和

令

　５年度 令和　６年度

和

令和　６年度 令和　７

　

年度
活動指標名 単位

実

７

績 計画 実績 計画 決算 当

年

初予算 決算 当初予算
全

　

体事業概要
①

面接相談

８

延べ人数 人 2,978

月

2,000 2,913

　

2,000
多様な青少

１

年問題への対応として

日

、青少年が心身とも
に



概

により、自らを見つめ

施

直して 207 127 1

策

26 128
社会の一員

名

としての自覚を高める

生

契機とするとともに
②

涯

来場者数 人 74 80 9

学

1 80
、青少年の健全

習

育成について市民に理

・

解と認識を深め
てもら

青

うことを目的とし、三

少

島市中学生の主張大会

年

令和　８年度の優先度

基

を実施する。
③5 　□

本

 Ａ　　　 □ Ｂ　

目

　　 □ Ｃ　　　 

標

□ Ｄ　

主催者・来賓

未

、各学校に早期に案内

来

したため、来場者数は

に

計画値を上回ることが

つ

できた。また、各中学

な

校に早期
■ 計画どお

ぐ

り   
令和　６年度

人

に募集通知し、応募を

材

呼びかけたことで、中

を

学生参加率については

育

目標を達成することが

む

できた。
□ 遅延  

ま

       
の評価

ち

□ 進展なし    

要

 

■ 維持　□ 拡大

施

広く作品募集をするた

策

め、早期に各中学校に

の

対し周知を行い、引き

目

続き応募者の増加を図

的

っていく。また、一般

誰

事業区分 □ 自治事務

も

   □ 法定受託 

が

  □ その他
今後の

生

方向性 □ 縮小　□ 

涯

改善 市民の来場を促せ

を

るよう、開催方法の検

通

討や周知を強化する。

じ

（改善措置等）□ 休

て

止　□ 終了
計画対象

、

□ 実施計画査定対象

い

  □ 行政改革対象

つ

 
□ 廃止　　　　 

で

※決算額については、

も

端数処理により、他資

、

料の決算額と差異が生

ど

じている場合もありま

こ

す。

でも自由に学び、その

No. 事

成

務事業名 活動内容 コス

果

ト（事業費：千円）

市

を

単独事業費補助金 令和

生

　５年度 令和　６年度

か

令和　６年度 令和　７

す

年度 令和　５年度 令和

こ

　６年度 令和　６年度

と

令和　７年度
活動指標

が

名 単位
実績 計画 実績 計

で

画 決算 当初予算 決算 当

き

初予算
全体事業概要

①

る

交付団体数 団体 3 3 3

環

3
青少年健全育成団体

境

等が行う青少年健全育

と

成事業に係
る事業費に

、

対する補助金 2,08

青

3 2,083 2,08

少

3 2,083
「ボーイ

年

スカウト伊豆地区補助

が

金」
②「ガールスカウ

健

ト三島地区連絡協議会

や

補助金」
「青少年健全

か

育成会補助金」 令和　

に

８年度の優先度

③6 　

育

□ Ａ　　　 □ Ｂ

つ

　　　 □ Ｃ　　　

環

 □ Ｄ　

 団体が青

境

少年の健全育成のため

を

の活動を継続、発展し

整

ていけるよう、事業費

え

の補助を行った。
■ 

る

計画どおり   
令和

こ

　６年度
□ 遅延  

と

       
の評価

。

□ 進展なし    

施

 

■ 維持　□ 拡大

策

今後も補助金の交付を

の

継続し、団体が青少年

方

の健全育成のための活

向

動を継続、発展してい

青

けるよう指導していく

少

事業区分 □ 自治事務

年

   □ 法定受託 

の

  □ その他
今後の

健

方向性 □ 縮小　□ 

全

改善 。
（改善措置等）

育

□ 休止　□ 終了
計

成

画対象 □ 実施計画査

各

定対象  □ 行政改

事

革対象 
□ 廃止　　

業

　　 

を計画どおり進めるとともに、実施事業において、より対象者の関心が高い研修内容等に設定するなど工夫しながら事業を進めたことにより、目標値より高い満
■ 計画どおり   

令和　６年度 足度を得ることができた。青少年相談事業においては近年の不登校児の増加に伴う相談件数の増加に加え、相談内容の複雑化・多様化に対応するため、タブレット端末
□ 遅延         

の評価 によるチャット方式での相談対応や相談員のスキルアップ研修を実施した。児童センターにおいては、対象年齢や保護者の興味関心が高い講座を実施するなど、より利
□ 進展なし     

用者が参加しやすい講座の実施を図った。
■ 維持　　　　 青少年育成事業は対象者の関心が高い研修内容を設定

3

し、青少年健全育成研

頁

修の充実と将来の指導

令

者となる人材の育成を

和

図る。青少年相談事業

 

は、不登校の児童生徒

6

に

今後の方向性 □ 拡

年

大　　　　 係る相談

度

案件が増加しているた

　

め、相談室の役割が大

　

きくなっていることか

事

ら、相談員の研修や関

務

係機関との連携を促進

事

する。児童センターは

業

、主催講座のほか、協

評

力

（改善措置等） □ 

価

縮小　　　　 団体と

表

の連携により、健康増

（

進・情操を豊かにする

個

講座を実施していく。

票

□ 改善　　　　 

） 課名 教育推進部生涯学

No. 事務事業

習

名 活動内容 コスト（事

課

業費：千円）

中学生の

作

主張大会事業 令和　５

成

年度 令和　６年度 令和

日

　６年度 令和　７年度

令

令和　５年度 令和　６

和

年度 令和　６年度 令和

　

　７年度
活動指標名 単

７

位
実績 計画 実績 計画 決

年

算 当初予算 決算 当初予

　

算
全体事業概要

①
中学

８

生参加率 ％ 38.5 2

月

6 36 26
中学生が日

　

常生活の中で考え、感

１

じていることを発表
す

日

る機会を提供すること



策

     
の評価

□ 

名

進展なし     

■

図

 維持　□ 拡大
事業

書

区分 □ 自治事務  

館

 □ 法定受託   

基

□ その他
今後の方向

本

性 □ 縮小　□ 改善

目

（改善措置等）□ 休

標

止　□ 終了
計画対象

未

□ 実施計画査定対象

来

  □ 行政改革対象

に

 
□ 廃止　　　　 

つ

※決算額については、

な

端数処理により、他資

ぐ

料の決算額と差異が生

人

じている場合もありま

材

す。

を育むまち

要 施策の目

No. 事

的

務事業名 活動内容 コス

市

ト（事業費：千円）

図

民

書館電子情報推進事業

の

令和　５年度 令和　６

教

年度 令和　６年度 令和

養

　７年度 令和　５年度

を

令和　６年度 令和　６

高

年度 令和　７年度
活動

め

指標名 単位
実績 計画 実

る

績 計画 決算 当初予算 決

た

算 当初予算
全体事業概

め

要
①

データベース契約

読

件数 件 4 4 4 4
従来の

書

図書資料に加え、書籍

の

から得ることができな

普

い
情報を提供するため

及

、データベース等の電

と

子資料を併 1,403

と

1,468 1,462

も

1,491
せたサービ

に

スを行うハイブリッド

、

図書館を推進する。
②

知

ホームページで検索で

識

き 号 2,514 2,5

と

26 2,520 2,5

情

38
るデジタル化した

報

地域資
料の記事号数 令

の

和　８年度の優先度

③

拠

2 　□ Ａ　　　 □

点

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

と

　　 □ Ｄ　

地域資

し

料専任者を配置できて

て

いないが、ホームペー

、

ジで検索可能な地域資

多

料の記事号数は継続し

様

て増やしている
■ 計

な

画どおり   
令和　

資

６年度 。
□ 遅延  

料

       
の評価

・

□ 進展なし    

情

 

■ 維持　□ 拡大

報

令和4年度にデジタル

を

田園都市国家構想推進

収

交付金等を活用して導

集

入したデジタルアーカ

・

イブを市民がさらに利

保

事業区分 □ 自治事務

存

   □ 法定受託 

・

  □ その他
今後の

提

方向性 □ 縮小　□ 

供

改善 活用できるよう、

を

検索用キーワードの入

行

力を継続していく。
（

う

改善措置等）□ 休止

こ

　□ 終了 電子書籍の

と

配信サービス等につい

。

ての情報収集を続け、

施

適切な導入のタイミン

策

グを計る。
計画対象 □

の

 実施計画査定対象 

方

 □ 行政改革対象 

向

□ 廃止　　　　 

図書館機能の充実と利便性の向上

貸出点数等の図書館利用は全国的な傾向と同様に減少しているが、図書館講座や、市役所各課と協働するなどした企画展示は非常に好評だった。また、非来館者へのサ
■ 計画どおり   

令和　６年度 ービスとしてホームページの充実を図った。特に図書館の外でのサービスに注力し、学校等への訪問やセット貸出等、非常に多くの事業を行った。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 館内サービスの質の向上と共に、館外サービスの充実を図る。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令和

N

 

o. 事務事業名 活動内

6

容 コスト（事業費：千

年

円）

図書館事業 令和　

度

５年度 令和　６年度 令

　

和　６年度 令和　７年

　

度 令和　５年度 令和　

事

６年度 令和　６年度 令

務

和　７年度
活動指標名

事

単位
実績 計画 実績 計画

業

決算 当初予算 決算 当初

評

予算
全体事業概要

①
レ

価

ファレンス協同データ

表

件 15,390 9,5

（

00 － 10,000
誰

個

もが利用できる地域の

票

情報拠点として、高度

）

化・多 ベースにおける

課

自館デー
様化する市民

名

の資料ニーズに応える

教

ため、図書・雑誌 タへ

育

の参照数 78,259

推

87,461 83,8

進

71 94,588
・視

部

聴覚資料等を収集・管

図

理し、図書館資料の充

書

実を
②図る。読書普及

館

および図書館活用を推

作

進するため、収
集した

成

資料や情報を活用し、

日

レファレンスサービス

令

等 令和　８年度の優先

和

度
の様々なサービスを

　

行う。
③1 　□ Ａ　

７

　　 □ Ｂ　　　 

年

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

　

　

国立国会図書館のシ

８

ステム不具合によりま

月

だ統計数字が提供され

　

ていないため現在のと

１

ころ実績値不明（８月

日

頃
■ 計画どおり  

概

 
令和　６年度 提供予

施

定）
□ 遅延    



策

する） 令和　８年度の

名

優先度
く。デジタル技

図

術を活用し、今後も利

書

用者の利便性向
③1 上

館

を図ることについて調

基

査研究を重ねる。 　□

本

 Ａ　　　 □ Ｂ　

目

　　 □ Ｃ　　　 

標

□ Ｄ　

令和4年度に

未

デジタル田園都市国家

来

構想推進交付金等を活

に

用してIC技術を使っ

つ

た図書館管理システム

な

を導入した
■ 計画ど

ぐ

おり   
令和　６年

人

度 。自動貸出機等の導

材

入によって利用者の利

を

便性を図ることができ

育

、さらには図書館職員

む

が外へ出て活動する機

ま

会
□ 遅延     

ち

    
の評価 を増や

要

す体制づくりができた

施

。
□ 進展なし   

策

  

■ 維持　□ 拡

の

大 自動貸出機利用の補

目

助を継続する。窓口で

的

の対面の対応を希望す

市

る方にも丁寧に対応し

民

ていく。
事業区分 □ 

の

自治事務   □ 法

教

定受託   □ その

養

他
今後の方向性 □ 縮

を

小　□ 改善
（改善措

高

置等）□ 休止　□ 

め

終了
計画対象 □ 実施

る

計画査定対象  □ 

た

行政改革対象 
□ 廃

め

止　　　　 

※決算額

読

については、端数処理

書

により、他資料の決算

の

額と差異が生じている

普

場合もあります。

及とともに、知識と情報

No. 事務事業名

の

活動内容 コスト（事業

拠

費：千円）

絵本のまち

点

三島推進事業（図書館

と

） 令和　５年度 令和　

し

６年度 令和　６年度 令

て

和　７年度 令和　５年

、

度 令和　６年度 令和　

多

６年度 令和　７年度
活

様

動指標名 単位
実績 計画

な

実績 計画 決算 当初予算

資

決算 当初予算
全体事業

料

概要
①

ブックスタート

・

事業参加 ％ 70.5 6

情

6.0 53.8 67.

報

0
　絵本の力を活用す

を

ることで、すべての市

収

民のウェル 割合
ビーイ

集

ング実現を目指す「絵

・

本のまち三島」を推進

保

す 0 2,284 2,2

存

47 1,840
る。図

・

書館がこれまで蓄積し

提

てきた資料や知識、経

供

験
②

セカンドブック事

を

業参加 ％ 75.4 70

行

.0 81.3 71.0

う

等を活かし、従来から

こ

の図書館事業と併せて

と

、絵本作 者割合
家によ

。

る講演会の開催、絵本

施

に関する展示の拡充、

策

他 令和　８年度の優先

の

度
課支援等を行う。

③

方

絵本関連事業の満足度

向

％ 70.0 87.2 7

読

1.0
2 　□ Ａ　　

書

　 □ Ｂ　　　 □

普

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

及

ブックスタートはコロ

・

ナ前まで3か月児健康

図

教室で実施していたが

書

、現在は教室そのもの

館

が中止されているため

活

4
■ 計画どおり  

用

 
令和　６年度 か月児

の

対象の離乳食講習会で

促

実施している。そのた

進

め参加率が低くなって

令

いる。セカンドブック

和

については2歳
□ 遅

年

延         

4

の評価 児健康相談会で

年

実施しているため、多

度

くの方に絵本を手渡す

に

ことができた。また、

デ

絵本のまち三島関連の

ジ

事業を
□ 進展なし 

タ

    
数多く行い、

ル

いずれも盛況で、絵本

田

のまち三島について周

園

知することができた。

都

■ 維持　□ 拡大 ブ

市

ックスタートについて

国

は引換券を対象者全て

家

に渡してあるが、図書

構

館に受け取りに来る人

想

が減少しているため
事

推

業区分 □ 自治事務 

進

  □ 法定受託  

交

 □ その他
今後の方

付

向性 □ 縮小　□ 改

金

善 、PRに努める。7

等

年度は生涯学習センタ

を

ーまるごと絵本まつり

活

を企画しており、多く

用

の市民に絵本を活用し

し

たウ
（改善措置等）□

て

 休止　□ 終了 ェル

導

ビーイングを推進する

入

。
計画対象 □ 実施計

し

画査定対象  □ 行

た

政改革対象 
□ 廃止

I

　　　　 

Cタグによる図書館管理システムにより、利用者の利便性が向上しただけでなく、蔵書点検
■ 計画どおり   

令和　６年度 作業のスピードアップを図ることができた。
□ 遅延         

の評価 令和6年度より、絵本のまち三島事業を開始、他課の連携事業に講師として出向いたり大通り商店街まつりに出展するなど、図書館の外でも様々な機会を捉えて周知を
□ 進展なし     

行った。
■ 維持　　　　 これまでの図書館の絵本に関する知識や経験の蓄積を活かし、新たなイベント「生涯学習センターまるごと絵本まつり」を開催するほか、読書普及のための事業を実施

今後の方向性 □ 拡大　　　　 していく。また、図書館

1

の外での事業も積極的

頁

に推進していく。

（改

令

善措置等） □ 縮小　

和

　　　 

□ 改善　　

 

　　 

6年度　　事務事業評

No.

価

事務事業名 活動内容 コ

表

スト（事業費：千円）

（

図書館利用促進事業 令

個

和　５年度 令和　６年

票

度 令和　６年度 令和　

）

７年度 令和　５年度 令

課

和　６年度 令和　６年

名

度 令和　７年度
活動指

教

標名 単位
実績 計画 実績

育

計画 決算 当初予算 決算

推

当初予算
全体事業概要

進

①
自動貸出機利用率（

部

人数 ％ 69.4 58.

図

9 70.3 60.0
令

書

和４年度に全面的に資

館

料のIC管理を導入、

作

自動貸出 ）
機等IC関

成

連機器によって、利用

日

者サービスの向上、業

令

1,620 1,817

和

1,735 2,108

　

務の効率化を実現した

７

。同時導入したデジタ

年

ルアーカ
②

デジタル化

　

資料数（１誌 点 51 5

８

2 51 53
イブにおい

月

て地域資料を広く一般

　

に公開するため、劣 、

１

１紙、１タイトルで１

日

化が進んでいる地域資

概

料のデジタル化業務を

施

進めてい 点とカウント



施

善措置等）□ 休止　

策

□ 終了
計画対象 □ 

名

実施計画査定対象  

文

□ 行政改革対象 
□

化

 廃止　　　　 

※決

財

算額については、端数

基

処理により、他資料の

本

決算額と差異が生じて

目

いる場合もあります。

標 未来につなぐ人材を育

No. 事務事

む

業名 活動内容 コスト（

ま

事業費：千円）

歴史的

ち

風致維持向上計画推進

要

事業（文化財課） 令和

施

　５年度 令和　６年度

策

令和　６年度 令和　７

の

年度 令和　５年度 令和

目

　６年度 令和　６年度

的

令和　７年度
活動指標

市

名 単位
実績 計画 実績 計

民

画 決算 当初予算 決算 当

が

初予算
全体事業概要

①

郷

リーフレット作成 種類

土

2 1 0 1
地域に埋もれ

の

ている文化遺産の掘り

伝

起こしと調査、と
りま

統

とめを行うとともに、

や

地域で歴史や文化を調

歴

査・ 3,132 3,6

史

91 3,323 4,5

に

65
継承する歴史研究

対

会の調査結果をリーフ

す

レットへまと
②める編

る

集補助及び刊行を実施

理

する。

令和　８年度の

解

優先度

③2 　□ Ａ　

を

　　 □ Ｂ　　　 

深

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

め

　

令和７年度に第２期

、

計画を作成するにあた

郷

り、地域の行事の取材

土

を行った。また、民俗

へ

学の専門家と第２期計

の

画
□ 計画どおり  

愛

 
令和　６年度 及びリ

着

ーフレットの作成につ

心

いて協議した。
■ 遅

を

延         

高

の評価
□ 進展なし 

め

    

□ 維持　□

る

 拡大 令和７年度には

と

第２期計画を作成する

と

ほか、今後も地域の歴

も

史研究会などと協力し

に

て、文化遺産の掘り起

、

こしを
事業区分 □ 自

無

治事務   □ 法定

形

受託   □ その他

民

今後の方向性 □ 縮小

俗

　■ 改善 進めていく

文

ため、伝統行事等の取

化

材を行う。また、２期

財

計画作成に合わせて事

や

業の実施方法を見直す

文

。
（改善措置等）□ 

化

休止　□ 終了
計画対

財

象 □ 実施計画査定対

を

象  □ 行政改革対

後

象 
□ 廃止　　　　

世

 

に継承すること。

施策の方向 郷土資源の保護・継承

三島囃子の活動が平常に戻ってきため、次世代への継承活動に対して支援を継続した。また、地元住民が主体となって行われる地域の伝統行事の取材を行った。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 地域の文化財に関わる団体の活動や担い手の育成を支援するための事業を引き続き継続していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト

1

（事業費：千円）

市単

頁

独事業費補助金 令和　

令

５年度 令和　６年度 令

和

和　６年度 令和　７年

 

度 令和　５年度 令和　

6

６年度 令和　６年度 令

年

和　７年度
活動指標名

度

単位
実績 計画 実績 計画

　

決算 当初予算 決算 当初

　

予算
全体事業概要

①
通

事

例祭事への出演回数（

務

回 2 2 2 2
県指定無形

事

民俗文化財である「三

業

島囃子」の保存、後 通

評

例は地域祭り、三嶋大

価

継者育成及び各方面へ

表

の技術指導を通じてそ

（

の発展に 祭りの２回）

個

117 117 386 1

票

17
努めている「三島

）

囃子保存会」の実施事

課

業に対して補
②助金を

名

交付する。

令和　８年

教

度の優先度

③1 　□ 

育

Ａ　　　 □ Ｂ　　

推

　 □ Ｃ　　　 □

進

 Ｄ　

三嶋大祭り、天

部

神社祭典での演奏を実

文

施した。練習、道具の

化

作成、山車の清掃、子

財

供や中高生への指導な

課

どの活
■ 計画どおり

作

   
令和　６年度 動

成

が行われた。
□ 遅延

日

         
の

令

評価
□ 進展なし  

和

   

■ 維持　□ 

　

拡大 三嶋大祭りや地域

７

の祭りに合わせて保存

年

会の活動が継続できる

　

よう、また、後継者の

８

育成が進むよう、支援

月

を継
事業区分 □ 自治

　

事務   □ 法定受

１

託   □ その他
今

日

後の方向性 □ 縮小　

概

□ 改善 続する。
（改



施策名 文化財 基本目標

No. 事務

未

事業名 活動内容 コスト

来

（事業費：千円）

文化

に

財管理事業 令和　５年

つ

度 令和　６年度 令和　

な

６年度 令和　７年度 令

ぐ

和　５年度 令和　６年

人

度 令和　６年度 令和　

材

７年度
活動指標名 単位

を

実績 計画 実績 計画 決算

育

当初予算 決算 当初予算

む

全体事業概要
①

進捗率

ま

（耐震診断完了20 %

ち

20 20 60
市内の文

要

化財の管理を行うほか

施

、三ツ石公園内鐘楼（

策

%、設計・協議完了6

の

0%、
時の鐘）の耐震

目

事業を行う。 工事完了

的

100%） 3,019

市

2,964 2,991

民

841

②

令和　８年度

が

の優先度

③2 　□ Ａ

郷

　　　 □ Ｂ　　　

土

 □ Ｃ　　　 □ 

の

Ｄ　

三ツ石公園内鐘楼

伝

（時の鐘）の耐震診断

統

を実施した。
■ 計画

や

どおり   
令和　６

歴

年度
□ 遅延    

史

     
の評価

□ 

に

進展なし     

■

対

 維持　□ 拡大 耐震

す

診断の結果、コンクリ

る

ートに劣化がみられる

理

ことから鐘楼下への立

解

ち入りを禁止している

を

。地元町内会や商
事業

深

区分 □ 自治事務  

め

 □ 法定受託   

、

□ その他
今後の方向

郷

性 □ 縮小　□ 改善

土

店街等関係機関と協議

へ

し、今後の方向性を決

の

めていく。
（改善措置

愛

等）□ 休止　□ 終

着

了
計画対象 ■ 実施計

心

画査定対象  □ 行

を

政改革対象 
□ 廃止

高

　　　　 

めるとともに、無形民俗文化財や文化財を後世に継承すること。

施策の方向 文化財の保護・保存

市内の文化財（遺跡、古文書、石造物等）の調査について、計画通り進めることができた。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 文化財保護法に則り、遺跡等の保護に努める。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

市内遺跡発掘調査等事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　６年度

1

令和　６年度 令和　７

頁

年度
活動指標名 単位

実

令

績 計画 実績 計画 決算 当

和

初予算 決算 当初予算
全

 

体事業概要
①

届け出に

6

対する処理 ％ 100 1

年

00 100 100
周知

度

の遺跡内における宅地

　

造成・住宅建築等の各

　

種開
発事業に伴い、確

事

認調査を行う。 6,8

務

36 9,147 10,

事

223 8,874

②

令

業

和　８年度の優先度

③

評

1 　□ Ａ　　　 □

価

 Ｂ　　　 □ Ｃ　

表

　　 □ Ｄ　

開発に

（

際して必要な試掘・確

個

認調査など29件を実

票

施した。また、県への

）

届出が必要な事案を処

課

理した。
■ 計画どお

名

り   
令和　６年度

教

□ 遅延      

育

   
の評価

□ 進展

推

なし     

■ 維

進

持　□ 拡大 開発に伴

部

う試掘・確認調査の件

文

数が増加しており、他

化

の業務を圧迫する傾向

財

にあるが、文化財保護

課

法の規定に則
事業区分

作

□ 自治事務   □

成

 法定受託   □ 

日

その他
今後の方向性 □

令

 縮小　□ 改善 り遺

和

跡の保護に努める。
（

　

改善措置等）□ 休止

７

　□ 終了
計画対象 □

年

 実施計画査定対象 

　

 □ 行政改革対象 

８

□ 廃止　　　　 

※

月

決算額については、端

　

数処理により、他資料

１

の決算額と差異が生じ

日

ている場合もあります

概

。



施

進め、計画的に調査を

策

実施する。
事業区分 □

名

 自治事務   □ 

文

法定受託   □ そ

化

の他
今後の方向性 □ 

財

縮小　□ 改善
（改善

基

措置等）□ 休止　□

本

 終了
計画対象 □ 実

目

施計画査定対象  □

標

 行政改革対象 
□ 

未

廃止　　　　 

※決算

来

額については、端数処

に

理により、他資料の決

つ

算額と差異が生じてい

な

る場合もあります。

ぐ人材を育むまち

要 施策の目的 市民が郷土の伝統や歴史に対する理解を深め、郷土への愛着心を高めるとともに、無形民俗文化財や文化財を後世に継承すること。

施策の方向 文化財の保護・保存

市内の文化財（遺跡、古文書、石造物等）の調査について、計画通り進めることができた。
■ 計画どおり   

令和　６年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 文化財保護法に則り、遺跡等の保護に努める。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

文化資源把握活用事業 令和　５年度 令和　６年度 令和　６年度 令和　７年度 令和　５年度 令和　６年度 令

2

和　６年度 令和　７年

頁

度
活動指標名 単位

実績

令

計画 実績 計画 決算 当初

和

予算 決算 当初予算
全体

 

事業概要
①

石造物調査

6

着手地区数 地区 3 1 1

年

1
館蔵古文書・民具の

度

整理・調査や市内石造

　

物の調査を
ボランティ

　

アと協働で行い、その

事

成果を、報告書等を 1

務

40 389 403 33

事

9
通じて広く公表して

業

いく。また館所在資料

評

のデジタル
②

所蔵古文

価

書仮目録（300 件 1

表

1 1 1
・アーカイブ化

（

や、散逸・消滅の危機

個

に瀕する民間・ 点程度

票

）作成数
学校所在資料

）

の調査・把握を進める

課

ことで、地域資料 令和

名

　８年度の優先度
を次

教

世代へ確実に継承して

育

いく。
③

館外文化財（

推

資料群）の 件 9 2 7 2

進

3 所在調査着手件数 　

部

□ Ａ　　　 □ Ｂ

文

　　　 □ Ｃ　　　

化

 □ Ｄ　

①について

財

、新谷地区に新規着手

課

した。石造物調査の成

作

果を『三島の石造物４

成

　長伏・御園』として

日

刊行した。
■ 計画ど

令

おり   
令和　６年

和

度 ②について、『的場

　

贄川家文書仮目録（７

７

）』として刊行した。

年

□ 遅延      

　

   
の評価 ③につい

８

て、小学校４件、個人

月

宅３件の資料調査を実

　

施した。
□ 進展なし

１

     

■ 維持　

日

□ 拡大 地域資料の所

概

在地と所有者の確認を



施

縮小　□ 改善 いく。

策

また、災害に強い史跡

名

とするための復旧工事

文

を進めていく。
（改善

化

措置等）□ 休止　□

財

 終了
計画対象 ■ 実

基

施計画査定対象  □

本

 行政改革対象 
□ 

目

廃止　　　　 

※決算

標

額については、端数処

未

理により、他資料の決

来

算額と差異が生じてい

に

る場合もあります。

つなぐ人材を育むまち

要

No. 事務事業

施

名 活動内容 コスト（事

策

業費：千円）

向山古墳

の

群整備活用事業 令和　

目

５年度 令和　６年度 令

的

和　６年度 令和　７年

市

度 令和　５年度 令和　

民

６年度 令和　６年度 令

が

和　７年度
活動指標名

郷

単位
実績 計画 実績 計画

土

決算 当初予算 決算 当初

の

予算
全体事業概要

①
委

伝

員会開催回数 回 1 2 2

統

2
向山古墳群の史跡と

や

しての価値と魅力を高

歴

め、市民の
史跡に対す

史

る意識の醸成や観光誘

に

致につなげるため、 3

対

74 600 1,029

す

3,100
国指定史跡

る

を目指すとともに、景

理

観保全を図る。
②

令和

解

　８年度の優先度

③2

を

　□ Ａ　　　 □ 

深

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

め

　 □ Ｄ　

16号墳

、

の草刈り業務を実施し

郷

た。県指定である向山

土

古墳群の国史跡への指

へ

定を目指し、16号墳

の

の発掘調査、現地
■ 

愛

計画どおり   
令和

着

　６年度 説明会、向山

心

古墳群調査整備検討委

を

員会を開催した。専門

高

家である委員から発掘

め

調査に関する指導や国

る

指定に向
□ 遅延  

と

       
の評価

と

けた課題の指摘を受け

も

た。
□ 進展なし  

に

   

■ 維持　□ 

、

拡大 草刈りなどの維持

無

管理を行うほか、国史

形

跡指定に向け、検討委

民

員会からの指導に従い

俗

、発掘調査や現地説明

文

会、
事業区分 □ 自治

化

事務   □ 法定受

財

託   □ その他
今

や

後の方向性 □ 縮小　

文

□ 改善 文献等の調査

化

を進めていく。
（改善

財

措置等）□ 休止　□

を

 終了
計画対象 □ 実

後

施計画査定対象  □

世

 行政改革対象 
□ 

に

廃止　　　　 

継承すること。

施策の方向 文化財の環境整備と活用

文化財保存活用地域計画を作成した。
■ 計画どおり   

令和　６年度 郷土資料館で文化財を活用した企画展、教育普及事業を実施した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 文化財保存活用地域計画に沿って各種事業を展開していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 郷土資料館での文化財の活用を継続する。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

史跡山中城跡維持管理事業 令和

1

　５年度 令和　６年度

頁

令和　６年度 令和　７

令

年度 令和　５年度 令和

和

　６年度 令和　６年度

 

令和　７年度
活動指標

6

名 単位
実績 計画 実績 計

年

画 決算 当初予算 決算 当

度

初予算
全体事業概要

①

　

維持管理活動日数 日 2

　

07 207 207 20

事

7
国指定史跡山中城跡

務

は平成18年に日本百

事

名城にも選定  
され、

業

郷土の誇る文化財とし

評

て良好に維持保存して

価

い 22,518 41,

表

114 41,294 3

（

0,707
くため、公

個

園内の樹木刈込みや張

票

芝の手入れ等、維持
②

）

災害復旧完了箇所数 箇

課

所 3 3 3
管理を行うも

名

の。

令和　８年度の優

教

先度

③1 　□ Ａ　　

育

　 □ Ｂ　　　 □

推

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

進

継続的に実施している

部

芝生の手入れ、雑木雑

文

草の除去等の史跡の維

化

持管理を実施した。
■

財

 計画どおり   
令

課

和　６年度 災害復旧工

作

事（三ノ丸法面、排水

成

路設置、田尻の池北側

日

法面）を実施した。
□

令

 遅延       

和

  
の評価

□ 進展な

　

し     

■ 維持

７

　□ 拡大 今後も安全

年

面や周辺地域への配慮

　

、景観の維持に努め、

８

史跡を次世代へ継承す

月

べく、適正な維持管理

　

を継続して
事業区分 □

１

 自治事務   □ 

日

法定受託   □ そ

概

の他
今後の方向性 □ 



施

革対象 
□ 廃止　　

策

　　 

※決算額につい

名

ては、端数処理により

文

、他資料の決算額と差

化

異が生じている場合も

財

あります。

基本目標 未来につなぐ

N

人

o. 事務事業名 活動内

材

容 コスト（事業費：千

を

円）

郷土資料館企画展

育

示事業 令和　５年度 令

む

和　６年度 令和　６年

ま

度 令和　７年度 令和　

ち

５年度 令和　６年度 令

要

和　６年度 令和　７年

施

度
活動指標名 単位

実績

策

計画 実績 計画 決算 当初

の

予算 決算 当初予算
全体

目

事業概要
①

講座、講演

的

会等主催事業 回 63 3

市

5 54 35
資料の収集

民

・保存・展示、企画展

が

の実施、企画展関連 の

郷

開催
事業・体験講座の

土

実施、図録・史料集等

の

の刊行、所蔵 6,88

伝

0 8,394 7,38

統

2 7,430
資料デー

や

タベースの整備による

歴

情報発信など、所蔵す

史

②
館資料データベース

に

への 件 455 200 3

対

39 200
る文化財の

す

活用を進める。 登録件

る

数

令和　８年度の優先

理

度

③4 　□ Ａ　　　

解

 □ Ｂ　　　 □ 

を

Ｃ　　　 □ Ｄ　

①

深

について、民具整理作

め

業と古文書剥離作業を

、

新規に立ち上げたため

郷

、計画を大きく上回る

土

実績を上げた。
■ 計

へ

画どおり   
令和　

の

６年度 ②について、事

愛

前調査済みの寄託資料

着

を登録したため計画を

心

上回る実績を上げるこ

を

とができた。
□ 遅延

高

         
の

め

評価
□ 進展なし  

る

   

■ 維持　□ 

と

拡大 ①について、ボラ

と

ンティアと協働で着実

も

に実績を積み上げてい

に

く。
事業区分 □ 自治

、

事務   □ 法定受

無

託   □ その他
今

形

後の方向性 □ 縮小　

民

□ 改善 ②について、

俗

計画に則り登録を進め

文

ていく。
（改善措置等

化

）□ 休止　□ 終了

財

計画対象 □ 実施計画

や

査定対象  □ 行政

文

改革対象 
□ 廃止　

化

　　　 

財を後世に継承すること。

施策の方向 文化財の環境整備と活用

文化財保存活用地域計画を作成した。
■ 計画どおり   

令和　６年度 郷土資料館で文化財を活用した企画展、教育普及事業を実施した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 文化財保存活用地域計画に沿って各種事業を展開していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 郷土資料館での文化財の活用を継続する。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

文化財保存活用地域計画作成事

2

業 令和　５年度 令和　

頁

６年度 令和　６年度 令

令

和　７年度 令和　５年

和

度 令和　６年度 令和　

 

６年度 令和　７年度
活

6

動指標名 単位
実績 計画

年

実績 計画 決算 当初予算

度

決算 当初予算
全体事業

　

概要
①

計画の策定 1 0

　

1 1 0
三島市内全域の

事

歴史・文化・自然に関

務

心が向けられる
ことで

事

文化財の保存を万全に

業

し、地域総がかりで後

評

世 4,598 2,34

価

2 1,982 0
につな

表

ぐ仕組みづくりを進め

（

、まちづくりに活かす

個

た
②め、「文化財保存

票

活用地域計画」を策定

）

する。計画策
定期間は

課

３年間として、令和６

名

年度内の認定を目指す

教

令和　８年度の優先度

育

。
③3 　□ Ａ　　　

推

 □ Ｂ　　　 □ 

進

Ｃ　　　 □ Ｄ　

令

部

和６年12月に国から

文

の認定を受けた。地域

化

計画について市HPや

財

文化庁HPにて公開し

課

ている。
■ 計画どお

作

り   
令和　６年度

成

□ 遅延      

日

   
の評価

□ 進展

令

なし     

□ 維

和

持　□ 拡大 作成した

　

計画を基に各種事業の

７

実施に取り組んでいく

年

。
事業区分 □ 自治事

　

務   □ 法定受託

８

   □ その他
今後

月

の方向性 □ 縮小　□

　

 改善
（改善措置等）

１

□ 休止　■ 終了
計

日

画対象 □ 実施計画査

概

定対象  □ 行政改



施

により、他資料の決算

策

額と差異が生じている

名

場合もあります。

文化財 基本目標 未来につなぐ人材を育むまち

要 施策の目的 市民が郷土の伝統や歴史に対する理解を深め、郷土への愛着心を高めるとともに、無形民俗文化財や文化財を後世に継承すること。

施策の方向 文化財の環境整備と活用

文化財保存活用地域計画を作成した。
■ 計画どおり   

令和　６年度 郷土資料館で文化財を活用した企画展、教育普及事業を実施した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 文化財保存活用地域計画に沿って各種事業を展開していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 郷土資料館での文化財の活用を継続する。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

郷土資料館管理運営事業 令和　

3

５年度 令和　６年度 令

頁

和　６年度 令和　７年

令

度 令和　５年度 令和　

和

６年度 令和　６年度 令

 

和　７年度
活動指標名

6

単位
実績 計画 実績 計画

年

決算 当初予算 決算 当初

度

予算
全体事業概要

①
開

　

館日数 日 314 300

　

303 305
資料の保

事

存環境を維持し、来館

務

者の安全を確保するた

事

め、郷土資料館の適切

業

な維持管理に努める。

評

設備の保 3,362 3

価

,863 3,934 7

表

,099
守、修繕を行

（

う。
②

令和　８年度の

個

優先度

③5 　□ Ａ　

票

　　 □ Ｂ　　　 

）

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

課

　

今年度は２年に１度

名

の燻蒸作業により、１

教

週間休館した以外に災

育

害等による臨時休館が

推

無く、計画通り開館す

進

る
■ 計画どおり  

部

 
令和　６年度 ことが

文

できた。
□ 遅延  

化

       
の評価

財

□ 進展なし    

課

 

■ 維持　□ 拡大

作

資料の収集と保存、研

成

究を推進するとともに

日

、来館者の安全を確保

令

し、施設の管理運営に

和

努める。
事業区分 □ 

　

自治事務   □ 法

７

定受託   □ その

年

他
今後の方向性 □ 縮

　

小　□ 改善
（改善措

８

置等）□ 休止　□ 

月

終了
計画対象 □ 実施

　

計画査定対象  □ 

１

行政改革対象 
□ 廃

日

止　　　　 

※決算額

概

については、端数処理



概

296 5,197 5,

施

601
 

②
市議会本会

策

議の年間映像 ％ 100

名

100 100 100
配

広

信率

令和　８年度の優

報

先度

③1 　□ Ａ　　

・

　 □ Ｂ　　　 □

広

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

聴

市議会だよりは、表紙

基

を児童・生徒が描いた

本

議長賞を受賞した絵画

目

にして親しみやすさを

標

持たせ、より多くの市

共

■ 計画どおり   

に

令和　６年度 民が目を

創

通し、市議会への関心

る

を高めてもらえるよう

持

な議会広報となるよう

続

努めた。本会議のイン

的

ターネット中
□ 遅延

に

         
の

発

評価 継、録画配信及び

展

市議会ホームページは

す

、市民メールやLIN

る

Eでの本会議開催情報

ま

の発信と併せて周知を

ち

図り、市
□ 進展なし

要

     
民に対し積

施

極的な活用を呼びかけ

策

た。配信映像の視聴者

の

は令和5年より増加し

目

た。
■ 維持　□ 拡

的

大 市議会だよりについ

必

ては、掲載事項や文章

要

表現のみならず、表紙

な

等のレイアウトにも工

行

夫を加え、より市民に

政

手
事業区分 □ 自治事

情

務   □ 法定受託

報

   □ その他
今後

を

の方向性 □ 縮小　□

市

 改善 にとってもらえ

民

、誰にでも分かりやす

に

い記事となるよう努め

わ

る。本会議のインター

か

ネット中継、録画配信

り

及び市
（改善措置等）

や

□ 休止　□ 終了 議

す

会ホームページについ

く

ては、引き続き議会だ

伝

よりや市民メール、L

え

INEを通じて周知を

、

図り、市民に対しより

広

開
計画対象 □ 実施計

く

画査定対象  □ 行

意

政改革対象 
□ 廃止

見

　　　　 かれた議会

を

となるよう推し進めて

聴

いく。

※決算額につい

き

ては、端数処理により

市

、他資料の決算額と差

政

異が生じている場合も

に

あります。

生かす、市民に開かれた行政運営に取り組むこと。

施策の方向 広報・広聴活動の充実

市議会だよりについては、令和6年度は議長賞を受賞した児童・生徒の絵を表紙に掲載し、多くの市民が手に取り、市議会への関心を高めてもらえるような議会広報と
■ 計画どおり   

令和　６年度 なるよう努めた。また、本会議のインターネット中継及び録画配信については、市民メールやLINE等SNSにおける本会議開催情報の発信と併せて周知を図った。訪問者
□ 遅延         

の評価 数や閲覧ページ数は減少したものの、当日のLive中継を中心に視聴人数が増加となった。今後もLINE等SNSや議会だよりを中心に、市議会ホームページや議会中継の周
□ 進展なし     

知を図っていく。
■ 維持　　　　 市議会だよりについては、令和7年度からは表紙に公募による三島の風景の写真

1

を掲載することとし、

頁

誌内でも写真を多く使

令

い、内容も更に分かり

和

やすく読みやすい内

今

 

後の方向性 □ 拡大　

6

　　　 容となるよう

年

な誌面作りとする。

（

度

改善措置等） □ 縮小

　

　　　　 本会議のイ

　

ンターネット中継及び

事

動画配信については、

務

引き続き市民メールや

事

LINE等を通じて周

業

知を図り、市民に対し

評

てより開かれた議会と

価

なるように努める。
□

表

 改善　　　　 市議

（

会ホームページについ

個

ては、今後も迅速な情

票

報発信に努める。

） 課名 議会事務局議会事

No. 事務事業名

務

活動内容 コスト（事業

局

費：千円）

議会情報提

作

供事業 令和　５年度 令

成

和　６年度 令和　６年

日

度 令和　７年度 令和　

令

５年度 令和　６年度 令

和

和　６年度 令和　７年

　

度
活動指標名 単位

実績

７

計画 実績 計画 決算 当初

年

予算 決算 当初予算
全体

　

事業概要
①

市議会だよ

８

りの発行回数 回 5 4 4

月

4
情報公開の推進及び

　

説明責任の確立のため

１

、議会情報
を広く提供

日

する。 5,087 5,


